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東北福祉大学大学院棟竣工。言語文化交流センター設置。 
東北福祉大学大学院社会福祉学研究科社会福祉学専攻(修士課程)を東北福祉大学大学院総合福祉学研究科社会福祉
学専攻(修士課程)と改称。 
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1999年(平成11年)

2000年(平成12年)
 
2002年(平成14年)

2003年(平成15年) 
2004年(平成16年) 
2006年(平成18年) 
2007年(平成19年) 
2008年(平成20年)

2014年(平成26年) 
2015年(平成27年)

2019年(令和元年) 
2020年(令和 2 年)

宮城県曹洞宗専門学支校として仙台市若林区荒町に設置。 
専門学支校を廃止し曹洞宗小学林および中学林設置。 
学制改革により仙台市青葉区東二番丁に第二十五中学林として設置移転。 
第二十五中学林を廃止し曹洞宗第二中学林設置。 
仙台市青葉区東二番丁より仙台市若林区南鍛冶町へ全校移転。 
曹洞宗第二中学林を栴檀中学と改称し仙台市若林区南鍛冶町より現在地に移転。 
新制栴檀中学校開校。
東北高等仏教学院開校。 
栴檀学園高等学校開校。 
財団法人栴檀学園認可、東北高等仏教学院廃校。 
学校法人栴檀学園となる。
双葉幼稚園設置。
東北社会事業学校設立。 
東北福祉短期大学社会福祉科設置。東北社会事業学校廃校。栴檀学園高等学校を東北福祉短期大学附属高等学校と改称。 
双葉幼稚園を東北福祉短期大学附属幼稚園と改称。 
東北福祉短期大学に社会福祉学専攻科設置。
東北福祉短期大学に研究科設置。 
東北福祉短期大学社会福祉科、社会福祉学専攻科、研究科廃止。東北福祉大学社会福祉学部社会福祉学科設置。 
東北福祉短期大学附属高等学校を東北福祉大学附属高等学校と改称。 
東北福祉短期大学附属幼稚園を東北福祉大学附属幼稚園と改称。 
東北福祉大学社会福祉学部に産業福祉学科設置。 
東北福祉大学附属高等学校が独立し栴檀学園高等学校と改称。 
東北福祉大学社会福祉学部に社会教育学科設置。東北福祉大学仏教専修科設置。
東北福祉大学仏教社会福祉研究所設置。
東北福祉大学社会福祉学専攻科設置。 
東北福祉大学社会福祉学部に福祉心理学科設置。東北福祉大学附属幼稚園が独立し学校法人福聚幼稚園と改称。 
栴檀学園高等学校廃校。
東北福祉大学大学院社会福祉学研究科社会福祉学専攻(修士課程)設置。社会福祉学専攻科募集停止。
東北福祉大学仏教社会教育研究所設置。 
東北福祉大学・芹沢銈介美術工芸館開館。総合教育センター設置。 
生涯学習センター設置。
東北福祉大学音楽堂棟(けやきホール)竣工。 
東北福祉大学社会福祉学専攻科廃止。
東北福祉大学感性福祉研究所設置。 
ボランティアセンター、ウェルネスセンター設置。 
東北福祉大学社会福祉学部を総合福祉学部と改称。東北福祉大学総合福祉学部に情報福祉学科設置。 
東北福祉大学大学院棟竣工。言語文化交流センター設置。 
東北福祉大学大学院社会福祉学研究科社会福祉学専攻(修士課程)を東北福祉大学大学院総合福祉学研究科社会福祉
学専攻(修士課程)と改称。 
東北福祉大学大学院総合福祉学研究科社会福祉学専攻(博士課程)設置。 
東北福祉大学大学院総合福祉学研究科福祉心理学専攻(修士課程)設置。 
東北福祉大学通信制大学院総合福祉学研究科社会福祉学専攻(修士課程)設置。 
東北福祉大学通信制大学院総合福祉学研究科福祉心理学専攻(修士課程)設置。 
東北福祉大学総合福祉学部通信教育部社会福祉学科設置。東北福祉大学総合福祉学部通信教育部社会教育学科設置。 
東北福祉大学総合福祉学部通信教育部福祉心理学科設置。 
東北福祉大学ウェルコム21竣工。 
東北福祉大学ウェルコム21内に予防福祉クリニック開院。 
東北福祉大学子ども科学部子ども教育学科、健康科学部保健看護学科設置。 
東北福祉大学ステーションキャンパス竣工。JR 仙山線東北福祉大前駅開業。 
東北福祉大学健康科学部リハビリテーション学科、医療経営管理学科設置。 
東北福祉大学総合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科、情報福祉マネジメント学科設置。
栴檀学園東北福祉看護学校開校。東北福祉大学せんだんホスピタル開設。 
東北福祉大学総合福祉学部産業福祉学科廃止。 
東北福祉大学大学院教育学研究科教育学専攻(修士課程)設置。 
東北福祉大学教育学部教育学科設置。 
東北福祉大学総合福祉学部福祉行政学科設置。 
東北福祉大学仙台駅東口キャンパス開設。 
東北福祉大学総合福祉学部情報福祉学科廃止。 
東北福祉大学子ども科学部子ども教育学科廃止。 
東北福祉大学総合福祉学部社会教育学科廃止。
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※

※

※

※

※

月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 備　考土曜日
［補講・振替日］

月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 備　考

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16

土曜日
［補講・振替日］

授業時間時限 定期試験・追試験時間
1
2
3
4
5
6
7
8

4月11日
4月18日
4月25日
5月9日
5月16日
5月23日
5月30日
6月6日
6月13日
6月20日
6月27日
7月4日
7月11日
7月18日（祝）
7月25日

9月26日
10月3日
10月17日
10月24日
10月31日
11月7日
11月14日
11月28日
12月5日
12月12日
12月17日（土）
12月19日
1月16日
1月23日
1月30日

9月20日
9月27日
10月4日
10月11日
10月18日
10月25日
11月1日
11月8日
11月15日
11月29日
12月6日
12月13日
1月10日
1月17日
1月24日

9月21日
9月28日
10月5日
10月12日
10月19日
10月26日
11月2日
11月9日
11月16日
11月30日
12月7日
12月14日
1月11日
1月18日
1月25日

9月15日
9月22日
9月29日
10月6日
10月13日
10月20日
10月27日
11月10日
11月17日
12月1日
12月8日
12月15日
1月12日
1月19日
1月26日

9月16日
9月30日
10月7日
10月14日
10月28日
11月4日
11月11日
11月18日
11月25日
12月2日
12月9日
12月16日
1月20日
1月27日
1月28日（土）

9月17日

10月15日
10月29日

11月5日
11月12日
11月26日
12月3日
12月10日
12月20日（火）

1月21日
1月31日（火）
2月1日（水）
2月2日（木）

4月12日
4月19日
4月26日
5月10日
5月17日
5月24日
5月31日
6月7日
6月14日
6月21日
6月28日
7月5日
7月12日
7月19日
7月26日

4月13日
4月20日
4月27日
5月11日
5月18日
5月25日
6月1日
6月8日
6月15日
6月22日
6月29日
7月6日
7月13日
7月20日
7月27日

4月14日
4月21日
4月28日
5月12日
5月19日
5月26日
6月2日
6月9日
6月16日
6月23日
6月30日
7月7日
7月14日
7月21日
7月28日

4月15日
4月22日
4月29日（祝）
5月13日
5月20日
5月27日
6月3日
6月10日
6月17日
6月24日
7月1日
7月8日
7月15日
7月22日
7月29日

4月16日
4月23日

5月14日
5月21日
5月28日
6月4日
6月11日
6月18日
6月25日
7月2日
7月9日
7月23日
7月30日 授業予備日

授業予備日
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東北福祉大学は学校教育法に基づき、建学の精神に則り広く学術理論と応用を教授・研究し
て、高潔な人格と豊かな教養を培い、福祉社会を担う有為な人材を養成することを目的とし、
もって人類の幸福の追求と国際社会並びに地域社会の発展に貢献することを使命とする。

前条の目的及び使命を達成するため、本学における教育研究活動等の状況について自ら点検及
び評価を行う。

2  前項の点検及び評価に関する規程は、別に定める。

本学に、総合福祉学部、総合マネジメント学部、教育学部及び健康科学部を置く。
2  前項の学部に置く学科、専攻及び収容定員は次の通りとする。

（　　）内は専攻定員
学　　　部 学　科　名 入 学 定 員 収 容 定 員

総 合 福 祉 学 部

社 会 福 祉 学 科 400名
120名
100名
620名
100名
100名
200名
250名

（210名）
（40名）
250名
80名
80名

（40名）
（40名）

70名
230名

1.300名

1.600名
480名
400名

2.480名
400名
400名
800名

1.000名
（840名）
（160名）
1.000名
320名
320名

（160名）
（160名）

280名
920名

5.200名

福 祉 心 理 学 科
福 祉 行 政 学 科

小　　　　計

総合マネジメント学部
産業福祉マネジメント学科
情報福祉マネジメント学科

小　　　　計

教 育 学 部

教 育 学 科
初 等 教 育 専 攻
中 等 教 育 専 攻
小　　　　計

健 康 科 学 部

保 健 看 護 学 科
リハビリテーション学科

作業療法学専攻
理学療法学専攻

医 療 経 営 管 理 学 科
小　　　　計

総　　　　　　　計

　前項の学部学科等にコースを置くことができる。なお、コース及びその教育課程は別に定める。
　学部学科の教育研究上の目的は、別添 1 の通りとする。
　第一項の総合福祉学部に通信教育部を置く。通信教育部に置く学科及び収容定員は次の通りとする。

3
4
5
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3
4
5

第4節　教　　授　　会

本学に教授会を置く。
2 教授会は、学長、副学長、総務局長、学部長、学科長、専任の教授及び専任の准教授をもって
組織する。ただし、休職者及び教授会決議によって出席の停止を命じられた者を除く。

教授会は学長が招集する。

本学の専任教員の任免及び昇任または降任の選考に関し、学長の諮問に応ずるため人事委員
会を置く。

2  人事委員会に関する規程は別に定める。

本学に功労があり、学術上功績のある者に対して人事委員会の推薦により名誉教授の称号
を贈ることができる。

2  名誉教授の称号授与に関する規程は別に定める。

本学に次の教職員を置く。
学長、副学長、学部長、図書館長、美術工芸館長、病院長、学科長、所長、センター長、
教授、准教授、講師、助教
局長、部長、部長代行、副部長、副センター長、室長、副館長、次長、課長、課長補佐、係長、
主任、事務員、司書、学芸員、助手、その他必要な職員

学　科　名 入 学 定 員 収 容 定 員
社会福祉学科 600名 2,400名
福祉心理学科 200名 800 名

計 800名 3,200名

6　通信教育部の学則は別に定める。

本学に大学院を置く。
2  大学院に関する学則は別に定める。

本学に図書館及び美術工芸館を置く。
2  図書館及び美術工芸館の組織・運営等に関する規程は別に定める。

本学にせんだんホスピタルを置く。
2  せんだんホスピタルの組織・運営等に関する規程は別に定める。

本学に事務局を置く。
2  事務局の組織・運営等に関する規程は別に定める。

本学に次の研究所及びセンターを置く。
感性福祉研究所　　　　仏教文化研究所　　　　社会貢献・地域連携センター
国際交流センター　　　IRセンター

2  研究所の組織・運営等に関する規程は別に定める。
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教授会は次の事項について審議し、学長が決定を行うに当たり、意見を述べるものとする。

2 教授会は、前項に規定するもののほか、学長及び学部長（以下、学長等という。）がつかさどる 
教育研究に関する事項について審議し、及び学長等の求めに応じ、意見を述べることができる。

3  この学則に定めるものの他、教授会に関し必要な事項は別に定める。

（１）学生の入学、卒業及び課程の修了に関すること。
（２）学位の授与に関すること。
（３）前２号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項で、教授会の意見を参酌して
　　　学長が定めたもの。

2

前条の規定にかかわらず、職業を有している等の事情により、標準修業年限を超えて一定
の期間にわたり計画的に教育課程を履修し修了することを希望する学生（以下「長期履修
学生」という。）がその旨を申し出たときは、その計画的な履修を認めることができる。
ただし、第１８条に定める最長在学年限を超えることはできない。

2  長期履修学生に関し、必要な事項は別に定める。

学生は８年を越えて在学することはできない。
ただし、第２６条第１項の第１号・第２号・第３号・第４号・第５号の規定により入学した学
生は第２９条により定められた在学すべき年数の２倍に相当する年数を越えて在学することは
できない。

各学部の修業年限は４年とする。

前条の規定にかかわらず、本学に３年以上在学し、第４６条に定める要件に該当する場合
には、卒業を認めることができる。

学年は４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。
2  毎学年の授業期間は、定期試験等の期間を含め３５週を原則とする。

学年を分けて次のとおりとする。
前  期     ４月１日から９月３０日まで
後  期    １０月１日から翌年３月３１日まで

休業日は次のとおりとする。
（１）日曜日
（２）国民の祝日に関する法律に規定する休日
（３）本学創立記念日（９月２５日）
（４）春季休業（３月２４日より３月３１日まで）
（５）夏季休業（８月１日より８月２９日まで）
（６）冬季休業（１２月２５日より翌年１月１０日まで）
2  必要がある場合、学長は前項の休業日を臨時に変更し、あるいは前項に定めるものの他に
 臨時休業日を定めることができる。

（１）高等学校、又は中等教育学校を卒業した者
（２）学校教育法第９０条第２項の規定により大学に入学した者であって、大学における教育を受け

るにふさわしい学力があると認めた者
（３）外国において学校教育における１２年の課程を修了した者。又はこれに準ずる者で文部科学

大臣の指定した者
（４）文部科学大臣の指定した者
（５）高等学校卒業程度認定試験規則（平成１７年文部科学省令第１号）により、文部科学大臣の

行う高等学校卒業程度認定試験に合格した者
（６）文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育施設の当

該課程を修了した者
（７）大学において､個別の入学資格審査により、高等学校を卒業した者と同等以上の学力がある

と認めた者で１８才に達した者

本学に入学することができる者は、次の各号の一に該当するものとする。

（１）学士の学位を有する者
（２）修業年限４年以上の大学に１年以上在学し、所定の単位を修得した者
（３）短期大学を卒業した者、又は高等専門学校を卒業した者
（４）学校教育法施行規則（附則）第７条に定める従前の規定による高等学校・専門学校、又は教

員養成諸学校等の課程を修了し又は卒業した者
（５）専修学校の専門課程のうち、文部科学大臣の定める基準を満たす課程を修了した者

次の各号の一に該当する者で、総合福祉学部、総合マネジメント学部、教育学部及び健康科学部
医療経営管理学科への入学を志願する者があるときは、いずれも欠員のある場合に限り、選考の
上、相当年次に入学を許可することがある。

入学の時期は学年の始めとする。
ただし、転入学、編入学、再入学については、学期の始めとすることができる。

本学への入学を志願する者は、入学願書に所定の入学検定料及び別に定める書類を添えて願い出
なければならない。

前条の入学志願者については、別に定めるところにより選考を行う。

前条の選考の結果に基づき合格の通知を受けた者は、所定の期日までに保証人連署の「誓約書・保
証書・同意書」その他所定の書類を提出するとともに、所定の諸納金を納付しなければならない。

2  学長は前項の入学手続を完了した者に入学を許可する。

保証人は、その保証する学生の在学中本人が負担する学費につき、保証書記載額を限度に責任を
負うことのできる者で、保証人は1名とし、独立生計者とする。

2  保証人が死亡、その他の理由により、その責を負うことができないときは新たに保証人を定め
なおして身上変更届及び証明書類を提出しなければならない。

3   この学則に定めるものの他、保証人に関する必要な事項は、保証人に関する取扱規程を準用す
る。

学生又は保証人が改姓・改名・転籍・転居をしたときは、ただちに証明書類を添えてその旨を
届け出なければならない。

本学に１年以上在学し依願退学した者で、同じ学科に再入学を志願するときは、欠員のある場合
に限り、選考の上、再入学を許可することがある。
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本学に開設する授業科目は、その内容により基盤教育科目（総合基礎科目）・専門教育科目及び
資格科目とする。

授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併用により行う
ものとする。なお、これらの授業は、文部科学大臣が別に定めるところにより、多様なメディ
アを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。
授業科目及び単位数は次のとおりである。

（１）基盤教育科目 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２）専門教育科目
１）総合福祉学部社会福祉学科 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２）総合福祉学部福祉心理学科 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３）総合福祉学部福祉行政学科 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４）総合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科 　　　 　　　　　　　　　　　 　　　

５）総合マネジメント学部情報福祉マネジメント学科 　　　 　　　　　　　　　　　 　　　      　  　    
６）教育学部教育学科 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　  　 
　①初等教育専攻 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   

　②中等教育専攻 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　
７）健康科学部保健看護学科 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

８）健康科学部リハビリテーション学科
　①作業療法学専攻 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　②理学療法学専攻 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

９）健康科学部医療経営管理学科 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

（３）社会福祉士国家試験受験資格に関する指定科目（総合福祉学部）　　 　　　　  　  　  　  

（４）社会福祉士国家試験受験資格に関する基礎科目（総合福祉学部）　　 　　　　  　  　  　  

（５）精神保健福祉士国家試験受験資格に関する指定科目（総合福祉学部）　　　　　　　　 　

（６）精神保健福祉士国家試験受験資格に関する基礎科目（総合福祉学部）　　　　　　　　 　

（７）保育士資格に関する科目（総合福祉学部社会福祉学科）　　　 　　　　  　　　 　　　    

（８）保育士資格に関する科目（教育学部教育学科初等教育専攻）　　　 　　　　　 　　　　   

（９）介護福祉士国家試験受験資格に関する科目（総合福祉学部社会福祉学科）　　　　　　　 

（１０）教育職員免許状に関する科目
１）総合福祉学部
（ア）高等学校教諭一種免許状（福祉）に関する教育課程（社会福祉学科）　　 　　　　　 

（イ）養護教諭一種免許状に関する教育課程（福祉心理学科）　　　 　　　　　 　　　　 

２）教育学部
（ア）幼稚園教諭一種免許状に関する教育課程（初等教育専攻）　　　 　　　　 　　　　 

（イ）小学校教諭一種免許状に関する教育課程（初等教育専攻）　　　 　　　　 　　　　 

（ウ）中学校教諭一種免許状（社会）に関する教育課程（中等教育専攻）　　　 　　　　 　

（エ）高等学校教諭一種免許状（地理歴史）に関する教育課程（中等教育専攻）　　　 　　 

（オ）高等学校教諭一種免許状（公民）に関する教育課程（中等教育専攻）　　　 　　　　 

（カ）中学校教諭一種免許状（英語）に関する教育課程（中等教育専攻）　　　　 　　　 　

（キ）高等学校教諭一種免許状（英語）に関する教育課程（中等教育専攻）　　　　 　　　 

（ク）特別支援学校教諭一種免許状に関する教育課程  　　　 　　　　　 　　　　 　　　 

　（別表１）

（別表２）
（別表３）
（別表４）
（別表５）
（別表６）
（別表７）

（別表７－①）
　（別表７－②）

（別表８）

（別表９－①）
（別表９－②）

（別表10）
（別表11）
（別表12）
（別表13）
（別表14）
（別表15）
 （別表16）
（別表17）

　
（別表18）
（別表19）

　（別表20）
　（別表21）
（別表22）
（別表23）
（別表24）
（別表25）

　（別表26）
　（別表27）

（１１）司書教諭資格に関する科目
（総合福祉学部社会福祉学科・教育学部教育学科（幼保コースを除く））　　　　　　　　 

（１２）司書資格に関する専門科目（総合福祉学部・総合マネジメント学部・
教育学部教育学科中等教育専攻・健康科学部医療経営管理学科）　　　　　　　　　　 

（１３）学芸員資格に関する専門科目（総合福祉学部・総合マネジメント学部・
教育学部教育学科中等教育専攻・健康科学部医療経営管理学科）　　　　　　　　　　 

（１４）社会福祉主事任用資格に関する科目
（総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科）　　　 　　　    　　　

（１５）身体障害者福祉司任用資格に関する科目（総合福祉学部・総合マネジメント学部）　 　  　　　
（１６）公認心理師資格に関する科目（総合福祉学部福祉心理学科）　　　 　　　    　　　 　　　　　
（１７）(公財)日本パラスポーツ協会公認障がい者スポーツ指導者資格（総合福祉学部・

総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科）
（イ）初級障がい者スポーツ指導員資格に関する科目 　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　
（ロ）中級障がい者スポーツ指導員資格に関する科目 　　　 　　　　　　　　　　　　　　　

（１８）介護職員初任者研修の課程に関する科目
（総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科）　　　　　 　　　　

（１９）レクリエーション・インストラクター資格に関する科目
（総合福祉学部・総合マネジメント学部・教育学部・健康科学部医療経営管理学科）　     　

（２０）福祉用具専門相談員に関する科目
（総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科）　　　　 　　　　　

（２１）臨床美術課程に関する科目（総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科）
（２２）社会貢献活動支援士課程に関する科目（総合福祉学部・総合マネジメント学部）　  　　   　　
（２３）デジタルコンテンツアセッサ課程に関する科目

（総合福祉学部・総合マネジメント学部・教育学部・健康科学部医療経営管理学科）　　  　　    
（２４）救急救命士課程に関する科目（健康科学部医療経営管理学科）　　  　 　　　　　　　  　　　　
（２５）スクールソーシャルワーク教育課程に関する科目（総合福祉学部社会福祉学科）　　 　　　
（２６）健康運動実践指導者に関する科目（健康科学部医療経営管理学科）　　  　　　　　　 

（２７）キャリアと実践活動に関する科目（健康科学部保健看護学科）　　  　 　　　　　　　　 　　
（２８）開放科目 　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（別表28）

  （別表29）

  （別表30）

　（別表31）
　　　（別表32）
　　　（別表33）

　（別表34）
　（別表35）

　（別表36）

　（別表37）

　（別表38）
　　（別表39）

（別表40）

　（別表41）
　　    　（別表42）
　　　　（別表43）

　（別表44）
（別表45）

　　（別表46）

転学部・転学科・転籍を希望する者は１年次もしくは２年次終了時、いずれも欠員のある場合に
限り、選考の上、許可することがある。

編入学・転入学・再入学の規定により入学を許可された者及び転学部・転学科・転籍を許可され
た者の既に履修した授業科目及び単位数の取扱い並びに在学すべき年数については、教授会の議
を経て学長が決定する。
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（１）基盤教育科目 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２）専門教育科目
１）総合福祉学部社会福祉学科 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２）総合福祉学部福祉心理学科 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３）総合福祉学部福祉行政学科 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４）総合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科 　　　 　　　　　　　　　　　 　　　

５）総合マネジメント学部情報福祉マネジメント学科 　　　 　　　　　　　　　　　 　　　      　  　    
６）教育学部教育学科 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　  　 
　①初等教育専攻 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   

　②中等教育専攻 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　
７）健康科学部保健看護学科 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

８）健康科学部リハビリテーション学科
　①作業療法学専攻 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　②理学療法学専攻 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

９）健康科学部医療経営管理学科 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

（３）社会福祉士国家試験受験資格に関する指定科目（総合福祉学部）　　 　　　　  　  　  　  

（４）社会福祉士国家試験受験資格に関する基礎科目（総合福祉学部）　　 　　　　  　  　  　  

（５）精神保健福祉士国家試験受験資格に関する指定科目（総合福祉学部）　　　　　　　　 　

（６）精神保健福祉士国家試験受験資格に関する基礎科目（総合福祉学部）　　　　　　　　 　

（７）保育士資格に関する科目（総合福祉学部社会福祉学科）　　　 　　　　  　　　 　　　    

（８）保育士資格に関する科目（教育学部教育学科初等教育専攻）　　　 　　　　　 　　　　   

（９）介護福祉士国家試験受験資格に関する科目（総合福祉学部社会福祉学科）　　　　　　　 

（１０）教育職員免許状に関する科目
１）総合福祉学部
（ア）高等学校教諭一種免許状（福祉）に関する教育課程（社会福祉学科）　　 　　　　　 

（イ）養護教諭一種免許状に関する教育課程（福祉心理学科）　　　 　　　　　 　　　　 

２）教育学部
（ア）幼稚園教諭一種免許状に関する教育課程（初等教育専攻）　　　 　　　　 　　　　 

（イ）小学校教諭一種免許状に関する教育課程（初等教育専攻）　　　 　　　　 　　　　 

（ウ）中学校教諭一種免許状（社会）に関する教育課程（中等教育専攻）　　　 　　　　 　

（エ）高等学校教諭一種免許状（地理歴史）に関する教育課程（中等教育専攻）　　　 　　 

（オ）高等学校教諭一種免許状（公民）に関する教育課程（中等教育専攻）　　　 　　　　 

（カ）中学校教諭一種免許状（英語）に関する教育課程（中等教育専攻）　　　　 　　　 　

（キ）高等学校教諭一種免許状（英語）に関する教育課程（中等教育専攻）　　　　 　　　 

（ク）特別支援学校教諭一種免許状に関する教育課程  　　　 　　　　　 　　　　 　　　 

　（別表１）

（別表２）
（別表３）
（別表４）
（別表５）
（別表６）
（別表７）

（別表７－①）
　（別表７－②）

（別表８）

（別表９－①）
（別表９－②）

（別表10）
（別表11）
（別表12）
（別表13）
（別表14）
（別表15）
 （別表16）
（別表17）

　
（別表18）
（別表19）

　（別表20）
　（別表21）
（別表22）
（別表23）
（別表24）
（別表25）

　（別表26）
　（別表27）

（１１）司書教諭資格に関する科目
（総合福祉学部社会福祉学科・教育学部教育学科（幼保コースを除く））　　　　　　　　 

（１２）司書資格に関する専門科目（総合福祉学部・総合マネジメント学部・
教育学部教育学科中等教育専攻・健康科学部医療経営管理学科）　　　　　　　　　　 

（１３）学芸員資格に関する専門科目（総合福祉学部・総合マネジメント学部・
教育学部教育学科中等教育専攻・健康科学部医療経営管理学科）　　　　　　　　　　 

（１４）社会福祉主事任用資格に関する科目
（総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科）　　　 　　　    　　　

（１５）身体障害者福祉司任用資格に関する科目（総合福祉学部・総合マネジメント学部）　 　  　　　
（１６）公認心理師資格に関する科目（総合福祉学部福祉心理学科）　　　 　　　    　　　 　　　　　
（１７）(公財)日本パラスポーツ協会公認障がい者スポーツ指導者資格（総合福祉学部・

総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科）
（イ）初級障がい者スポーツ指導員資格に関する科目 　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　
（ロ）中級障がい者スポーツ指導員資格に関する科目 　　　 　　　　　　　　　　　　　　　

（１８）介護職員初任者研修の課程に関する科目
（総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科）　　　　　 　　　　

（１９）レクリエーション・インストラクター資格に関する科目
（総合福祉学部・総合マネジメント学部・教育学部・健康科学部医療経営管理学科）　     　

（２０）福祉用具専門相談員に関する科目
（総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科）　　　　 　　　　　

（２１）臨床美術課程に関する科目（総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科）
（２２）社会貢献活動支援士課程に関する科目（総合福祉学部・総合マネジメント学部）　  　　   　　
（２３）デジタルコンテンツアセッサ課程に関する科目

（総合福祉学部・総合マネジメント学部・教育学部・健康科学部医療経営管理学科）　　  　　    
（２４）救急救命士課程に関する科目（健康科学部医療経営管理学科）　　  　 　　　　　　　  　　　　
（２５）スクールソーシャルワーク教育課程に関する科目（総合福祉学部社会福祉学科）　　 　　　
（２６）健康運動実践指導者に関する科目（健康科学部医療経営管理学科）　　  　　　　　　 

（２７）キャリアと実践活動に関する科目（健康科学部保健看護学科）　　  　 　　　　　　　　 　　
（２８）開放科目 　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（別表28）

  （別表29）

  （別表30）

　（別表31）
　　　（別表32）
　　　（別表33）

　（別表34）
　（別表35）

　（別表36）

　（別表37）

　（別表38）
　　（別表39）

（別表40）

　（別表41）
　　    　（別表42）
　　　　（別表43）

　（別表44）
（別表45）

　　（別表46）

（１）基盤教育科目
　　 各学部学科の履修単位数は以下の通りである。

ただし、それぞれの超過した単位も関連科目として卒業単位に加算する。

本学を卒業するためには、その区分に従い、１２４単位以上（ただし、健康科学部保健看護学科
は１２５単位以上）を修得しなければならない。

学部名 学科名

科目区分

合計
教養知識・スポーツ・健康系

キャリア
アップ
科目

TFU
ステップアップ
科目

導入
教育

教養
教育

ICT
教育

外国語
教育

国際教養
理解

スポーツ・
健康教育

キャリア
形成系／
自立学習系

社会参加・
実践活動

総合福祉
学部

社会福祉学科 任意 任意 任意 任意
福祉心理学科 任意 任意 任意 任意
福祉行政学科 任意 任意 任意 任意

総合マネジ
メント学部

産業福祉マネジメント学科 任意 任意 任意 任意
情報福祉マネジメント学科 任意 任意 任意 任意

教育学部 教 育 学 科
保健看護学科

2 任意 任意 任意

健康科学部 リハビリテーション学科 任意 任意 任意 任意単位以上を選択修得
医療経営管理学科 任意 任意 任意 任意

3 10
3 10
3 10
3 10
3 10
3 10

3 10

6 4 23
6 4 23

4 23
6 4 23
6 4 23

6（英語）

6（英語）

4 25
任意 任意 任意 任意3 6 7（英語） 4 20

3 2 6 4 161
6 4 23
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本学に開設する授業科目は、その内容により基盤教育科目（総合基礎科目）・専門教育科目及び
資格科目とする。

授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併用により行う
ものとする。なお、これらの授業は、文部科学大臣が別に定めるところにより、多様なメディ
アを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。
授業科目及び単位数は次のとおりである。

（１）基盤教育科目 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２）専門教育科目
１）総合福祉学部社会福祉学科 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２）総合福祉学部福祉心理学科 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３）総合福祉学部福祉行政学科 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４）総合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科 　　　 　　　　　　　　　　　 　　　

５）総合マネジメント学部情報福祉マネジメント学科 　　　 　　　　　　　　　　　 　　　      　  　    
６）教育学部教育学科 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　  　 
　①初等教育専攻 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   

　②中等教育専攻 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　
７）健康科学部保健看護学科 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

８）健康科学部リハビリテーション学科
　①作業療法学専攻 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　②理学療法学専攻 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

９）健康科学部医療経営管理学科 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

（３）社会福祉士国家試験受験資格に関する指定科目（総合福祉学部）　　 　　　　  　  　  　  

（４）社会福祉士国家試験受験資格に関する基礎科目（総合福祉学部）　　 　　　　  　  　  　  

（５）精神保健福祉士国家試験受験資格に関する指定科目（総合福祉学部）　　　　　　　　 　

（６）精神保健福祉士国家試験受験資格に関する基礎科目（総合福祉学部）　　　　　　　　 　

（７）保育士資格に関する科目（総合福祉学部社会福祉学科）　　　 　　　　  　　　 　　　    

（８）保育士資格に関する科目（教育学部教育学科初等教育専攻）　　　 　　　　　 　　　　   

（９）介護福祉士国家試験受験資格に関する科目（総合福祉学部社会福祉学科）　　　　　　　 

（１０）教育職員免許状に関する科目
１）総合福祉学部
（ア）高等学校教諭一種免許状（福祉）に関する教育課程（社会福祉学科）　　 　　　　　 

（イ）養護教諭一種免許状に関する教育課程（福祉心理学科）　　　 　　　　　 　　　　 

２）教育学部
（ア）幼稚園教諭一種免許状に関する教育課程（初等教育専攻）　　　 　　　　 　　　　 

（イ）小学校教諭一種免許状に関する教育課程（初等教育専攻）　　　 　　　　 　　　　 

（ウ）中学校教諭一種免許状（社会）に関する教育課程（中等教育専攻）　　　 　　　　 　

（エ）高等学校教諭一種免許状（地理歴史）に関する教育課程（中等教育専攻）　　　 　　 

（オ）高等学校教諭一種免許状（公民）に関する教育課程（中等教育専攻）　　　 　　　　 

（カ）中学校教諭一種免許状（英語）に関する教育課程（中等教育専攻）　　　　 　　　 　

（キ）高等学校教諭一種免許状（英語）に関する教育課程（中等教育専攻）　　　　 　　　 

（ク）特別支援学校教諭一種免許状に関する教育課程  　　　 　　　　　 　　　　 　　　 

　（別表１）

（別表２）
（別表３）
（別表４）
（別表５）
（別表６）
（別表７）

（別表７－①）
　（別表７－②）

（別表８）

（別表９－①）
（別表９－②）

（別表10）
（別表11）
（別表12）
（別表13）
（別表14）
（別表15）
 （別表16）
（別表17）

　
（別表18）
（別表19）

　（別表20）
　（別表21）
（別表22）
（別表23）
（別表24）
（別表25）

　（別表26）
　（別表27）

（１１）司書教諭資格に関する科目
（総合福祉学部社会福祉学科・教育学部教育学科（幼保コースを除く））　　　　　　　　 

（１２）司書資格に関する専門科目（総合福祉学部・総合マネジメント学部・
教育学部教育学科中等教育専攻・健康科学部医療経営管理学科）　　　　　　　　　　 

（１３）学芸員資格に関する専門科目（総合福祉学部・総合マネジメント学部・
教育学部教育学科中等教育専攻・健康科学部医療経営管理学科）　　　　　　　　　　 

（１４）社会福祉主事任用資格に関する科目
（総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科）　　　 　　　    　　　

（１５）身体障害者福祉司任用資格に関する科目（総合福祉学部・総合マネジメント学部）　 　  　　　
（１６）公認心理師資格に関する科目（総合福祉学部福祉心理学科）　　　 　　　    　　　 　　　　　
（１７）(公財)日本パラスポーツ協会公認障がい者スポーツ指導者資格（総合福祉学部・

総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科）
（イ）初級障がい者スポーツ指導員資格に関する科目 　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　
（ロ）中級障がい者スポーツ指導員資格に関する科目 　　　 　　　　　　　　　　　　　　　

（１８）介護職員初任者研修の課程に関する科目
（総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科）　　　　　 　　　　

（１９）レクリエーション・インストラクター資格に関する科目
（総合福祉学部・総合マネジメント学部・教育学部・健康科学部医療経営管理学科）　     　

（２０）福祉用具専門相談員に関する科目
（総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科）　　　　 　　　　　

（２１）臨床美術課程に関する科目（総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科）
（２２）社会貢献活動支援士課程に関する科目（総合福祉学部・総合マネジメント学部）　  　　   　　
（２３）デジタルコンテンツアセッサ課程に関する科目

（総合福祉学部・総合マネジメント学部・教育学部・健康科学部医療経営管理学科）　　  　　    
（２４）救急救命士課程に関する科目（健康科学部医療経営管理学科）　　  　 　　　　　　　  　　　　
（２５）スクールソーシャルワーク教育課程に関する科目（総合福祉学部社会福祉学科）　　 　　　
（２６）健康運動実践指導者に関する科目（健康科学部医療経営管理学科）　　  　　　　　　 

（２７）キャリアと実践活動に関する科目（健康科学部保健看護学科）　　  　 　　　　　　　　 　　
（２８）開放科目 　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（別表28）

  （別表29）

  （別表30）

　（別表31）
　　　（別表32）
　　　（別表33）

　（別表34）
　（別表35）

　（別表36）

　（別表37）

　（別表38）
　　（別表39）

（別表40）

　（別表41）
　　    　（別表42）
　　　　（別表43）

　（別表44）
（別表45）

　　（別表46）

転学部・転学科・転籍を希望する者は１年次もしくは２年次終了時、いずれも欠員のある場合に
限り、選考の上、許可することがある。

編入学・転入学・再入学の規定により入学を許可された者及び転学部・転学科・転籍を許可され
た者の既に履修した授業科目及び単位数の取扱い並びに在学すべき年数については、教授会の議
を経て学長が決定する。

2 

3
（１）基盤教育科目 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（２）専門教育科目
１）総合福祉学部社会福祉学科 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２）総合福祉学部福祉心理学科 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３）総合福祉学部福祉行政学科 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４）総合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科 　　　 　　　　　　　　　　　 　　　

５）総合マネジメント学部情報福祉マネジメント学科 　　　 　　　　　　　　　　　 　　　      　  　    
６）教育学部教育学科 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　  　 
　①初等教育専攻 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   

　②中等教育専攻 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　
７）健康科学部保健看護学科 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

８）健康科学部リハビリテーション学科
　①作業療法学専攻 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　②理学療法学専攻 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

９）健康科学部医療経営管理学科 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

（３）社会福祉士国家試験受験資格に関する指定科目（総合福祉学部）　　 　　　　  　  　  　  

（４）社会福祉士国家試験受験資格に関する基礎科目（総合福祉学部）　　 　　　　  　  　  　  

（５）精神保健福祉士国家試験受験資格に関する指定科目（総合福祉学部）　　　　　　　　 　

（６）精神保健福祉士国家試験受験資格に関する基礎科目（総合福祉学部）　　　　　　　　 　

（７）保育士資格に関する科目（総合福祉学部社会福祉学科）　　　 　　　　  　　　 　　　    

（８）保育士資格に関する科目（教育学部教育学科初等教育専攻）　　　 　　　　　 　　　　   

（９）介護福祉士国家試験受験資格に関する科目（総合福祉学部社会福祉学科）　　　　　　　 

（１０）教育職員免許状に関する科目
１）総合福祉学部
（ア）高等学校教諭一種免許状（福祉）に関する教育課程（社会福祉学科）　　 　　　　　 

（イ）養護教諭一種免許状に関する教育課程（福祉心理学科）　　　 　　　　　 　　　　 

２）教育学部
（ア）幼稚園教諭一種免許状に関する教育課程（初等教育専攻）　　　 　　　　 　　　　 

（イ）小学校教諭一種免許状に関する教育課程（初等教育専攻）　　　 　　　　 　　　　 

（ウ）中学校教諭一種免許状（社会）に関する教育課程（中等教育専攻）　　　 　　　　 　

（エ）高等学校教諭一種免許状（地理歴史）に関する教育課程（中等教育専攻）　　　 　　 

（オ）高等学校教諭一種免許状（公民）に関する教育課程（中等教育専攻）　　　 　　　　 

（カ）中学校教諭一種免許状（英語）に関する教育課程（中等教育専攻）　　　　 　　　 　

（キ）高等学校教諭一種免許状（英語）に関する教育課程（中等教育専攻）　　　　 　　　 

（ク）特別支援学校教諭一種免許状に関する教育課程  　　　 　　　　　 　　　　 　　　 

　（別表１）

（別表２）
（別表３）
（別表４）
（別表５）
（別表６）
（別表７）

（別表７－①）
　（別表７－②）

（別表８）

（別表９－①）
（別表９－②）

（別表10）
（別表11）
（別表12）
（別表13）
（別表14）
（別表15）
 （別表16）
（別表17）

　
（別表18）
（別表19）

　（別表20）
　（別表21）
（別表22）
（別表23）
（別表24）
（別表25）

　（別表26）
　（別表27）

（１１）司書教諭資格に関する科目
（総合福祉学部社会福祉学科・教育学部教育学科（幼保コースを除く））　　　　　　　　 

（１２）司書資格に関する専門科目（総合福祉学部・総合マネジメント学部・
教育学部教育学科中等教育専攻・健康科学部医療経営管理学科）　　　　　　　　　　 

（１３）学芸員資格に関する専門科目（総合福祉学部・総合マネジメント学部・
教育学部教育学科中等教育専攻・健康科学部医療経営管理学科）　　　　　　　　　　 

（１４）社会福祉主事任用資格に関する科目
（総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科）　　　 　　　    　　　

（１５）身体障害者福祉司任用資格に関する科目（総合福祉学部・総合マネジメント学部）　 　  　　　
（１６）公認心理師資格に関する科目（総合福祉学部福祉心理学科）　　　 　　　    　　　 　　　　　
（１７）(公財)日本パラスポーツ協会公認障がい者スポーツ指導者資格（総合福祉学部・

総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科）
（イ）初級障がい者スポーツ指導員資格に関する科目 　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　
（ロ）中級障がい者スポーツ指導員資格に関する科目 　　　 　　　　　　　　　　　　　　　

（１８）介護職員初任者研修の課程に関する科目
（総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科）　　　　　 　　　　

（１９）レクリエーション・インストラクター資格に関する科目
（総合福祉学部・総合マネジメント学部・教育学部・健康科学部医療経営管理学科）　     　

（２０）福祉用具専門相談員に関する科目
（総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科）　　　　 　　　　　

（２１）臨床美術課程に関する科目（総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科）
（２２）社会貢献活動支援士課程に関する科目（総合福祉学部・総合マネジメント学部）　  　　   　　
（２３）デジタルコンテンツアセッサ課程に関する科目

（総合福祉学部・総合マネジメント学部・教育学部・健康科学部医療経営管理学科）　　  　　    
（２４）救急救命士課程に関する科目（健康科学部医療経営管理学科）　　  　 　　　　　　　  　　　　
（２５）スクールソーシャルワーク教育課程に関する科目（総合福祉学部社会福祉学科）　　 　　　
（２６）健康運動実践指導者に関する科目（健康科学部医療経営管理学科）　　  　　　　　　 

（２７）キャリアと実践活動に関する科目（健康科学部保健看護学科）　　  　 　　　　　　　　 　　
（２８）開放科目 　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（別表28）

  （別表29）

  （別表30）

　（別表31）
　　　（別表32）
　　　（別表33）

　（別表34）
　（別表35）

　（別表36）

　（別表37）

　（別表38）
　　（別表39）

（別表40）

　（別表41）
　　    　（別表42）
　　　　（別表43）

　（別表44）
（別表45）

　　（別表46）

（１）基盤教育科目
　　 各学部学科の履修単位数は以下の通りである。

ただし、それぞれの超過した単位も関連科目として卒業単位に加算する。

本学を卒業するためには、その区分に従い、１２４単位以上（ただし、健康科学部保健看護学科
は１２５単位以上）を修得しなければならない。

学部名 学科名

科目区分

合計
教養知識・スポーツ・健康系

キャリア
アップ
科目

TFU
ステップアップ
科目

導入
教育

教養
教育

ICT
教育

外国語
教育

国際教養
理解

スポーツ・
健康教育

キャリア
形成系／
自立学習系

社会参加・
実践活動

総合福祉
学部

社会福祉学科 任意 任意 任意 任意
福祉心理学科 任意 任意 任意 任意
福祉行政学科 任意 任意 任意 任意

総合マネジ
メント学部

産業福祉マネジメント学科 任意 任意 任意 任意
情報福祉マネジメント学科 任意 任意 任意 任意

教育学部 教 育 学 科
保健看護学科

2 任意 任意 任意

健康科学部 リハビリテーション学科 任意 任意 任意 任意単位以上を選択修得
医療経営管理学科 任意 任意 任意 任意

3 10
3 10
3 10
3 10
3 10
3 10

3 10

6 4 23
6 4 23

4 23
6 4 23
6 4 23

6（英語）

6（英語）

4 25
任意 任意 任意 任意3 6 7（英語） 4 20

3 2 6 4 161
6 4 23
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（２）専門教育科目
各学部学科の履修単位数は以下の通りである（いずれの単位数も以上を示している）。
教育学部教育学科以外は必修単位数を示しており、教育学部教育学科は各コースの履修
方法にしたがって選択履修修得のこと。なお、各コースの教育課程は別に定める。

（３）各種課程
指定された学部では、各種資格の科目も卒業単位科目（関連科目）として履修ができる。

（４）実習科目
各種実習科目の履修条件及び方法に関しては、各学科が別に定める実習規程による。

（５）地域貢献関連資格科目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科では、初級障がい者
スポーツ指導員資格に関する必修科目及び中級障がい者スポーツ指導員資格に関する必修科
目、総合福祉学部・総合マネジメント学部・教育学部・健康科学部医療経営管理学科では、
レクリエーション・インストラクター資格に関する必修科目、健康科学部医療経営管理学科
では健康運動実践指導者に関する必修科目を卒業単位（関連科目）として履修ができる。

（６）開放科目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
学部等が開講する専門教育科目のうち、他学部の学生の受講が可能であり、かつ、有意義で
あると認めたものを指定して開放する科目を卒業単位として履修できる。

　　　　ただし、それぞれの超過した単位も卒業単位に加算する。
　　　　※履修コースにより異なる。

学部名 学　科　名 専門
基礎科目

専門
基幹科目

専門
発展科目 関連科目 開放科目

総合福祉
学部

社 会 福 祉 学 科 28  6
16福 祉 心 理 学 科 22

福 祉 行 政 学 科 22
総合マネジ
メント学部

産業福祉マネジメント学科 16
情報福祉マネジメント学科 22

教育学部
教 育 学 科 12 ※

初 等 教 育 専 攻 12
44~82
44~82※

※中 等 教 育 専 攻 12 64~65

健康科学部

保 健 看 護 学 科 27 78
リハビリテーション学科

作 業 療 法 学 専 攻 31
理 学 療 法 学 専 攻 31

医 療 経 営 管 理 学 科 24

32
26
32
32
38

74
70
32

前項の規定は、学生が、外国の大学又は短期大学が行う通信教育における授業科目をわが国にお
いて履修する場合及び外国の大学又は短期大学の教育課程を有するものとして当該外国の学校教
育制度において位置づけられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該教育
課程における授業科目をわが国において履修する場合について準用する。

教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に、大学又は短期大学において履修した授
業科目について修得した単位（科目等履修生として修得した単位を含む）を、本学における授業科
目の履修により修得したものとみなし、大学の定めるところにより単位を与えることができる。

2

教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科における学修その
他文部科学大臣が別に定める学修を、本学における授業科目の履修とみなし、本学の定めるとこ
ろにより単位を与えることができる。
前３項により修得したものとみなし、又は与えることのできる単位数は、編入学・転入学等の
場合を除き、本学において修得した単位以外のものについては、合わせて６０単位を超えないも
のとする。

本学の学生で国内留学に関する単位互換協定又は学生交流協定を締結した他の大学及び短期大
学の授業科目を履修し単位を修得した場合は、本学で修得したものとみなすことができる。
単位互換派遣学生の履修規程については、別に定める。

本学の学生で仙台圏単位互換協定を締結した他の大学及び短期大学の授業科目を履修し単位を修
得した場合は本学の専門教育科目（関連科目）として認定する。但し、放送大学の授業科目を履
修し単位を修得した場合は、本学で修得したものとみなすことができる。

総合福祉学部の学生で社会福祉士の国家試験受験資格を得ようとする者は、社会福祉士の指定科
目（別表11）を修めて卒業しなければならない。なお、社会福祉士を養成するための定員は別に
定める。

総合福祉学部社会福祉学科の学生で、高等学校教諭一種免許状（福祉）を得ようとする者は、別
表18の教育課程における科目を修めて卒業しなければならない。
総合福祉学部福祉心理学科の学生で、養護教諭一種免許状を得ようとする者は、別表19の教育
課程における科目を修めて卒業しなければならない。
教育学部教育学科（初等教育専攻）の学生で、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許
状を得ようとする者は、それぞれ別表20及び別表21の教育課程における科目を修めて卒業しな
ければならない。
教育学部教育学科（中等教育専攻）の学生で、中学校教諭一種免許状（社会）、高等学校教諭一
種免許状（地理歴史）、高等学校教諭一種免許状（公民）、中学校教諭一種免許状（英語）及び
高等学校教諭一種免許状（英語）を得ようとする者は、それぞれ別表22、別表23、別表24、別
表25、別表26の教育課程における科目を修めて卒業しなければならない。
教育学部教育学科（初等教育専攻・中等教育専攻）の学生で、特別支援学校教諭一種免許状を得
ようとする者は、別表27の教育課程における科目を修めて卒業しなければならない。
司書教諭の資格を得ようとする者は、教育職員免許法による小学校、中学校または高等学校の教
諭の普通免許状を取得し、学校図書館法第5条第4項並びに文部科学省令により本学が定める司
書教諭に関する科目及び単位（別表28）を修得しなければならない。

本学の学部・学科等において当該所要資格を修得できる教育職員免許状の種類は、次のとおりで
ある。

教育職員の普通免許状授与の所要資格を取得しようとする者は、教育職員免許法及び教育職員免
許法施行規則に定める所要資格を修得しなければならない。

学　部 学　　科 教育職員免許状の種類（教科）

総合福祉学部
社会福祉学科 高等学校教諭一種免許状（福祉）
福祉心理学科 養護教諭一種免許状

教育学部 教育学科

初等教育専攻
幼稚園教諭一種免許状
小学校教諭一種免許状
特別支援学校教諭一種免許状

中等教育専攻

中学校教諭一種免許状（社会）
高等学校教諭一種免許状（地理歴史）
高等学校教諭一種免許状（公民）
中学校教諭一種免許状（英語）
高等学校教諭一種免許状（英語）
特別支援学校教諭一種免許状

3

4
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（２）専門教育科目
各学部学科の履修単位数は以下の通りである（いずれの単位数も以上を示している）。
教育学部教育学科以外は必修単位数を示しており、教育学部教育学科は各コースの履修
方法にしたがって選択履修修得のこと。なお、各コースの教育課程は別に定める。

（３）各種課程
指定された学部では、各種資格の科目も卒業単位科目（関連科目）として履修ができる。

（４）実習科目
各種実習科目の履修条件及び方法に関しては、各学科が別に定める実習規程による。

（５）地域貢献関連資格科目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科では、初級障がい者
スポーツ指導員資格に関する必修科目及び中級障がい者スポーツ指導員資格に関する必修科
目、総合福祉学部・総合マネジメント学部・教育学部・健康科学部医療経営管理学科では、
レクリエーション・インストラクター資格に関する必修科目、健康科学部医療経営管理学科
では健康運動実践指導者に関する必修科目を卒業単位（関連科目）として履修ができる。

（６）開放科目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
学部等が開講する専門教育科目のうち、他学部の学生の受講が可能であり、かつ、有意義で
あると認めたものを指定して開放する科目を卒業単位として履修できる。

　　　　ただし、それぞれの超過した単位も卒業単位に加算する。
　　　　※履修コースにより異なる。

学部名 学　科　名 専門
基礎科目

専門
基幹科目

専門
発展科目 関連科目 開放科目

総合福祉
学部

社 会 福 祉 学 科 28  6
16福 祉 心 理 学 科 22

福 祉 行 政 学 科 22
総合マネジ
メント学部

産業福祉マネジメント学科 16
情報福祉マネジメント学科 22

教育学部
教 育 学 科 12 ※

初 等 教 育 専 攻 12
44~82
44~82※

※中 等 教 育 専 攻 12 64~65

健康科学部

保 健 看 護 学 科 27 78
リハビリテーション学科

作 業 療 法 学 専 攻 31
理 学 療 法 学 専 攻 31

医 療 経 営 管 理 学 科 24

32
26
32
32
38

74
70
32

前項の規定は、学生が、外国の大学又は短期大学が行う通信教育における授業科目をわが国にお
いて履修する場合及び外国の大学又は短期大学の教育課程を有するものとして当該外国の学校教
育制度において位置づけられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該教育
課程における授業科目をわが国において履修する場合について準用する。

教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に、大学又は短期大学において履修した授
業科目について修得した単位（科目等履修生として修得した単位を含む）を、本学における授業科
目の履修により修得したものとみなし、大学の定めるところにより単位を与えることができる。
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教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科における学修その
他文部科学大臣が別に定める学修を、本学における授業科目の履修とみなし、本学の定めるとこ
ろにより単位を与えることができる。
前３項により修得したものとみなし、又は与えることのできる単位数は、編入学・転入学等の
場合を除き、本学において修得した単位以外のものについては、合わせて６０単位を超えないも
のとする。

本学の学生で国内留学に関する単位互換協定又は学生交流協定を締結した他の大学及び短期大
学の授業科目を履修し単位を修得した場合は、本学で修得したものとみなすことができる。
単位互換派遣学生の履修規程については、別に定める。

本学の学生で仙台圏単位互換協定を締結した他の大学及び短期大学の授業科目を履修し単位を修
得した場合は本学の専門教育科目（関連科目）として認定する。但し、放送大学の授業科目を履
修し単位を修得した場合は、本学で修得したものとみなすことができる。

総合福祉学部の学生で社会福祉士の国家試験受験資格を得ようとする者は、社会福祉士の指定科
目（別表11）を修めて卒業しなければならない。なお、社会福祉士を養成するための定員は別に
定める。

総合福祉学部社会福祉学科の学生で、高等学校教諭一種免許状（福祉）を得ようとする者は、別
表18の教育課程における科目を修めて卒業しなければならない。
総合福祉学部福祉心理学科の学生で、養護教諭一種免許状を得ようとする者は、別表19の教育
課程における科目を修めて卒業しなければならない。
教育学部教育学科（初等教育専攻）の学生で、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許
状を得ようとする者は、それぞれ別表20及び別表21の教育課程における科目を修めて卒業しな
ければならない。
教育学部教育学科（中等教育専攻）の学生で、中学校教諭一種免許状（社会）、高等学校教諭一
種免許状（地理歴史）、高等学校教諭一種免許状（公民）、中学校教諭一種免許状（英語）及び
高等学校教諭一種免許状（英語）を得ようとする者は、それぞれ別表22、別表23、別表24、別
表25、別表26の教育課程における科目を修めて卒業しなければならない。
教育学部教育学科（初等教育専攻・中等教育専攻）の学生で、特別支援学校教諭一種免許状を得
ようとする者は、別表27の教育課程における科目を修めて卒業しなければならない。
司書教諭の資格を得ようとする者は、教育職員免許法による小学校、中学校または高等学校の教
諭の普通免許状を取得し、学校図書館法第5条第4項並びに文部科学省令により本学が定める司
書教諭に関する科目及び単位（別表28）を修得しなければならない。

本学の学部・学科等において当該所要資格を修得できる教育職員免許状の種類は、次のとおりで
ある。

教育職員の普通免許状授与の所要資格を取得しようとする者は、教育職員免許法及び教育職員免
許法施行規則に定める所要資格を修得しなければならない。

学　部 学　　科 教育職員免許状の種類（教科）

総合福祉学部
社会福祉学科 高等学校教諭一種免許状（福祉）
福祉心理学科 養護教諭一種免許状

教育学部 教育学科

初等教育専攻
幼稚園教諭一種免許状
小学校教諭一種免許状
特別支援学校教諭一種免許状

中等教育専攻

中学校教諭一種免許状（社会）
高等学校教諭一種免許状（地理歴史）
高等学校教諭一種免許状（公民）
中学校教諭一種免許状（英語）
高等学校教諭一種免許状（英語）
特別支援学校教諭一種免許状

3

4



18

  総合福祉学部の学生で社会福祉士の短期養成施設に入所する者は、社会福祉士の基礎科目（別表
12）を修めて卒業しなければならない。
総合福祉学部の学生で精神保健福祉士の国家試験受験資格を得ようとする者は、精神保健福祉
士の指定科目（別表13）を修めて卒業しなければならない。なお、精神保健福祉士を養成する
ための定員は別に定める。
総合福祉学部の学生で精神保健福祉士の短期養成施設に入所する者は、精神保健福祉士の基礎
科目（別表14）を修めて卒業しなければならない。
保育士の資格（総合福祉学部社会福祉学科、教育学部教育学科初等教育専攻）を得ようとする
者は、本学が定める保育士資格に関する専門科目及び単位（社会福祉学科は別表15、教育学科
は別表16）を修得しなければならない。
なお、社会福祉学科及び教育学科初等教育専攻で保育士を養成するための定員はそれぞれ別に
定める。
介護福祉士の国家試験受験資格（社会福祉学科）を得ようとする者は、別表17に定める科目及び
単位数を修め卒業しなければならない。なお、介護福祉士を養成するための定員は別に定める。
総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科の学生で介護職員初任者
研修修了の資格を得ようとする者は、本学が定める介護職員初任者研修の課程に関する科目及
び単位（別表36）を3年次までに修得しなければならない。
総合福祉学部・総合マネジメント学部・教育学部教育学科中等教育専攻・健康科学部医療経営管
理学科の学生で司書の資格を得ようとする者は、図書館法第5条第1項第1号により本学が定める
司書資格に関する科目及び単位（別表29）を修得しなければならない。
総合福祉学部・総合マネジメント学部・教育学部教育学科中等教育専攻・健康科学部医療経営管
理学科の学生で学芸員の資格を得ようとする者は、博物館法第5条第1項第1号により本学が定め
る学芸員資格に関する科目及び単位（別表30）を修得しなければならない。
総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科の学生で社会福祉主事の
任用資格を得ようとする者は、社会福祉主事任用資格に関する科目（別表31）に定める科目を
修めて卒業しなければならない。
総合福祉学部・総合マネジメント学部の学生で身体障害者福祉司の任用資格を得ようとする者
は、身体障害者福祉司任用資格に関する科目（別表32）に定める科目を修めて卒業しなけれ
ばならない。
公認心理師の国家試験受験資格（福祉心理学科）を得ようとする者は、本学が定める公認心理
師資格に関する科目及び単位（別表33）を修得し卒業後、養成課程のある大学院等を修了し
なければならない。
総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科の学生で（公財）日本パ
ラスポーツ協会公認障がい者スポーツ指導者資格「初級障がい者スポーツ指導員」の資格を得
ようとする者は、（別表34）に定める科目を修めて卒業しなければならない。ただし、卒業
までに2年以上の指導経験を有する（中級障がい者スポーツ指導員の資格取得条件の修得のた
め）については、必要な科目の履修修了後に所定の手続きをすることによって、初級障がい者
スポーツ指導員資格を修得できる。
総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科の学生で（公財）日本パ
ラスポーツ協会公認障がい者スポーツ指導者資格「中級障がい者スポーツ指導員」の資格を得
ようとする者は、1年次に初級障がい者スポーツ指導員資格を修得し、2年次以降で（別表
35）に定める科目を修め、卒業までに3年間、計120時間（15日）以上の指導経験を積み卒
業しなければならない。
総合福祉学部・総合マネジメント学部・教育学部・健康科学部医療経営管理学科の学生でレク
リエーション・インストラクターの資格を修得するためには、レクリエーション・インストラ
クター資格取得に関する認定専門科目（別表37）により本学の3年次又は4年次のうち､1年間
で指定科目を修得しなければならない。
健康科学部保健看護学科の学生で、看護師の国家試験受験資格を取得するためには別表8に定め
る科目及び単位を修得し卒業しなければならない。また、保健師及び助産師の国家試験受験資格
を取得するためには別表8の欄外に定める所定の選択科目及び単位を修得しなければならない。
健康科学部リハビリテーション学科の学生で、作業療法士の国家試験受験資格を取得するため
には別表9―①、理学療法士の国家試験受験資格を修得するためには別表9―②に定めるそれ
ぞれの科目及び単位を履修方法にしたがって修得し卒業しなければならない。
総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科の学生で、福祉用具専門
相談員の資格を修得するためには、福祉用具専門相談員資格に関する科目（別表38）に定め
る科目及び単位を修得しなければならない。

授業科目の試験の成績は、秀・優・良・可・不可の５種の評語をもって表し、秀・優・良・可を合
格とし、不可を不合格とする。

疾病その他特別の理由により、３カ月以上修学することができない者は、学長の許可を得て休学
することができる。

休学期間は１年以内とする。ただし、特別の理由がある場合は１年を限度として休学期間の延長
を認めることができる。

2  休学期間は通算して４年を越えることはできない。
3  休学期間は第１８条の在学年限には算入しない。

（１）講義及び演習については、１５時間から３０時間までの範囲で本学が定める時間の授業
をもって１単位とする。

（２）実験、実習及び実技については、３０時間から４５時間までの範囲で大学が定める時間の
授業をもって１単位とする。ただし、芸術等の分野における個人指導による実技の授業に
ついては、大学が定める時間の授業をもって１単位とすることができる。

（３）第１号に規定する授業の方法と前号に規定する授業の方法を併用する場合の単位数の基
準は、前２号に規定する基準を考慮して本学が定める。

各授業科目の単位数は、１単位の授業科目を、４５時間の学修を必要とする内容をもって構成す
ることを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外に必要な学修等を
考慮して、次の基準により単位数を計算する。

前項の規定にかかわらず、卒業論文、卒業研究、卒業制作等の授業科目については、これらの学
修の成果を評価して単位を授与することが適切と認められる場合には、これらに必要な学修等を
考慮して、単位数を定めることができる。

授業科目を履修し、その試験に合格した者には、所定の単位を与える。
授業科目の履修ならびに試験に関する規程は別に定める。
通学課程において修得した単位と通信教育課程において修得した単位は相互に転換することが
できる。
前項の学内単位互換に関する規程は別に定める。

第4節　休学・復学・転学・留学・退学及び除籍

総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科の学生で臨床美術課程を
履修する者は、臨床美術課程に関する科目（別表39）に定める科目及び単位を修得しなけれ
ばならない。
総合福祉学部・総合マネジメント学部の学生で社会貢献活動支援士課程を履修する者は、社会
貢献活動支援士課程に関する科目（別表40）に定める科目及び単位を修得しなければならない。
総合福祉学部・総合マネジメント学部・教育学部・健康科学部医療経営管理学科の学生で、デ
ジタルコンテンツアセッサの資格を得ようとする者は、「デジタルコンテンツアセッサ課程に
関する科目」（別表41）に定める科目及び単位を修得しなければならない。
健康科学部医療経営管理学科の学生で、救急救命士の国家試験受験資格を得ようとする者は、
「救急救命士課程に関する科目」（別表42）に定める科目及び単位を修得しなければならない。
総合福祉学部社会福祉学科の学生で、「一般社団法人日本ソーシャルワーク教育学校連盟認定
スクール（学校）ソーシャルワーク教育課程」を履修しようとする者は、「スクールソーシャル
ワーク教育課程に関する科目」（別表43）に定める科目及び単位を修得しなければならない。
健康科学部医療経営管理学科の学生で、健康運動実践指導者の資格を得ようとする者は、「健
康運動実践者に関する科目」（別表44）に定める科目及び単位を修得しなければならない。



19

  総合福祉学部の学生で社会福祉士の短期養成施設に入所する者は、社会福祉士の基礎科目（別表
12）を修めて卒業しなければならない。
総合福祉学部の学生で精神保健福祉士の国家試験受験資格を得ようとする者は、精神保健福祉
士の指定科目（別表13）を修めて卒業しなければならない。なお、精神保健福祉士を養成する
ための定員は別に定める。
総合福祉学部の学生で精神保健福祉士の短期養成施設に入所する者は、精神保健福祉士の基礎
科目（別表14）を修めて卒業しなければならない。
保育士の資格（総合福祉学部社会福祉学科、教育学部教育学科初等教育専攻）を得ようとする
者は、本学が定める保育士資格に関する専門科目及び単位（社会福祉学科は別表15、教育学科
は別表16）を修得しなければならない。
なお、社会福祉学科及び教育学科初等教育専攻で保育士を養成するための定員はそれぞれ別に
定める。
介護福祉士の国家試験受験資格（社会福祉学科）を得ようとする者は、別表17に定める科目及び
単位数を修め卒業しなければならない。なお、介護福祉士を養成するための定員は別に定める。
総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科の学生で介護職員初任者
研修修了の資格を得ようとする者は、本学が定める介護職員初任者研修の課程に関する科目及
び単位（別表36）を3年次までに修得しなければならない。
総合福祉学部・総合マネジメント学部・教育学部教育学科中等教育専攻・健康科学部医療経営管
理学科の学生で司書の資格を得ようとする者は、図書館法第5条第1項第1号により本学が定める
司書資格に関する科目及び単位（別表29）を修得しなければならない。
総合福祉学部・総合マネジメント学部・教育学部教育学科中等教育専攻・健康科学部医療経営管
理学科の学生で学芸員の資格を得ようとする者は、博物館法第5条第1項第1号により本学が定め
る学芸員資格に関する科目及び単位（別表30）を修得しなければならない。
総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科の学生で社会福祉主事の
任用資格を得ようとする者は、社会福祉主事任用資格に関する科目（別表31）に定める科目を
修めて卒業しなければならない。
総合福祉学部・総合マネジメント学部の学生で身体障害者福祉司の任用資格を得ようとする者
は、身体障害者福祉司任用資格に関する科目（別表32）に定める科目を修めて卒業しなけれ
ばならない。
公認心理師の国家試験受験資格（福祉心理学科）を得ようとする者は、本学が定める公認心理
師資格に関する科目及び単位（別表33）を修得し卒業後、養成課程のある大学院等を修了し
なければならない。
総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科の学生で（公財）日本パ
ラスポーツ協会公認障がい者スポーツ指導者資格「初級障がい者スポーツ指導員」の資格を得
ようとする者は、（別表34）に定める科目を修めて卒業しなければならない。ただし、卒業
までに2年以上の指導経験を有する（中級障がい者スポーツ指導員の資格取得条件の修得のた
め）については、必要な科目の履修修了後に所定の手続きをすることによって、初級障がい者
スポーツ指導員資格を修得できる。
総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科の学生で（公財）日本パ
ラスポーツ協会公認障がい者スポーツ指導者資格「中級障がい者スポーツ指導員」の資格を得
ようとする者は、1年次に初級障がい者スポーツ指導員資格を修得し、2年次以降で（別表
35）に定める科目を修め、卒業までに3年間、計120時間（15日）以上の指導経験を積み卒
業しなければならない。
総合福祉学部・総合マネジメント学部・教育学部・健康科学部医療経営管理学科の学生でレク
リエーション・インストラクターの資格を修得するためには、レクリエーション・インストラ
クター資格取得に関する認定専門科目（別表37）により本学の3年次又は4年次のうち､1年間
で指定科目を修得しなければならない。
健康科学部保健看護学科の学生で、看護師の国家試験受験資格を取得するためには別表8に定め
る科目及び単位を修得し卒業しなければならない。また、保健師及び助産師の国家試験受験資格
を取得するためには別表8の欄外に定める所定の選択科目及び単位を修得しなければならない。
健康科学部リハビリテーション学科の学生で、作業療法士の国家試験受験資格を取得するため
には別表9―①、理学療法士の国家試験受験資格を修得するためには別表9―②に定めるそれ
ぞれの科目及び単位を履修方法にしたがって修得し卒業しなければならない。
総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科の学生で、福祉用具専門
相談員の資格を修得するためには、福祉用具専門相談員資格に関する科目（別表38）に定め
る科目及び単位を修得しなければならない。

授業科目の試験の成績は、秀・優・良・可・不可の５種の評語をもって表し、秀・優・良・可を合
格とし、不可を不合格とする。

疾病その他特別の理由により、３カ月以上修学することができない者は、学長の許可を得て休学
することができる。

休学期間は１年以内とする。ただし、特別の理由がある場合は１年を限度として休学期間の延長
を認めることができる。

2  休学期間は通算して４年を越えることはできない。
3  休学期間は第１８条の在学年限には算入しない。

（１）講義及び演習については、１５時間から３０時間までの範囲で本学が定める時間の授業
をもって１単位とする。

（２）実験、実習及び実技については、３０時間から４５時間までの範囲で大学が定める時間の
授業をもって１単位とする。ただし、芸術等の分野における個人指導による実技の授業に
ついては、大学が定める時間の授業をもって１単位とすることができる。

（３）第１号に規定する授業の方法と前号に規定する授業の方法を併用する場合の単位数の基
準は、前２号に規定する基準を考慮して本学が定める。

各授業科目の単位数は、１単位の授業科目を、４５時間の学修を必要とする内容をもって構成す
ることを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外に必要な学修等を
考慮して、次の基準により単位数を計算する。

前項の規定にかかわらず、卒業論文、卒業研究、卒業制作等の授業科目については、これらの学
修の成果を評価して単位を授与することが適切と認められる場合には、これらに必要な学修等を
考慮して、単位数を定めることができる。

授業科目を履修し、その試験に合格した者には、所定の単位を与える。
授業科目の履修ならびに試験に関する規程は別に定める。
通学課程において修得した単位と通信教育課程において修得した単位は相互に転換することが
できる。
前項の学内単位互換に関する規程は別に定める。

第4節　休学・復学・転学・留学・退学及び除籍

総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科の学生で臨床美術課程を
履修する者は、臨床美術課程に関する科目（別表39）に定める科目及び単位を修得しなけれ
ばならない。
総合福祉学部・総合マネジメント学部の学生で社会貢献活動支援士課程を履修する者は、社会
貢献活動支援士課程に関する科目（別表40）に定める科目及び単位を修得しなければならない。
総合福祉学部・総合マネジメント学部・教育学部・健康科学部医療経営管理学科の学生で、デ
ジタルコンテンツアセッサの資格を得ようとする者は、「デジタルコンテンツアセッサ課程に
関する科目」（別表41）に定める科目及び単位を修得しなければならない。
健康科学部医療経営管理学科の学生で、救急救命士の国家試験受験資格を得ようとする者は、
「救急救命士課程に関する科目」（別表42）に定める科目及び単位を修得しなければならない。
総合福祉学部社会福祉学科の学生で、「一般社団法人日本ソーシャルワーク教育学校連盟認定
スクール（学校）ソーシャルワーク教育課程」を履修しようとする者は、「スクールソーシャル
ワーク教育課程に関する科目」（別表43）に定める科目及び単位を修得しなければならない。
健康科学部医療経営管理学科の学生で、健康運動実践指導者の資格を得ようとする者は、「健
康運動実践者に関する科目」（別表44）に定める科目及び単位を修得しなければならない。
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休学期間中にその理由が消滅した場合は、学長の許可を得て復学することができる。復学の許可
を得た者は、原年次に帰属する。
休学者が休学期間を過ぎても、復学・退学・休学の延長願を提出せず、許可を得なかった場合、
学長は復学とみなし第６２条に定める学費を徴収することができる。

他の大学への入学又は転入学を志願しようとする者は、学長の許可を受けなければならない。

退学しようとする者は、学長の許可を受けなければならない。

外国の大学で修学することを志願する者は、学長の許可を得て留学することができる。
2  前項の許可を得て留学した期間は第１８条に定める在学期間に含めることができる。

次の各号の一に該当する者は教授会の議を経て、学長が除籍する。
（１）正当な理由がなく授業科目の履修を怠った者
（２）所定の期日以降３カ月授業料の納付を怠った者
（３）第１８条に定める在学年限を越えた者
（４）第４０条第２項に定める休学期間を越えて、なお修学できない者

本学に４年以上在学し、所定の授業科目及び単位数を取得した者については、教授会の議を経
て、学長が卒業を認定する。
第３学年次修了時の卒業判定時までに卒業に必要な単位を修得し、別に定める基準に基づい
て、特に優秀な成績を修めたと認定された者については、第３学年次修了時に卒業を認める
ことができる。なお、早期卒業に関する規程は別に定める。

2

3

4

卒業時の通算ＧＰＡが1.50未満の場合は、卒業認定試験を受け、合格しなければならない。
ＧＰＡについては、別に定める。
学長は卒業を認定した者に対して学位記・卒業証書を授与する。

学　　部 学　　　科 学 位 名 称

総 合 福 祉 学 部
社 会 福 祉 学 科 学士（社会福祉学）
福 祉 心 理 学 科 学士（福祉心理学）
福 祉 行 政 学 科 学士（福祉行政学）

総合マネジメント学部
産業福祉マネジメント学科 学士（産業福祉学）
情報福祉マネジメント学科 学士（情報福祉学）

教 育 学 部 教 育 学 科 学士（教育学）

健 康 科 学 部
保 健 看 護 学 科 学士（看護学）
リハビリテーション学科 学士（リハビリテーション学）
医 療 経 営 管 理 学 科 学士（医療経営管理学）

卒業した者には、次の区分に従い、学士学位を授与する。

2

第5節　卒業及び学士学位

学生及び本学学生を構成とする団体で表彰に価する行為があったものは、教授会の議を経て学長
が表彰することができる。

全学の成績上位３％以内の学生のうち学術優秀、品行方正の者を選考の上、特待生とし授業料の
全部又は一部を免除することができる。

第6節　賞　　　　　罰

学生で本学の規則に違反し、又は学生としての本分に反する行為をした者は、教授会の議を経て
学長が懲戒を行う。

2  懲戒の種類は退学・停学・譴責とする。
3  前二項の懲戒に関し、必要な事項は別に定める。

大学は学生の厚生補導に関して助言指導を行う。
2  前項の厚生補導の運営等に関する規程は別に定める。

本学に厚生施設を置く。
2  前項の厚生施設の運営等に関する規程は別に定める。
3  毎学年定期に学生及び教職員の健康診断を行う。

第8節　 委託生・研究生・聴講生・科目等履修生・特別科目等履修生・ 
単位互換学生及び外国人留学生等

官公庁・法人・外国政府及び他の大学等から委託された学生は、教授会の議を経て、学長は
委託生として入学を許可することがある。

2  委託生に関する規程は別に定める。

本学に研究生を受け入れることができる。
研究生は本学の卒業生又は同等以上の資格を有する者で、研究生を志願する者は、事前に指
導教員の承諾を得た上、教授会の議を経て、学長によって入学を許可された者をいう。

3  研究生に関する規程は別に定める。

2

本学において特定の授業科目を聴講することを志願する者があるときは、学部の教育に支障の
ない場合に限り、選考の上、教授会の議を経て、学長は聴講生として入学を許可することがある。

2  聴講生に関する規程は別に定める。

本学所定の授業科目中、総合福祉学部、総合マネジメント学部及び教育学部の特定の科目につ
いて履修を希望する者があるときは、選考の上、教授会の議を経て、学長は科目等履修生とし
てこれを許可することがある。　　
科目等履修生は、その履修した科目について試験を受けることができる。試験に合格した者
には、授業科目所定の単位を与える。

3  科目等履修生に関する規程は別に定める。

2 

本学通信教育部の正科生で通学課程の授業の履修を許可された者を特別科目等履修生と
する。

2  特別科目等履修生に関する規程は別に定める。
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休学期間中にその理由が消滅した場合は、学長の許可を得て復学することができる。復学の許可
を得た者は、原年次に帰属する。
休学者が休学期間を過ぎても、復学・退学・休学の延長願を提出せず、許可を得なかった場合、
学長は復学とみなし第６２条に定める学費を徴収することができる。

他の大学への入学又は転入学を志願しようとする者は、学長の許可を受けなければならない。

退学しようとする者は、学長の許可を受けなければならない。

外国の大学で修学することを志願する者は、学長の許可を得て留学することができる。
2  前項の許可を得て留学した期間は第１８条に定める在学期間に含めることができる。

次の各号の一に該当する者は教授会の議を経て、学長が除籍する。
（１）正当な理由がなく授業科目の履修を怠った者
（２）所定の期日以降３カ月授業料の納付を怠った者
（３）第１８条に定める在学年限を越えた者
（４）第４０条第２項に定める休学期間を越えて、なお修学できない者

本学に４年以上在学し、所定の授業科目及び単位数を取得した者については、教授会の議を経
て、学長が卒業を認定する。
第３学年次修了時の卒業判定時までに卒業に必要な単位を修得し、別に定める基準に基づい
て、特に優秀な成績を修めたと認定された者については、第３学年次修了時に卒業を認める
ことができる。なお、早期卒業に関する規程は別に定める。

2

3

4

卒業時の通算ＧＰＡが1.50未満の場合は、卒業認定試験を受け、合格しなければならない。
ＧＰＡについては、別に定める。
学長は卒業を認定した者に対して学位記・卒業証書を授与する。

学　　部 学　　　科 学 位 名 称

総 合 福 祉 学 部
社 会 福 祉 学 科 学士（社会福祉学）
福 祉 心 理 学 科 学士（福祉心理学）
福 祉 行 政 学 科 学士（福祉行政学）

総合マネジメント学部
産業福祉マネジメント学科 学士（産業福祉学）
情報福祉マネジメント学科 学士（情報福祉学）

教 育 学 部 教 育 学 科 学士（教育学）

健 康 科 学 部
保 健 看 護 学 科 学士（看護学）
リハビリテーション学科 学士（リハビリテーション学）
医 療 経 営 管 理 学 科 学士（医療経営管理学）

卒業した者には、次の区分に従い、学士学位を授与する。

2

第5節　卒業及び学士学位

学生及び本学学生を構成とする団体で表彰に価する行為があったものは、教授会の議を経て学長
が表彰することができる。

全学の成績上位３％以内の学生のうち学術優秀、品行方正の者を選考の上、特待生とし授業料の
全部又は一部を免除することができる。

第6節　賞　　　　　罰

学生で本学の規則に違反し、又は学生としての本分に反する行為をした者は、教授会の議を経て
学長が懲戒を行う。

2  懲戒の種類は退学・停学・譴責とする。
3  前二項の懲戒に関し、必要な事項は別に定める。

大学は学生の厚生補導に関して助言指導を行う。
2  前項の厚生補導の運営等に関する規程は別に定める。

本学に厚生施設を置く。
2  前項の厚生施設の運営等に関する規程は別に定める。
3  毎学年定期に学生及び教職員の健康診断を行う。

第8節　 委託生・研究生・聴講生・科目等履修生・特別科目等履修生・ 
単位互換学生及び外国人留学生等

官公庁・法人・外国政府及び他の大学等から委託された学生は、教授会の議を経て、学長は
委託生として入学を許可することがある。

2  委託生に関する規程は別に定める。

本学に研究生を受け入れることができる。
研究生は本学の卒業生又は同等以上の資格を有する者で、研究生を志願する者は、事前に指
導教員の承諾を得た上、教授会の議を経て、学長によって入学を許可された者をいう。

3  研究生に関する規程は別に定める。

2

本学において特定の授業科目を聴講することを志願する者があるときは、学部の教育に支障の
ない場合に限り、選考の上、教授会の議を経て、学長は聴講生として入学を許可することがある。

2  聴講生に関する規程は別に定める。

本学所定の授業科目中、総合福祉学部、総合マネジメント学部及び教育学部の特定の科目につ
いて履修を希望する者があるときは、選考の上、教授会の議を経て、学長は科目等履修生とし
てこれを許可することがある。　　
科目等履修生は、その履修した科目について試験を受けることができる。試験に合格した者
には、授業科目所定の単位を与える。

3  科目等履修生に関する規程は別に定める。

2 

本学通信教育部の正科生で通学課程の授業の履修を許可された者を特別科目等履修生と
する。

2  特別科目等履修生に関する規程は別に定める。
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仙台圏単位互換協定を締結した他の大学及び短期大学並びに高等専門学校の学生で本学において
授業科目を履修することを志願する者があるときは、当該大学との協議に基づき、単位互換学生
として履修を許可することができる。
国内留学に関する単位互換協定又は学生交流協定を締結した他の大学及び短期大学並びに高
等専門学校の学生で本学において授業科目を履修することを志願する者があるときは、当該
大学との協議に基づき、国内留学単位互換学生として履修を許可する。

2 

3  単位互換学生の履修規程については、別に定める。

外国人で大学において教育を受ける目的をもって入国し、本学に入学を志願する者があるとき
は、選考の上、外国人留学生として入学を許可することがある。

2  外国人留学生の入学に関する規程は別に定める。
3   交換留学生については、本学と外国の大学又はそれに相当する高等教育機関との学生の留学に
　関する交流協定に基づき、学生を交換留学生として双方で受入ないしは派遣することがある。

4  交換留学生に関する規程は別に定める。

委託生・研究生・聴講生・科目等履修生・特別科目等履修生・単位互換学生・外国人留学生
及び交換留学生には、別段の規定がない限り学生に関する規程を準用する。

入学検定料・入学金・授業料・施設設備資金・教育環境整備費・厚生費等は、別添２の通り
とする。

前条の他、資格取得のための課程履修費及び 実験実習費等を別途徴収する。

復学を許可された学生の学費は、その者の入学年次に定められた学費をスライドさせた金額
とする。

卒業年次以降の学年中途で卒業する見込の者は、当該期間の学費を納付するものとする。

第9節　学　　　　　費

学年の中途で退学し、又は除籍された者の当該期間の学費は徴収する。
2  停学期間中の学費は徴収する。

休学を許可され、又は命ぜられた者については、休学期間中は在籍料を納付しなければならな
い。ただし、学期の途中で休学する場合は、その期の所定の学費は納入しなければならない。

2  在籍料は別に定める。

委託生・研究生・聴講生・科目等履修生・特別科目等履修生・外国人留学生・交換留学生の
入学検定料及び学費等については別に定める。

納付した学費等の返戻に関しては、消費者契約法及び関係法規に基づき処理する。

社会人の教養を高め、文化の向上に資するため本学に公開講座を開設することができる。

第10節　公　開　講　座

第11節　雑　　　　　則

１．この学則は昭和３７年４月１日より施行する。
２．この学則は昭和４０年４月１日より施行する。
３．この学則は昭和４５年４月１日より施行する。
４．この学則は昭和４６年４月１日より施行する。
５．この学則は昭和４７年４月１日より施行する。
６．この学則は昭和４８年４月１日より施行する。
７．この学則は昭和４９年４月１日より施行する。
８．この学則は昭和５０年４月１日より施行する。
９．この学則は昭和５１年４月１日より施行する。
10．この学則は昭和５２年４月１日より施行する。
11．この学則は昭和５３年１０月１日より施行する。
12．この学則は昭和５４年４月１日より施行する。
13．この学則は昭和５５年４月１日より施行する。
14．この学則は昭和５６年４月１日より施行する。
15．この学則は昭和５７年４月１日より施行する。
16．この学則は昭和５８年４月１日より施行する。
17．この学則は昭和５９年４月１日より施行する。
18．この学則は昭和６３年４月１日より施行する。
19．この学則は平成元年４月１日より施行する。
20．この学則は平成２年４月１日より施行する。
21．この学則は平成３年４月１日より施行する。
22．この学則は平成４年４月１日より施行する。
23．この学則は平成６年４月１日より施行する。
24．この学則は平成７年４月１日より施行する。
25．この学則は平成９年４月１日より施行する。
26．この学則は平成１０年４月１日より施行する。
27．この学則は平成１２年４月１日より、①社会福祉学部の名称を総合福祉学部に変更するため、②社

会福祉学科および福祉心理学科の収容定員を変更するため、③情報福祉学科の設置にともない、施
行する。なお、平成１１年度までに入学した学生は従前によるものとする。

28．この学則は平成１３年４月１日より、①社会福祉学科に教育職員免許状「福祉」、情報福祉学科に
教育職員免許状「情報」を設置にともない、②学都仙台単位互換ネットワークを設置にともない、
施行する。なお、平成１２年度までに入学した学生も平成１３年４月開設の「福祉」・「情報」の
教育職員免許状の科目履修を認める。

29．この学則は平成１４年４月１日より、①学則第３条総合福祉学部に通信教育部社会福祉学科、社会
教育学科、福祉心理学科を設置、②学則第２６条（編入学・転入学）に（５）を設けて、専修学校
の専門課程からの編入学を可能にした。③社会福祉学科の保育士課程が「児童福祉法施行規則第３
９条の２第１項第３号の指定保育士養成施設の修業教科目及び単位数並びに履修方法」（平成１３
年厚生労働省告示第１９８号）により平成１４年４月から適用されることにより、第３０条(授業科
目)２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）を改正して平成１４年度入学者から適用して施
行する。④第３０条（授業科目）２、（９）㈶日本障がい者スポーツ協会公認障がい者スポーツ指

附　　　　　則

この学則に必要な細則は別に定める。

導者資格（イ）初級障がい者スポーツ指導員資格に関する科目（別表３９）を改正する。ただし、
平成１３年度までの入学者については、従前の例によることとする。

30．この学則は平成１５年４月１日より、①総合福祉学部社会福祉学科に介護福祉士課程を設置するに
ともない、②学則第３０条（授業科目）－２、（２）外国語科目（別表２）に「ハングル講座Ⅰ
（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設する
にともない、③学則第３０条（授業科目）－２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）に
「ハングル講座Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）
～Ⅵ」を新設するにともない、④学則第３０条（授業科目）－２、（１２）（イ）教職に関する科
目の教育職員免許法施行規則第６６条の５に定める科目（別表２１）に「ハングル講座Ⅰ（コミュ
ニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設するにともな
い、⑤第３０条（授業科目）の２（２０）訪問介護員養成２級課程修了に関する指定専門科目（別
表４１）を新設するにともない、改正施行する。ただし、平成１４年度までの入学者については、
従前の例によることとする。

31．この学則は平成１６年４月１日より、①第２０条（入学資格）の変更にともない、②第３０条（授
業科目）（２２）レクリエーション・インストラクター資格取得に関する科目の設置、③（２３）
臨床美術士資格取得に関する科目の設置、④（２４）感性デザイン課程に関する科目の設置および
第５６条の２に特別科目等履修生制度を設置することにより改正し、全学年に施行する。

32．この学則は平成１７年４月１日より、①福祉心理学科に教育職員免許状「養護教諭１種普通免許
状」を設置することにより、②第３０条（授業科目）の２、（１２）（リ）養護教諭１種普通免許
状の養護に関する科目の設置、③第３４条（教員免許状授与の所要資格取得）の２を変更し、施行
する。なお、平成１６年度までに入学した学生も、平成１７年度４月開設の「養護教諭１種普通免
許状」の教育職員免許状の科目履修を認める。

　　 さらに、④第３０条（授業科目）の２、（３３）臨床美術士資格取得に関する科目（別表４３）の
削除、⑤第３０条（授業科目）の２、（２５）福祉観光課程に関する科目の設置、⑥第３０条（授
業科目）の２、（２６）スポーツマネジメント課程に関する科目の設置、⑦第３０条（授業科目）
の２、（２７）臨床美術課程に関する科目の設置、⑧第３０条（授業科目）の２、（２８）異文化
コミュニケーション課程に関する科目の設置、⑨福祉観光課程・スポーツマネジメント課程・臨床
美術課程・異文化コミュニケーション課程の設置に伴い第３５条（各種資格の取得）に（２２）～
（２５）を追加変更し、施行する。なお、④～⑨については、平成１７年度入学生から適用し、平
成１６年度までに入学した学生は従前によるものとする。

33．この学則は平成１８年４月１日より、新学部創設にともない、①第１条（目的、使命）を修正し、
②学内組織の見直し（第５条、第９条、第１０条、第１３条）等をはかった。さらに、③第３条
（学部）子ども科学部子ども教育学科、健康科学部保健看護学科の設置、④第３０条（授業科目）
の２、（１）基礎教養（別表１）、及び（２）外国語科目（別表２）の科目と履修方法の変更、⑤
第３０条の２、（４）―② 子ども科学部の専門教育科目（別表１７）の設置、⑥第３０条（授業科
目）の２、（４）―③健康科学部の専門教育科目（別表１８）の設置、⑦第３０条（授業科目）の
２、（９）―②子ども科学部子ども教育学科に保育士資格に関する科目を設置、⑧第３０条（授業
科目）の２、（１２）―①子ども科学部に教職に関する科目（別表３７－①）（別表３７－②）の
設置、⑨第３０条（授業科目）の２、幼稚園教諭1種普通免許状に関する科目・教科又は教職に関す
る科目（別表３８－①、２種は別表３８－②）及び小学校教諭1種普通免許状に関する科目・教科又
は教職に関する科目（別表３９―①、２種は別表３９－②）を設置する。⑩第３１条（履修方
法）、（４）―②子ども科学部子ども教育学科及び（４）―③健康科学部保健看護学科の履修方法
を規定する。⑪第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）の２、子ども科学部に教育職員免許
状「幼稚園教諭１種普通免許状」、「幼稚園教諭２種普通免許状」、「小学校教諭１種免許状」、
「小学校教諭２種免許状」の設置、⑫第３５条（各種資格の取得）の５、保育士資格に子ども科学
部子ども教育学科を追加し、保育士資格の取得を可能とする。⑬さらに、第３５条（各種資格の取
得）の２０、健康科学部保健看護学科において、看護師及び保健師の国家試験受験資格の取得を可
能とする。⑭そのための授業科目を第３０条（授業科目）２、に設置する。⑮第４７条、学士学位
の授与に子ども科学部子ども教育学科に「学士」（教育学）、健康科学部保健看護学科に「学士」
（看護学）を追加する。⑭第６０条（学費）、子ども科学部と健康科学部の入学検定料・入学金・
授業料・施設設備資金・厚生費・後援会等を新たに設定する。ただし、平成１７年度までに入学し
た学生は従前によるものとする。

34．この学則は平成１９年４月１日より、大学の教員組織の変更にともない、①第９条（教職員）にお
いて従来の「助教授」を「准教授」に名称を変更し、「助教」を新設して施行する。また、特殊教
育教員免許課程が、特別支援学校教員免許課程に移行するにともない、②第34条（教員免許状授与
の所要資格の取得）の２及び６において、社会福祉学科に設置されている「養護学校教諭１種普通

免許状の教科に関する科目」を「特別支援学校教諭１種免許状の教科に関する科目」へ再編成して
施行する（別表２８）。③従来の「基礎教養科目」「外国語科目」「健康とスポーツ科目」を再編
し、「総合基礎科目」（別表１－①）を導入するとともに、各学科の科目を再編・再構成する（第
３１条、第３２条）。ただし、健康科学部は従前の通りとする。④総合福祉学部情報福祉学科に２
コース（情報応用コース、総合情報コース）を設置する（第３０条（授業科目）２の（２）５）の
（イ）、（ロ））。⑤総合福祉学部の副専攻に「減災・予防福祉課程」を追加する。

35．この学則は、平成２０年４月１日より、①総合福祉学部産業福祉学科及び情報福祉学科を、総合マ
ネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福祉マネジメント学科に独立・改組し、②健康
科学部に新たにリハビリテーション学科（作業療法学専攻、理学療法学専攻）と医療経営管理学科
を設置するとともに、③それにともなう収容定員の見直しを行い施行する（第３条）。なお、④第
３０条（授業科目）２の（１）、総合基礎科目（別表１）を全学部共通科目として配置するととも
に、（２）専門教育科目に新学部新学科の授業科目と第３１条（履修方法）に履修方法をそれぞれ
追加する。さらに、健康科学部保健看護学科の関連科目に授業科目を追加する（別表８）。また、
⑤第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）について、従来の「産業福祉学科」に設置されて
いた中学校教諭一種普通免許状（社会）、高等学校教諭一種普通免許状（公民）及び「情報福祉学
科」に設置されていた高等学校教諭一種普通免許状（情報）の教員免許状を取り下げる。⑥産業福
祉学科食品衛生コースに設置されていた食品衛生監視員及び食品衛生管理者の任用資格を取り下げ
る。⑦附属研究所・センター等に「キャリア推進センター」「次世代育成センター」「ＰＣサポー
トセンター」を増設する（第５条）。⑧大学設置基準等の一部を改正する省令に伴い学部学科の教
育研究上の目的を明確にした（第３条の４）。

36．この学則は平成２１年４月より、保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更にともない、①保
健看護学科のカリキュラム・履修方法の一部変更および卒業単位の変更（いずれも学則第３１条、
学則別表８）を行い施行する。また、「社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律（平
成19年法律第125号）」により、①資格取得のための履修科目を見直し、社会福祉士、精神保健福
祉士及び介護福祉士養成の新しい教育課程を編成する（別表11）（別表12）（別表13）（別表
14）（別表17）。②それらにともなって、社会福祉学科の教育課程も再編成する（別表2）。③社
会福祉士及び介護福祉士、精神保健福祉士養成課程において定員を設ける（第３５条）。さらに、
「福祉科一種普通免許状」の「教科又は教職に関する科目」の内容を変更する。なお、本学に付属
病院としてせんだんホスピタルを置く（学則第７条、第９条）。学則本文（学則第６０条）中の学
費明細表を、別添２として本中から分離する。

37．この学則は、平成２２年４月より①組織改組し、「社会貢献センター」を置く（第５条）。②教育
職員免許法の一部改正にともない、教職に関する科目である「総合演習」を「教職実践演習」に変
更（別表１９）（別表２６―①）（別表２６―②）して施行する。また、③「異文化コミュニケー
ション課程」、「減災・予防福祉課程」の廃止と「社会貢献支援士課程」の設置にともない、第30
条（授業科目）２（28）、第３１条（履修方法）（３）、第３５条（各種資格の取得）２６を追加
変更する。さらに、④「総合基礎科目」を再編（別表１）するとともに、総合福祉学部の各学科と
子ども科学部子ども教育学科の教育課程を見直し（別表２）（別表３）（別表４）（別表７）、総
合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科に専門科目を追加（別表５）する。⑤保育士資格に
関する科目（別表１５）（別表１６）を再編し、特別支援学校教諭一種免許状の教科に関する科目
（別表２１）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状の教職に関する科目（別表２６－
①）（別表２６－②）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状に関する科目（別表２７
－①）（別表２７－②）（別表２８－①）（別表２８－②）をそれぞれ見直し施行する。

38．この学則は、平成２３年４月より①専門基幹科目にリエゾン群（Ｌ群）を新設する（健康科学部を
除く）ことにともない、「総合基礎科目」（別表１-①、別表２-②）及び各学科の教育課程（別表
２、別表３、別表４、別表５、別表６、別表７）を変更し施行する。また、②「指定保育士養成施
設の指定及び運営の基準について」の一部改正により、「保育士資格に関する科目」（別表15及び
別表16）を変更する。それにともない、③教員免許状取得のための科目を一部変更する（別表
26-①、別表26-②、別表27-①、別表27-②、別表28-①、別表28-②）。④総合福祉学部社会福
祉学科社会福祉コース（保育士課程履修）の学生の幼稚園教諭一種普通免許状の取得を可能とする
（第34条9）。⑤教育職員免許法施行規則の一部改正にともない、「福祉」の教科に関する科目・
単位数及び履修方法（別表20）を変更して施行する。⑥総合福祉学部社会福祉学科と福祉心理学科
において、福祉用具専門相談員の資格取得を可能とし、第３５条（各種資格の取得）に（２０）と
して追加する（別表41）。さらに、⑦休学の場合（第６５条）の学費を変更して施行する。 

39．この学則は、平成２４年４月より、①総合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福
祉マネジメント学科のカリキュラムの一部を変更する（学則別表５、６）。②全学部学科へのリエ
ゾン系科目の導入に伴い、健康科学部における総合基礎科目及び履修方法を変更する（別表１）と

ともに、健康科学部保健看護学科、リハビリテーション学科、医療経営管理学科のカリキュラム・
履修方法の一部を変更する（別表８、９-①、９-②、学則第３１条）。③また、保健看護学科にお
いて、保健師受験資格を選択制とし（学則第３５条の１８）、卒業単位を変更する（学則第３１
条）。④精神保健福祉士法施行規則等の改正により、精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科
目及び精神保健福祉士受験資格に関する基礎科目を見直し（別表１３、１４）、社会福祉士受験資
格に関する指定専門科目の一部を見直す（別表１１）とともに、社会福祉学科並びに福祉心理学科
のカリキュラムを一部変更する（別表２、４）。⑤さらに第一種衛生管理者免許に関する科目（別
表１８）の一部を変更し、図書館司書養成科目及び学芸員養成科目の改正により、図書館司書資格
に関する専門科目（別表３０）及び博物館学芸員資格に関する専門科目（別表３１）を見直すとと
もに、社会福祉学科、社会教育学科、福祉心理学科のカリキュラムを一部変更する（別表２、３、
４）。⑥介護福祉士の資格取得の変更により、「資格」から「受験資格」と変更（学則第３５条
６）及び科目を追加し（別表１７）、⑦学生表彰の対象に学生団体を追加する（学則第４８条）変
更、⑦学則第３１条に（４）を追加し、施行する。

40．この学則は、平成２５年４月より、①入学前の既修得単位等の認定において、「他の大学又は短期
大学における授業科目の履修等」及び「大学以外の教育施設等における学修」を明文化（学則第３
２条）、②防災・減災に関連する科目を移動・配置（学則別表１－１、２、３、４、５、６、
７）、③精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科目の履修年次及び単位数の一部変更（別表
２、４、１４）、④総合福祉学部社会福祉学科及び子ども科学部子ども教育学科の専門教育科目
（専門基幹科目Ｌ群）（別表２、７）並びに保育士資格に関する科目（別表１５、１６）の一部変
更、⑤教育実習の単位変更（別表２、３、１９）⑥訪問介護員２級に関する科目の廃止及び介護職
員初任者研修に関する科目の設置（別表３９）、それに伴う福祉科の教科又は教職に関する科目の
一部変更（別表２０）、⑦社会貢献活動支援士に関する科目の一部変更（別表４８）をし、施行す
る。

41．この学則は、平成２６年４月より、①第1条の目的、使命を一部変更（学則第1条）し、総合基礎
科目を全学共通（学則別表１）とするとともに、全学科に地域共創関連科目を専門基幹科目に配置
する（学則別表２～８、９－①、９－②、１０）。同時に、健康科学部保健看護学科、リハビリ
テーション学科及び医療経営管理学科に防災・減災関連科目を配置する（学則別表８、９-①、９
-②、１０）。履修方法に地域貢献関連資格科目を位置づける（学則第３１条（５））。また、保育
士資格に関する科目の一部を追加し（学則別表１５及び１６）、さらに特別支援学校教諭一種免許
状の教科に関する科目の一部変更（別表２１）、及び副専攻に「デジタルコンテンツアセッサ課
程」を設置し（学則第３１条（３））、授業科目（学則別表４９）及び各種資格の取得（学則第３
５条２６）にそれぞれ追加変更する。さらに学内単位互換の規程を追加して実施する（学則第３７
条第４項）。②第５条（付属研究所・センター等）の地域連携を充実させるため社会貢献センター
を社会貢献・地域連携センターに改組するとともに、経営情報・教育情報の調査分析等を行うIRセ
ンターを新たに設置する。③GPA制度を導入するにあたり、第３８条（成績）を４種の評語（優・
良・可・不可）から５種の評語（秀・優・良・可・不可）に変更し施行する。④第４６条（卒業）
の条件を授業科目及び単位数取得から、授業科目及び単位数、GPA制度も導入して認定するに変更
し施行する。⑤第４１条では、休学期間完了後の学費について、事項を追加するとともに、第４５
条（除籍）においては、除籍の条件を追加し、一部を削除する。⑥第６５条（休学の場合の学費）
学期途中での学費に関する事項を追加し、変更施行する。なお、平成２５年度まで入学した学生は
従前によるものとする。

42.  この学則は、平成２７年４月より、①学部・学科再編に伴い、総合福祉学部社会教育学科を廃止し、
福祉行政学科を設置。子ども科学部子ども教育学科を廃止し、教育学部教育学科初等教育専攻・教育
学科中等教育専攻を設置。さらに、総合福祉学部社会福祉学科の入学定員を300名から400名に変
更、新たに2学科の設置のため入学定員を1,100名から1,300名にするとともに、収容定員も4,400名
から5,200名に変更施行する。また、産業福祉学科を廃止する（学則第3条）。②教職員職階の学長
補佐を廃止し、副学長を置く（学則第9条）。③教授会組織及び審議事項の内容を変更する（学則第
11条及び第13条）。④長期履修学生の規定（学則第17条の2）を追加する。⑤総合基礎教育科目
を変更するとともに、地域共創科目を全学科の教育課程に置く（学則別表１及び2～10）。保育士
資格に関する科目（学則別表15、16）および教育職員免許状に関する科目（学則別表19～26）を
再編成する。⑥副専攻としてデジタルコンテンツアセッサ課程に関する科目を変更する（学則別表
46）とともに、救急救命士課程に関する科目を置き（学則別表47）、社会福祉学科にスクール
ソーシャルワーカーに関する科目を配置する（学則別表48）。それに伴い、これらの資格を各種資
格に追加する（学則第35条）。⑦教育課程の変更により、履修方法を変更する（学則第31条）。
⑧各学部学科での教員免許状授与の所要資格取得を変更する（学則第34条）。⑨学部学科改組によ
り、学士学位の名称を変更する（学則第47条）。⑩懲戒規程を変更する（学則第50条）。なお、
平成２６年度まで入学した学生は従前によるものとする。

43．募集を停止していた情報福祉学科を廃止する。また、平成２８年４月より教育学部教育学科中等教
育専攻に特別支援学校一種普通免許取得に関する教育課程を設置する。なお、この学則は、平成２
７年度入学生より適用する。

44. この学則は、平成２８年４月より、学則第３３条の単位互換派遣学生及び学則第５７条の単位互換
学生の履修に対して規定を追加する。また、総合基礎教育課程を変更する（学則別表１-①、１
-②）とともに、学科の専門教育課程を一部変更（学則別表２、３、４、５、６、７、10）し、履
修方法も変更する（学則第３１条）。それに伴い各種資格取得のための科目も変更する（学則別表
17、19、20、28、31、33、36、46）。なお、平成２７年度まで入学した学生は従前によるも
のとする。

45．この学則は、平成２９年４月より、①通信教育部社会教育学科廃止に伴い学則第３条第1項第５号
の一部変更、②総合基礎教育課程の一部を変更（学則第３０条（１）、学別表１-①、１-②）する
とともに、履修方法も変更する（学則第３１条）。また、③卒業試験の名称を変更する（学則第４
６条）。④各学科の専門教育課程を一部変更する（学則別表２、３、４、５、６、10）⑤精神保健
福祉士受験資格に関する指定専門科目（学則別表１３）、レクリエーション・インストラクター資
格に関する科目（学則別表３７）、社会貢献活動支援士課程に関する科目（学則別表４５）、デジ
タルコンテンツアセッサ課程に関する科目（学則別表４６）、スクールソーシャルワーカーに関す
る科目（学則別表４８）単位数及び履修年次の一部をそれぞれ変更する。さらに⑥総合マネジメン
ト学部・健康科学部医療経営管理学科に「健康運動実践指導者に関する科目」を配置する（学則別
表４９及び学則第３５条２９）するため、学則の一部を変更し施行する。なお、平成２８年度まで
入学した学生は従前によるものとする。

46．この学則は、平成３０年４月より、①健康科学部保健看護学科の入学定員を７０名から８０名に増
員（学則第３条）し、②助産師国家試験受験資格を取得できる教育課程へと改編する（学則第３５
条１８及び学則別表８）。また、③総合福祉学部福祉心理学科に公認心理師受験資格を取得できる
教育課程へと改編する（学則本文第３５条１４及び学則別表４並びに学則別表３３）。④総合基礎
教育課程の科目を変更（学則別表１-①、学則別表１-②、学則別表１-③）し、社会福祉学科（学則
別表２）、福祉行政学科（別表３）、産業福祉マネジメント学科（別表５）、情報福祉マネジメン
ト学科（学則別表６）、医療経営管理学科（学則別表１０）の教育課程をそれぞれ一部改正する。
⑤資格に関する科目としては、第一種衛生管理者免許に関する専門科目（学則別表１８）、高校福
祉科一種普通免許状に関する教育課程（学則別表１９）、養護教諭一種普通免許状に関する教育課
程（学則別表２０）、身体障害者福祉司任用資格に関する科目（別表３１）、公認心理師国家試験
受験資格に関する科目（学則別表３３）、レクリエーション・インストラクター資格に関する科目
（学則別表３７）、スポーツマネジメント課程に関する科目（学則別表４３）、臨床美術課程に関
する科目（学則別表４４）の科目を一部変更する。⑥キャリアと実践活動に関する科目を追加する
（学則別表５０）。さらに、特待生に関する基準を追加し（学則本文第４９条）、交換留学生の規
定（学則本文第５８条の３及び４）を追加する。なお、平成２９年度に入学した学生は従前による
ものとする。

47．平成３１年４月より、①「早期卒業」の規定を追加（学則本文第１７条の２、第４６条２）すると
ともに、「懲戒」規定の一部を変更する（学則本文第５０条）。②「指定保育士養成施設の指定及
び運営の基準について」の一部改正、「児童福祉法施行規則第６条の２第１項第３号の指定保育士
養成施設の修業科目及び単位数並びに履修方法の一部を改正する件」に基づき、学則本文第３０条
（授業科目）における「保育士資格に関する科目」（学則別表１５、１６）及び学則別表２、７、
７－①、７－②の一部を変更。③「社会福祉士学校及び介護福祉士学校の設置及び運営に係る指針
についての一部改正」に基づき、「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表１７）の一部を
変更。④教育職員免許法施行規則の一部改正に伴い、「教育職員免許状に関する科目」を一部変更
（学則別表１９～２６）。⑤総合基礎科目及び各学科の教育課程を一部変更し（学則別表１－①、
１－②、２、３、４、５、６、７―①、７－②、１０）、教育学科の履修方法を一部変更する（学
則本文３１条（２））。⑥「開放科目」を新設（学則別表４６）。⑦副専攻の変更（学則本文３１
条（３））ことに伴い、副専攻教育課程学則別表３９～４３及び「各種資格の取得」から該当事項
を削除するとともに、別表番号、項目番号を変更する。なお、平成３１年度以前に入学した学生は
従前によるものとする。

48．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐
①）。また、平成３０年５月付「文部科学省　厚生労働省令第四号理学療法士及び作業療法士法第
１４条の規定に基づき、『理学療法士作業療法士養成施設指定規則』の一部改正」が行われたこと
により、健康科学部リハビリテーション学科カリキュラム・履修方法の一部変更を行う（学則別表
９‐①、９‐②）。それに伴いリハビリテーション学科における基盤教育科目および専門教育科目
の履修方法を一部変更する（学則本文第３１条）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学

した学生は従前によるものとする。
49．この学則は、募集を停止していた子ども科学部子ども教育学科を廃止し、令和２年１月より一部を

改正し施行する。
50．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐

①、健康科学部保健看護学科は従前のため別表１-②）とともに、各学科の履修方法を変更する（学
則本文第３１条（１））。また、平成３１年４月５日付文部科学省の事務連絡に基づき、社会教育
主事の養成課程の一部変更する（学則別表３２）。これらの変更に伴い、各学科の専門教育課程
（学則別表２～１０）及び各種資格取得のための教育課程（学則別表１５～１７、１９～２５、２
８～３２、４０、４１）並びに履修方法を一部変更する（学則本文第３１条（２））。さらに、各
種資格の取得に関して、救急救命士受験資格取得対象学科から福祉行政学科を削除する（学則本文
第３５条２４）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学した学生は従前によるものとす
る。

51．この学則は、募集を停止していた総合福祉学部社会教育学科を廃止（学則本文３条）し、令和2年6
月より一部改正施行する。

52．この学則は、令和3年4月より①教育学部教育学科中等教育専攻への中学校一種免許状（英語）及び
高等学校一種免許状（英語）課程の設置（学則本文第34条、学則別表26、27）に伴い、教育課程
（学則別表7、7－①、7－②）及び履修方法（学則別表31）を一部変更する。さらに、新たな免許
課程の設置とともに社会教育主事任用資格の廃止に伴い、別表番号を変更する。②「社会福祉に関
する科目を定める省令」及び「精神障害者者の保健及び福祉に関する科目を定める省令」に基づ
き、社会福祉士及び精神保健福祉士養成に係る開講科目を変更する（学則別表11～14）。それに
従い、各学科の教育課程を見直す（学則別表2～4）とともに、「保育士資格に関する科目」（学則
別表15、16）及び「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表17）を一部変更する。③学則
本文中の齟齬を修正する（学則本文第第24条、第31条（3））。④学則本文中の各条文の見出しの
位置を変更する（全条）。⑤学科の掲載順を「学校法人栴檀学園寄附行為」と統一する（第3、
31、47条）。⑥免許状・資格・学科等の名称・字句を統一する（第30、31、34、35条）。⑦そ
の他、字句・表現の統一をはかり明確になるように修正する（第2～8、10、12、13、17、20、
31、36、40、51～54、56、58、59、61、66条）。なお、令和3年度以前に入学した学生は従
前によるものとする。

53．この学則は、令和4年4月より、①保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更に伴い、保健看護
学科のカリキュラム・履修方法の一部変更（新学則第30条・第31条）、②「民法の一部改正施
行」に基づき、入学手続等関係提出書類の変更（新学則第23条）、保証人の保証に関する事項の変
更（学則第24条）、③第一種衛生管理者資格の廃止（新学則第30条第3項第10号）、廃止により
旧学則第30条第3項第11号から旧第30条第3項第29号を、新第30条第3項第10号から新第30条3
項第28号に変更、さらに旧学則別表19から旧学則別表47を新学則別表18から新学則別表46に変
更、④教育課程の充実を図るため、開設科目の名称変更追加、削除の変更（新学則別表2・別表3・
別表5・別表6・別表7・別表7－①・7-②・別表15・別表16・別表30・別表40・別表41）、⑤各
種資格の取得で第一種衛生管理者資格取得に関する事項を廃止する。廃止に伴い旧学則第35条第9
項から旧第35条25項を、新学則第35条第8項から新学則第35条24に変更する。⑥レクリエーショ
ンインストラクター資格取得に関する認定専門科目（新学則別表37）において、新たに「看護学臨
床実習」・「介護実習Ⅰ」の２科目を追加開講するとともに、7科目を削除し、開講科目を変更、⑦
スクールソーシャルワーク教育課程に関する科目（新学則別表43）においては、スクールソーシャ
ルワーカー資格取得に関する法改正の一部施行に基づき、開講科目を一部変更（令和3年度入学生よ
り適用）、⑧委託生・研究生・聴講生・科目等履修生の入学選考を明確にするため一部条文の変更
（新学則第53条・54条・55条・56条）、⑨附則に第53項を新設するため学則の一部を変更し、
改正施行する。なお、令和３年度以前で入学した学生は従前によるものとする。 
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仙台圏単位互換協定を締結した他の大学及び短期大学並びに高等専門学校の学生で本学において
授業科目を履修することを志願する者があるときは、当該大学との協議に基づき、単位互換学生
として履修を許可することができる。
国内留学に関する単位互換協定又は学生交流協定を締結した他の大学及び短期大学並びに高
等専門学校の学生で本学において授業科目を履修することを志願する者があるときは、当該
大学との協議に基づき、国内留学単位互換学生として履修を許可する。

2 

3  単位互換学生の履修規程については、別に定める。

外国人で大学において教育を受ける目的をもって入国し、本学に入学を志願する者があるとき
は、選考の上、外国人留学生として入学を許可することがある。

2  外国人留学生の入学に関する規程は別に定める。
3   交換留学生については、本学と外国の大学又はそれに相当する高等教育機関との学生の留学に
　関する交流協定に基づき、学生を交換留学生として双方で受入ないしは派遣することがある。

4  交換留学生に関する規程は別に定める。

委託生・研究生・聴講生・科目等履修生・特別科目等履修生・単位互換学生・外国人留学生
及び交換留学生には、別段の規定がない限り学生に関する規程を準用する。

入学検定料・入学金・授業料・施設設備資金・教育環境整備費・厚生費等は、別添２の通り
とする。

前条の他、資格取得のための課程履修費及び 実験実習費等を別途徴収する。

復学を許可された学生の学費は、その者の入学年次に定められた学費をスライドさせた金額
とする。

卒業年次以降の学年中途で卒業する見込の者は、当該期間の学費を納付するものとする。

第9節　学　　　　　費

学年の中途で退学し、又は除籍された者の当該期間の学費は徴収する。
2  停学期間中の学費は徴収する。

休学を許可され、又は命ぜられた者については、休学期間中は在籍料を納付しなければならな
い。ただし、学期の途中で休学する場合は、その期の所定の学費は納入しなければならない。

2  在籍料は別に定める。

委託生・研究生・聴講生・科目等履修生・特別科目等履修生・外国人留学生・交換留学生の
入学検定料及び学費等については別に定める。

納付した学費等の返戻に関しては、消費者契約法及び関係法規に基づき処理する。

社会人の教養を高め、文化の向上に資するため本学に公開講座を開設することができる。

第10節　公　開　講　座

第11節　雑　　　　　則

１．この学則は昭和３７年４月１日より施行する。
２．この学則は昭和４０年４月１日より施行する。
３．この学則は昭和４５年４月１日より施行する。
４．この学則は昭和４６年４月１日より施行する。
５．この学則は昭和４７年４月１日より施行する。
６．この学則は昭和４８年４月１日より施行する。
７．この学則は昭和４９年４月１日より施行する。
８．この学則は昭和５０年４月１日より施行する。
９．この学則は昭和５１年４月１日より施行する。
10．この学則は昭和５２年４月１日より施行する。
11．この学則は昭和５３年１０月１日より施行する。
12．この学則は昭和５４年４月１日より施行する。
13．この学則は昭和５５年４月１日より施行する。
14．この学則は昭和５６年４月１日より施行する。
15．この学則は昭和５７年４月１日より施行する。
16．この学則は昭和５８年４月１日より施行する。
17．この学則は昭和５９年４月１日より施行する。
18．この学則は昭和６３年４月１日より施行する。
19．この学則は平成元年４月１日より施行する。
20．この学則は平成２年４月１日より施行する。
21．この学則は平成３年４月１日より施行する。
22．この学則は平成４年４月１日より施行する。
23．この学則は平成６年４月１日より施行する。
24．この学則は平成７年４月１日より施行する。
25．この学則は平成９年４月１日より施行する。
26．この学則は平成１０年４月１日より施行する。
27．この学則は平成１２年４月１日より、①社会福祉学部の名称を総合福祉学部に変更するため、②社

会福祉学科および福祉心理学科の収容定員を変更するため、③情報福祉学科の設置にともない、施
行する。なお、平成１１年度までに入学した学生は従前によるものとする。

28．この学則は平成１３年４月１日より、①社会福祉学科に教育職員免許状「福祉」、情報福祉学科に
教育職員免許状「情報」を設置にともない、②学都仙台単位互換ネットワークを設置にともない、
施行する。なお、平成１２年度までに入学した学生も平成１３年４月開設の「福祉」・「情報」の
教育職員免許状の科目履修を認める。

29．この学則は平成１４年４月１日より、①学則第３条総合福祉学部に通信教育部社会福祉学科、社会
教育学科、福祉心理学科を設置、②学則第２６条（編入学・転入学）に（５）を設けて、専修学校
の専門課程からの編入学を可能にした。③社会福祉学科の保育士課程が「児童福祉法施行規則第３
９条の２第１項第３号の指定保育士養成施設の修業教科目及び単位数並びに履修方法」（平成１３
年厚生労働省告示第１９８号）により平成１４年４月から適用されることにより、第３０条(授業科
目)２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）を改正して平成１４年度入学者から適用して施
行する。④第３０条（授業科目）２、（９）㈶日本障がい者スポーツ協会公認障がい者スポーツ指

附　　　　　則

この学則に必要な細則は別に定める。

導者資格（イ）初級障がい者スポーツ指導員資格に関する科目（別表３９）を改正する。ただし、
平成１３年度までの入学者については、従前の例によることとする。

30．この学則は平成１５年４月１日より、①総合福祉学部社会福祉学科に介護福祉士課程を設置するに
ともない、②学則第３０条（授業科目）－２、（２）外国語科目（別表２）に「ハングル講座Ⅰ
（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設する
にともない、③学則第３０条（授業科目）－２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）に
「ハングル講座Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）
～Ⅵ」を新設するにともない、④学則第３０条（授業科目）－２、（１２）（イ）教職に関する科
目の教育職員免許法施行規則第６６条の５に定める科目（別表２１）に「ハングル講座Ⅰ（コミュ
ニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設するにともな
い、⑤第３０条（授業科目）の２（２０）訪問介護員養成２級課程修了に関する指定専門科目（別
表４１）を新設するにともない、改正施行する。ただし、平成１４年度までの入学者については、
従前の例によることとする。

31．この学則は平成１６年４月１日より、①第２０条（入学資格）の変更にともない、②第３０条（授
業科目）（２２）レクリエーション・インストラクター資格取得に関する科目の設置、③（２３）
臨床美術士資格取得に関する科目の設置、④（２４）感性デザイン課程に関する科目の設置および
第５６条の２に特別科目等履修生制度を設置することにより改正し、全学年に施行する。

32．この学則は平成１７年４月１日より、①福祉心理学科に教育職員免許状「養護教諭１種普通免許
状」を設置することにより、②第３０条（授業科目）の２、（１２）（リ）養護教諭１種普通免許
状の養護に関する科目の設置、③第３４条（教員免許状授与の所要資格取得）の２を変更し、施行
する。なお、平成１６年度までに入学した学生も、平成１７年度４月開設の「養護教諭１種普通免
許状」の教育職員免許状の科目履修を認める。

　　 さらに、④第３０条（授業科目）の２、（３３）臨床美術士資格取得に関する科目（別表４３）の
削除、⑤第３０条（授業科目）の２、（２５）福祉観光課程に関する科目の設置、⑥第３０条（授
業科目）の２、（２６）スポーツマネジメント課程に関する科目の設置、⑦第３０条（授業科目）
の２、（２７）臨床美術課程に関する科目の設置、⑧第３０条（授業科目）の２、（２８）異文化
コミュニケーション課程に関する科目の設置、⑨福祉観光課程・スポーツマネジメント課程・臨床
美術課程・異文化コミュニケーション課程の設置に伴い第３５条（各種資格の取得）に（２２）～
（２５）を追加変更し、施行する。なお、④～⑨については、平成１７年度入学生から適用し、平
成１６年度までに入学した学生は従前によるものとする。

33．この学則は平成１８年４月１日より、新学部創設にともない、①第１条（目的、使命）を修正し、
②学内組織の見直し（第５条、第９条、第１０条、第１３条）等をはかった。さらに、③第３条
（学部）子ども科学部子ども教育学科、健康科学部保健看護学科の設置、④第３０条（授業科目）
の２、（１）基礎教養（別表１）、及び（２）外国語科目（別表２）の科目と履修方法の変更、⑤
第３０条の２、（４）―② 子ども科学部の専門教育科目（別表１７）の設置、⑥第３０条（授業科
目）の２、（４）―③健康科学部の専門教育科目（別表１８）の設置、⑦第３０条（授業科目）の
２、（９）―②子ども科学部子ども教育学科に保育士資格に関する科目を設置、⑧第３０条（授業
科目）の２、（１２）―①子ども科学部に教職に関する科目（別表３７－①）（別表３７－②）の
設置、⑨第３０条（授業科目）の２、幼稚園教諭1種普通免許状に関する科目・教科又は教職に関す
る科目（別表３８－①、２種は別表３８－②）及び小学校教諭1種普通免許状に関する科目・教科又
は教職に関する科目（別表３９―①、２種は別表３９－②）を設置する。⑩第３１条（履修方
法）、（４）―②子ども科学部子ども教育学科及び（４）―③健康科学部保健看護学科の履修方法
を規定する。⑪第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）の２、子ども科学部に教育職員免許
状「幼稚園教諭１種普通免許状」、「幼稚園教諭２種普通免許状」、「小学校教諭１種免許状」、
「小学校教諭２種免許状」の設置、⑫第３５条（各種資格の取得）の５、保育士資格に子ども科学
部子ども教育学科を追加し、保育士資格の取得を可能とする。⑬さらに、第３５条（各種資格の取
得）の２０、健康科学部保健看護学科において、看護師及び保健師の国家試験受験資格の取得を可
能とする。⑭そのための授業科目を第３０条（授業科目）２、に設置する。⑮第４７条、学士学位
の授与に子ども科学部子ども教育学科に「学士」（教育学）、健康科学部保健看護学科に「学士」
（看護学）を追加する。⑭第６０条（学費）、子ども科学部と健康科学部の入学検定料・入学金・
授業料・施設設備資金・厚生費・後援会等を新たに設定する。ただし、平成１７年度までに入学し
た学生は従前によるものとする。

34．この学則は平成１９年４月１日より、大学の教員組織の変更にともない、①第９条（教職員）にお
いて従来の「助教授」を「准教授」に名称を変更し、「助教」を新設して施行する。また、特殊教
育教員免許課程が、特別支援学校教員免許課程に移行するにともない、②第34条（教員免許状授与
の所要資格の取得）の２及び６において、社会福祉学科に設置されている「養護学校教諭１種普通

免許状の教科に関する科目」を「特別支援学校教諭１種免許状の教科に関する科目」へ再編成して
施行する（別表２８）。③従来の「基礎教養科目」「外国語科目」「健康とスポーツ科目」を再編
し、「総合基礎科目」（別表１－①）を導入するとともに、各学科の科目を再編・再構成する（第
３１条、第３２条）。ただし、健康科学部は従前の通りとする。④総合福祉学部情報福祉学科に２
コース（情報応用コース、総合情報コース）を設置する（第３０条（授業科目）２の（２）５）の
（イ）、（ロ））。⑤総合福祉学部の副専攻に「減災・予防福祉課程」を追加する。

35．この学則は、平成２０年４月１日より、①総合福祉学部産業福祉学科及び情報福祉学科を、総合マ
ネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福祉マネジメント学科に独立・改組し、②健康
科学部に新たにリハビリテーション学科（作業療法学専攻、理学療法学専攻）と医療経営管理学科
を設置するとともに、③それにともなう収容定員の見直しを行い施行する（第３条）。なお、④第
３０条（授業科目）２の（１）、総合基礎科目（別表１）を全学部共通科目として配置するととも
に、（２）専門教育科目に新学部新学科の授業科目と第３１条（履修方法）に履修方法をそれぞれ
追加する。さらに、健康科学部保健看護学科の関連科目に授業科目を追加する（別表８）。また、
⑤第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）について、従来の「産業福祉学科」に設置されて
いた中学校教諭一種普通免許状（社会）、高等学校教諭一種普通免許状（公民）及び「情報福祉学
科」に設置されていた高等学校教諭一種普通免許状（情報）の教員免許状を取り下げる。⑥産業福
祉学科食品衛生コースに設置されていた食品衛生監視員及び食品衛生管理者の任用資格を取り下げ
る。⑦附属研究所・センター等に「キャリア推進センター」「次世代育成センター」「ＰＣサポー
トセンター」を増設する（第５条）。⑧大学設置基準等の一部を改正する省令に伴い学部学科の教
育研究上の目的を明確にした（第３条の４）。

36．この学則は平成２１年４月より、保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更にともない、①保
健看護学科のカリキュラム・履修方法の一部変更および卒業単位の変更（いずれも学則第３１条、
学則別表８）を行い施行する。また、「社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律（平
成19年法律第125号）」により、①資格取得のための履修科目を見直し、社会福祉士、精神保健福
祉士及び介護福祉士養成の新しい教育課程を編成する（別表11）（別表12）（別表13）（別表
14）（別表17）。②それらにともなって、社会福祉学科の教育課程も再編成する（別表2）。③社
会福祉士及び介護福祉士、精神保健福祉士養成課程において定員を設ける（第３５条）。さらに、
「福祉科一種普通免許状」の「教科又は教職に関する科目」の内容を変更する。なお、本学に付属
病院としてせんだんホスピタルを置く（学則第７条、第９条）。学則本文（学則第６０条）中の学
費明細表を、別添２として本中から分離する。

37．この学則は、平成２２年４月より①組織改組し、「社会貢献センター」を置く（第５条）。②教育
職員免許法の一部改正にともない、教職に関する科目である「総合演習」を「教職実践演習」に変
更（別表１９）（別表２６―①）（別表２６―②）して施行する。また、③「異文化コミュニケー
ション課程」、「減災・予防福祉課程」の廃止と「社会貢献支援士課程」の設置にともない、第30
条（授業科目）２（28）、第３１条（履修方法）（３）、第３５条（各種資格の取得）２６を追加
変更する。さらに、④「総合基礎科目」を再編（別表１）するとともに、総合福祉学部の各学科と
子ども科学部子ども教育学科の教育課程を見直し（別表２）（別表３）（別表４）（別表７）、総
合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科に専門科目を追加（別表５）する。⑤保育士資格に
関する科目（別表１５）（別表１６）を再編し、特別支援学校教諭一種免許状の教科に関する科目
（別表２１）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状の教職に関する科目（別表２６－
①）（別表２６－②）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状に関する科目（別表２７
－①）（別表２７－②）（別表２８－①）（別表２８－②）をそれぞれ見直し施行する。

38．この学則は、平成２３年４月より①専門基幹科目にリエゾン群（Ｌ群）を新設する（健康科学部を
除く）ことにともない、「総合基礎科目」（別表１-①、別表２-②）及び各学科の教育課程（別表
２、別表３、別表４、別表５、別表６、別表７）を変更し施行する。また、②「指定保育士養成施
設の指定及び運営の基準について」の一部改正により、「保育士資格に関する科目」（別表15及び
別表16）を変更する。それにともない、③教員免許状取得のための科目を一部変更する（別表
26-①、別表26-②、別表27-①、別表27-②、別表28-①、別表28-②）。④総合福祉学部社会福
祉学科社会福祉コース（保育士課程履修）の学生の幼稚園教諭一種普通免許状の取得を可能とする
（第34条9）。⑤教育職員免許法施行規則の一部改正にともない、「福祉」の教科に関する科目・
単位数及び履修方法（別表20）を変更して施行する。⑥総合福祉学部社会福祉学科と福祉心理学科
において、福祉用具専門相談員の資格取得を可能とし、第３５条（各種資格の取得）に（２０）と
して追加する（別表41）。さらに、⑦休学の場合（第６５条）の学費を変更して施行する。 

39．この学則は、平成２４年４月より、①総合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福
祉マネジメント学科のカリキュラムの一部を変更する（学則別表５、６）。②全学部学科へのリエ
ゾン系科目の導入に伴い、健康科学部における総合基礎科目及び履修方法を変更する（別表１）と

ともに、健康科学部保健看護学科、リハビリテーション学科、医療経営管理学科のカリキュラム・
履修方法の一部を変更する（別表８、９-①、９-②、学則第３１条）。③また、保健看護学科にお
いて、保健師受験資格を選択制とし（学則第３５条の１８）、卒業単位を変更する（学則第３１
条）。④精神保健福祉士法施行規則等の改正により、精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科
目及び精神保健福祉士受験資格に関する基礎科目を見直し（別表１３、１４）、社会福祉士受験資
格に関する指定専門科目の一部を見直す（別表１１）とともに、社会福祉学科並びに福祉心理学科
のカリキュラムを一部変更する（別表２、４）。⑤さらに第一種衛生管理者免許に関する科目（別
表１８）の一部を変更し、図書館司書養成科目及び学芸員養成科目の改正により、図書館司書資格
に関する専門科目（別表３０）及び博物館学芸員資格に関する専門科目（別表３１）を見直すとと
もに、社会福祉学科、社会教育学科、福祉心理学科のカリキュラムを一部変更する（別表２、３、
４）。⑥介護福祉士の資格取得の変更により、「資格」から「受験資格」と変更（学則第３５条
６）及び科目を追加し（別表１７）、⑦学生表彰の対象に学生団体を追加する（学則第４８条）変
更、⑦学則第３１条に（４）を追加し、施行する。

40．この学則は、平成２５年４月より、①入学前の既修得単位等の認定において、「他の大学又は短期
大学における授業科目の履修等」及び「大学以外の教育施設等における学修」を明文化（学則第３
２条）、②防災・減災に関連する科目を移動・配置（学則別表１－１、２、３、４、５、６、
７）、③精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科目の履修年次及び単位数の一部変更（別表
２、４、１４）、④総合福祉学部社会福祉学科及び子ども科学部子ども教育学科の専門教育科目
（専門基幹科目Ｌ群）（別表２、７）並びに保育士資格に関する科目（別表１５、１６）の一部変
更、⑤教育実習の単位変更（別表２、３、１９）⑥訪問介護員２級に関する科目の廃止及び介護職
員初任者研修に関する科目の設置（別表３９）、それに伴う福祉科の教科又は教職に関する科目の
一部変更（別表２０）、⑦社会貢献活動支援士に関する科目の一部変更（別表４８）をし、施行す
る。

41．この学則は、平成２６年４月より、①第1条の目的、使命を一部変更（学則第1条）し、総合基礎
科目を全学共通（学則別表１）とするとともに、全学科に地域共創関連科目を専門基幹科目に配置
する（学則別表２～８、９－①、９－②、１０）。同時に、健康科学部保健看護学科、リハビリ
テーション学科及び医療経営管理学科に防災・減災関連科目を配置する（学則別表８、９-①、９
-②、１０）。履修方法に地域貢献関連資格科目を位置づける（学則第３１条（５））。また、保育
士資格に関する科目の一部を追加し（学則別表１５及び１６）、さらに特別支援学校教諭一種免許
状の教科に関する科目の一部変更（別表２１）、及び副専攻に「デジタルコンテンツアセッサ課
程」を設置し（学則第３１条（３））、授業科目（学則別表４９）及び各種資格の取得（学則第３
５条２６）にそれぞれ追加変更する。さらに学内単位互換の規程を追加して実施する（学則第３７
条第４項）。②第５条（付属研究所・センター等）の地域連携を充実させるため社会貢献センター
を社会貢献・地域連携センターに改組するとともに、経営情報・教育情報の調査分析等を行うIRセ
ンターを新たに設置する。③GPA制度を導入するにあたり、第３８条（成績）を４種の評語（優・
良・可・不可）から５種の評語（秀・優・良・可・不可）に変更し施行する。④第４６条（卒業）
の条件を授業科目及び単位数取得から、授業科目及び単位数、GPA制度も導入して認定するに変更
し施行する。⑤第４１条では、休学期間完了後の学費について、事項を追加するとともに、第４５
条（除籍）においては、除籍の条件を追加し、一部を削除する。⑥第６５条（休学の場合の学費）
学期途中での学費に関する事項を追加し、変更施行する。なお、平成２５年度まで入学した学生は
従前によるものとする。

42.  この学則は、平成２７年４月より、①学部・学科再編に伴い、総合福祉学部社会教育学科を廃止し、
福祉行政学科を設置。子ども科学部子ども教育学科を廃止し、教育学部教育学科初等教育専攻・教育
学科中等教育専攻を設置。さらに、総合福祉学部社会福祉学科の入学定員を300名から400名に変
更、新たに2学科の設置のため入学定員を1,100名から1,300名にするとともに、収容定員も4,400名
から5,200名に変更施行する。また、産業福祉学科を廃止する（学則第3条）。②教職員職階の学長
補佐を廃止し、副学長を置く（学則第9条）。③教授会組織及び審議事項の内容を変更する（学則第
11条及び第13条）。④長期履修学生の規定（学則第17条の2）を追加する。⑤総合基礎教育科目
を変更するとともに、地域共創科目を全学科の教育課程に置く（学則別表１及び2～10）。保育士
資格に関する科目（学則別表15、16）および教育職員免許状に関する科目（学則別表19～26）を
再編成する。⑥副専攻としてデジタルコンテンツアセッサ課程に関する科目を変更する（学則別表
46）とともに、救急救命士課程に関する科目を置き（学則別表47）、社会福祉学科にスクール
ソーシャルワーカーに関する科目を配置する（学則別表48）。それに伴い、これらの資格を各種資
格に追加する（学則第35条）。⑦教育課程の変更により、履修方法を変更する（学則第31条）。
⑧各学部学科での教員免許状授与の所要資格取得を変更する（学則第34条）。⑨学部学科改組によ
り、学士学位の名称を変更する（学則第47条）。⑩懲戒規程を変更する（学則第50条）。なお、
平成２６年度まで入学した学生は従前によるものとする。

43．募集を停止していた情報福祉学科を廃止する。また、平成２８年４月より教育学部教育学科中等教
育専攻に特別支援学校一種普通免許取得に関する教育課程を設置する。なお、この学則は、平成２
７年度入学生より適用する。

44. この学則は、平成２８年４月より、学則第３３条の単位互換派遣学生及び学則第５７条の単位互換
学生の履修に対して規定を追加する。また、総合基礎教育課程を変更する（学則別表１-①、１
-②）とともに、学科の専門教育課程を一部変更（学則別表２、３、４、５、６、７、10）し、履
修方法も変更する（学則第３１条）。それに伴い各種資格取得のための科目も変更する（学則別表
17、19、20、28、31、33、36、46）。なお、平成２７年度まで入学した学生は従前によるも
のとする。

45．この学則は、平成２９年４月より、①通信教育部社会教育学科廃止に伴い学則第３条第1項第５号
の一部変更、②総合基礎教育課程の一部を変更（学則第３０条（１）、学別表１-①、１-②）する
とともに、履修方法も変更する（学則第３１条）。また、③卒業試験の名称を変更する（学則第４
６条）。④各学科の専門教育課程を一部変更する（学則別表２、３、４、５、６、10）⑤精神保健
福祉士受験資格に関する指定専門科目（学則別表１３）、レクリエーション・インストラクター資
格に関する科目（学則別表３７）、社会貢献活動支援士課程に関する科目（学則別表４５）、デジ
タルコンテンツアセッサ課程に関する科目（学則別表４６）、スクールソーシャルワーカーに関す
る科目（学則別表４８）単位数及び履修年次の一部をそれぞれ変更する。さらに⑥総合マネジメン
ト学部・健康科学部医療経営管理学科に「健康運動実践指導者に関する科目」を配置する（学則別
表４９及び学則第３５条２９）するため、学則の一部を変更し施行する。なお、平成２８年度まで
入学した学生は従前によるものとする。

46．この学則は、平成３０年４月より、①健康科学部保健看護学科の入学定員を７０名から８０名に増
員（学則第３条）し、②助産師国家試験受験資格を取得できる教育課程へと改編する（学則第３５
条１８及び学則別表８）。また、③総合福祉学部福祉心理学科に公認心理師受験資格を取得できる
教育課程へと改編する（学則本文第３５条１４及び学則別表４並びに学則別表３３）。④総合基礎
教育課程の科目を変更（学則別表１-①、学則別表１-②、学則別表１-③）し、社会福祉学科（学則
別表２）、福祉行政学科（別表３）、産業福祉マネジメント学科（別表５）、情報福祉マネジメン
ト学科（学則別表６）、医療経営管理学科（学則別表１０）の教育課程をそれぞれ一部改正する。
⑤資格に関する科目としては、第一種衛生管理者免許に関する専門科目（学則別表１８）、高校福
祉科一種普通免許状に関する教育課程（学則別表１９）、養護教諭一種普通免許状に関する教育課
程（学則別表２０）、身体障害者福祉司任用資格に関する科目（別表３１）、公認心理師国家試験
受験資格に関する科目（学則別表３３）、レクリエーション・インストラクター資格に関する科目
（学則別表３７）、スポーツマネジメント課程に関する科目（学則別表４３）、臨床美術課程に関
する科目（学則別表４４）の科目を一部変更する。⑥キャリアと実践活動に関する科目を追加する
（学則別表５０）。さらに、特待生に関する基準を追加し（学則本文第４９条）、交換留学生の規
定（学則本文第５８条の３及び４）を追加する。なお、平成２９年度に入学した学生は従前による
ものとする。

47．平成３１年４月より、①「早期卒業」の規定を追加（学則本文第１７条の２、第４６条２）すると
ともに、「懲戒」規定の一部を変更する（学則本文第５０条）。②「指定保育士養成施設の指定及
び運営の基準について」の一部改正、「児童福祉法施行規則第６条の２第１項第３号の指定保育士
養成施設の修業科目及び単位数並びに履修方法の一部を改正する件」に基づき、学則本文第３０条
（授業科目）における「保育士資格に関する科目」（学則別表１５、１６）及び学則別表２、７、
７－①、７－②の一部を変更。③「社会福祉士学校及び介護福祉士学校の設置及び運営に係る指針
についての一部改正」に基づき、「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表１７）の一部を
変更。④教育職員免許法施行規則の一部改正に伴い、「教育職員免許状に関する科目」を一部変更
（学則別表１９～２６）。⑤総合基礎科目及び各学科の教育課程を一部変更し（学則別表１－①、
１－②、２、３、４、５、６、７―①、７－②、１０）、教育学科の履修方法を一部変更する（学
則本文３１条（２））。⑥「開放科目」を新設（学則別表４６）。⑦副専攻の変更（学則本文３１
条（３））ことに伴い、副専攻教育課程学則別表３９～４３及び「各種資格の取得」から該当事項
を削除するとともに、別表番号、項目番号を変更する。なお、平成３１年度以前に入学した学生は
従前によるものとする。

48．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐
①）。また、平成３０年５月付「文部科学省　厚生労働省令第四号理学療法士及び作業療法士法第
１４条の規定に基づき、『理学療法士作業療法士養成施設指定規則』の一部改正」が行われたこと
により、健康科学部リハビリテーション学科カリキュラム・履修方法の一部変更を行う（学則別表
９‐①、９‐②）。それに伴いリハビリテーション学科における基盤教育科目および専門教育科目
の履修方法を一部変更する（学則本文第３１条）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学

した学生は従前によるものとする。
49．この学則は、募集を停止していた子ども科学部子ども教育学科を廃止し、令和２年１月より一部を

改正し施行する。
50．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐

①、健康科学部保健看護学科は従前のため別表１-②）とともに、各学科の履修方法を変更する（学
則本文第３１条（１））。また、平成３１年４月５日付文部科学省の事務連絡に基づき、社会教育
主事の養成課程の一部変更する（学則別表３２）。これらの変更に伴い、各学科の専門教育課程
（学則別表２～１０）及び各種資格取得のための教育課程（学則別表１５～１７、１９～２５、２
８～３２、４０、４１）並びに履修方法を一部変更する（学則本文第３１条（２））。さらに、各
種資格の取得に関して、救急救命士受験資格取得対象学科から福祉行政学科を削除する（学則本文
第３５条２４）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学した学生は従前によるものとす
る。

51．この学則は、募集を停止していた総合福祉学部社会教育学科を廃止（学則本文３条）し、令和2年6
月より一部改正施行する。

52．この学則は、令和3年4月より①教育学部教育学科中等教育専攻への中学校一種免許状（英語）及び
高等学校一種免許状（英語）課程の設置（学則本文第34条、学則別表26、27）に伴い、教育課程
（学則別表7、7－①、7－②）及び履修方法（学則別表31）を一部変更する。さらに、新たな免許
課程の設置とともに社会教育主事任用資格の廃止に伴い、別表番号を変更する。②「社会福祉に関
する科目を定める省令」及び「精神障害者者の保健及び福祉に関する科目を定める省令」に基づ
き、社会福祉士及び精神保健福祉士養成に係る開講科目を変更する（学則別表11～14）。それに
従い、各学科の教育課程を見直す（学則別表2～4）とともに、「保育士資格に関する科目」（学則
別表15、16）及び「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表17）を一部変更する。③学則
本文中の齟齬を修正する（学則本文第第24条、第31条（3））。④学則本文中の各条文の見出しの
位置を変更する（全条）。⑤学科の掲載順を「学校法人栴檀学園寄附行為」と統一する（第3、
31、47条）。⑥免許状・資格・学科等の名称・字句を統一する（第30、31、34、35条）。⑦そ
の他、字句・表現の統一をはかり明確になるように修正する（第2～8、10、12、13、17、20、
31、36、40、51～54、56、58、59、61、66条）。なお、令和3年度以前に入学した学生は従
前によるものとする。

53．この学則は、令和4年4月より、①保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更に伴い、保健看護
学科のカリキュラム・履修方法の一部変更（新学則第30条・第31条）、②「民法の一部改正施
行」に基づき、入学手続等関係提出書類の変更（新学則第23条）、保証人の保証に関する事項の変
更（学則第24条）、③第一種衛生管理者資格の廃止（新学則第30条第3項第10号）、廃止により
旧学則第30条第3項第11号から旧第30条第3項第29号を、新第30条第3項第10号から新第30条3
項第28号に変更、さらに旧学則別表19から旧学則別表47を新学則別表18から新学則別表46に変
更、④教育課程の充実を図るため、開設科目の名称変更追加、削除の変更（新学則別表2・別表3・
別表5・別表6・別表7・別表7－①・7-②・別表15・別表16・別表30・別表40・別表41）、⑤各
種資格の取得で第一種衛生管理者資格取得に関する事項を廃止する。廃止に伴い旧学則第35条第9
項から旧第35条25項を、新学則第35条第8項から新学則第35条24に変更する。⑥レクリエーショ
ンインストラクター資格取得に関する認定専門科目（新学則別表37）において、新たに「看護学臨
床実習」・「介護実習Ⅰ」の２科目を追加開講するとともに、7科目を削除し、開講科目を変更、⑦
スクールソーシャルワーク教育課程に関する科目（新学則別表43）においては、スクールソーシャ
ルワーカー資格取得に関する法改正の一部施行に基づき、開講科目を一部変更（令和3年度入学生よ
り適用）、⑧委託生・研究生・聴講生・科目等履修生の入学選考を明確にするため一部条文の変更
（新学則第53条・54条・55条・56条）、⑨附則に第53項を新設するため学則の一部を変更し、
改正施行する。なお、令和３年度以前で入学した学生は従前によるものとする。 
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１．この学則は昭和３７年４月１日より施行する。
２．この学則は昭和４０年４月１日より施行する。
３．この学則は昭和４５年４月１日より施行する。
４．この学則は昭和４６年４月１日より施行する。
５．この学則は昭和４７年４月１日より施行する。
６．この学則は昭和４８年４月１日より施行する。
７．この学則は昭和４９年４月１日より施行する。
８．この学則は昭和５０年４月１日より施行する。
９．この学則は昭和５１年４月１日より施行する。
10．この学則は昭和５２年４月１日より施行する。
11．この学則は昭和５３年１０月１日より施行する。
12．この学則は昭和５４年４月１日より施行する。
13．この学則は昭和５５年４月１日より施行する。
14．この学則は昭和５６年４月１日より施行する。
15．この学則は昭和５７年４月１日より施行する。
16．この学則は昭和５８年４月１日より施行する。
17．この学則は昭和５９年４月１日より施行する。
18．この学則は昭和６３年４月１日より施行する。
19．この学則は平成元年４月１日より施行する。
20．この学則は平成２年４月１日より施行する。
21．この学則は平成３年４月１日より施行する。
22．この学則は平成４年４月１日より施行する。
23．この学則は平成６年４月１日より施行する。
24．この学則は平成７年４月１日より施行する。
25．この学則は平成９年４月１日より施行する。
26．この学則は平成１０年４月１日より施行する。
27．この学則は平成１２年４月１日より、①社会福祉学部の名称を総合福祉学部に変更するため、②社

会福祉学科および福祉心理学科の収容定員を変更するため、③情報福祉学科の設置にともない、施
行する。なお、平成１１年度までに入学した学生は従前によるものとする。

28．この学則は平成１３年４月１日より、①社会福祉学科に教育職員免許状「福祉」、情報福祉学科に
教育職員免許状「情報」を設置にともない、②学都仙台単位互換ネットワークを設置にともない、
施行する。なお、平成１２年度までに入学した学生も平成１３年４月開設の「福祉」・「情報」の
教育職員免許状の科目履修を認める。

29．この学則は平成１４年４月１日より、①学則第３条総合福祉学部に通信教育部社会福祉学科、社会
教育学科、福祉心理学科を設置、②学則第２６条（編入学・転入学）に（５）を設けて、専修学校
の専門課程からの編入学を可能にした。③社会福祉学科の保育士課程が「児童福祉法施行規則第３
９条の２第１項第３号の指定保育士養成施設の修業教科目及び単位数並びに履修方法」（平成１３
年厚生労働省告示第１９８号）により平成１４年４月から適用されることにより、第３０条(授業科
目)２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）を改正して平成１４年度入学者から適用して施
行する。④第３０条（授業科目）２、（９）㈶日本障がい者スポーツ協会公認障がい者スポーツ指

導者資格（イ）初級障がい者スポーツ指導員資格に関する科目（別表３９）を改正する。ただし、
平成１３年度までの入学者については、従前の例によることとする。

30．この学則は平成１５年４月１日より、①総合福祉学部社会福祉学科に介護福祉士課程を設置するに
ともない、②学則第３０条（授業科目）－２、（２）外国語科目（別表２）に「ハングル講座Ⅰ
（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設する
にともない、③学則第３０条（授業科目）－２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）に
「ハングル講座Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）
～Ⅵ」を新設するにともない、④学則第３０条（授業科目）－２、（１２）（イ）教職に関する科
目の教育職員免許法施行規則第６６条の５に定める科目（別表２１）に「ハングル講座Ⅰ（コミュ
ニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設するにともな
い、⑤第３０条（授業科目）の２（２０）訪問介護員養成２級課程修了に関する指定専門科目（別
表４１）を新設するにともない、改正施行する。ただし、平成１４年度までの入学者については、
従前の例によることとする。

31．この学則は平成１６年４月１日より、①第２０条（入学資格）の変更にともない、②第３０条（授
業科目）（２２）レクリエーション・インストラクター資格取得に関する科目の設置、③（２３）
臨床美術士資格取得に関する科目の設置、④（２４）感性デザイン課程に関する科目の設置および
第５６条の２に特別科目等履修生制度を設置することにより改正し、全学年に施行する。

32．この学則は平成１７年４月１日より、①福祉心理学科に教育職員免許状「養護教諭１種普通免許
状」を設置することにより、②第３０条（授業科目）の２、（１２）（リ）養護教諭１種普通免許
状の養護に関する科目の設置、③第３４条（教員免許状授与の所要資格取得）の２を変更し、施行
する。なお、平成１６年度までに入学した学生も、平成１７年度４月開設の「養護教諭１種普通免
許状」の教育職員免許状の科目履修を認める。

　　 さらに、④第３０条（授業科目）の２、（３３）臨床美術士資格取得に関する科目（別表４３）の
削除、⑤第３０条（授業科目）の２、（２５）福祉観光課程に関する科目の設置、⑥第３０条（授
業科目）の２、（２６）スポーツマネジメント課程に関する科目の設置、⑦第３０条（授業科目）
の２、（２７）臨床美術課程に関する科目の設置、⑧第３０条（授業科目）の２、（２８）異文化
コミュニケーション課程に関する科目の設置、⑨福祉観光課程・スポーツマネジメント課程・臨床
美術課程・異文化コミュニケーション課程の設置に伴い第３５条（各種資格の取得）に（２２）～
（２５）を追加変更し、施行する。なお、④～⑨については、平成１７年度入学生から適用し、平
成１６年度までに入学した学生は従前によるものとする。

33．この学則は平成１８年４月１日より、新学部創設にともない、①第１条（目的、使命）を修正し、
②学内組織の見直し（第５条、第９条、第１０条、第１３条）等をはかった。さらに、③第３条
（学部）子ども科学部子ども教育学科、健康科学部保健看護学科の設置、④第３０条（授業科目）
の２、（１）基礎教養（別表１）、及び（２）外国語科目（別表２）の科目と履修方法の変更、⑤
第３０条の２、（４）―② 子ども科学部の専門教育科目（別表１７）の設置、⑥第３０条（授業科
目）の２、（４）―③健康科学部の専門教育科目（別表１８）の設置、⑦第３０条（授業科目）の
２、（９）―②子ども科学部子ども教育学科に保育士資格に関する科目を設置、⑧第３０条（授業
科目）の２、（１２）―①子ども科学部に教職に関する科目（別表３７－①）（別表３７－②）の
設置、⑨第３０条（授業科目）の２、幼稚園教諭1種普通免許状に関する科目・教科又は教職に関す
る科目（別表３８－①、２種は別表３８－②）及び小学校教諭1種普通免許状に関する科目・教科又
は教職に関する科目（別表３９―①、２種は別表３９－②）を設置する。⑩第３１条（履修方
法）、（４）―②子ども科学部子ども教育学科及び（４）―③健康科学部保健看護学科の履修方法
を規定する。⑪第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）の２、子ども科学部に教育職員免許
状「幼稚園教諭１種普通免許状」、「幼稚園教諭２種普通免許状」、「小学校教諭１種免許状」、
「小学校教諭２種免許状」の設置、⑫第３５条（各種資格の取得）の５、保育士資格に子ども科学
部子ども教育学科を追加し、保育士資格の取得を可能とする。⑬さらに、第３５条（各種資格の取
得）の２０、健康科学部保健看護学科において、看護師及び保健師の国家試験受験資格の取得を可
能とする。⑭そのための授業科目を第３０条（授業科目）２、に設置する。⑮第４７条、学士学位
の授与に子ども科学部子ども教育学科に「学士」（教育学）、健康科学部保健看護学科に「学士」
（看護学）を追加する。⑭第６０条（学費）、子ども科学部と健康科学部の入学検定料・入学金・
授業料・施設設備資金・厚生費・後援会等を新たに設定する。ただし、平成１７年度までに入学し
た学生は従前によるものとする。

34．この学則は平成１９年４月１日より、大学の教員組織の変更にともない、①第９条（教職員）にお
いて従来の「助教授」を「准教授」に名称を変更し、「助教」を新設して施行する。また、特殊教
育教員免許課程が、特別支援学校教員免許課程に移行するにともない、②第34条（教員免許状授与
の所要資格の取得）の２及び６において、社会福祉学科に設置されている「養護学校教諭１種普通

免許状の教科に関する科目」を「特別支援学校教諭１種免許状の教科に関する科目」へ再編成して
施行する（別表２８）。③従来の「基礎教養科目」「外国語科目」「健康とスポーツ科目」を再編
し、「総合基礎科目」（別表１－①）を導入するとともに、各学科の科目を再編・再構成する（第
３１条、第３２条）。ただし、健康科学部は従前の通りとする。④総合福祉学部情報福祉学科に２
コース（情報応用コース、総合情報コース）を設置する（第３０条（授業科目）２の（２）５）の
（イ）、（ロ））。⑤総合福祉学部の副専攻に「減災・予防福祉課程」を追加する。

35．この学則は、平成２０年４月１日より、①総合福祉学部産業福祉学科及び情報福祉学科を、総合マ
ネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福祉マネジメント学科に独立・改組し、②健康
科学部に新たにリハビリテーション学科（作業療法学専攻、理学療法学専攻）と医療経営管理学科
を設置するとともに、③それにともなう収容定員の見直しを行い施行する（第３条）。なお、④第
３０条（授業科目）２の（１）、総合基礎科目（別表１）を全学部共通科目として配置するととも
に、（２）専門教育科目に新学部新学科の授業科目と第３１条（履修方法）に履修方法をそれぞれ
追加する。さらに、健康科学部保健看護学科の関連科目に授業科目を追加する（別表８）。また、
⑤第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）について、従来の「産業福祉学科」に設置されて
いた中学校教諭一種普通免許状（社会）、高等学校教諭一種普通免許状（公民）及び「情報福祉学
科」に設置されていた高等学校教諭一種普通免許状（情報）の教員免許状を取り下げる。⑥産業福
祉学科食品衛生コースに設置されていた食品衛生監視員及び食品衛生管理者の任用資格を取り下げ
る。⑦附属研究所・センター等に「キャリア推進センター」「次世代育成センター」「ＰＣサポー
トセンター」を増設する（第５条）。⑧大学設置基準等の一部を改正する省令に伴い学部学科の教
育研究上の目的を明確にした（第３条の４）。

36．この学則は平成２１年４月より、保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更にともない、①保
健看護学科のカリキュラム・履修方法の一部変更および卒業単位の変更（いずれも学則第３１条、
学則別表８）を行い施行する。また、「社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律（平
成19年法律第125号）」により、①資格取得のための履修科目を見直し、社会福祉士、精神保健福
祉士及び介護福祉士養成の新しい教育課程を編成する（別表11）（別表12）（別表13）（別表
14）（別表17）。②それらにともなって、社会福祉学科の教育課程も再編成する（別表2）。③社
会福祉士及び介護福祉士、精神保健福祉士養成課程において定員を設ける（第３５条）。さらに、
「福祉科一種普通免許状」の「教科又は教職に関する科目」の内容を変更する。なお、本学に付属
病院としてせんだんホスピタルを置く（学則第７条、第９条）。学則本文（学則第６０条）中の学
費明細表を、別添２として本中から分離する。

37．この学則は、平成２２年４月より①組織改組し、「社会貢献センター」を置く（第５条）。②教育
職員免許法の一部改正にともない、教職に関する科目である「総合演習」を「教職実践演習」に変
更（別表１９）（別表２６―①）（別表２６―②）して施行する。また、③「異文化コミュニケー
ション課程」、「減災・予防福祉課程」の廃止と「社会貢献支援士課程」の設置にともない、第30
条（授業科目）２（28）、第３１条（履修方法）（３）、第３５条（各種資格の取得）２６を追加
変更する。さらに、④「総合基礎科目」を再編（別表１）するとともに、総合福祉学部の各学科と
子ども科学部子ども教育学科の教育課程を見直し（別表２）（別表３）（別表４）（別表７）、総
合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科に専門科目を追加（別表５）する。⑤保育士資格に
関する科目（別表１５）（別表１６）を再編し、特別支援学校教諭一種免許状の教科に関する科目
（別表２１）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状の教職に関する科目（別表２６－
①）（別表２６－②）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状に関する科目（別表２７
－①）（別表２７－②）（別表２８－①）（別表２８－②）をそれぞれ見直し施行する。

38．この学則は、平成２３年４月より①専門基幹科目にリエゾン群（Ｌ群）を新設する（健康科学部を
除く）ことにともない、「総合基礎科目」（別表１-①、別表２-②）及び各学科の教育課程（別表
２、別表３、別表４、別表５、別表６、別表７）を変更し施行する。また、②「指定保育士養成施
設の指定及び運営の基準について」の一部改正により、「保育士資格に関する科目」（別表15及び
別表16）を変更する。それにともない、③教員免許状取得のための科目を一部変更する（別表
26-①、別表26-②、別表27-①、別表27-②、別表28-①、別表28-②）。④総合福祉学部社会福
祉学科社会福祉コース（保育士課程履修）の学生の幼稚園教諭一種普通免許状の取得を可能とする
（第34条9）。⑤教育職員免許法施行規則の一部改正にともない、「福祉」の教科に関する科目・
単位数及び履修方法（別表20）を変更して施行する。⑥総合福祉学部社会福祉学科と福祉心理学科
において、福祉用具専門相談員の資格取得を可能とし、第３５条（各種資格の取得）に（２０）と
して追加する（別表41）。さらに、⑦休学の場合（第６５条）の学費を変更して施行する。 

39．この学則は、平成２４年４月より、①総合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福
祉マネジメント学科のカリキュラムの一部を変更する（学則別表５、６）。②全学部学科へのリエ
ゾン系科目の導入に伴い、健康科学部における総合基礎科目及び履修方法を変更する（別表１）と

ともに、健康科学部保健看護学科、リハビリテーション学科、医療経営管理学科のカリキュラム・
履修方法の一部を変更する（別表８、９-①、９-②、学則第３１条）。③また、保健看護学科にお
いて、保健師受験資格を選択制とし（学則第３５条の１８）、卒業単位を変更する（学則第３１
条）。④精神保健福祉士法施行規則等の改正により、精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科
目及び精神保健福祉士受験資格に関する基礎科目を見直し（別表１３、１４）、社会福祉士受験資
格に関する指定専門科目の一部を見直す（別表１１）とともに、社会福祉学科並びに福祉心理学科
のカリキュラムを一部変更する（別表２、４）。⑤さらに第一種衛生管理者免許に関する科目（別
表１８）の一部を変更し、図書館司書養成科目及び学芸員養成科目の改正により、図書館司書資格
に関する専門科目（別表３０）及び博物館学芸員資格に関する専門科目（別表３１）を見直すとと
もに、社会福祉学科、社会教育学科、福祉心理学科のカリキュラムを一部変更する（別表２、３、
４）。⑥介護福祉士の資格取得の変更により、「資格」から「受験資格」と変更（学則第３５条
６）及び科目を追加し（別表１７）、⑦学生表彰の対象に学生団体を追加する（学則第４８条）変
更、⑦学則第３１条に（４）を追加し、施行する。

40．この学則は、平成２５年４月より、①入学前の既修得単位等の認定において、「他の大学又は短期
大学における授業科目の履修等」及び「大学以外の教育施設等における学修」を明文化（学則第３
２条）、②防災・減災に関連する科目を移動・配置（学則別表１－１、２、３、４、５、６、
７）、③精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科目の履修年次及び単位数の一部変更（別表
２、４、１４）、④総合福祉学部社会福祉学科及び子ども科学部子ども教育学科の専門教育科目
（専門基幹科目Ｌ群）（別表２、７）並びに保育士資格に関する科目（別表１５、１６）の一部変
更、⑤教育実習の単位変更（別表２、３、１９）⑥訪問介護員２級に関する科目の廃止及び介護職
員初任者研修に関する科目の設置（別表３９）、それに伴う福祉科の教科又は教職に関する科目の
一部変更（別表２０）、⑦社会貢献活動支援士に関する科目の一部変更（別表４８）をし、施行す
る。

41．この学則は、平成２６年４月より、①第1条の目的、使命を一部変更（学則第1条）し、総合基礎
科目を全学共通（学則別表１）とするとともに、全学科に地域共創関連科目を専門基幹科目に配置
する（学則別表２～８、９－①、９－②、１０）。同時に、健康科学部保健看護学科、リハビリ
テーション学科及び医療経営管理学科に防災・減災関連科目を配置する（学則別表８、９-①、９
-②、１０）。履修方法に地域貢献関連資格科目を位置づける（学則第３１条（５））。また、保育
士資格に関する科目の一部を追加し（学則別表１５及び１６）、さらに特別支援学校教諭一種免許
状の教科に関する科目の一部変更（別表２１）、及び副専攻に「デジタルコンテンツアセッサ課
程」を設置し（学則第３１条（３））、授業科目（学則別表４９）及び各種資格の取得（学則第３
５条２６）にそれぞれ追加変更する。さらに学内単位互換の規程を追加して実施する（学則第３７
条第４項）。②第５条（付属研究所・センター等）の地域連携を充実させるため社会貢献センター
を社会貢献・地域連携センターに改組するとともに、経営情報・教育情報の調査分析等を行うIRセ
ンターを新たに設置する。③GPA制度を導入するにあたり、第３８条（成績）を４種の評語（優・
良・可・不可）から５種の評語（秀・優・良・可・不可）に変更し施行する。④第４６条（卒業）
の条件を授業科目及び単位数取得から、授業科目及び単位数、GPA制度も導入して認定するに変更
し施行する。⑤第４１条では、休学期間完了後の学費について、事項を追加するとともに、第４５
条（除籍）においては、除籍の条件を追加し、一部を削除する。⑥第６５条（休学の場合の学費）
学期途中での学費に関する事項を追加し、変更施行する。なお、平成２５年度まで入学した学生は
従前によるものとする。

42.  この学則は、平成２７年４月より、①学部・学科再編に伴い、総合福祉学部社会教育学科を廃止し、
福祉行政学科を設置。子ども科学部子ども教育学科を廃止し、教育学部教育学科初等教育専攻・教育
学科中等教育専攻を設置。さらに、総合福祉学部社会福祉学科の入学定員を300名から400名に変
更、新たに2学科の設置のため入学定員を1,100名から1,300名にするとともに、収容定員も4,400名
から5,200名に変更施行する。また、産業福祉学科を廃止する（学則第3条）。②教職員職階の学長
補佐を廃止し、副学長を置く（学則第9条）。③教授会組織及び審議事項の内容を変更する（学則第
11条及び第13条）。④長期履修学生の規定（学則第17条の2）を追加する。⑤総合基礎教育科目
を変更するとともに、地域共創科目を全学科の教育課程に置く（学則別表１及び2～10）。保育士
資格に関する科目（学則別表15、16）および教育職員免許状に関する科目（学則別表19～26）を
再編成する。⑥副専攻としてデジタルコンテンツアセッサ課程に関する科目を変更する（学則別表
46）とともに、救急救命士課程に関する科目を置き（学則別表47）、社会福祉学科にスクール
ソーシャルワーカーに関する科目を配置する（学則別表48）。それに伴い、これらの資格を各種資
格に追加する（学則第35条）。⑦教育課程の変更により、履修方法を変更する（学則第31条）。
⑧各学部学科での教員免許状授与の所要資格取得を変更する（学則第34条）。⑨学部学科改組によ
り、学士学位の名称を変更する（学則第47条）。⑩懲戒規程を変更する（学則第50条）。なお、
平成２６年度まで入学した学生は従前によるものとする。

43．募集を停止していた情報福祉学科を廃止する。また、平成２８年４月より教育学部教育学科中等教
育専攻に特別支援学校一種普通免許取得に関する教育課程を設置する。なお、この学則は、平成２
７年度入学生より適用する。

44. この学則は、平成２８年４月より、学則第３３条の単位互換派遣学生及び学則第５７条の単位互換
学生の履修に対して規定を追加する。また、総合基礎教育課程を変更する（学則別表１-①、１
-②）とともに、学科の専門教育課程を一部変更（学則別表２、３、４、５、６、７、10）し、履
修方法も変更する（学則第３１条）。それに伴い各種資格取得のための科目も変更する（学則別表
17、19、20、28、31、33、36、46）。なお、平成２７年度まで入学した学生は従前によるも
のとする。

45．この学則は、平成２９年４月より、①通信教育部社会教育学科廃止に伴い学則第３条第1項第５号
の一部変更、②総合基礎教育課程の一部を変更（学則第３０条（１）、学別表１-①、１-②）する
とともに、履修方法も変更する（学則第３１条）。また、③卒業試験の名称を変更する（学則第４
６条）。④各学科の専門教育課程を一部変更する（学則別表２、３、４、５、６、10）⑤精神保健
福祉士受験資格に関する指定専門科目（学則別表１３）、レクリエーション・インストラクター資
格に関する科目（学則別表３７）、社会貢献活動支援士課程に関する科目（学則別表４５）、デジ
タルコンテンツアセッサ課程に関する科目（学則別表４６）、スクールソーシャルワーカーに関す
る科目（学則別表４８）単位数及び履修年次の一部をそれぞれ変更する。さらに⑥総合マネジメン
ト学部・健康科学部医療経営管理学科に「健康運動実践指導者に関する科目」を配置する（学則別
表４９及び学則第３５条２９）するため、学則の一部を変更し施行する。なお、平成２８年度まで
入学した学生は従前によるものとする。

46．この学則は、平成３０年４月より、①健康科学部保健看護学科の入学定員を７０名から８０名に増
員（学則第３条）し、②助産師国家試験受験資格を取得できる教育課程へと改編する（学則第３５
条１８及び学則別表８）。また、③総合福祉学部福祉心理学科に公認心理師受験資格を取得できる
教育課程へと改編する（学則本文第３５条１４及び学則別表４並びに学則別表３３）。④総合基礎
教育課程の科目を変更（学則別表１-①、学則別表１-②、学則別表１-③）し、社会福祉学科（学則
別表２）、福祉行政学科（別表３）、産業福祉マネジメント学科（別表５）、情報福祉マネジメン
ト学科（学則別表６）、医療経営管理学科（学則別表１０）の教育課程をそれぞれ一部改正する。
⑤資格に関する科目としては、第一種衛生管理者免許に関する専門科目（学則別表１８）、高校福
祉科一種普通免許状に関する教育課程（学則別表１９）、養護教諭一種普通免許状に関する教育課
程（学則別表２０）、身体障害者福祉司任用資格に関する科目（別表３１）、公認心理師国家試験
受験資格に関する科目（学則別表３３）、レクリエーション・インストラクター資格に関する科目
（学則別表３７）、スポーツマネジメント課程に関する科目（学則別表４３）、臨床美術課程に関
する科目（学則別表４４）の科目を一部変更する。⑥キャリアと実践活動に関する科目を追加する
（学則別表５０）。さらに、特待生に関する基準を追加し（学則本文第４９条）、交換留学生の規
定（学則本文第５８条の３及び４）を追加する。なお、平成２９年度に入学した学生は従前による
ものとする。

47．平成３１年４月より、①「早期卒業」の規定を追加（学則本文第１７条の２、第４６条２）すると
ともに、「懲戒」規定の一部を変更する（学則本文第５０条）。②「指定保育士養成施設の指定及
び運営の基準について」の一部改正、「児童福祉法施行規則第６条の２第１項第３号の指定保育士
養成施設の修業科目及び単位数並びに履修方法の一部を改正する件」に基づき、学則本文第３０条
（授業科目）における「保育士資格に関する科目」（学則別表１５、１６）及び学則別表２、７、
７－①、７－②の一部を変更。③「社会福祉士学校及び介護福祉士学校の設置及び運営に係る指針
についての一部改正」に基づき、「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表１７）の一部を
変更。④教育職員免許法施行規則の一部改正に伴い、「教育職員免許状に関する科目」を一部変更
（学則別表１９～２６）。⑤総合基礎科目及び各学科の教育課程を一部変更し（学則別表１－①、
１－②、２、３、４、５、６、７―①、７－②、１０）、教育学科の履修方法を一部変更する（学
則本文３１条（２））。⑥「開放科目」を新設（学則別表４６）。⑦副専攻の変更（学則本文３１
条（３））ことに伴い、副専攻教育課程学則別表３９～４３及び「各種資格の取得」から該当事項
を削除するとともに、別表番号、項目番号を変更する。なお、平成３１年度以前に入学した学生は
従前によるものとする。

48．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐
①）。また、平成３０年５月付「文部科学省　厚生労働省令第四号理学療法士及び作業療法士法第
１４条の規定に基づき、『理学療法士作業療法士養成施設指定規則』の一部改正」が行われたこと
により、健康科学部リハビリテーション学科カリキュラム・履修方法の一部変更を行う（学則別表
９‐①、９‐②）。それに伴いリハビリテーション学科における基盤教育科目および専門教育科目
の履修方法を一部変更する（学則本文第３１条）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学

した学生は従前によるものとする。
49．この学則は、募集を停止していた子ども科学部子ども教育学科を廃止し、令和２年１月より一部を

改正し施行する。
50．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐

①、健康科学部保健看護学科は従前のため別表１-②）とともに、各学科の履修方法を変更する（学
則本文第３１条（１））。また、平成３１年４月５日付文部科学省の事務連絡に基づき、社会教育
主事の養成課程の一部変更する（学則別表３２）。これらの変更に伴い、各学科の専門教育課程
（学則別表２～１０）及び各種資格取得のための教育課程（学則別表１５～１７、１９～２５、２
８～３２、４０、４１）並びに履修方法を一部変更する（学則本文第３１条（２））。さらに、各
種資格の取得に関して、救急救命士受験資格取得対象学科から福祉行政学科を削除する（学則本文
第３５条２４）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学した学生は従前によるものとす
る。

51．この学則は、募集を停止していた総合福祉学部社会教育学科を廃止（学則本文３条）し、令和2年6
月より一部改正施行する。

52．この学則は、令和3年4月より①教育学部教育学科中等教育専攻への中学校一種免許状（英語）及び
高等学校一種免許状（英語）課程の設置（学則本文第34条、学則別表26、27）に伴い、教育課程
（学則別表7、7－①、7－②）及び履修方法（学則別表31）を一部変更する。さらに、新たな免許
課程の設置とともに社会教育主事任用資格の廃止に伴い、別表番号を変更する。②「社会福祉に関
する科目を定める省令」及び「精神障害者者の保健及び福祉に関する科目を定める省令」に基づ
き、社会福祉士及び精神保健福祉士養成に係る開講科目を変更する（学則別表11～14）。それに
従い、各学科の教育課程を見直す（学則別表2～4）とともに、「保育士資格に関する科目」（学則
別表15、16）及び「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表17）を一部変更する。③学則
本文中の齟齬を修正する（学則本文第第24条、第31条（3））。④学則本文中の各条文の見出しの
位置を変更する（全条）。⑤学科の掲載順を「学校法人栴檀学園寄附行為」と統一する（第3、
31、47条）。⑥免許状・資格・学科等の名称・字句を統一する（第30、31、34、35条）。⑦そ
の他、字句・表現の統一をはかり明確になるように修正する（第2～8、10、12、13、17、20、
31、36、40、51～54、56、58、59、61、66条）。なお、令和3年度以前に入学した学生は従
前によるものとする。

53．この学則は、令和4年4月より、①保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更に伴い、保健看護
学科のカリキュラム・履修方法の一部変更（新学則第30条・第31条）、②「民法の一部改正施
行」に基づき、入学手続等関係提出書類の変更（新学則第23条）、保証人の保証に関する事項の変
更（学則第24条）、③第一種衛生管理者資格の廃止（新学則第30条第3項第10号）、廃止により
旧学則第30条第3項第11号から旧第30条第3項第29号を、新第30条第3項第10号から新第30条3
項第28号に変更、さらに旧学則別表19から旧学則別表47を新学則別表18から新学則別表46に変
更、④教育課程の充実を図るため、開設科目の名称変更追加、削除の変更（新学則別表2・別表3・
別表5・別表6・別表7・別表7－①・7-②・別表15・別表16・別表30・別表40・別表41）、⑤各
種資格の取得で第一種衛生管理者資格取得に関する事項を廃止する。廃止に伴い旧学則第35条第9
項から旧第35条25項を、新学則第35条第8項から新学則第35条24に変更する。⑥レクリエーショ
ンインストラクター資格取得に関する認定専門科目（新学則別表37）において、新たに「看護学臨
床実習」・「介護実習Ⅰ」の２科目を追加開講するとともに、7科目を削除し、開講科目を変更、⑦
スクールソーシャルワーク教育課程に関する科目（新学則別表43）においては、スクールソーシャ
ルワーカー資格取得に関する法改正の一部施行に基づき、開講科目を一部変更（令和3年度入学生よ
り適用）、⑧委託生・研究生・聴講生・科目等履修生の入学選考を明確にするため一部条文の変更
（新学則第53条・54条・55条・56条）、⑨附則に第53項を新設するため学則の一部を変更し、
改正施行する。なお、令和３年度以前で入学した学生は従前によるものとする。 

１．この学則は昭和３７年４月１日より施行する。
２．この学則は昭和４０年４月１日より施行する。
３．この学則は昭和４５年４月１日より施行する。
４．この学則は昭和４６年４月１日より施行する。
５．この学則は昭和４７年４月１日より施行する。
６．この学則は昭和４８年４月１日より施行する。
７．この学則は昭和４９年４月１日より施行する。
８．この学則は昭和５０年４月１日より施行する。
９．この学則は昭和５１年４月１日より施行する。
10．この学則は昭和５２年４月１日より施行する。
11．この学則は昭和５３年１０月１日より施行する。
12．この学則は昭和５４年４月１日より施行する。
13．この学則は昭和５５年４月１日より施行する。
14．この学則は昭和５６年４月１日より施行する。
15．この学則は昭和５７年４月１日より施行する。
16．この学則は昭和５８年４月１日より施行する。
17．この学則は昭和５９年４月１日より施行する。
18．この学則は昭和６３年４月１日より施行する。
19．この学則は平成元年４月１日より施行する。
20．この学則は平成２年４月１日より施行する。
21．この学則は平成３年４月１日より施行する。
22．この学則は平成４年４月１日より施行する。
23．この学則は平成６年４月１日より施行する。
24．この学則は平成７年４月１日より施行する。
25．この学則は平成９年４月１日より施行する。
26．この学則は平成１０年４月１日より施行する。
27．この学則は平成１２年４月１日より、①社会福祉学部の名称を総合福祉学部に変更するため、②社

会福祉学科および福祉心理学科の収容定員を変更するため、③情報福祉学科の設置にともない、施
行する。なお、平成１１年度までに入学した学生は従前によるものとする。

28．この学則は平成１３年４月１日より、①社会福祉学科に教育職員免許状「福祉」、情報福祉学科に
教育職員免許状「情報」を設置にともない、②学都仙台単位互換ネットワークを設置にともない、
施行する。なお、平成１２年度までに入学した学生も平成１３年４月開設の「福祉」・「情報」の
教育職員免許状の科目履修を認める。

29．この学則は平成１４年４月１日より、①学則第３条総合福祉学部に通信教育部社会福祉学科、社会
教育学科、福祉心理学科を設置、②学則第２６条（編入学・転入学）に（５）を設けて、専修学校
の専門課程からの編入学を可能にした。③社会福祉学科の保育士課程が「児童福祉法施行規則第３
９条の２第１項第３号の指定保育士養成施設の修業教科目及び単位数並びに履修方法」（平成１３
年厚生労働省告示第１９８号）により平成１４年４月から適用されることにより、第３０条(授業科
目)２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）を改正して平成１４年度入学者から適用して施
行する。④第３０条（授業科目）２、（９）㈶日本障がい者スポーツ協会公認障がい者スポーツ指

導者資格（イ）初級障がい者スポーツ指導員資格に関する科目（別表３９）を改正する。ただし、
平成１３年度までの入学者については、従前の例によることとする。

30．この学則は平成１５年４月１日より、①総合福祉学部社会福祉学科に介護福祉士課程を設置するに
ともない、②学則第３０条（授業科目）－２、（２）外国語科目（別表２）に「ハングル講座Ⅰ
（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設する
にともない、③学則第３０条（授業科目）－２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）に
「ハングル講座Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）
～Ⅵ」を新設するにともない、④学則第３０条（授業科目）－２、（１２）（イ）教職に関する科
目の教育職員免許法施行規則第６６条の５に定める科目（別表２１）に「ハングル講座Ⅰ（コミュ
ニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設するにともな
い、⑤第３０条（授業科目）の２（２０）訪問介護員養成２級課程修了に関する指定専門科目（別
表４１）を新設するにともない、改正施行する。ただし、平成１４年度までの入学者については、
従前の例によることとする。

31．この学則は平成１６年４月１日より、①第２０条（入学資格）の変更にともない、②第３０条（授
業科目）（２２）レクリエーション・インストラクター資格取得に関する科目の設置、③（２３）
臨床美術士資格取得に関する科目の設置、④（２４）感性デザイン課程に関する科目の設置および
第５６条の２に特別科目等履修生制度を設置することにより改正し、全学年に施行する。

32．この学則は平成１７年４月１日より、①福祉心理学科に教育職員免許状「養護教諭１種普通免許
状」を設置することにより、②第３０条（授業科目）の２、（１２）（リ）養護教諭１種普通免許
状の養護に関する科目の設置、③第３４条（教員免許状授与の所要資格取得）の２を変更し、施行
する。なお、平成１６年度までに入学した学生も、平成１７年度４月開設の「養護教諭１種普通免
許状」の教育職員免許状の科目履修を認める。

　　 さらに、④第３０条（授業科目）の２、（３３）臨床美術士資格取得に関する科目（別表４３）の
削除、⑤第３０条（授業科目）の２、（２５）福祉観光課程に関する科目の設置、⑥第３０条（授
業科目）の２、（２６）スポーツマネジメント課程に関する科目の設置、⑦第３０条（授業科目）
の２、（２７）臨床美術課程に関する科目の設置、⑧第３０条（授業科目）の２、（２８）異文化
コミュニケーション課程に関する科目の設置、⑨福祉観光課程・スポーツマネジメント課程・臨床
美術課程・異文化コミュニケーション課程の設置に伴い第３５条（各種資格の取得）に（２２）～
（２５）を追加変更し、施行する。なお、④～⑨については、平成１７年度入学生から適用し、平
成１６年度までに入学した学生は従前によるものとする。

33．この学則は平成１８年４月１日より、新学部創設にともない、①第１条（目的、使命）を修正し、
②学内組織の見直し（第５条、第９条、第１０条、第１３条）等をはかった。さらに、③第３条
（学部）子ども科学部子ども教育学科、健康科学部保健看護学科の設置、④第３０条（授業科目）
の２、（１）基礎教養（別表１）、及び（２）外国語科目（別表２）の科目と履修方法の変更、⑤
第３０条の２、（４）―② 子ども科学部の専門教育科目（別表１７）の設置、⑥第３０条（授業科
目）の２、（４）―③健康科学部の専門教育科目（別表１８）の設置、⑦第３０条（授業科目）の
２、（９）―②子ども科学部子ども教育学科に保育士資格に関する科目を設置、⑧第３０条（授業
科目）の２、（１２）―①子ども科学部に教職に関する科目（別表３７－①）（別表３７－②）の
設置、⑨第３０条（授業科目）の２、幼稚園教諭1種普通免許状に関する科目・教科又は教職に関す
る科目（別表３８－①、２種は別表３８－②）及び小学校教諭1種普通免許状に関する科目・教科又
は教職に関する科目（別表３９―①、２種は別表３９－②）を設置する。⑩第３１条（履修方
法）、（４）―②子ども科学部子ども教育学科及び（４）―③健康科学部保健看護学科の履修方法
を規定する。⑪第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）の２、子ども科学部に教育職員免許
状「幼稚園教諭１種普通免許状」、「幼稚園教諭２種普通免許状」、「小学校教諭１種免許状」、
「小学校教諭２種免許状」の設置、⑫第３５条（各種資格の取得）の５、保育士資格に子ども科学
部子ども教育学科を追加し、保育士資格の取得を可能とする。⑬さらに、第３５条（各種資格の取
得）の２０、健康科学部保健看護学科において、看護師及び保健師の国家試験受験資格の取得を可
能とする。⑭そのための授業科目を第３０条（授業科目）２、に設置する。⑮第４７条、学士学位
の授与に子ども科学部子ども教育学科に「学士」（教育学）、健康科学部保健看護学科に「学士」
（看護学）を追加する。⑭第６０条（学費）、子ども科学部と健康科学部の入学検定料・入学金・
授業料・施設設備資金・厚生費・後援会等を新たに設定する。ただし、平成１７年度までに入学し
た学生は従前によるものとする。

34．この学則は平成１９年４月１日より、大学の教員組織の変更にともない、①第９条（教職員）にお
いて従来の「助教授」を「准教授」に名称を変更し、「助教」を新設して施行する。また、特殊教
育教員免許課程が、特別支援学校教員免許課程に移行するにともない、②第34条（教員免許状授与
の所要資格の取得）の２及び６において、社会福祉学科に設置されている「養護学校教諭１種普通

免許状の教科に関する科目」を「特別支援学校教諭１種免許状の教科に関する科目」へ再編成して
施行する（別表２８）。③従来の「基礎教養科目」「外国語科目」「健康とスポーツ科目」を再編
し、「総合基礎科目」（別表１－①）を導入するとともに、各学科の科目を再編・再構成する（第
３１条、第３２条）。ただし、健康科学部は従前の通りとする。④総合福祉学部情報福祉学科に２
コース（情報応用コース、総合情報コース）を設置する（第３０条（授業科目）２の（２）５）の
（イ）、（ロ））。⑤総合福祉学部の副専攻に「減災・予防福祉課程」を追加する。

35．この学則は、平成２０年４月１日より、①総合福祉学部産業福祉学科及び情報福祉学科を、総合マ
ネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福祉マネジメント学科に独立・改組し、②健康
科学部に新たにリハビリテーション学科（作業療法学専攻、理学療法学専攻）と医療経営管理学科
を設置するとともに、③それにともなう収容定員の見直しを行い施行する（第３条）。なお、④第
３０条（授業科目）２の（１）、総合基礎科目（別表１）を全学部共通科目として配置するととも
に、（２）専門教育科目に新学部新学科の授業科目と第３１条（履修方法）に履修方法をそれぞれ
追加する。さらに、健康科学部保健看護学科の関連科目に授業科目を追加する（別表８）。また、
⑤第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）について、従来の「産業福祉学科」に設置されて
いた中学校教諭一種普通免許状（社会）、高等学校教諭一種普通免許状（公民）及び「情報福祉学
科」に設置されていた高等学校教諭一種普通免許状（情報）の教員免許状を取り下げる。⑥産業福
祉学科食品衛生コースに設置されていた食品衛生監視員及び食品衛生管理者の任用資格を取り下げ
る。⑦附属研究所・センター等に「キャリア推進センター」「次世代育成センター」「ＰＣサポー
トセンター」を増設する（第５条）。⑧大学設置基準等の一部を改正する省令に伴い学部学科の教
育研究上の目的を明確にした（第３条の４）。

36．この学則は平成２１年４月より、保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更にともない、①保
健看護学科のカリキュラム・履修方法の一部変更および卒業単位の変更（いずれも学則第３１条、
学則別表８）を行い施行する。また、「社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律（平
成19年法律第125号）」により、①資格取得のための履修科目を見直し、社会福祉士、精神保健福
祉士及び介護福祉士養成の新しい教育課程を編成する（別表11）（別表12）（別表13）（別表
14）（別表17）。②それらにともなって、社会福祉学科の教育課程も再編成する（別表2）。③社
会福祉士及び介護福祉士、精神保健福祉士養成課程において定員を設ける（第３５条）。さらに、
「福祉科一種普通免許状」の「教科又は教職に関する科目」の内容を変更する。なお、本学に付属
病院としてせんだんホスピタルを置く（学則第７条、第９条）。学則本文（学則第６０条）中の学
費明細表を、別添２として本中から分離する。

37．この学則は、平成２２年４月より①組織改組し、「社会貢献センター」を置く（第５条）。②教育
職員免許法の一部改正にともない、教職に関する科目である「総合演習」を「教職実践演習」に変
更（別表１９）（別表２６―①）（別表２６―②）して施行する。また、③「異文化コミュニケー
ション課程」、「減災・予防福祉課程」の廃止と「社会貢献支援士課程」の設置にともない、第30
条（授業科目）２（28）、第３１条（履修方法）（３）、第３５条（各種資格の取得）２６を追加
変更する。さらに、④「総合基礎科目」を再編（別表１）するとともに、総合福祉学部の各学科と
子ども科学部子ども教育学科の教育課程を見直し（別表２）（別表３）（別表４）（別表７）、総
合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科に専門科目を追加（別表５）する。⑤保育士資格に
関する科目（別表１５）（別表１６）を再編し、特別支援学校教諭一種免許状の教科に関する科目
（別表２１）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状の教職に関する科目（別表２６－
①）（別表２６－②）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状に関する科目（別表２７
－①）（別表２７－②）（別表２８－①）（別表２８－②）をそれぞれ見直し施行する。

38．この学則は、平成２３年４月より①専門基幹科目にリエゾン群（Ｌ群）を新設する（健康科学部を
除く）ことにともない、「総合基礎科目」（別表１-①、別表２-②）及び各学科の教育課程（別表
２、別表３、別表４、別表５、別表６、別表７）を変更し施行する。また、②「指定保育士養成施
設の指定及び運営の基準について」の一部改正により、「保育士資格に関する科目」（別表15及び
別表16）を変更する。それにともない、③教員免許状取得のための科目を一部変更する（別表
26-①、別表26-②、別表27-①、別表27-②、別表28-①、別表28-②）。④総合福祉学部社会福
祉学科社会福祉コース（保育士課程履修）の学生の幼稚園教諭一種普通免許状の取得を可能とする
（第34条9）。⑤教育職員免許法施行規則の一部改正にともない、「福祉」の教科に関する科目・
単位数及び履修方法（別表20）を変更して施行する。⑥総合福祉学部社会福祉学科と福祉心理学科
において、福祉用具専門相談員の資格取得を可能とし、第３５条（各種資格の取得）に（２０）と
して追加する（別表41）。さらに、⑦休学の場合（第６５条）の学費を変更して施行する。 

39．この学則は、平成２４年４月より、①総合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福
祉マネジメント学科のカリキュラムの一部を変更する（学則別表５、６）。②全学部学科へのリエ
ゾン系科目の導入に伴い、健康科学部における総合基礎科目及び履修方法を変更する（別表１）と

ともに、健康科学部保健看護学科、リハビリテーション学科、医療経営管理学科のカリキュラム・
履修方法の一部を変更する（別表８、９-①、９-②、学則第３１条）。③また、保健看護学科にお
いて、保健師受験資格を選択制とし（学則第３５条の１８）、卒業単位を変更する（学則第３１
条）。④精神保健福祉士法施行規則等の改正により、精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科
目及び精神保健福祉士受験資格に関する基礎科目を見直し（別表１３、１４）、社会福祉士受験資
格に関する指定専門科目の一部を見直す（別表１１）とともに、社会福祉学科並びに福祉心理学科
のカリキュラムを一部変更する（別表２、４）。⑤さらに第一種衛生管理者免許に関する科目（別
表１８）の一部を変更し、図書館司書養成科目及び学芸員養成科目の改正により、図書館司書資格
に関する専門科目（別表３０）及び博物館学芸員資格に関する専門科目（別表３１）を見直すとと
もに、社会福祉学科、社会教育学科、福祉心理学科のカリキュラムを一部変更する（別表２、３、
４）。⑥介護福祉士の資格取得の変更により、「資格」から「受験資格」と変更（学則第３５条
６）及び科目を追加し（別表１７）、⑦学生表彰の対象に学生団体を追加する（学則第４８条）変
更、⑦学則第３１条に（４）を追加し、施行する。

40．この学則は、平成２５年４月より、①入学前の既修得単位等の認定において、「他の大学又は短期
大学における授業科目の履修等」及び「大学以外の教育施設等における学修」を明文化（学則第３
２条）、②防災・減災に関連する科目を移動・配置（学則別表１－１、２、３、４、５、６、
７）、③精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科目の履修年次及び単位数の一部変更（別表
２、４、１４）、④総合福祉学部社会福祉学科及び子ども科学部子ども教育学科の専門教育科目
（専門基幹科目Ｌ群）（別表２、７）並びに保育士資格に関する科目（別表１５、１６）の一部変
更、⑤教育実習の単位変更（別表２、３、１９）⑥訪問介護員２級に関する科目の廃止及び介護職
員初任者研修に関する科目の設置（別表３９）、それに伴う福祉科の教科又は教職に関する科目の
一部変更（別表２０）、⑦社会貢献活動支援士に関する科目の一部変更（別表４８）をし、施行す
る。

41．この学則は、平成２６年４月より、①第1条の目的、使命を一部変更（学則第1条）し、総合基礎
科目を全学共通（学則別表１）とするとともに、全学科に地域共創関連科目を専門基幹科目に配置
する（学則別表２～８、９－①、９－②、１０）。同時に、健康科学部保健看護学科、リハビリ
テーション学科及び医療経営管理学科に防災・減災関連科目を配置する（学則別表８、９-①、９
-②、１０）。履修方法に地域貢献関連資格科目を位置づける（学則第３１条（５））。また、保育
士資格に関する科目の一部を追加し（学則別表１５及び１６）、さらに特別支援学校教諭一種免許
状の教科に関する科目の一部変更（別表２１）、及び副専攻に「デジタルコンテンツアセッサ課
程」を設置し（学則第３１条（３））、授業科目（学則別表４９）及び各種資格の取得（学則第３
５条２６）にそれぞれ追加変更する。さらに学内単位互換の規程を追加して実施する（学則第３７
条第４項）。②第５条（付属研究所・センター等）の地域連携を充実させるため社会貢献センター
を社会貢献・地域連携センターに改組するとともに、経営情報・教育情報の調査分析等を行うIRセ
ンターを新たに設置する。③GPA制度を導入するにあたり、第３８条（成績）を４種の評語（優・
良・可・不可）から５種の評語（秀・優・良・可・不可）に変更し施行する。④第４６条（卒業）
の条件を授業科目及び単位数取得から、授業科目及び単位数、GPA制度も導入して認定するに変更
し施行する。⑤第４１条では、休学期間完了後の学費について、事項を追加するとともに、第４５
条（除籍）においては、除籍の条件を追加し、一部を削除する。⑥第６５条（休学の場合の学費）
学期途中での学費に関する事項を追加し、変更施行する。なお、平成２５年度まで入学した学生は
従前によるものとする。

42.  この学則は、平成２７年４月より、①学部・学科再編に伴い、総合福祉学部社会教育学科を廃止し、
福祉行政学科を設置。子ども科学部子ども教育学科を廃止し、教育学部教育学科初等教育専攻・教育
学科中等教育専攻を設置。さらに、総合福祉学部社会福祉学科の入学定員を300名から400名に変
更、新たに2学科の設置のため入学定員を1,100名から1,300名にするとともに、収容定員も4,400名
から5,200名に変更施行する。また、産業福祉学科を廃止する（学則第3条）。②教職員職階の学長
補佐を廃止し、副学長を置く（学則第9条）。③教授会組織及び審議事項の内容を変更する（学則第
11条及び第13条）。④長期履修学生の規定（学則第17条の2）を追加する。⑤総合基礎教育科目
を変更するとともに、地域共創科目を全学科の教育課程に置く（学則別表１及び2～10）。保育士
資格に関する科目（学則別表15、16）および教育職員免許状に関する科目（学則別表19～26）を
再編成する。⑥副専攻としてデジタルコンテンツアセッサ課程に関する科目を変更する（学則別表
46）とともに、救急救命士課程に関する科目を置き（学則別表47）、社会福祉学科にスクール
ソーシャルワーカーに関する科目を配置する（学則別表48）。それに伴い、これらの資格を各種資
格に追加する（学則第35条）。⑦教育課程の変更により、履修方法を変更する（学則第31条）。
⑧各学部学科での教員免許状授与の所要資格取得を変更する（学則第34条）。⑨学部学科改組によ
り、学士学位の名称を変更する（学則第47条）。⑩懲戒規程を変更する（学則第50条）。なお、
平成２６年度まで入学した学生は従前によるものとする。

43．募集を停止していた情報福祉学科を廃止する。また、平成２８年４月より教育学部教育学科中等教
育専攻に特別支援学校一種普通免許取得に関する教育課程を設置する。なお、この学則は、平成２
７年度入学生より適用する。

44. この学則は、平成２８年４月より、学則第３３条の単位互換派遣学生及び学則第５７条の単位互換
学生の履修に対して規定を追加する。また、総合基礎教育課程を変更する（学則別表１-①、１
-②）とともに、学科の専門教育課程を一部変更（学則別表２、３、４、５、６、７、10）し、履
修方法も変更する（学則第３１条）。それに伴い各種資格取得のための科目も変更する（学則別表
17、19、20、28、31、33、36、46）。なお、平成２７年度まで入学した学生は従前によるも
のとする。

45．この学則は、平成２９年４月より、①通信教育部社会教育学科廃止に伴い学則第３条第1項第５号
の一部変更、②総合基礎教育課程の一部を変更（学則第３０条（１）、学別表１-①、１-②）する
とともに、履修方法も変更する（学則第３１条）。また、③卒業試験の名称を変更する（学則第４
６条）。④各学科の専門教育課程を一部変更する（学則別表２、３、４、５、６、10）⑤精神保健
福祉士受験資格に関する指定専門科目（学則別表１３）、レクリエーション・インストラクター資
格に関する科目（学則別表３７）、社会貢献活動支援士課程に関する科目（学則別表４５）、デジ
タルコンテンツアセッサ課程に関する科目（学則別表４６）、スクールソーシャルワーカーに関す
る科目（学則別表４８）単位数及び履修年次の一部をそれぞれ変更する。さらに⑥総合マネジメン
ト学部・健康科学部医療経営管理学科に「健康運動実践指導者に関する科目」を配置する（学則別
表４９及び学則第３５条２９）するため、学則の一部を変更し施行する。なお、平成２８年度まで
入学した学生は従前によるものとする。

46．この学則は、平成３０年４月より、①健康科学部保健看護学科の入学定員を７０名から８０名に増
員（学則第３条）し、②助産師国家試験受験資格を取得できる教育課程へと改編する（学則第３５
条１８及び学則別表８）。また、③総合福祉学部福祉心理学科に公認心理師受験資格を取得できる
教育課程へと改編する（学則本文第３５条１４及び学則別表４並びに学則別表３３）。④総合基礎
教育課程の科目を変更（学則別表１-①、学則別表１-②、学則別表１-③）し、社会福祉学科（学則
別表２）、福祉行政学科（別表３）、産業福祉マネジメント学科（別表５）、情報福祉マネジメン
ト学科（学則別表６）、医療経営管理学科（学則別表１０）の教育課程をそれぞれ一部改正する。
⑤資格に関する科目としては、第一種衛生管理者免許に関する専門科目（学則別表１８）、高校福
祉科一種普通免許状に関する教育課程（学則別表１９）、養護教諭一種普通免許状に関する教育課
程（学則別表２０）、身体障害者福祉司任用資格に関する科目（別表３１）、公認心理師国家試験
受験資格に関する科目（学則別表３３）、レクリエーション・インストラクター資格に関する科目
（学則別表３７）、スポーツマネジメント課程に関する科目（学則別表４３）、臨床美術課程に関
する科目（学則別表４４）の科目を一部変更する。⑥キャリアと実践活動に関する科目を追加する
（学則別表５０）。さらに、特待生に関する基準を追加し（学則本文第４９条）、交換留学生の規
定（学則本文第５８条の３及び４）を追加する。なお、平成２９年度に入学した学生は従前による
ものとする。

47．平成３１年４月より、①「早期卒業」の規定を追加（学則本文第１７条の２、第４６条２）すると
ともに、「懲戒」規定の一部を変更する（学則本文第５０条）。②「指定保育士養成施設の指定及
び運営の基準について」の一部改正、「児童福祉法施行規則第６条の２第１項第３号の指定保育士
養成施設の修業科目及び単位数並びに履修方法の一部を改正する件」に基づき、学則本文第３０条
（授業科目）における「保育士資格に関する科目」（学則別表１５、１６）及び学則別表２、７、
７－①、７－②の一部を変更。③「社会福祉士学校及び介護福祉士学校の設置及び運営に係る指針
についての一部改正」に基づき、「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表１７）の一部を
変更。④教育職員免許法施行規則の一部改正に伴い、「教育職員免許状に関する科目」を一部変更
（学則別表１９～２６）。⑤総合基礎科目及び各学科の教育課程を一部変更し（学則別表１－①、
１－②、２、３、４、５、６、７―①、７－②、１０）、教育学科の履修方法を一部変更する（学
則本文３１条（２））。⑥「開放科目」を新設（学則別表４６）。⑦副専攻の変更（学則本文３１
条（３））ことに伴い、副専攻教育課程学則別表３９～４３及び「各種資格の取得」から該当事項
を削除するとともに、別表番号、項目番号を変更する。なお、平成３１年度以前に入学した学生は
従前によるものとする。

48．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐
①）。また、平成３０年５月付「文部科学省　厚生労働省令第四号理学療法士及び作業療法士法第
１４条の規定に基づき、『理学療法士作業療法士養成施設指定規則』の一部改正」が行われたこと
により、健康科学部リハビリテーション学科カリキュラム・履修方法の一部変更を行う（学則別表
９‐①、９‐②）。それに伴いリハビリテーション学科における基盤教育科目および専門教育科目
の履修方法を一部変更する（学則本文第３１条）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学

した学生は従前によるものとする。
49．この学則は、募集を停止していた子ども科学部子ども教育学科を廃止し、令和２年１月より一部を

改正し施行する。
50．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐

①、健康科学部保健看護学科は従前のため別表１-②）とともに、各学科の履修方法を変更する（学
則本文第３１条（１））。また、平成３１年４月５日付文部科学省の事務連絡に基づき、社会教育
主事の養成課程の一部変更する（学則別表３２）。これらの変更に伴い、各学科の専門教育課程
（学則別表２～１０）及び各種資格取得のための教育課程（学則別表１５～１７、１９～２５、２
８～３２、４０、４１）並びに履修方法を一部変更する（学則本文第３１条（２））。さらに、各
種資格の取得に関して、救急救命士受験資格取得対象学科から福祉行政学科を削除する（学則本文
第３５条２４）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学した学生は従前によるものとす
る。

51．この学則は、募集を停止していた総合福祉学部社会教育学科を廃止（学則本文３条）し、令和2年6
月より一部改正施行する。

52．この学則は、令和3年4月より①教育学部教育学科中等教育専攻への中学校一種免許状（英語）及び
高等学校一種免許状（英語）課程の設置（学則本文第34条、学則別表26、27）に伴い、教育課程
（学則別表7、7－①、7－②）及び履修方法（学則別表31）を一部変更する。さらに、新たな免許
課程の設置とともに社会教育主事任用資格の廃止に伴い、別表番号を変更する。②「社会福祉に関
する科目を定める省令」及び「精神障害者者の保健及び福祉に関する科目を定める省令」に基づ
き、社会福祉士及び精神保健福祉士養成に係る開講科目を変更する（学則別表11～14）。それに
従い、各学科の教育課程を見直す（学則別表2～4）とともに、「保育士資格に関する科目」（学則
別表15、16）及び「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表17）を一部変更する。③学則
本文中の齟齬を修正する（学則本文第第24条、第31条（3））。④学則本文中の各条文の見出しの
位置を変更する（全条）。⑤学科の掲載順を「学校法人栴檀学園寄附行為」と統一する（第3、
31、47条）。⑥免許状・資格・学科等の名称・字句を統一する（第30、31、34、35条）。⑦そ
の他、字句・表現の統一をはかり明確になるように修正する（第2～8、10、12、13、17、20、
31、36、40、51～54、56、58、59、61、66条）。なお、令和3年度以前に入学した学生は従
前によるものとする。

53．この学則は、令和4年4月より、①保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更に伴い、保健看護
学科のカリキュラム・履修方法の一部変更（新学則第30条・第31条）、②「民法の一部改正施
行」に基づき、入学手続等関係提出書類の変更（新学則第23条）、保証人の保証に関する事項の変
更（学則第24条）、③第一種衛生管理者資格の廃止（新学則第30条第3項第10号）、廃止により
旧学則第30条第3項第11号から旧第30条第3項第29号を、新第30条第3項第10号から新第30条3
項第28号に変更、さらに旧学則別表19から旧学則別表47を新学則別表18から新学則別表46に変
更、④教育課程の充実を図るため、開設科目の名称変更追加、削除の変更（新学則別表2・別表3・
別表5・別表6・別表7・別表7－①・7-②・別表15・別表16・別表30・別表40・別表41）、⑤各
種資格の取得で第一種衛生管理者資格取得に関する事項を廃止する。廃止に伴い旧学則第35条第9
項から旧第35条25項を、新学則第35条第8項から新学則第35条24に変更する。⑥レクリエーショ
ンインストラクター資格取得に関する認定専門科目（新学則別表37）において、新たに「看護学臨
床実習」・「介護実習Ⅰ」の２科目を追加開講するとともに、7科目を削除し、開講科目を変更、⑦
スクールソーシャルワーク教育課程に関する科目（新学則別表43）においては、スクールソーシャ
ルワーカー資格取得に関する法改正の一部施行に基づき、開講科目を一部変更（令和3年度入学生よ
り適用）、⑧委託生・研究生・聴講生・科目等履修生の入学選考を明確にするため一部条文の変更
（新学則第53条・54条・55条・56条）、⑨附則に第53項を新設するため学則の一部を変更し、
改正施行する。なお、令和３年度以前で入学した学生は従前によるものとする。 
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１．この学則は昭和３７年４月１日より施行する。
２．この学則は昭和４０年４月１日より施行する。
３．この学則は昭和４５年４月１日より施行する。
４．この学則は昭和４６年４月１日より施行する。
５．この学則は昭和４７年４月１日より施行する。
６．この学則は昭和４８年４月１日より施行する。
７．この学則は昭和４９年４月１日より施行する。
８．この学則は昭和５０年４月１日より施行する。
９．この学則は昭和５１年４月１日より施行する。
10．この学則は昭和５２年４月１日より施行する。
11．この学則は昭和５３年１０月１日より施行する。
12．この学則は昭和５４年４月１日より施行する。
13．この学則は昭和５５年４月１日より施行する。
14．この学則は昭和５６年４月１日より施行する。
15．この学則は昭和５７年４月１日より施行する。
16．この学則は昭和５８年４月１日より施行する。
17．この学則は昭和５９年４月１日より施行する。
18．この学則は昭和６３年４月１日より施行する。
19．この学則は平成元年４月１日より施行する。
20．この学則は平成２年４月１日より施行する。
21．この学則は平成３年４月１日より施行する。
22．この学則は平成４年４月１日より施行する。
23．この学則は平成６年４月１日より施行する。
24．この学則は平成７年４月１日より施行する。
25．この学則は平成９年４月１日より施行する。
26．この学則は平成１０年４月１日より施行する。
27．この学則は平成１２年４月１日より、①社会福祉学部の名称を総合福祉学部に変更するため、②社

会福祉学科および福祉心理学科の収容定員を変更するため、③情報福祉学科の設置にともない、施
行する。なお、平成１１年度までに入学した学生は従前によるものとする。

28．この学則は平成１３年４月１日より、①社会福祉学科に教育職員免許状「福祉」、情報福祉学科に
教育職員免許状「情報」を設置にともない、②学都仙台単位互換ネットワークを設置にともない、
施行する。なお、平成１２年度までに入学した学生も平成１３年４月開設の「福祉」・「情報」の
教育職員免許状の科目履修を認める。

29．この学則は平成１４年４月１日より、①学則第３条総合福祉学部に通信教育部社会福祉学科、社会
教育学科、福祉心理学科を設置、②学則第２６条（編入学・転入学）に（５）を設けて、専修学校
の専門課程からの編入学を可能にした。③社会福祉学科の保育士課程が「児童福祉法施行規則第３
９条の２第１項第３号の指定保育士養成施設の修業教科目及び単位数並びに履修方法」（平成１３
年厚生労働省告示第１９８号）により平成１４年４月から適用されることにより、第３０条(授業科
目)２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）を改正して平成１４年度入学者から適用して施
行する。④第３０条（授業科目）２、（９）㈶日本障がい者スポーツ協会公認障がい者スポーツ指

導者資格（イ）初級障がい者スポーツ指導員資格に関する科目（別表３９）を改正する。ただし、
平成１３年度までの入学者については、従前の例によることとする。

30．この学則は平成１５年４月１日より、①総合福祉学部社会福祉学科に介護福祉士課程を設置するに
ともない、②学則第３０条（授業科目）－２、（２）外国語科目（別表２）に「ハングル講座Ⅰ
（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設する
にともない、③学則第３０条（授業科目）－２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）に
「ハングル講座Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）
～Ⅵ」を新設するにともない、④学則第３０条（授業科目）－２、（１２）（イ）教職に関する科
目の教育職員免許法施行規則第６６条の５に定める科目（別表２１）に「ハングル講座Ⅰ（コミュ
ニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設するにともな
い、⑤第３０条（授業科目）の２（２０）訪問介護員養成２級課程修了に関する指定専門科目（別
表４１）を新設するにともない、改正施行する。ただし、平成１４年度までの入学者については、
従前の例によることとする。

31．この学則は平成１６年４月１日より、①第２０条（入学資格）の変更にともない、②第３０条（授
業科目）（２２）レクリエーション・インストラクター資格取得に関する科目の設置、③（２３）
臨床美術士資格取得に関する科目の設置、④（２４）感性デザイン課程に関する科目の設置および
第５６条の２に特別科目等履修生制度を設置することにより改正し、全学年に施行する。

32．この学則は平成１７年４月１日より、①福祉心理学科に教育職員免許状「養護教諭１種普通免許
状」を設置することにより、②第３０条（授業科目）の２、（１２）（リ）養護教諭１種普通免許
状の養護に関する科目の設置、③第３４条（教員免許状授与の所要資格取得）の２を変更し、施行
する。なお、平成１６年度までに入学した学生も、平成１７年度４月開設の「養護教諭１種普通免
許状」の教育職員免許状の科目履修を認める。

　　 さらに、④第３０条（授業科目）の２、（３３）臨床美術士資格取得に関する科目（別表４３）の
削除、⑤第３０条（授業科目）の２、（２５）福祉観光課程に関する科目の設置、⑥第３０条（授
業科目）の２、（２６）スポーツマネジメント課程に関する科目の設置、⑦第３０条（授業科目）
の２、（２７）臨床美術課程に関する科目の設置、⑧第３０条（授業科目）の２、（２８）異文化
コミュニケーション課程に関する科目の設置、⑨福祉観光課程・スポーツマネジメント課程・臨床
美術課程・異文化コミュニケーション課程の設置に伴い第３５条（各種資格の取得）に（２２）～
（２５）を追加変更し、施行する。なお、④～⑨については、平成１７年度入学生から適用し、平
成１６年度までに入学した学生は従前によるものとする。

33．この学則は平成１８年４月１日より、新学部創設にともない、①第１条（目的、使命）を修正し、
②学内組織の見直し（第５条、第９条、第１０条、第１３条）等をはかった。さらに、③第３条
（学部）子ども科学部子ども教育学科、健康科学部保健看護学科の設置、④第３０条（授業科目）
の２、（１）基礎教養（別表１）、及び（２）外国語科目（別表２）の科目と履修方法の変更、⑤
第３０条の２、（４）―② 子ども科学部の専門教育科目（別表１７）の設置、⑥第３０条（授業科
目）の２、（４）―③健康科学部の専門教育科目（別表１８）の設置、⑦第３０条（授業科目）の
２、（９）―②子ども科学部子ども教育学科に保育士資格に関する科目を設置、⑧第３０条（授業
科目）の２、（１２）―①子ども科学部に教職に関する科目（別表３７－①）（別表３７－②）の
設置、⑨第３０条（授業科目）の２、幼稚園教諭1種普通免許状に関する科目・教科又は教職に関す
る科目（別表３８－①、２種は別表３８－②）及び小学校教諭1種普通免許状に関する科目・教科又
は教職に関する科目（別表３９―①、２種は別表３９－②）を設置する。⑩第３１条（履修方
法）、（４）―②子ども科学部子ども教育学科及び（４）―③健康科学部保健看護学科の履修方法
を規定する。⑪第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）の２、子ども科学部に教育職員免許
状「幼稚園教諭１種普通免許状」、「幼稚園教諭２種普通免許状」、「小学校教諭１種免許状」、
「小学校教諭２種免許状」の設置、⑫第３５条（各種資格の取得）の５、保育士資格に子ども科学
部子ども教育学科を追加し、保育士資格の取得を可能とする。⑬さらに、第３５条（各種資格の取
得）の２０、健康科学部保健看護学科において、看護師及び保健師の国家試験受験資格の取得を可
能とする。⑭そのための授業科目を第３０条（授業科目）２、に設置する。⑮第４７条、学士学位
の授与に子ども科学部子ども教育学科に「学士」（教育学）、健康科学部保健看護学科に「学士」
（看護学）を追加する。⑭第６０条（学費）、子ども科学部と健康科学部の入学検定料・入学金・
授業料・施設設備資金・厚生費・後援会等を新たに設定する。ただし、平成１７年度までに入学し
た学生は従前によるものとする。

34．この学則は平成１９年４月１日より、大学の教員組織の変更にともない、①第９条（教職員）にお
いて従来の「助教授」を「准教授」に名称を変更し、「助教」を新設して施行する。また、特殊教
育教員免許課程が、特別支援学校教員免許課程に移行するにともない、②第34条（教員免許状授与
の所要資格の取得）の２及び６において、社会福祉学科に設置されている「養護学校教諭１種普通

免許状の教科に関する科目」を「特別支援学校教諭１種免許状の教科に関する科目」へ再編成して
施行する（別表２８）。③従来の「基礎教養科目」「外国語科目」「健康とスポーツ科目」を再編
し、「総合基礎科目」（別表１－①）を導入するとともに、各学科の科目を再編・再構成する（第
３１条、第３２条）。ただし、健康科学部は従前の通りとする。④総合福祉学部情報福祉学科に２
コース（情報応用コース、総合情報コース）を設置する（第３０条（授業科目）２の（２）５）の
（イ）、（ロ））。⑤総合福祉学部の副専攻に「減災・予防福祉課程」を追加する。

35．この学則は、平成２０年４月１日より、①総合福祉学部産業福祉学科及び情報福祉学科を、総合マ
ネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福祉マネジメント学科に独立・改組し、②健康
科学部に新たにリハビリテーション学科（作業療法学専攻、理学療法学専攻）と医療経営管理学科
を設置するとともに、③それにともなう収容定員の見直しを行い施行する（第３条）。なお、④第
３０条（授業科目）２の（１）、総合基礎科目（別表１）を全学部共通科目として配置するととも
に、（２）専門教育科目に新学部新学科の授業科目と第３１条（履修方法）に履修方法をそれぞれ
追加する。さらに、健康科学部保健看護学科の関連科目に授業科目を追加する（別表８）。また、
⑤第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）について、従来の「産業福祉学科」に設置されて
いた中学校教諭一種普通免許状（社会）、高等学校教諭一種普通免許状（公民）及び「情報福祉学
科」に設置されていた高等学校教諭一種普通免許状（情報）の教員免許状を取り下げる。⑥産業福
祉学科食品衛生コースに設置されていた食品衛生監視員及び食品衛生管理者の任用資格を取り下げ
る。⑦附属研究所・センター等に「キャリア推進センター」「次世代育成センター」「ＰＣサポー
トセンター」を増設する（第５条）。⑧大学設置基準等の一部を改正する省令に伴い学部学科の教
育研究上の目的を明確にした（第３条の４）。

36．この学則は平成２１年４月より、保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更にともない、①保
健看護学科のカリキュラム・履修方法の一部変更および卒業単位の変更（いずれも学則第３１条、
学則別表８）を行い施行する。また、「社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律（平
成19年法律第125号）」により、①資格取得のための履修科目を見直し、社会福祉士、精神保健福
祉士及び介護福祉士養成の新しい教育課程を編成する（別表11）（別表12）（別表13）（別表
14）（別表17）。②それらにともなって、社会福祉学科の教育課程も再編成する（別表2）。③社
会福祉士及び介護福祉士、精神保健福祉士養成課程において定員を設ける（第３５条）。さらに、
「福祉科一種普通免許状」の「教科又は教職に関する科目」の内容を変更する。なお、本学に付属
病院としてせんだんホスピタルを置く（学則第７条、第９条）。学則本文（学則第６０条）中の学
費明細表を、別添２として本中から分離する。

37．この学則は、平成２２年４月より①組織改組し、「社会貢献センター」を置く（第５条）。②教育
職員免許法の一部改正にともない、教職に関する科目である「総合演習」を「教職実践演習」に変
更（別表１９）（別表２６―①）（別表２６―②）して施行する。また、③「異文化コミュニケー
ション課程」、「減災・予防福祉課程」の廃止と「社会貢献支援士課程」の設置にともない、第30
条（授業科目）２（28）、第３１条（履修方法）（３）、第３５条（各種資格の取得）２６を追加
変更する。さらに、④「総合基礎科目」を再編（別表１）するとともに、総合福祉学部の各学科と
子ども科学部子ども教育学科の教育課程を見直し（別表２）（別表３）（別表４）（別表７）、総
合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科に専門科目を追加（別表５）する。⑤保育士資格に
関する科目（別表１５）（別表１６）を再編し、特別支援学校教諭一種免許状の教科に関する科目
（別表２１）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状の教職に関する科目（別表２６－
①）（別表２６－②）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状に関する科目（別表２７
－①）（別表２７－②）（別表２８－①）（別表２８－②）をそれぞれ見直し施行する。

38．この学則は、平成２３年４月より①専門基幹科目にリエゾン群（Ｌ群）を新設する（健康科学部を
除く）ことにともない、「総合基礎科目」（別表１-①、別表２-②）及び各学科の教育課程（別表
２、別表３、別表４、別表５、別表６、別表７）を変更し施行する。また、②「指定保育士養成施
設の指定及び運営の基準について」の一部改正により、「保育士資格に関する科目」（別表15及び
別表16）を変更する。それにともない、③教員免許状取得のための科目を一部変更する（別表
26-①、別表26-②、別表27-①、別表27-②、別表28-①、別表28-②）。④総合福祉学部社会福
祉学科社会福祉コース（保育士課程履修）の学生の幼稚園教諭一種普通免許状の取得を可能とする
（第34条9）。⑤教育職員免許法施行規則の一部改正にともない、「福祉」の教科に関する科目・
単位数及び履修方法（別表20）を変更して施行する。⑥総合福祉学部社会福祉学科と福祉心理学科
において、福祉用具専門相談員の資格取得を可能とし、第３５条（各種資格の取得）に（２０）と
して追加する（別表41）。さらに、⑦休学の場合（第６５条）の学費を変更して施行する。 

39．この学則は、平成２４年４月より、①総合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福
祉マネジメント学科のカリキュラムの一部を変更する（学則別表５、６）。②全学部学科へのリエ
ゾン系科目の導入に伴い、健康科学部における総合基礎科目及び履修方法を変更する（別表１）と

ともに、健康科学部保健看護学科、リハビリテーション学科、医療経営管理学科のカリキュラム・
履修方法の一部を変更する（別表８、９-①、９-②、学則第３１条）。③また、保健看護学科にお
いて、保健師受験資格を選択制とし（学則第３５条の１８）、卒業単位を変更する（学則第３１
条）。④精神保健福祉士法施行規則等の改正により、精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科
目及び精神保健福祉士受験資格に関する基礎科目を見直し（別表１３、１４）、社会福祉士受験資
格に関する指定専門科目の一部を見直す（別表１１）とともに、社会福祉学科並びに福祉心理学科
のカリキュラムを一部変更する（別表２、４）。⑤さらに第一種衛生管理者免許に関する科目（別
表１８）の一部を変更し、図書館司書養成科目及び学芸員養成科目の改正により、図書館司書資格
に関する専門科目（別表３０）及び博物館学芸員資格に関する専門科目（別表３１）を見直すとと
もに、社会福祉学科、社会教育学科、福祉心理学科のカリキュラムを一部変更する（別表２、３、
４）。⑥介護福祉士の資格取得の変更により、「資格」から「受験資格」と変更（学則第３５条
６）及び科目を追加し（別表１７）、⑦学生表彰の対象に学生団体を追加する（学則第４８条）変
更、⑦学則第３１条に（４）を追加し、施行する。

40．この学則は、平成２５年４月より、①入学前の既修得単位等の認定において、「他の大学又は短期
大学における授業科目の履修等」及び「大学以外の教育施設等における学修」を明文化（学則第３
２条）、②防災・減災に関連する科目を移動・配置（学則別表１－１、２、３、４、５、６、
７）、③精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科目の履修年次及び単位数の一部変更（別表
２、４、１４）、④総合福祉学部社会福祉学科及び子ども科学部子ども教育学科の専門教育科目
（専門基幹科目Ｌ群）（別表２、７）並びに保育士資格に関する科目（別表１５、１６）の一部変
更、⑤教育実習の単位変更（別表２、３、１９）⑥訪問介護員２級に関する科目の廃止及び介護職
員初任者研修に関する科目の設置（別表３９）、それに伴う福祉科の教科又は教職に関する科目の
一部変更（別表２０）、⑦社会貢献活動支援士に関する科目の一部変更（別表４８）をし、施行す
る。

41．この学則は、平成２６年４月より、①第1条の目的、使命を一部変更（学則第1条）し、総合基礎
科目を全学共通（学則別表１）とするとともに、全学科に地域共創関連科目を専門基幹科目に配置
する（学則別表２～８、９－①、９－②、１０）。同時に、健康科学部保健看護学科、リハビリ
テーション学科及び医療経営管理学科に防災・減災関連科目を配置する（学則別表８、９-①、９
-②、１０）。履修方法に地域貢献関連資格科目を位置づける（学則第３１条（５））。また、保育
士資格に関する科目の一部を追加し（学則別表１５及び１６）、さらに特別支援学校教諭一種免許
状の教科に関する科目の一部変更（別表２１）、及び副専攻に「デジタルコンテンツアセッサ課
程」を設置し（学則第３１条（３））、授業科目（学則別表４９）及び各種資格の取得（学則第３
５条２６）にそれぞれ追加変更する。さらに学内単位互換の規程を追加して実施する（学則第３７
条第４項）。②第５条（付属研究所・センター等）の地域連携を充実させるため社会貢献センター
を社会貢献・地域連携センターに改組するとともに、経営情報・教育情報の調査分析等を行うIRセ
ンターを新たに設置する。③GPA制度を導入するにあたり、第３８条（成績）を４種の評語（優・
良・可・不可）から５種の評語（秀・優・良・可・不可）に変更し施行する。④第４６条（卒業）
の条件を授業科目及び単位数取得から、授業科目及び単位数、GPA制度も導入して認定するに変更
し施行する。⑤第４１条では、休学期間完了後の学費について、事項を追加するとともに、第４５
条（除籍）においては、除籍の条件を追加し、一部を削除する。⑥第６５条（休学の場合の学費）
学期途中での学費に関する事項を追加し、変更施行する。なお、平成２５年度まで入学した学生は
従前によるものとする。

42.  この学則は、平成２７年４月より、①学部・学科再編に伴い、総合福祉学部社会教育学科を廃止し、
福祉行政学科を設置。子ども科学部子ども教育学科を廃止し、教育学部教育学科初等教育専攻・教育
学科中等教育専攻を設置。さらに、総合福祉学部社会福祉学科の入学定員を300名から400名に変
更、新たに2学科の設置のため入学定員を1,100名から1,300名にするとともに、収容定員も4,400名
から5,200名に変更施行する。また、産業福祉学科を廃止する（学則第3条）。②教職員職階の学長
補佐を廃止し、副学長を置く（学則第9条）。③教授会組織及び審議事項の内容を変更する（学則第
11条及び第13条）。④長期履修学生の規定（学則第17条の2）を追加する。⑤総合基礎教育科目
を変更するとともに、地域共創科目を全学科の教育課程に置く（学則別表１及び2～10）。保育士
資格に関する科目（学則別表15、16）および教育職員免許状に関する科目（学則別表19～26）を
再編成する。⑥副専攻としてデジタルコンテンツアセッサ課程に関する科目を変更する（学則別表
46）とともに、救急救命士課程に関する科目を置き（学則別表47）、社会福祉学科にスクール
ソーシャルワーカーに関する科目を配置する（学則別表48）。それに伴い、これらの資格を各種資
格に追加する（学則第35条）。⑦教育課程の変更により、履修方法を変更する（学則第31条）。
⑧各学部学科での教員免許状授与の所要資格取得を変更する（学則第34条）。⑨学部学科改組によ
り、学士学位の名称を変更する（学則第47条）。⑩懲戒規程を変更する（学則第50条）。なお、
平成２６年度まで入学した学生は従前によるものとする。

43．募集を停止していた情報福祉学科を廃止する。また、平成２８年４月より教育学部教育学科中等教
育専攻に特別支援学校一種普通免許取得に関する教育課程を設置する。なお、この学則は、平成２
７年度入学生より適用する。

44. この学則は、平成２８年４月より、学則第３３条の単位互換派遣学生及び学則第５７条の単位互換
学生の履修に対して規定を追加する。また、総合基礎教育課程を変更する（学則別表１-①、１
-②）とともに、学科の専門教育課程を一部変更（学則別表２、３、４、５、６、７、10）し、履
修方法も変更する（学則第３１条）。それに伴い各種資格取得のための科目も変更する（学則別表
17、19、20、28、31、33、36、46）。なお、平成２７年度まで入学した学生は従前によるも
のとする。

45．この学則は、平成２９年４月より、①通信教育部社会教育学科廃止に伴い学則第３条第1項第５号
の一部変更、②総合基礎教育課程の一部を変更（学則第３０条（１）、学別表１-①、１-②）する
とともに、履修方法も変更する（学則第３１条）。また、③卒業試験の名称を変更する（学則第４
６条）。④各学科の専門教育課程を一部変更する（学則別表２、３、４、５、６、10）⑤精神保健
福祉士受験資格に関する指定専門科目（学則別表１３）、レクリエーション・インストラクター資
格に関する科目（学則別表３７）、社会貢献活動支援士課程に関する科目（学則別表４５）、デジ
タルコンテンツアセッサ課程に関する科目（学則別表４６）、スクールソーシャルワーカーに関す
る科目（学則別表４８）単位数及び履修年次の一部をそれぞれ変更する。さらに⑥総合マネジメン
ト学部・健康科学部医療経営管理学科に「健康運動実践指導者に関する科目」を配置する（学則別
表４９及び学則第３５条２９）するため、学則の一部を変更し施行する。なお、平成２８年度まで
入学した学生は従前によるものとする。

46．この学則は、平成３０年４月より、①健康科学部保健看護学科の入学定員を７０名から８０名に増
員（学則第３条）し、②助産師国家試験受験資格を取得できる教育課程へと改編する（学則第３５
条１８及び学則別表８）。また、③総合福祉学部福祉心理学科に公認心理師受験資格を取得できる
教育課程へと改編する（学則本文第３５条１４及び学則別表４並びに学則別表３３）。④総合基礎
教育課程の科目を変更（学則別表１-①、学則別表１-②、学則別表１-③）し、社会福祉学科（学則
別表２）、福祉行政学科（別表３）、産業福祉マネジメント学科（別表５）、情報福祉マネジメン
ト学科（学則別表６）、医療経営管理学科（学則別表１０）の教育課程をそれぞれ一部改正する。
⑤資格に関する科目としては、第一種衛生管理者免許に関する専門科目（学則別表１８）、高校福
祉科一種普通免許状に関する教育課程（学則別表１９）、養護教諭一種普通免許状に関する教育課
程（学則別表２０）、身体障害者福祉司任用資格に関する科目（別表３１）、公認心理師国家試験
受験資格に関する科目（学則別表３３）、レクリエーション・インストラクター資格に関する科目
（学則別表３７）、スポーツマネジメント課程に関する科目（学則別表４３）、臨床美術課程に関
する科目（学則別表４４）の科目を一部変更する。⑥キャリアと実践活動に関する科目を追加する
（学則別表５０）。さらに、特待生に関する基準を追加し（学則本文第４９条）、交換留学生の規
定（学則本文第５８条の３及び４）を追加する。なお、平成２９年度に入学した学生は従前による
ものとする。

47．平成３１年４月より、①「早期卒業」の規定を追加（学則本文第１７条の２、第４６条２）すると
ともに、「懲戒」規定の一部を変更する（学則本文第５０条）。②「指定保育士養成施設の指定及
び運営の基準について」の一部改正、「児童福祉法施行規則第６条の２第１項第３号の指定保育士
養成施設の修業科目及び単位数並びに履修方法の一部を改正する件」に基づき、学則本文第３０条
（授業科目）における「保育士資格に関する科目」（学則別表１５、１６）及び学則別表２、７、
７－①、７－②の一部を変更。③「社会福祉士学校及び介護福祉士学校の設置及び運営に係る指針
についての一部改正」に基づき、「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表１７）の一部を
変更。④教育職員免許法施行規則の一部改正に伴い、「教育職員免許状に関する科目」を一部変更
（学則別表１９～２６）。⑤総合基礎科目及び各学科の教育課程を一部変更し（学則別表１－①、
１－②、２、３、４、５、６、７―①、７－②、１０）、教育学科の履修方法を一部変更する（学
則本文３１条（２））。⑥「開放科目」を新設（学則別表４６）。⑦副専攻の変更（学則本文３１
条（３））ことに伴い、副専攻教育課程学則別表３９～４３及び「各種資格の取得」から該当事項
を削除するとともに、別表番号、項目番号を変更する。なお、平成３１年度以前に入学した学生は
従前によるものとする。

48．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐
①）。また、平成３０年５月付「文部科学省　厚生労働省令第四号理学療法士及び作業療法士法第
１４条の規定に基づき、『理学療法士作業療法士養成施設指定規則』の一部改正」が行われたこと
により、健康科学部リハビリテーション学科カリキュラム・履修方法の一部変更を行う（学則別表
９‐①、９‐②）。それに伴いリハビリテーション学科における基盤教育科目および専門教育科目
の履修方法を一部変更する（学則本文第３１条）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学

した学生は従前によるものとする。
49．この学則は、募集を停止していた子ども科学部子ども教育学科を廃止し、令和２年１月より一部を

改正し施行する。
50．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐

①、健康科学部保健看護学科は従前のため別表１-②）とともに、各学科の履修方法を変更する（学
則本文第３１条（１））。また、平成３１年４月５日付文部科学省の事務連絡に基づき、社会教育
主事の養成課程の一部変更する（学則別表３２）。これらの変更に伴い、各学科の専門教育課程
（学則別表２～１０）及び各種資格取得のための教育課程（学則別表１５～１７、１９～２５、２
８～３２、４０、４１）並びに履修方法を一部変更する（学則本文第３１条（２））。さらに、各
種資格の取得に関して、救急救命士受験資格取得対象学科から福祉行政学科を削除する（学則本文
第３５条２４）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学した学生は従前によるものとす
る。

51．この学則は、募集を停止していた総合福祉学部社会教育学科を廃止（学則本文３条）し、令和2年6
月より一部改正施行する。

52．この学則は、令和3年4月より①教育学部教育学科中等教育専攻への中学校一種免許状（英語）及び
高等学校一種免許状（英語）課程の設置（学則本文第34条、学則別表26、27）に伴い、教育課程
（学則別表7、7－①、7－②）及び履修方法（学則別表31）を一部変更する。さらに、新たな免許
課程の設置とともに社会教育主事任用資格の廃止に伴い、別表番号を変更する。②「社会福祉に関
する科目を定める省令」及び「精神障害者者の保健及び福祉に関する科目を定める省令」に基づ
き、社会福祉士及び精神保健福祉士養成に係る開講科目を変更する（学則別表11～14）。それに
従い、各学科の教育課程を見直す（学則別表2～4）とともに、「保育士資格に関する科目」（学則
別表15、16）及び「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表17）を一部変更する。③学則
本文中の齟齬を修正する（学則本文第第24条、第31条（3））。④学則本文中の各条文の見出しの
位置を変更する（全条）。⑤学科の掲載順を「学校法人栴檀学園寄附行為」と統一する（第3、
31、47条）。⑥免許状・資格・学科等の名称・字句を統一する（第30、31、34、35条）。⑦そ
の他、字句・表現の統一をはかり明確になるように修正する（第2～8、10、12、13、17、20、
31、36、40、51～54、56、58、59、61、66条）。なお、令和3年度以前に入学した学生は従
前によるものとする。

53．この学則は、令和4年4月より、①保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更に伴い、保健看護
学科のカリキュラム・履修方法の一部変更（新学則第30条・第31条）、②「民法の一部改正施
行」に基づき、入学手続等関係提出書類の変更（新学則第23条）、保証人の保証に関する事項の変
更（学則第24条）、③第一種衛生管理者資格の廃止（新学則第30条第3項第10号）、廃止により
旧学則第30条第3項第11号から旧第30条第3項第29号を、新第30条第3項第10号から新第30条3
項第28号に変更、さらに旧学則別表19から旧学則別表47を新学則別表18から新学則別表46に変
更、④教育課程の充実を図るため、開設科目の名称変更追加、削除の変更（新学則別表2・別表3・
別表5・別表6・別表7・別表7－①・7-②・別表15・別表16・別表30・別表40・別表41）、⑤各
種資格の取得で第一種衛生管理者資格取得に関する事項を廃止する。廃止に伴い旧学則第35条第9
項から旧第35条25項を、新学則第35条第8項から新学則第35条24に変更する。⑥レクリエーショ
ンインストラクター資格取得に関する認定専門科目（新学則別表37）において、新たに「看護学臨
床実習」・「介護実習Ⅰ」の２科目を追加開講するとともに、7科目を削除し、開講科目を変更、⑦
スクールソーシャルワーク教育課程に関する科目（新学則別表43）においては、スクールソーシャ
ルワーカー資格取得に関する法改正の一部施行に基づき、開講科目を一部変更（令和3年度入学生よ
り適用）、⑧委託生・研究生・聴講生・科目等履修生の入学選考を明確にするため一部条文の変更
（新学則第53条・54条・55条・56条）、⑨附則に第53項を新設するため学則の一部を変更し、
改正施行する。なお、令和３年度以前で入学した学生は従前によるものとする。 

１．この学則は昭和３７年４月１日より施行する。
２．この学則は昭和４０年４月１日より施行する。
３．この学則は昭和４５年４月１日より施行する。
４．この学則は昭和４６年４月１日より施行する。
５．この学則は昭和４７年４月１日より施行する。
６．この学則は昭和４８年４月１日より施行する。
７．この学則は昭和４９年４月１日より施行する。
８．この学則は昭和５０年４月１日より施行する。
９．この学則は昭和５１年４月１日より施行する。
10．この学則は昭和５２年４月１日より施行する。
11．この学則は昭和５３年１０月１日より施行する。
12．この学則は昭和５４年４月１日より施行する。
13．この学則は昭和５５年４月１日より施行する。
14．この学則は昭和５６年４月１日より施行する。
15．この学則は昭和５７年４月１日より施行する。
16．この学則は昭和５８年４月１日より施行する。
17．この学則は昭和５９年４月１日より施行する。
18．この学則は昭和６３年４月１日より施行する。
19．この学則は平成元年４月１日より施行する。
20．この学則は平成２年４月１日より施行する。
21．この学則は平成３年４月１日より施行する。
22．この学則は平成４年４月１日より施行する。
23．この学則は平成６年４月１日より施行する。
24．この学則は平成７年４月１日より施行する。
25．この学則は平成９年４月１日より施行する。
26．この学則は平成１０年４月１日より施行する。
27．この学則は平成１２年４月１日より、①社会福祉学部の名称を総合福祉学部に変更するため、②社

会福祉学科および福祉心理学科の収容定員を変更するため、③情報福祉学科の設置にともない、施
行する。なお、平成１１年度までに入学した学生は従前によるものとする。

28．この学則は平成１３年４月１日より、①社会福祉学科に教育職員免許状「福祉」、情報福祉学科に
教育職員免許状「情報」を設置にともない、②学都仙台単位互換ネットワークを設置にともない、
施行する。なお、平成１２年度までに入学した学生も平成１３年４月開設の「福祉」・「情報」の
教育職員免許状の科目履修を認める。

29．この学則は平成１４年４月１日より、①学則第３条総合福祉学部に通信教育部社会福祉学科、社会
教育学科、福祉心理学科を設置、②学則第２６条（編入学・転入学）に（５）を設けて、専修学校
の専門課程からの編入学を可能にした。③社会福祉学科の保育士課程が「児童福祉法施行規則第３
９条の２第１項第３号の指定保育士養成施設の修業教科目及び単位数並びに履修方法」（平成１３
年厚生労働省告示第１９８号）により平成１４年４月から適用されることにより、第３０条(授業科
目)２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）を改正して平成１４年度入学者から適用して施
行する。④第３０条（授業科目）２、（９）㈶日本障がい者スポーツ協会公認障がい者スポーツ指

導者資格（イ）初級障がい者スポーツ指導員資格に関する科目（別表３９）を改正する。ただし、
平成１３年度までの入学者については、従前の例によることとする。

30．この学則は平成１５年４月１日より、①総合福祉学部社会福祉学科に介護福祉士課程を設置するに
ともない、②学則第３０条（授業科目）－２、（２）外国語科目（別表２）に「ハングル講座Ⅰ
（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設する
にともない、③学則第３０条（授業科目）－２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）に
「ハングル講座Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）
～Ⅵ」を新設するにともない、④学則第３０条（授業科目）－２、（１２）（イ）教職に関する科
目の教育職員免許法施行規則第６６条の５に定める科目（別表２１）に「ハングル講座Ⅰ（コミュ
ニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設するにともな
い、⑤第３０条（授業科目）の２（２０）訪問介護員養成２級課程修了に関する指定専門科目（別
表４１）を新設するにともない、改正施行する。ただし、平成１４年度までの入学者については、
従前の例によることとする。

31．この学則は平成１６年４月１日より、①第２０条（入学資格）の変更にともない、②第３０条（授
業科目）（２２）レクリエーション・インストラクター資格取得に関する科目の設置、③（２３）
臨床美術士資格取得に関する科目の設置、④（２４）感性デザイン課程に関する科目の設置および
第５６条の２に特別科目等履修生制度を設置することにより改正し、全学年に施行する。

32．この学則は平成１７年４月１日より、①福祉心理学科に教育職員免許状「養護教諭１種普通免許
状」を設置することにより、②第３０条（授業科目）の２、（１２）（リ）養護教諭１種普通免許
状の養護に関する科目の設置、③第３４条（教員免許状授与の所要資格取得）の２を変更し、施行
する。なお、平成１６年度までに入学した学生も、平成１７年度４月開設の「養護教諭１種普通免
許状」の教育職員免許状の科目履修を認める。

　　 さらに、④第３０条（授業科目）の２、（３３）臨床美術士資格取得に関する科目（別表４３）の
削除、⑤第３０条（授業科目）の２、（２５）福祉観光課程に関する科目の設置、⑥第３０条（授
業科目）の２、（２６）スポーツマネジメント課程に関する科目の設置、⑦第３０条（授業科目）
の２、（２７）臨床美術課程に関する科目の設置、⑧第３０条（授業科目）の２、（２８）異文化
コミュニケーション課程に関する科目の設置、⑨福祉観光課程・スポーツマネジメント課程・臨床
美術課程・異文化コミュニケーション課程の設置に伴い第３５条（各種資格の取得）に（２２）～
（２５）を追加変更し、施行する。なお、④～⑨については、平成１７年度入学生から適用し、平
成１６年度までに入学した学生は従前によるものとする。

33．この学則は平成１８年４月１日より、新学部創設にともない、①第１条（目的、使命）を修正し、
②学内組織の見直し（第５条、第９条、第１０条、第１３条）等をはかった。さらに、③第３条
（学部）子ども科学部子ども教育学科、健康科学部保健看護学科の設置、④第３０条（授業科目）
の２、（１）基礎教養（別表１）、及び（２）外国語科目（別表２）の科目と履修方法の変更、⑤
第３０条の２、（４）―② 子ども科学部の専門教育科目（別表１７）の設置、⑥第３０条（授業科
目）の２、（４）―③健康科学部の専門教育科目（別表１８）の設置、⑦第３０条（授業科目）の
２、（９）―②子ども科学部子ども教育学科に保育士資格に関する科目を設置、⑧第３０条（授業
科目）の２、（１２）―①子ども科学部に教職に関する科目（別表３７－①）（別表３７－②）の
設置、⑨第３０条（授業科目）の２、幼稚園教諭1種普通免許状に関する科目・教科又は教職に関す
る科目（別表３８－①、２種は別表３８－②）及び小学校教諭1種普通免許状に関する科目・教科又
は教職に関する科目（別表３９―①、２種は別表３９－②）を設置する。⑩第３１条（履修方
法）、（４）―②子ども科学部子ども教育学科及び（４）―③健康科学部保健看護学科の履修方法
を規定する。⑪第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）の２、子ども科学部に教育職員免許
状「幼稚園教諭１種普通免許状」、「幼稚園教諭２種普通免許状」、「小学校教諭１種免許状」、
「小学校教諭２種免許状」の設置、⑫第３５条（各種資格の取得）の５、保育士資格に子ども科学
部子ども教育学科を追加し、保育士資格の取得を可能とする。⑬さらに、第３５条（各種資格の取
得）の２０、健康科学部保健看護学科において、看護師及び保健師の国家試験受験資格の取得を可
能とする。⑭そのための授業科目を第３０条（授業科目）２、に設置する。⑮第４７条、学士学位
の授与に子ども科学部子ども教育学科に「学士」（教育学）、健康科学部保健看護学科に「学士」
（看護学）を追加する。⑭第６０条（学費）、子ども科学部と健康科学部の入学検定料・入学金・
授業料・施設設備資金・厚生費・後援会等を新たに設定する。ただし、平成１７年度までに入学し
た学生は従前によるものとする。

34．この学則は平成１９年４月１日より、大学の教員組織の変更にともない、①第９条（教職員）にお
いて従来の「助教授」を「准教授」に名称を変更し、「助教」を新設して施行する。また、特殊教
育教員免許課程が、特別支援学校教員免許課程に移行するにともない、②第34条（教員免許状授与
の所要資格の取得）の２及び６において、社会福祉学科に設置されている「養護学校教諭１種普通

免許状の教科に関する科目」を「特別支援学校教諭１種免許状の教科に関する科目」へ再編成して
施行する（別表２８）。③従来の「基礎教養科目」「外国語科目」「健康とスポーツ科目」を再編
し、「総合基礎科目」（別表１－①）を導入するとともに、各学科の科目を再編・再構成する（第
３１条、第３２条）。ただし、健康科学部は従前の通りとする。④総合福祉学部情報福祉学科に２
コース（情報応用コース、総合情報コース）を設置する（第３０条（授業科目）２の（２）５）の
（イ）、（ロ））。⑤総合福祉学部の副専攻に「減災・予防福祉課程」を追加する。

35．この学則は、平成２０年４月１日より、①総合福祉学部産業福祉学科及び情報福祉学科を、総合マ
ネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福祉マネジメント学科に独立・改組し、②健康
科学部に新たにリハビリテーション学科（作業療法学専攻、理学療法学専攻）と医療経営管理学科
を設置するとともに、③それにともなう収容定員の見直しを行い施行する（第３条）。なお、④第
３０条（授業科目）２の（１）、総合基礎科目（別表１）を全学部共通科目として配置するととも
に、（２）専門教育科目に新学部新学科の授業科目と第３１条（履修方法）に履修方法をそれぞれ
追加する。さらに、健康科学部保健看護学科の関連科目に授業科目を追加する（別表８）。また、
⑤第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）について、従来の「産業福祉学科」に設置されて
いた中学校教諭一種普通免許状（社会）、高等学校教諭一種普通免許状（公民）及び「情報福祉学
科」に設置されていた高等学校教諭一種普通免許状（情報）の教員免許状を取り下げる。⑥産業福
祉学科食品衛生コースに設置されていた食品衛生監視員及び食品衛生管理者の任用資格を取り下げ
る。⑦附属研究所・センター等に「キャリア推進センター」「次世代育成センター」「ＰＣサポー
トセンター」を増設する（第５条）。⑧大学設置基準等の一部を改正する省令に伴い学部学科の教
育研究上の目的を明確にした（第３条の４）。

36．この学則は平成２１年４月より、保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更にともない、①保
健看護学科のカリキュラム・履修方法の一部変更および卒業単位の変更（いずれも学則第３１条、
学則別表８）を行い施行する。また、「社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律（平
成19年法律第125号）」により、①資格取得のための履修科目を見直し、社会福祉士、精神保健福
祉士及び介護福祉士養成の新しい教育課程を編成する（別表11）（別表12）（別表13）（別表
14）（別表17）。②それらにともなって、社会福祉学科の教育課程も再編成する（別表2）。③社
会福祉士及び介護福祉士、精神保健福祉士養成課程において定員を設ける（第３５条）。さらに、
「福祉科一種普通免許状」の「教科又は教職に関する科目」の内容を変更する。なお、本学に付属
病院としてせんだんホスピタルを置く（学則第７条、第９条）。学則本文（学則第６０条）中の学
費明細表を、別添２として本中から分離する。

37．この学則は、平成２２年４月より①組織改組し、「社会貢献センター」を置く（第５条）。②教育
職員免許法の一部改正にともない、教職に関する科目である「総合演習」を「教職実践演習」に変
更（別表１９）（別表２６―①）（別表２６―②）して施行する。また、③「異文化コミュニケー
ション課程」、「減災・予防福祉課程」の廃止と「社会貢献支援士課程」の設置にともない、第30
条（授業科目）２（28）、第３１条（履修方法）（３）、第３５条（各種資格の取得）２６を追加
変更する。さらに、④「総合基礎科目」を再編（別表１）するとともに、総合福祉学部の各学科と
子ども科学部子ども教育学科の教育課程を見直し（別表２）（別表３）（別表４）（別表７）、総
合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科に専門科目を追加（別表５）する。⑤保育士資格に
関する科目（別表１５）（別表１６）を再編し、特別支援学校教諭一種免許状の教科に関する科目
（別表２１）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状の教職に関する科目（別表２６－
①）（別表２６－②）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状に関する科目（別表２７
－①）（別表２７－②）（別表２８－①）（別表２８－②）をそれぞれ見直し施行する。

38．この学則は、平成２３年４月より①専門基幹科目にリエゾン群（Ｌ群）を新設する（健康科学部を
除く）ことにともない、「総合基礎科目」（別表１-①、別表２-②）及び各学科の教育課程（別表
２、別表３、別表４、別表５、別表６、別表７）を変更し施行する。また、②「指定保育士養成施
設の指定及び運営の基準について」の一部改正により、「保育士資格に関する科目」（別表15及び
別表16）を変更する。それにともない、③教員免許状取得のための科目を一部変更する（別表
26-①、別表26-②、別表27-①、別表27-②、別表28-①、別表28-②）。④総合福祉学部社会福
祉学科社会福祉コース（保育士課程履修）の学生の幼稚園教諭一種普通免許状の取得を可能とする
（第34条9）。⑤教育職員免許法施行規則の一部改正にともない、「福祉」の教科に関する科目・
単位数及び履修方法（別表20）を変更して施行する。⑥総合福祉学部社会福祉学科と福祉心理学科
において、福祉用具専門相談員の資格取得を可能とし、第３５条（各種資格の取得）に（２０）と
して追加する（別表41）。さらに、⑦休学の場合（第６５条）の学費を変更して施行する。 

39．この学則は、平成２４年４月より、①総合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福
祉マネジメント学科のカリキュラムの一部を変更する（学則別表５、６）。②全学部学科へのリエ
ゾン系科目の導入に伴い、健康科学部における総合基礎科目及び履修方法を変更する（別表１）と

ともに、健康科学部保健看護学科、リハビリテーション学科、医療経営管理学科のカリキュラム・
履修方法の一部を変更する（別表８、９-①、９-②、学則第３１条）。③また、保健看護学科にお
いて、保健師受験資格を選択制とし（学則第３５条の１８）、卒業単位を変更する（学則第３１
条）。④精神保健福祉士法施行規則等の改正により、精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科
目及び精神保健福祉士受験資格に関する基礎科目を見直し（別表１３、１４）、社会福祉士受験資
格に関する指定専門科目の一部を見直す（別表１１）とともに、社会福祉学科並びに福祉心理学科
のカリキュラムを一部変更する（別表２、４）。⑤さらに第一種衛生管理者免許に関する科目（別
表１８）の一部を変更し、図書館司書養成科目及び学芸員養成科目の改正により、図書館司書資格
に関する専門科目（別表３０）及び博物館学芸員資格に関する専門科目（別表３１）を見直すとと
もに、社会福祉学科、社会教育学科、福祉心理学科のカリキュラムを一部変更する（別表２、３、
４）。⑥介護福祉士の資格取得の変更により、「資格」から「受験資格」と変更（学則第３５条
６）及び科目を追加し（別表１７）、⑦学生表彰の対象に学生団体を追加する（学則第４８条）変
更、⑦学則第３１条に（４）を追加し、施行する。

40．この学則は、平成２５年４月より、①入学前の既修得単位等の認定において、「他の大学又は短期
大学における授業科目の履修等」及び「大学以外の教育施設等における学修」を明文化（学則第３
２条）、②防災・減災に関連する科目を移動・配置（学則別表１－１、２、３、４、５、６、
７）、③精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科目の履修年次及び単位数の一部変更（別表
２、４、１４）、④総合福祉学部社会福祉学科及び子ども科学部子ども教育学科の専門教育科目
（専門基幹科目Ｌ群）（別表２、７）並びに保育士資格に関する科目（別表１５、１６）の一部変
更、⑤教育実習の単位変更（別表２、３、１９）⑥訪問介護員２級に関する科目の廃止及び介護職
員初任者研修に関する科目の設置（別表３９）、それに伴う福祉科の教科又は教職に関する科目の
一部変更（別表２０）、⑦社会貢献活動支援士に関する科目の一部変更（別表４８）をし、施行す
る。

41．この学則は、平成２６年４月より、①第1条の目的、使命を一部変更（学則第1条）し、総合基礎
科目を全学共通（学則別表１）とするとともに、全学科に地域共創関連科目を専門基幹科目に配置
する（学則別表２～８、９－①、９－②、１０）。同時に、健康科学部保健看護学科、リハビリ
テーション学科及び医療経営管理学科に防災・減災関連科目を配置する（学則別表８、９-①、９
-②、１０）。履修方法に地域貢献関連資格科目を位置づける（学則第３１条（５））。また、保育
士資格に関する科目の一部を追加し（学則別表１５及び１６）、さらに特別支援学校教諭一種免許
状の教科に関する科目の一部変更（別表２１）、及び副専攻に「デジタルコンテンツアセッサ課
程」を設置し（学則第３１条（３））、授業科目（学則別表４９）及び各種資格の取得（学則第３
５条２６）にそれぞれ追加変更する。さらに学内単位互換の規程を追加して実施する（学則第３７
条第４項）。②第５条（付属研究所・センター等）の地域連携を充実させるため社会貢献センター
を社会貢献・地域連携センターに改組するとともに、経営情報・教育情報の調査分析等を行うIRセ
ンターを新たに設置する。③GPA制度を導入するにあたり、第３８条（成績）を４種の評語（優・
良・可・不可）から５種の評語（秀・優・良・可・不可）に変更し施行する。④第４６条（卒業）
の条件を授業科目及び単位数取得から、授業科目及び単位数、GPA制度も導入して認定するに変更
し施行する。⑤第４１条では、休学期間完了後の学費について、事項を追加するとともに、第４５
条（除籍）においては、除籍の条件を追加し、一部を削除する。⑥第６５条（休学の場合の学費）
学期途中での学費に関する事項を追加し、変更施行する。なお、平成２５年度まで入学した学生は
従前によるものとする。

42.  この学則は、平成２７年４月より、①学部・学科再編に伴い、総合福祉学部社会教育学科を廃止し、
福祉行政学科を設置。子ども科学部子ども教育学科を廃止し、教育学部教育学科初等教育専攻・教育
学科中等教育専攻を設置。さらに、総合福祉学部社会福祉学科の入学定員を300名から400名に変
更、新たに2学科の設置のため入学定員を1,100名から1,300名にするとともに、収容定員も4,400名
から5,200名に変更施行する。また、産業福祉学科を廃止する（学則第3条）。②教職員職階の学長
補佐を廃止し、副学長を置く（学則第9条）。③教授会組織及び審議事項の内容を変更する（学則第
11条及び第13条）。④長期履修学生の規定（学則第17条の2）を追加する。⑤総合基礎教育科目
を変更するとともに、地域共創科目を全学科の教育課程に置く（学則別表１及び2～10）。保育士
資格に関する科目（学則別表15、16）および教育職員免許状に関する科目（学則別表19～26）を
再編成する。⑥副専攻としてデジタルコンテンツアセッサ課程に関する科目を変更する（学則別表
46）とともに、救急救命士課程に関する科目を置き（学則別表47）、社会福祉学科にスクール
ソーシャルワーカーに関する科目を配置する（学則別表48）。それに伴い、これらの資格を各種資
格に追加する（学則第35条）。⑦教育課程の変更により、履修方法を変更する（学則第31条）。
⑧各学部学科での教員免許状授与の所要資格取得を変更する（学則第34条）。⑨学部学科改組によ
り、学士学位の名称を変更する（学則第47条）。⑩懲戒規程を変更する（学則第50条）。なお、
平成２６年度まで入学した学生は従前によるものとする。

43．募集を停止していた情報福祉学科を廃止する。また、平成２８年４月より教育学部教育学科中等教
育専攻に特別支援学校一種普通免許取得に関する教育課程を設置する。なお、この学則は、平成２
７年度入学生より適用する。

44. この学則は、平成２８年４月より、学則第３３条の単位互換派遣学生及び学則第５７条の単位互換
学生の履修に対して規定を追加する。また、総合基礎教育課程を変更する（学則別表１-①、１
-②）とともに、学科の専門教育課程を一部変更（学則別表２、３、４、５、６、７、10）し、履
修方法も変更する（学則第３１条）。それに伴い各種資格取得のための科目も変更する（学則別表
17、19、20、28、31、33、36、46）。なお、平成２７年度まで入学した学生は従前によるも
のとする。

45．この学則は、平成２９年４月より、①通信教育部社会教育学科廃止に伴い学則第３条第1項第５号
の一部変更、②総合基礎教育課程の一部を変更（学則第３０条（１）、学別表１-①、１-②）する
とともに、履修方法も変更する（学則第３１条）。また、③卒業試験の名称を変更する（学則第４
６条）。④各学科の専門教育課程を一部変更する（学則別表２、３、４、５、６、10）⑤精神保健
福祉士受験資格に関する指定専門科目（学則別表１３）、レクリエーション・インストラクター資
格に関する科目（学則別表３７）、社会貢献活動支援士課程に関する科目（学則別表４５）、デジ
タルコンテンツアセッサ課程に関する科目（学則別表４６）、スクールソーシャルワーカーに関す
る科目（学則別表４８）単位数及び履修年次の一部をそれぞれ変更する。さらに⑥総合マネジメン
ト学部・健康科学部医療経営管理学科に「健康運動実践指導者に関する科目」を配置する（学則別
表４９及び学則第３５条２９）するため、学則の一部を変更し施行する。なお、平成２８年度まで
入学した学生は従前によるものとする。

46．この学則は、平成３０年４月より、①健康科学部保健看護学科の入学定員を７０名から８０名に増
員（学則第３条）し、②助産師国家試験受験資格を取得できる教育課程へと改編する（学則第３５
条１８及び学則別表８）。また、③総合福祉学部福祉心理学科に公認心理師受験資格を取得できる
教育課程へと改編する（学則本文第３５条１４及び学則別表４並びに学則別表３３）。④総合基礎
教育課程の科目を変更（学則別表１-①、学則別表１-②、学則別表１-③）し、社会福祉学科（学則
別表２）、福祉行政学科（別表３）、産業福祉マネジメント学科（別表５）、情報福祉マネジメン
ト学科（学則別表６）、医療経営管理学科（学則別表１０）の教育課程をそれぞれ一部改正する。
⑤資格に関する科目としては、第一種衛生管理者免許に関する専門科目（学則別表１８）、高校福
祉科一種普通免許状に関する教育課程（学則別表１９）、養護教諭一種普通免許状に関する教育課
程（学則別表２０）、身体障害者福祉司任用資格に関する科目（別表３１）、公認心理師国家試験
受験資格に関する科目（学則別表３３）、レクリエーション・インストラクター資格に関する科目
（学則別表３７）、スポーツマネジメント課程に関する科目（学則別表４３）、臨床美術課程に関
する科目（学則別表４４）の科目を一部変更する。⑥キャリアと実践活動に関する科目を追加する
（学則別表５０）。さらに、特待生に関する基準を追加し（学則本文第４９条）、交換留学生の規
定（学則本文第５８条の３及び４）を追加する。なお、平成２９年度に入学した学生は従前による
ものとする。

47．平成３１年４月より、①「早期卒業」の規定を追加（学則本文第１７条の２、第４６条２）すると
ともに、「懲戒」規定の一部を変更する（学則本文第５０条）。②「指定保育士養成施設の指定及
び運営の基準について」の一部改正、「児童福祉法施行規則第６条の２第１項第３号の指定保育士
養成施設の修業科目及び単位数並びに履修方法の一部を改正する件」に基づき、学則本文第３０条
（授業科目）における「保育士資格に関する科目」（学則別表１５、１６）及び学則別表２、７、
７－①、７－②の一部を変更。③「社会福祉士学校及び介護福祉士学校の設置及び運営に係る指針
についての一部改正」に基づき、「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表１７）の一部を
変更。④教育職員免許法施行規則の一部改正に伴い、「教育職員免許状に関する科目」を一部変更
（学則別表１９～２６）。⑤総合基礎科目及び各学科の教育課程を一部変更し（学則別表１－①、
１－②、２、３、４、５、６、７―①、７－②、１０）、教育学科の履修方法を一部変更する（学
則本文３１条（２））。⑥「開放科目」を新設（学則別表４６）。⑦副専攻の変更（学則本文３１
条（３））ことに伴い、副専攻教育課程学則別表３９～４３及び「各種資格の取得」から該当事項
を削除するとともに、別表番号、項目番号を変更する。なお、平成３１年度以前に入学した学生は
従前によるものとする。

48．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐
①）。また、平成３０年５月付「文部科学省　厚生労働省令第四号理学療法士及び作業療法士法第
１４条の規定に基づき、『理学療法士作業療法士養成施設指定規則』の一部改正」が行われたこと
により、健康科学部リハビリテーション学科カリキュラム・履修方法の一部変更を行う（学則別表
９‐①、９‐②）。それに伴いリハビリテーション学科における基盤教育科目および専門教育科目
の履修方法を一部変更する（学則本文第３１条）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学

した学生は従前によるものとする。
49．この学則は、募集を停止していた子ども科学部子ども教育学科を廃止し、令和２年１月より一部を

改正し施行する。
50．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐

①、健康科学部保健看護学科は従前のため別表１-②）とともに、各学科の履修方法を変更する（学
則本文第３１条（１））。また、平成３１年４月５日付文部科学省の事務連絡に基づき、社会教育
主事の養成課程の一部変更する（学則別表３２）。これらの変更に伴い、各学科の専門教育課程
（学則別表２～１０）及び各種資格取得のための教育課程（学則別表１５～１７、１９～２５、２
８～３２、４０、４１）並びに履修方法を一部変更する（学則本文第３１条（２））。さらに、各
種資格の取得に関して、救急救命士受験資格取得対象学科から福祉行政学科を削除する（学則本文
第３５条２４）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学した学生は従前によるものとす
る。

51．この学則は、募集を停止していた総合福祉学部社会教育学科を廃止（学則本文３条）し、令和2年6
月より一部改正施行する。

52．この学則は、令和3年4月より①教育学部教育学科中等教育専攻への中学校一種免許状（英語）及び
高等学校一種免許状（英語）課程の設置（学則本文第34条、学則別表26、27）に伴い、教育課程
（学則別表7、7－①、7－②）及び履修方法（学則別表31）を一部変更する。さらに、新たな免許
課程の設置とともに社会教育主事任用資格の廃止に伴い、別表番号を変更する。②「社会福祉に関
する科目を定める省令」及び「精神障害者者の保健及び福祉に関する科目を定める省令」に基づ
き、社会福祉士及び精神保健福祉士養成に係る開講科目を変更する（学則別表11～14）。それに
従い、各学科の教育課程を見直す（学則別表2～4）とともに、「保育士資格に関する科目」（学則
別表15、16）及び「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表17）を一部変更する。③学則
本文中の齟齬を修正する（学則本文第第24条、第31条（3））。④学則本文中の各条文の見出しの
位置を変更する（全条）。⑤学科の掲載順を「学校法人栴檀学園寄附行為」と統一する（第3、
31、47条）。⑥免許状・資格・学科等の名称・字句を統一する（第30、31、34、35条）。⑦そ
の他、字句・表現の統一をはかり明確になるように修正する（第2～8、10、12、13、17、20、
31、36、40、51～54、56、58、59、61、66条）。なお、令和3年度以前に入学した学生は従
前によるものとする。

53．この学則は、令和4年4月より、①保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更に伴い、保健看護
学科のカリキュラム・履修方法の一部変更（新学則第30条・第31条）、②「民法の一部改正施
行」に基づき、入学手続等関係提出書類の変更（新学則第23条）、保証人の保証に関する事項の変
更（学則第24条）、③第一種衛生管理者資格の廃止（新学則第30条第3項第10号）、廃止により
旧学則第30条第3項第11号から旧第30条第3項第29号を、新第30条第3項第10号から新第30条3
項第28号に変更、さらに旧学則別表19から旧学則別表47を新学則別表18から新学則別表46に変
更、④教育課程の充実を図るため、開設科目の名称変更追加、削除の変更（新学則別表2・別表3・
別表5・別表6・別表7・別表7－①・7-②・別表15・別表16・別表30・別表40・別表41）、⑤各
種資格の取得で第一種衛生管理者資格取得に関する事項を廃止する。廃止に伴い旧学則第35条第9
項から旧第35条25項を、新学則第35条第8項から新学則第35条24に変更する。⑥レクリエーショ
ンインストラクター資格取得に関する認定専門科目（新学則別表37）において、新たに「看護学臨
床実習」・「介護実習Ⅰ」の２科目を追加開講するとともに、7科目を削除し、開講科目を変更、⑦
スクールソーシャルワーク教育課程に関する科目（新学則別表43）においては、スクールソーシャ
ルワーカー資格取得に関する法改正の一部施行に基づき、開講科目を一部変更（令和3年度入学生よ
り適用）、⑧委託生・研究生・聴講生・科目等履修生の入学選考を明確にするため一部条文の変更
（新学則第53条・54条・55条・56条）、⑨附則に第53項を新設するため学則の一部を変更し、
改正施行する。なお、令和３年度以前で入学した学生は従前によるものとする。 
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１．この学則は昭和３７年４月１日より施行する。
２．この学則は昭和４０年４月１日より施行する。
３．この学則は昭和４５年４月１日より施行する。
４．この学則は昭和４６年４月１日より施行する。
５．この学則は昭和４７年４月１日より施行する。
６．この学則は昭和４８年４月１日より施行する。
７．この学則は昭和４９年４月１日より施行する。
８．この学則は昭和５０年４月１日より施行する。
９．この学則は昭和５１年４月１日より施行する。
10．この学則は昭和５２年４月１日より施行する。
11．この学則は昭和５３年１０月１日より施行する。
12．この学則は昭和５４年４月１日より施行する。
13．この学則は昭和５５年４月１日より施行する。
14．この学則は昭和５６年４月１日より施行する。
15．この学則は昭和５７年４月１日より施行する。
16．この学則は昭和５８年４月１日より施行する。
17．この学則は昭和５９年４月１日より施行する。
18．この学則は昭和６３年４月１日より施行する。
19．この学則は平成元年４月１日より施行する。
20．この学則は平成２年４月１日より施行する。
21．この学則は平成３年４月１日より施行する。
22．この学則は平成４年４月１日より施行する。
23．この学則は平成６年４月１日より施行する。
24．この学則は平成７年４月１日より施行する。
25．この学則は平成９年４月１日より施行する。
26．この学則は平成１０年４月１日より施行する。
27．この学則は平成１２年４月１日より、①社会福祉学部の名称を総合福祉学部に変更するため、②社

会福祉学科および福祉心理学科の収容定員を変更するため、③情報福祉学科の設置にともない、施
行する。なお、平成１１年度までに入学した学生は従前によるものとする。

28．この学則は平成１３年４月１日より、①社会福祉学科に教育職員免許状「福祉」、情報福祉学科に
教育職員免許状「情報」を設置にともない、②学都仙台単位互換ネットワークを設置にともない、
施行する。なお、平成１２年度までに入学した学生も平成１３年４月開設の「福祉」・「情報」の
教育職員免許状の科目履修を認める。

29．この学則は平成１４年４月１日より、①学則第３条総合福祉学部に通信教育部社会福祉学科、社会
教育学科、福祉心理学科を設置、②学則第２６条（編入学・転入学）に（５）を設けて、専修学校
の専門課程からの編入学を可能にした。③社会福祉学科の保育士課程が「児童福祉法施行規則第３
９条の２第１項第３号の指定保育士養成施設の修業教科目及び単位数並びに履修方法」（平成１３
年厚生労働省告示第１９８号）により平成１４年４月から適用されることにより、第３０条(授業科
目)２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）を改正して平成１４年度入学者から適用して施
行する。④第３０条（授業科目）２、（９）㈶日本障がい者スポーツ協会公認障がい者スポーツ指

導者資格（イ）初級障がい者スポーツ指導員資格に関する科目（別表３９）を改正する。ただし、
平成１３年度までの入学者については、従前の例によることとする。

30．この学則は平成１５年４月１日より、①総合福祉学部社会福祉学科に介護福祉士課程を設置するに
ともない、②学則第３０条（授業科目）－２、（２）外国語科目（別表２）に「ハングル講座Ⅰ
（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設する
にともない、③学則第３０条（授業科目）－２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）に
「ハングル講座Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）
～Ⅵ」を新設するにともない、④学則第３０条（授業科目）－２、（１２）（イ）教職に関する科
目の教育職員免許法施行規則第６６条の５に定める科目（別表２１）に「ハングル講座Ⅰ（コミュ
ニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設するにともな
い、⑤第３０条（授業科目）の２（２０）訪問介護員養成２級課程修了に関する指定専門科目（別
表４１）を新設するにともない、改正施行する。ただし、平成１４年度までの入学者については、
従前の例によることとする。

31．この学則は平成１６年４月１日より、①第２０条（入学資格）の変更にともない、②第３０条（授
業科目）（２２）レクリエーション・インストラクター資格取得に関する科目の設置、③（２３）
臨床美術士資格取得に関する科目の設置、④（２４）感性デザイン課程に関する科目の設置および
第５６条の２に特別科目等履修生制度を設置することにより改正し、全学年に施行する。

32．この学則は平成１７年４月１日より、①福祉心理学科に教育職員免許状「養護教諭１種普通免許
状」を設置することにより、②第３０条（授業科目）の２、（１２）（リ）養護教諭１種普通免許
状の養護に関する科目の設置、③第３４条（教員免許状授与の所要資格取得）の２を変更し、施行
する。なお、平成１６年度までに入学した学生も、平成１７年度４月開設の「養護教諭１種普通免
許状」の教育職員免許状の科目履修を認める。

　　 さらに、④第３０条（授業科目）の２、（３３）臨床美術士資格取得に関する科目（別表４３）の
削除、⑤第３０条（授業科目）の２、（２５）福祉観光課程に関する科目の設置、⑥第３０条（授
業科目）の２、（２６）スポーツマネジメント課程に関する科目の設置、⑦第３０条（授業科目）
の２、（２７）臨床美術課程に関する科目の設置、⑧第３０条（授業科目）の２、（２８）異文化
コミュニケーション課程に関する科目の設置、⑨福祉観光課程・スポーツマネジメント課程・臨床
美術課程・異文化コミュニケーション課程の設置に伴い第３５条（各種資格の取得）に（２２）～
（２５）を追加変更し、施行する。なお、④～⑨については、平成１７年度入学生から適用し、平
成１６年度までに入学した学生は従前によるものとする。

33．この学則は平成１８年４月１日より、新学部創設にともない、①第１条（目的、使命）を修正し、
②学内組織の見直し（第５条、第９条、第１０条、第１３条）等をはかった。さらに、③第３条
（学部）子ども科学部子ども教育学科、健康科学部保健看護学科の設置、④第３０条（授業科目）
の２、（１）基礎教養（別表１）、及び（２）外国語科目（別表２）の科目と履修方法の変更、⑤
第３０条の２、（４）―② 子ども科学部の専門教育科目（別表１７）の設置、⑥第３０条（授業科
目）の２、（４）―③健康科学部の専門教育科目（別表１８）の設置、⑦第３０条（授業科目）の
２、（９）―②子ども科学部子ども教育学科に保育士資格に関する科目を設置、⑧第３０条（授業
科目）の２、（１２）―①子ども科学部に教職に関する科目（別表３７－①）（別表３７－②）の
設置、⑨第３０条（授業科目）の２、幼稚園教諭1種普通免許状に関する科目・教科又は教職に関す
る科目（別表３８－①、２種は別表３８－②）及び小学校教諭1種普通免許状に関する科目・教科又
は教職に関する科目（別表３９―①、２種は別表３９－②）を設置する。⑩第３１条（履修方
法）、（４）―②子ども科学部子ども教育学科及び（４）―③健康科学部保健看護学科の履修方法
を規定する。⑪第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）の２、子ども科学部に教育職員免許
状「幼稚園教諭１種普通免許状」、「幼稚園教諭２種普通免許状」、「小学校教諭１種免許状」、
「小学校教諭２種免許状」の設置、⑫第３５条（各種資格の取得）の５、保育士資格に子ども科学
部子ども教育学科を追加し、保育士資格の取得を可能とする。⑬さらに、第３５条（各種資格の取
得）の２０、健康科学部保健看護学科において、看護師及び保健師の国家試験受験資格の取得を可
能とする。⑭そのための授業科目を第３０条（授業科目）２、に設置する。⑮第４７条、学士学位
の授与に子ども科学部子ども教育学科に「学士」（教育学）、健康科学部保健看護学科に「学士」
（看護学）を追加する。⑭第６０条（学費）、子ども科学部と健康科学部の入学検定料・入学金・
授業料・施設設備資金・厚生費・後援会等を新たに設定する。ただし、平成１７年度までに入学し
た学生は従前によるものとする。

34．この学則は平成１９年４月１日より、大学の教員組織の変更にともない、①第９条（教職員）にお
いて従来の「助教授」を「准教授」に名称を変更し、「助教」を新設して施行する。また、特殊教
育教員免許課程が、特別支援学校教員免許課程に移行するにともない、②第34条（教員免許状授与
の所要資格の取得）の２及び６において、社会福祉学科に設置されている「養護学校教諭１種普通

免許状の教科に関する科目」を「特別支援学校教諭１種免許状の教科に関する科目」へ再編成して
施行する（別表２８）。③従来の「基礎教養科目」「外国語科目」「健康とスポーツ科目」を再編
し、「総合基礎科目」（別表１－①）を導入するとともに、各学科の科目を再編・再構成する（第
３１条、第３２条）。ただし、健康科学部は従前の通りとする。④総合福祉学部情報福祉学科に２
コース（情報応用コース、総合情報コース）を設置する（第３０条（授業科目）２の（２）５）の
（イ）、（ロ））。⑤総合福祉学部の副専攻に「減災・予防福祉課程」を追加する。

35．この学則は、平成２０年４月１日より、①総合福祉学部産業福祉学科及び情報福祉学科を、総合マ
ネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福祉マネジメント学科に独立・改組し、②健康
科学部に新たにリハビリテーション学科（作業療法学専攻、理学療法学専攻）と医療経営管理学科
を設置するとともに、③それにともなう収容定員の見直しを行い施行する（第３条）。なお、④第
３０条（授業科目）２の（１）、総合基礎科目（別表１）を全学部共通科目として配置するととも
に、（２）専門教育科目に新学部新学科の授業科目と第３１条（履修方法）に履修方法をそれぞれ
追加する。さらに、健康科学部保健看護学科の関連科目に授業科目を追加する（別表８）。また、
⑤第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）について、従来の「産業福祉学科」に設置されて
いた中学校教諭一種普通免許状（社会）、高等学校教諭一種普通免許状（公民）及び「情報福祉学
科」に設置されていた高等学校教諭一種普通免許状（情報）の教員免許状を取り下げる。⑥産業福
祉学科食品衛生コースに設置されていた食品衛生監視員及び食品衛生管理者の任用資格を取り下げ
る。⑦附属研究所・センター等に「キャリア推進センター」「次世代育成センター」「ＰＣサポー
トセンター」を増設する（第５条）。⑧大学設置基準等の一部を改正する省令に伴い学部学科の教
育研究上の目的を明確にした（第３条の４）。

36．この学則は平成２１年４月より、保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更にともない、①保
健看護学科のカリキュラム・履修方法の一部変更および卒業単位の変更（いずれも学則第３１条、
学則別表８）を行い施行する。また、「社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律（平
成19年法律第125号）」により、①資格取得のための履修科目を見直し、社会福祉士、精神保健福
祉士及び介護福祉士養成の新しい教育課程を編成する（別表11）（別表12）（別表13）（別表
14）（別表17）。②それらにともなって、社会福祉学科の教育課程も再編成する（別表2）。③社
会福祉士及び介護福祉士、精神保健福祉士養成課程において定員を設ける（第３５条）。さらに、
「福祉科一種普通免許状」の「教科又は教職に関する科目」の内容を変更する。なお、本学に付属
病院としてせんだんホスピタルを置く（学則第７条、第９条）。学則本文（学則第６０条）中の学
費明細表を、別添２として本中から分離する。

37．この学則は、平成２２年４月より①組織改組し、「社会貢献センター」を置く（第５条）。②教育
職員免許法の一部改正にともない、教職に関する科目である「総合演習」を「教職実践演習」に変
更（別表１９）（別表２６―①）（別表２６―②）して施行する。また、③「異文化コミュニケー
ション課程」、「減災・予防福祉課程」の廃止と「社会貢献支援士課程」の設置にともない、第30
条（授業科目）２（28）、第３１条（履修方法）（３）、第３５条（各種資格の取得）２６を追加
変更する。さらに、④「総合基礎科目」を再編（別表１）するとともに、総合福祉学部の各学科と
子ども科学部子ども教育学科の教育課程を見直し（別表２）（別表３）（別表４）（別表７）、総
合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科に専門科目を追加（別表５）する。⑤保育士資格に
関する科目（別表１５）（別表１６）を再編し、特別支援学校教諭一種免許状の教科に関する科目
（別表２１）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状の教職に関する科目（別表２６－
①）（別表２６－②）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状に関する科目（別表２７
－①）（別表２７－②）（別表２８－①）（別表２８－②）をそれぞれ見直し施行する。

38．この学則は、平成２３年４月より①専門基幹科目にリエゾン群（Ｌ群）を新設する（健康科学部を
除く）ことにともない、「総合基礎科目」（別表１-①、別表２-②）及び各学科の教育課程（別表
２、別表３、別表４、別表５、別表６、別表７）を変更し施行する。また、②「指定保育士養成施
設の指定及び運営の基準について」の一部改正により、「保育士資格に関する科目」（別表15及び
別表16）を変更する。それにともない、③教員免許状取得のための科目を一部変更する（別表
26-①、別表26-②、別表27-①、別表27-②、別表28-①、別表28-②）。④総合福祉学部社会福
祉学科社会福祉コース（保育士課程履修）の学生の幼稚園教諭一種普通免許状の取得を可能とする
（第34条9）。⑤教育職員免許法施行規則の一部改正にともない、「福祉」の教科に関する科目・
単位数及び履修方法（別表20）を変更して施行する。⑥総合福祉学部社会福祉学科と福祉心理学科
において、福祉用具専門相談員の資格取得を可能とし、第３５条（各種資格の取得）に（２０）と
して追加する（別表41）。さらに、⑦休学の場合（第６５条）の学費を変更して施行する。 

39．この学則は、平成２４年４月より、①総合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福
祉マネジメント学科のカリキュラムの一部を変更する（学則別表５、６）。②全学部学科へのリエ
ゾン系科目の導入に伴い、健康科学部における総合基礎科目及び履修方法を変更する（別表１）と

ともに、健康科学部保健看護学科、リハビリテーション学科、医療経営管理学科のカリキュラム・
履修方法の一部を変更する（別表８、９-①、９-②、学則第３１条）。③また、保健看護学科にお
いて、保健師受験資格を選択制とし（学則第３５条の１８）、卒業単位を変更する（学則第３１
条）。④精神保健福祉士法施行規則等の改正により、精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科
目及び精神保健福祉士受験資格に関する基礎科目を見直し（別表１３、１４）、社会福祉士受験資
格に関する指定専門科目の一部を見直す（別表１１）とともに、社会福祉学科並びに福祉心理学科
のカリキュラムを一部変更する（別表２、４）。⑤さらに第一種衛生管理者免許に関する科目（別
表１８）の一部を変更し、図書館司書養成科目及び学芸員養成科目の改正により、図書館司書資格
に関する専門科目（別表３０）及び博物館学芸員資格に関する専門科目（別表３１）を見直すとと
もに、社会福祉学科、社会教育学科、福祉心理学科のカリキュラムを一部変更する（別表２、３、
４）。⑥介護福祉士の資格取得の変更により、「資格」から「受験資格」と変更（学則第３５条
６）及び科目を追加し（別表１７）、⑦学生表彰の対象に学生団体を追加する（学則第４８条）変
更、⑦学則第３１条に（４）を追加し、施行する。

40．この学則は、平成２５年４月より、①入学前の既修得単位等の認定において、「他の大学又は短期
大学における授業科目の履修等」及び「大学以外の教育施設等における学修」を明文化（学則第３
２条）、②防災・減災に関連する科目を移動・配置（学則別表１－１、２、３、４、５、６、
７）、③精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科目の履修年次及び単位数の一部変更（別表
２、４、１４）、④総合福祉学部社会福祉学科及び子ども科学部子ども教育学科の専門教育科目
（専門基幹科目Ｌ群）（別表２、７）並びに保育士資格に関する科目（別表１５、１６）の一部変
更、⑤教育実習の単位変更（別表２、３、１９）⑥訪問介護員２級に関する科目の廃止及び介護職
員初任者研修に関する科目の設置（別表３９）、それに伴う福祉科の教科又は教職に関する科目の
一部変更（別表２０）、⑦社会貢献活動支援士に関する科目の一部変更（別表４８）をし、施行す
る。

41．この学則は、平成２６年４月より、①第1条の目的、使命を一部変更（学則第1条）し、総合基礎
科目を全学共通（学則別表１）とするとともに、全学科に地域共創関連科目を専門基幹科目に配置
する（学則別表２～８、９－①、９－②、１０）。同時に、健康科学部保健看護学科、リハビリ
テーション学科及び医療経営管理学科に防災・減災関連科目を配置する（学則別表８、９-①、９
-②、１０）。履修方法に地域貢献関連資格科目を位置づける（学則第３１条（５））。また、保育
士資格に関する科目の一部を追加し（学則別表１５及び１６）、さらに特別支援学校教諭一種免許
状の教科に関する科目の一部変更（別表２１）、及び副専攻に「デジタルコンテンツアセッサ課
程」を設置し（学則第３１条（３））、授業科目（学則別表４９）及び各種資格の取得（学則第３
５条２６）にそれぞれ追加変更する。さらに学内単位互換の規程を追加して実施する（学則第３７
条第４項）。②第５条（付属研究所・センター等）の地域連携を充実させるため社会貢献センター
を社会貢献・地域連携センターに改組するとともに、経営情報・教育情報の調査分析等を行うIRセ
ンターを新たに設置する。③GPA制度を導入するにあたり、第３８条（成績）を４種の評語（優・
良・可・不可）から５種の評語（秀・優・良・可・不可）に変更し施行する。④第４６条（卒業）
の条件を授業科目及び単位数取得から、授業科目及び単位数、GPA制度も導入して認定するに変更
し施行する。⑤第４１条では、休学期間完了後の学費について、事項を追加するとともに、第４５
条（除籍）においては、除籍の条件を追加し、一部を削除する。⑥第６５条（休学の場合の学費）
学期途中での学費に関する事項を追加し、変更施行する。なお、平成２５年度まで入学した学生は
従前によるものとする。

42.  この学則は、平成２７年４月より、①学部・学科再編に伴い、総合福祉学部社会教育学科を廃止し、
福祉行政学科を設置。子ども科学部子ども教育学科を廃止し、教育学部教育学科初等教育専攻・教育
学科中等教育専攻を設置。さらに、総合福祉学部社会福祉学科の入学定員を300名から400名に変
更、新たに2学科の設置のため入学定員を1,100名から1,300名にするとともに、収容定員も4,400名
から5,200名に変更施行する。また、産業福祉学科を廃止する（学則第3条）。②教職員職階の学長
補佐を廃止し、副学長を置く（学則第9条）。③教授会組織及び審議事項の内容を変更する（学則第
11条及び第13条）。④長期履修学生の規定（学則第17条の2）を追加する。⑤総合基礎教育科目
を変更するとともに、地域共創科目を全学科の教育課程に置く（学則別表１及び2～10）。保育士
資格に関する科目（学則別表15、16）および教育職員免許状に関する科目（学則別表19～26）を
再編成する。⑥副専攻としてデジタルコンテンツアセッサ課程に関する科目を変更する（学則別表
46）とともに、救急救命士課程に関する科目を置き（学則別表47）、社会福祉学科にスクール
ソーシャルワーカーに関する科目を配置する（学則別表48）。それに伴い、これらの資格を各種資
格に追加する（学則第35条）。⑦教育課程の変更により、履修方法を変更する（学則第31条）。
⑧各学部学科での教員免許状授与の所要資格取得を変更する（学則第34条）。⑨学部学科改組によ
り、学士学位の名称を変更する（学則第47条）。⑩懲戒規程を変更する（学則第50条）。なお、
平成２６年度まで入学した学生は従前によるものとする。

43．募集を停止していた情報福祉学科を廃止する。また、平成２８年４月より教育学部教育学科中等教
育専攻に特別支援学校一種普通免許取得に関する教育課程を設置する。なお、この学則は、平成２
７年度入学生より適用する。

44. この学則は、平成２８年４月より、学則第３３条の単位互換派遣学生及び学則第５７条の単位互換
学生の履修に対して規定を追加する。また、総合基礎教育課程を変更する（学則別表１-①、１
-②）とともに、学科の専門教育課程を一部変更（学則別表２、３、４、５、６、７、10）し、履
修方法も変更する（学則第３１条）。それに伴い各種資格取得のための科目も変更する（学則別表
17、19、20、28、31、33、36、46）。なお、平成２７年度まで入学した学生は従前によるも
のとする。

45．この学則は、平成２９年４月より、①通信教育部社会教育学科廃止に伴い学則第３条第1項第５号
の一部変更、②総合基礎教育課程の一部を変更（学則第３０条（１）、学別表１-①、１-②）する
とともに、履修方法も変更する（学則第３１条）。また、③卒業試験の名称を変更する（学則第４
６条）。④各学科の専門教育課程を一部変更する（学則別表２、３、４、５、６、10）⑤精神保健
福祉士受験資格に関する指定専門科目（学則別表１３）、レクリエーション・インストラクター資
格に関する科目（学則別表３７）、社会貢献活動支援士課程に関する科目（学則別表４５）、デジ
タルコンテンツアセッサ課程に関する科目（学則別表４６）、スクールソーシャルワーカーに関す
る科目（学則別表４８）単位数及び履修年次の一部をそれぞれ変更する。さらに⑥総合マネジメン
ト学部・健康科学部医療経営管理学科に「健康運動実践指導者に関する科目」を配置する（学則別
表４９及び学則第３５条２９）するため、学則の一部を変更し施行する。なお、平成２８年度まで
入学した学生は従前によるものとする。

46．この学則は、平成３０年４月より、①健康科学部保健看護学科の入学定員を７０名から８０名に増
員（学則第３条）し、②助産師国家試験受験資格を取得できる教育課程へと改編する（学則第３５
条１８及び学則別表８）。また、③総合福祉学部福祉心理学科に公認心理師受験資格を取得できる
教育課程へと改編する（学則本文第３５条１４及び学則別表４並びに学則別表３３）。④総合基礎
教育課程の科目を変更（学則別表１-①、学則別表１-②、学則別表１-③）し、社会福祉学科（学則
別表２）、福祉行政学科（別表３）、産業福祉マネジメント学科（別表５）、情報福祉マネジメン
ト学科（学則別表６）、医療経営管理学科（学則別表１０）の教育課程をそれぞれ一部改正する。
⑤資格に関する科目としては、第一種衛生管理者免許に関する専門科目（学則別表１８）、高校福
祉科一種普通免許状に関する教育課程（学則別表１９）、養護教諭一種普通免許状に関する教育課
程（学則別表２０）、身体障害者福祉司任用資格に関する科目（別表３１）、公認心理師国家試験
受験資格に関する科目（学則別表３３）、レクリエーション・インストラクター資格に関する科目
（学則別表３７）、スポーツマネジメント課程に関する科目（学則別表４３）、臨床美術課程に関
する科目（学則別表４４）の科目を一部変更する。⑥キャリアと実践活動に関する科目を追加する
（学則別表５０）。さらに、特待生に関する基準を追加し（学則本文第４９条）、交換留学生の規
定（学則本文第５８条の３及び４）を追加する。なお、平成２９年度に入学した学生は従前による
ものとする。

47．平成３１年４月より、①「早期卒業」の規定を追加（学則本文第１７条の２、第４６条２）すると
ともに、「懲戒」規定の一部を変更する（学則本文第５０条）。②「指定保育士養成施設の指定及
び運営の基準について」の一部改正、「児童福祉法施行規則第６条の２第１項第３号の指定保育士
養成施設の修業科目及び単位数並びに履修方法の一部を改正する件」に基づき、学則本文第３０条
（授業科目）における「保育士資格に関する科目」（学則別表１５、１６）及び学則別表２、７、
７－①、７－②の一部を変更。③「社会福祉士学校及び介護福祉士学校の設置及び運営に係る指針
についての一部改正」に基づき、「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表１７）の一部を
変更。④教育職員免許法施行規則の一部改正に伴い、「教育職員免許状に関する科目」を一部変更
（学則別表１９～２６）。⑤総合基礎科目及び各学科の教育課程を一部変更し（学則別表１－①、
１－②、２、３、４、５、６、７―①、７－②、１０）、教育学科の履修方法を一部変更する（学
則本文３１条（２））。⑥「開放科目」を新設（学則別表４６）。⑦副専攻の変更（学則本文３１
条（３））ことに伴い、副専攻教育課程学則別表３９～４３及び「各種資格の取得」から該当事項
を削除するとともに、別表番号、項目番号を変更する。なお、平成３１年度以前に入学した学生は
従前によるものとする。

48．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐
①）。また、平成３０年５月付「文部科学省　厚生労働省令第四号理学療法士及び作業療法士法第
１４条の規定に基づき、『理学療法士作業療法士養成施設指定規則』の一部改正」が行われたこと
により、健康科学部リハビリテーション学科カリキュラム・履修方法の一部変更を行う（学則別表
９‐①、９‐②）。それに伴いリハビリテーション学科における基盤教育科目および専門教育科目
の履修方法を一部変更する（学則本文第３１条）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学

した学生は従前によるものとする。
49．この学則は、募集を停止していた子ども科学部子ども教育学科を廃止し、令和２年１月より一部を

改正し施行する。
50．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐

①、健康科学部保健看護学科は従前のため別表１-②）とともに、各学科の履修方法を変更する（学
則本文第３１条（１））。また、平成３１年４月５日付文部科学省の事務連絡に基づき、社会教育
主事の養成課程の一部変更する（学則別表３２）。これらの変更に伴い、各学科の専門教育課程
（学則別表２～１０）及び各種資格取得のための教育課程（学則別表１５～１７、１９～２５、２
８～３２、４０、４１）並びに履修方法を一部変更する（学則本文第３１条（２））。さらに、各
種資格の取得に関して、救急救命士受験資格取得対象学科から福祉行政学科を削除する（学則本文
第３５条２４）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学した学生は従前によるものとす
る。

51．この学則は、募集を停止していた総合福祉学部社会教育学科を廃止（学則本文３条）し、令和2年6
月より一部改正施行する。

52．この学則は、令和3年4月より①教育学部教育学科中等教育専攻への中学校一種免許状（英語）及び
高等学校一種免許状（英語）課程の設置（学則本文第34条、学則別表26、27）に伴い、教育課程
（学則別表7、7－①、7－②）及び履修方法（学則別表31）を一部変更する。さらに、新たな免許
課程の設置とともに社会教育主事任用資格の廃止に伴い、別表番号を変更する。②「社会福祉に関
する科目を定める省令」及び「精神障害者者の保健及び福祉に関する科目を定める省令」に基づ
き、社会福祉士及び精神保健福祉士養成に係る開講科目を変更する（学則別表11～14）。それに
従い、各学科の教育課程を見直す（学則別表2～4）とともに、「保育士資格に関する科目」（学則
別表15、16）及び「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表17）を一部変更する。③学則
本文中の齟齬を修正する（学則本文第第24条、第31条（3））。④学則本文中の各条文の見出しの
位置を変更する（全条）。⑤学科の掲載順を「学校法人栴檀学園寄附行為」と統一する（第3、
31、47条）。⑥免許状・資格・学科等の名称・字句を統一する（第30、31、34、35条）。⑦そ
の他、字句・表現の統一をはかり明確になるように修正する（第2～8、10、12、13、17、20、
31、36、40、51～54、56、58、59、61、66条）。なお、令和3年度以前に入学した学生は従
前によるものとする。

53．この学則は、令和4年4月より、①保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更に伴い、保健看護
学科のカリキュラム・履修方法の一部変更（新学則第30条・第31条）、②「民法の一部改正施
行」に基づき、入学手続等関係提出書類の変更（新学則第23条）、保証人の保証に関する事項の変
更（学則第24条）、③第一種衛生管理者資格の廃止（新学則第30条第3項第10号）、廃止により
旧学則第30条第3項第11号から旧第30条第3項第29号を、新第30条第3項第10号から新第30条3
項第28号に変更、さらに旧学則別表19から旧学則別表47を新学則別表18から新学則別表46に変
更、④教育課程の充実を図るため、開設科目の名称変更追加、削除の変更（新学則別表2・別表3・
別表5・別表6・別表7・別表7－①・7-②・別表15・別表16・別表30・別表40・別表41）、⑤各
種資格の取得で第一種衛生管理者資格取得に関する事項を廃止する。廃止に伴い旧学則第35条第9
項から旧第35条25項を、新学則第35条第8項から新学則第35条24に変更する。⑥レクリエーショ
ンインストラクター資格取得に関する認定専門科目（新学則別表37）において、新たに「看護学臨
床実習」・「介護実習Ⅰ」の２科目を追加開講するとともに、7科目を削除し、開講科目を変更、⑦
スクールソーシャルワーク教育課程に関する科目（新学則別表43）においては、スクールソーシャ
ルワーカー資格取得に関する法改正の一部施行に基づき、開講科目を一部変更（令和3年度入学生よ
り適用）、⑧委託生・研究生・聴講生・科目等履修生の入学選考を明確にするため一部条文の変更
（新学則第53条・54条・55条・56条）、⑨附則に第53項を新設するため学則の一部を変更し、
改正施行する。なお、令和３年度以前で入学した学生は従前によるものとする。 

１．この学則は昭和３７年４月１日より施行する。
２．この学則は昭和４０年４月１日より施行する。
３．この学則は昭和４５年４月１日より施行する。
４．この学則は昭和４６年４月１日より施行する。
５．この学則は昭和４７年４月１日より施行する。
６．この学則は昭和４８年４月１日より施行する。
７．この学則は昭和４９年４月１日より施行する。
８．この学則は昭和５０年４月１日より施行する。
９．この学則は昭和５１年４月１日より施行する。
10．この学則は昭和５２年４月１日より施行する。
11．この学則は昭和５３年１０月１日より施行する。
12．この学則は昭和５４年４月１日より施行する。
13．この学則は昭和５５年４月１日より施行する。
14．この学則は昭和５６年４月１日より施行する。
15．この学則は昭和５７年４月１日より施行する。
16．この学則は昭和５８年４月１日より施行する。
17．この学則は昭和５９年４月１日より施行する。
18．この学則は昭和６３年４月１日より施行する。
19．この学則は平成元年４月１日より施行する。
20．この学則は平成２年４月１日より施行する。
21．この学則は平成３年４月１日より施行する。
22．この学則は平成４年４月１日より施行する。
23．この学則は平成６年４月１日より施行する。
24．この学則は平成７年４月１日より施行する。
25．この学則は平成９年４月１日より施行する。
26．この学則は平成１０年４月１日より施行する。
27．この学則は平成１２年４月１日より、①社会福祉学部の名称を総合福祉学部に変更するため、②社

会福祉学科および福祉心理学科の収容定員を変更するため、③情報福祉学科の設置にともない、施
行する。なお、平成１１年度までに入学した学生は従前によるものとする。

28．この学則は平成１３年４月１日より、①社会福祉学科に教育職員免許状「福祉」、情報福祉学科に
教育職員免許状「情報」を設置にともない、②学都仙台単位互換ネットワークを設置にともない、
施行する。なお、平成１２年度までに入学した学生も平成１３年４月開設の「福祉」・「情報」の
教育職員免許状の科目履修を認める。

29．この学則は平成１４年４月１日より、①学則第３条総合福祉学部に通信教育部社会福祉学科、社会
教育学科、福祉心理学科を設置、②学則第２６条（編入学・転入学）に（５）を設けて、専修学校
の専門課程からの編入学を可能にした。③社会福祉学科の保育士課程が「児童福祉法施行規則第３
９条の２第１項第３号の指定保育士養成施設の修業教科目及び単位数並びに履修方法」（平成１３
年厚生労働省告示第１９８号）により平成１４年４月から適用されることにより、第３０条(授業科
目)２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）を改正して平成１４年度入学者から適用して施
行する。④第３０条（授業科目）２、（９）㈶日本障がい者スポーツ協会公認障がい者スポーツ指

導者資格（イ）初級障がい者スポーツ指導員資格に関する科目（別表３９）を改正する。ただし、
平成１３年度までの入学者については、従前の例によることとする。

30．この学則は平成１５年４月１日より、①総合福祉学部社会福祉学科に介護福祉士課程を設置するに
ともない、②学則第３０条（授業科目）－２、（２）外国語科目（別表２）に「ハングル講座Ⅰ
（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設する
にともない、③学則第３０条（授業科目）－２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）に
「ハングル講座Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）
～Ⅵ」を新設するにともない、④学則第３０条（授業科目）－２、（１２）（イ）教職に関する科
目の教育職員免許法施行規則第６６条の５に定める科目（別表２１）に「ハングル講座Ⅰ（コミュ
ニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設するにともな
い、⑤第３０条（授業科目）の２（２０）訪問介護員養成２級課程修了に関する指定専門科目（別
表４１）を新設するにともない、改正施行する。ただし、平成１４年度までの入学者については、
従前の例によることとする。

31．この学則は平成１６年４月１日より、①第２０条（入学資格）の変更にともない、②第３０条（授
業科目）（２２）レクリエーション・インストラクター資格取得に関する科目の設置、③（２３）
臨床美術士資格取得に関する科目の設置、④（２４）感性デザイン課程に関する科目の設置および
第５６条の２に特別科目等履修生制度を設置することにより改正し、全学年に施行する。

32．この学則は平成１７年４月１日より、①福祉心理学科に教育職員免許状「養護教諭１種普通免許
状」を設置することにより、②第３０条（授業科目）の２、（１２）（リ）養護教諭１種普通免許
状の養護に関する科目の設置、③第３４条（教員免許状授与の所要資格取得）の２を変更し、施行
する。なお、平成１６年度までに入学した学生も、平成１７年度４月開設の「養護教諭１種普通免
許状」の教育職員免許状の科目履修を認める。

　　 さらに、④第３０条（授業科目）の２、（３３）臨床美術士資格取得に関する科目（別表４３）の
削除、⑤第３０条（授業科目）の２、（２５）福祉観光課程に関する科目の設置、⑥第３０条（授
業科目）の２、（２６）スポーツマネジメント課程に関する科目の設置、⑦第３０条（授業科目）
の２、（２７）臨床美術課程に関する科目の設置、⑧第３０条（授業科目）の２、（２８）異文化
コミュニケーション課程に関する科目の設置、⑨福祉観光課程・スポーツマネジメント課程・臨床
美術課程・異文化コミュニケーション課程の設置に伴い第３５条（各種資格の取得）に（２２）～
（２５）を追加変更し、施行する。なお、④～⑨については、平成１７年度入学生から適用し、平
成１６年度までに入学した学生は従前によるものとする。

33．この学則は平成１８年４月１日より、新学部創設にともない、①第１条（目的、使命）を修正し、
②学内組織の見直し（第５条、第９条、第１０条、第１３条）等をはかった。さらに、③第３条
（学部）子ども科学部子ども教育学科、健康科学部保健看護学科の設置、④第３０条（授業科目）
の２、（１）基礎教養（別表１）、及び（２）外国語科目（別表２）の科目と履修方法の変更、⑤
第３０条の２、（４）―② 子ども科学部の専門教育科目（別表１７）の設置、⑥第３０条（授業科
目）の２、（４）―③健康科学部の専門教育科目（別表１８）の設置、⑦第３０条（授業科目）の
２、（９）―②子ども科学部子ども教育学科に保育士資格に関する科目を設置、⑧第３０条（授業
科目）の２、（１２）―①子ども科学部に教職に関する科目（別表３７－①）（別表３７－②）の
設置、⑨第３０条（授業科目）の２、幼稚園教諭1種普通免許状に関する科目・教科又は教職に関す
る科目（別表３８－①、２種は別表３８－②）及び小学校教諭1種普通免許状に関する科目・教科又
は教職に関する科目（別表３９―①、２種は別表３９－②）を設置する。⑩第３１条（履修方
法）、（４）―②子ども科学部子ども教育学科及び（４）―③健康科学部保健看護学科の履修方法
を規定する。⑪第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）の２、子ども科学部に教育職員免許
状「幼稚園教諭１種普通免許状」、「幼稚園教諭２種普通免許状」、「小学校教諭１種免許状」、
「小学校教諭２種免許状」の設置、⑫第３５条（各種資格の取得）の５、保育士資格に子ども科学
部子ども教育学科を追加し、保育士資格の取得を可能とする。⑬さらに、第３５条（各種資格の取
得）の２０、健康科学部保健看護学科において、看護師及び保健師の国家試験受験資格の取得を可
能とする。⑭そのための授業科目を第３０条（授業科目）２、に設置する。⑮第４７条、学士学位
の授与に子ども科学部子ども教育学科に「学士」（教育学）、健康科学部保健看護学科に「学士」
（看護学）を追加する。⑭第６０条（学費）、子ども科学部と健康科学部の入学検定料・入学金・
授業料・施設設備資金・厚生費・後援会等を新たに設定する。ただし、平成１７年度までに入学し
た学生は従前によるものとする。

34．この学則は平成１９年４月１日より、大学の教員組織の変更にともない、①第９条（教職員）にお
いて従来の「助教授」を「准教授」に名称を変更し、「助教」を新設して施行する。また、特殊教
育教員免許課程が、特別支援学校教員免許課程に移行するにともない、②第34条（教員免許状授与
の所要資格の取得）の２及び６において、社会福祉学科に設置されている「養護学校教諭１種普通

免許状の教科に関する科目」を「特別支援学校教諭１種免許状の教科に関する科目」へ再編成して
施行する（別表２８）。③従来の「基礎教養科目」「外国語科目」「健康とスポーツ科目」を再編
し、「総合基礎科目」（別表１－①）を導入するとともに、各学科の科目を再編・再構成する（第
３１条、第３２条）。ただし、健康科学部は従前の通りとする。④総合福祉学部情報福祉学科に２
コース（情報応用コース、総合情報コース）を設置する（第３０条（授業科目）２の（２）５）の
（イ）、（ロ））。⑤総合福祉学部の副専攻に「減災・予防福祉課程」を追加する。

35．この学則は、平成２０年４月１日より、①総合福祉学部産業福祉学科及び情報福祉学科を、総合マ
ネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福祉マネジメント学科に独立・改組し、②健康
科学部に新たにリハビリテーション学科（作業療法学専攻、理学療法学専攻）と医療経営管理学科
を設置するとともに、③それにともなう収容定員の見直しを行い施行する（第３条）。なお、④第
３０条（授業科目）２の（１）、総合基礎科目（別表１）を全学部共通科目として配置するととも
に、（２）専門教育科目に新学部新学科の授業科目と第３１条（履修方法）に履修方法をそれぞれ
追加する。さらに、健康科学部保健看護学科の関連科目に授業科目を追加する（別表８）。また、
⑤第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）について、従来の「産業福祉学科」に設置されて
いた中学校教諭一種普通免許状（社会）、高等学校教諭一種普通免許状（公民）及び「情報福祉学
科」に設置されていた高等学校教諭一種普通免許状（情報）の教員免許状を取り下げる。⑥産業福
祉学科食品衛生コースに設置されていた食品衛生監視員及び食品衛生管理者の任用資格を取り下げ
る。⑦附属研究所・センター等に「キャリア推進センター」「次世代育成センター」「ＰＣサポー
トセンター」を増設する（第５条）。⑧大学設置基準等の一部を改正する省令に伴い学部学科の教
育研究上の目的を明確にした（第３条の４）。

36．この学則は平成２１年４月より、保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更にともない、①保
健看護学科のカリキュラム・履修方法の一部変更および卒業単位の変更（いずれも学則第３１条、
学則別表８）を行い施行する。また、「社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律（平
成19年法律第125号）」により、①資格取得のための履修科目を見直し、社会福祉士、精神保健福
祉士及び介護福祉士養成の新しい教育課程を編成する（別表11）（別表12）（別表13）（別表
14）（別表17）。②それらにともなって、社会福祉学科の教育課程も再編成する（別表2）。③社
会福祉士及び介護福祉士、精神保健福祉士養成課程において定員を設ける（第３５条）。さらに、
「福祉科一種普通免許状」の「教科又は教職に関する科目」の内容を変更する。なお、本学に付属
病院としてせんだんホスピタルを置く（学則第７条、第９条）。学則本文（学則第６０条）中の学
費明細表を、別添２として本中から分離する。

37．この学則は、平成２２年４月より①組織改組し、「社会貢献センター」を置く（第５条）。②教育
職員免許法の一部改正にともない、教職に関する科目である「総合演習」を「教職実践演習」に変
更（別表１９）（別表２６―①）（別表２６―②）して施行する。また、③「異文化コミュニケー
ション課程」、「減災・予防福祉課程」の廃止と「社会貢献支援士課程」の設置にともない、第30
条（授業科目）２（28）、第３１条（履修方法）（３）、第３５条（各種資格の取得）２６を追加
変更する。さらに、④「総合基礎科目」を再編（別表１）するとともに、総合福祉学部の各学科と
子ども科学部子ども教育学科の教育課程を見直し（別表２）（別表３）（別表４）（別表７）、総
合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科に専門科目を追加（別表５）する。⑤保育士資格に
関する科目（別表１５）（別表１６）を再編し、特別支援学校教諭一種免許状の教科に関する科目
（別表２１）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状の教職に関する科目（別表２６－
①）（別表２６－②）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状に関する科目（別表２７
－①）（別表２７－②）（別表２８－①）（別表２８－②）をそれぞれ見直し施行する。

38．この学則は、平成２３年４月より①専門基幹科目にリエゾン群（Ｌ群）を新設する（健康科学部を
除く）ことにともない、「総合基礎科目」（別表１-①、別表２-②）及び各学科の教育課程（別表
２、別表３、別表４、別表５、別表６、別表７）を変更し施行する。また、②「指定保育士養成施
設の指定及び運営の基準について」の一部改正により、「保育士資格に関する科目」（別表15及び
別表16）を変更する。それにともない、③教員免許状取得のための科目を一部変更する（別表
26-①、別表26-②、別表27-①、別表27-②、別表28-①、別表28-②）。④総合福祉学部社会福
祉学科社会福祉コース（保育士課程履修）の学生の幼稚園教諭一種普通免許状の取得を可能とする
（第34条9）。⑤教育職員免許法施行規則の一部改正にともない、「福祉」の教科に関する科目・
単位数及び履修方法（別表20）を変更して施行する。⑥総合福祉学部社会福祉学科と福祉心理学科
において、福祉用具専門相談員の資格取得を可能とし、第３５条（各種資格の取得）に（２０）と
して追加する（別表41）。さらに、⑦休学の場合（第６５条）の学費を変更して施行する。 

39．この学則は、平成２４年４月より、①総合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福
祉マネジメント学科のカリキュラムの一部を変更する（学則別表５、６）。②全学部学科へのリエ
ゾン系科目の導入に伴い、健康科学部における総合基礎科目及び履修方法を変更する（別表１）と

ともに、健康科学部保健看護学科、リハビリテーション学科、医療経営管理学科のカリキュラム・
履修方法の一部を変更する（別表８、９-①、９-②、学則第３１条）。③また、保健看護学科にお
いて、保健師受験資格を選択制とし（学則第３５条の１８）、卒業単位を変更する（学則第３１
条）。④精神保健福祉士法施行規則等の改正により、精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科
目及び精神保健福祉士受験資格に関する基礎科目を見直し（別表１３、１４）、社会福祉士受験資
格に関する指定専門科目の一部を見直す（別表１１）とともに、社会福祉学科並びに福祉心理学科
のカリキュラムを一部変更する（別表２、４）。⑤さらに第一種衛生管理者免許に関する科目（別
表１８）の一部を変更し、図書館司書養成科目及び学芸員養成科目の改正により、図書館司書資格
に関する専門科目（別表３０）及び博物館学芸員資格に関する専門科目（別表３１）を見直すとと
もに、社会福祉学科、社会教育学科、福祉心理学科のカリキュラムを一部変更する（別表２、３、
４）。⑥介護福祉士の資格取得の変更により、「資格」から「受験資格」と変更（学則第３５条
６）及び科目を追加し（別表１７）、⑦学生表彰の対象に学生団体を追加する（学則第４８条）変
更、⑦学則第３１条に（４）を追加し、施行する。

40．この学則は、平成２５年４月より、①入学前の既修得単位等の認定において、「他の大学又は短期
大学における授業科目の履修等」及び「大学以外の教育施設等における学修」を明文化（学則第３
２条）、②防災・減災に関連する科目を移動・配置（学則別表１－１、２、３、４、５、６、
７）、③精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科目の履修年次及び単位数の一部変更（別表
２、４、１４）、④総合福祉学部社会福祉学科及び子ども科学部子ども教育学科の専門教育科目
（専門基幹科目Ｌ群）（別表２、７）並びに保育士資格に関する科目（別表１５、１６）の一部変
更、⑤教育実習の単位変更（別表２、３、１９）⑥訪問介護員２級に関する科目の廃止及び介護職
員初任者研修に関する科目の設置（別表３９）、それに伴う福祉科の教科又は教職に関する科目の
一部変更（別表２０）、⑦社会貢献活動支援士に関する科目の一部変更（別表４８）をし、施行す
る。

41．この学則は、平成２６年４月より、①第1条の目的、使命を一部変更（学則第1条）し、総合基礎
科目を全学共通（学則別表１）とするとともに、全学科に地域共創関連科目を専門基幹科目に配置
する（学則別表２～８、９－①、９－②、１０）。同時に、健康科学部保健看護学科、リハビリ
テーション学科及び医療経営管理学科に防災・減災関連科目を配置する（学則別表８、９-①、９
-②、１０）。履修方法に地域貢献関連資格科目を位置づける（学則第３１条（５））。また、保育
士資格に関する科目の一部を追加し（学則別表１５及び１６）、さらに特別支援学校教諭一種免許
状の教科に関する科目の一部変更（別表２１）、及び副専攻に「デジタルコンテンツアセッサ課
程」を設置し（学則第３１条（３））、授業科目（学則別表４９）及び各種資格の取得（学則第３
５条２６）にそれぞれ追加変更する。さらに学内単位互換の規程を追加して実施する（学則第３７
条第４項）。②第５条（付属研究所・センター等）の地域連携を充実させるため社会貢献センター
を社会貢献・地域連携センターに改組するとともに、経営情報・教育情報の調査分析等を行うIRセ
ンターを新たに設置する。③GPA制度を導入するにあたり、第３８条（成績）を４種の評語（優・
良・可・不可）から５種の評語（秀・優・良・可・不可）に変更し施行する。④第４６条（卒業）
の条件を授業科目及び単位数取得から、授業科目及び単位数、GPA制度も導入して認定するに変更
し施行する。⑤第４１条では、休学期間完了後の学費について、事項を追加するとともに、第４５
条（除籍）においては、除籍の条件を追加し、一部を削除する。⑥第６５条（休学の場合の学費）
学期途中での学費に関する事項を追加し、変更施行する。なお、平成２５年度まで入学した学生は
従前によるものとする。

42.  この学則は、平成２７年４月より、①学部・学科再編に伴い、総合福祉学部社会教育学科を廃止し、
福祉行政学科を設置。子ども科学部子ども教育学科を廃止し、教育学部教育学科初等教育専攻・教育
学科中等教育専攻を設置。さらに、総合福祉学部社会福祉学科の入学定員を300名から400名に変
更、新たに2学科の設置のため入学定員を1,100名から1,300名にするとともに、収容定員も4,400名
から5,200名に変更施行する。また、産業福祉学科を廃止する（学則第3条）。②教職員職階の学長
補佐を廃止し、副学長を置く（学則第9条）。③教授会組織及び審議事項の内容を変更する（学則第
11条及び第13条）。④長期履修学生の規定（学則第17条の2）を追加する。⑤総合基礎教育科目
を変更するとともに、地域共創科目を全学科の教育課程に置く（学則別表１及び2～10）。保育士
資格に関する科目（学則別表15、16）および教育職員免許状に関する科目（学則別表19～26）を
再編成する。⑥副専攻としてデジタルコンテンツアセッサ課程に関する科目を変更する（学則別表
46）とともに、救急救命士課程に関する科目を置き（学則別表47）、社会福祉学科にスクール
ソーシャルワーカーに関する科目を配置する（学則別表48）。それに伴い、これらの資格を各種資
格に追加する（学則第35条）。⑦教育課程の変更により、履修方法を変更する（学則第31条）。
⑧各学部学科での教員免許状授与の所要資格取得を変更する（学則第34条）。⑨学部学科改組によ
り、学士学位の名称を変更する（学則第47条）。⑩懲戒規程を変更する（学則第50条）。なお、
平成２６年度まで入学した学生は従前によるものとする。

43．募集を停止していた情報福祉学科を廃止する。また、平成２８年４月より教育学部教育学科中等教
育専攻に特別支援学校一種普通免許取得に関する教育課程を設置する。なお、この学則は、平成２
７年度入学生より適用する。

44. この学則は、平成２８年４月より、学則第３３条の単位互換派遣学生及び学則第５７条の単位互換
学生の履修に対して規定を追加する。また、総合基礎教育課程を変更する（学則別表１-①、１
-②）とともに、学科の専門教育課程を一部変更（学則別表２、３、４、５、６、７、10）し、履
修方法も変更する（学則第３１条）。それに伴い各種資格取得のための科目も変更する（学則別表
17、19、20、28、31、33、36、46）。なお、平成２７年度まで入学した学生は従前によるも
のとする。

45．この学則は、平成２９年４月より、①通信教育部社会教育学科廃止に伴い学則第３条第1項第５号
の一部変更、②総合基礎教育課程の一部を変更（学則第３０条（１）、学別表１-①、１-②）する
とともに、履修方法も変更する（学則第３１条）。また、③卒業試験の名称を変更する（学則第４
６条）。④各学科の専門教育課程を一部変更する（学則別表２、３、４、５、６、10）⑤精神保健
福祉士受験資格に関する指定専門科目（学則別表１３）、レクリエーション・インストラクター資
格に関する科目（学則別表３７）、社会貢献活動支援士課程に関する科目（学則別表４５）、デジ
タルコンテンツアセッサ課程に関する科目（学則別表４６）、スクールソーシャルワーカーに関す
る科目（学則別表４８）単位数及び履修年次の一部をそれぞれ変更する。さらに⑥総合マネジメン
ト学部・健康科学部医療経営管理学科に「健康運動実践指導者に関する科目」を配置する（学則別
表４９及び学則第３５条２９）するため、学則の一部を変更し施行する。なお、平成２８年度まで
入学した学生は従前によるものとする。

46．この学則は、平成３０年４月より、①健康科学部保健看護学科の入学定員を７０名から８０名に増
員（学則第３条）し、②助産師国家試験受験資格を取得できる教育課程へと改編する（学則第３５
条１８及び学則別表８）。また、③総合福祉学部福祉心理学科に公認心理師受験資格を取得できる
教育課程へと改編する（学則本文第３５条１４及び学則別表４並びに学則別表３３）。④総合基礎
教育課程の科目を変更（学則別表１-①、学則別表１-②、学則別表１-③）し、社会福祉学科（学則
別表２）、福祉行政学科（別表３）、産業福祉マネジメント学科（別表５）、情報福祉マネジメン
ト学科（学則別表６）、医療経営管理学科（学則別表１０）の教育課程をそれぞれ一部改正する。
⑤資格に関する科目としては、第一種衛生管理者免許に関する専門科目（学則別表１８）、高校福
祉科一種普通免許状に関する教育課程（学則別表１９）、養護教諭一種普通免許状に関する教育課
程（学則別表２０）、身体障害者福祉司任用資格に関する科目（別表３１）、公認心理師国家試験
受験資格に関する科目（学則別表３３）、レクリエーション・インストラクター資格に関する科目
（学則別表３７）、スポーツマネジメント課程に関する科目（学則別表４３）、臨床美術課程に関
する科目（学則別表４４）の科目を一部変更する。⑥キャリアと実践活動に関する科目を追加する
（学則別表５０）。さらに、特待生に関する基準を追加し（学則本文第４９条）、交換留学生の規
定（学則本文第５８条の３及び４）を追加する。なお、平成２９年度に入学した学生は従前による
ものとする。

47．平成３１年４月より、①「早期卒業」の規定を追加（学則本文第１７条の２、第４６条２）すると
ともに、「懲戒」規定の一部を変更する（学則本文第５０条）。②「指定保育士養成施設の指定及
び運営の基準について」の一部改正、「児童福祉法施行規則第６条の２第１項第３号の指定保育士
養成施設の修業科目及び単位数並びに履修方法の一部を改正する件」に基づき、学則本文第３０条
（授業科目）における「保育士資格に関する科目」（学則別表１５、１６）及び学則別表２、７、
７－①、７－②の一部を変更。③「社会福祉士学校及び介護福祉士学校の設置及び運営に係る指針
についての一部改正」に基づき、「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表１７）の一部を
変更。④教育職員免許法施行規則の一部改正に伴い、「教育職員免許状に関する科目」を一部変更
（学則別表１９～２６）。⑤総合基礎科目及び各学科の教育課程を一部変更し（学則別表１－①、
１－②、２、３、４、５、６、７―①、７－②、１０）、教育学科の履修方法を一部変更する（学
則本文３１条（２））。⑥「開放科目」を新設（学則別表４６）。⑦副専攻の変更（学則本文３１
条（３））ことに伴い、副専攻教育課程学則別表３９～４３及び「各種資格の取得」から該当事項
を削除するとともに、別表番号、項目番号を変更する。なお、平成３１年度以前に入学した学生は
従前によるものとする。

48．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐
①）。また、平成３０年５月付「文部科学省　厚生労働省令第四号理学療法士及び作業療法士法第
１４条の規定に基づき、『理学療法士作業療法士養成施設指定規則』の一部改正」が行われたこと
により、健康科学部リハビリテーション学科カリキュラム・履修方法の一部変更を行う（学則別表
９‐①、９‐②）。それに伴いリハビリテーション学科における基盤教育科目および専門教育科目
の履修方法を一部変更する（学則本文第３１条）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学

した学生は従前によるものとする。
49．この学則は、募集を停止していた子ども科学部子ども教育学科を廃止し、令和２年１月より一部を

改正し施行する。
50．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐

①、健康科学部保健看護学科は従前のため別表１-②）とともに、各学科の履修方法を変更する（学
則本文第３１条（１））。また、平成３１年４月５日付文部科学省の事務連絡に基づき、社会教育
主事の養成課程の一部変更する（学則別表３２）。これらの変更に伴い、各学科の専門教育課程
（学則別表２～１０）及び各種資格取得のための教育課程（学則別表１５～１７、１９～２５、２
８～３２、４０、４１）並びに履修方法を一部変更する（学則本文第３１条（２））。さらに、各
種資格の取得に関して、救急救命士受験資格取得対象学科から福祉行政学科を削除する（学則本文
第３５条２４）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学した学生は従前によるものとす
る。

51．この学則は、募集を停止していた総合福祉学部社会教育学科を廃止（学則本文３条）し、令和2年6
月より一部改正施行する。

52．この学則は、令和3年4月より①教育学部教育学科中等教育専攻への中学校一種免許状（英語）及び
高等学校一種免許状（英語）課程の設置（学則本文第34条、学則別表26、27）に伴い、教育課程
（学則別表7、7－①、7－②）及び履修方法（学則別表31）を一部変更する。さらに、新たな免許
課程の設置とともに社会教育主事任用資格の廃止に伴い、別表番号を変更する。②「社会福祉に関
する科目を定める省令」及び「精神障害者者の保健及び福祉に関する科目を定める省令」に基づ
き、社会福祉士及び精神保健福祉士養成に係る開講科目を変更する（学則別表11～14）。それに
従い、各学科の教育課程を見直す（学則別表2～4）とともに、「保育士資格に関する科目」（学則
別表15、16）及び「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表17）を一部変更する。③学則
本文中の齟齬を修正する（学則本文第第24条、第31条（3））。④学則本文中の各条文の見出しの
位置を変更する（全条）。⑤学科の掲載順を「学校法人栴檀学園寄附行為」と統一する（第3、
31、47条）。⑥免許状・資格・学科等の名称・字句を統一する（第30、31、34、35条）。⑦そ
の他、字句・表現の統一をはかり明確になるように修正する（第2～8、10、12、13、17、20、
31、36、40、51～54、56、58、59、61、66条）。なお、令和3年度以前に入学した学生は従
前によるものとする。

53．この学則は、令和4年4月より、①保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更に伴い、保健看護
学科のカリキュラム・履修方法の一部変更（新学則第30条・第31条）、②「民法の一部改正施
行」に基づき、入学手続等関係提出書類の変更（新学則第23条）、保証人の保証に関する事項の変
更（学則第24条）、③第一種衛生管理者資格の廃止（新学則第30条第3項第10号）、廃止により
旧学則第30条第3項第11号から旧第30条第3項第29号を、新第30条第3項第10号から新第30条3
項第28号に変更、さらに旧学則別表19から旧学則別表47を新学則別表18から新学則別表46に変
更、④教育課程の充実を図るため、開設科目の名称変更追加、削除の変更（新学則別表2・別表3・
別表5・別表6・別表7・別表7－①・7-②・別表15・別表16・別表30・別表40・別表41）、⑤各
種資格の取得で第一種衛生管理者資格取得に関する事項を廃止する。廃止に伴い旧学則第35条第9
項から旧第35条25項を、新学則第35条第8項から新学則第35条24に変更する。⑥レクリエーショ
ンインストラクター資格取得に関する認定専門科目（新学則別表37）において、新たに「看護学臨
床実習」・「介護実習Ⅰ」の２科目を追加開講するとともに、7科目を削除し、開講科目を変更、⑦
スクールソーシャルワーク教育課程に関する科目（新学則別表43）においては、スクールソーシャ
ルワーカー資格取得に関する法改正の一部施行に基づき、開講科目を一部変更（令和3年度入学生よ
り適用）、⑧委託生・研究生・聴講生・科目等履修生の入学選考を明確にするため一部条文の変更
（新学則第53条・54条・55条・56条）、⑨附則に第53項を新設するため学則の一部を変更し、
改正施行する。なお、令和３年度以前で入学した学生は従前によるものとする。 
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１．この学則は昭和３７年４月１日より施行する。
２．この学則は昭和４０年４月１日より施行する。
３．この学則は昭和４５年４月１日より施行する。
４．この学則は昭和４６年４月１日より施行する。
５．この学則は昭和４７年４月１日より施行する。
６．この学則は昭和４８年４月１日より施行する。
７．この学則は昭和４９年４月１日より施行する。
８．この学則は昭和５０年４月１日より施行する。
９．この学則は昭和５１年４月１日より施行する。
10．この学則は昭和５２年４月１日より施行する。
11．この学則は昭和５３年１０月１日より施行する。
12．この学則は昭和５４年４月１日より施行する。
13．この学則は昭和５５年４月１日より施行する。
14．この学則は昭和５６年４月１日より施行する。
15．この学則は昭和５７年４月１日より施行する。
16．この学則は昭和５８年４月１日より施行する。
17．この学則は昭和５９年４月１日より施行する。
18．この学則は昭和６３年４月１日より施行する。
19．この学則は平成元年４月１日より施行する。
20．この学則は平成２年４月１日より施行する。
21．この学則は平成３年４月１日より施行する。
22．この学則は平成４年４月１日より施行する。
23．この学則は平成６年４月１日より施行する。
24．この学則は平成７年４月１日より施行する。
25．この学則は平成９年４月１日より施行する。
26．この学則は平成１０年４月１日より施行する。
27．この学則は平成１２年４月１日より、①社会福祉学部の名称を総合福祉学部に変更するため、②社

会福祉学科および福祉心理学科の収容定員を変更するため、③情報福祉学科の設置にともない、施
行する。なお、平成１１年度までに入学した学生は従前によるものとする。

28．この学則は平成１３年４月１日より、①社会福祉学科に教育職員免許状「福祉」、情報福祉学科に
教育職員免許状「情報」を設置にともない、②学都仙台単位互換ネットワークを設置にともない、
施行する。なお、平成１２年度までに入学した学生も平成１３年４月開設の「福祉」・「情報」の
教育職員免許状の科目履修を認める。

29．この学則は平成１４年４月１日より、①学則第３条総合福祉学部に通信教育部社会福祉学科、社会
教育学科、福祉心理学科を設置、②学則第２６条（編入学・転入学）に（５）を設けて、専修学校
の専門課程からの編入学を可能にした。③社会福祉学科の保育士課程が「児童福祉法施行規則第３
９条の２第１項第３号の指定保育士養成施設の修業教科目及び単位数並びに履修方法」（平成１３
年厚生労働省告示第１９８号）により平成１４年４月から適用されることにより、第３０条(授業科
目)２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）を改正して平成１４年度入学者から適用して施
行する。④第３０条（授業科目）２、（９）㈶日本障がい者スポーツ協会公認障がい者スポーツ指

導者資格（イ）初級障がい者スポーツ指導員資格に関する科目（別表３９）を改正する。ただし、
平成１３年度までの入学者については、従前の例によることとする。

30．この学則は平成１５年４月１日より、①総合福祉学部社会福祉学科に介護福祉士課程を設置するに
ともない、②学則第３０条（授業科目）－２、（２）外国語科目（別表２）に「ハングル講座Ⅰ
（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設する
にともない、③学則第３０条（授業科目）－２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）に
「ハングル講座Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）
～Ⅵ」を新設するにともない、④学則第３０条（授業科目）－２、（１２）（イ）教職に関する科
目の教育職員免許法施行規則第６６条の５に定める科目（別表２１）に「ハングル講座Ⅰ（コミュ
ニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設するにともな
い、⑤第３０条（授業科目）の２（２０）訪問介護員養成２級課程修了に関する指定専門科目（別
表４１）を新設するにともない、改正施行する。ただし、平成１４年度までの入学者については、
従前の例によることとする。

31．この学則は平成１６年４月１日より、①第２０条（入学資格）の変更にともない、②第３０条（授
業科目）（２２）レクリエーション・インストラクター資格取得に関する科目の設置、③（２３）
臨床美術士資格取得に関する科目の設置、④（２４）感性デザイン課程に関する科目の設置および
第５６条の２に特別科目等履修生制度を設置することにより改正し、全学年に施行する。

32．この学則は平成１７年４月１日より、①福祉心理学科に教育職員免許状「養護教諭１種普通免許
状」を設置することにより、②第３０条（授業科目）の２、（１２）（リ）養護教諭１種普通免許
状の養護に関する科目の設置、③第３４条（教員免許状授与の所要資格取得）の２を変更し、施行
する。なお、平成１６年度までに入学した学生も、平成１７年度４月開設の「養護教諭１種普通免
許状」の教育職員免許状の科目履修を認める。

　　 さらに、④第３０条（授業科目）の２、（３３）臨床美術士資格取得に関する科目（別表４３）の
削除、⑤第３０条（授業科目）の２、（２５）福祉観光課程に関する科目の設置、⑥第３０条（授
業科目）の２、（２６）スポーツマネジメント課程に関する科目の設置、⑦第３０条（授業科目）
の２、（２７）臨床美術課程に関する科目の設置、⑧第３０条（授業科目）の２、（２８）異文化
コミュニケーション課程に関する科目の設置、⑨福祉観光課程・スポーツマネジメント課程・臨床
美術課程・異文化コミュニケーション課程の設置に伴い第３５条（各種資格の取得）に（２２）～
（２５）を追加変更し、施行する。なお、④～⑨については、平成１７年度入学生から適用し、平
成１６年度までに入学した学生は従前によるものとする。

33．この学則は平成１８年４月１日より、新学部創設にともない、①第１条（目的、使命）を修正し、
②学内組織の見直し（第５条、第９条、第１０条、第１３条）等をはかった。さらに、③第３条
（学部）子ども科学部子ども教育学科、健康科学部保健看護学科の設置、④第３０条（授業科目）
の２、（１）基礎教養（別表１）、及び（２）外国語科目（別表２）の科目と履修方法の変更、⑤
第３０条の２、（４）―② 子ども科学部の専門教育科目（別表１７）の設置、⑥第３０条（授業科
目）の２、（４）―③健康科学部の専門教育科目（別表１８）の設置、⑦第３０条（授業科目）の
２、（９）―②子ども科学部子ども教育学科に保育士資格に関する科目を設置、⑧第３０条（授業
科目）の２、（１２）―①子ども科学部に教職に関する科目（別表３７－①）（別表３７－②）の
設置、⑨第３０条（授業科目）の２、幼稚園教諭1種普通免許状に関する科目・教科又は教職に関す
る科目（別表３８－①、２種は別表３８－②）及び小学校教諭1種普通免許状に関する科目・教科又
は教職に関する科目（別表３９―①、２種は別表３９－②）を設置する。⑩第３１条（履修方
法）、（４）―②子ども科学部子ども教育学科及び（４）―③健康科学部保健看護学科の履修方法
を規定する。⑪第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）の２、子ども科学部に教育職員免許
状「幼稚園教諭１種普通免許状」、「幼稚園教諭２種普通免許状」、「小学校教諭１種免許状」、
「小学校教諭２種免許状」の設置、⑫第３５条（各種資格の取得）の５、保育士資格に子ども科学
部子ども教育学科を追加し、保育士資格の取得を可能とする。⑬さらに、第３５条（各種資格の取
得）の２０、健康科学部保健看護学科において、看護師及び保健師の国家試験受験資格の取得を可
能とする。⑭そのための授業科目を第３０条（授業科目）２、に設置する。⑮第４７条、学士学位
の授与に子ども科学部子ども教育学科に「学士」（教育学）、健康科学部保健看護学科に「学士」
（看護学）を追加する。⑭第６０条（学費）、子ども科学部と健康科学部の入学検定料・入学金・
授業料・施設設備資金・厚生費・後援会等を新たに設定する。ただし、平成１７年度までに入学し
た学生は従前によるものとする。

34．この学則は平成１９年４月１日より、大学の教員組織の変更にともない、①第９条（教職員）にお
いて従来の「助教授」を「准教授」に名称を変更し、「助教」を新設して施行する。また、特殊教
育教員免許課程が、特別支援学校教員免許課程に移行するにともない、②第34条（教員免許状授与
の所要資格の取得）の２及び６において、社会福祉学科に設置されている「養護学校教諭１種普通

免許状の教科に関する科目」を「特別支援学校教諭１種免許状の教科に関する科目」へ再編成して
施行する（別表２８）。③従来の「基礎教養科目」「外国語科目」「健康とスポーツ科目」を再編
し、「総合基礎科目」（別表１－①）を導入するとともに、各学科の科目を再編・再構成する（第
３１条、第３２条）。ただし、健康科学部は従前の通りとする。④総合福祉学部情報福祉学科に２
コース（情報応用コース、総合情報コース）を設置する（第３０条（授業科目）２の（２）５）の
（イ）、（ロ））。⑤総合福祉学部の副専攻に「減災・予防福祉課程」を追加する。

35．この学則は、平成２０年４月１日より、①総合福祉学部産業福祉学科及び情報福祉学科を、総合マ
ネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福祉マネジメント学科に独立・改組し、②健康
科学部に新たにリハビリテーション学科（作業療法学専攻、理学療法学専攻）と医療経営管理学科
を設置するとともに、③それにともなう収容定員の見直しを行い施行する（第３条）。なお、④第
３０条（授業科目）２の（１）、総合基礎科目（別表１）を全学部共通科目として配置するととも
に、（２）専門教育科目に新学部新学科の授業科目と第３１条（履修方法）に履修方法をそれぞれ
追加する。さらに、健康科学部保健看護学科の関連科目に授業科目を追加する（別表８）。また、
⑤第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）について、従来の「産業福祉学科」に設置されて
いた中学校教諭一種普通免許状（社会）、高等学校教諭一種普通免許状（公民）及び「情報福祉学
科」に設置されていた高等学校教諭一種普通免許状（情報）の教員免許状を取り下げる。⑥産業福
祉学科食品衛生コースに設置されていた食品衛生監視員及び食品衛生管理者の任用資格を取り下げ
る。⑦附属研究所・センター等に「キャリア推進センター」「次世代育成センター」「ＰＣサポー
トセンター」を増設する（第５条）。⑧大学設置基準等の一部を改正する省令に伴い学部学科の教
育研究上の目的を明確にした（第３条の４）。

36．この学則は平成２１年４月より、保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更にともない、①保
健看護学科のカリキュラム・履修方法の一部変更および卒業単位の変更（いずれも学則第３１条、
学則別表８）を行い施行する。また、「社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律（平
成19年法律第125号）」により、①資格取得のための履修科目を見直し、社会福祉士、精神保健福
祉士及び介護福祉士養成の新しい教育課程を編成する（別表11）（別表12）（別表13）（別表
14）（別表17）。②それらにともなって、社会福祉学科の教育課程も再編成する（別表2）。③社
会福祉士及び介護福祉士、精神保健福祉士養成課程において定員を設ける（第３５条）。さらに、
「福祉科一種普通免許状」の「教科又は教職に関する科目」の内容を変更する。なお、本学に付属
病院としてせんだんホスピタルを置く（学則第７条、第９条）。学則本文（学則第６０条）中の学
費明細表を、別添２として本中から分離する。

37．この学則は、平成２２年４月より①組織改組し、「社会貢献センター」を置く（第５条）。②教育
職員免許法の一部改正にともない、教職に関する科目である「総合演習」を「教職実践演習」に変
更（別表１９）（別表２６―①）（別表２６―②）して施行する。また、③「異文化コミュニケー
ション課程」、「減災・予防福祉課程」の廃止と「社会貢献支援士課程」の設置にともない、第30
条（授業科目）２（28）、第３１条（履修方法）（３）、第３５条（各種資格の取得）２６を追加
変更する。さらに、④「総合基礎科目」を再編（別表１）するとともに、総合福祉学部の各学科と
子ども科学部子ども教育学科の教育課程を見直し（別表２）（別表３）（別表４）（別表７）、総
合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科に専門科目を追加（別表５）する。⑤保育士資格に
関する科目（別表１５）（別表１６）を再編し、特別支援学校教諭一種免許状の教科に関する科目
（別表２１）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状の教職に関する科目（別表２６－
①）（別表２６－②）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状に関する科目（別表２７
－①）（別表２７－②）（別表２８－①）（別表２８－②）をそれぞれ見直し施行する。

38．この学則は、平成２３年４月より①専門基幹科目にリエゾン群（Ｌ群）を新設する（健康科学部を
除く）ことにともない、「総合基礎科目」（別表１-①、別表２-②）及び各学科の教育課程（別表
２、別表３、別表４、別表５、別表６、別表７）を変更し施行する。また、②「指定保育士養成施
設の指定及び運営の基準について」の一部改正により、「保育士資格に関する科目」（別表15及び
別表16）を変更する。それにともない、③教員免許状取得のための科目を一部変更する（別表
26-①、別表26-②、別表27-①、別表27-②、別表28-①、別表28-②）。④総合福祉学部社会福
祉学科社会福祉コース（保育士課程履修）の学生の幼稚園教諭一種普通免許状の取得を可能とする
（第34条9）。⑤教育職員免許法施行規則の一部改正にともない、「福祉」の教科に関する科目・
単位数及び履修方法（別表20）を変更して施行する。⑥総合福祉学部社会福祉学科と福祉心理学科
において、福祉用具専門相談員の資格取得を可能とし、第３５条（各種資格の取得）に（２０）と
して追加する（別表41）。さらに、⑦休学の場合（第６５条）の学費を変更して施行する。 

39．この学則は、平成２４年４月より、①総合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福
祉マネジメント学科のカリキュラムの一部を変更する（学則別表５、６）。②全学部学科へのリエ
ゾン系科目の導入に伴い、健康科学部における総合基礎科目及び履修方法を変更する（別表１）と

ともに、健康科学部保健看護学科、リハビリテーション学科、医療経営管理学科のカリキュラム・
履修方法の一部を変更する（別表８、９-①、９-②、学則第３１条）。③また、保健看護学科にお
いて、保健師受験資格を選択制とし（学則第３５条の１８）、卒業単位を変更する（学則第３１
条）。④精神保健福祉士法施行規則等の改正により、精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科
目及び精神保健福祉士受験資格に関する基礎科目を見直し（別表１３、１４）、社会福祉士受験資
格に関する指定専門科目の一部を見直す（別表１１）とともに、社会福祉学科並びに福祉心理学科
のカリキュラムを一部変更する（別表２、４）。⑤さらに第一種衛生管理者免許に関する科目（別
表１８）の一部を変更し、図書館司書養成科目及び学芸員養成科目の改正により、図書館司書資格
に関する専門科目（別表３０）及び博物館学芸員資格に関する専門科目（別表３１）を見直すとと
もに、社会福祉学科、社会教育学科、福祉心理学科のカリキュラムを一部変更する（別表２、３、
４）。⑥介護福祉士の資格取得の変更により、「資格」から「受験資格」と変更（学則第３５条
６）及び科目を追加し（別表１７）、⑦学生表彰の対象に学生団体を追加する（学則第４８条）変
更、⑦学則第３１条に（４）を追加し、施行する。

40．この学則は、平成２５年４月より、①入学前の既修得単位等の認定において、「他の大学又は短期
大学における授業科目の履修等」及び「大学以外の教育施設等における学修」を明文化（学則第３
２条）、②防災・減災に関連する科目を移動・配置（学則別表１－１、２、３、４、５、６、
７）、③精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科目の履修年次及び単位数の一部変更（別表
２、４、１４）、④総合福祉学部社会福祉学科及び子ども科学部子ども教育学科の専門教育科目
（専門基幹科目Ｌ群）（別表２、７）並びに保育士資格に関する科目（別表１５、１６）の一部変
更、⑤教育実習の単位変更（別表２、３、１９）⑥訪問介護員２級に関する科目の廃止及び介護職
員初任者研修に関する科目の設置（別表３９）、それに伴う福祉科の教科又は教職に関する科目の
一部変更（別表２０）、⑦社会貢献活動支援士に関する科目の一部変更（別表４８）をし、施行す
る。

41．この学則は、平成２６年４月より、①第1条の目的、使命を一部変更（学則第1条）し、総合基礎
科目を全学共通（学則別表１）とするとともに、全学科に地域共創関連科目を専門基幹科目に配置
する（学則別表２～８、９－①、９－②、１０）。同時に、健康科学部保健看護学科、リハビリ
テーション学科及び医療経営管理学科に防災・減災関連科目を配置する（学則別表８、９-①、９
-②、１０）。履修方法に地域貢献関連資格科目を位置づける（学則第３１条（５））。また、保育
士資格に関する科目の一部を追加し（学則別表１５及び１６）、さらに特別支援学校教諭一種免許
状の教科に関する科目の一部変更（別表２１）、及び副専攻に「デジタルコンテンツアセッサ課
程」を設置し（学則第３１条（３））、授業科目（学則別表４９）及び各種資格の取得（学則第３
５条２６）にそれぞれ追加変更する。さらに学内単位互換の規程を追加して実施する（学則第３７
条第４項）。②第５条（付属研究所・センター等）の地域連携を充実させるため社会貢献センター
を社会貢献・地域連携センターに改組するとともに、経営情報・教育情報の調査分析等を行うIRセ
ンターを新たに設置する。③GPA制度を導入するにあたり、第３８条（成績）を４種の評語（優・
良・可・不可）から５種の評語（秀・優・良・可・不可）に変更し施行する。④第４６条（卒業）
の条件を授業科目及び単位数取得から、授業科目及び単位数、GPA制度も導入して認定するに変更
し施行する。⑤第４１条では、休学期間完了後の学費について、事項を追加するとともに、第４５
条（除籍）においては、除籍の条件を追加し、一部を削除する。⑥第６５条（休学の場合の学費）
学期途中での学費に関する事項を追加し、変更施行する。なお、平成２５年度まで入学した学生は
従前によるものとする。

42.  この学則は、平成２７年４月より、①学部・学科再編に伴い、総合福祉学部社会教育学科を廃止し、
福祉行政学科を設置。子ども科学部子ども教育学科を廃止し、教育学部教育学科初等教育専攻・教育
学科中等教育専攻を設置。さらに、総合福祉学部社会福祉学科の入学定員を300名から400名に変
更、新たに2学科の設置のため入学定員を1,100名から1,300名にするとともに、収容定員も4,400名
から5,200名に変更施行する。また、産業福祉学科を廃止する（学則第3条）。②教職員職階の学長
補佐を廃止し、副学長を置く（学則第9条）。③教授会組織及び審議事項の内容を変更する（学則第
11条及び第13条）。④長期履修学生の規定（学則第17条の2）を追加する。⑤総合基礎教育科目
を変更するとともに、地域共創科目を全学科の教育課程に置く（学則別表１及び2～10）。保育士
資格に関する科目（学則別表15、16）および教育職員免許状に関する科目（学則別表19～26）を
再編成する。⑥副専攻としてデジタルコンテンツアセッサ課程に関する科目を変更する（学則別表
46）とともに、救急救命士課程に関する科目を置き（学則別表47）、社会福祉学科にスクール
ソーシャルワーカーに関する科目を配置する（学則別表48）。それに伴い、これらの資格を各種資
格に追加する（学則第35条）。⑦教育課程の変更により、履修方法を変更する（学則第31条）。
⑧各学部学科での教員免許状授与の所要資格取得を変更する（学則第34条）。⑨学部学科改組によ
り、学士学位の名称を変更する（学則第47条）。⑩懲戒規程を変更する（学則第50条）。なお、
平成２６年度まで入学した学生は従前によるものとする。

43．募集を停止していた情報福祉学科を廃止する。また、平成２８年４月より教育学部教育学科中等教
育専攻に特別支援学校一種普通免許取得に関する教育課程を設置する。なお、この学則は、平成２
７年度入学生より適用する。

44. この学則は、平成２８年４月より、学則第３３条の単位互換派遣学生及び学則第５７条の単位互換
学生の履修に対して規定を追加する。また、総合基礎教育課程を変更する（学則別表１-①、１
-②）とともに、学科の専門教育課程を一部変更（学則別表２、３、４、５、６、７、10）し、履
修方法も変更する（学則第３１条）。それに伴い各種資格取得のための科目も変更する（学則別表
17、19、20、28、31、33、36、46）。なお、平成２７年度まで入学した学生は従前によるも
のとする。

45．この学則は、平成２９年４月より、①通信教育部社会教育学科廃止に伴い学則第３条第1項第５号
の一部変更、②総合基礎教育課程の一部を変更（学則第３０条（１）、学別表１-①、１-②）する
とともに、履修方法も変更する（学則第３１条）。また、③卒業試験の名称を変更する（学則第４
６条）。④各学科の専門教育課程を一部変更する（学則別表２、３、４、５、６、10）⑤精神保健
福祉士受験資格に関する指定専門科目（学則別表１３）、レクリエーション・インストラクター資
格に関する科目（学則別表３７）、社会貢献活動支援士課程に関する科目（学則別表４５）、デジ
タルコンテンツアセッサ課程に関する科目（学則別表４６）、スクールソーシャルワーカーに関す
る科目（学則別表４８）単位数及び履修年次の一部をそれぞれ変更する。さらに⑥総合マネジメン
ト学部・健康科学部医療経営管理学科に「健康運動実践指導者に関する科目」を配置する（学則別
表４９及び学則第３５条２９）するため、学則の一部を変更し施行する。なお、平成２８年度まで
入学した学生は従前によるものとする。

46．この学則は、平成３０年４月より、①健康科学部保健看護学科の入学定員を７０名から８０名に増
員（学則第３条）し、②助産師国家試験受験資格を取得できる教育課程へと改編する（学則第３５
条１８及び学則別表８）。また、③総合福祉学部福祉心理学科に公認心理師受験資格を取得できる
教育課程へと改編する（学則本文第３５条１４及び学則別表４並びに学則別表３３）。④総合基礎
教育課程の科目を変更（学則別表１-①、学則別表１-②、学則別表１-③）し、社会福祉学科（学則
別表２）、福祉行政学科（別表３）、産業福祉マネジメント学科（別表５）、情報福祉マネジメン
ト学科（学則別表６）、医療経営管理学科（学則別表１０）の教育課程をそれぞれ一部改正する。
⑤資格に関する科目としては、第一種衛生管理者免許に関する専門科目（学則別表１８）、高校福
祉科一種普通免許状に関する教育課程（学則別表１９）、養護教諭一種普通免許状に関する教育課
程（学則別表２０）、身体障害者福祉司任用資格に関する科目（別表３１）、公認心理師国家試験
受験資格に関する科目（学則別表３３）、レクリエーション・インストラクター資格に関する科目
（学則別表３７）、スポーツマネジメント課程に関する科目（学則別表４３）、臨床美術課程に関
する科目（学則別表４４）の科目を一部変更する。⑥キャリアと実践活動に関する科目を追加する
（学則別表５０）。さらに、特待生に関する基準を追加し（学則本文第４９条）、交換留学生の規
定（学則本文第５８条の３及び４）を追加する。なお、平成２９年度に入学した学生は従前による
ものとする。

47．平成３１年４月より、①「早期卒業」の規定を追加（学則本文第１７条の２、第４６条２）すると
ともに、「懲戒」規定の一部を変更する（学則本文第５０条）。②「指定保育士養成施設の指定及
び運営の基準について」の一部改正、「児童福祉法施行規則第６条の２第１項第３号の指定保育士
養成施設の修業科目及び単位数並びに履修方法の一部を改正する件」に基づき、学則本文第３０条
（授業科目）における「保育士資格に関する科目」（学則別表１５、１６）及び学則別表２、７、
７－①、７－②の一部を変更。③「社会福祉士学校及び介護福祉士学校の設置及び運営に係る指針
についての一部改正」に基づき、「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表１７）の一部を
変更。④教育職員免許法施行規則の一部改正に伴い、「教育職員免許状に関する科目」を一部変更
（学則別表１９～２６）。⑤総合基礎科目及び各学科の教育課程を一部変更し（学則別表１－①、
１－②、２、３、４、５、６、７―①、７－②、１０）、教育学科の履修方法を一部変更する（学
則本文３１条（２））。⑥「開放科目」を新設（学則別表４６）。⑦副専攻の変更（学則本文３１
条（３））ことに伴い、副専攻教育課程学則別表３９～４３及び「各種資格の取得」から該当事項
を削除するとともに、別表番号、項目番号を変更する。なお、平成３１年度以前に入学した学生は
従前によるものとする。

48．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐
①）。また、平成３０年５月付「文部科学省　厚生労働省令第四号理学療法士及び作業療法士法第
１４条の規定に基づき、『理学療法士作業療法士養成施設指定規則』の一部改正」が行われたこと
により、健康科学部リハビリテーション学科カリキュラム・履修方法の一部変更を行う（学則別表
９‐①、９‐②）。それに伴いリハビリテーション学科における基盤教育科目および専門教育科目
の履修方法を一部変更する（学則本文第３１条）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学

した学生は従前によるものとする。
49．この学則は、募集を停止していた子ども科学部子ども教育学科を廃止し、令和２年１月より一部を

改正し施行する。
50．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐

①、健康科学部保健看護学科は従前のため別表１-②）とともに、各学科の履修方法を変更する（学
則本文第３１条（１））。また、平成３１年４月５日付文部科学省の事務連絡に基づき、社会教育
主事の養成課程の一部変更する（学則別表３２）。これらの変更に伴い、各学科の専門教育課程
（学則別表２～１０）及び各種資格取得のための教育課程（学則別表１５～１７、１９～２５、２
８～３２、４０、４１）並びに履修方法を一部変更する（学則本文第３１条（２））。さらに、各
種資格の取得に関して、救急救命士受験資格取得対象学科から福祉行政学科を削除する（学則本文
第３５条２４）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学した学生は従前によるものとす
る。

51．この学則は、募集を停止していた総合福祉学部社会教育学科を廃止（学則本文３条）し、令和2年6
月より一部改正施行する。

52．この学則は、令和3年4月より①教育学部教育学科中等教育専攻への中学校一種免許状（英語）及び
高等学校一種免許状（英語）課程の設置（学則本文第34条、学則別表26、27）に伴い、教育課程
（学則別表7、7－①、7－②）及び履修方法（学則別表31）を一部変更する。さらに、新たな免許
課程の設置とともに社会教育主事任用資格の廃止に伴い、別表番号を変更する。②「社会福祉に関
する科目を定める省令」及び「精神障害者者の保健及び福祉に関する科目を定める省令」に基づ
き、社会福祉士及び精神保健福祉士養成に係る開講科目を変更する（学則別表11～14）。それに
従い、各学科の教育課程を見直す（学則別表2～4）とともに、「保育士資格に関する科目」（学則
別表15、16）及び「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表17）を一部変更する。③学則
本文中の齟齬を修正する（学則本文第第24条、第31条（3））。④学則本文中の各条文の見出しの
位置を変更する（全条）。⑤学科の掲載順を「学校法人栴檀学園寄附行為」と統一する（第3、
31、47条）。⑥免許状・資格・学科等の名称・字句を統一する（第30、31、34、35条）。⑦そ
の他、字句・表現の統一をはかり明確になるように修正する（第2～8、10、12、13、17、20、
31、36、40、51～54、56、58、59、61、66条）。なお、令和3年度以前に入学した学生は従
前によるものとする。

53．この学則は、令和4年4月より、①保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更に伴い、保健看護
学科のカリキュラム・履修方法の一部変更（新学則第30条・第31条）、②「民法の一部改正施
行」に基づき、入学手続等関係提出書類の変更（新学則第23条）、保証人の保証に関する事項の変
更（学則第24条）、③第一種衛生管理者資格の廃止（新学則第30条第3項第10号）、廃止により
旧学則第30条第3項第11号から旧第30条第3項第29号を、新第30条第3項第10号から新第30条3
項第28号に変更、さらに旧学則別表19から旧学則別表47を新学則別表18から新学則別表46に変
更、④教育課程の充実を図るため、開設科目の名称変更追加、削除の変更（新学則別表2・別表3・
別表5・別表6・別表7・別表7－①・7-②・別表15・別表16・別表30・別表40・別表41）、⑤各
種資格の取得で第一種衛生管理者資格取得に関する事項を廃止する。廃止に伴い旧学則第35条第9
項から旧第35条25項を、新学則第35条第8項から新学則第35条24に変更する。⑥レクリエーショ
ンインストラクター資格取得に関する認定専門科目（新学則別表37）において、新たに「看護学臨
床実習」・「介護実習Ⅰ」の２科目を追加開講するとともに、7科目を削除し、開講科目を変更、⑦
スクールソーシャルワーク教育課程に関する科目（新学則別表43）においては、スクールソーシャ
ルワーカー資格取得に関する法改正の一部施行に基づき、開講科目を一部変更（令和3年度入学生よ
り適用）、⑧委託生・研究生・聴講生・科目等履修生の入学選考を明確にするため一部条文の変更
（新学則第53条・54条・55条・56条）、⑨附則に第53項を新設するため学則の一部を変更し、
改正施行する。なお、令和３年度以前で入学した学生は従前によるものとする。 

１．この学則は昭和３７年４月１日より施行する。
２．この学則は昭和４０年４月１日より施行する。
３．この学則は昭和４５年４月１日より施行する。
４．この学則は昭和４６年４月１日より施行する。
５．この学則は昭和４７年４月１日より施行する。
６．この学則は昭和４８年４月１日より施行する。
７．この学則は昭和４９年４月１日より施行する。
８．この学則は昭和５０年４月１日より施行する。
９．この学則は昭和５１年４月１日より施行する。
10．この学則は昭和５２年４月１日より施行する。
11．この学則は昭和５３年１０月１日より施行する。
12．この学則は昭和５４年４月１日より施行する。
13．この学則は昭和５５年４月１日より施行する。
14．この学則は昭和５６年４月１日より施行する。
15．この学則は昭和５７年４月１日より施行する。
16．この学則は昭和５８年４月１日より施行する。
17．この学則は昭和５９年４月１日より施行する。
18．この学則は昭和６３年４月１日より施行する。
19．この学則は平成元年４月１日より施行する。
20．この学則は平成２年４月１日より施行する。
21．この学則は平成３年４月１日より施行する。
22．この学則は平成４年４月１日より施行する。
23．この学則は平成６年４月１日より施行する。
24．この学則は平成７年４月１日より施行する。
25．この学則は平成９年４月１日より施行する。
26．この学則は平成１０年４月１日より施行する。
27．この学則は平成１２年４月１日より、①社会福祉学部の名称を総合福祉学部に変更するため、②社

会福祉学科および福祉心理学科の収容定員を変更するため、③情報福祉学科の設置にともない、施
行する。なお、平成１１年度までに入学した学生は従前によるものとする。

28．この学則は平成１３年４月１日より、①社会福祉学科に教育職員免許状「福祉」、情報福祉学科に
教育職員免許状「情報」を設置にともない、②学都仙台単位互換ネットワークを設置にともない、
施行する。なお、平成１２年度までに入学した学生も平成１３年４月開設の「福祉」・「情報」の
教育職員免許状の科目履修を認める。

29．この学則は平成１４年４月１日より、①学則第３条総合福祉学部に通信教育部社会福祉学科、社会
教育学科、福祉心理学科を設置、②学則第２６条（編入学・転入学）に（５）を設けて、専修学校
の専門課程からの編入学を可能にした。③社会福祉学科の保育士課程が「児童福祉法施行規則第３
９条の２第１項第３号の指定保育士養成施設の修業教科目及び単位数並びに履修方法」（平成１３
年厚生労働省告示第１９８号）により平成１４年４月から適用されることにより、第３０条(授業科
目)２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）を改正して平成１４年度入学者から適用して施
行する。④第３０条（授業科目）２、（９）㈶日本障がい者スポーツ協会公認障がい者スポーツ指

導者資格（イ）初級障がい者スポーツ指導員資格に関する科目（別表３９）を改正する。ただし、
平成１３年度までの入学者については、従前の例によることとする。

30．この学則は平成１５年４月１日より、①総合福祉学部社会福祉学科に介護福祉士課程を設置するに
ともない、②学則第３０条（授業科目）－２、（２）外国語科目（別表２）に「ハングル講座Ⅰ
（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設する
にともない、③学則第３０条（授業科目）－２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）に
「ハングル講座Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）
～Ⅵ」を新設するにともない、④学則第３０条（授業科目）－２、（１２）（イ）教職に関する科
目の教育職員免許法施行規則第６６条の５に定める科目（別表２１）に「ハングル講座Ⅰ（コミュ
ニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設するにともな
い、⑤第３０条（授業科目）の２（２０）訪問介護員養成２級課程修了に関する指定専門科目（別
表４１）を新設するにともない、改正施行する。ただし、平成１４年度までの入学者については、
従前の例によることとする。

31．この学則は平成１６年４月１日より、①第２０条（入学資格）の変更にともない、②第３０条（授
業科目）（２２）レクリエーション・インストラクター資格取得に関する科目の設置、③（２３）
臨床美術士資格取得に関する科目の設置、④（２４）感性デザイン課程に関する科目の設置および
第５６条の２に特別科目等履修生制度を設置することにより改正し、全学年に施行する。

32．この学則は平成１７年４月１日より、①福祉心理学科に教育職員免許状「養護教諭１種普通免許
状」を設置することにより、②第３０条（授業科目）の２、（１２）（リ）養護教諭１種普通免許
状の養護に関する科目の設置、③第３４条（教員免許状授与の所要資格取得）の２を変更し、施行
する。なお、平成１６年度までに入学した学生も、平成１７年度４月開設の「養護教諭１種普通免
許状」の教育職員免許状の科目履修を認める。

　　 さらに、④第３０条（授業科目）の２、（３３）臨床美術士資格取得に関する科目（別表４３）の
削除、⑤第３０条（授業科目）の２、（２５）福祉観光課程に関する科目の設置、⑥第３０条（授
業科目）の２、（２６）スポーツマネジメント課程に関する科目の設置、⑦第３０条（授業科目）
の２、（２７）臨床美術課程に関する科目の設置、⑧第３０条（授業科目）の２、（２８）異文化
コミュニケーション課程に関する科目の設置、⑨福祉観光課程・スポーツマネジメント課程・臨床
美術課程・異文化コミュニケーション課程の設置に伴い第３５条（各種資格の取得）に（２２）～
（２５）を追加変更し、施行する。なお、④～⑨については、平成１７年度入学生から適用し、平
成１６年度までに入学した学生は従前によるものとする。

33．この学則は平成１８年４月１日より、新学部創設にともない、①第１条（目的、使命）を修正し、
②学内組織の見直し（第５条、第９条、第１０条、第１３条）等をはかった。さらに、③第３条
（学部）子ども科学部子ども教育学科、健康科学部保健看護学科の設置、④第３０条（授業科目）
の２、（１）基礎教養（別表１）、及び（２）外国語科目（別表２）の科目と履修方法の変更、⑤
第３０条の２、（４）―② 子ども科学部の専門教育科目（別表１７）の設置、⑥第３０条（授業科
目）の２、（４）―③健康科学部の専門教育科目（別表１８）の設置、⑦第３０条（授業科目）の
２、（９）―②子ども科学部子ども教育学科に保育士資格に関する科目を設置、⑧第３０条（授業
科目）の２、（１２）―①子ども科学部に教職に関する科目（別表３７－①）（別表３７－②）の
設置、⑨第３０条（授業科目）の２、幼稚園教諭1種普通免許状に関する科目・教科又は教職に関す
る科目（別表３８－①、２種は別表３８－②）及び小学校教諭1種普通免許状に関する科目・教科又
は教職に関する科目（別表３９―①、２種は別表３９－②）を設置する。⑩第３１条（履修方
法）、（４）―②子ども科学部子ども教育学科及び（４）―③健康科学部保健看護学科の履修方法
を規定する。⑪第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）の２、子ども科学部に教育職員免許
状「幼稚園教諭１種普通免許状」、「幼稚園教諭２種普通免許状」、「小学校教諭１種免許状」、
「小学校教諭２種免許状」の設置、⑫第３５条（各種資格の取得）の５、保育士資格に子ども科学
部子ども教育学科を追加し、保育士資格の取得を可能とする。⑬さらに、第３５条（各種資格の取
得）の２０、健康科学部保健看護学科において、看護師及び保健師の国家試験受験資格の取得を可
能とする。⑭そのための授業科目を第３０条（授業科目）２、に設置する。⑮第４７条、学士学位
の授与に子ども科学部子ども教育学科に「学士」（教育学）、健康科学部保健看護学科に「学士」
（看護学）を追加する。⑭第６０条（学費）、子ども科学部と健康科学部の入学検定料・入学金・
授業料・施設設備資金・厚生費・後援会等を新たに設定する。ただし、平成１７年度までに入学し
た学生は従前によるものとする。

34．この学則は平成１９年４月１日より、大学の教員組織の変更にともない、①第９条（教職員）にお
いて従来の「助教授」を「准教授」に名称を変更し、「助教」を新設して施行する。また、特殊教
育教員免許課程が、特別支援学校教員免許課程に移行するにともない、②第34条（教員免許状授与
の所要資格の取得）の２及び６において、社会福祉学科に設置されている「養護学校教諭１種普通

免許状の教科に関する科目」を「特別支援学校教諭１種免許状の教科に関する科目」へ再編成して
施行する（別表２８）。③従来の「基礎教養科目」「外国語科目」「健康とスポーツ科目」を再編
し、「総合基礎科目」（別表１－①）を導入するとともに、各学科の科目を再編・再構成する（第
３１条、第３２条）。ただし、健康科学部は従前の通りとする。④総合福祉学部情報福祉学科に２
コース（情報応用コース、総合情報コース）を設置する（第３０条（授業科目）２の（２）５）の
（イ）、（ロ））。⑤総合福祉学部の副専攻に「減災・予防福祉課程」を追加する。

35．この学則は、平成２０年４月１日より、①総合福祉学部産業福祉学科及び情報福祉学科を、総合マ
ネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福祉マネジメント学科に独立・改組し、②健康
科学部に新たにリハビリテーション学科（作業療法学専攻、理学療法学専攻）と医療経営管理学科
を設置するとともに、③それにともなう収容定員の見直しを行い施行する（第３条）。なお、④第
３０条（授業科目）２の（１）、総合基礎科目（別表１）を全学部共通科目として配置するととも
に、（２）専門教育科目に新学部新学科の授業科目と第３１条（履修方法）に履修方法をそれぞれ
追加する。さらに、健康科学部保健看護学科の関連科目に授業科目を追加する（別表８）。また、
⑤第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）について、従来の「産業福祉学科」に設置されて
いた中学校教諭一種普通免許状（社会）、高等学校教諭一種普通免許状（公民）及び「情報福祉学
科」に設置されていた高等学校教諭一種普通免許状（情報）の教員免許状を取り下げる。⑥産業福
祉学科食品衛生コースに設置されていた食品衛生監視員及び食品衛生管理者の任用資格を取り下げ
る。⑦附属研究所・センター等に「キャリア推進センター」「次世代育成センター」「ＰＣサポー
トセンター」を増設する（第５条）。⑧大学設置基準等の一部を改正する省令に伴い学部学科の教
育研究上の目的を明確にした（第３条の４）。

36．この学則は平成２１年４月より、保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更にともない、①保
健看護学科のカリキュラム・履修方法の一部変更および卒業単位の変更（いずれも学則第３１条、
学則別表８）を行い施行する。また、「社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律（平
成19年法律第125号）」により、①資格取得のための履修科目を見直し、社会福祉士、精神保健福
祉士及び介護福祉士養成の新しい教育課程を編成する（別表11）（別表12）（別表13）（別表
14）（別表17）。②それらにともなって、社会福祉学科の教育課程も再編成する（別表2）。③社
会福祉士及び介護福祉士、精神保健福祉士養成課程において定員を設ける（第３５条）。さらに、
「福祉科一種普通免許状」の「教科又は教職に関する科目」の内容を変更する。なお、本学に付属
病院としてせんだんホスピタルを置く（学則第７条、第９条）。学則本文（学則第６０条）中の学
費明細表を、別添２として本中から分離する。

37．この学則は、平成２２年４月より①組織改組し、「社会貢献センター」を置く（第５条）。②教育
職員免許法の一部改正にともない、教職に関する科目である「総合演習」を「教職実践演習」に変
更（別表１９）（別表２６―①）（別表２６―②）して施行する。また、③「異文化コミュニケー
ション課程」、「減災・予防福祉課程」の廃止と「社会貢献支援士課程」の設置にともない、第30
条（授業科目）２（28）、第３１条（履修方法）（３）、第３５条（各種資格の取得）２６を追加
変更する。さらに、④「総合基礎科目」を再編（別表１）するとともに、総合福祉学部の各学科と
子ども科学部子ども教育学科の教育課程を見直し（別表２）（別表３）（別表４）（別表７）、総
合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科に専門科目を追加（別表５）する。⑤保育士資格に
関する科目（別表１５）（別表１６）を再編し、特別支援学校教諭一種免許状の教科に関する科目
（別表２１）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状の教職に関する科目（別表２６－
①）（別表２６－②）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状に関する科目（別表２７
－①）（別表２７－②）（別表２８－①）（別表２８－②）をそれぞれ見直し施行する。

38．この学則は、平成２３年４月より①専門基幹科目にリエゾン群（Ｌ群）を新設する（健康科学部を
除く）ことにともない、「総合基礎科目」（別表１-①、別表２-②）及び各学科の教育課程（別表
２、別表３、別表４、別表５、別表６、別表７）を変更し施行する。また、②「指定保育士養成施
設の指定及び運営の基準について」の一部改正により、「保育士資格に関する科目」（別表15及び
別表16）を変更する。それにともない、③教員免許状取得のための科目を一部変更する（別表
26-①、別表26-②、別表27-①、別表27-②、別表28-①、別表28-②）。④総合福祉学部社会福
祉学科社会福祉コース（保育士課程履修）の学生の幼稚園教諭一種普通免許状の取得を可能とする
（第34条9）。⑤教育職員免許法施行規則の一部改正にともない、「福祉」の教科に関する科目・
単位数及び履修方法（別表20）を変更して施行する。⑥総合福祉学部社会福祉学科と福祉心理学科
において、福祉用具専門相談員の資格取得を可能とし、第３５条（各種資格の取得）に（２０）と
して追加する（別表41）。さらに、⑦休学の場合（第６５条）の学費を変更して施行する。 

39．この学則は、平成２４年４月より、①総合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福
祉マネジメント学科のカリキュラムの一部を変更する（学則別表５、６）。②全学部学科へのリエ
ゾン系科目の導入に伴い、健康科学部における総合基礎科目及び履修方法を変更する（別表１）と

ともに、健康科学部保健看護学科、リハビリテーション学科、医療経営管理学科のカリキュラム・
履修方法の一部を変更する（別表８、９-①、９-②、学則第３１条）。③また、保健看護学科にお
いて、保健師受験資格を選択制とし（学則第３５条の１８）、卒業単位を変更する（学則第３１
条）。④精神保健福祉士法施行規則等の改正により、精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科
目及び精神保健福祉士受験資格に関する基礎科目を見直し（別表１３、１４）、社会福祉士受験資
格に関する指定専門科目の一部を見直す（別表１１）とともに、社会福祉学科並びに福祉心理学科
のカリキュラムを一部変更する（別表２、４）。⑤さらに第一種衛生管理者免許に関する科目（別
表１８）の一部を変更し、図書館司書養成科目及び学芸員養成科目の改正により、図書館司書資格
に関する専門科目（別表３０）及び博物館学芸員資格に関する専門科目（別表３１）を見直すとと
もに、社会福祉学科、社会教育学科、福祉心理学科のカリキュラムを一部変更する（別表２、３、
４）。⑥介護福祉士の資格取得の変更により、「資格」から「受験資格」と変更（学則第３５条
６）及び科目を追加し（別表１７）、⑦学生表彰の対象に学生団体を追加する（学則第４８条）変
更、⑦学則第３１条に（４）を追加し、施行する。

40．この学則は、平成２５年４月より、①入学前の既修得単位等の認定において、「他の大学又は短期
大学における授業科目の履修等」及び「大学以外の教育施設等における学修」を明文化（学則第３
２条）、②防災・減災に関連する科目を移動・配置（学則別表１－１、２、３、４、５、６、
７）、③精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科目の履修年次及び単位数の一部変更（別表
２、４、１４）、④総合福祉学部社会福祉学科及び子ども科学部子ども教育学科の専門教育科目
（専門基幹科目Ｌ群）（別表２、７）並びに保育士資格に関する科目（別表１５、１６）の一部変
更、⑤教育実習の単位変更（別表２、３、１９）⑥訪問介護員２級に関する科目の廃止及び介護職
員初任者研修に関する科目の設置（別表３９）、それに伴う福祉科の教科又は教職に関する科目の
一部変更（別表２０）、⑦社会貢献活動支援士に関する科目の一部変更（別表４８）をし、施行す
る。

41．この学則は、平成２６年４月より、①第1条の目的、使命を一部変更（学則第1条）し、総合基礎
科目を全学共通（学則別表１）とするとともに、全学科に地域共創関連科目を専門基幹科目に配置
する（学則別表２～８、９－①、９－②、１０）。同時に、健康科学部保健看護学科、リハビリ
テーション学科及び医療経営管理学科に防災・減災関連科目を配置する（学則別表８、９-①、９
-②、１０）。履修方法に地域貢献関連資格科目を位置づける（学則第３１条（５））。また、保育
士資格に関する科目の一部を追加し（学則別表１５及び１６）、さらに特別支援学校教諭一種免許
状の教科に関する科目の一部変更（別表２１）、及び副専攻に「デジタルコンテンツアセッサ課
程」を設置し（学則第３１条（３））、授業科目（学則別表４９）及び各種資格の取得（学則第３
５条２６）にそれぞれ追加変更する。さらに学内単位互換の規程を追加して実施する（学則第３７
条第４項）。②第５条（付属研究所・センター等）の地域連携を充実させるため社会貢献センター
を社会貢献・地域連携センターに改組するとともに、経営情報・教育情報の調査分析等を行うIRセ
ンターを新たに設置する。③GPA制度を導入するにあたり、第３８条（成績）を４種の評語（優・
良・可・不可）から５種の評語（秀・優・良・可・不可）に変更し施行する。④第４６条（卒業）
の条件を授業科目及び単位数取得から、授業科目及び単位数、GPA制度も導入して認定するに変更
し施行する。⑤第４１条では、休学期間完了後の学費について、事項を追加するとともに、第４５
条（除籍）においては、除籍の条件を追加し、一部を削除する。⑥第６５条（休学の場合の学費）
学期途中での学費に関する事項を追加し、変更施行する。なお、平成２５年度まで入学した学生は
従前によるものとする。

42.  この学則は、平成２７年４月より、①学部・学科再編に伴い、総合福祉学部社会教育学科を廃止し、
福祉行政学科を設置。子ども科学部子ども教育学科を廃止し、教育学部教育学科初等教育専攻・教育
学科中等教育専攻を設置。さらに、総合福祉学部社会福祉学科の入学定員を300名から400名に変
更、新たに2学科の設置のため入学定員を1,100名から1,300名にするとともに、収容定員も4,400名
から5,200名に変更施行する。また、産業福祉学科を廃止する（学則第3条）。②教職員職階の学長
補佐を廃止し、副学長を置く（学則第9条）。③教授会組織及び審議事項の内容を変更する（学則第
11条及び第13条）。④長期履修学生の規定（学則第17条の2）を追加する。⑤総合基礎教育科目
を変更するとともに、地域共創科目を全学科の教育課程に置く（学則別表１及び2～10）。保育士
資格に関する科目（学則別表15、16）および教育職員免許状に関する科目（学則別表19～26）を
再編成する。⑥副専攻としてデジタルコンテンツアセッサ課程に関する科目を変更する（学則別表
46）とともに、救急救命士課程に関する科目を置き（学則別表47）、社会福祉学科にスクール
ソーシャルワーカーに関する科目を配置する（学則別表48）。それに伴い、これらの資格を各種資
格に追加する（学則第35条）。⑦教育課程の変更により、履修方法を変更する（学則第31条）。
⑧各学部学科での教員免許状授与の所要資格取得を変更する（学則第34条）。⑨学部学科改組によ
り、学士学位の名称を変更する（学則第47条）。⑩懲戒規程を変更する（学則第50条）。なお、
平成２６年度まで入学した学生は従前によるものとする。

43．募集を停止していた情報福祉学科を廃止する。また、平成２８年４月より教育学部教育学科中等教
育専攻に特別支援学校一種普通免許取得に関する教育課程を設置する。なお、この学則は、平成２
７年度入学生より適用する。

44. この学則は、平成２８年４月より、学則第３３条の単位互換派遣学生及び学則第５７条の単位互換
学生の履修に対して規定を追加する。また、総合基礎教育課程を変更する（学則別表１-①、１
-②）とともに、学科の専門教育課程を一部変更（学則別表２、３、４、５、６、７、10）し、履
修方法も変更する（学則第３１条）。それに伴い各種資格取得のための科目も変更する（学則別表
17、19、20、28、31、33、36、46）。なお、平成２７年度まで入学した学生は従前によるも
のとする。

45．この学則は、平成２９年４月より、①通信教育部社会教育学科廃止に伴い学則第３条第1項第５号
の一部変更、②総合基礎教育課程の一部を変更（学則第３０条（１）、学別表１-①、１-②）する
とともに、履修方法も変更する（学則第３１条）。また、③卒業試験の名称を変更する（学則第４
６条）。④各学科の専門教育課程を一部変更する（学則別表２、３、４、５、６、10）⑤精神保健
福祉士受験資格に関する指定専門科目（学則別表１３）、レクリエーション・インストラクター資
格に関する科目（学則別表３７）、社会貢献活動支援士課程に関する科目（学則別表４５）、デジ
タルコンテンツアセッサ課程に関する科目（学則別表４６）、スクールソーシャルワーカーに関す
る科目（学則別表４８）単位数及び履修年次の一部をそれぞれ変更する。さらに⑥総合マネジメン
ト学部・健康科学部医療経営管理学科に「健康運動実践指導者に関する科目」を配置する（学則別
表４９及び学則第３５条２９）するため、学則の一部を変更し施行する。なお、平成２８年度まで
入学した学生は従前によるものとする。

46．この学則は、平成３０年４月より、①健康科学部保健看護学科の入学定員を７０名から８０名に増
員（学則第３条）し、②助産師国家試験受験資格を取得できる教育課程へと改編する（学則第３５
条１８及び学則別表８）。また、③総合福祉学部福祉心理学科に公認心理師受験資格を取得できる
教育課程へと改編する（学則本文第３５条１４及び学則別表４並びに学則別表３３）。④総合基礎
教育課程の科目を変更（学則別表１-①、学則別表１-②、学則別表１-③）し、社会福祉学科（学則
別表２）、福祉行政学科（別表３）、産業福祉マネジメント学科（別表５）、情報福祉マネジメン
ト学科（学則別表６）、医療経営管理学科（学則別表１０）の教育課程をそれぞれ一部改正する。
⑤資格に関する科目としては、第一種衛生管理者免許に関する専門科目（学則別表１８）、高校福
祉科一種普通免許状に関する教育課程（学則別表１９）、養護教諭一種普通免許状に関する教育課
程（学則別表２０）、身体障害者福祉司任用資格に関する科目（別表３１）、公認心理師国家試験
受験資格に関する科目（学則別表３３）、レクリエーション・インストラクター資格に関する科目
（学則別表３７）、スポーツマネジメント課程に関する科目（学則別表４３）、臨床美術課程に関
する科目（学則別表４４）の科目を一部変更する。⑥キャリアと実践活動に関する科目を追加する
（学則別表５０）。さらに、特待生に関する基準を追加し（学則本文第４９条）、交換留学生の規
定（学則本文第５８条の３及び４）を追加する。なお、平成２９年度に入学した学生は従前による
ものとする。

47．平成３１年４月より、①「早期卒業」の規定を追加（学則本文第１７条の２、第４６条２）すると
ともに、「懲戒」規定の一部を変更する（学則本文第５０条）。②「指定保育士養成施設の指定及
び運営の基準について」の一部改正、「児童福祉法施行規則第６条の２第１項第３号の指定保育士
養成施設の修業科目及び単位数並びに履修方法の一部を改正する件」に基づき、学則本文第３０条
（授業科目）における「保育士資格に関する科目」（学則別表１５、１６）及び学則別表２、７、
７－①、７－②の一部を変更。③「社会福祉士学校及び介護福祉士学校の設置及び運営に係る指針
についての一部改正」に基づき、「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表１７）の一部を
変更。④教育職員免許法施行規則の一部改正に伴い、「教育職員免許状に関する科目」を一部変更
（学則別表１９～２６）。⑤総合基礎科目及び各学科の教育課程を一部変更し（学則別表１－①、
１－②、２、３、４、５、６、７―①、７－②、１０）、教育学科の履修方法を一部変更する（学
則本文３１条（２））。⑥「開放科目」を新設（学則別表４６）。⑦副専攻の変更（学則本文３１
条（３））ことに伴い、副専攻教育課程学則別表３９～４３及び「各種資格の取得」から該当事項
を削除するとともに、別表番号、項目番号を変更する。なお、平成３１年度以前に入学した学生は
従前によるものとする。

48．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐
①）。また、平成３０年５月付「文部科学省　厚生労働省令第四号理学療法士及び作業療法士法第
１４条の規定に基づき、『理学療法士作業療法士養成施設指定規則』の一部改正」が行われたこと
により、健康科学部リハビリテーション学科カリキュラム・履修方法の一部変更を行う（学則別表
９‐①、９‐②）。それに伴いリハビリテーション学科における基盤教育科目および専門教育科目
の履修方法を一部変更する（学則本文第３１条）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学

した学生は従前によるものとする。
49．この学則は、募集を停止していた子ども科学部子ども教育学科を廃止し、令和２年１月より一部を

改正し施行する。
50．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐

①、健康科学部保健看護学科は従前のため別表１-②）とともに、各学科の履修方法を変更する（学
則本文第３１条（１））。また、平成３１年４月５日付文部科学省の事務連絡に基づき、社会教育
主事の養成課程の一部変更する（学則別表３２）。これらの変更に伴い、各学科の専門教育課程
（学則別表２～１０）及び各種資格取得のための教育課程（学則別表１５～１７、１９～２５、２
８～３２、４０、４１）並びに履修方法を一部変更する（学則本文第３１条（２））。さらに、各
種資格の取得に関して、救急救命士受験資格取得対象学科から福祉行政学科を削除する（学則本文
第３５条２４）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学した学生は従前によるものとす
る。

51．この学則は、募集を停止していた総合福祉学部社会教育学科を廃止（学則本文３条）し、令和2年6
月より一部改正施行する。

52．この学則は、令和3年4月より①教育学部教育学科中等教育専攻への中学校一種免許状（英語）及び
高等学校一種免許状（英語）課程の設置（学則本文第34条、学則別表26、27）に伴い、教育課程
（学則別表7、7－①、7－②）及び履修方法（学則別表31）を一部変更する。さらに、新たな免許
課程の設置とともに社会教育主事任用資格の廃止に伴い、別表番号を変更する。②「社会福祉に関
する科目を定める省令」及び「精神障害者者の保健及び福祉に関する科目を定める省令」に基づ
き、社会福祉士及び精神保健福祉士養成に係る開講科目を変更する（学則別表11～14）。それに
従い、各学科の教育課程を見直す（学則別表2～4）とともに、「保育士資格に関する科目」（学則
別表15、16）及び「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表17）を一部変更する。③学則
本文中の齟齬を修正する（学則本文第第24条、第31条（3））。④学則本文中の各条文の見出しの
位置を変更する（全条）。⑤学科の掲載順を「学校法人栴檀学園寄附行為」と統一する（第3、
31、47条）。⑥免許状・資格・学科等の名称・字句を統一する（第30、31、34、35条）。⑦そ
の他、字句・表現の統一をはかり明確になるように修正する（第2～8、10、12、13、17、20、
31、36、40、51～54、56、58、59、61、66条）。なお、令和3年度以前に入学した学生は従
前によるものとする。

53．この学則は、令和4年4月より、①保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更に伴い、保健看護
学科のカリキュラム・履修方法の一部変更（新学則第30条・第31条）、②「民法の一部改正施
行」に基づき、入学手続等関係提出書類の変更（新学則第23条）、保証人の保証に関する事項の変
更（学則第24条）、③第一種衛生管理者資格の廃止（新学則第30条第3項第10号）、廃止により
旧学則第30条第3項第11号から旧第30条第3項第29号を、新第30条第3項第10号から新第30条3
項第28号に変更、さらに旧学則別表19から旧学則別表47を新学則別表18から新学則別表46に変
更、④教育課程の充実を図るため、開設科目の名称変更追加、削除の変更（新学則別表2・別表3・
別表5・別表6・別表7・別表7－①・7-②・別表15・別表16・別表30・別表40・別表41）、⑤各
種資格の取得で第一種衛生管理者資格取得に関する事項を廃止する。廃止に伴い旧学則第35条第9
項から旧第35条25項を、新学則第35条第8項から新学則第35条24に変更する。⑥レクリエーショ
ンインストラクター資格取得に関する認定専門科目（新学則別表37）において、新たに「看護学臨
床実習」・「介護実習Ⅰ」の２科目を追加開講するとともに、7科目を削除し、開講科目を変更、⑦
スクールソーシャルワーク教育課程に関する科目（新学則別表43）においては、スクールソーシャ
ルワーカー資格取得に関する法改正の一部施行に基づき、開講科目を一部変更（令和3年度入学生よ
り適用）、⑧委託生・研究生・聴講生・科目等履修生の入学選考を明確にするため一部条文の変更
（新学則第53条・54条・55条・56条）、⑨附則に第53項を新設するため学則の一部を変更し、
改正施行する。なお、令和３年度以前で入学した学生は従前によるものとする。 
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１．この学則は昭和３７年４月１日より施行する。
２．この学則は昭和４０年４月１日より施行する。
３．この学則は昭和４５年４月１日より施行する。
４．この学則は昭和４６年４月１日より施行する。
５．この学則は昭和４７年４月１日より施行する。
６．この学則は昭和４８年４月１日より施行する。
７．この学則は昭和４９年４月１日より施行する。
８．この学則は昭和５０年４月１日より施行する。
９．この学則は昭和５１年４月１日より施行する。
10．この学則は昭和５２年４月１日より施行する。
11．この学則は昭和５３年１０月１日より施行する。
12．この学則は昭和５４年４月１日より施行する。
13．この学則は昭和５５年４月１日より施行する。
14．この学則は昭和５６年４月１日より施行する。
15．この学則は昭和５７年４月１日より施行する。
16．この学則は昭和５８年４月１日より施行する。
17．この学則は昭和５９年４月１日より施行する。
18．この学則は昭和６３年４月１日より施行する。
19．この学則は平成元年４月１日より施行する。
20．この学則は平成２年４月１日より施行する。
21．この学則は平成３年４月１日より施行する。
22．この学則は平成４年４月１日より施行する。
23．この学則は平成６年４月１日より施行する。
24．この学則は平成７年４月１日より施行する。
25．この学則は平成９年４月１日より施行する。
26．この学則は平成１０年４月１日より施行する。
27．この学則は平成１２年４月１日より、①社会福祉学部の名称を総合福祉学部に変更するため、②社

会福祉学科および福祉心理学科の収容定員を変更するため、③情報福祉学科の設置にともない、施
行する。なお、平成１１年度までに入学した学生は従前によるものとする。

28．この学則は平成１３年４月１日より、①社会福祉学科に教育職員免許状「福祉」、情報福祉学科に
教育職員免許状「情報」を設置にともない、②学都仙台単位互換ネットワークを設置にともない、
施行する。なお、平成１２年度までに入学した学生も平成１３年４月開設の「福祉」・「情報」の
教育職員免許状の科目履修を認める。

29．この学則は平成１４年４月１日より、①学則第３条総合福祉学部に通信教育部社会福祉学科、社会
教育学科、福祉心理学科を設置、②学則第２６条（編入学・転入学）に（５）を設けて、専修学校
の専門課程からの編入学を可能にした。③社会福祉学科の保育士課程が「児童福祉法施行規則第３
９条の２第１項第３号の指定保育士養成施設の修業教科目及び単位数並びに履修方法」（平成１３
年厚生労働省告示第１９８号）により平成１４年４月から適用されることにより、第３０条(授業科
目)２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）を改正して平成１４年度入学者から適用して施
行する。④第３０条（授業科目）２、（９）㈶日本障がい者スポーツ協会公認障がい者スポーツ指

導者資格（イ）初級障がい者スポーツ指導員資格に関する科目（別表３９）を改正する。ただし、
平成１３年度までの入学者については、従前の例によることとする。

30．この学則は平成１５年４月１日より、①総合福祉学部社会福祉学科に介護福祉士課程を設置するに
ともない、②学則第３０条（授業科目）－２、（２）外国語科目（別表２）に「ハングル講座Ⅰ
（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設する
にともない、③学則第３０条（授業科目）－２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）に
「ハングル講座Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）
～Ⅵ」を新設するにともない、④学則第３０条（授業科目）－２、（１２）（イ）教職に関する科
目の教育職員免許法施行規則第６６条の５に定める科目（別表２１）に「ハングル講座Ⅰ（コミュ
ニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設するにともな
い、⑤第３０条（授業科目）の２（２０）訪問介護員養成２級課程修了に関する指定専門科目（別
表４１）を新設するにともない、改正施行する。ただし、平成１４年度までの入学者については、
従前の例によることとする。

31．この学則は平成１６年４月１日より、①第２０条（入学資格）の変更にともない、②第３０条（授
業科目）（２２）レクリエーション・インストラクター資格取得に関する科目の設置、③（２３）
臨床美術士資格取得に関する科目の設置、④（２４）感性デザイン課程に関する科目の設置および
第５６条の２に特別科目等履修生制度を設置することにより改正し、全学年に施行する。

32．この学則は平成１７年４月１日より、①福祉心理学科に教育職員免許状「養護教諭１種普通免許
状」を設置することにより、②第３０条（授業科目）の２、（１２）（リ）養護教諭１種普通免許
状の養護に関する科目の設置、③第３４条（教員免許状授与の所要資格取得）の２を変更し、施行
する。なお、平成１６年度までに入学した学生も、平成１７年度４月開設の「養護教諭１種普通免
許状」の教育職員免許状の科目履修を認める。

　　 さらに、④第３０条（授業科目）の２、（３３）臨床美術士資格取得に関する科目（別表４３）の
削除、⑤第３０条（授業科目）の２、（２５）福祉観光課程に関する科目の設置、⑥第３０条（授
業科目）の２、（２６）スポーツマネジメント課程に関する科目の設置、⑦第３０条（授業科目）
の２、（２７）臨床美術課程に関する科目の設置、⑧第３０条（授業科目）の２、（２８）異文化
コミュニケーション課程に関する科目の設置、⑨福祉観光課程・スポーツマネジメント課程・臨床
美術課程・異文化コミュニケーション課程の設置に伴い第３５条（各種資格の取得）に（２２）～
（２５）を追加変更し、施行する。なお、④～⑨については、平成１７年度入学生から適用し、平
成１６年度までに入学した学生は従前によるものとする。

33．この学則は平成１８年４月１日より、新学部創設にともない、①第１条（目的、使命）を修正し、
②学内組織の見直し（第５条、第９条、第１０条、第１３条）等をはかった。さらに、③第３条
（学部）子ども科学部子ども教育学科、健康科学部保健看護学科の設置、④第３０条（授業科目）
の２、（１）基礎教養（別表１）、及び（２）外国語科目（別表２）の科目と履修方法の変更、⑤
第３０条の２、（４）―② 子ども科学部の専門教育科目（別表１７）の設置、⑥第３０条（授業科
目）の２、（４）―③健康科学部の専門教育科目（別表１８）の設置、⑦第３０条（授業科目）の
２、（９）―②子ども科学部子ども教育学科に保育士資格に関する科目を設置、⑧第３０条（授業
科目）の２、（１２）―①子ども科学部に教職に関する科目（別表３７－①）（別表３７－②）の
設置、⑨第３０条（授業科目）の２、幼稚園教諭1種普通免許状に関する科目・教科又は教職に関す
る科目（別表３８－①、２種は別表３８－②）及び小学校教諭1種普通免許状に関する科目・教科又
は教職に関する科目（別表３９―①、２種は別表３９－②）を設置する。⑩第３１条（履修方
法）、（４）―②子ども科学部子ども教育学科及び（４）―③健康科学部保健看護学科の履修方法
を規定する。⑪第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）の２、子ども科学部に教育職員免許
状「幼稚園教諭１種普通免許状」、「幼稚園教諭２種普通免許状」、「小学校教諭１種免許状」、
「小学校教諭２種免許状」の設置、⑫第３５条（各種資格の取得）の５、保育士資格に子ども科学
部子ども教育学科を追加し、保育士資格の取得を可能とする。⑬さらに、第３５条（各種資格の取
得）の２０、健康科学部保健看護学科において、看護師及び保健師の国家試験受験資格の取得を可
能とする。⑭そのための授業科目を第３０条（授業科目）２、に設置する。⑮第４７条、学士学位
の授与に子ども科学部子ども教育学科に「学士」（教育学）、健康科学部保健看護学科に「学士」
（看護学）を追加する。⑭第６０条（学費）、子ども科学部と健康科学部の入学検定料・入学金・
授業料・施設設備資金・厚生費・後援会等を新たに設定する。ただし、平成１７年度までに入学し
た学生は従前によるものとする。

34．この学則は平成１９年４月１日より、大学の教員組織の変更にともない、①第９条（教職員）にお
いて従来の「助教授」を「准教授」に名称を変更し、「助教」を新設して施行する。また、特殊教
育教員免許課程が、特別支援学校教員免許課程に移行するにともない、②第34条（教員免許状授与
の所要資格の取得）の２及び６において、社会福祉学科に設置されている「養護学校教諭１種普通

免許状の教科に関する科目」を「特別支援学校教諭１種免許状の教科に関する科目」へ再編成して
施行する（別表２８）。③従来の「基礎教養科目」「外国語科目」「健康とスポーツ科目」を再編
し、「総合基礎科目」（別表１－①）を導入するとともに、各学科の科目を再編・再構成する（第
３１条、第３２条）。ただし、健康科学部は従前の通りとする。④総合福祉学部情報福祉学科に２
コース（情報応用コース、総合情報コース）を設置する（第３０条（授業科目）２の（２）５）の
（イ）、（ロ））。⑤総合福祉学部の副専攻に「減災・予防福祉課程」を追加する。

35．この学則は、平成２０年４月１日より、①総合福祉学部産業福祉学科及び情報福祉学科を、総合マ
ネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福祉マネジメント学科に独立・改組し、②健康
科学部に新たにリハビリテーション学科（作業療法学専攻、理学療法学専攻）と医療経営管理学科
を設置するとともに、③それにともなう収容定員の見直しを行い施行する（第３条）。なお、④第
３０条（授業科目）２の（１）、総合基礎科目（別表１）を全学部共通科目として配置するととも
に、（２）専門教育科目に新学部新学科の授業科目と第３１条（履修方法）に履修方法をそれぞれ
追加する。さらに、健康科学部保健看護学科の関連科目に授業科目を追加する（別表８）。また、
⑤第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）について、従来の「産業福祉学科」に設置されて
いた中学校教諭一種普通免許状（社会）、高等学校教諭一種普通免許状（公民）及び「情報福祉学
科」に設置されていた高等学校教諭一種普通免許状（情報）の教員免許状を取り下げる。⑥産業福
祉学科食品衛生コースに設置されていた食品衛生監視員及び食品衛生管理者の任用資格を取り下げ
る。⑦附属研究所・センター等に「キャリア推進センター」「次世代育成センター」「ＰＣサポー
トセンター」を増設する（第５条）。⑧大学設置基準等の一部を改正する省令に伴い学部学科の教
育研究上の目的を明確にした（第３条の４）。

36．この学則は平成２１年４月より、保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更にともない、①保
健看護学科のカリキュラム・履修方法の一部変更および卒業単位の変更（いずれも学則第３１条、
学則別表８）を行い施行する。また、「社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律（平
成19年法律第125号）」により、①資格取得のための履修科目を見直し、社会福祉士、精神保健福
祉士及び介護福祉士養成の新しい教育課程を編成する（別表11）（別表12）（別表13）（別表
14）（別表17）。②それらにともなって、社会福祉学科の教育課程も再編成する（別表2）。③社
会福祉士及び介護福祉士、精神保健福祉士養成課程において定員を設ける（第３５条）。さらに、
「福祉科一種普通免許状」の「教科又は教職に関する科目」の内容を変更する。なお、本学に付属
病院としてせんだんホスピタルを置く（学則第７条、第９条）。学則本文（学則第６０条）中の学
費明細表を、別添２として本中から分離する。

37．この学則は、平成２２年４月より①組織改組し、「社会貢献センター」を置く（第５条）。②教育
職員免許法の一部改正にともない、教職に関する科目である「総合演習」を「教職実践演習」に変
更（別表１９）（別表２６―①）（別表２６―②）して施行する。また、③「異文化コミュニケー
ション課程」、「減災・予防福祉課程」の廃止と「社会貢献支援士課程」の設置にともない、第30
条（授業科目）２（28）、第３１条（履修方法）（３）、第３５条（各種資格の取得）２６を追加
変更する。さらに、④「総合基礎科目」を再編（別表１）するとともに、総合福祉学部の各学科と
子ども科学部子ども教育学科の教育課程を見直し（別表２）（別表３）（別表４）（別表７）、総
合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科に専門科目を追加（別表５）する。⑤保育士資格に
関する科目（別表１５）（別表１６）を再編し、特別支援学校教諭一種免許状の教科に関する科目
（別表２１）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状の教職に関する科目（別表２６－
①）（別表２６－②）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状に関する科目（別表２７
－①）（別表２７－②）（別表２８－①）（別表２８－②）をそれぞれ見直し施行する。

38．この学則は、平成２３年４月より①専門基幹科目にリエゾン群（Ｌ群）を新設する（健康科学部を
除く）ことにともない、「総合基礎科目」（別表１-①、別表２-②）及び各学科の教育課程（別表
２、別表３、別表４、別表５、別表６、別表７）を変更し施行する。また、②「指定保育士養成施
設の指定及び運営の基準について」の一部改正により、「保育士資格に関する科目」（別表15及び
別表16）を変更する。それにともない、③教員免許状取得のための科目を一部変更する（別表
26-①、別表26-②、別表27-①、別表27-②、別表28-①、別表28-②）。④総合福祉学部社会福
祉学科社会福祉コース（保育士課程履修）の学生の幼稚園教諭一種普通免許状の取得を可能とする
（第34条9）。⑤教育職員免許法施行規則の一部改正にともない、「福祉」の教科に関する科目・
単位数及び履修方法（別表20）を変更して施行する。⑥総合福祉学部社会福祉学科と福祉心理学科
において、福祉用具専門相談員の資格取得を可能とし、第３５条（各種資格の取得）に（２０）と
して追加する（別表41）。さらに、⑦休学の場合（第６５条）の学費を変更して施行する。 

39．この学則は、平成２４年４月より、①総合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福
祉マネジメント学科のカリキュラムの一部を変更する（学則別表５、６）。②全学部学科へのリエ
ゾン系科目の導入に伴い、健康科学部における総合基礎科目及び履修方法を変更する（別表１）と

ともに、健康科学部保健看護学科、リハビリテーション学科、医療経営管理学科のカリキュラム・
履修方法の一部を変更する（別表８、９-①、９-②、学則第３１条）。③また、保健看護学科にお
いて、保健師受験資格を選択制とし（学則第３５条の１８）、卒業単位を変更する（学則第３１
条）。④精神保健福祉士法施行規則等の改正により、精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科
目及び精神保健福祉士受験資格に関する基礎科目を見直し（別表１３、１４）、社会福祉士受験資
格に関する指定専門科目の一部を見直す（別表１１）とともに、社会福祉学科並びに福祉心理学科
のカリキュラムを一部変更する（別表２、４）。⑤さらに第一種衛生管理者免許に関する科目（別
表１８）の一部を変更し、図書館司書養成科目及び学芸員養成科目の改正により、図書館司書資格
に関する専門科目（別表３０）及び博物館学芸員資格に関する専門科目（別表３１）を見直すとと
もに、社会福祉学科、社会教育学科、福祉心理学科のカリキュラムを一部変更する（別表２、３、
４）。⑥介護福祉士の資格取得の変更により、「資格」から「受験資格」と変更（学則第３５条
６）及び科目を追加し（別表１７）、⑦学生表彰の対象に学生団体を追加する（学則第４８条）変
更、⑦学則第３１条に（４）を追加し、施行する。

40．この学則は、平成２５年４月より、①入学前の既修得単位等の認定において、「他の大学又は短期
大学における授業科目の履修等」及び「大学以外の教育施設等における学修」を明文化（学則第３
２条）、②防災・減災に関連する科目を移動・配置（学則別表１－１、２、３、４、５、６、
７）、③精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科目の履修年次及び単位数の一部変更（別表
２、４、１４）、④総合福祉学部社会福祉学科及び子ども科学部子ども教育学科の専門教育科目
（専門基幹科目Ｌ群）（別表２、７）並びに保育士資格に関する科目（別表１５、１６）の一部変
更、⑤教育実習の単位変更（別表２、３、１９）⑥訪問介護員２級に関する科目の廃止及び介護職
員初任者研修に関する科目の設置（別表３９）、それに伴う福祉科の教科又は教職に関する科目の
一部変更（別表２０）、⑦社会貢献活動支援士に関する科目の一部変更（別表４８）をし、施行す
る。

41．この学則は、平成２６年４月より、①第1条の目的、使命を一部変更（学則第1条）し、総合基礎
科目を全学共通（学則別表１）とするとともに、全学科に地域共創関連科目を専門基幹科目に配置
する（学則別表２～８、９－①、９－②、１０）。同時に、健康科学部保健看護学科、リハビリ
テーション学科及び医療経営管理学科に防災・減災関連科目を配置する（学則別表８、９-①、９
-②、１０）。履修方法に地域貢献関連資格科目を位置づける（学則第３１条（５））。また、保育
士資格に関する科目の一部を追加し（学則別表１５及び１６）、さらに特別支援学校教諭一種免許
状の教科に関する科目の一部変更（別表２１）、及び副専攻に「デジタルコンテンツアセッサ課
程」を設置し（学則第３１条（３））、授業科目（学則別表４９）及び各種資格の取得（学則第３
５条２６）にそれぞれ追加変更する。さらに学内単位互換の規程を追加して実施する（学則第３７
条第４項）。②第５条（付属研究所・センター等）の地域連携を充実させるため社会貢献センター
を社会貢献・地域連携センターに改組するとともに、経営情報・教育情報の調査分析等を行うIRセ
ンターを新たに設置する。③GPA制度を導入するにあたり、第３８条（成績）を４種の評語（優・
良・可・不可）から５種の評語（秀・優・良・可・不可）に変更し施行する。④第４６条（卒業）
の条件を授業科目及び単位数取得から、授業科目及び単位数、GPA制度も導入して認定するに変更
し施行する。⑤第４１条では、休学期間完了後の学費について、事項を追加するとともに、第４５
条（除籍）においては、除籍の条件を追加し、一部を削除する。⑥第６５条（休学の場合の学費）
学期途中での学費に関する事項を追加し、変更施行する。なお、平成２５年度まで入学した学生は
従前によるものとする。

42.  この学則は、平成２７年４月より、①学部・学科再編に伴い、総合福祉学部社会教育学科を廃止し、
福祉行政学科を設置。子ども科学部子ども教育学科を廃止し、教育学部教育学科初等教育専攻・教育
学科中等教育専攻を設置。さらに、総合福祉学部社会福祉学科の入学定員を300名から400名に変
更、新たに2学科の設置のため入学定員を1,100名から1,300名にするとともに、収容定員も4,400名
から5,200名に変更施行する。また、産業福祉学科を廃止する（学則第3条）。②教職員職階の学長
補佐を廃止し、副学長を置く（学則第9条）。③教授会組織及び審議事項の内容を変更する（学則第
11条及び第13条）。④長期履修学生の規定（学則第17条の2）を追加する。⑤総合基礎教育科目
を変更するとともに、地域共創科目を全学科の教育課程に置く（学則別表１及び2～10）。保育士
資格に関する科目（学則別表15、16）および教育職員免許状に関する科目（学則別表19～26）を
再編成する。⑥副専攻としてデジタルコンテンツアセッサ課程に関する科目を変更する（学則別表
46）とともに、救急救命士課程に関する科目を置き（学則別表47）、社会福祉学科にスクール
ソーシャルワーカーに関する科目を配置する（学則別表48）。それに伴い、これらの資格を各種資
格に追加する（学則第35条）。⑦教育課程の変更により、履修方法を変更する（学則第31条）。
⑧各学部学科での教員免許状授与の所要資格取得を変更する（学則第34条）。⑨学部学科改組によ
り、学士学位の名称を変更する（学則第47条）。⑩懲戒規程を変更する（学則第50条）。なお、
平成２６年度まで入学した学生は従前によるものとする。

43．募集を停止していた情報福祉学科を廃止する。また、平成２８年４月より教育学部教育学科中等教
育専攻に特別支援学校一種普通免許取得に関する教育課程を設置する。なお、この学則は、平成２
７年度入学生より適用する。

44. この学則は、平成２８年４月より、学則第３３条の単位互換派遣学生及び学則第５７条の単位互換
学生の履修に対して規定を追加する。また、総合基礎教育課程を変更する（学則別表１-①、１
-②）とともに、学科の専門教育課程を一部変更（学則別表２、３、４、５、６、７、10）し、履
修方法も変更する（学則第３１条）。それに伴い各種資格取得のための科目も変更する（学則別表
17、19、20、28、31、33、36、46）。なお、平成２７年度まで入学した学生は従前によるも
のとする。

45．この学則は、平成２９年４月より、①通信教育部社会教育学科廃止に伴い学則第３条第1項第５号
の一部変更、②総合基礎教育課程の一部を変更（学則第３０条（１）、学別表１-①、１-②）する
とともに、履修方法も変更する（学則第３１条）。また、③卒業試験の名称を変更する（学則第４
６条）。④各学科の専門教育課程を一部変更する（学則別表２、３、４、５、６、10）⑤精神保健
福祉士受験資格に関する指定専門科目（学則別表１３）、レクリエーション・インストラクター資
格に関する科目（学則別表３７）、社会貢献活動支援士課程に関する科目（学則別表４５）、デジ
タルコンテンツアセッサ課程に関する科目（学則別表４６）、スクールソーシャルワーカーに関す
る科目（学則別表４８）単位数及び履修年次の一部をそれぞれ変更する。さらに⑥総合マネジメン
ト学部・健康科学部医療経営管理学科に「健康運動実践指導者に関する科目」を配置する（学則別
表４９及び学則第３５条２９）するため、学則の一部を変更し施行する。なお、平成２８年度まで
入学した学生は従前によるものとする。

46．この学則は、平成３０年４月より、①健康科学部保健看護学科の入学定員を７０名から８０名に増
員（学則第３条）し、②助産師国家試験受験資格を取得できる教育課程へと改編する（学則第３５
条１８及び学則別表８）。また、③総合福祉学部福祉心理学科に公認心理師受験資格を取得できる
教育課程へと改編する（学則本文第３５条１４及び学則別表４並びに学則別表３３）。④総合基礎
教育課程の科目を変更（学則別表１-①、学則別表１-②、学則別表１-③）し、社会福祉学科（学則
別表２）、福祉行政学科（別表３）、産業福祉マネジメント学科（別表５）、情報福祉マネジメン
ト学科（学則別表６）、医療経営管理学科（学則別表１０）の教育課程をそれぞれ一部改正する。
⑤資格に関する科目としては、第一種衛生管理者免許に関する専門科目（学則別表１８）、高校福
祉科一種普通免許状に関する教育課程（学則別表１９）、養護教諭一種普通免許状に関する教育課
程（学則別表２０）、身体障害者福祉司任用資格に関する科目（別表３１）、公認心理師国家試験
受験資格に関する科目（学則別表３３）、レクリエーション・インストラクター資格に関する科目
（学則別表３７）、スポーツマネジメント課程に関する科目（学則別表４３）、臨床美術課程に関
する科目（学則別表４４）の科目を一部変更する。⑥キャリアと実践活動に関する科目を追加する
（学則別表５０）。さらに、特待生に関する基準を追加し（学則本文第４９条）、交換留学生の規
定（学則本文第５８条の３及び４）を追加する。なお、平成２９年度に入学した学生は従前による
ものとする。

47．平成３１年４月より、①「早期卒業」の規定を追加（学則本文第１７条の２、第４６条２）すると
ともに、「懲戒」規定の一部を変更する（学則本文第５０条）。②「指定保育士養成施設の指定及
び運営の基準について」の一部改正、「児童福祉法施行規則第６条の２第１項第３号の指定保育士
養成施設の修業科目及び単位数並びに履修方法の一部を改正する件」に基づき、学則本文第３０条
（授業科目）における「保育士資格に関する科目」（学則別表１５、１６）及び学則別表２、７、
７－①、７－②の一部を変更。③「社会福祉士学校及び介護福祉士学校の設置及び運営に係る指針
についての一部改正」に基づき、「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表１７）の一部を
変更。④教育職員免許法施行規則の一部改正に伴い、「教育職員免許状に関する科目」を一部変更
（学則別表１９～２６）。⑤総合基礎科目及び各学科の教育課程を一部変更し（学則別表１－①、
１－②、２、３、４、５、６、７―①、７－②、１０）、教育学科の履修方法を一部変更する（学
則本文３１条（２））。⑥「開放科目」を新設（学則別表４６）。⑦副専攻の変更（学則本文３１
条（３））ことに伴い、副専攻教育課程学則別表３９～４３及び「各種資格の取得」から該当事項
を削除するとともに、別表番号、項目番号を変更する。なお、平成３１年度以前に入学した学生は
従前によるものとする。

48．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐
①）。また、平成３０年５月付「文部科学省　厚生労働省令第四号理学療法士及び作業療法士法第
１４条の規定に基づき、『理学療法士作業療法士養成施設指定規則』の一部改正」が行われたこと
により、健康科学部リハビリテーション学科カリキュラム・履修方法の一部変更を行う（学則別表
９‐①、９‐②）。それに伴いリハビリテーション学科における基盤教育科目および専門教育科目
の履修方法を一部変更する（学則本文第３１条）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学

した学生は従前によるものとする。
49．この学則は、募集を停止していた子ども科学部子ども教育学科を廃止し、令和２年１月より一部を

改正し施行する。
50．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐

①、健康科学部保健看護学科は従前のため別表１-②）とともに、各学科の履修方法を変更する（学
則本文第３１条（１））。また、平成３１年４月５日付文部科学省の事務連絡に基づき、社会教育
主事の養成課程の一部変更する（学則別表３２）。これらの変更に伴い、各学科の専門教育課程
（学則別表２～１０）及び各種資格取得のための教育課程（学則別表１５～１７、１９～２５、２
８～３２、４０、４１）並びに履修方法を一部変更する（学則本文第３１条（２））。さらに、各
種資格の取得に関して、救急救命士受験資格取得対象学科から福祉行政学科を削除する（学則本文
第３５条２４）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学した学生は従前によるものとす
る。

51．この学則は、募集を停止していた総合福祉学部社会教育学科を廃止（学則本文３条）し、令和2年6
月より一部改正施行する。

52．この学則は、令和3年4月より①教育学部教育学科中等教育専攻への中学校一種免許状（英語）及び
高等学校一種免許状（英語）課程の設置（学則本文第34条、学則別表26、27）に伴い、教育課程
（学則別表7、7－①、7－②）及び履修方法（学則別表31）を一部変更する。さらに、新たな免許
課程の設置とともに社会教育主事任用資格の廃止に伴い、別表番号を変更する。②「社会福祉に関
する科目を定める省令」及び「精神障害者者の保健及び福祉に関する科目を定める省令」に基づ
き、社会福祉士及び精神保健福祉士養成に係る開講科目を変更する（学則別表11～14）。それに
従い、各学科の教育課程を見直す（学則別表2～4）とともに、「保育士資格に関する科目」（学則
別表15、16）及び「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表17）を一部変更する。③学則
本文中の齟齬を修正する（学則本文第第24条、第31条（3））。④学則本文中の各条文の見出しの
位置を変更する（全条）。⑤学科の掲載順を「学校法人栴檀学園寄附行為」と統一する（第3、
31、47条）。⑥免許状・資格・学科等の名称・字句を統一する（第30、31、34、35条）。⑦そ
の他、字句・表現の統一をはかり明確になるように修正する（第2～8、10、12、13、17、20、
31、36、40、51～54、56、58、59、61、66条）。なお、令和3年度以前に入学した学生は従
前によるものとする。

53．この学則は、令和4年4月より、①保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更に伴い、保健看護
学科のカリキュラム・履修方法の一部変更（新学則第30条・第31条）、②「民法の一部改正施
行」に基づき、入学手続等関係提出書類の変更（新学則第23条）、保証人の保証に関する事項の変
更（学則第24条）、③第一種衛生管理者資格の廃止（新学則第30条第3項第10号）、廃止により
旧学則第30条第3項第11号から旧第30条第3項第29号を、新第30条第3項第10号から新第30条3
項第28号に変更、さらに旧学則別表19から旧学則別表47を新学則別表18から新学則別表46に変
更、④教育課程の充実を図るため、開設科目の名称変更追加、削除の変更（新学則別表2・別表3・
別表5・別表6・別表7・別表7－①・7-②・別表15・別表16・別表30・別表40・別表41）、⑤各
種資格の取得で第一種衛生管理者資格取得に関する事項を廃止する。廃止に伴い旧学則第35条第9
項から旧第35条25項を、新学則第35条第8項から新学則第35条24に変更する。⑥レクリエーショ
ンインストラクター資格取得に関する認定専門科目（新学則別表37）において、新たに「看護学臨
床実習」・「介護実習Ⅰ」の２科目を追加開講するとともに、7科目を削除し、開講科目を変更、⑦
スクールソーシャルワーク教育課程に関する科目（新学則別表43）においては、スクールソーシャ
ルワーカー資格取得に関する法改正の一部施行に基づき、開講科目を一部変更（令和3年度入学生よ
り適用）、⑧委託生・研究生・聴講生・科目等履修生の入学選考を明確にするため一部条文の変更
（新学則第53条・54条・55条・56条）、⑨附則に第53項を新設するため学則の一部を変更し、
改正施行する。なお、令和３年度以前で入学した学生は従前によるものとする。 

【学部・学科の教育研究上の目的】

　建学の精神（行学一如）に則り、人類の幸福の追求と国際社会並びに地域社会の発展に貢献できる人材
育成を目的として、以下の学部、学科を設置する。

Ⅰ．総合福祉学部
多角的視野から教育・研究に取り組み、知識、技術、社会的実践力を錬磨し、福祉社会の実現に資

する人材の育成を目的とする。
①社会福祉学科

人間理解のための深い教養と福祉の専門知識を修得し、福祉領域における問題解決能力を有する人
材を育成する。

②福祉心理学科
人間理解の基礎となる心理学的視点や理論・方法を学び、人々の抱える心理的問題を分析・解決で

きる人材を育成する。
③福祉行政学科

「福祉」の視点を土台として、地域社会及び住民の福祉の向上に貢献する高い志と強い責任感・倫
理観をもち、地域の諸問題に主体的に対応できる幅広い基礎能力を有する人材を育成する。

Ⅱ．総合マネジメント学部
人間活動におけるマネジメントの知識と能力をもち、リーダーシップを発揮しうる人材を育成する

ことを目的とする。
①産業福祉マネジメント学科

主として産業界にあって、経済的な効率経営に加えて、福祉的経営の視点も考慮することにより健
全な経営を実現できる人材を育成する。

②情報福祉マネジメント学科
豊かで活力ある福祉社会を実現させるため、経営に資するマネジメント能力や情報科学の活用力を

兼ね備えた人材を育成する。

Ⅲ．教育学部
豊かな教養と人間性を基礎に据え、保育・教育への熱意、高度な専門性、研修意欲等を備え、乳幼

児・児童・生徒の保育・教育に柔軟に対応できる人材を育成する。
①教育学科

乳幼児・児童・生徒の発達の特性を活かした教育を研究するとともに、自らの実践を省察する能力
を有する人材育成を目的とする。

Ⅳ．健康科学部
ヒューマニティやノーマライゼーションを基本に、人間を全人的に捉え、「生命の尊重」「人として

の尊厳」を基盤にもつ人材を育成することを目的とする。
①保健看護学科

すべての人を対象として、ヒューマンケアの思想を、保健・看護の現場で実践できる能力を有する
人材を育成する。

②リハビリテーション学科
専門職となる医療現場に加え、「保健・福祉現場における地域リハビリテーション」を視野に入れ

た、健康増進・障害予防に関わるヘルスケアなど「理論と実践の融合」による調和のとれた人材を育
成する。

③医療経営管理学科
保健・医療・福祉の経営に役立つ管理的知識と医学的知識を有し、医療情報を活用しうる専門的な

人材を育成する。

１．この学則は昭和３７年４月１日より施行する。
２．この学則は昭和４０年４月１日より施行する。
３．この学則は昭和４５年４月１日より施行する。
４．この学則は昭和４６年４月１日より施行する。
５．この学則は昭和４７年４月１日より施行する。
６．この学則は昭和４８年４月１日より施行する。
７．この学則は昭和４９年４月１日より施行する。
８．この学則は昭和５０年４月１日より施行する。
９．この学則は昭和５１年４月１日より施行する。
10．この学則は昭和５２年４月１日より施行する。
11．この学則は昭和５３年１０月１日より施行する。
12．この学則は昭和５４年４月１日より施行する。
13．この学則は昭和５５年４月１日より施行する。
14．この学則は昭和５６年４月１日より施行する。
15．この学則は昭和５７年４月１日より施行する。
16．この学則は昭和５８年４月１日より施行する。
17．この学則は昭和５９年４月１日より施行する。
18．この学則は昭和６３年４月１日より施行する。
19．この学則は平成元年４月１日より施行する。
20．この学則は平成２年４月１日より施行する。
21．この学則は平成３年４月１日より施行する。
22．この学則は平成４年４月１日より施行する。
23．この学則は平成６年４月１日より施行する。
24．この学則は平成７年４月１日より施行する。
25．この学則は平成９年４月１日より施行する。
26．この学則は平成１０年４月１日より施行する。
27．この学則は平成１２年４月１日より、①社会福祉学部の名称を総合福祉学部に変更するため、②社

会福祉学科および福祉心理学科の収容定員を変更するため、③情報福祉学科の設置にともない、施
行する。なお、平成１１年度までに入学した学生は従前によるものとする。

28．この学則は平成１３年４月１日より、①社会福祉学科に教育職員免許状「福祉」、情報福祉学科に
教育職員免許状「情報」を設置にともない、②学都仙台単位互換ネットワークを設置にともない、
施行する。なお、平成１２年度までに入学した学生も平成１３年４月開設の「福祉」・「情報」の
教育職員免許状の科目履修を認める。

29．この学則は平成１４年４月１日より、①学則第３条総合福祉学部に通信教育部社会福祉学科、社会
教育学科、福祉心理学科を設置、②学則第２６条（編入学・転入学）に（５）を設けて、専修学校
の専門課程からの編入学を可能にした。③社会福祉学科の保育士課程が「児童福祉法施行規則第３
９条の２第１項第３号の指定保育士養成施設の修業教科目及び単位数並びに履修方法」（平成１３
年厚生労働省告示第１９８号）により平成１４年４月から適用されることにより、第３０条(授業科
目)２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）を改正して平成１４年度入学者から適用して施
行する。④第３０条（授業科目）２、（９）㈶日本障がい者スポーツ協会公認障がい者スポーツ指

導者資格（イ）初級障がい者スポーツ指導員資格に関する科目（別表３９）を改正する。ただし、
平成１３年度までの入学者については、従前の例によることとする。

30．この学則は平成１５年４月１日より、①総合福祉学部社会福祉学科に介護福祉士課程を設置するに
ともない、②学則第３０条（授業科目）－２、（２）外国語科目（別表２）に「ハングル講座Ⅰ
（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設する
にともない、③学則第３０条（授業科目）－２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）に
「ハングル講座Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）
～Ⅵ」を新設するにともない、④学則第３０条（授業科目）－２、（１２）（イ）教職に関する科
目の教育職員免許法施行規則第６６条の５に定める科目（別表２１）に「ハングル講座Ⅰ（コミュ
ニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設するにともな
い、⑤第３０条（授業科目）の２（２０）訪問介護員養成２級課程修了に関する指定専門科目（別
表４１）を新設するにともない、改正施行する。ただし、平成１４年度までの入学者については、
従前の例によることとする。

31．この学則は平成１６年４月１日より、①第２０条（入学資格）の変更にともない、②第３０条（授
業科目）（２２）レクリエーション・インストラクター資格取得に関する科目の設置、③（２３）
臨床美術士資格取得に関する科目の設置、④（２４）感性デザイン課程に関する科目の設置および
第５６条の２に特別科目等履修生制度を設置することにより改正し、全学年に施行する。

32．この学則は平成１７年４月１日より、①福祉心理学科に教育職員免許状「養護教諭１種普通免許
状」を設置することにより、②第３０条（授業科目）の２、（１２）（リ）養護教諭１種普通免許
状の養護に関する科目の設置、③第３４条（教員免許状授与の所要資格取得）の２を変更し、施行
する。なお、平成１６年度までに入学した学生も、平成１７年度４月開設の「養護教諭１種普通免
許状」の教育職員免許状の科目履修を認める。

　　 さらに、④第３０条（授業科目）の２、（３３）臨床美術士資格取得に関する科目（別表４３）の
削除、⑤第３０条（授業科目）の２、（２５）福祉観光課程に関する科目の設置、⑥第３０条（授
業科目）の２、（２６）スポーツマネジメント課程に関する科目の設置、⑦第３０条（授業科目）
の２、（２７）臨床美術課程に関する科目の設置、⑧第３０条（授業科目）の２、（２８）異文化
コミュニケーション課程に関する科目の設置、⑨福祉観光課程・スポーツマネジメント課程・臨床
美術課程・異文化コミュニケーション課程の設置に伴い第３５条（各種資格の取得）に（２２）～
（２５）を追加変更し、施行する。なお、④～⑨については、平成１７年度入学生から適用し、平
成１６年度までに入学した学生は従前によるものとする。

33．この学則は平成１８年４月１日より、新学部創設にともない、①第１条（目的、使命）を修正し、
②学内組織の見直し（第５条、第９条、第１０条、第１３条）等をはかった。さらに、③第３条
（学部）子ども科学部子ども教育学科、健康科学部保健看護学科の設置、④第３０条（授業科目）
の２、（１）基礎教養（別表１）、及び（２）外国語科目（別表２）の科目と履修方法の変更、⑤
第３０条の２、（４）―② 子ども科学部の専門教育科目（別表１７）の設置、⑥第３０条（授業科
目）の２、（４）―③健康科学部の専門教育科目（別表１８）の設置、⑦第３０条（授業科目）の
２、（９）―②子ども科学部子ども教育学科に保育士資格に関する科目を設置、⑧第３０条（授業
科目）の２、（１２）―①子ども科学部に教職に関する科目（別表３７－①）（別表３７－②）の
設置、⑨第３０条（授業科目）の２、幼稚園教諭1種普通免許状に関する科目・教科又は教職に関す
る科目（別表３８－①、２種は別表３８－②）及び小学校教諭1種普通免許状に関する科目・教科又
は教職に関する科目（別表３９―①、２種は別表３９－②）を設置する。⑩第３１条（履修方
法）、（４）―②子ども科学部子ども教育学科及び（４）―③健康科学部保健看護学科の履修方法
を規定する。⑪第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）の２、子ども科学部に教育職員免許
状「幼稚園教諭１種普通免許状」、「幼稚園教諭２種普通免許状」、「小学校教諭１種免許状」、
「小学校教諭２種免許状」の設置、⑫第３５条（各種資格の取得）の５、保育士資格に子ども科学
部子ども教育学科を追加し、保育士資格の取得を可能とする。⑬さらに、第３５条（各種資格の取
得）の２０、健康科学部保健看護学科において、看護師及び保健師の国家試験受験資格の取得を可
能とする。⑭そのための授業科目を第３０条（授業科目）２、に設置する。⑮第４７条、学士学位
の授与に子ども科学部子ども教育学科に「学士」（教育学）、健康科学部保健看護学科に「学士」
（看護学）を追加する。⑭第６０条（学費）、子ども科学部と健康科学部の入学検定料・入学金・
授業料・施設設備資金・厚生費・後援会等を新たに設定する。ただし、平成１７年度までに入学し
た学生は従前によるものとする。

34．この学則は平成１９年４月１日より、大学の教員組織の変更にともない、①第９条（教職員）にお
いて従来の「助教授」を「准教授」に名称を変更し、「助教」を新設して施行する。また、特殊教
育教員免許課程が、特別支援学校教員免許課程に移行するにともない、②第34条（教員免許状授与
の所要資格の取得）の２及び６において、社会福祉学科に設置されている「養護学校教諭１種普通

免許状の教科に関する科目」を「特別支援学校教諭１種免許状の教科に関する科目」へ再編成して
施行する（別表２８）。③従来の「基礎教養科目」「外国語科目」「健康とスポーツ科目」を再編
し、「総合基礎科目」（別表１－①）を導入するとともに、各学科の科目を再編・再構成する（第
３１条、第３２条）。ただし、健康科学部は従前の通りとする。④総合福祉学部情報福祉学科に２
コース（情報応用コース、総合情報コース）を設置する（第３０条（授業科目）２の（２）５）の
（イ）、（ロ））。⑤総合福祉学部の副専攻に「減災・予防福祉課程」を追加する。

35．この学則は、平成２０年４月１日より、①総合福祉学部産業福祉学科及び情報福祉学科を、総合マ
ネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福祉マネジメント学科に独立・改組し、②健康
科学部に新たにリハビリテーション学科（作業療法学専攻、理学療法学専攻）と医療経営管理学科
を設置するとともに、③それにともなう収容定員の見直しを行い施行する（第３条）。なお、④第
３０条（授業科目）２の（１）、総合基礎科目（別表１）を全学部共通科目として配置するととも
に、（２）専門教育科目に新学部新学科の授業科目と第３１条（履修方法）に履修方法をそれぞれ
追加する。さらに、健康科学部保健看護学科の関連科目に授業科目を追加する（別表８）。また、
⑤第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）について、従来の「産業福祉学科」に設置されて
いた中学校教諭一種普通免許状（社会）、高等学校教諭一種普通免許状（公民）及び「情報福祉学
科」に設置されていた高等学校教諭一種普通免許状（情報）の教員免許状を取り下げる。⑥産業福
祉学科食品衛生コースに設置されていた食品衛生監視員及び食品衛生管理者の任用資格を取り下げ
る。⑦附属研究所・センター等に「キャリア推進センター」「次世代育成センター」「ＰＣサポー
トセンター」を増設する（第５条）。⑧大学設置基準等の一部を改正する省令に伴い学部学科の教
育研究上の目的を明確にした（第３条の４）。

36．この学則は平成２１年４月より、保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更にともない、①保
健看護学科のカリキュラム・履修方法の一部変更および卒業単位の変更（いずれも学則第３１条、
学則別表８）を行い施行する。また、「社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律（平
成19年法律第125号）」により、①資格取得のための履修科目を見直し、社会福祉士、精神保健福
祉士及び介護福祉士養成の新しい教育課程を編成する（別表11）（別表12）（別表13）（別表
14）（別表17）。②それらにともなって、社会福祉学科の教育課程も再編成する（別表2）。③社
会福祉士及び介護福祉士、精神保健福祉士養成課程において定員を設ける（第３５条）。さらに、
「福祉科一種普通免許状」の「教科又は教職に関する科目」の内容を変更する。なお、本学に付属
病院としてせんだんホスピタルを置く（学則第７条、第９条）。学則本文（学則第６０条）中の学
費明細表を、別添２として本中から分離する。

37．この学則は、平成２２年４月より①組織改組し、「社会貢献センター」を置く（第５条）。②教育
職員免許法の一部改正にともない、教職に関する科目である「総合演習」を「教職実践演習」に変
更（別表１９）（別表２６―①）（別表２６―②）して施行する。また、③「異文化コミュニケー
ション課程」、「減災・予防福祉課程」の廃止と「社会貢献支援士課程」の設置にともない、第30
条（授業科目）２（28）、第３１条（履修方法）（３）、第３５条（各種資格の取得）２６を追加
変更する。さらに、④「総合基礎科目」を再編（別表１）するとともに、総合福祉学部の各学科と
子ども科学部子ども教育学科の教育課程を見直し（別表２）（別表３）（別表４）（別表７）、総
合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科に専門科目を追加（別表５）する。⑤保育士資格に
関する科目（別表１５）（別表１６）を再編し、特別支援学校教諭一種免許状の教科に関する科目
（別表２１）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状の教職に関する科目（別表２６－
①）（別表２６－②）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状に関する科目（別表２７
－①）（別表２７－②）（別表２８－①）（別表２８－②）をそれぞれ見直し施行する。

38．この学則は、平成２３年４月より①専門基幹科目にリエゾン群（Ｌ群）を新設する（健康科学部を
除く）ことにともない、「総合基礎科目」（別表１-①、別表２-②）及び各学科の教育課程（別表
２、別表３、別表４、別表５、別表６、別表７）を変更し施行する。また、②「指定保育士養成施
設の指定及び運営の基準について」の一部改正により、「保育士資格に関する科目」（別表15及び
別表16）を変更する。それにともない、③教員免許状取得のための科目を一部変更する（別表
26-①、別表26-②、別表27-①、別表27-②、別表28-①、別表28-②）。④総合福祉学部社会福
祉学科社会福祉コース（保育士課程履修）の学生の幼稚園教諭一種普通免許状の取得を可能とする
（第34条9）。⑤教育職員免許法施行規則の一部改正にともない、「福祉」の教科に関する科目・
単位数及び履修方法（別表20）を変更して施行する。⑥総合福祉学部社会福祉学科と福祉心理学科
において、福祉用具専門相談員の資格取得を可能とし、第３５条（各種資格の取得）に（２０）と
して追加する（別表41）。さらに、⑦休学の場合（第６５条）の学費を変更して施行する。 

39．この学則は、平成２４年４月より、①総合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福
祉マネジメント学科のカリキュラムの一部を変更する（学則別表５、６）。②全学部学科へのリエ
ゾン系科目の導入に伴い、健康科学部における総合基礎科目及び履修方法を変更する（別表１）と

ともに、健康科学部保健看護学科、リハビリテーション学科、医療経営管理学科のカリキュラム・
履修方法の一部を変更する（別表８、９-①、９-②、学則第３１条）。③また、保健看護学科にお
いて、保健師受験資格を選択制とし（学則第３５条の１８）、卒業単位を変更する（学則第３１
条）。④精神保健福祉士法施行規則等の改正により、精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科
目及び精神保健福祉士受験資格に関する基礎科目を見直し（別表１３、１４）、社会福祉士受験資
格に関する指定専門科目の一部を見直す（別表１１）とともに、社会福祉学科並びに福祉心理学科
のカリキュラムを一部変更する（別表２、４）。⑤さらに第一種衛生管理者免許に関する科目（別
表１８）の一部を変更し、図書館司書養成科目及び学芸員養成科目の改正により、図書館司書資格
に関する専門科目（別表３０）及び博物館学芸員資格に関する専門科目（別表３１）を見直すとと
もに、社会福祉学科、社会教育学科、福祉心理学科のカリキュラムを一部変更する（別表２、３、
４）。⑥介護福祉士の資格取得の変更により、「資格」から「受験資格」と変更（学則第３５条
６）及び科目を追加し（別表１７）、⑦学生表彰の対象に学生団体を追加する（学則第４８条）変
更、⑦学則第３１条に（４）を追加し、施行する。

40．この学則は、平成２５年４月より、①入学前の既修得単位等の認定において、「他の大学又は短期
大学における授業科目の履修等」及び「大学以外の教育施設等における学修」を明文化（学則第３
２条）、②防災・減災に関連する科目を移動・配置（学則別表１－１、２、３、４、５、６、
７）、③精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科目の履修年次及び単位数の一部変更（別表
２、４、１４）、④総合福祉学部社会福祉学科及び子ども科学部子ども教育学科の専門教育科目
（専門基幹科目Ｌ群）（別表２、７）並びに保育士資格に関する科目（別表１５、１６）の一部変
更、⑤教育実習の単位変更（別表２、３、１９）⑥訪問介護員２級に関する科目の廃止及び介護職
員初任者研修に関する科目の設置（別表３９）、それに伴う福祉科の教科又は教職に関する科目の
一部変更（別表２０）、⑦社会貢献活動支援士に関する科目の一部変更（別表４８）をし、施行す
る。

41．この学則は、平成２６年４月より、①第1条の目的、使命を一部変更（学則第1条）し、総合基礎
科目を全学共通（学則別表１）とするとともに、全学科に地域共創関連科目を専門基幹科目に配置
する（学則別表２～８、９－①、９－②、１０）。同時に、健康科学部保健看護学科、リハビリ
テーション学科及び医療経営管理学科に防災・減災関連科目を配置する（学則別表８、９-①、９
-②、１０）。履修方法に地域貢献関連資格科目を位置づける（学則第３１条（５））。また、保育
士資格に関する科目の一部を追加し（学則別表１５及び１６）、さらに特別支援学校教諭一種免許
状の教科に関する科目の一部変更（別表２１）、及び副専攻に「デジタルコンテンツアセッサ課
程」を設置し（学則第３１条（３））、授業科目（学則別表４９）及び各種資格の取得（学則第３
５条２６）にそれぞれ追加変更する。さらに学内単位互換の規程を追加して実施する（学則第３７
条第４項）。②第５条（付属研究所・センター等）の地域連携を充実させるため社会貢献センター
を社会貢献・地域連携センターに改組するとともに、経営情報・教育情報の調査分析等を行うIRセ
ンターを新たに設置する。③GPA制度を導入するにあたり、第３８条（成績）を４種の評語（優・
良・可・不可）から５種の評語（秀・優・良・可・不可）に変更し施行する。④第４６条（卒業）
の条件を授業科目及び単位数取得から、授業科目及び単位数、GPA制度も導入して認定するに変更
し施行する。⑤第４１条では、休学期間完了後の学費について、事項を追加するとともに、第４５
条（除籍）においては、除籍の条件を追加し、一部を削除する。⑥第６５条（休学の場合の学費）
学期途中での学費に関する事項を追加し、変更施行する。なお、平成２５年度まで入学した学生は
従前によるものとする。

42.  この学則は、平成２７年４月より、①学部・学科再編に伴い、総合福祉学部社会教育学科を廃止し、
福祉行政学科を設置。子ども科学部子ども教育学科を廃止し、教育学部教育学科初等教育専攻・教育
学科中等教育専攻を設置。さらに、総合福祉学部社会福祉学科の入学定員を300名から400名に変
更、新たに2学科の設置のため入学定員を1,100名から1,300名にするとともに、収容定員も4,400名
から5,200名に変更施行する。また、産業福祉学科を廃止する（学則第3条）。②教職員職階の学長
補佐を廃止し、副学長を置く（学則第9条）。③教授会組織及び審議事項の内容を変更する（学則第
11条及び第13条）。④長期履修学生の規定（学則第17条の2）を追加する。⑤総合基礎教育科目
を変更するとともに、地域共創科目を全学科の教育課程に置く（学則別表１及び2～10）。保育士
資格に関する科目（学則別表15、16）および教育職員免許状に関する科目（学則別表19～26）を
再編成する。⑥副専攻としてデジタルコンテンツアセッサ課程に関する科目を変更する（学則別表
46）とともに、救急救命士課程に関する科目を置き（学則別表47）、社会福祉学科にスクール
ソーシャルワーカーに関する科目を配置する（学則別表48）。それに伴い、これらの資格を各種資
格に追加する（学則第35条）。⑦教育課程の変更により、履修方法を変更する（学則第31条）。
⑧各学部学科での教員免許状授与の所要資格取得を変更する（学則第34条）。⑨学部学科改組によ
り、学士学位の名称を変更する（学則第47条）。⑩懲戒規程を変更する（学則第50条）。なお、
平成２６年度まで入学した学生は従前によるものとする。

43．募集を停止していた情報福祉学科を廃止する。また、平成２８年４月より教育学部教育学科中等教
育専攻に特別支援学校一種普通免許取得に関する教育課程を設置する。なお、この学則は、平成２
７年度入学生より適用する。

44. この学則は、平成２８年４月より、学則第３３条の単位互換派遣学生及び学則第５７条の単位互換
学生の履修に対して規定を追加する。また、総合基礎教育課程を変更する（学則別表１-①、１
-②）とともに、学科の専門教育課程を一部変更（学則別表２、３、４、５、６、７、10）し、履
修方法も変更する（学則第３１条）。それに伴い各種資格取得のための科目も変更する（学則別表
17、19、20、28、31、33、36、46）。なお、平成２７年度まで入学した学生は従前によるも
のとする。

45．この学則は、平成２９年４月より、①通信教育部社会教育学科廃止に伴い学則第３条第1項第５号
の一部変更、②総合基礎教育課程の一部を変更（学則第３０条（１）、学別表１-①、１-②）する
とともに、履修方法も変更する（学則第３１条）。また、③卒業試験の名称を変更する（学則第４
６条）。④各学科の専門教育課程を一部変更する（学則別表２、３、４、５、６、10）⑤精神保健
福祉士受験資格に関する指定専門科目（学則別表１３）、レクリエーション・インストラクター資
格に関する科目（学則別表３７）、社会貢献活動支援士課程に関する科目（学則別表４５）、デジ
タルコンテンツアセッサ課程に関する科目（学則別表４６）、スクールソーシャルワーカーに関す
る科目（学則別表４８）単位数及び履修年次の一部をそれぞれ変更する。さらに⑥総合マネジメン
ト学部・健康科学部医療経営管理学科に「健康運動実践指導者に関する科目」を配置する（学則別
表４９及び学則第３５条２９）するため、学則の一部を変更し施行する。なお、平成２８年度まで
入学した学生は従前によるものとする。

46．この学則は、平成３０年４月より、①健康科学部保健看護学科の入学定員を７０名から８０名に増
員（学則第３条）し、②助産師国家試験受験資格を取得できる教育課程へと改編する（学則第３５
条１８及び学則別表８）。また、③総合福祉学部福祉心理学科に公認心理師受験資格を取得できる
教育課程へと改編する（学則本文第３５条１４及び学則別表４並びに学則別表３３）。④総合基礎
教育課程の科目を変更（学則別表１-①、学則別表１-②、学則別表１-③）し、社会福祉学科（学則
別表２）、福祉行政学科（別表３）、産業福祉マネジメント学科（別表５）、情報福祉マネジメン
ト学科（学則別表６）、医療経営管理学科（学則別表１０）の教育課程をそれぞれ一部改正する。
⑤資格に関する科目としては、第一種衛生管理者免許に関する専門科目（学則別表１８）、高校福
祉科一種普通免許状に関する教育課程（学則別表１９）、養護教諭一種普通免許状に関する教育課
程（学則別表２０）、身体障害者福祉司任用資格に関する科目（別表３１）、公認心理師国家試験
受験資格に関する科目（学則別表３３）、レクリエーション・インストラクター資格に関する科目
（学則別表３７）、スポーツマネジメント課程に関する科目（学則別表４３）、臨床美術課程に関
する科目（学則別表４４）の科目を一部変更する。⑥キャリアと実践活動に関する科目を追加する
（学則別表５０）。さらに、特待生に関する基準を追加し（学則本文第４９条）、交換留学生の規
定（学則本文第５８条の３及び４）を追加する。なお、平成２９年度に入学した学生は従前による
ものとする。

47．平成３１年４月より、①「早期卒業」の規定を追加（学則本文第１７条の２、第４６条２）すると
ともに、「懲戒」規定の一部を変更する（学則本文第５０条）。②「指定保育士養成施設の指定及
び運営の基準について」の一部改正、「児童福祉法施行規則第６条の２第１項第３号の指定保育士
養成施設の修業科目及び単位数並びに履修方法の一部を改正する件」に基づき、学則本文第３０条
（授業科目）における「保育士資格に関する科目」（学則別表１５、１６）及び学則別表２、７、
７－①、７－②の一部を変更。③「社会福祉士学校及び介護福祉士学校の設置及び運営に係る指針
についての一部改正」に基づき、「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表１７）の一部を
変更。④教育職員免許法施行規則の一部改正に伴い、「教育職員免許状に関する科目」を一部変更
（学則別表１９～２６）。⑤総合基礎科目及び各学科の教育課程を一部変更し（学則別表１－①、
１－②、２、３、４、５、６、７―①、７－②、１０）、教育学科の履修方法を一部変更する（学
則本文３１条（２））。⑥「開放科目」を新設（学則別表４６）。⑦副専攻の変更（学則本文３１
条（３））ことに伴い、副専攻教育課程学則別表３９～４３及び「各種資格の取得」から該当事項
を削除するとともに、別表番号、項目番号を変更する。なお、平成３１年度以前に入学した学生は
従前によるものとする。

48．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐
①）。また、平成３０年５月付「文部科学省　厚生労働省令第四号理学療法士及び作業療法士法第
１４条の規定に基づき、『理学療法士作業療法士養成施設指定規則』の一部改正」が行われたこと
により、健康科学部リハビリテーション学科カリキュラム・履修方法の一部変更を行う（学則別表
９‐①、９‐②）。それに伴いリハビリテーション学科における基盤教育科目および専門教育科目
の履修方法を一部変更する（学則本文第３１条）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学

した学生は従前によるものとする。
49．この学則は、募集を停止していた子ども科学部子ども教育学科を廃止し、令和２年１月より一部を

改正し施行する。
50．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐

①、健康科学部保健看護学科は従前のため別表１-②）とともに、各学科の履修方法を変更する（学
則本文第３１条（１））。また、平成３１年４月５日付文部科学省の事務連絡に基づき、社会教育
主事の養成課程の一部変更する（学則別表３２）。これらの変更に伴い、各学科の専門教育課程
（学則別表２～１０）及び各種資格取得のための教育課程（学則別表１５～１７、１９～２５、２
８～３２、４０、４１）並びに履修方法を一部変更する（学則本文第３１条（２））。さらに、各
種資格の取得に関して、救急救命士受験資格取得対象学科から福祉行政学科を削除する（学則本文
第３５条２４）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学した学生は従前によるものとす
る。

51．この学則は、募集を停止していた総合福祉学部社会教育学科を廃止（学則本文３条）し、令和2年6
月より一部改正施行する。

52．この学則は、令和3年4月より①教育学部教育学科中等教育専攻への中学校一種免許状（英語）及び
高等学校一種免許状（英語）課程の設置（学則本文第34条、学則別表26、27）に伴い、教育課程
（学則別表7、7－①、7－②）及び履修方法（学則別表31）を一部変更する。さらに、新たな免許
課程の設置とともに社会教育主事任用資格の廃止に伴い、別表番号を変更する。②「社会福祉に関
する科目を定める省令」及び「精神障害者者の保健及び福祉に関する科目を定める省令」に基づ
き、社会福祉士及び精神保健福祉士養成に係る開講科目を変更する（学則別表11～14）。それに
従い、各学科の教育課程を見直す（学則別表2～4）とともに、「保育士資格に関する科目」（学則
別表15、16）及び「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表17）を一部変更する。③学則
本文中の齟齬を修正する（学則本文第第24条、第31条（3））。④学則本文中の各条文の見出しの
位置を変更する（全条）。⑤学科の掲載順を「学校法人栴檀学園寄附行為」と統一する（第3、
31、47条）。⑥免許状・資格・学科等の名称・字句を統一する（第30、31、34、35条）。⑦そ
の他、字句・表現の統一をはかり明確になるように修正する（第2～8、10、12、13、17、20、
31、36、40、51～54、56、58、59、61、66条）。なお、令和3年度以前に入学した学生は従
前によるものとする。

53．この学則は、令和4年4月より、①保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更に伴い、保健看護
学科のカリキュラム・履修方法の一部変更（新学則第30条・第31条）、②「民法の一部改正施
行」に基づき、入学手続等関係提出書類の変更（新学則第23条）、保証人の保証に関する事項の変
更（学則第24条）、③第一種衛生管理者資格の廃止（新学則第30条第3項第10号）、廃止により
旧学則第30条第3項第11号から旧第30条第3項第29号を、新第30条第3項第10号から新第30条3
項第28号に変更、さらに旧学則別表19から旧学則別表47を新学則別表18から新学則別表46に変
更、④教育課程の充実を図るため、開設科目の名称変更追加、削除の変更（新学則別表2・別表3・
別表5・別表6・別表7・別表7－①・7-②・別表15・別表16・別表30・別表40・別表41）、⑤各
種資格の取得で第一種衛生管理者資格取得に関する事項を廃止する。廃止に伴い旧学則第35条第9
項から旧第35条25項を、新学則第35条第8項から新学則第35条24に変更する。⑥レクリエーショ
ンインストラクター資格取得に関する認定専門科目（新学則別表37）において、新たに「看護学臨
床実習」・「介護実習Ⅰ」の２科目を追加開講するとともに、7科目を削除し、開講科目を変更、⑦
スクールソーシャルワーク教育課程に関する科目（新学則別表43）においては、スクールソーシャ
ルワーカー資格取得に関する法改正の一部施行に基づき、開講科目を一部変更（令和3年度入学生よ
り適用）、⑧委託生・研究生・聴講生・科目等履修生の入学選考を明確にするため一部条文の変更
（新学則第53条・54条・55条・56条）、⑨附則に第53項を新設するため学則の一部を変更し、
改正施行する。なお、令和３年度以前で入学した学生は従前によるものとする。 
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１．この学則は昭和３７年４月１日より施行する。
２．この学則は昭和４０年４月１日より施行する。
３．この学則は昭和４５年４月１日より施行する。
４．この学則は昭和４６年４月１日より施行する。
５．この学則は昭和４７年４月１日より施行する。
６．この学則は昭和４８年４月１日より施行する。
７．この学則は昭和４９年４月１日より施行する。
８．この学則は昭和５０年４月１日より施行する。
９．この学則は昭和５１年４月１日より施行する。
10．この学則は昭和５２年４月１日より施行する。
11．この学則は昭和５３年１０月１日より施行する。
12．この学則は昭和５４年４月１日より施行する。
13．この学則は昭和５５年４月１日より施行する。
14．この学則は昭和５６年４月１日より施行する。
15．この学則は昭和５７年４月１日より施行する。
16．この学則は昭和５８年４月１日より施行する。
17．この学則は昭和５９年４月１日より施行する。
18．この学則は昭和６３年４月１日より施行する。
19．この学則は平成元年４月１日より施行する。
20．この学則は平成２年４月１日より施行する。
21．この学則は平成３年４月１日より施行する。
22．この学則は平成４年４月１日より施行する。
23．この学則は平成６年４月１日より施行する。
24．この学則は平成７年４月１日より施行する。
25．この学則は平成９年４月１日より施行する。
26．この学則は平成１０年４月１日より施行する。
27．この学則は平成１２年４月１日より、①社会福祉学部の名称を総合福祉学部に変更するため、②社

会福祉学科および福祉心理学科の収容定員を変更するため、③情報福祉学科の設置にともない、施
行する。なお、平成１１年度までに入学した学生は従前によるものとする。

28．この学則は平成１３年４月１日より、①社会福祉学科に教育職員免許状「福祉」、情報福祉学科に
教育職員免許状「情報」を設置にともない、②学都仙台単位互換ネットワークを設置にともない、
施行する。なお、平成１２年度までに入学した学生も平成１３年４月開設の「福祉」・「情報」の
教育職員免許状の科目履修を認める。

29．この学則は平成１４年４月１日より、①学則第３条総合福祉学部に通信教育部社会福祉学科、社会
教育学科、福祉心理学科を設置、②学則第２６条（編入学・転入学）に（５）を設けて、専修学校
の専門課程からの編入学を可能にした。③社会福祉学科の保育士課程が「児童福祉法施行規則第３
９条の２第１項第３号の指定保育士養成施設の修業教科目及び単位数並びに履修方法」（平成１３
年厚生労働省告示第１９８号）により平成１４年４月から適用されることにより、第３０条(授業科
目)２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）を改正して平成１４年度入学者から適用して施
行する。④第３０条（授業科目）２、（９）㈶日本障がい者スポーツ協会公認障がい者スポーツ指

導者資格（イ）初級障がい者スポーツ指導員資格に関する科目（別表３９）を改正する。ただし、
平成１３年度までの入学者については、従前の例によることとする。

30．この学則は平成１５年４月１日より、①総合福祉学部社会福祉学科に介護福祉士課程を設置するに
ともない、②学則第３０条（授業科目）－２、（２）外国語科目（別表２）に「ハングル講座Ⅰ
（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設する
にともない、③学則第３０条（授業科目）－２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）に
「ハングル講座Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）
～Ⅵ」を新設するにともない、④学則第３０条（授業科目）－２、（１２）（イ）教職に関する科
目の教育職員免許法施行規則第６６条の５に定める科目（別表２１）に「ハングル講座Ⅰ（コミュ
ニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設するにともな
い、⑤第３０条（授業科目）の２（２０）訪問介護員養成２級課程修了に関する指定専門科目（別
表４１）を新設するにともない、改正施行する。ただし、平成１４年度までの入学者については、
従前の例によることとする。

31．この学則は平成１６年４月１日より、①第２０条（入学資格）の変更にともない、②第３０条（授
業科目）（２２）レクリエーション・インストラクター資格取得に関する科目の設置、③（２３）
臨床美術士資格取得に関する科目の設置、④（２４）感性デザイン課程に関する科目の設置および
第５６条の２に特別科目等履修生制度を設置することにより改正し、全学年に施行する。

32．この学則は平成１７年４月１日より、①福祉心理学科に教育職員免許状「養護教諭１種普通免許
状」を設置することにより、②第３０条（授業科目）の２、（１２）（リ）養護教諭１種普通免許
状の養護に関する科目の設置、③第３４条（教員免許状授与の所要資格取得）の２を変更し、施行
する。なお、平成１６年度までに入学した学生も、平成１７年度４月開設の「養護教諭１種普通免
許状」の教育職員免許状の科目履修を認める。

　　 さらに、④第３０条（授業科目）の２、（３３）臨床美術士資格取得に関する科目（別表４３）の
削除、⑤第３０条（授業科目）の２、（２５）福祉観光課程に関する科目の設置、⑥第３０条（授
業科目）の２、（２６）スポーツマネジメント課程に関する科目の設置、⑦第３０条（授業科目）
の２、（２７）臨床美術課程に関する科目の設置、⑧第３０条（授業科目）の２、（２８）異文化
コミュニケーション課程に関する科目の設置、⑨福祉観光課程・スポーツマネジメント課程・臨床
美術課程・異文化コミュニケーション課程の設置に伴い第３５条（各種資格の取得）に（２２）～
（２５）を追加変更し、施行する。なお、④～⑨については、平成１７年度入学生から適用し、平
成１６年度までに入学した学生は従前によるものとする。

33．この学則は平成１８年４月１日より、新学部創設にともない、①第１条（目的、使命）を修正し、
②学内組織の見直し（第５条、第９条、第１０条、第１３条）等をはかった。さらに、③第３条
（学部）子ども科学部子ども教育学科、健康科学部保健看護学科の設置、④第３０条（授業科目）
の２、（１）基礎教養（別表１）、及び（２）外国語科目（別表２）の科目と履修方法の変更、⑤
第３０条の２、（４）―② 子ども科学部の専門教育科目（別表１７）の設置、⑥第３０条（授業科
目）の２、（４）―③健康科学部の専門教育科目（別表１８）の設置、⑦第３０条（授業科目）の
２、（９）―②子ども科学部子ども教育学科に保育士資格に関する科目を設置、⑧第３０条（授業
科目）の２、（１２）―①子ども科学部に教職に関する科目（別表３７－①）（別表３７－②）の
設置、⑨第３０条（授業科目）の２、幼稚園教諭1種普通免許状に関する科目・教科又は教職に関す
る科目（別表３８－①、２種は別表３８－②）及び小学校教諭1種普通免許状に関する科目・教科又
は教職に関する科目（別表３９―①、２種は別表３９－②）を設置する。⑩第３１条（履修方
法）、（４）―②子ども科学部子ども教育学科及び（４）―③健康科学部保健看護学科の履修方法
を規定する。⑪第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）の２、子ども科学部に教育職員免許
状「幼稚園教諭１種普通免許状」、「幼稚園教諭２種普通免許状」、「小学校教諭１種免許状」、
「小学校教諭２種免許状」の設置、⑫第３５条（各種資格の取得）の５、保育士資格に子ども科学
部子ども教育学科を追加し、保育士資格の取得を可能とする。⑬さらに、第３５条（各種資格の取
得）の２０、健康科学部保健看護学科において、看護師及び保健師の国家試験受験資格の取得を可
能とする。⑭そのための授業科目を第３０条（授業科目）２、に設置する。⑮第４７条、学士学位
の授与に子ども科学部子ども教育学科に「学士」（教育学）、健康科学部保健看護学科に「学士」
（看護学）を追加する。⑭第６０条（学費）、子ども科学部と健康科学部の入学検定料・入学金・
授業料・施設設備資金・厚生費・後援会等を新たに設定する。ただし、平成１７年度までに入学し
た学生は従前によるものとする。

34．この学則は平成１９年４月１日より、大学の教員組織の変更にともない、①第９条（教職員）にお
いて従来の「助教授」を「准教授」に名称を変更し、「助教」を新設して施行する。また、特殊教
育教員免許課程が、特別支援学校教員免許課程に移行するにともない、②第34条（教員免許状授与
の所要資格の取得）の２及び６において、社会福祉学科に設置されている「養護学校教諭１種普通

免許状の教科に関する科目」を「特別支援学校教諭１種免許状の教科に関する科目」へ再編成して
施行する（別表２８）。③従来の「基礎教養科目」「外国語科目」「健康とスポーツ科目」を再編
し、「総合基礎科目」（別表１－①）を導入するとともに、各学科の科目を再編・再構成する（第
３１条、第３２条）。ただし、健康科学部は従前の通りとする。④総合福祉学部情報福祉学科に２
コース（情報応用コース、総合情報コース）を設置する（第３０条（授業科目）２の（２）５）の
（イ）、（ロ））。⑤総合福祉学部の副専攻に「減災・予防福祉課程」を追加する。

35．この学則は、平成２０年４月１日より、①総合福祉学部産業福祉学科及び情報福祉学科を、総合マ
ネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福祉マネジメント学科に独立・改組し、②健康
科学部に新たにリハビリテーション学科（作業療法学専攻、理学療法学専攻）と医療経営管理学科
を設置するとともに、③それにともなう収容定員の見直しを行い施行する（第３条）。なお、④第
３０条（授業科目）２の（１）、総合基礎科目（別表１）を全学部共通科目として配置するととも
に、（２）専門教育科目に新学部新学科の授業科目と第３１条（履修方法）に履修方法をそれぞれ
追加する。さらに、健康科学部保健看護学科の関連科目に授業科目を追加する（別表８）。また、
⑤第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）について、従来の「産業福祉学科」に設置されて
いた中学校教諭一種普通免許状（社会）、高等学校教諭一種普通免許状（公民）及び「情報福祉学
科」に設置されていた高等学校教諭一種普通免許状（情報）の教員免許状を取り下げる。⑥産業福
祉学科食品衛生コースに設置されていた食品衛生監視員及び食品衛生管理者の任用資格を取り下げ
る。⑦附属研究所・センター等に「キャリア推進センター」「次世代育成センター」「ＰＣサポー
トセンター」を増設する（第５条）。⑧大学設置基準等の一部を改正する省令に伴い学部学科の教
育研究上の目的を明確にした（第３条の４）。

36．この学則は平成２１年４月より、保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更にともない、①保
健看護学科のカリキュラム・履修方法の一部変更および卒業単位の変更（いずれも学則第３１条、
学則別表８）を行い施行する。また、「社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律（平
成19年法律第125号）」により、①資格取得のための履修科目を見直し、社会福祉士、精神保健福
祉士及び介護福祉士養成の新しい教育課程を編成する（別表11）（別表12）（別表13）（別表
14）（別表17）。②それらにともなって、社会福祉学科の教育課程も再編成する（別表2）。③社
会福祉士及び介護福祉士、精神保健福祉士養成課程において定員を設ける（第３５条）。さらに、
「福祉科一種普通免許状」の「教科又は教職に関する科目」の内容を変更する。なお、本学に付属
病院としてせんだんホスピタルを置く（学則第７条、第９条）。学則本文（学則第６０条）中の学
費明細表を、別添２として本中から分離する。

37．この学則は、平成２２年４月より①組織改組し、「社会貢献センター」を置く（第５条）。②教育
職員免許法の一部改正にともない、教職に関する科目である「総合演習」を「教職実践演習」に変
更（別表１９）（別表２６―①）（別表２６―②）して施行する。また、③「異文化コミュニケー
ション課程」、「減災・予防福祉課程」の廃止と「社会貢献支援士課程」の設置にともない、第30
条（授業科目）２（28）、第３１条（履修方法）（３）、第３５条（各種資格の取得）２６を追加
変更する。さらに、④「総合基礎科目」を再編（別表１）するとともに、総合福祉学部の各学科と
子ども科学部子ども教育学科の教育課程を見直し（別表２）（別表３）（別表４）（別表７）、総
合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科に専門科目を追加（別表５）する。⑤保育士資格に
関する科目（別表１５）（別表１６）を再編し、特別支援学校教諭一種免許状の教科に関する科目
（別表２１）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状の教職に関する科目（別表２６－
①）（別表２６－②）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状に関する科目（別表２７
－①）（別表２７－②）（別表２８－①）（別表２８－②）をそれぞれ見直し施行する。

38．この学則は、平成２３年４月より①専門基幹科目にリエゾン群（Ｌ群）を新設する（健康科学部を
除く）ことにともない、「総合基礎科目」（別表１-①、別表２-②）及び各学科の教育課程（別表
２、別表３、別表４、別表５、別表６、別表７）を変更し施行する。また、②「指定保育士養成施
設の指定及び運営の基準について」の一部改正により、「保育士資格に関する科目」（別表15及び
別表16）を変更する。それにともない、③教員免許状取得のための科目を一部変更する（別表
26-①、別表26-②、別表27-①、別表27-②、別表28-①、別表28-②）。④総合福祉学部社会福
祉学科社会福祉コース（保育士課程履修）の学生の幼稚園教諭一種普通免許状の取得を可能とする
（第34条9）。⑤教育職員免許法施行規則の一部改正にともない、「福祉」の教科に関する科目・
単位数及び履修方法（別表20）を変更して施行する。⑥総合福祉学部社会福祉学科と福祉心理学科
において、福祉用具専門相談員の資格取得を可能とし、第３５条（各種資格の取得）に（２０）と
して追加する（別表41）。さらに、⑦休学の場合（第６５条）の学費を変更して施行する。 

39．この学則は、平成２４年４月より、①総合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福
祉マネジメント学科のカリキュラムの一部を変更する（学則別表５、６）。②全学部学科へのリエ
ゾン系科目の導入に伴い、健康科学部における総合基礎科目及び履修方法を変更する（別表１）と

ともに、健康科学部保健看護学科、リハビリテーション学科、医療経営管理学科のカリキュラム・
履修方法の一部を変更する（別表８、９-①、９-②、学則第３１条）。③また、保健看護学科にお
いて、保健師受験資格を選択制とし（学則第３５条の１８）、卒業単位を変更する（学則第３１
条）。④精神保健福祉士法施行規則等の改正により、精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科
目及び精神保健福祉士受験資格に関する基礎科目を見直し（別表１３、１４）、社会福祉士受験資
格に関する指定専門科目の一部を見直す（別表１１）とともに、社会福祉学科並びに福祉心理学科
のカリキュラムを一部変更する（別表２、４）。⑤さらに第一種衛生管理者免許に関する科目（別
表１８）の一部を変更し、図書館司書養成科目及び学芸員養成科目の改正により、図書館司書資格
に関する専門科目（別表３０）及び博物館学芸員資格に関する専門科目（別表３１）を見直すとと
もに、社会福祉学科、社会教育学科、福祉心理学科のカリキュラムを一部変更する（別表２、３、
４）。⑥介護福祉士の資格取得の変更により、「資格」から「受験資格」と変更（学則第３５条
６）及び科目を追加し（別表１７）、⑦学生表彰の対象に学生団体を追加する（学則第４８条）変
更、⑦学則第３１条に（４）を追加し、施行する。

40．この学則は、平成２５年４月より、①入学前の既修得単位等の認定において、「他の大学又は短期
大学における授業科目の履修等」及び「大学以外の教育施設等における学修」を明文化（学則第３
２条）、②防災・減災に関連する科目を移動・配置（学則別表１－１、２、３、４、５、６、
７）、③精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科目の履修年次及び単位数の一部変更（別表
２、４、１４）、④総合福祉学部社会福祉学科及び子ども科学部子ども教育学科の専門教育科目
（専門基幹科目Ｌ群）（別表２、７）並びに保育士資格に関する科目（別表１５、１６）の一部変
更、⑤教育実習の単位変更（別表２、３、１９）⑥訪問介護員２級に関する科目の廃止及び介護職
員初任者研修に関する科目の設置（別表３９）、それに伴う福祉科の教科又は教職に関する科目の
一部変更（別表２０）、⑦社会貢献活動支援士に関する科目の一部変更（別表４８）をし、施行す
る。

41．この学則は、平成２６年４月より、①第1条の目的、使命を一部変更（学則第1条）し、総合基礎
科目を全学共通（学則別表１）とするとともに、全学科に地域共創関連科目を専門基幹科目に配置
する（学則別表２～８、９－①、９－②、１０）。同時に、健康科学部保健看護学科、リハビリ
テーション学科及び医療経営管理学科に防災・減災関連科目を配置する（学則別表８、９-①、９
-②、１０）。履修方法に地域貢献関連資格科目を位置づける（学則第３１条（５））。また、保育
士資格に関する科目の一部を追加し（学則別表１５及び１６）、さらに特別支援学校教諭一種免許
状の教科に関する科目の一部変更（別表２１）、及び副専攻に「デジタルコンテンツアセッサ課
程」を設置し（学則第３１条（３））、授業科目（学則別表４９）及び各種資格の取得（学則第３
５条２６）にそれぞれ追加変更する。さらに学内単位互換の規程を追加して実施する（学則第３７
条第４項）。②第５条（付属研究所・センター等）の地域連携を充実させるため社会貢献センター
を社会貢献・地域連携センターに改組するとともに、経営情報・教育情報の調査分析等を行うIRセ
ンターを新たに設置する。③GPA制度を導入するにあたり、第３８条（成績）を４種の評語（優・
良・可・不可）から５種の評語（秀・優・良・可・不可）に変更し施行する。④第４６条（卒業）
の条件を授業科目及び単位数取得から、授業科目及び単位数、GPA制度も導入して認定するに変更
し施行する。⑤第４１条では、休学期間完了後の学費について、事項を追加するとともに、第４５
条（除籍）においては、除籍の条件を追加し、一部を削除する。⑥第６５条（休学の場合の学費）
学期途中での学費に関する事項を追加し、変更施行する。なお、平成２５年度まで入学した学生は
従前によるものとする。

42.  この学則は、平成２７年４月より、①学部・学科再編に伴い、総合福祉学部社会教育学科を廃止し、
福祉行政学科を設置。子ども科学部子ども教育学科を廃止し、教育学部教育学科初等教育専攻・教育
学科中等教育専攻を設置。さらに、総合福祉学部社会福祉学科の入学定員を300名から400名に変
更、新たに2学科の設置のため入学定員を1,100名から1,300名にするとともに、収容定員も4,400名
から5,200名に変更施行する。また、産業福祉学科を廃止する（学則第3条）。②教職員職階の学長
補佐を廃止し、副学長を置く（学則第9条）。③教授会組織及び審議事項の内容を変更する（学則第
11条及び第13条）。④長期履修学生の規定（学則第17条の2）を追加する。⑤総合基礎教育科目
を変更するとともに、地域共創科目を全学科の教育課程に置く（学則別表１及び2～10）。保育士
資格に関する科目（学則別表15、16）および教育職員免許状に関する科目（学則別表19～26）を
再編成する。⑥副専攻としてデジタルコンテンツアセッサ課程に関する科目を変更する（学則別表
46）とともに、救急救命士課程に関する科目を置き（学則別表47）、社会福祉学科にスクール
ソーシャルワーカーに関する科目を配置する（学則別表48）。それに伴い、これらの資格を各種資
格に追加する（学則第35条）。⑦教育課程の変更により、履修方法を変更する（学則第31条）。
⑧各学部学科での教員免許状授与の所要資格取得を変更する（学則第34条）。⑨学部学科改組によ
り、学士学位の名称を変更する（学則第47条）。⑩懲戒規程を変更する（学則第50条）。なお、
平成２６年度まで入学した学生は従前によるものとする。

43．募集を停止していた情報福祉学科を廃止する。また、平成２８年４月より教育学部教育学科中等教
育専攻に特別支援学校一種普通免許取得に関する教育課程を設置する。なお、この学則は、平成２
７年度入学生より適用する。

44. この学則は、平成２８年４月より、学則第３３条の単位互換派遣学生及び学則第５７条の単位互換
学生の履修に対して規定を追加する。また、総合基礎教育課程を変更する（学則別表１-①、１
-②）とともに、学科の専門教育課程を一部変更（学則別表２、３、４、５、６、７、10）し、履
修方法も変更する（学則第３１条）。それに伴い各種資格取得のための科目も変更する（学則別表
17、19、20、28、31、33、36、46）。なお、平成２７年度まで入学した学生は従前によるも
のとする。

45．この学則は、平成２９年４月より、①通信教育部社会教育学科廃止に伴い学則第３条第1項第５号
の一部変更、②総合基礎教育課程の一部を変更（学則第３０条（１）、学別表１-①、１-②）する
とともに、履修方法も変更する（学則第３１条）。また、③卒業試験の名称を変更する（学則第４
６条）。④各学科の専門教育課程を一部変更する（学則別表２、３、４、５、６、10）⑤精神保健
福祉士受験資格に関する指定専門科目（学則別表１３）、レクリエーション・インストラクター資
格に関する科目（学則別表３７）、社会貢献活動支援士課程に関する科目（学則別表４５）、デジ
タルコンテンツアセッサ課程に関する科目（学則別表４６）、スクールソーシャルワーカーに関す
る科目（学則別表４８）単位数及び履修年次の一部をそれぞれ変更する。さらに⑥総合マネジメン
ト学部・健康科学部医療経営管理学科に「健康運動実践指導者に関する科目」を配置する（学則別
表４９及び学則第３５条２９）するため、学則の一部を変更し施行する。なお、平成２８年度まで
入学した学生は従前によるものとする。

46．この学則は、平成３０年４月より、①健康科学部保健看護学科の入学定員を７０名から８０名に増
員（学則第３条）し、②助産師国家試験受験資格を取得できる教育課程へと改編する（学則第３５
条１８及び学則別表８）。また、③総合福祉学部福祉心理学科に公認心理師受験資格を取得できる
教育課程へと改編する（学則本文第３５条１４及び学則別表４並びに学則別表３３）。④総合基礎
教育課程の科目を変更（学則別表１-①、学則別表１-②、学則別表１-③）し、社会福祉学科（学則
別表２）、福祉行政学科（別表３）、産業福祉マネジメント学科（別表５）、情報福祉マネジメン
ト学科（学則別表６）、医療経営管理学科（学則別表１０）の教育課程をそれぞれ一部改正する。
⑤資格に関する科目としては、第一種衛生管理者免許に関する専門科目（学則別表１８）、高校福
祉科一種普通免許状に関する教育課程（学則別表１９）、養護教諭一種普通免許状に関する教育課
程（学則別表２０）、身体障害者福祉司任用資格に関する科目（別表３１）、公認心理師国家試験
受験資格に関する科目（学則別表３３）、レクリエーション・インストラクター資格に関する科目
（学則別表３７）、スポーツマネジメント課程に関する科目（学則別表４３）、臨床美術課程に関
する科目（学則別表４４）の科目を一部変更する。⑥キャリアと実践活動に関する科目を追加する
（学則別表５０）。さらに、特待生に関する基準を追加し（学則本文第４９条）、交換留学生の規
定（学則本文第５８条の３及び４）を追加する。なお、平成２９年度に入学した学生は従前による
ものとする。

47．平成３１年４月より、①「早期卒業」の規定を追加（学則本文第１７条の２、第４６条２）すると
ともに、「懲戒」規定の一部を変更する（学則本文第５０条）。②「指定保育士養成施設の指定及
び運営の基準について」の一部改正、「児童福祉法施行規則第６条の２第１項第３号の指定保育士
養成施設の修業科目及び単位数並びに履修方法の一部を改正する件」に基づき、学則本文第３０条
（授業科目）における「保育士資格に関する科目」（学則別表１５、１６）及び学則別表２、７、
７－①、７－②の一部を変更。③「社会福祉士学校及び介護福祉士学校の設置及び運営に係る指針
についての一部改正」に基づき、「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表１７）の一部を
変更。④教育職員免許法施行規則の一部改正に伴い、「教育職員免許状に関する科目」を一部変更
（学則別表１９～２６）。⑤総合基礎科目及び各学科の教育課程を一部変更し（学則別表１－①、
１－②、２、３、４、５、６、７―①、７－②、１０）、教育学科の履修方法を一部変更する（学
則本文３１条（２））。⑥「開放科目」を新設（学則別表４６）。⑦副専攻の変更（学則本文３１
条（３））ことに伴い、副専攻教育課程学則別表３９～４３及び「各種資格の取得」から該当事項
を削除するとともに、別表番号、項目番号を変更する。なお、平成３１年度以前に入学した学生は
従前によるものとする。

48．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐
①）。また、平成３０年５月付「文部科学省　厚生労働省令第四号理学療法士及び作業療法士法第
１４条の規定に基づき、『理学療法士作業療法士養成施設指定規則』の一部改正」が行われたこと
により、健康科学部リハビリテーション学科カリキュラム・履修方法の一部変更を行う（学則別表
９‐①、９‐②）。それに伴いリハビリテーション学科における基盤教育科目および専門教育科目
の履修方法を一部変更する（学則本文第３１条）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学

した学生は従前によるものとする。
49．この学則は、募集を停止していた子ども科学部子ども教育学科を廃止し、令和２年１月より一部を

改正し施行する。
50．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐

①、健康科学部保健看護学科は従前のため別表１-②）とともに、各学科の履修方法を変更する（学
則本文第３１条（１））。また、平成３１年４月５日付文部科学省の事務連絡に基づき、社会教育
主事の養成課程の一部変更する（学則別表３２）。これらの変更に伴い、各学科の専門教育課程
（学則別表２～１０）及び各種資格取得のための教育課程（学則別表１５～１７、１９～２５、２
８～３２、４０、４１）並びに履修方法を一部変更する（学則本文第３１条（２））。さらに、各
種資格の取得に関して、救急救命士受験資格取得対象学科から福祉行政学科を削除する（学則本文
第３５条２４）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学した学生は従前によるものとす
る。

51．この学則は、募集を停止していた総合福祉学部社会教育学科を廃止（学則本文３条）し、令和2年6
月より一部改正施行する。

52．この学則は、令和3年4月より①教育学部教育学科中等教育専攻への中学校一種免許状（英語）及び
高等学校一種免許状（英語）課程の設置（学則本文第34条、学則別表26、27）に伴い、教育課程
（学則別表7、7－①、7－②）及び履修方法（学則別表31）を一部変更する。さらに、新たな免許
課程の設置とともに社会教育主事任用資格の廃止に伴い、別表番号を変更する。②「社会福祉に関
する科目を定める省令」及び「精神障害者者の保健及び福祉に関する科目を定める省令」に基づ
き、社会福祉士及び精神保健福祉士養成に係る開講科目を変更する（学則別表11～14）。それに
従い、各学科の教育課程を見直す（学則別表2～4）とともに、「保育士資格に関する科目」（学則
別表15、16）及び「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表17）を一部変更する。③学則
本文中の齟齬を修正する（学則本文第第24条、第31条（3））。④学則本文中の各条文の見出しの
位置を変更する（全条）。⑤学科の掲載順を「学校法人栴檀学園寄附行為」と統一する（第3、
31、47条）。⑥免許状・資格・学科等の名称・字句を統一する（第30、31、34、35条）。⑦そ
の他、字句・表現の統一をはかり明確になるように修正する（第2～8、10、12、13、17、20、
31、36、40、51～54、56、58、59、61、66条）。なお、令和3年度以前に入学した学生は従
前によるものとする。

53．この学則は、令和4年4月より、①保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更に伴い、保健看護
学科のカリキュラム・履修方法の一部変更（新学則第30条・第31条）、②「民法の一部改正施
行」に基づき、入学手続等関係提出書類の変更（新学則第23条）、保証人の保証に関する事項の変
更（学則第24条）、③第一種衛生管理者資格の廃止（新学則第30条第3項第10号）、廃止により
旧学則第30条第3項第11号から旧第30条第3項第29号を、新第30条第3項第10号から新第30条3
項第28号に変更、さらに旧学則別表19から旧学則別表47を新学則別表18から新学則別表46に変
更、④教育課程の充実を図るため、開設科目の名称変更追加、削除の変更（新学則別表2・別表3・
別表5・別表6・別表7・別表7－①・7-②・別表15・別表16・別表30・別表40・別表41）、⑤各
種資格の取得で第一種衛生管理者資格取得に関する事項を廃止する。廃止に伴い旧学則第35条第9
項から旧第35条25項を、新学則第35条第8項から新学則第35条24に変更する。⑥レクリエーショ
ンインストラクター資格取得に関する認定専門科目（新学則別表37）において、新たに「看護学臨
床実習」・「介護実習Ⅰ」の２科目を追加開講するとともに、7科目を削除し、開講科目を変更、⑦
スクールソーシャルワーク教育課程に関する科目（新学則別表43）においては、スクールソーシャ
ルワーカー資格取得に関する法改正の一部施行に基づき、開講科目を一部変更（令和3年度入学生よ
り適用）、⑧委託生・研究生・聴講生・科目等履修生の入学選考を明確にするため一部条文の変更
（新学則第53条・54条・55条・56条）、⑨附則に第53項を新設するため学則の一部を変更し、
改正施行する。なお、令和３年度以前で入学した学生は従前によるものとする。 

【学部・学科の教育研究上の目的】

　建学の精神（行学一如）に則り、人類の幸福の追求と国際社会並びに地域社会の発展に貢献できる人材
育成を目的として、以下の学部、学科を設置する。

Ⅰ．総合福祉学部
多角的視野から教育・研究に取り組み、知識、技術、社会的実践力を錬磨し、福祉社会の実現に資

する人材の育成を目的とする。
①社会福祉学科

人間理解のための深い教養と福祉の専門知識を修得し、福祉領域における問題解決能力を有する人
材を育成する。

②福祉心理学科
人間理解の基礎となる心理学的視点や理論・方法を学び、人々の抱える心理的問題を分析・解決で

きる人材を育成する。
③福祉行政学科

「福祉」の視点を土台として、地域社会及び住民の福祉の向上に貢献する高い志と強い責任感・倫
理観をもち、地域の諸問題に主体的に対応できる幅広い基礎能力を有する人材を育成する。

Ⅱ．総合マネジメント学部
人間活動におけるマネジメントの知識と能力をもち、リーダーシップを発揮しうる人材を育成する

ことを目的とする。
①産業福祉マネジメント学科

主として産業界にあって、経済的な効率経営に加えて、福祉的経営の視点も考慮することにより健
全な経営を実現できる人材を育成する。

②情報福祉マネジメント学科
豊かで活力ある福祉社会を実現させるため、経営に資するマネジメント能力や情報科学の活用力を

兼ね備えた人材を育成する。

Ⅲ．教育学部
豊かな教養と人間性を基礎に据え、保育・教育への熱意、高度な専門性、研修意欲等を備え、乳幼

児・児童・生徒の保育・教育に柔軟に対応できる人材を育成する。
①教育学科

乳幼児・児童・生徒の発達の特性を活かした教育を研究するとともに、自らの実践を省察する能力
を有する人材育成を目的とする。

Ⅳ．健康科学部
ヒューマニティやノーマライゼーションを基本に、人間を全人的に捉え、「生命の尊重」「人として

の尊厳」を基盤にもつ人材を育成することを目的とする。
①保健看護学科

すべての人を対象として、ヒューマンケアの思想を、保健・看護の現場で実践できる能力を有する
人材を育成する。

②リハビリテーション学科
専門職となる医療現場に加え、「保健・福祉現場における地域リハビリテーション」を視野に入れ

た、健康増進・障害予防に関わるヘルスケアなど「理論と実践の融合」による調和のとれた人材を育
成する。

③医療経営管理学科
保健・医療・福祉の経営に役立つ管理的知識と医学的知識を有し、医療情報を活用しうる専門的な

人材を育成する。

１．この学則は昭和３７年４月１日より施行する。
２．この学則は昭和４０年４月１日より施行する。
３．この学則は昭和４５年４月１日より施行する。
４．この学則は昭和４６年４月１日より施行する。
５．この学則は昭和４７年４月１日より施行する。
６．この学則は昭和４８年４月１日より施行する。
７．この学則は昭和４９年４月１日より施行する。
８．この学則は昭和５０年４月１日より施行する。
９．この学則は昭和５１年４月１日より施行する。
10．この学則は昭和５２年４月１日より施行する。
11．この学則は昭和５３年１０月１日より施行する。
12．この学則は昭和５４年４月１日より施行する。
13．この学則は昭和５５年４月１日より施行する。
14．この学則は昭和５６年４月１日より施行する。
15．この学則は昭和５７年４月１日より施行する。
16．この学則は昭和５８年４月１日より施行する。
17．この学則は昭和５９年４月１日より施行する。
18．この学則は昭和６３年４月１日より施行する。
19．この学則は平成元年４月１日より施行する。
20．この学則は平成２年４月１日より施行する。
21．この学則は平成３年４月１日より施行する。
22．この学則は平成４年４月１日より施行する。
23．この学則は平成６年４月１日より施行する。
24．この学則は平成７年４月１日より施行する。
25．この学則は平成９年４月１日より施行する。
26．この学則は平成１０年４月１日より施行する。
27．この学則は平成１２年４月１日より、①社会福祉学部の名称を総合福祉学部に変更するため、②社

会福祉学科および福祉心理学科の収容定員を変更するため、③情報福祉学科の設置にともない、施
行する。なお、平成１１年度までに入学した学生は従前によるものとする。

28．この学則は平成１３年４月１日より、①社会福祉学科に教育職員免許状「福祉」、情報福祉学科に
教育職員免許状「情報」を設置にともない、②学都仙台単位互換ネットワークを設置にともない、
施行する。なお、平成１２年度までに入学した学生も平成１３年４月開設の「福祉」・「情報」の
教育職員免許状の科目履修を認める。

29．この学則は平成１４年４月１日より、①学則第３条総合福祉学部に通信教育部社会福祉学科、社会
教育学科、福祉心理学科を設置、②学則第２６条（編入学・転入学）に（５）を設けて、専修学校
の専門課程からの編入学を可能にした。③社会福祉学科の保育士課程が「児童福祉法施行規則第３
９条の２第１項第３号の指定保育士養成施設の修業教科目及び単位数並びに履修方法」（平成１３
年厚生労働省告示第１９８号）により平成１４年４月から適用されることにより、第３０条(授業科
目)２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）を改正して平成１４年度入学者から適用して施
行する。④第３０条（授業科目）２、（９）㈶日本障がい者スポーツ協会公認障がい者スポーツ指

導者資格（イ）初級障がい者スポーツ指導員資格に関する科目（別表３９）を改正する。ただし、
平成１３年度までの入学者については、従前の例によることとする。

30．この学則は平成１５年４月１日より、①総合福祉学部社会福祉学科に介護福祉士課程を設置するに
ともない、②学則第３０条（授業科目）－２、（２）外国語科目（別表２）に「ハングル講座Ⅰ
（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設する
にともない、③学則第３０条（授業科目）－２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）に
「ハングル講座Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）
～Ⅵ」を新設するにともない、④学則第３０条（授業科目）－２、（１２）（イ）教職に関する科
目の教育職員免許法施行規則第６６条の５に定める科目（別表２１）に「ハングル講座Ⅰ（コミュ
ニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設するにともな
い、⑤第３０条（授業科目）の２（２０）訪問介護員養成２級課程修了に関する指定専門科目（別
表４１）を新設するにともない、改正施行する。ただし、平成１４年度までの入学者については、
従前の例によることとする。

31．この学則は平成１６年４月１日より、①第２０条（入学資格）の変更にともない、②第３０条（授
業科目）（２２）レクリエーション・インストラクター資格取得に関する科目の設置、③（２３）
臨床美術士資格取得に関する科目の設置、④（２４）感性デザイン課程に関する科目の設置および
第５６条の２に特別科目等履修生制度を設置することにより改正し、全学年に施行する。

32．この学則は平成１７年４月１日より、①福祉心理学科に教育職員免許状「養護教諭１種普通免許
状」を設置することにより、②第３０条（授業科目）の２、（１２）（リ）養護教諭１種普通免許
状の養護に関する科目の設置、③第３４条（教員免許状授与の所要資格取得）の２を変更し、施行
する。なお、平成１６年度までに入学した学生も、平成１７年度４月開設の「養護教諭１種普通免
許状」の教育職員免許状の科目履修を認める。

　　 さらに、④第３０条（授業科目）の２、（３３）臨床美術士資格取得に関する科目（別表４３）の
削除、⑤第３０条（授業科目）の２、（２５）福祉観光課程に関する科目の設置、⑥第３０条（授
業科目）の２、（２６）スポーツマネジメント課程に関する科目の設置、⑦第３０条（授業科目）
の２、（２７）臨床美術課程に関する科目の設置、⑧第３０条（授業科目）の２、（２８）異文化
コミュニケーション課程に関する科目の設置、⑨福祉観光課程・スポーツマネジメント課程・臨床
美術課程・異文化コミュニケーション課程の設置に伴い第３５条（各種資格の取得）に（２２）～
（２５）を追加変更し、施行する。なお、④～⑨については、平成１７年度入学生から適用し、平
成１６年度までに入学した学生は従前によるものとする。

33．この学則は平成１８年４月１日より、新学部創設にともない、①第１条（目的、使命）を修正し、
②学内組織の見直し（第５条、第９条、第１０条、第１３条）等をはかった。さらに、③第３条
（学部）子ども科学部子ども教育学科、健康科学部保健看護学科の設置、④第３０条（授業科目）
の２、（１）基礎教養（別表１）、及び（２）外国語科目（別表２）の科目と履修方法の変更、⑤
第３０条の２、（４）―② 子ども科学部の専門教育科目（別表１７）の設置、⑥第３０条（授業科
目）の２、（４）―③健康科学部の専門教育科目（別表１８）の設置、⑦第３０条（授業科目）の
２、（９）―②子ども科学部子ども教育学科に保育士資格に関する科目を設置、⑧第３０条（授業
科目）の２、（１２）―①子ども科学部に教職に関する科目（別表３７－①）（別表３７－②）の
設置、⑨第３０条（授業科目）の２、幼稚園教諭1種普通免許状に関する科目・教科又は教職に関す
る科目（別表３８－①、２種は別表３８－②）及び小学校教諭1種普通免許状に関する科目・教科又
は教職に関する科目（別表３９―①、２種は別表３９－②）を設置する。⑩第３１条（履修方
法）、（４）―②子ども科学部子ども教育学科及び（４）―③健康科学部保健看護学科の履修方法
を規定する。⑪第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）の２、子ども科学部に教育職員免許
状「幼稚園教諭１種普通免許状」、「幼稚園教諭２種普通免許状」、「小学校教諭１種免許状」、
「小学校教諭２種免許状」の設置、⑫第３５条（各種資格の取得）の５、保育士資格に子ども科学
部子ども教育学科を追加し、保育士資格の取得を可能とする。⑬さらに、第３５条（各種資格の取
得）の２０、健康科学部保健看護学科において、看護師及び保健師の国家試験受験資格の取得を可
能とする。⑭そのための授業科目を第３０条（授業科目）２、に設置する。⑮第４７条、学士学位
の授与に子ども科学部子ども教育学科に「学士」（教育学）、健康科学部保健看護学科に「学士」
（看護学）を追加する。⑭第６０条（学費）、子ども科学部と健康科学部の入学検定料・入学金・
授業料・施設設備資金・厚生費・後援会等を新たに設定する。ただし、平成１７年度までに入学し
た学生は従前によるものとする。

34．この学則は平成１９年４月１日より、大学の教員組織の変更にともない、①第９条（教職員）にお
いて従来の「助教授」を「准教授」に名称を変更し、「助教」を新設して施行する。また、特殊教
育教員免許課程が、特別支援学校教員免許課程に移行するにともない、②第34条（教員免許状授与
の所要資格の取得）の２及び６において、社会福祉学科に設置されている「養護学校教諭１種普通

免許状の教科に関する科目」を「特別支援学校教諭１種免許状の教科に関する科目」へ再編成して
施行する（別表２８）。③従来の「基礎教養科目」「外国語科目」「健康とスポーツ科目」を再編
し、「総合基礎科目」（別表１－①）を導入するとともに、各学科の科目を再編・再構成する（第
３１条、第３２条）。ただし、健康科学部は従前の通りとする。④総合福祉学部情報福祉学科に２
コース（情報応用コース、総合情報コース）を設置する（第３０条（授業科目）２の（２）５）の
（イ）、（ロ））。⑤総合福祉学部の副専攻に「減災・予防福祉課程」を追加する。

35．この学則は、平成２０年４月１日より、①総合福祉学部産業福祉学科及び情報福祉学科を、総合マ
ネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福祉マネジメント学科に独立・改組し、②健康
科学部に新たにリハビリテーション学科（作業療法学専攻、理学療法学専攻）と医療経営管理学科
を設置するとともに、③それにともなう収容定員の見直しを行い施行する（第３条）。なお、④第
３０条（授業科目）２の（１）、総合基礎科目（別表１）を全学部共通科目として配置するととも
に、（２）専門教育科目に新学部新学科の授業科目と第３１条（履修方法）に履修方法をそれぞれ
追加する。さらに、健康科学部保健看護学科の関連科目に授業科目を追加する（別表８）。また、
⑤第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）について、従来の「産業福祉学科」に設置されて
いた中学校教諭一種普通免許状（社会）、高等学校教諭一種普通免許状（公民）及び「情報福祉学
科」に設置されていた高等学校教諭一種普通免許状（情報）の教員免許状を取り下げる。⑥産業福
祉学科食品衛生コースに設置されていた食品衛生監視員及び食品衛生管理者の任用資格を取り下げ
る。⑦附属研究所・センター等に「キャリア推進センター」「次世代育成センター」「ＰＣサポー
トセンター」を増設する（第５条）。⑧大学設置基準等の一部を改正する省令に伴い学部学科の教
育研究上の目的を明確にした（第３条の４）。

36．この学則は平成２１年４月より、保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更にともない、①保
健看護学科のカリキュラム・履修方法の一部変更および卒業単位の変更（いずれも学則第３１条、
学則別表８）を行い施行する。また、「社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律（平
成19年法律第125号）」により、①資格取得のための履修科目を見直し、社会福祉士、精神保健福
祉士及び介護福祉士養成の新しい教育課程を編成する（別表11）（別表12）（別表13）（別表
14）（別表17）。②それらにともなって、社会福祉学科の教育課程も再編成する（別表2）。③社
会福祉士及び介護福祉士、精神保健福祉士養成課程において定員を設ける（第３５条）。さらに、
「福祉科一種普通免許状」の「教科又は教職に関する科目」の内容を変更する。なお、本学に付属
病院としてせんだんホスピタルを置く（学則第７条、第９条）。学則本文（学則第６０条）中の学
費明細表を、別添２として本中から分離する。

37．この学則は、平成２２年４月より①組織改組し、「社会貢献センター」を置く（第５条）。②教育
職員免許法の一部改正にともない、教職に関する科目である「総合演習」を「教職実践演習」に変
更（別表１９）（別表２６―①）（別表２６―②）して施行する。また、③「異文化コミュニケー
ション課程」、「減災・予防福祉課程」の廃止と「社会貢献支援士課程」の設置にともない、第30
条（授業科目）２（28）、第３１条（履修方法）（３）、第３５条（各種資格の取得）２６を追加
変更する。さらに、④「総合基礎科目」を再編（別表１）するとともに、総合福祉学部の各学科と
子ども科学部子ども教育学科の教育課程を見直し（別表２）（別表３）（別表４）（別表７）、総
合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科に専門科目を追加（別表５）する。⑤保育士資格に
関する科目（別表１５）（別表１６）を再編し、特別支援学校教諭一種免許状の教科に関する科目
（別表２１）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状の教職に関する科目（別表２６－
①）（別表２６－②）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状に関する科目（別表２７
－①）（別表２７－②）（別表２８－①）（別表２８－②）をそれぞれ見直し施行する。

38．この学則は、平成２３年４月より①専門基幹科目にリエゾン群（Ｌ群）を新設する（健康科学部を
除く）ことにともない、「総合基礎科目」（別表１-①、別表２-②）及び各学科の教育課程（別表
２、別表３、別表４、別表５、別表６、別表７）を変更し施行する。また、②「指定保育士養成施
設の指定及び運営の基準について」の一部改正により、「保育士資格に関する科目」（別表15及び
別表16）を変更する。それにともない、③教員免許状取得のための科目を一部変更する（別表
26-①、別表26-②、別表27-①、別表27-②、別表28-①、別表28-②）。④総合福祉学部社会福
祉学科社会福祉コース（保育士課程履修）の学生の幼稚園教諭一種普通免許状の取得を可能とする
（第34条9）。⑤教育職員免許法施行規則の一部改正にともない、「福祉」の教科に関する科目・
単位数及び履修方法（別表20）を変更して施行する。⑥総合福祉学部社会福祉学科と福祉心理学科
において、福祉用具専門相談員の資格取得を可能とし、第３５条（各種資格の取得）に（２０）と
して追加する（別表41）。さらに、⑦休学の場合（第６５条）の学費を変更して施行する。 

39．この学則は、平成２４年４月より、①総合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福
祉マネジメント学科のカリキュラムの一部を変更する（学則別表５、６）。②全学部学科へのリエ
ゾン系科目の導入に伴い、健康科学部における総合基礎科目及び履修方法を変更する（別表１）と

ともに、健康科学部保健看護学科、リハビリテーション学科、医療経営管理学科のカリキュラム・
履修方法の一部を変更する（別表８、９-①、９-②、学則第３１条）。③また、保健看護学科にお
いて、保健師受験資格を選択制とし（学則第３５条の１８）、卒業単位を変更する（学則第３１
条）。④精神保健福祉士法施行規則等の改正により、精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科
目及び精神保健福祉士受験資格に関する基礎科目を見直し（別表１３、１４）、社会福祉士受験資
格に関する指定専門科目の一部を見直す（別表１１）とともに、社会福祉学科並びに福祉心理学科
のカリキュラムを一部変更する（別表２、４）。⑤さらに第一種衛生管理者免許に関する科目（別
表１８）の一部を変更し、図書館司書養成科目及び学芸員養成科目の改正により、図書館司書資格
に関する専門科目（別表３０）及び博物館学芸員資格に関する専門科目（別表３１）を見直すとと
もに、社会福祉学科、社会教育学科、福祉心理学科のカリキュラムを一部変更する（別表２、３、
４）。⑥介護福祉士の資格取得の変更により、「資格」から「受験資格」と変更（学則第３５条
６）及び科目を追加し（別表１７）、⑦学生表彰の対象に学生団体を追加する（学則第４８条）変
更、⑦学則第３１条に（４）を追加し、施行する。

40．この学則は、平成２５年４月より、①入学前の既修得単位等の認定において、「他の大学又は短期
大学における授業科目の履修等」及び「大学以外の教育施設等における学修」を明文化（学則第３
２条）、②防災・減災に関連する科目を移動・配置（学則別表１－１、２、３、４、５、６、
７）、③精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科目の履修年次及び単位数の一部変更（別表
２、４、１４）、④総合福祉学部社会福祉学科及び子ども科学部子ども教育学科の専門教育科目
（専門基幹科目Ｌ群）（別表２、７）並びに保育士資格に関する科目（別表１５、１６）の一部変
更、⑤教育実習の単位変更（別表２、３、１９）⑥訪問介護員２級に関する科目の廃止及び介護職
員初任者研修に関する科目の設置（別表３９）、それに伴う福祉科の教科又は教職に関する科目の
一部変更（別表２０）、⑦社会貢献活動支援士に関する科目の一部変更（別表４８）をし、施行す
る。

41．この学則は、平成２６年４月より、①第1条の目的、使命を一部変更（学則第1条）し、総合基礎
科目を全学共通（学則別表１）とするとともに、全学科に地域共創関連科目を専門基幹科目に配置
する（学則別表２～８、９－①、９－②、１０）。同時に、健康科学部保健看護学科、リハビリ
テーション学科及び医療経営管理学科に防災・減災関連科目を配置する（学則別表８、９-①、９
-②、１０）。履修方法に地域貢献関連資格科目を位置づける（学則第３１条（５））。また、保育
士資格に関する科目の一部を追加し（学則別表１５及び１６）、さらに特別支援学校教諭一種免許
状の教科に関する科目の一部変更（別表２１）、及び副専攻に「デジタルコンテンツアセッサ課
程」を設置し（学則第３１条（３））、授業科目（学則別表４９）及び各種資格の取得（学則第３
５条２６）にそれぞれ追加変更する。さらに学内単位互換の規程を追加して実施する（学則第３７
条第４項）。②第５条（付属研究所・センター等）の地域連携を充実させるため社会貢献センター
を社会貢献・地域連携センターに改組するとともに、経営情報・教育情報の調査分析等を行うIRセ
ンターを新たに設置する。③GPA制度を導入するにあたり、第３８条（成績）を４種の評語（優・
良・可・不可）から５種の評語（秀・優・良・可・不可）に変更し施行する。④第４６条（卒業）
の条件を授業科目及び単位数取得から、授業科目及び単位数、GPA制度も導入して認定するに変更
し施行する。⑤第４１条では、休学期間完了後の学費について、事項を追加するとともに、第４５
条（除籍）においては、除籍の条件を追加し、一部を削除する。⑥第６５条（休学の場合の学費）
学期途中での学費に関する事項を追加し、変更施行する。なお、平成２５年度まで入学した学生は
従前によるものとする。

42.  この学則は、平成２７年４月より、①学部・学科再編に伴い、総合福祉学部社会教育学科を廃止し、
福祉行政学科を設置。子ども科学部子ども教育学科を廃止し、教育学部教育学科初等教育専攻・教育
学科中等教育専攻を設置。さらに、総合福祉学部社会福祉学科の入学定員を300名から400名に変
更、新たに2学科の設置のため入学定員を1,100名から1,300名にするとともに、収容定員も4,400名
から5,200名に変更施行する。また、産業福祉学科を廃止する（学則第3条）。②教職員職階の学長
補佐を廃止し、副学長を置く（学則第9条）。③教授会組織及び審議事項の内容を変更する（学則第
11条及び第13条）。④長期履修学生の規定（学則第17条の2）を追加する。⑤総合基礎教育科目
を変更するとともに、地域共創科目を全学科の教育課程に置く（学則別表１及び2～10）。保育士
資格に関する科目（学則別表15、16）および教育職員免許状に関する科目（学則別表19～26）を
再編成する。⑥副専攻としてデジタルコンテンツアセッサ課程に関する科目を変更する（学則別表
46）とともに、救急救命士課程に関する科目を置き（学則別表47）、社会福祉学科にスクール
ソーシャルワーカーに関する科目を配置する（学則別表48）。それに伴い、これらの資格を各種資
格に追加する（学則第35条）。⑦教育課程の変更により、履修方法を変更する（学則第31条）。
⑧各学部学科での教員免許状授与の所要資格取得を変更する（学則第34条）。⑨学部学科改組によ
り、学士学位の名称を変更する（学則第47条）。⑩懲戒規程を変更する（学則第50条）。なお、
平成２６年度まで入学した学生は従前によるものとする。

43．募集を停止していた情報福祉学科を廃止する。また、平成２８年４月より教育学部教育学科中等教
育専攻に特別支援学校一種普通免許取得に関する教育課程を設置する。なお、この学則は、平成２
７年度入学生より適用する。

44. この学則は、平成２８年４月より、学則第３３条の単位互換派遣学生及び学則第５７条の単位互換
学生の履修に対して規定を追加する。また、総合基礎教育課程を変更する（学則別表１-①、１
-②）とともに、学科の専門教育課程を一部変更（学則別表２、３、４、５、６、７、10）し、履
修方法も変更する（学則第３１条）。それに伴い各種資格取得のための科目も変更する（学則別表
17、19、20、28、31、33、36、46）。なお、平成２７年度まで入学した学生は従前によるも
のとする。

45．この学則は、平成２９年４月より、①通信教育部社会教育学科廃止に伴い学則第３条第1項第５号
の一部変更、②総合基礎教育課程の一部を変更（学則第３０条（１）、学別表１-①、１-②）する
とともに、履修方法も変更する（学則第３１条）。また、③卒業試験の名称を変更する（学則第４
６条）。④各学科の専門教育課程を一部変更する（学則別表２、３、４、５、６、10）⑤精神保健
福祉士受験資格に関する指定専門科目（学則別表１３）、レクリエーション・インストラクター資
格に関する科目（学則別表３７）、社会貢献活動支援士課程に関する科目（学則別表４５）、デジ
タルコンテンツアセッサ課程に関する科目（学則別表４６）、スクールソーシャルワーカーに関す
る科目（学則別表４８）単位数及び履修年次の一部をそれぞれ変更する。さらに⑥総合マネジメン
ト学部・健康科学部医療経営管理学科に「健康運動実践指導者に関する科目」を配置する（学則別
表４９及び学則第３５条２９）するため、学則の一部を変更し施行する。なお、平成２８年度まで
入学した学生は従前によるものとする。

46．この学則は、平成３０年４月より、①健康科学部保健看護学科の入学定員を７０名から８０名に増
員（学則第３条）し、②助産師国家試験受験資格を取得できる教育課程へと改編する（学則第３５
条１８及び学則別表８）。また、③総合福祉学部福祉心理学科に公認心理師受験資格を取得できる
教育課程へと改編する（学則本文第３５条１４及び学則別表４並びに学則別表３３）。④総合基礎
教育課程の科目を変更（学則別表１-①、学則別表１-②、学則別表１-③）し、社会福祉学科（学則
別表２）、福祉行政学科（別表３）、産業福祉マネジメント学科（別表５）、情報福祉マネジメン
ト学科（学則別表６）、医療経営管理学科（学則別表１０）の教育課程をそれぞれ一部改正する。
⑤資格に関する科目としては、第一種衛生管理者免許に関する専門科目（学則別表１８）、高校福
祉科一種普通免許状に関する教育課程（学則別表１９）、養護教諭一種普通免許状に関する教育課
程（学則別表２０）、身体障害者福祉司任用資格に関する科目（別表３１）、公認心理師国家試験
受験資格に関する科目（学則別表３３）、レクリエーション・インストラクター資格に関する科目
（学則別表３７）、スポーツマネジメント課程に関する科目（学則別表４３）、臨床美術課程に関
する科目（学則別表４４）の科目を一部変更する。⑥キャリアと実践活動に関する科目を追加する
（学則別表５０）。さらに、特待生に関する基準を追加し（学則本文第４９条）、交換留学生の規
定（学則本文第５８条の３及び４）を追加する。なお、平成２９年度に入学した学生は従前による
ものとする。

47．平成３１年４月より、①「早期卒業」の規定を追加（学則本文第１７条の２、第４６条２）すると
ともに、「懲戒」規定の一部を変更する（学則本文第５０条）。②「指定保育士養成施設の指定及
び運営の基準について」の一部改正、「児童福祉法施行規則第６条の２第１項第３号の指定保育士
養成施設の修業科目及び単位数並びに履修方法の一部を改正する件」に基づき、学則本文第３０条
（授業科目）における「保育士資格に関する科目」（学則別表１５、１６）及び学則別表２、７、
７－①、７－②の一部を変更。③「社会福祉士学校及び介護福祉士学校の設置及び運営に係る指針
についての一部改正」に基づき、「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表１７）の一部を
変更。④教育職員免許法施行規則の一部改正に伴い、「教育職員免許状に関する科目」を一部変更
（学則別表１９～２６）。⑤総合基礎科目及び各学科の教育課程を一部変更し（学則別表１－①、
１－②、２、３、４、５、６、７―①、７－②、１０）、教育学科の履修方法を一部変更する（学
則本文３１条（２））。⑥「開放科目」を新設（学則別表４６）。⑦副専攻の変更（学則本文３１
条（３））ことに伴い、副専攻教育課程学則別表３９～４３及び「各種資格の取得」から該当事項
を削除するとともに、別表番号、項目番号を変更する。なお、平成３１年度以前に入学した学生は
従前によるものとする。

48．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐
①）。また、平成３０年５月付「文部科学省　厚生労働省令第四号理学療法士及び作業療法士法第
１４条の規定に基づき、『理学療法士作業療法士養成施設指定規則』の一部改正」が行われたこと
により、健康科学部リハビリテーション学科カリキュラム・履修方法の一部変更を行う（学則別表
９‐①、９‐②）。それに伴いリハビリテーション学科における基盤教育科目および専門教育科目
の履修方法を一部変更する（学則本文第３１条）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学

した学生は従前によるものとする。
49．この学則は、募集を停止していた子ども科学部子ども教育学科を廃止し、令和２年１月より一部を

改正し施行する。
50．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐

①、健康科学部保健看護学科は従前のため別表１-②）とともに、各学科の履修方法を変更する（学
則本文第３１条（１））。また、平成３１年４月５日付文部科学省の事務連絡に基づき、社会教育
主事の養成課程の一部変更する（学則別表３２）。これらの変更に伴い、各学科の専門教育課程
（学則別表２～１０）及び各種資格取得のための教育課程（学則別表１５～１７、１９～２５、２
８～３２、４０、４１）並びに履修方法を一部変更する（学則本文第３１条（２））。さらに、各
種資格の取得に関して、救急救命士受験資格取得対象学科から福祉行政学科を削除する（学則本文
第３５条２４）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学した学生は従前によるものとす
る。

51．この学則は、募集を停止していた総合福祉学部社会教育学科を廃止（学則本文３条）し、令和2年6
月より一部改正施行する。

52．この学則は、令和3年4月より①教育学部教育学科中等教育専攻への中学校一種免許状（英語）及び
高等学校一種免許状（英語）課程の設置（学則本文第34条、学則別表26、27）に伴い、教育課程
（学則別表7、7－①、7－②）及び履修方法（学則別表31）を一部変更する。さらに、新たな免許
課程の設置とともに社会教育主事任用資格の廃止に伴い、別表番号を変更する。②「社会福祉に関
する科目を定める省令」及び「精神障害者者の保健及び福祉に関する科目を定める省令」に基づ
き、社会福祉士及び精神保健福祉士養成に係る開講科目を変更する（学則別表11～14）。それに
従い、各学科の教育課程を見直す（学則別表2～4）とともに、「保育士資格に関する科目」（学則
別表15、16）及び「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表17）を一部変更する。③学則
本文中の齟齬を修正する（学則本文第第24条、第31条（3））。④学則本文中の各条文の見出しの
位置を変更する（全条）。⑤学科の掲載順を「学校法人栴檀学園寄附行為」と統一する（第3、
31、47条）。⑥免許状・資格・学科等の名称・字句を統一する（第30、31、34、35条）。⑦そ
の他、字句・表現の統一をはかり明確になるように修正する（第2～8、10、12、13、17、20、
31、36、40、51～54、56、58、59、61、66条）。なお、令和3年度以前に入学した学生は従
前によるものとする。

53．この学則は、令和4年4月より、①保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更に伴い、保健看護
学科のカリキュラム・履修方法の一部変更（新学則第30条・第31条）、②「民法の一部改正施
行」に基づき、入学手続等関係提出書類の変更（新学則第23条）、保証人の保証に関する事項の変
更（学則第24条）、③第一種衛生管理者資格の廃止（新学則第30条第3項第10号）、廃止により
旧学則第30条第3項第11号から旧第30条第3項第29号を、新第30条第3項第10号から新第30条3
項第28号に変更、さらに旧学則別表19から旧学則別表47を新学則別表18から新学則別表46に変
更、④教育課程の充実を図るため、開設科目の名称変更追加、削除の変更（新学則別表2・別表3・
別表5・別表6・別表7・別表7－①・7-②・別表15・別表16・別表30・別表40・別表41）、⑤各
種資格の取得で第一種衛生管理者資格取得に関する事項を廃止する。廃止に伴い旧学則第35条第9
項から旧第35条25項を、新学則第35条第8項から新学則第35条24に変更する。⑥レクリエーショ
ンインストラクター資格取得に関する認定専門科目（新学則別表37）において、新たに「看護学臨
床実習」・「介護実習Ⅰ」の２科目を追加開講するとともに、7科目を削除し、開講科目を変更、⑦
スクールソーシャルワーク教育課程に関する科目（新学則別表43）においては、スクールソーシャ
ルワーカー資格取得に関する法改正の一部施行に基づき、開講科目を一部変更（令和3年度入学生よ
り適用）、⑧委託生・研究生・聴講生・科目等履修生の入学選考を明確にするため一部条文の変更
（新学則第53条・54条・55条・56条）、⑨附則に第53項を新設するため学則の一部を変更し、
改正施行する。なお、令和３年度以前で入学した学生は従前によるものとする。 
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【東北福祉大学　学費】

項　　　　目

学　　　　部（学　　　　科）

総合福祉・教育・総合マネジ
メント・健康科学部（医療経
営管理）

健康科学部（保健看護・リハ
ビリテーション）

入　　学　　金（入学時） 100,000円 100,000円

授　　業　　料（年　額） 733,000円 1,000,000円

施設設備資金（年　額） 241,000 円 300,000円

教育環境整備費（年　額） 50,000 円 50,000円

厚　　生　　費（年　額） 20,000 円 20,000円

実験施設維持費  
35,000 円

25,000 円
250,000円

実　　習　　費（ 1年次） 100,000円

後　援　会　費 24,200 円 24,200円

1　 2年次以降の学費はスライド制の適用により改訂する。
スライド制を適用するときの変動率（対前年度アップ率）は原則として次のものを基準とする。

（1）授業料については、人事院による「国家公務員の給与に関する勧告」によって示された国家公
務員給与の対前年度アップ率に、同じく定期昇給のアップ率分を加算したものによる。

（2）施設設備資金については消費者物価指数（総務省統計局調査）の対前年度アップ率による。
2　前項の学費納付の細則は別に定める。
3　 2年次以降の実習費については別に定める。
4  　学則第65条（休学の場合の学費）に基づく在籍料は、原則として、半期60,000円とする。厚生
費等は別途徴収する。

１．この学則は昭和３７年４月１日より施行する。
２．この学則は昭和４０年４月１日より施行する。
３．この学則は昭和４５年４月１日より施行する。
４．この学則は昭和４６年４月１日より施行する。
５．この学則は昭和４７年４月１日より施行する。
６．この学則は昭和４８年４月１日より施行する。
７．この学則は昭和４９年４月１日より施行する。
８．この学則は昭和５０年４月１日より施行する。
９．この学則は昭和５１年４月１日より施行する。
10．この学則は昭和５２年４月１日より施行する。
11．この学則は昭和５３年１０月１日より施行する。
12．この学則は昭和５４年４月１日より施行する。
13．この学則は昭和５５年４月１日より施行する。
14．この学則は昭和５６年４月１日より施行する。
15．この学則は昭和５７年４月１日より施行する。
16．この学則は昭和５８年４月１日より施行する。
17．この学則は昭和５９年４月１日より施行する。
18．この学則は昭和６３年４月１日より施行する。
19．この学則は平成元年４月１日より施行する。
20．この学則は平成２年４月１日より施行する。
21．この学則は平成３年４月１日より施行する。
22．この学則は平成４年４月１日より施行する。
23．この学則は平成６年４月１日より施行する。
24．この学則は平成７年４月１日より施行する。
25．この学則は平成９年４月１日より施行する。
26．この学則は平成１０年４月１日より施行する。
27．この学則は平成１２年４月１日より、①社会福祉学部の名称を総合福祉学部に変更するため、②社

会福祉学科および福祉心理学科の収容定員を変更するため、③情報福祉学科の設置にともない、施
行する。なお、平成１１年度までに入学した学生は従前によるものとする。

28．この学則は平成１３年４月１日より、①社会福祉学科に教育職員免許状「福祉」、情報福祉学科に
教育職員免許状「情報」を設置にともない、②学都仙台単位互換ネットワークを設置にともない、
施行する。なお、平成１２年度までに入学した学生も平成１３年４月開設の「福祉」・「情報」の
教育職員免許状の科目履修を認める。

29．この学則は平成１４年４月１日より、①学則第３条総合福祉学部に通信教育部社会福祉学科、社会
教育学科、福祉心理学科を設置、②学則第２６条（編入学・転入学）に（５）を設けて、専修学校
の専門課程からの編入学を可能にした。③社会福祉学科の保育士課程が「児童福祉法施行規則第３
９条の２第１項第３号の指定保育士養成施設の修業教科目及び単位数並びに履修方法」（平成１３
年厚生労働省告示第１９８号）により平成１４年４月から適用されることにより、第３０条(授業科
目)２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）を改正して平成１４年度入学者から適用して施
行する。④第３０条（授業科目）２、（９）㈶日本障がい者スポーツ協会公認障がい者スポーツ指

導者資格（イ）初級障がい者スポーツ指導員資格に関する科目（別表３９）を改正する。ただし、
平成１３年度までの入学者については、従前の例によることとする。

30．この学則は平成１５年４月１日より、①総合福祉学部社会福祉学科に介護福祉士課程を設置するに
ともない、②学則第３０条（授業科目）－２、（２）外国語科目（別表２）に「ハングル講座Ⅰ
（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設する
にともない、③学則第３０条（授業科目）－２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）に
「ハングル講座Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）
～Ⅵ」を新設するにともない、④学則第３０条（授業科目）－２、（１２）（イ）教職に関する科
目の教育職員免許法施行規則第６６条の５に定める科目（別表２１）に「ハングル講座Ⅰ（コミュ
ニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設するにともな
い、⑤第３０条（授業科目）の２（２０）訪問介護員養成２級課程修了に関する指定専門科目（別
表４１）を新設するにともない、改正施行する。ただし、平成１４年度までの入学者については、
従前の例によることとする。

31．この学則は平成１６年４月１日より、①第２０条（入学資格）の変更にともない、②第３０条（授
業科目）（２２）レクリエーション・インストラクター資格取得に関する科目の設置、③（２３）
臨床美術士資格取得に関する科目の設置、④（２４）感性デザイン課程に関する科目の設置および
第５６条の２に特別科目等履修生制度を設置することにより改正し、全学年に施行する。

32．この学則は平成１７年４月１日より、①福祉心理学科に教育職員免許状「養護教諭１種普通免許
状」を設置することにより、②第３０条（授業科目）の２、（１２）（リ）養護教諭１種普通免許
状の養護に関する科目の設置、③第３４条（教員免許状授与の所要資格取得）の２を変更し、施行
する。なお、平成１６年度までに入学した学生も、平成１７年度４月開設の「養護教諭１種普通免
許状」の教育職員免許状の科目履修を認める。

　　 さらに、④第３０条（授業科目）の２、（３３）臨床美術士資格取得に関する科目（別表４３）の
削除、⑤第３０条（授業科目）の２、（２５）福祉観光課程に関する科目の設置、⑥第３０条（授
業科目）の２、（２６）スポーツマネジメント課程に関する科目の設置、⑦第３０条（授業科目）
の２、（２７）臨床美術課程に関する科目の設置、⑧第３０条（授業科目）の２、（２８）異文化
コミュニケーション課程に関する科目の設置、⑨福祉観光課程・スポーツマネジメント課程・臨床
美術課程・異文化コミュニケーション課程の設置に伴い第３５条（各種資格の取得）に（２２）～
（２５）を追加変更し、施行する。なお、④～⑨については、平成１７年度入学生から適用し、平
成１６年度までに入学した学生は従前によるものとする。

33．この学則は平成１８年４月１日より、新学部創設にともない、①第１条（目的、使命）を修正し、
②学内組織の見直し（第５条、第９条、第１０条、第１３条）等をはかった。さらに、③第３条
（学部）子ども科学部子ども教育学科、健康科学部保健看護学科の設置、④第３０条（授業科目）
の２、（１）基礎教養（別表１）、及び（２）外国語科目（別表２）の科目と履修方法の変更、⑤
第３０条の２、（４）―② 子ども科学部の専門教育科目（別表１７）の設置、⑥第３０条（授業科
目）の２、（４）―③健康科学部の専門教育科目（別表１８）の設置、⑦第３０条（授業科目）の
２、（９）―②子ども科学部子ども教育学科に保育士資格に関する科目を設置、⑧第３０条（授業
科目）の２、（１２）―①子ども科学部に教職に関する科目（別表３７－①）（別表３７－②）の
設置、⑨第３０条（授業科目）の２、幼稚園教諭1種普通免許状に関する科目・教科又は教職に関す
る科目（別表３８－①、２種は別表３８－②）及び小学校教諭1種普通免許状に関する科目・教科又
は教職に関する科目（別表３９―①、２種は別表３９－②）を設置する。⑩第３１条（履修方
法）、（４）―②子ども科学部子ども教育学科及び（４）―③健康科学部保健看護学科の履修方法
を規定する。⑪第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）の２、子ども科学部に教育職員免許
状「幼稚園教諭１種普通免許状」、「幼稚園教諭２種普通免許状」、「小学校教諭１種免許状」、
「小学校教諭２種免許状」の設置、⑫第３５条（各種資格の取得）の５、保育士資格に子ども科学
部子ども教育学科を追加し、保育士資格の取得を可能とする。⑬さらに、第３５条（各種資格の取
得）の２０、健康科学部保健看護学科において、看護師及び保健師の国家試験受験資格の取得を可
能とする。⑭そのための授業科目を第３０条（授業科目）２、に設置する。⑮第４７条、学士学位
の授与に子ども科学部子ども教育学科に「学士」（教育学）、健康科学部保健看護学科に「学士」
（看護学）を追加する。⑭第６０条（学費）、子ども科学部と健康科学部の入学検定料・入学金・
授業料・施設設備資金・厚生費・後援会等を新たに設定する。ただし、平成１７年度までに入学し
た学生は従前によるものとする。

34．この学則は平成１９年４月１日より、大学の教員組織の変更にともない、①第９条（教職員）にお
いて従来の「助教授」を「准教授」に名称を変更し、「助教」を新設して施行する。また、特殊教
育教員免許課程が、特別支援学校教員免許課程に移行するにともない、②第34条（教員免許状授与
の所要資格の取得）の２及び６において、社会福祉学科に設置されている「養護学校教諭１種普通

免許状の教科に関する科目」を「特別支援学校教諭１種免許状の教科に関する科目」へ再編成して
施行する（別表２８）。③従来の「基礎教養科目」「外国語科目」「健康とスポーツ科目」を再編
し、「総合基礎科目」（別表１－①）を導入するとともに、各学科の科目を再編・再構成する（第
３１条、第３２条）。ただし、健康科学部は従前の通りとする。④総合福祉学部情報福祉学科に２
コース（情報応用コース、総合情報コース）を設置する（第３０条（授業科目）２の（２）５）の
（イ）、（ロ））。⑤総合福祉学部の副専攻に「減災・予防福祉課程」を追加する。

35．この学則は、平成２０年４月１日より、①総合福祉学部産業福祉学科及び情報福祉学科を、総合マ
ネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福祉マネジメント学科に独立・改組し、②健康
科学部に新たにリハビリテーション学科（作業療法学専攻、理学療法学専攻）と医療経営管理学科
を設置するとともに、③それにともなう収容定員の見直しを行い施行する（第３条）。なお、④第
３０条（授業科目）２の（１）、総合基礎科目（別表１）を全学部共通科目として配置するととも
に、（２）専門教育科目に新学部新学科の授業科目と第３１条（履修方法）に履修方法をそれぞれ
追加する。さらに、健康科学部保健看護学科の関連科目に授業科目を追加する（別表８）。また、
⑤第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）について、従来の「産業福祉学科」に設置されて
いた中学校教諭一種普通免許状（社会）、高等学校教諭一種普通免許状（公民）及び「情報福祉学
科」に設置されていた高等学校教諭一種普通免許状（情報）の教員免許状を取り下げる。⑥産業福
祉学科食品衛生コースに設置されていた食品衛生監視員及び食品衛生管理者の任用資格を取り下げ
る。⑦附属研究所・センター等に「キャリア推進センター」「次世代育成センター」「ＰＣサポー
トセンター」を増設する（第５条）。⑧大学設置基準等の一部を改正する省令に伴い学部学科の教
育研究上の目的を明確にした（第３条の４）。

36．この学則は平成２１年４月より、保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更にともない、①保
健看護学科のカリキュラム・履修方法の一部変更および卒業単位の変更（いずれも学則第３１条、
学則別表８）を行い施行する。また、「社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律（平
成19年法律第125号）」により、①資格取得のための履修科目を見直し、社会福祉士、精神保健福
祉士及び介護福祉士養成の新しい教育課程を編成する（別表11）（別表12）（別表13）（別表
14）（別表17）。②それらにともなって、社会福祉学科の教育課程も再編成する（別表2）。③社
会福祉士及び介護福祉士、精神保健福祉士養成課程において定員を設ける（第３５条）。さらに、
「福祉科一種普通免許状」の「教科又は教職に関する科目」の内容を変更する。なお、本学に付属
病院としてせんだんホスピタルを置く（学則第７条、第９条）。学則本文（学則第６０条）中の学
費明細表を、別添２として本中から分離する。

37．この学則は、平成２２年４月より①組織改組し、「社会貢献センター」を置く（第５条）。②教育
職員免許法の一部改正にともない、教職に関する科目である「総合演習」を「教職実践演習」に変
更（別表１９）（別表２６―①）（別表２６―②）して施行する。また、③「異文化コミュニケー
ション課程」、「減災・予防福祉課程」の廃止と「社会貢献支援士課程」の設置にともない、第30
条（授業科目）２（28）、第３１条（履修方法）（３）、第３５条（各種資格の取得）２６を追加
変更する。さらに、④「総合基礎科目」を再編（別表１）するとともに、総合福祉学部の各学科と
子ども科学部子ども教育学科の教育課程を見直し（別表２）（別表３）（別表４）（別表７）、総
合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科に専門科目を追加（別表５）する。⑤保育士資格に
関する科目（別表１５）（別表１６）を再編し、特別支援学校教諭一種免許状の教科に関する科目
（別表２１）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状の教職に関する科目（別表２６－
①）（別表２６－②）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状に関する科目（別表２７
－①）（別表２７－②）（別表２８－①）（別表２８－②）をそれぞれ見直し施行する。

38．この学則は、平成２３年４月より①専門基幹科目にリエゾン群（Ｌ群）を新設する（健康科学部を
除く）ことにともない、「総合基礎科目」（別表１-①、別表２-②）及び各学科の教育課程（別表
２、別表３、別表４、別表５、別表６、別表７）を変更し施行する。また、②「指定保育士養成施
設の指定及び運営の基準について」の一部改正により、「保育士資格に関する科目」（別表15及び
別表16）を変更する。それにともない、③教員免許状取得のための科目を一部変更する（別表
26-①、別表26-②、別表27-①、別表27-②、別表28-①、別表28-②）。④総合福祉学部社会福
祉学科社会福祉コース（保育士課程履修）の学生の幼稚園教諭一種普通免許状の取得を可能とする
（第34条9）。⑤教育職員免許法施行規則の一部改正にともない、「福祉」の教科に関する科目・
単位数及び履修方法（別表20）を変更して施行する。⑥総合福祉学部社会福祉学科と福祉心理学科
において、福祉用具専門相談員の資格取得を可能とし、第３５条（各種資格の取得）に（２０）と
して追加する（別表41）。さらに、⑦休学の場合（第６５条）の学費を変更して施行する。 

39．この学則は、平成２４年４月より、①総合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福
祉マネジメント学科のカリキュラムの一部を変更する（学則別表５、６）。②全学部学科へのリエ
ゾン系科目の導入に伴い、健康科学部における総合基礎科目及び履修方法を変更する（別表１）と

ともに、健康科学部保健看護学科、リハビリテーション学科、医療経営管理学科のカリキュラム・
履修方法の一部を変更する（別表８、９-①、９-②、学則第３１条）。③また、保健看護学科にお
いて、保健師受験資格を選択制とし（学則第３５条の１８）、卒業単位を変更する（学則第３１
条）。④精神保健福祉士法施行規則等の改正により、精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科
目及び精神保健福祉士受験資格に関する基礎科目を見直し（別表１３、１４）、社会福祉士受験資
格に関する指定専門科目の一部を見直す（別表１１）とともに、社会福祉学科並びに福祉心理学科
のカリキュラムを一部変更する（別表２、４）。⑤さらに第一種衛生管理者免許に関する科目（別
表１８）の一部を変更し、図書館司書養成科目及び学芸員養成科目の改正により、図書館司書資格
に関する専門科目（別表３０）及び博物館学芸員資格に関する専門科目（別表３１）を見直すとと
もに、社会福祉学科、社会教育学科、福祉心理学科のカリキュラムを一部変更する（別表２、３、
４）。⑥介護福祉士の資格取得の変更により、「資格」から「受験資格」と変更（学則第３５条
６）及び科目を追加し（別表１７）、⑦学生表彰の対象に学生団体を追加する（学則第４８条）変
更、⑦学則第３１条に（４）を追加し、施行する。

40．この学則は、平成２５年４月より、①入学前の既修得単位等の認定において、「他の大学又は短期
大学における授業科目の履修等」及び「大学以外の教育施設等における学修」を明文化（学則第３
２条）、②防災・減災に関連する科目を移動・配置（学則別表１－１、２、３、４、５、６、
７）、③精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科目の履修年次及び単位数の一部変更（別表
２、４、１４）、④総合福祉学部社会福祉学科及び子ども科学部子ども教育学科の専門教育科目
（専門基幹科目Ｌ群）（別表２、７）並びに保育士資格に関する科目（別表１５、１６）の一部変
更、⑤教育実習の単位変更（別表２、３、１９）⑥訪問介護員２級に関する科目の廃止及び介護職
員初任者研修に関する科目の設置（別表３９）、それに伴う福祉科の教科又は教職に関する科目の
一部変更（別表２０）、⑦社会貢献活動支援士に関する科目の一部変更（別表４８）をし、施行す
る。

41．この学則は、平成２６年４月より、①第1条の目的、使命を一部変更（学則第1条）し、総合基礎
科目を全学共通（学則別表１）とするとともに、全学科に地域共創関連科目を専門基幹科目に配置
する（学則別表２～８、９－①、９－②、１０）。同時に、健康科学部保健看護学科、リハビリ
テーション学科及び医療経営管理学科に防災・減災関連科目を配置する（学則別表８、９-①、９
-②、１０）。履修方法に地域貢献関連資格科目を位置づける（学則第３１条（５））。また、保育
士資格に関する科目の一部を追加し（学則別表１５及び１６）、さらに特別支援学校教諭一種免許
状の教科に関する科目の一部変更（別表２１）、及び副専攻に「デジタルコンテンツアセッサ課
程」を設置し（学則第３１条（３））、授業科目（学則別表４９）及び各種資格の取得（学則第３
５条２６）にそれぞれ追加変更する。さらに学内単位互換の規程を追加して実施する（学則第３７
条第４項）。②第５条（付属研究所・センター等）の地域連携を充実させるため社会貢献センター
を社会貢献・地域連携センターに改組するとともに、経営情報・教育情報の調査分析等を行うIRセ
ンターを新たに設置する。③GPA制度を導入するにあたり、第３８条（成績）を４種の評語（優・
良・可・不可）から５種の評語（秀・優・良・可・不可）に変更し施行する。④第４６条（卒業）
の条件を授業科目及び単位数取得から、授業科目及び単位数、GPA制度も導入して認定するに変更
し施行する。⑤第４１条では、休学期間完了後の学費について、事項を追加するとともに、第４５
条（除籍）においては、除籍の条件を追加し、一部を削除する。⑥第６５条（休学の場合の学費）
学期途中での学費に関する事項を追加し、変更施行する。なお、平成２５年度まで入学した学生は
従前によるものとする。

42.  この学則は、平成２７年４月より、①学部・学科再編に伴い、総合福祉学部社会教育学科を廃止し、
福祉行政学科を設置。子ども科学部子ども教育学科を廃止し、教育学部教育学科初等教育専攻・教育
学科中等教育専攻を設置。さらに、総合福祉学部社会福祉学科の入学定員を300名から400名に変
更、新たに2学科の設置のため入学定員を1,100名から1,300名にするとともに、収容定員も4,400名
から5,200名に変更施行する。また、産業福祉学科を廃止する（学則第3条）。②教職員職階の学長
補佐を廃止し、副学長を置く（学則第9条）。③教授会組織及び審議事項の内容を変更する（学則第
11条及び第13条）。④長期履修学生の規定（学則第17条の2）を追加する。⑤総合基礎教育科目
を変更するとともに、地域共創科目を全学科の教育課程に置く（学則別表１及び2～10）。保育士
資格に関する科目（学則別表15、16）および教育職員免許状に関する科目（学則別表19～26）を
再編成する。⑥副専攻としてデジタルコンテンツアセッサ課程に関する科目を変更する（学則別表
46）とともに、救急救命士課程に関する科目を置き（学則別表47）、社会福祉学科にスクール
ソーシャルワーカーに関する科目を配置する（学則別表48）。それに伴い、これらの資格を各種資
格に追加する（学則第35条）。⑦教育課程の変更により、履修方法を変更する（学則第31条）。
⑧各学部学科での教員免許状授与の所要資格取得を変更する（学則第34条）。⑨学部学科改組によ
り、学士学位の名称を変更する（学則第47条）。⑩懲戒規程を変更する（学則第50条）。なお、
平成２６年度まで入学した学生は従前によるものとする。

43．募集を停止していた情報福祉学科を廃止する。また、平成２８年４月より教育学部教育学科中等教
育専攻に特別支援学校一種普通免許取得に関する教育課程を設置する。なお、この学則は、平成２
７年度入学生より適用する。

44. この学則は、平成２８年４月より、学則第３３条の単位互換派遣学生及び学則第５７条の単位互換
学生の履修に対して規定を追加する。また、総合基礎教育課程を変更する（学則別表１-①、１
-②）とともに、学科の専門教育課程を一部変更（学則別表２、３、４、５、６、７、10）し、履
修方法も変更する（学則第３１条）。それに伴い各種資格取得のための科目も変更する（学則別表
17、19、20、28、31、33、36、46）。なお、平成２７年度まで入学した学生は従前によるも
のとする。

45．この学則は、平成２９年４月より、①通信教育部社会教育学科廃止に伴い学則第３条第1項第５号
の一部変更、②総合基礎教育課程の一部を変更（学則第３０条（１）、学別表１-①、１-②）する
とともに、履修方法も変更する（学則第３１条）。また、③卒業試験の名称を変更する（学則第４
６条）。④各学科の専門教育課程を一部変更する（学則別表２、３、４、５、６、10）⑤精神保健
福祉士受験資格に関する指定専門科目（学則別表１３）、レクリエーション・インストラクター資
格に関する科目（学則別表３７）、社会貢献活動支援士課程に関する科目（学則別表４５）、デジ
タルコンテンツアセッサ課程に関する科目（学則別表４６）、スクールソーシャルワーカーに関す
る科目（学則別表４８）単位数及び履修年次の一部をそれぞれ変更する。さらに⑥総合マネジメン
ト学部・健康科学部医療経営管理学科に「健康運動実践指導者に関する科目」を配置する（学則別
表４９及び学則第３５条２９）するため、学則の一部を変更し施行する。なお、平成２８年度まで
入学した学生は従前によるものとする。

46．この学則は、平成３０年４月より、①健康科学部保健看護学科の入学定員を７０名から８０名に増
員（学則第３条）し、②助産師国家試験受験資格を取得できる教育課程へと改編する（学則第３５
条１８及び学則別表８）。また、③総合福祉学部福祉心理学科に公認心理師受験資格を取得できる
教育課程へと改編する（学則本文第３５条１４及び学則別表４並びに学則別表３３）。④総合基礎
教育課程の科目を変更（学則別表１-①、学則別表１-②、学則別表１-③）し、社会福祉学科（学則
別表２）、福祉行政学科（別表３）、産業福祉マネジメント学科（別表５）、情報福祉マネジメン
ト学科（学則別表６）、医療経営管理学科（学則別表１０）の教育課程をそれぞれ一部改正する。
⑤資格に関する科目としては、第一種衛生管理者免許に関する専門科目（学則別表１８）、高校福
祉科一種普通免許状に関する教育課程（学則別表１９）、養護教諭一種普通免許状に関する教育課
程（学則別表２０）、身体障害者福祉司任用資格に関する科目（別表３１）、公認心理師国家試験
受験資格に関する科目（学則別表３３）、レクリエーション・インストラクター資格に関する科目
（学則別表３７）、スポーツマネジメント課程に関する科目（学則別表４３）、臨床美術課程に関
する科目（学則別表４４）の科目を一部変更する。⑥キャリアと実践活動に関する科目を追加する
（学則別表５０）。さらに、特待生に関する基準を追加し（学則本文第４９条）、交換留学生の規
定（学則本文第５８条の３及び４）を追加する。なお、平成２９年度に入学した学生は従前による
ものとする。

47．平成３１年４月より、①「早期卒業」の規定を追加（学則本文第１７条の２、第４６条２）すると
ともに、「懲戒」規定の一部を変更する（学則本文第５０条）。②「指定保育士養成施設の指定及
び運営の基準について」の一部改正、「児童福祉法施行規則第６条の２第１項第３号の指定保育士
養成施設の修業科目及び単位数並びに履修方法の一部を改正する件」に基づき、学則本文第３０条
（授業科目）における「保育士資格に関する科目」（学則別表１５、１６）及び学則別表２、７、
７－①、７－②の一部を変更。③「社会福祉士学校及び介護福祉士学校の設置及び運営に係る指針
についての一部改正」に基づき、「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表１７）の一部を
変更。④教育職員免許法施行規則の一部改正に伴い、「教育職員免許状に関する科目」を一部変更
（学則別表１９～２６）。⑤総合基礎科目及び各学科の教育課程を一部変更し（学則別表１－①、
１－②、２、３、４、５、６、７―①、７－②、１０）、教育学科の履修方法を一部変更する（学
則本文３１条（２））。⑥「開放科目」を新設（学則別表４６）。⑦副専攻の変更（学則本文３１
条（３））ことに伴い、副専攻教育課程学則別表３９～４３及び「各種資格の取得」から該当事項
を削除するとともに、別表番号、項目番号を変更する。なお、平成３１年度以前に入学した学生は
従前によるものとする。

48．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐
①）。また、平成３０年５月付「文部科学省　厚生労働省令第四号理学療法士及び作業療法士法第
１４条の規定に基づき、『理学療法士作業療法士養成施設指定規則』の一部改正」が行われたこと
により、健康科学部リハビリテーション学科カリキュラム・履修方法の一部変更を行う（学則別表
９‐①、９‐②）。それに伴いリハビリテーション学科における基盤教育科目および専門教育科目
の履修方法を一部変更する（学則本文第３１条）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学

した学生は従前によるものとする。
49．この学則は、募集を停止していた子ども科学部子ども教育学科を廃止し、令和２年１月より一部を

改正し施行する。
50．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐

①、健康科学部保健看護学科は従前のため別表１-②）とともに、各学科の履修方法を変更する（学
則本文第３１条（１））。また、平成３１年４月５日付文部科学省の事務連絡に基づき、社会教育
主事の養成課程の一部変更する（学則別表３２）。これらの変更に伴い、各学科の専門教育課程
（学則別表２～１０）及び各種資格取得のための教育課程（学則別表１５～１７、１９～２５、２
８～３２、４０、４１）並びに履修方法を一部変更する（学則本文第３１条（２））。さらに、各
種資格の取得に関して、救急救命士受験資格取得対象学科から福祉行政学科を削除する（学則本文
第３５条２４）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学した学生は従前によるものとす
る。

51．この学則は、募集を停止していた総合福祉学部社会教育学科を廃止（学則本文３条）し、令和2年6
月より一部改正施行する。

52．この学則は、令和3年4月より①教育学部教育学科中等教育専攻への中学校一種免許状（英語）及び
高等学校一種免許状（英語）課程の設置（学則本文第34条、学則別表26、27）に伴い、教育課程
（学則別表7、7－①、7－②）及び履修方法（学則別表31）を一部変更する。さらに、新たな免許
課程の設置とともに社会教育主事任用資格の廃止に伴い、別表番号を変更する。②「社会福祉に関
する科目を定める省令」及び「精神障害者者の保健及び福祉に関する科目を定める省令」に基づ
き、社会福祉士及び精神保健福祉士養成に係る開講科目を変更する（学則別表11～14）。それに
従い、各学科の教育課程を見直す（学則別表2～4）とともに、「保育士資格に関する科目」（学則
別表15、16）及び「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表17）を一部変更する。③学則
本文中の齟齬を修正する（学則本文第第24条、第31条（3））。④学則本文中の各条文の見出しの
位置を変更する（全条）。⑤学科の掲載順を「学校法人栴檀学園寄附行為」と統一する（第3、
31、47条）。⑥免許状・資格・学科等の名称・字句を統一する（第30、31、34、35条）。⑦そ
の他、字句・表現の統一をはかり明確になるように修正する（第2～8、10、12、13、17、20、
31、36、40、51～54、56、58、59、61、66条）。なお、令和3年度以前に入学した学生は従
前によるものとする。

53．この学則は、令和4年4月より、①保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更に伴い、保健看護
学科のカリキュラム・履修方法の一部変更（新学則第30条・第31条）、②「民法の一部改正施
行」に基づき、入学手続等関係提出書類の変更（新学則第23条）、保証人の保証に関する事項の変
更（学則第24条）、③第一種衛生管理者資格の廃止（新学則第30条第3項第10号）、廃止により
旧学則第30条第3項第11号から旧第30条第3項第29号を、新第30条第3項第10号から新第30条3
項第28号に変更、さらに旧学則別表19から旧学則別表47を新学則別表18から新学則別表46に変
更、④教育課程の充実を図るため、開設科目の名称変更追加、削除の変更（新学則別表2・別表3・
別表5・別表6・別表7・別表7－①・7-②・別表15・別表16・別表30・別表40・別表41）、⑤各
種資格の取得で第一種衛生管理者資格取得に関する事項を廃止する。廃止に伴い旧学則第35条第9
項から旧第35条25項を、新学則第35条第8項から新学則第35条24に変更する。⑥レクリエーショ
ンインストラクター資格取得に関する認定専門科目（新学則別表37）において、新たに「看護学臨
床実習」・「介護実習Ⅰ」の２科目を追加開講するとともに、7科目を削除し、開講科目を変更、⑦
スクールソーシャルワーク教育課程に関する科目（新学則別表43）においては、スクールソーシャ
ルワーカー資格取得に関する法改正の一部施行に基づき、開講科目を一部変更（令和3年度入学生よ
り適用）、⑧委託生・研究生・聴講生・科目等履修生の入学選考を明確にするため一部条文の変更
（新学則第53条・54条・55条・56条）、⑨附則に第53項を新設するため学則の一部を変更し、
改正施行する。なお、令和３年度以前で入学した学生は従前によるものとする。 
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情報福祉マネジメント学科

休学・退学・復学等に関する申請期間及び学費の取扱いについて

Ⅰ．休学・復学制度について
疾病その他特別の理由により、3ヵ月以上修学することができない者は、学長の許可を得て休学するこ

とができる。

休学期間は1年以内とする。ただし、特別の理由がある場合は1年を限度として休学期間の延長を認め

ることができる。休学期間は通算して4年を超えることはできない。休学期間は在学年限に算入しない。

休学期間中にその理由が消滅した場合は、学長の許可を得て復学することができる。復学の許可を得た

者は、原年次に帰属する。

1．休学・復学についての申請期間

　休学・復学について、下記のように申請期間等を設定する。

①休学申請期間
通年休学：前年度の2月 4日～ 5月31日※1

前期休学：前年度の2月 4日～ 5月31日※1

後期休学： 8月 1日～10月31日※1

②復学手続
⑴　 休学期間満了の場合は自動的に復学となるため手続は不要
⑵　 休学理由が消滅し、休学期間満了前に復学する場合は、原則として

復学手続が必要

③復学の時期
通年で休学した場合：4月 1日
前期に休学した場合：後期授業開講日
後期に休学した場合：4月 1日

④復学時の年次
通年で休学した場合：原年次
前期に休学した場合：進級
後期に休学した場合：進級

⑤休学制度
　利用上限

学部学生：4年
修士課程：2年
博士課程：3年

※ 1　この申請期間を過ぎて提出した場合は、学則第65条（休学の場合の学費）は適用されません。

Ⅱ．学費の取扱いについて
休学者及び退学者の学費の取扱いは以下の通りです。

1．休学者の学費について

 　休学願を提出し、休学を許可された者の学費については、当該休学期間の在籍料・厚生費・後援会費

を除く学費（授業料、施設設備資金、教育環境整備、実験施設維持費、実習費）を免除します。

⑴　在籍料について

 　在籍料は、当該学生の在籍保証、在籍管理事務費として、所属に係わらず一律に徴収します。

１．この学則は昭和３７年４月１日より施行する。
２．この学則は昭和４０年４月１日より施行する。
３．この学則は昭和４５年４月１日より施行する。
４．この学則は昭和４６年４月１日より施行する。
５．この学則は昭和４７年４月１日より施行する。
６．この学則は昭和４８年４月１日より施行する。
７．この学則は昭和４９年４月１日より施行する。
８．この学則は昭和５０年４月１日より施行する。
９．この学則は昭和５１年４月１日より施行する。
10．この学則は昭和５２年４月１日より施行する。
11．この学則は昭和５３年１０月１日より施行する。
12．この学則は昭和５４年４月１日より施行する。
13．この学則は昭和５５年４月１日より施行する。
14．この学則は昭和５６年４月１日より施行する。
15．この学則は昭和５７年４月１日より施行する。
16．この学則は昭和５８年４月１日より施行する。
17．この学則は昭和５９年４月１日より施行する。
18．この学則は昭和６３年４月１日より施行する。
19．この学則は平成元年４月１日より施行する。
20．この学則は平成２年４月１日より施行する。
21．この学則は平成３年４月１日より施行する。
22．この学則は平成４年４月１日より施行する。
23．この学則は平成６年４月１日より施行する。
24．この学則は平成７年４月１日より施行する。
25．この学則は平成９年４月１日より施行する。
26．この学則は平成１０年４月１日より施行する。
27．この学則は平成１２年４月１日より、①社会福祉学部の名称を総合福祉学部に変更するため、②社

会福祉学科および福祉心理学科の収容定員を変更するため、③情報福祉学科の設置にともない、施
行する。なお、平成１１年度までに入学した学生は従前によるものとする。

28．この学則は平成１３年４月１日より、①社会福祉学科に教育職員免許状「福祉」、情報福祉学科に
教育職員免許状「情報」を設置にともない、②学都仙台単位互換ネットワークを設置にともない、
施行する。なお、平成１２年度までに入学した学生も平成１３年４月開設の「福祉」・「情報」の
教育職員免許状の科目履修を認める。

29．この学則は平成１４年４月１日より、①学則第３条総合福祉学部に通信教育部社会福祉学科、社会
教育学科、福祉心理学科を設置、②学則第２６条（編入学・転入学）に（５）を設けて、専修学校
の専門課程からの編入学を可能にした。③社会福祉学科の保育士課程が「児童福祉法施行規則第３
９条の２第１項第３号の指定保育士養成施設の修業教科目及び単位数並びに履修方法」（平成１３
年厚生労働省告示第１９８号）により平成１４年４月から適用されることにより、第３０条(授業科
目)２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）を改正して平成１４年度入学者から適用して施
行する。④第３０条（授業科目）２、（９）㈶日本障がい者スポーツ協会公認障がい者スポーツ指

導者資格（イ）初級障がい者スポーツ指導員資格に関する科目（別表３９）を改正する。ただし、
平成１３年度までの入学者については、従前の例によることとする。

30．この学則は平成１５年４月１日より、①総合福祉学部社会福祉学科に介護福祉士課程を設置するに
ともない、②学則第３０条（授業科目）－２、（２）外国語科目（別表２）に「ハングル講座Ⅰ
（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設する
にともない、③学則第３０条（授業科目）－２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）に
「ハングル講座Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）
～Ⅵ」を新設するにともない、④学則第３０条（授業科目）－２、（１２）（イ）教職に関する科
目の教育職員免許法施行規則第６６条の５に定める科目（別表２１）に「ハングル講座Ⅰ（コミュ
ニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設するにともな
い、⑤第３０条（授業科目）の２（２０）訪問介護員養成２級課程修了に関する指定専門科目（別
表４１）を新設するにともない、改正施行する。ただし、平成１４年度までの入学者については、
従前の例によることとする。

31．この学則は平成１６年４月１日より、①第２０条（入学資格）の変更にともない、②第３０条（授
業科目）（２２）レクリエーション・インストラクター資格取得に関する科目の設置、③（２３）
臨床美術士資格取得に関する科目の設置、④（２４）感性デザイン課程に関する科目の設置および
第５６条の２に特別科目等履修生制度を設置することにより改正し、全学年に施行する。

32．この学則は平成１７年４月１日より、①福祉心理学科に教育職員免許状「養護教諭１種普通免許
状」を設置することにより、②第３０条（授業科目）の２、（１２）（リ）養護教諭１種普通免許
状の養護に関する科目の設置、③第３４条（教員免許状授与の所要資格取得）の２を変更し、施行
する。なお、平成１６年度までに入学した学生も、平成１７年度４月開設の「養護教諭１種普通免
許状」の教育職員免許状の科目履修を認める。

　　 さらに、④第３０条（授業科目）の２、（３３）臨床美術士資格取得に関する科目（別表４３）の
削除、⑤第３０条（授業科目）の２、（２５）福祉観光課程に関する科目の設置、⑥第３０条（授
業科目）の２、（２６）スポーツマネジメント課程に関する科目の設置、⑦第３０条（授業科目）
の２、（２７）臨床美術課程に関する科目の設置、⑧第３０条（授業科目）の２、（２８）異文化
コミュニケーション課程に関する科目の設置、⑨福祉観光課程・スポーツマネジメント課程・臨床
美術課程・異文化コミュニケーション課程の設置に伴い第３５条（各種資格の取得）に（２２）～
（２５）を追加変更し、施行する。なお、④～⑨については、平成１７年度入学生から適用し、平
成１６年度までに入学した学生は従前によるものとする。

33．この学則は平成１８年４月１日より、新学部創設にともない、①第１条（目的、使命）を修正し、
②学内組織の見直し（第５条、第９条、第１０条、第１３条）等をはかった。さらに、③第３条
（学部）子ども科学部子ども教育学科、健康科学部保健看護学科の設置、④第３０条（授業科目）
の２、（１）基礎教養（別表１）、及び（２）外国語科目（別表２）の科目と履修方法の変更、⑤
第３０条の２、（４）―② 子ども科学部の専門教育科目（別表１７）の設置、⑥第３０条（授業科
目）の２、（４）―③健康科学部の専門教育科目（別表１８）の設置、⑦第３０条（授業科目）の
２、（９）―②子ども科学部子ども教育学科に保育士資格に関する科目を設置、⑧第３０条（授業
科目）の２、（１２）―①子ども科学部に教職に関する科目（別表３７－①）（別表３７－②）の
設置、⑨第３０条（授業科目）の２、幼稚園教諭1種普通免許状に関する科目・教科又は教職に関す
る科目（別表３８－①、２種は別表３８－②）及び小学校教諭1種普通免許状に関する科目・教科又
は教職に関する科目（別表３９―①、２種は別表３９－②）を設置する。⑩第３１条（履修方
法）、（４）―②子ども科学部子ども教育学科及び（４）―③健康科学部保健看護学科の履修方法
を規定する。⑪第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）の２、子ども科学部に教育職員免許
状「幼稚園教諭１種普通免許状」、「幼稚園教諭２種普通免許状」、「小学校教諭１種免許状」、
「小学校教諭２種免許状」の設置、⑫第３５条（各種資格の取得）の５、保育士資格に子ども科学
部子ども教育学科を追加し、保育士資格の取得を可能とする。⑬さらに、第３５条（各種資格の取
得）の２０、健康科学部保健看護学科において、看護師及び保健師の国家試験受験資格の取得を可
能とする。⑭そのための授業科目を第３０条（授業科目）２、に設置する。⑮第４７条、学士学位
の授与に子ども科学部子ども教育学科に「学士」（教育学）、健康科学部保健看護学科に「学士」
（看護学）を追加する。⑭第６０条（学費）、子ども科学部と健康科学部の入学検定料・入学金・
授業料・施設設備資金・厚生費・後援会等を新たに設定する。ただし、平成１７年度までに入学し
た学生は従前によるものとする。

34．この学則は平成１９年４月１日より、大学の教員組織の変更にともない、①第９条（教職員）にお
いて従来の「助教授」を「准教授」に名称を変更し、「助教」を新設して施行する。また、特殊教
育教員免許課程が、特別支援学校教員免許課程に移行するにともない、②第34条（教員免許状授与
の所要資格の取得）の２及び６において、社会福祉学科に設置されている「養護学校教諭１種普通

免許状の教科に関する科目」を「特別支援学校教諭１種免許状の教科に関する科目」へ再編成して
施行する（別表２８）。③従来の「基礎教養科目」「外国語科目」「健康とスポーツ科目」を再編
し、「総合基礎科目」（別表１－①）を導入するとともに、各学科の科目を再編・再構成する（第
３１条、第３２条）。ただし、健康科学部は従前の通りとする。④総合福祉学部情報福祉学科に２
コース（情報応用コース、総合情報コース）を設置する（第３０条（授業科目）２の（２）５）の
（イ）、（ロ））。⑤総合福祉学部の副専攻に「減災・予防福祉課程」を追加する。

35．この学則は、平成２０年４月１日より、①総合福祉学部産業福祉学科及び情報福祉学科を、総合マ
ネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福祉マネジメント学科に独立・改組し、②健康
科学部に新たにリハビリテーション学科（作業療法学専攻、理学療法学専攻）と医療経営管理学科
を設置するとともに、③それにともなう収容定員の見直しを行い施行する（第３条）。なお、④第
３０条（授業科目）２の（１）、総合基礎科目（別表１）を全学部共通科目として配置するととも
に、（２）専門教育科目に新学部新学科の授業科目と第３１条（履修方法）に履修方法をそれぞれ
追加する。さらに、健康科学部保健看護学科の関連科目に授業科目を追加する（別表８）。また、
⑤第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）について、従来の「産業福祉学科」に設置されて
いた中学校教諭一種普通免許状（社会）、高等学校教諭一種普通免許状（公民）及び「情報福祉学
科」に設置されていた高等学校教諭一種普通免許状（情報）の教員免許状を取り下げる。⑥産業福
祉学科食品衛生コースに設置されていた食品衛生監視員及び食品衛生管理者の任用資格を取り下げ
る。⑦附属研究所・センター等に「キャリア推進センター」「次世代育成センター」「ＰＣサポー
トセンター」を増設する（第５条）。⑧大学設置基準等の一部を改正する省令に伴い学部学科の教
育研究上の目的を明確にした（第３条の４）。

36．この学則は平成２１年４月より、保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更にともない、①保
健看護学科のカリキュラム・履修方法の一部変更および卒業単位の変更（いずれも学則第３１条、
学則別表８）を行い施行する。また、「社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律（平
成19年法律第125号）」により、①資格取得のための履修科目を見直し、社会福祉士、精神保健福
祉士及び介護福祉士養成の新しい教育課程を編成する（別表11）（別表12）（別表13）（別表
14）（別表17）。②それらにともなって、社会福祉学科の教育課程も再編成する（別表2）。③社
会福祉士及び介護福祉士、精神保健福祉士養成課程において定員を設ける（第３５条）。さらに、
「福祉科一種普通免許状」の「教科又は教職に関する科目」の内容を変更する。なお、本学に付属
病院としてせんだんホスピタルを置く（学則第７条、第９条）。学則本文（学則第６０条）中の学
費明細表を、別添２として本中から分離する。

37．この学則は、平成２２年４月より①組織改組し、「社会貢献センター」を置く（第５条）。②教育
職員免許法の一部改正にともない、教職に関する科目である「総合演習」を「教職実践演習」に変
更（別表１９）（別表２６―①）（別表２６―②）して施行する。また、③「異文化コミュニケー
ション課程」、「減災・予防福祉課程」の廃止と「社会貢献支援士課程」の設置にともない、第30
条（授業科目）２（28）、第３１条（履修方法）（３）、第３５条（各種資格の取得）２６を追加
変更する。さらに、④「総合基礎科目」を再編（別表１）するとともに、総合福祉学部の各学科と
子ども科学部子ども教育学科の教育課程を見直し（別表２）（別表３）（別表４）（別表７）、総
合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科に専門科目を追加（別表５）する。⑤保育士資格に
関する科目（別表１５）（別表１６）を再編し、特別支援学校教諭一種免許状の教科に関する科目
（別表２１）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状の教職に関する科目（別表２６－
①）（別表２６－②）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状に関する科目（別表２７
－①）（別表２７－②）（別表２８－①）（別表２８－②）をそれぞれ見直し施行する。

38．この学則は、平成２３年４月より①専門基幹科目にリエゾン群（Ｌ群）を新設する（健康科学部を
除く）ことにともない、「総合基礎科目」（別表１-①、別表２-②）及び各学科の教育課程（別表
２、別表３、別表４、別表５、別表６、別表７）を変更し施行する。また、②「指定保育士養成施
設の指定及び運営の基準について」の一部改正により、「保育士資格に関する科目」（別表15及び
別表16）を変更する。それにともない、③教員免許状取得のための科目を一部変更する（別表
26-①、別表26-②、別表27-①、別表27-②、別表28-①、別表28-②）。④総合福祉学部社会福
祉学科社会福祉コース（保育士課程履修）の学生の幼稚園教諭一種普通免許状の取得を可能とする
（第34条9）。⑤教育職員免許法施行規則の一部改正にともない、「福祉」の教科に関する科目・
単位数及び履修方法（別表20）を変更して施行する。⑥総合福祉学部社会福祉学科と福祉心理学科
において、福祉用具専門相談員の資格取得を可能とし、第３５条（各種資格の取得）に（２０）と
して追加する（別表41）。さらに、⑦休学の場合（第６５条）の学費を変更して施行する。 

39．この学則は、平成２４年４月より、①総合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福
祉マネジメント学科のカリキュラムの一部を変更する（学則別表５、６）。②全学部学科へのリエ
ゾン系科目の導入に伴い、健康科学部における総合基礎科目及び履修方法を変更する（別表１）と

ともに、健康科学部保健看護学科、リハビリテーション学科、医療経営管理学科のカリキュラム・
履修方法の一部を変更する（別表８、９-①、９-②、学則第３１条）。③また、保健看護学科にお
いて、保健師受験資格を選択制とし（学則第３５条の１８）、卒業単位を変更する（学則第３１
条）。④精神保健福祉士法施行規則等の改正により、精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科
目及び精神保健福祉士受験資格に関する基礎科目を見直し（別表１３、１４）、社会福祉士受験資
格に関する指定専門科目の一部を見直す（別表１１）とともに、社会福祉学科並びに福祉心理学科
のカリキュラムを一部変更する（別表２、４）。⑤さらに第一種衛生管理者免許に関する科目（別
表１８）の一部を変更し、図書館司書養成科目及び学芸員養成科目の改正により、図書館司書資格
に関する専門科目（別表３０）及び博物館学芸員資格に関する専門科目（別表３１）を見直すとと
もに、社会福祉学科、社会教育学科、福祉心理学科のカリキュラムを一部変更する（別表２、３、
４）。⑥介護福祉士の資格取得の変更により、「資格」から「受験資格」と変更（学則第３５条
６）及び科目を追加し（別表１７）、⑦学生表彰の対象に学生団体を追加する（学則第４８条）変
更、⑦学則第３１条に（４）を追加し、施行する。

40．この学則は、平成２５年４月より、①入学前の既修得単位等の認定において、「他の大学又は短期
大学における授業科目の履修等」及び「大学以外の教育施設等における学修」を明文化（学則第３
２条）、②防災・減災に関連する科目を移動・配置（学則別表１－１、２、３、４、５、６、
７）、③精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科目の履修年次及び単位数の一部変更（別表
２、４、１４）、④総合福祉学部社会福祉学科及び子ども科学部子ども教育学科の専門教育科目
（専門基幹科目Ｌ群）（別表２、７）並びに保育士資格に関する科目（別表１５、１６）の一部変
更、⑤教育実習の単位変更（別表２、３、１９）⑥訪問介護員２級に関する科目の廃止及び介護職
員初任者研修に関する科目の設置（別表３９）、それに伴う福祉科の教科又は教職に関する科目の
一部変更（別表２０）、⑦社会貢献活動支援士に関する科目の一部変更（別表４８）をし、施行す
る。

41．この学則は、平成２６年４月より、①第1条の目的、使命を一部変更（学則第1条）し、総合基礎
科目を全学共通（学則別表１）とするとともに、全学科に地域共創関連科目を専門基幹科目に配置
する（学則別表２～８、９－①、９－②、１０）。同時に、健康科学部保健看護学科、リハビリ
テーション学科及び医療経営管理学科に防災・減災関連科目を配置する（学則別表８、９-①、９
-②、１０）。履修方法に地域貢献関連資格科目を位置づける（学則第３１条（５））。また、保育
士資格に関する科目の一部を追加し（学則別表１５及び１６）、さらに特別支援学校教諭一種免許
状の教科に関する科目の一部変更（別表２１）、及び副専攻に「デジタルコンテンツアセッサ課
程」を設置し（学則第３１条（３））、授業科目（学則別表４９）及び各種資格の取得（学則第３
５条２６）にそれぞれ追加変更する。さらに学内単位互換の規程を追加して実施する（学則第３７
条第４項）。②第５条（付属研究所・センター等）の地域連携を充実させるため社会貢献センター
を社会貢献・地域連携センターに改組するとともに、経営情報・教育情報の調査分析等を行うIRセ
ンターを新たに設置する。③GPA制度を導入するにあたり、第３８条（成績）を４種の評語（優・
良・可・不可）から５種の評語（秀・優・良・可・不可）に変更し施行する。④第４６条（卒業）
の条件を授業科目及び単位数取得から、授業科目及び単位数、GPA制度も導入して認定するに変更
し施行する。⑤第４１条では、休学期間完了後の学費について、事項を追加するとともに、第４５
条（除籍）においては、除籍の条件を追加し、一部を削除する。⑥第６５条（休学の場合の学費）
学期途中での学費に関する事項を追加し、変更施行する。なお、平成２５年度まで入学した学生は
従前によるものとする。

42.  この学則は、平成２７年４月より、①学部・学科再編に伴い、総合福祉学部社会教育学科を廃止し、
福祉行政学科を設置。子ども科学部子ども教育学科を廃止し、教育学部教育学科初等教育専攻・教育
学科中等教育専攻を設置。さらに、総合福祉学部社会福祉学科の入学定員を300名から400名に変
更、新たに2学科の設置のため入学定員を1,100名から1,300名にするとともに、収容定員も4,400名
から5,200名に変更施行する。また、産業福祉学科を廃止する（学則第3条）。②教職員職階の学長
補佐を廃止し、副学長を置く（学則第9条）。③教授会組織及び審議事項の内容を変更する（学則第
11条及び第13条）。④長期履修学生の規定（学則第17条の2）を追加する。⑤総合基礎教育科目
を変更するとともに、地域共創科目を全学科の教育課程に置く（学則別表１及び2～10）。保育士
資格に関する科目（学則別表15、16）および教育職員免許状に関する科目（学則別表19～26）を
再編成する。⑥副専攻としてデジタルコンテンツアセッサ課程に関する科目を変更する（学則別表
46）とともに、救急救命士課程に関する科目を置き（学則別表47）、社会福祉学科にスクール
ソーシャルワーカーに関する科目を配置する（学則別表48）。それに伴い、これらの資格を各種資
格に追加する（学則第35条）。⑦教育課程の変更により、履修方法を変更する（学則第31条）。
⑧各学部学科での教員免許状授与の所要資格取得を変更する（学則第34条）。⑨学部学科改組によ
り、学士学位の名称を変更する（学則第47条）。⑩懲戒規程を変更する（学則第50条）。なお、
平成２６年度まで入学した学生は従前によるものとする。

43．募集を停止していた情報福祉学科を廃止する。また、平成２８年４月より教育学部教育学科中等教
育専攻に特別支援学校一種普通免許取得に関する教育課程を設置する。なお、この学則は、平成２
７年度入学生より適用する。

44. この学則は、平成２８年４月より、学則第３３条の単位互換派遣学生及び学則第５７条の単位互換
学生の履修に対して規定を追加する。また、総合基礎教育課程を変更する（学則別表１-①、１
-②）とともに、学科の専門教育課程を一部変更（学則別表２、３、４、５、６、７、10）し、履
修方法も変更する（学則第３１条）。それに伴い各種資格取得のための科目も変更する（学則別表
17、19、20、28、31、33、36、46）。なお、平成２７年度まで入学した学生は従前によるも
のとする。

45．この学則は、平成２９年４月より、①通信教育部社会教育学科廃止に伴い学則第３条第1項第５号
の一部変更、②総合基礎教育課程の一部を変更（学則第３０条（１）、学別表１-①、１-②）する
とともに、履修方法も変更する（学則第３１条）。また、③卒業試験の名称を変更する（学則第４
６条）。④各学科の専門教育課程を一部変更する（学則別表２、３、４、５、６、10）⑤精神保健
福祉士受験資格に関する指定専門科目（学則別表１３）、レクリエーション・インストラクター資
格に関する科目（学則別表３７）、社会貢献活動支援士課程に関する科目（学則別表４５）、デジ
タルコンテンツアセッサ課程に関する科目（学則別表４６）、スクールソーシャルワーカーに関す
る科目（学則別表４８）単位数及び履修年次の一部をそれぞれ変更する。さらに⑥総合マネジメン
ト学部・健康科学部医療経営管理学科に「健康運動実践指導者に関する科目」を配置する（学則別
表４９及び学則第３５条２９）するため、学則の一部を変更し施行する。なお、平成２８年度まで
入学した学生は従前によるものとする。

46．この学則は、平成３０年４月より、①健康科学部保健看護学科の入学定員を７０名から８０名に増
員（学則第３条）し、②助産師国家試験受験資格を取得できる教育課程へと改編する（学則第３５
条１８及び学則別表８）。また、③総合福祉学部福祉心理学科に公認心理師受験資格を取得できる
教育課程へと改編する（学則本文第３５条１４及び学則別表４並びに学則別表３３）。④総合基礎
教育課程の科目を変更（学則別表１-①、学則別表１-②、学則別表１-③）し、社会福祉学科（学則
別表２）、福祉行政学科（別表３）、産業福祉マネジメント学科（別表５）、情報福祉マネジメン
ト学科（学則別表６）、医療経営管理学科（学則別表１０）の教育課程をそれぞれ一部改正する。
⑤資格に関する科目としては、第一種衛生管理者免許に関する専門科目（学則別表１８）、高校福
祉科一種普通免許状に関する教育課程（学則別表１９）、養護教諭一種普通免許状に関する教育課
程（学則別表２０）、身体障害者福祉司任用資格に関する科目（別表３１）、公認心理師国家試験
受験資格に関する科目（学則別表３３）、レクリエーション・インストラクター資格に関する科目
（学則別表３７）、スポーツマネジメント課程に関する科目（学則別表４３）、臨床美術課程に関
する科目（学則別表４４）の科目を一部変更する。⑥キャリアと実践活動に関する科目を追加する
（学則別表５０）。さらに、特待生に関する基準を追加し（学則本文第４９条）、交換留学生の規
定（学則本文第５８条の３及び４）を追加する。なお、平成２９年度に入学した学生は従前による
ものとする。

47．平成３１年４月より、①「早期卒業」の規定を追加（学則本文第１７条の２、第４６条２）すると
ともに、「懲戒」規定の一部を変更する（学則本文第５０条）。②「指定保育士養成施設の指定及
び運営の基準について」の一部改正、「児童福祉法施行規則第６条の２第１項第３号の指定保育士
養成施設の修業科目及び単位数並びに履修方法の一部を改正する件」に基づき、学則本文第３０条
（授業科目）における「保育士資格に関する科目」（学則別表１５、１６）及び学則別表２、７、
７－①、７－②の一部を変更。③「社会福祉士学校及び介護福祉士学校の設置及び運営に係る指針
についての一部改正」に基づき、「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表１７）の一部を
変更。④教育職員免許法施行規則の一部改正に伴い、「教育職員免許状に関する科目」を一部変更
（学則別表１９～２６）。⑤総合基礎科目及び各学科の教育課程を一部変更し（学則別表１－①、
１－②、２、３、４、５、６、７―①、７－②、１０）、教育学科の履修方法を一部変更する（学
則本文３１条（２））。⑥「開放科目」を新設（学則別表４６）。⑦副専攻の変更（学則本文３１
条（３））ことに伴い、副専攻教育課程学則別表３９～４３及び「各種資格の取得」から該当事項
を削除するとともに、別表番号、項目番号を変更する。なお、平成３１年度以前に入学した学生は
従前によるものとする。

48．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐
①）。また、平成３０年５月付「文部科学省　厚生労働省令第四号理学療法士及び作業療法士法第
１４条の規定に基づき、『理学療法士作業療法士養成施設指定規則』の一部改正」が行われたこと
により、健康科学部リハビリテーション学科カリキュラム・履修方法の一部変更を行う（学則別表
９‐①、９‐②）。それに伴いリハビリテーション学科における基盤教育科目および専門教育科目
の履修方法を一部変更する（学則本文第３１条）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学

した学生は従前によるものとする。
49．この学則は、募集を停止していた子ども科学部子ども教育学科を廃止し、令和２年１月より一部を

改正し施行する。
50．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐

①、健康科学部保健看護学科は従前のため別表１-②）とともに、各学科の履修方法を変更する（学
則本文第３１条（１））。また、平成３１年４月５日付文部科学省の事務連絡に基づき、社会教育
主事の養成課程の一部変更する（学則別表３２）。これらの変更に伴い、各学科の専門教育課程
（学則別表２～１０）及び各種資格取得のための教育課程（学則別表１５～１７、１９～２５、２
８～３２、４０、４１）並びに履修方法を一部変更する（学則本文第３１条（２））。さらに、各
種資格の取得に関して、救急救命士受験資格取得対象学科から福祉行政学科を削除する（学則本文
第３５条２４）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学した学生は従前によるものとす
る。

51．この学則は、募集を停止していた総合福祉学部社会教育学科を廃止（学則本文３条）し、令和2年6
月より一部改正施行する。

52．この学則は、令和3年4月より①教育学部教育学科中等教育専攻への中学校一種免許状（英語）及び
高等学校一種免許状（英語）課程の設置（学則本文第34条、学則別表26、27）に伴い、教育課程
（学則別表7、7－①、7－②）及び履修方法（学則別表31）を一部変更する。さらに、新たな免許
課程の設置とともに社会教育主事任用資格の廃止に伴い、別表番号を変更する。②「社会福祉に関
する科目を定める省令」及び「精神障害者者の保健及び福祉に関する科目を定める省令」に基づ
き、社会福祉士及び精神保健福祉士養成に係る開講科目を変更する（学則別表11～14）。それに
従い、各学科の教育課程を見直す（学則別表2～4）とともに、「保育士資格に関する科目」（学則
別表15、16）及び「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表17）を一部変更する。③学則
本文中の齟齬を修正する（学則本文第第24条、第31条（3））。④学則本文中の各条文の見出しの
位置を変更する（全条）。⑤学科の掲載順を「学校法人栴檀学園寄附行為」と統一する（第3、
31、47条）。⑥免許状・資格・学科等の名称・字句を統一する（第30、31、34、35条）。⑦そ
の他、字句・表現の統一をはかり明確になるように修正する（第2～8、10、12、13、17、20、
31、36、40、51～54、56、58、59、61、66条）。なお、令和3年度以前に入学した学生は従
前によるものとする。

53．この学則は、令和4年4月より、①保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更に伴い、保健看護
学科のカリキュラム・履修方法の一部変更（新学則第30条・第31条）、②「民法の一部改正施
行」に基づき、入学手続等関係提出書類の変更（新学則第23条）、保証人の保証に関する事項の変
更（学則第24条）、③第一種衛生管理者資格の廃止（新学則第30条第3項第10号）、廃止により
旧学則第30条第3項第11号から旧第30条第3項第29号を、新第30条第3項第10号から新第30条3
項第28号に変更、さらに旧学則別表19から旧学則別表47を新学則別表18から新学則別表46に変
更、④教育課程の充実を図るため、開設科目の名称変更追加、削除の変更（新学則別表2・別表3・
別表5・別表6・別表7・別表7－①・7-②・別表15・別表16・別表30・別表40・別表41）、⑤各
種資格の取得で第一種衛生管理者資格取得に関する事項を廃止する。廃止に伴い旧学則第35条第9
項から旧第35条25項を、新学則第35条第8項から新学則第35条24に変更する。⑥レクリエーショ
ンインストラクター資格取得に関する認定専門科目（新学則別表37）において、新たに「看護学臨
床実習」・「介護実習Ⅰ」の２科目を追加開講するとともに、7科目を削除し、開講科目を変更、⑦
スクールソーシャルワーク教育課程に関する科目（新学則別表43）においては、スクールソーシャ
ルワーカー資格取得に関する法改正の一部施行に基づき、開講科目を一部変更（令和3年度入学生よ
り適用）、⑧委託生・研究生・聴講生・科目等履修生の入学選考を明確にするため一部条文の変更
（新学則第53条・54条・55条・56条）、⑨附則に第53項を新設するため学則の一部を変更し、
改正施行する。なお、令和３年度以前で入学した学生は従前によるものとする。 

在籍料の徴収額は、年間120,000円（半期60,000円）とし、休学学期（半期）ごとに徴収します。
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【東北福祉大学　学費】

項　　　　目

学　　　　部（学　　　　科）

総合福祉・教育・総合マネジ
メント・健康科学部（医療経
営管理）

健康科学部（保健看護・リハ
ビリテーション）

入　　学　　金（入学時） 100,000円 100,000円

授　　業　　料（年　額） 733,000円 1,000,000円

施設設備資金（年　額） 241,000 円 300,000円

教育環境整備費（年　額） 50,000 円 50,000円

厚　　生　　費（年　額） 20,000 円 20,000円

実験施設維持費  
35,000 円

25,000 円
250,000円

実　　習　　費（ 1年次） 100,000円

後　援　会　費 24,200 円 24,200円

1　 2年次以降の学費はスライド制の適用により改訂する。
スライド制を適用するときの変動率（対前年度アップ率）は原則として次のものを基準とする。

（1）授業料については、人事院による「国家公務員の給与に関する勧告」によって示された国家公
務員給与の対前年度アップ率に、同じく定期昇給のアップ率分を加算したものによる。

（2）施設設備資金については消費者物価指数（総務省統計局調査）の対前年度アップ率による。
2　前項の学費納付の細則は別に定める。
3　 2年次以降の実習費については別に定める。
4  　学則第65条（休学の場合の学費）に基づく在籍料は、原則として、半期60,000円とする。厚生
費等は別途徴収する。

１．この学則は昭和３７年４月１日より施行する。
２．この学則は昭和４０年４月１日より施行する。
３．この学則は昭和４５年４月１日より施行する。
４．この学則は昭和４６年４月１日より施行する。
５．この学則は昭和４７年４月１日より施行する。
６．この学則は昭和４８年４月１日より施行する。
７．この学則は昭和４９年４月１日より施行する。
８．この学則は昭和５０年４月１日より施行する。
９．この学則は昭和５１年４月１日より施行する。
10．この学則は昭和５２年４月１日より施行する。
11．この学則は昭和５３年１０月１日より施行する。
12．この学則は昭和５４年４月１日より施行する。
13．この学則は昭和５５年４月１日より施行する。
14．この学則は昭和５６年４月１日より施行する。
15．この学則は昭和５７年４月１日より施行する。
16．この学則は昭和５８年４月１日より施行する。
17．この学則は昭和５９年４月１日より施行する。
18．この学則は昭和６３年４月１日より施行する。
19．この学則は平成元年４月１日より施行する。
20．この学則は平成２年４月１日より施行する。
21．この学則は平成３年４月１日より施行する。
22．この学則は平成４年４月１日より施行する。
23．この学則は平成６年４月１日より施行する。
24．この学則は平成７年４月１日より施行する。
25．この学則は平成９年４月１日より施行する。
26．この学則は平成１０年４月１日より施行する。
27．この学則は平成１２年４月１日より、①社会福祉学部の名称を総合福祉学部に変更するため、②社

会福祉学科および福祉心理学科の収容定員を変更するため、③情報福祉学科の設置にともない、施
行する。なお、平成１１年度までに入学した学生は従前によるものとする。

28．この学則は平成１３年４月１日より、①社会福祉学科に教育職員免許状「福祉」、情報福祉学科に
教育職員免許状「情報」を設置にともない、②学都仙台単位互換ネットワークを設置にともない、
施行する。なお、平成１２年度までに入学した学生も平成１３年４月開設の「福祉」・「情報」の
教育職員免許状の科目履修を認める。

29．この学則は平成１４年４月１日より、①学則第３条総合福祉学部に通信教育部社会福祉学科、社会
教育学科、福祉心理学科を設置、②学則第２６条（編入学・転入学）に（５）を設けて、専修学校
の専門課程からの編入学を可能にした。③社会福祉学科の保育士課程が「児童福祉法施行規則第３
９条の２第１項第３号の指定保育士養成施設の修業教科目及び単位数並びに履修方法」（平成１３
年厚生労働省告示第１９８号）により平成１４年４月から適用されることにより、第３０条(授業科
目)２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）を改正して平成１４年度入学者から適用して施
行する。④第３０条（授業科目）２、（９）㈶日本障がい者スポーツ協会公認障がい者スポーツ指

導者資格（イ）初級障がい者スポーツ指導員資格に関する科目（別表３９）を改正する。ただし、
平成１３年度までの入学者については、従前の例によることとする。

30．この学則は平成１５年４月１日より、①総合福祉学部社会福祉学科に介護福祉士課程を設置するに
ともない、②学則第３０条（授業科目）－２、（２）外国語科目（別表２）に「ハングル講座Ⅰ
（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設する
にともない、③学則第３０条（授業科目）－２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）に
「ハングル講座Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）
～Ⅵ」を新設するにともない、④学則第３０条（授業科目）－２、（１２）（イ）教職に関する科
目の教育職員免許法施行規則第６６条の５に定める科目（別表２１）に「ハングル講座Ⅰ（コミュ
ニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設するにともな
い、⑤第３０条（授業科目）の２（２０）訪問介護員養成２級課程修了に関する指定専門科目（別
表４１）を新設するにともない、改正施行する。ただし、平成１４年度までの入学者については、
従前の例によることとする。

31．この学則は平成１６年４月１日より、①第２０条（入学資格）の変更にともない、②第３０条（授
業科目）（２２）レクリエーション・インストラクター資格取得に関する科目の設置、③（２３）
臨床美術士資格取得に関する科目の設置、④（２４）感性デザイン課程に関する科目の設置および
第５６条の２に特別科目等履修生制度を設置することにより改正し、全学年に施行する。

32．この学則は平成１７年４月１日より、①福祉心理学科に教育職員免許状「養護教諭１種普通免許
状」を設置することにより、②第３０条（授業科目）の２、（１２）（リ）養護教諭１種普通免許
状の養護に関する科目の設置、③第３４条（教員免許状授与の所要資格取得）の２を変更し、施行
する。なお、平成１６年度までに入学した学生も、平成１７年度４月開設の「養護教諭１種普通免
許状」の教育職員免許状の科目履修を認める。

　　 さらに、④第３０条（授業科目）の２、（３３）臨床美術士資格取得に関する科目（別表４３）の
削除、⑤第３０条（授業科目）の２、（２５）福祉観光課程に関する科目の設置、⑥第３０条（授
業科目）の２、（２６）スポーツマネジメント課程に関する科目の設置、⑦第３０条（授業科目）
の２、（２７）臨床美術課程に関する科目の設置、⑧第３０条（授業科目）の２、（２８）異文化
コミュニケーション課程に関する科目の設置、⑨福祉観光課程・スポーツマネジメント課程・臨床
美術課程・異文化コミュニケーション課程の設置に伴い第３５条（各種資格の取得）に（２２）～
（２５）を追加変更し、施行する。なお、④～⑨については、平成１７年度入学生から適用し、平
成１６年度までに入学した学生は従前によるものとする。

33．この学則は平成１８年４月１日より、新学部創設にともない、①第１条（目的、使命）を修正し、
②学内組織の見直し（第５条、第９条、第１０条、第１３条）等をはかった。さらに、③第３条
（学部）子ども科学部子ども教育学科、健康科学部保健看護学科の設置、④第３０条（授業科目）
の２、（１）基礎教養（別表１）、及び（２）外国語科目（別表２）の科目と履修方法の変更、⑤
第３０条の２、（４）―② 子ども科学部の専門教育科目（別表１７）の設置、⑥第３０条（授業科
目）の２、（４）―③健康科学部の専門教育科目（別表１８）の設置、⑦第３０条（授業科目）の
２、（９）―②子ども科学部子ども教育学科に保育士資格に関する科目を設置、⑧第３０条（授業
科目）の２、（１２）―①子ども科学部に教職に関する科目（別表３７－①）（別表３７－②）の
設置、⑨第３０条（授業科目）の２、幼稚園教諭1種普通免許状に関する科目・教科又は教職に関す
る科目（別表３８－①、２種は別表３８－②）及び小学校教諭1種普通免許状に関する科目・教科又
は教職に関する科目（別表３９―①、２種は別表３９－②）を設置する。⑩第３１条（履修方
法）、（４）―②子ども科学部子ども教育学科及び（４）―③健康科学部保健看護学科の履修方法
を規定する。⑪第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）の２、子ども科学部に教育職員免許
状「幼稚園教諭１種普通免許状」、「幼稚園教諭２種普通免許状」、「小学校教諭１種免許状」、
「小学校教諭２種免許状」の設置、⑫第３５条（各種資格の取得）の５、保育士資格に子ども科学
部子ども教育学科を追加し、保育士資格の取得を可能とする。⑬さらに、第３５条（各種資格の取
得）の２０、健康科学部保健看護学科において、看護師及び保健師の国家試験受験資格の取得を可
能とする。⑭そのための授業科目を第３０条（授業科目）２、に設置する。⑮第４７条、学士学位
の授与に子ども科学部子ども教育学科に「学士」（教育学）、健康科学部保健看護学科に「学士」
（看護学）を追加する。⑭第６０条（学費）、子ども科学部と健康科学部の入学検定料・入学金・
授業料・施設設備資金・厚生費・後援会等を新たに設定する。ただし、平成１７年度までに入学し
た学生は従前によるものとする。

34．この学則は平成１９年４月１日より、大学の教員組織の変更にともない、①第９条（教職員）にお
いて従来の「助教授」を「准教授」に名称を変更し、「助教」を新設して施行する。また、特殊教
育教員免許課程が、特別支援学校教員免許課程に移行するにともない、②第34条（教員免許状授与
の所要資格の取得）の２及び６において、社会福祉学科に設置されている「養護学校教諭１種普通

免許状の教科に関する科目」を「特別支援学校教諭１種免許状の教科に関する科目」へ再編成して
施行する（別表２８）。③従来の「基礎教養科目」「外国語科目」「健康とスポーツ科目」を再編
し、「総合基礎科目」（別表１－①）を導入するとともに、各学科の科目を再編・再構成する（第
３１条、第３２条）。ただし、健康科学部は従前の通りとする。④総合福祉学部情報福祉学科に２
コース（情報応用コース、総合情報コース）を設置する（第３０条（授業科目）２の（２）５）の
（イ）、（ロ））。⑤総合福祉学部の副専攻に「減災・予防福祉課程」を追加する。

35．この学則は、平成２０年４月１日より、①総合福祉学部産業福祉学科及び情報福祉学科を、総合マ
ネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福祉マネジメント学科に独立・改組し、②健康
科学部に新たにリハビリテーション学科（作業療法学専攻、理学療法学専攻）と医療経営管理学科
を設置するとともに、③それにともなう収容定員の見直しを行い施行する（第３条）。なお、④第
３０条（授業科目）２の（１）、総合基礎科目（別表１）を全学部共通科目として配置するととも
に、（２）専門教育科目に新学部新学科の授業科目と第３１条（履修方法）に履修方法をそれぞれ
追加する。さらに、健康科学部保健看護学科の関連科目に授業科目を追加する（別表８）。また、
⑤第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）について、従来の「産業福祉学科」に設置されて
いた中学校教諭一種普通免許状（社会）、高等学校教諭一種普通免許状（公民）及び「情報福祉学
科」に設置されていた高等学校教諭一種普通免許状（情報）の教員免許状を取り下げる。⑥産業福
祉学科食品衛生コースに設置されていた食品衛生監視員及び食品衛生管理者の任用資格を取り下げ
る。⑦附属研究所・センター等に「キャリア推進センター」「次世代育成センター」「ＰＣサポー
トセンター」を増設する（第５条）。⑧大学設置基準等の一部を改正する省令に伴い学部学科の教
育研究上の目的を明確にした（第３条の４）。

36．この学則は平成２１年４月より、保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更にともない、①保
健看護学科のカリキュラム・履修方法の一部変更および卒業単位の変更（いずれも学則第３１条、
学則別表８）を行い施行する。また、「社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律（平
成19年法律第125号）」により、①資格取得のための履修科目を見直し、社会福祉士、精神保健福
祉士及び介護福祉士養成の新しい教育課程を編成する（別表11）（別表12）（別表13）（別表
14）（別表17）。②それらにともなって、社会福祉学科の教育課程も再編成する（別表2）。③社
会福祉士及び介護福祉士、精神保健福祉士養成課程において定員を設ける（第３５条）。さらに、
「福祉科一種普通免許状」の「教科又は教職に関する科目」の内容を変更する。なお、本学に付属
病院としてせんだんホスピタルを置く（学則第７条、第９条）。学則本文（学則第６０条）中の学
費明細表を、別添２として本中から分離する。

37．この学則は、平成２２年４月より①組織改組し、「社会貢献センター」を置く（第５条）。②教育
職員免許法の一部改正にともない、教職に関する科目である「総合演習」を「教職実践演習」に変
更（別表１９）（別表２６―①）（別表２６―②）して施行する。また、③「異文化コミュニケー
ション課程」、「減災・予防福祉課程」の廃止と「社会貢献支援士課程」の設置にともない、第30
条（授業科目）２（28）、第３１条（履修方法）（３）、第３５条（各種資格の取得）２６を追加
変更する。さらに、④「総合基礎科目」を再編（別表１）するとともに、総合福祉学部の各学科と
子ども科学部子ども教育学科の教育課程を見直し（別表２）（別表３）（別表４）（別表７）、総
合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科に専門科目を追加（別表５）する。⑤保育士資格に
関する科目（別表１５）（別表１６）を再編し、特別支援学校教諭一種免許状の教科に関する科目
（別表２１）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状の教職に関する科目（別表２６－
①）（別表２６－②）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状に関する科目（別表２７
－①）（別表２７－②）（別表２８－①）（別表２８－②）をそれぞれ見直し施行する。

38．この学則は、平成２３年４月より①専門基幹科目にリエゾン群（Ｌ群）を新設する（健康科学部を
除く）ことにともない、「総合基礎科目」（別表１-①、別表２-②）及び各学科の教育課程（別表
２、別表３、別表４、別表５、別表６、別表７）を変更し施行する。また、②「指定保育士養成施
設の指定及び運営の基準について」の一部改正により、「保育士資格に関する科目」（別表15及び
別表16）を変更する。それにともない、③教員免許状取得のための科目を一部変更する（別表
26-①、別表26-②、別表27-①、別表27-②、別表28-①、別表28-②）。④総合福祉学部社会福
祉学科社会福祉コース（保育士課程履修）の学生の幼稚園教諭一種普通免許状の取得を可能とする
（第34条9）。⑤教育職員免許法施行規則の一部改正にともない、「福祉」の教科に関する科目・
単位数及び履修方法（別表20）を変更して施行する。⑥総合福祉学部社会福祉学科と福祉心理学科
において、福祉用具専門相談員の資格取得を可能とし、第３５条（各種資格の取得）に（２０）と
して追加する（別表41）。さらに、⑦休学の場合（第６５条）の学費を変更して施行する。 

39．この学則は、平成２４年４月より、①総合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福
祉マネジメント学科のカリキュラムの一部を変更する（学則別表５、６）。②全学部学科へのリエ
ゾン系科目の導入に伴い、健康科学部における総合基礎科目及び履修方法を変更する（別表１）と

ともに、健康科学部保健看護学科、リハビリテーション学科、医療経営管理学科のカリキュラム・
履修方法の一部を変更する（別表８、９-①、９-②、学則第３１条）。③また、保健看護学科にお
いて、保健師受験資格を選択制とし（学則第３５条の１８）、卒業単位を変更する（学則第３１
条）。④精神保健福祉士法施行規則等の改正により、精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科
目及び精神保健福祉士受験資格に関する基礎科目を見直し（別表１３、１４）、社会福祉士受験資
格に関する指定専門科目の一部を見直す（別表１１）とともに、社会福祉学科並びに福祉心理学科
のカリキュラムを一部変更する（別表２、４）。⑤さらに第一種衛生管理者免許に関する科目（別
表１８）の一部を変更し、図書館司書養成科目及び学芸員養成科目の改正により、図書館司書資格
に関する専門科目（別表３０）及び博物館学芸員資格に関する専門科目（別表３１）を見直すとと
もに、社会福祉学科、社会教育学科、福祉心理学科のカリキュラムを一部変更する（別表２、３、
４）。⑥介護福祉士の資格取得の変更により、「資格」から「受験資格」と変更（学則第３５条
６）及び科目を追加し（別表１７）、⑦学生表彰の対象に学生団体を追加する（学則第４８条）変
更、⑦学則第３１条に（４）を追加し、施行する。

40．この学則は、平成２５年４月より、①入学前の既修得単位等の認定において、「他の大学又は短期
大学における授業科目の履修等」及び「大学以外の教育施設等における学修」を明文化（学則第３
２条）、②防災・減災に関連する科目を移動・配置（学則別表１－１、２、３、４、５、６、
７）、③精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科目の履修年次及び単位数の一部変更（別表
２、４、１４）、④総合福祉学部社会福祉学科及び子ども科学部子ども教育学科の専門教育科目
（専門基幹科目Ｌ群）（別表２、７）並びに保育士資格に関する科目（別表１５、１６）の一部変
更、⑤教育実習の単位変更（別表２、３、１９）⑥訪問介護員２級に関する科目の廃止及び介護職
員初任者研修に関する科目の設置（別表３９）、それに伴う福祉科の教科又は教職に関する科目の
一部変更（別表２０）、⑦社会貢献活動支援士に関する科目の一部変更（別表４８）をし、施行す
る。

41．この学則は、平成２６年４月より、①第1条の目的、使命を一部変更（学則第1条）し、総合基礎
科目を全学共通（学則別表１）とするとともに、全学科に地域共創関連科目を専門基幹科目に配置
する（学則別表２～８、９－①、９－②、１０）。同時に、健康科学部保健看護学科、リハビリ
テーション学科及び医療経営管理学科に防災・減災関連科目を配置する（学則別表８、９-①、９
-②、１０）。履修方法に地域貢献関連資格科目を位置づける（学則第３１条（５））。また、保育
士資格に関する科目の一部を追加し（学則別表１５及び１６）、さらに特別支援学校教諭一種免許
状の教科に関する科目の一部変更（別表２１）、及び副専攻に「デジタルコンテンツアセッサ課
程」を設置し（学則第３１条（３））、授業科目（学則別表４９）及び各種資格の取得（学則第３
５条２６）にそれぞれ追加変更する。さらに学内単位互換の規程を追加して実施する（学則第３７
条第４項）。②第５条（付属研究所・センター等）の地域連携を充実させるため社会貢献センター
を社会貢献・地域連携センターに改組するとともに、経営情報・教育情報の調査分析等を行うIRセ
ンターを新たに設置する。③GPA制度を導入するにあたり、第３８条（成績）を４種の評語（優・
良・可・不可）から５種の評語（秀・優・良・可・不可）に変更し施行する。④第４６条（卒業）
の条件を授業科目及び単位数取得から、授業科目及び単位数、GPA制度も導入して認定するに変更
し施行する。⑤第４１条では、休学期間完了後の学費について、事項を追加するとともに、第４５
条（除籍）においては、除籍の条件を追加し、一部を削除する。⑥第６５条（休学の場合の学費）
学期途中での学費に関する事項を追加し、変更施行する。なお、平成２５年度まで入学した学生は
従前によるものとする。

42.  この学則は、平成２７年４月より、①学部・学科再編に伴い、総合福祉学部社会教育学科を廃止し、
福祉行政学科を設置。子ども科学部子ども教育学科を廃止し、教育学部教育学科初等教育専攻・教育
学科中等教育専攻を設置。さらに、総合福祉学部社会福祉学科の入学定員を300名から400名に変
更、新たに2学科の設置のため入学定員を1,100名から1,300名にするとともに、収容定員も4,400名
から5,200名に変更施行する。また、産業福祉学科を廃止する（学則第3条）。②教職員職階の学長
補佐を廃止し、副学長を置く（学則第9条）。③教授会組織及び審議事項の内容を変更する（学則第
11条及び第13条）。④長期履修学生の規定（学則第17条の2）を追加する。⑤総合基礎教育科目
を変更するとともに、地域共創科目を全学科の教育課程に置く（学則別表１及び2～10）。保育士
資格に関する科目（学則別表15、16）および教育職員免許状に関する科目（学則別表19～26）を
再編成する。⑥副専攻としてデジタルコンテンツアセッサ課程に関する科目を変更する（学則別表
46）とともに、救急救命士課程に関する科目を置き（学則別表47）、社会福祉学科にスクール
ソーシャルワーカーに関する科目を配置する（学則別表48）。それに伴い、これらの資格を各種資
格に追加する（学則第35条）。⑦教育課程の変更により、履修方法を変更する（学則第31条）。
⑧各学部学科での教員免許状授与の所要資格取得を変更する（学則第34条）。⑨学部学科改組によ
り、学士学位の名称を変更する（学則第47条）。⑩懲戒規程を変更する（学則第50条）。なお、
平成２６年度まで入学した学生は従前によるものとする。

43．募集を停止していた情報福祉学科を廃止する。また、平成２８年４月より教育学部教育学科中等教
育専攻に特別支援学校一種普通免許取得に関する教育課程を設置する。なお、この学則は、平成２
７年度入学生より適用する。

44. この学則は、平成２８年４月より、学則第３３条の単位互換派遣学生及び学則第５７条の単位互換
学生の履修に対して規定を追加する。また、総合基礎教育課程を変更する（学則別表１-①、１
-②）とともに、学科の専門教育課程を一部変更（学則別表２、３、４、５、６、７、10）し、履
修方法も変更する（学則第３１条）。それに伴い各種資格取得のための科目も変更する（学則別表
17、19、20、28、31、33、36、46）。なお、平成２７年度まで入学した学生は従前によるも
のとする。

45．この学則は、平成２９年４月より、①通信教育部社会教育学科廃止に伴い学則第３条第1項第５号
の一部変更、②総合基礎教育課程の一部を変更（学則第３０条（１）、学別表１-①、１-②）する
とともに、履修方法も変更する（学則第３１条）。また、③卒業試験の名称を変更する（学則第４
６条）。④各学科の専門教育課程を一部変更する（学則別表２、３、４、５、６、10）⑤精神保健
福祉士受験資格に関する指定専門科目（学則別表１３）、レクリエーション・インストラクター資
格に関する科目（学則別表３７）、社会貢献活動支援士課程に関する科目（学則別表４５）、デジ
タルコンテンツアセッサ課程に関する科目（学則別表４６）、スクールソーシャルワーカーに関す
る科目（学則別表４８）単位数及び履修年次の一部をそれぞれ変更する。さらに⑥総合マネジメン
ト学部・健康科学部医療経営管理学科に「健康運動実践指導者に関する科目」を配置する（学則別
表４９及び学則第３５条２９）するため、学則の一部を変更し施行する。なお、平成２８年度まで
入学した学生は従前によるものとする。

46．この学則は、平成３０年４月より、①健康科学部保健看護学科の入学定員を７０名から８０名に増
員（学則第３条）し、②助産師国家試験受験資格を取得できる教育課程へと改編する（学則第３５
条１８及び学則別表８）。また、③総合福祉学部福祉心理学科に公認心理師受験資格を取得できる
教育課程へと改編する（学則本文第３５条１４及び学則別表４並びに学則別表３３）。④総合基礎
教育課程の科目を変更（学則別表１-①、学則別表１-②、学則別表１-③）し、社会福祉学科（学則
別表２）、福祉行政学科（別表３）、産業福祉マネジメント学科（別表５）、情報福祉マネジメン
ト学科（学則別表６）、医療経営管理学科（学則別表１０）の教育課程をそれぞれ一部改正する。
⑤資格に関する科目としては、第一種衛生管理者免許に関する専門科目（学則別表１８）、高校福
祉科一種普通免許状に関する教育課程（学則別表１９）、養護教諭一種普通免許状に関する教育課
程（学則別表２０）、身体障害者福祉司任用資格に関する科目（別表３１）、公認心理師国家試験
受験資格に関する科目（学則別表３３）、レクリエーション・インストラクター資格に関する科目
（学則別表３７）、スポーツマネジメント課程に関する科目（学則別表４３）、臨床美術課程に関
する科目（学則別表４４）の科目を一部変更する。⑥キャリアと実践活動に関する科目を追加する
（学則別表５０）。さらに、特待生に関する基準を追加し（学則本文第４９条）、交換留学生の規
定（学則本文第５８条の３及び４）を追加する。なお、平成２９年度に入学した学生は従前による
ものとする。

47．平成３１年４月より、①「早期卒業」の規定を追加（学則本文第１７条の２、第４６条２）すると
ともに、「懲戒」規定の一部を変更する（学則本文第５０条）。②「指定保育士養成施設の指定及
び運営の基準について」の一部改正、「児童福祉法施行規則第６条の２第１項第３号の指定保育士
養成施設の修業科目及び単位数並びに履修方法の一部を改正する件」に基づき、学則本文第３０条
（授業科目）における「保育士資格に関する科目」（学則別表１５、１６）及び学則別表２、７、
７－①、７－②の一部を変更。③「社会福祉士学校及び介護福祉士学校の設置及び運営に係る指針
についての一部改正」に基づき、「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表１７）の一部を
変更。④教育職員免許法施行規則の一部改正に伴い、「教育職員免許状に関する科目」を一部変更
（学則別表１９～２６）。⑤総合基礎科目及び各学科の教育課程を一部変更し（学則別表１－①、
１－②、２、３、４、５、６、７―①、７－②、１０）、教育学科の履修方法を一部変更する（学
則本文３１条（２））。⑥「開放科目」を新設（学則別表４６）。⑦副専攻の変更（学則本文３１
条（３））ことに伴い、副専攻教育課程学則別表３９～４３及び「各種資格の取得」から該当事項
を削除するとともに、別表番号、項目番号を変更する。なお、平成３１年度以前に入学した学生は
従前によるものとする。

48．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐
①）。また、平成３０年５月付「文部科学省　厚生労働省令第四号理学療法士及び作業療法士法第
１４条の規定に基づき、『理学療法士作業療法士養成施設指定規則』の一部改正」が行われたこと
により、健康科学部リハビリテーション学科カリキュラム・履修方法の一部変更を行う（学則別表
９‐①、９‐②）。それに伴いリハビリテーション学科における基盤教育科目および専門教育科目
の履修方法を一部変更する（学則本文第３１条）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学

した学生は従前によるものとする。
49．この学則は、募集を停止していた子ども科学部子ども教育学科を廃止し、令和２年１月より一部を

改正し施行する。
50．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐

①、健康科学部保健看護学科は従前のため別表１-②）とともに、各学科の履修方法を変更する（学
則本文第３１条（１））。また、平成３１年４月５日付文部科学省の事務連絡に基づき、社会教育
主事の養成課程の一部変更する（学則別表３２）。これらの変更に伴い、各学科の専門教育課程
（学則別表２～１０）及び各種資格取得のための教育課程（学則別表１５～１７、１９～２５、２
８～３２、４０、４１）並びに履修方法を一部変更する（学則本文第３１条（２））。さらに、各
種資格の取得に関して、救急救命士受験資格取得対象学科から福祉行政学科を削除する（学則本文
第３５条２４）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学した学生は従前によるものとす
る。

51．この学則は、募集を停止していた総合福祉学部社会教育学科を廃止（学則本文３条）し、令和2年6
月より一部改正施行する。

52．この学則は、令和3年4月より①教育学部教育学科中等教育専攻への中学校一種免許状（英語）及び
高等学校一種免許状（英語）課程の設置（学則本文第34条、学則別表26、27）に伴い、教育課程
（学則別表7、7－①、7－②）及び履修方法（学則別表31）を一部変更する。さらに、新たな免許
課程の設置とともに社会教育主事任用資格の廃止に伴い、別表番号を変更する。②「社会福祉に関
する科目を定める省令」及び「精神障害者者の保健及び福祉に関する科目を定める省令」に基づ
き、社会福祉士及び精神保健福祉士養成に係る開講科目を変更する（学則別表11～14）。それに
従い、各学科の教育課程を見直す（学則別表2～4）とともに、「保育士資格に関する科目」（学則
別表15、16）及び「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表17）を一部変更する。③学則
本文中の齟齬を修正する（学則本文第第24条、第31条（3））。④学則本文中の各条文の見出しの
位置を変更する（全条）。⑤学科の掲載順を「学校法人栴檀学園寄附行為」と統一する（第3、
31、47条）。⑥免許状・資格・学科等の名称・字句を統一する（第30、31、34、35条）。⑦そ
の他、字句・表現の統一をはかり明確になるように修正する（第2～8、10、12、13、17、20、
31、36、40、51～54、56、58、59、61、66条）。なお、令和3年度以前に入学した学生は従
前によるものとする。

53．この学則は、令和4年4月より、①保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更に伴い、保健看護
学科のカリキュラム・履修方法の一部変更（新学則第30条・第31条）、②「民法の一部改正施
行」に基づき、入学手続等関係提出書類の変更（新学則第23条）、保証人の保証に関する事項の変
更（学則第24条）、③第一種衛生管理者資格の廃止（新学則第30条第3項第10号）、廃止により
旧学則第30条第3項第11号から旧第30条第3項第29号を、新第30条第3項第10号から新第30条3
項第28号に変更、さらに旧学則別表19から旧学則別表47を新学則別表18から新学則別表46に変
更、④教育課程の充実を図るため、開設科目の名称変更追加、削除の変更（新学則別表2・別表3・
別表5・別表6・別表7・別表7－①・7-②・別表15・別表16・別表30・別表40・別表41）、⑤各
種資格の取得で第一種衛生管理者資格取得に関する事項を廃止する。廃止に伴い旧学則第35条第9
項から旧第35条25項を、新学則第35条第8項から新学則第35条24に変更する。⑥レクリエーショ
ンインストラクター資格取得に関する認定専門科目（新学則別表37）において、新たに「看護学臨
床実習」・「介護実習Ⅰ」の２科目を追加開講するとともに、7科目を削除し、開講科目を変更、⑦
スクールソーシャルワーク教育課程に関する科目（新学則別表43）においては、スクールソーシャ
ルワーカー資格取得に関する法改正の一部施行に基づき、開講科目を一部変更（令和3年度入学生よ
り適用）、⑧委託生・研究生・聴講生・科目等履修生の入学選考を明確にするため一部条文の変更
（新学則第53条・54条・55条・56条）、⑨附則に第53項を新設するため学則の一部を変更し、
改正施行する。なお、令和３年度以前で入学した学生は従前によるものとする。 

福 祉 心 理 学 科

情報福祉マネジメント学科

休学・退学・復学等に関する申請期間及び学費の取扱いについて

Ⅰ．休学・復学制度について
疾病その他特別の理由により、3ヵ月以上修学することができない者は、学長の許可を得て休学するこ

とができる。

休学期間は1年以内とする。ただし、特別の理由がある場合は1年を限度として休学期間の延長を認め

ることができる。休学期間は通算して4年を超えることはできない。休学期間は在学年限に算入しない。

休学期間中にその理由が消滅した場合は、学長の許可を得て復学することができる。復学の許可を得た

者は、原年次に帰属する。

1．休学・復学についての申請期間

　休学・復学について、下記のように申請期間等を設定する。

①休学申請期間
通年休学：前年度の2月 4日～ 5月31日※1

前期休学：前年度の2月 4日～ 5月31日※1

後期休学： 8月 1日～10月31日※1

②復学手続
⑴　 休学期間満了の場合は自動的に復学となるため手続は不要
⑵　 休学理由が消滅し、休学期間満了前に復学する場合は、原則として

復学手続が必要

③復学の時期
通年で休学した場合：4月 1日
前期に休学した場合：後期授業開講日
後期に休学した場合：4月 1日

④復学時の年次
通年で休学した場合：原年次
前期に休学した場合：進級
後期に休学した場合：進級

⑤休学制度
　利用上限

学部学生：4年
修士課程：2年
博士課程：3年

※ 1　この申請期間を過ぎて提出した場合は、学則第65条（休学の場合の学費）は適用されません。

Ⅱ．学費の取扱いについて
休学者及び退学者の学費の取扱いは以下の通りです。

1．休学者の学費について

 　休学願を提出し、休学を許可された者の学費については、当該休学期間の在籍料・厚生費・後援会費

を除く学費（授業料、施設設備資金、教育環境整備、実験施設維持費、実習費）を免除します。

⑴　在籍料について

 　在籍料は、当該学生の在籍保証、在籍管理事務費として、所属に係わらず一律に徴収します。

１．この学則は昭和３７年４月１日より施行する。
２．この学則は昭和４０年４月１日より施行する。
３．この学則は昭和４５年４月１日より施行する。
４．この学則は昭和４６年４月１日より施行する。
５．この学則は昭和４７年４月１日より施行する。
６．この学則は昭和４８年４月１日より施行する。
７．この学則は昭和４９年４月１日より施行する。
８．この学則は昭和５０年４月１日より施行する。
９．この学則は昭和５１年４月１日より施行する。
10．この学則は昭和５２年４月１日より施行する。
11．この学則は昭和５３年１０月１日より施行する。
12．この学則は昭和５４年４月１日より施行する。
13．この学則は昭和５５年４月１日より施行する。
14．この学則は昭和５６年４月１日より施行する。
15．この学則は昭和５７年４月１日より施行する。
16．この学則は昭和５８年４月１日より施行する。
17．この学則は昭和５９年４月１日より施行する。
18．この学則は昭和６３年４月１日より施行する。
19．この学則は平成元年４月１日より施行する。
20．この学則は平成２年４月１日より施行する。
21．この学則は平成３年４月１日より施行する。
22．この学則は平成４年４月１日より施行する。
23．この学則は平成６年４月１日より施行する。
24．この学則は平成７年４月１日より施行する。
25．この学則は平成９年４月１日より施行する。
26．この学則は平成１０年４月１日より施行する。
27．この学則は平成１２年４月１日より、①社会福祉学部の名称を総合福祉学部に変更するため、②社

会福祉学科および福祉心理学科の収容定員を変更するため、③情報福祉学科の設置にともない、施
行する。なお、平成１１年度までに入学した学生は従前によるものとする。

28．この学則は平成１３年４月１日より、①社会福祉学科に教育職員免許状「福祉」、情報福祉学科に
教育職員免許状「情報」を設置にともない、②学都仙台単位互換ネットワークを設置にともない、
施行する。なお、平成１２年度までに入学した学生も平成１３年４月開設の「福祉」・「情報」の
教育職員免許状の科目履修を認める。

29．この学則は平成１４年４月１日より、①学則第３条総合福祉学部に通信教育部社会福祉学科、社会
教育学科、福祉心理学科を設置、②学則第２６条（編入学・転入学）に（５）を設けて、専修学校
の専門課程からの編入学を可能にした。③社会福祉学科の保育士課程が「児童福祉法施行規則第３
９条の２第１項第３号の指定保育士養成施設の修業教科目及び単位数並びに履修方法」（平成１３
年厚生労働省告示第１９８号）により平成１４年４月から適用されることにより、第３０条(授業科
目)２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）を改正して平成１４年度入学者から適用して施
行する。④第３０条（授業科目）２、（９）㈶日本障がい者スポーツ協会公認障がい者スポーツ指

導者資格（イ）初級障がい者スポーツ指導員資格に関する科目（別表３９）を改正する。ただし、
平成１３年度までの入学者については、従前の例によることとする。

30．この学則は平成１５年４月１日より、①総合福祉学部社会福祉学科に介護福祉士課程を設置するに
ともない、②学則第３０条（授業科目）－２、（２）外国語科目（別表２）に「ハングル講座Ⅰ
（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設する
にともない、③学則第３０条（授業科目）－２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）に
「ハングル講座Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）
～Ⅵ」を新設するにともない、④学則第３０条（授業科目）－２、（１２）（イ）教職に関する科
目の教育職員免許法施行規則第６６条の５に定める科目（別表２１）に「ハングル講座Ⅰ（コミュ
ニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設するにともな
い、⑤第３０条（授業科目）の２（２０）訪問介護員養成２級課程修了に関する指定専門科目（別
表４１）を新設するにともない、改正施行する。ただし、平成１４年度までの入学者については、
従前の例によることとする。

31．この学則は平成１６年４月１日より、①第２０条（入学資格）の変更にともない、②第３０条（授
業科目）（２２）レクリエーション・インストラクター資格取得に関する科目の設置、③（２３）
臨床美術士資格取得に関する科目の設置、④（２４）感性デザイン課程に関する科目の設置および
第５６条の２に特別科目等履修生制度を設置することにより改正し、全学年に施行する。

32．この学則は平成１７年４月１日より、①福祉心理学科に教育職員免許状「養護教諭１種普通免許
状」を設置することにより、②第３０条（授業科目）の２、（１２）（リ）養護教諭１種普通免許
状の養護に関する科目の設置、③第３４条（教員免許状授与の所要資格取得）の２を変更し、施行
する。なお、平成１６年度までに入学した学生も、平成１７年度４月開設の「養護教諭１種普通免
許状」の教育職員免許状の科目履修を認める。

　　 さらに、④第３０条（授業科目）の２、（３３）臨床美術士資格取得に関する科目（別表４３）の
削除、⑤第３０条（授業科目）の２、（２５）福祉観光課程に関する科目の設置、⑥第３０条（授
業科目）の２、（２６）スポーツマネジメント課程に関する科目の設置、⑦第３０条（授業科目）
の２、（２７）臨床美術課程に関する科目の設置、⑧第３０条（授業科目）の２、（２８）異文化
コミュニケーション課程に関する科目の設置、⑨福祉観光課程・スポーツマネジメント課程・臨床
美術課程・異文化コミュニケーション課程の設置に伴い第３５条（各種資格の取得）に（２２）～
（２５）を追加変更し、施行する。なお、④～⑨については、平成１７年度入学生から適用し、平
成１６年度までに入学した学生は従前によるものとする。

33．この学則は平成１８年４月１日より、新学部創設にともない、①第１条（目的、使命）を修正し、
②学内組織の見直し（第５条、第９条、第１０条、第１３条）等をはかった。さらに、③第３条
（学部）子ども科学部子ども教育学科、健康科学部保健看護学科の設置、④第３０条（授業科目）
の２、（１）基礎教養（別表１）、及び（２）外国語科目（別表２）の科目と履修方法の変更、⑤
第３０条の２、（４）―② 子ども科学部の専門教育科目（別表１７）の設置、⑥第３０条（授業科
目）の２、（４）―③健康科学部の専門教育科目（別表１８）の設置、⑦第３０条（授業科目）の
２、（９）―②子ども科学部子ども教育学科に保育士資格に関する科目を設置、⑧第３０条（授業
科目）の２、（１２）―①子ども科学部に教職に関する科目（別表３７－①）（別表３７－②）の
設置、⑨第３０条（授業科目）の２、幼稚園教諭1種普通免許状に関する科目・教科又は教職に関す
る科目（別表３８－①、２種は別表３８－②）及び小学校教諭1種普通免許状に関する科目・教科又
は教職に関する科目（別表３９―①、２種は別表３９－②）を設置する。⑩第３１条（履修方
法）、（４）―②子ども科学部子ども教育学科及び（４）―③健康科学部保健看護学科の履修方法
を規定する。⑪第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）の２、子ども科学部に教育職員免許
状「幼稚園教諭１種普通免許状」、「幼稚園教諭２種普通免許状」、「小学校教諭１種免許状」、
「小学校教諭２種免許状」の設置、⑫第３５条（各種資格の取得）の５、保育士資格に子ども科学
部子ども教育学科を追加し、保育士資格の取得を可能とする。⑬さらに、第３５条（各種資格の取
得）の２０、健康科学部保健看護学科において、看護師及び保健師の国家試験受験資格の取得を可
能とする。⑭そのための授業科目を第３０条（授業科目）２、に設置する。⑮第４７条、学士学位
の授与に子ども科学部子ども教育学科に「学士」（教育学）、健康科学部保健看護学科に「学士」
（看護学）を追加する。⑭第６０条（学費）、子ども科学部と健康科学部の入学検定料・入学金・
授業料・施設設備資金・厚生費・後援会等を新たに設定する。ただし、平成１７年度までに入学し
た学生は従前によるものとする。

34．この学則は平成１９年４月１日より、大学の教員組織の変更にともない、①第９条（教職員）にお
いて従来の「助教授」を「准教授」に名称を変更し、「助教」を新設して施行する。また、特殊教
育教員免許課程が、特別支援学校教員免許課程に移行するにともない、②第34条（教員免許状授与
の所要資格の取得）の２及び６において、社会福祉学科に設置されている「養護学校教諭１種普通

免許状の教科に関する科目」を「特別支援学校教諭１種免許状の教科に関する科目」へ再編成して
施行する（別表２８）。③従来の「基礎教養科目」「外国語科目」「健康とスポーツ科目」を再編
し、「総合基礎科目」（別表１－①）を導入するとともに、各学科の科目を再編・再構成する（第
３１条、第３２条）。ただし、健康科学部は従前の通りとする。④総合福祉学部情報福祉学科に２
コース（情報応用コース、総合情報コース）を設置する（第３０条（授業科目）２の（２）５）の
（イ）、（ロ））。⑤総合福祉学部の副専攻に「減災・予防福祉課程」を追加する。

35．この学則は、平成２０年４月１日より、①総合福祉学部産業福祉学科及び情報福祉学科を、総合マ
ネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福祉マネジメント学科に独立・改組し、②健康
科学部に新たにリハビリテーション学科（作業療法学専攻、理学療法学専攻）と医療経営管理学科
を設置するとともに、③それにともなう収容定員の見直しを行い施行する（第３条）。なお、④第
３０条（授業科目）２の（１）、総合基礎科目（別表１）を全学部共通科目として配置するととも
に、（２）専門教育科目に新学部新学科の授業科目と第３１条（履修方法）に履修方法をそれぞれ
追加する。さらに、健康科学部保健看護学科の関連科目に授業科目を追加する（別表８）。また、
⑤第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）について、従来の「産業福祉学科」に設置されて
いた中学校教諭一種普通免許状（社会）、高等学校教諭一種普通免許状（公民）及び「情報福祉学
科」に設置されていた高等学校教諭一種普通免許状（情報）の教員免許状を取り下げる。⑥産業福
祉学科食品衛生コースに設置されていた食品衛生監視員及び食品衛生管理者の任用資格を取り下げ
る。⑦附属研究所・センター等に「キャリア推進センター」「次世代育成センター」「ＰＣサポー
トセンター」を増設する（第５条）。⑧大学設置基準等の一部を改正する省令に伴い学部学科の教
育研究上の目的を明確にした（第３条の４）。

36．この学則は平成２１年４月より、保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更にともない、①保
健看護学科のカリキュラム・履修方法の一部変更および卒業単位の変更（いずれも学則第３１条、
学則別表８）を行い施行する。また、「社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律（平
成19年法律第125号）」により、①資格取得のための履修科目を見直し、社会福祉士、精神保健福
祉士及び介護福祉士養成の新しい教育課程を編成する（別表11）（別表12）（別表13）（別表
14）（別表17）。②それらにともなって、社会福祉学科の教育課程も再編成する（別表2）。③社
会福祉士及び介護福祉士、精神保健福祉士養成課程において定員を設ける（第３５条）。さらに、
「福祉科一種普通免許状」の「教科又は教職に関する科目」の内容を変更する。なお、本学に付属
病院としてせんだんホスピタルを置く（学則第７条、第９条）。学則本文（学則第６０条）中の学
費明細表を、別添２として本中から分離する。

37．この学則は、平成２２年４月より①組織改組し、「社会貢献センター」を置く（第５条）。②教育
職員免許法の一部改正にともない、教職に関する科目である「総合演習」を「教職実践演習」に変
更（別表１９）（別表２６―①）（別表２６―②）して施行する。また、③「異文化コミュニケー
ション課程」、「減災・予防福祉課程」の廃止と「社会貢献支援士課程」の設置にともない、第30
条（授業科目）２（28）、第３１条（履修方法）（３）、第３５条（各種資格の取得）２６を追加
変更する。さらに、④「総合基礎科目」を再編（別表１）するとともに、総合福祉学部の各学科と
子ども科学部子ども教育学科の教育課程を見直し（別表２）（別表３）（別表４）（別表７）、総
合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科に専門科目を追加（別表５）する。⑤保育士資格に
関する科目（別表１５）（別表１６）を再編し、特別支援学校教諭一種免許状の教科に関する科目
（別表２１）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状の教職に関する科目（別表２６－
①）（別表２６－②）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状に関する科目（別表２７
－①）（別表２７－②）（別表２８－①）（別表２８－②）をそれぞれ見直し施行する。

38．この学則は、平成２３年４月より①専門基幹科目にリエゾン群（Ｌ群）を新設する（健康科学部を
除く）ことにともない、「総合基礎科目」（別表１-①、別表２-②）及び各学科の教育課程（別表
２、別表３、別表４、別表５、別表６、別表７）を変更し施行する。また、②「指定保育士養成施
設の指定及び運営の基準について」の一部改正により、「保育士資格に関する科目」（別表15及び
別表16）を変更する。それにともない、③教員免許状取得のための科目を一部変更する（別表
26-①、別表26-②、別表27-①、別表27-②、別表28-①、別表28-②）。④総合福祉学部社会福
祉学科社会福祉コース（保育士課程履修）の学生の幼稚園教諭一種普通免許状の取得を可能とする
（第34条9）。⑤教育職員免許法施行規則の一部改正にともない、「福祉」の教科に関する科目・
単位数及び履修方法（別表20）を変更して施行する。⑥総合福祉学部社会福祉学科と福祉心理学科
において、福祉用具専門相談員の資格取得を可能とし、第３５条（各種資格の取得）に（２０）と
して追加する（別表41）。さらに、⑦休学の場合（第６５条）の学費を変更して施行する。 

39．この学則は、平成２４年４月より、①総合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福
祉マネジメント学科のカリキュラムの一部を変更する（学則別表５、６）。②全学部学科へのリエ
ゾン系科目の導入に伴い、健康科学部における総合基礎科目及び履修方法を変更する（別表１）と

ともに、健康科学部保健看護学科、リハビリテーション学科、医療経営管理学科のカリキュラム・
履修方法の一部を変更する（別表８、９-①、９-②、学則第３１条）。③また、保健看護学科にお
いて、保健師受験資格を選択制とし（学則第３５条の１８）、卒業単位を変更する（学則第３１
条）。④精神保健福祉士法施行規則等の改正により、精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科
目及び精神保健福祉士受験資格に関する基礎科目を見直し（別表１３、１４）、社会福祉士受験資
格に関する指定専門科目の一部を見直す（別表１１）とともに、社会福祉学科並びに福祉心理学科
のカリキュラムを一部変更する（別表２、４）。⑤さらに第一種衛生管理者免許に関する科目（別
表１８）の一部を変更し、図書館司書養成科目及び学芸員養成科目の改正により、図書館司書資格
に関する専門科目（別表３０）及び博物館学芸員資格に関する専門科目（別表３１）を見直すとと
もに、社会福祉学科、社会教育学科、福祉心理学科のカリキュラムを一部変更する（別表２、３、
４）。⑥介護福祉士の資格取得の変更により、「資格」から「受験資格」と変更（学則第３５条
６）及び科目を追加し（別表１７）、⑦学生表彰の対象に学生団体を追加する（学則第４８条）変
更、⑦学則第３１条に（４）を追加し、施行する。

40．この学則は、平成２５年４月より、①入学前の既修得単位等の認定において、「他の大学又は短期
大学における授業科目の履修等」及び「大学以外の教育施設等における学修」を明文化（学則第３
２条）、②防災・減災に関連する科目を移動・配置（学則別表１－１、２、３、４、５、６、
７）、③精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科目の履修年次及び単位数の一部変更（別表
２、４、１４）、④総合福祉学部社会福祉学科及び子ども科学部子ども教育学科の専門教育科目
（専門基幹科目Ｌ群）（別表２、７）並びに保育士資格に関する科目（別表１５、１６）の一部変
更、⑤教育実習の単位変更（別表２、３、１９）⑥訪問介護員２級に関する科目の廃止及び介護職
員初任者研修に関する科目の設置（別表３９）、それに伴う福祉科の教科又は教職に関する科目の
一部変更（別表２０）、⑦社会貢献活動支援士に関する科目の一部変更（別表４８）をし、施行す
る。

41．この学則は、平成２６年４月より、①第1条の目的、使命を一部変更（学則第1条）し、総合基礎
科目を全学共通（学則別表１）とするとともに、全学科に地域共創関連科目を専門基幹科目に配置
する（学則別表２～８、９－①、９－②、１０）。同時に、健康科学部保健看護学科、リハビリ
テーション学科及び医療経営管理学科に防災・減災関連科目を配置する（学則別表８、９-①、９
-②、１０）。履修方法に地域貢献関連資格科目を位置づける（学則第３１条（５））。また、保育
士資格に関する科目の一部を追加し（学則別表１５及び１６）、さらに特別支援学校教諭一種免許
状の教科に関する科目の一部変更（別表２１）、及び副専攻に「デジタルコンテンツアセッサ課
程」を設置し（学則第３１条（３））、授業科目（学則別表４９）及び各種資格の取得（学則第３
５条２６）にそれぞれ追加変更する。さらに学内単位互換の規程を追加して実施する（学則第３７
条第４項）。②第５条（付属研究所・センター等）の地域連携を充実させるため社会貢献センター
を社会貢献・地域連携センターに改組するとともに、経営情報・教育情報の調査分析等を行うIRセ
ンターを新たに設置する。③GPA制度を導入するにあたり、第３８条（成績）を４種の評語（優・
良・可・不可）から５種の評語（秀・優・良・可・不可）に変更し施行する。④第４６条（卒業）
の条件を授業科目及び単位数取得から、授業科目及び単位数、GPA制度も導入して認定するに変更
し施行する。⑤第４１条では、休学期間完了後の学費について、事項を追加するとともに、第４５
条（除籍）においては、除籍の条件を追加し、一部を削除する。⑥第６５条（休学の場合の学費）
学期途中での学費に関する事項を追加し、変更施行する。なお、平成２５年度まで入学した学生は
従前によるものとする。

42.  この学則は、平成２７年４月より、①学部・学科再編に伴い、総合福祉学部社会教育学科を廃止し、
福祉行政学科を設置。子ども科学部子ども教育学科を廃止し、教育学部教育学科初等教育専攻・教育
学科中等教育専攻を設置。さらに、総合福祉学部社会福祉学科の入学定員を300名から400名に変
更、新たに2学科の設置のため入学定員を1,100名から1,300名にするとともに、収容定員も4,400名
から5,200名に変更施行する。また、産業福祉学科を廃止する（学則第3条）。②教職員職階の学長
補佐を廃止し、副学長を置く（学則第9条）。③教授会組織及び審議事項の内容を変更する（学則第
11条及び第13条）。④長期履修学生の規定（学則第17条の2）を追加する。⑤総合基礎教育科目
を変更するとともに、地域共創科目を全学科の教育課程に置く（学則別表１及び2～10）。保育士
資格に関する科目（学則別表15、16）および教育職員免許状に関する科目（学則別表19～26）を
再編成する。⑥副専攻としてデジタルコンテンツアセッサ課程に関する科目を変更する（学則別表
46）とともに、救急救命士課程に関する科目を置き（学則別表47）、社会福祉学科にスクール
ソーシャルワーカーに関する科目を配置する（学則別表48）。それに伴い、これらの資格を各種資
格に追加する（学則第35条）。⑦教育課程の変更により、履修方法を変更する（学則第31条）。
⑧各学部学科での教員免許状授与の所要資格取得を変更する（学則第34条）。⑨学部学科改組によ
り、学士学位の名称を変更する（学則第47条）。⑩懲戒規程を変更する（学則第50条）。なお、
平成２６年度まで入学した学生は従前によるものとする。

43．募集を停止していた情報福祉学科を廃止する。また、平成２８年４月より教育学部教育学科中等教
育専攻に特別支援学校一種普通免許取得に関する教育課程を設置する。なお、この学則は、平成２
７年度入学生より適用する。

44. この学則は、平成２８年４月より、学則第３３条の単位互換派遣学生及び学則第５７条の単位互換
学生の履修に対して規定を追加する。また、総合基礎教育課程を変更する（学則別表１-①、１
-②）とともに、学科の専門教育課程を一部変更（学則別表２、３、４、５、６、７、10）し、履
修方法も変更する（学則第３１条）。それに伴い各種資格取得のための科目も変更する（学則別表
17、19、20、28、31、33、36、46）。なお、平成２７年度まで入学した学生は従前によるも
のとする。

45．この学則は、平成２９年４月より、①通信教育部社会教育学科廃止に伴い学則第３条第1項第５号
の一部変更、②総合基礎教育課程の一部を変更（学則第３０条（１）、学別表１-①、１-②）する
とともに、履修方法も変更する（学則第３１条）。また、③卒業試験の名称を変更する（学則第４
６条）。④各学科の専門教育課程を一部変更する（学則別表２、３、４、５、６、10）⑤精神保健
福祉士受験資格に関する指定専門科目（学則別表１３）、レクリエーション・インストラクター資
格に関する科目（学則別表３７）、社会貢献活動支援士課程に関する科目（学則別表４５）、デジ
タルコンテンツアセッサ課程に関する科目（学則別表４６）、スクールソーシャルワーカーに関す
る科目（学則別表４８）単位数及び履修年次の一部をそれぞれ変更する。さらに⑥総合マネジメン
ト学部・健康科学部医療経営管理学科に「健康運動実践指導者に関する科目」を配置する（学則別
表４９及び学則第３５条２９）するため、学則の一部を変更し施行する。なお、平成２８年度まで
入学した学生は従前によるものとする。

46．この学則は、平成３０年４月より、①健康科学部保健看護学科の入学定員を７０名から８０名に増
員（学則第３条）し、②助産師国家試験受験資格を取得できる教育課程へと改編する（学則第３５
条１８及び学則別表８）。また、③総合福祉学部福祉心理学科に公認心理師受験資格を取得できる
教育課程へと改編する（学則本文第３５条１４及び学則別表４並びに学則別表３３）。④総合基礎
教育課程の科目を変更（学則別表１-①、学則別表１-②、学則別表１-③）し、社会福祉学科（学則
別表２）、福祉行政学科（別表３）、産業福祉マネジメント学科（別表５）、情報福祉マネジメン
ト学科（学則別表６）、医療経営管理学科（学則別表１０）の教育課程をそれぞれ一部改正する。
⑤資格に関する科目としては、第一種衛生管理者免許に関する専門科目（学則別表１８）、高校福
祉科一種普通免許状に関する教育課程（学則別表１９）、養護教諭一種普通免許状に関する教育課
程（学則別表２０）、身体障害者福祉司任用資格に関する科目（別表３１）、公認心理師国家試験
受験資格に関する科目（学則別表３３）、レクリエーション・インストラクター資格に関する科目
（学則別表３７）、スポーツマネジメント課程に関する科目（学則別表４３）、臨床美術課程に関
する科目（学則別表４４）の科目を一部変更する。⑥キャリアと実践活動に関する科目を追加する
（学則別表５０）。さらに、特待生に関する基準を追加し（学則本文第４９条）、交換留学生の規
定（学則本文第５８条の３及び４）を追加する。なお、平成２９年度に入学した学生は従前による
ものとする。

47．平成３１年４月より、①「早期卒業」の規定を追加（学則本文第１７条の２、第４６条２）すると
ともに、「懲戒」規定の一部を変更する（学則本文第５０条）。②「指定保育士養成施設の指定及
び運営の基準について」の一部改正、「児童福祉法施行規則第６条の２第１項第３号の指定保育士
養成施設の修業科目及び単位数並びに履修方法の一部を改正する件」に基づき、学則本文第３０条
（授業科目）における「保育士資格に関する科目」（学則別表１５、１６）及び学則別表２、７、
７－①、７－②の一部を変更。③「社会福祉士学校及び介護福祉士学校の設置及び運営に係る指針
についての一部改正」に基づき、「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表１７）の一部を
変更。④教育職員免許法施行規則の一部改正に伴い、「教育職員免許状に関する科目」を一部変更
（学則別表１９～２６）。⑤総合基礎科目及び各学科の教育課程を一部変更し（学則別表１－①、
１－②、２、３、４、５、６、７―①、７－②、１０）、教育学科の履修方法を一部変更する（学
則本文３１条（２））。⑥「開放科目」を新設（学則別表４６）。⑦副専攻の変更（学則本文３１
条（３））ことに伴い、副専攻教育課程学則別表３９～４３及び「各種資格の取得」から該当事項
を削除するとともに、別表番号、項目番号を変更する。なお、平成３１年度以前に入学した学生は
従前によるものとする。

48．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐
①）。また、平成３０年５月付「文部科学省　厚生労働省令第四号理学療法士及び作業療法士法第
１４条の規定に基づき、『理学療法士作業療法士養成施設指定規則』の一部改正」が行われたこと
により、健康科学部リハビリテーション学科カリキュラム・履修方法の一部変更を行う（学則別表
９‐①、９‐②）。それに伴いリハビリテーション学科における基盤教育科目および専門教育科目
の履修方法を一部変更する（学則本文第３１条）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学

した学生は従前によるものとする。
49．この学則は、募集を停止していた子ども科学部子ども教育学科を廃止し、令和２年１月より一部を

改正し施行する。
50．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐

①、健康科学部保健看護学科は従前のため別表１-②）とともに、各学科の履修方法を変更する（学
則本文第３１条（１））。また、平成３１年４月５日付文部科学省の事務連絡に基づき、社会教育
主事の養成課程の一部変更する（学則別表３２）。これらの変更に伴い、各学科の専門教育課程
（学則別表２～１０）及び各種資格取得のための教育課程（学則別表１５～１７、１９～２５、２
８～３２、４０、４１）並びに履修方法を一部変更する（学則本文第３１条（２））。さらに、各
種資格の取得に関して、救急救命士受験資格取得対象学科から福祉行政学科を削除する（学則本文
第３５条２４）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学した学生は従前によるものとす
る。

51．この学則は、募集を停止していた総合福祉学部社会教育学科を廃止（学則本文３条）し、令和2年6
月より一部改正施行する。

52．この学則は、令和3年4月より①教育学部教育学科中等教育専攻への中学校一種免許状（英語）及び
高等学校一種免許状（英語）課程の設置（学則本文第34条、学則別表26、27）に伴い、教育課程
（学則別表7、7－①、7－②）及び履修方法（学則別表31）を一部変更する。さらに、新たな免許
課程の設置とともに社会教育主事任用資格の廃止に伴い、別表番号を変更する。②「社会福祉に関
する科目を定める省令」及び「精神障害者者の保健及び福祉に関する科目を定める省令」に基づ
き、社会福祉士及び精神保健福祉士養成に係る開講科目を変更する（学則別表11～14）。それに
従い、各学科の教育課程を見直す（学則別表2～4）とともに、「保育士資格に関する科目」（学則
別表15、16）及び「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表17）を一部変更する。③学則
本文中の齟齬を修正する（学則本文第第24条、第31条（3））。④学則本文中の各条文の見出しの
位置を変更する（全条）。⑤学科の掲載順を「学校法人栴檀学園寄附行為」と統一する（第3、
31、47条）。⑥免許状・資格・学科等の名称・字句を統一する（第30、31、34、35条）。⑦そ
の他、字句・表現の統一をはかり明確になるように修正する（第2～8、10、12、13、17、20、
31、36、40、51～54、56、58、59、61、66条）。なお、令和3年度以前に入学した学生は従
前によるものとする。

53．この学則は、令和4年4月より、①保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更に伴い、保健看護
学科のカリキュラム・履修方法の一部変更（新学則第30条・第31条）、②「民法の一部改正施
行」に基づき、入学手続等関係提出書類の変更（新学則第23条）、保証人の保証に関する事項の変
更（学則第24条）、③第一種衛生管理者資格の廃止（新学則第30条第3項第10号）、廃止により
旧学則第30条第3項第11号から旧第30条第3項第29号を、新第30条第3項第10号から新第30条3
項第28号に変更、さらに旧学則別表19から旧学則別表47を新学則別表18から新学則別表46に変
更、④教育課程の充実を図るため、開設科目の名称変更追加、削除の変更（新学則別表2・別表3・
別表5・別表6・別表7・別表7－①・7-②・別表15・別表16・別表30・別表40・別表41）、⑤各
種資格の取得で第一種衛生管理者資格取得に関する事項を廃止する。廃止に伴い旧学則第35条第9
項から旧第35条25項を、新学則第35条第8項から新学則第35条24に変更する。⑥レクリエーショ
ンインストラクター資格取得に関する認定専門科目（新学則別表37）において、新たに「看護学臨
床実習」・「介護実習Ⅰ」の２科目を追加開講するとともに、7科目を削除し、開講科目を変更、⑦
スクールソーシャルワーク教育課程に関する科目（新学則別表43）においては、スクールソーシャ
ルワーカー資格取得に関する法改正の一部施行に基づき、開講科目を一部変更（令和3年度入学生よ
り適用）、⑧委託生・研究生・聴講生・科目等履修生の入学選考を明確にするため一部条文の変更
（新学則第53条・54条・55条・56条）、⑨附則に第53項を新設するため学則の一部を変更し、
改正施行する。なお、令和３年度以前で入学した学生は従前によるものとする。 

在籍料の徴収額は、年間120,000円（半期60,000円）とし、休学学期（半期）ごとに徴収します。
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⑵　休学時の学費等の取扱い

休学申請期間
在籍状況 学費等請求
前期 後期 前期 後期 年間計

通年休学：前年度の
2月 4日～ 5月31日 休学 休学

在籍料1 / 2額
 （60,000円）
厚生費 （20,000円）

在籍料 1 / 2額
 （60,000円）

在籍料 （120,000円）
厚生費 （20,000円）
合計 140,000円

前期休学：前年度の
2月 4日～ 5月31日 休学 在学

在籍料1 / 2額
 （60,000円）
厚生費 （20,000円）

学費 1 / 2額
後援会費
 （12,100円）

在籍料 1 / 2 額＋
学費 1 / 2 額＋
厚生費＋
後援会費

後期休学：
8月1日～10月31日 在学 休学

学費1 / 2額
厚生費 （20,000円）
後援会費
 （12,100円）

在籍料 1 / 2額
 （60,000円）

在籍料 1 / 2 額＋
学費 1 / 2 額＋
厚生費＋
後援会費

注1） 学費

学費：授業料、施設設備資金、教育環境整備費、後援会費、実験設備維持費、実習費

1 / 2 額（在籍料含む）：1年間に支払う学費の1 / 2 額を意味します。

注2） 上記の額は、それぞれの休学申請期間内に休学願を提出し許可された者に適用します。休学申請

期間外に提出した場合は、適用されませんのでご注意ください。

2．退学者の学費について

　退学願を提出し退学を許可された者は、当該学期に必要な学費を納入することとします。

 　ただし、在籍2年目以上の学生が締め切り期日までに退学願を提出した場合は、当該学期の学費を免

除します。

　なお、退学時の学費等の取扱いについては、以下の通りとなります。

⑴　退学時の学費等の取扱い

退学願提出期間
学費請求

前期 後期 年間計
4月1日～ 5月31日 免除 免除 免除
6月1日～ 8月31日 免除 前期学費のみ
9月1日～10月31日 免除 前期学費のみ
11月1日～ 3月31日

学費納入
学費納入
学費納入 学費納入 免除なし

※学費未納で退学願を提出した場合は、当該学期学費納入後退学願を受理するものとする。

１．この学則は昭和３７年４月１日より施行する。
２．この学則は昭和４０年４月１日より施行する。
３．この学則は昭和４５年４月１日より施行する。
４．この学則は昭和４６年４月１日より施行する。
５．この学則は昭和４７年４月１日より施行する。
６．この学則は昭和４８年４月１日より施行する。
７．この学則は昭和４９年４月１日より施行する。
８．この学則は昭和５０年４月１日より施行する。
９．この学則は昭和５１年４月１日より施行する。
10．この学則は昭和５２年４月１日より施行する。
11．この学則は昭和５３年１０月１日より施行する。
12．この学則は昭和５４年４月１日より施行する。
13．この学則は昭和５５年４月１日より施行する。
14．この学則は昭和５６年４月１日より施行する。
15．この学則は昭和５７年４月１日より施行する。
16．この学則は昭和５８年４月１日より施行する。
17．この学則は昭和５９年４月１日より施行する。
18．この学則は昭和６３年４月１日より施行する。
19．この学則は平成元年４月１日より施行する。
20．この学則は平成２年４月１日より施行する。
21．この学則は平成３年４月１日より施行する。
22．この学則は平成４年４月１日より施行する。
23．この学則は平成６年４月１日より施行する。
24．この学則は平成７年４月１日より施行する。
25．この学則は平成９年４月１日より施行する。
26．この学則は平成１０年４月１日より施行する。
27．この学則は平成１２年４月１日より、①社会福祉学部の名称を総合福祉学部に変更するため、②社

会福祉学科および福祉心理学科の収容定員を変更するため、③情報福祉学科の設置にともない、施
行する。なお、平成１１年度までに入学した学生は従前によるものとする。

28．この学則は平成１３年４月１日より、①社会福祉学科に教育職員免許状「福祉」、情報福祉学科に
教育職員免許状「情報」を設置にともない、②学都仙台単位互換ネットワークを設置にともない、
施行する。なお、平成１２年度までに入学した学生も平成１３年４月開設の「福祉」・「情報」の
教育職員免許状の科目履修を認める。

29．この学則は平成１４年４月１日より、①学則第３条総合福祉学部に通信教育部社会福祉学科、社会
教育学科、福祉心理学科を設置、②学則第２６条（編入学・転入学）に（５）を設けて、専修学校
の専門課程からの編入学を可能にした。③社会福祉学科の保育士課程が「児童福祉法施行規則第３
９条の２第１項第３号の指定保育士養成施設の修業教科目及び単位数並びに履修方法」（平成１３
年厚生労働省告示第１９８号）により平成１４年４月から適用されることにより、第３０条(授業科
目)２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）を改正して平成１４年度入学者から適用して施
行する。④第３０条（授業科目）２、（９）㈶日本障がい者スポーツ協会公認障がい者スポーツ指

導者資格（イ）初級障がい者スポーツ指導員資格に関する科目（別表３９）を改正する。ただし、
平成１３年度までの入学者については、従前の例によることとする。

30．この学則は平成１５年４月１日より、①総合福祉学部社会福祉学科に介護福祉士課程を設置するに
ともない、②学則第３０条（授業科目）－２、（２）外国語科目（別表２）に「ハングル講座Ⅰ
（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設する
にともない、③学則第３０条（授業科目）－２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）に
「ハングル講座Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）
～Ⅵ」を新設するにともない、④学則第３０条（授業科目）－２、（１２）（イ）教職に関する科
目の教育職員免許法施行規則第６６条の５に定める科目（別表２１）に「ハングル講座Ⅰ（コミュ
ニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設するにともな
い、⑤第３０条（授業科目）の２（２０）訪問介護員養成２級課程修了に関する指定専門科目（別
表４１）を新設するにともない、改正施行する。ただし、平成１４年度までの入学者については、
従前の例によることとする。

31．この学則は平成１６年４月１日より、①第２０条（入学資格）の変更にともない、②第３０条（授
業科目）（２２）レクリエーション・インストラクター資格取得に関する科目の設置、③（２３）
臨床美術士資格取得に関する科目の設置、④（２４）感性デザイン課程に関する科目の設置および
第５６条の２に特別科目等履修生制度を設置することにより改正し、全学年に施行する。

32．この学則は平成１７年４月１日より、①福祉心理学科に教育職員免許状「養護教諭１種普通免許
状」を設置することにより、②第３０条（授業科目）の２、（１２）（リ）養護教諭１種普通免許
状の養護に関する科目の設置、③第３４条（教員免許状授与の所要資格取得）の２を変更し、施行
する。なお、平成１６年度までに入学した学生も、平成１７年度４月開設の「養護教諭１種普通免
許状」の教育職員免許状の科目履修を認める。

　　 さらに、④第３０条（授業科目）の２、（３３）臨床美術士資格取得に関する科目（別表４３）の
削除、⑤第３０条（授業科目）の２、（２５）福祉観光課程に関する科目の設置、⑥第３０条（授
業科目）の２、（２６）スポーツマネジメント課程に関する科目の設置、⑦第３０条（授業科目）
の２、（２７）臨床美術課程に関する科目の設置、⑧第３０条（授業科目）の２、（２８）異文化
コミュニケーション課程に関する科目の設置、⑨福祉観光課程・スポーツマネジメント課程・臨床
美術課程・異文化コミュニケーション課程の設置に伴い第３５条（各種資格の取得）に（２２）～
（２５）を追加変更し、施行する。なお、④～⑨については、平成１７年度入学生から適用し、平
成１６年度までに入学した学生は従前によるものとする。

33．この学則は平成１８年４月１日より、新学部創設にともない、①第１条（目的、使命）を修正し、
②学内組織の見直し（第５条、第９条、第１０条、第１３条）等をはかった。さらに、③第３条
（学部）子ども科学部子ども教育学科、健康科学部保健看護学科の設置、④第３０条（授業科目）
の２、（１）基礎教養（別表１）、及び（２）外国語科目（別表２）の科目と履修方法の変更、⑤
第３０条の２、（４）―② 子ども科学部の専門教育科目（別表１７）の設置、⑥第３０条（授業科
目）の２、（４）―③健康科学部の専門教育科目（別表１８）の設置、⑦第３０条（授業科目）の
２、（９）―②子ども科学部子ども教育学科に保育士資格に関する科目を設置、⑧第３０条（授業
科目）の２、（１２）―①子ども科学部に教職に関する科目（別表３７－①）（別表３７－②）の
設置、⑨第３０条（授業科目）の２、幼稚園教諭1種普通免許状に関する科目・教科又は教職に関す
る科目（別表３８－①、２種は別表３８－②）及び小学校教諭1種普通免許状に関する科目・教科又
は教職に関する科目（別表３９―①、２種は別表３９－②）を設置する。⑩第３１条（履修方
法）、（４）―②子ども科学部子ども教育学科及び（４）―③健康科学部保健看護学科の履修方法
を規定する。⑪第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）の２、子ども科学部に教育職員免許
状「幼稚園教諭１種普通免許状」、「幼稚園教諭２種普通免許状」、「小学校教諭１種免許状」、
「小学校教諭２種免許状」の設置、⑫第３５条（各種資格の取得）の５、保育士資格に子ども科学
部子ども教育学科を追加し、保育士資格の取得を可能とする。⑬さらに、第３５条（各種資格の取
得）の２０、健康科学部保健看護学科において、看護師及び保健師の国家試験受験資格の取得を可
能とする。⑭そのための授業科目を第３０条（授業科目）２、に設置する。⑮第４７条、学士学位
の授与に子ども科学部子ども教育学科に「学士」（教育学）、健康科学部保健看護学科に「学士」
（看護学）を追加する。⑭第６０条（学費）、子ども科学部と健康科学部の入学検定料・入学金・
授業料・施設設備資金・厚生費・後援会等を新たに設定する。ただし、平成１７年度までに入学し
た学生は従前によるものとする。

34．この学則は平成１９年４月１日より、大学の教員組織の変更にともない、①第９条（教職員）にお
いて従来の「助教授」を「准教授」に名称を変更し、「助教」を新設して施行する。また、特殊教
育教員免許課程が、特別支援学校教員免許課程に移行するにともない、②第34条（教員免許状授与
の所要資格の取得）の２及び６において、社会福祉学科に設置されている「養護学校教諭１種普通

免許状の教科に関する科目」を「特別支援学校教諭１種免許状の教科に関する科目」へ再編成して
施行する（別表２８）。③従来の「基礎教養科目」「外国語科目」「健康とスポーツ科目」を再編
し、「総合基礎科目」（別表１－①）を導入するとともに、各学科の科目を再編・再構成する（第
３１条、第３２条）。ただし、健康科学部は従前の通りとする。④総合福祉学部情報福祉学科に２
コース（情報応用コース、総合情報コース）を設置する（第３０条（授業科目）２の（２）５）の
（イ）、（ロ））。⑤総合福祉学部の副専攻に「減災・予防福祉課程」を追加する。

35．この学則は、平成２０年４月１日より、①総合福祉学部産業福祉学科及び情報福祉学科を、総合マ
ネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福祉マネジメント学科に独立・改組し、②健康
科学部に新たにリハビリテーション学科（作業療法学専攻、理学療法学専攻）と医療経営管理学科
を設置するとともに、③それにともなう収容定員の見直しを行い施行する（第３条）。なお、④第
３０条（授業科目）２の（１）、総合基礎科目（別表１）を全学部共通科目として配置するととも
に、（２）専門教育科目に新学部新学科の授業科目と第３１条（履修方法）に履修方法をそれぞれ
追加する。さらに、健康科学部保健看護学科の関連科目に授業科目を追加する（別表８）。また、
⑤第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）について、従来の「産業福祉学科」に設置されて
いた中学校教諭一種普通免許状（社会）、高等学校教諭一種普通免許状（公民）及び「情報福祉学
科」に設置されていた高等学校教諭一種普通免許状（情報）の教員免許状を取り下げる。⑥産業福
祉学科食品衛生コースに設置されていた食品衛生監視員及び食品衛生管理者の任用資格を取り下げ
る。⑦附属研究所・センター等に「キャリア推進センター」「次世代育成センター」「ＰＣサポー
トセンター」を増設する（第５条）。⑧大学設置基準等の一部を改正する省令に伴い学部学科の教
育研究上の目的を明確にした（第３条の４）。

36．この学則は平成２１年４月より、保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更にともない、①保
健看護学科のカリキュラム・履修方法の一部変更および卒業単位の変更（いずれも学則第３１条、
学則別表８）を行い施行する。また、「社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律（平
成19年法律第125号）」により、①資格取得のための履修科目を見直し、社会福祉士、精神保健福
祉士及び介護福祉士養成の新しい教育課程を編成する（別表11）（別表12）（別表13）（別表
14）（別表17）。②それらにともなって、社会福祉学科の教育課程も再編成する（別表2）。③社
会福祉士及び介護福祉士、精神保健福祉士養成課程において定員を設ける（第３５条）。さらに、
「福祉科一種普通免許状」の「教科又は教職に関する科目」の内容を変更する。なお、本学に付属
病院としてせんだんホスピタルを置く（学則第７条、第９条）。学則本文（学則第６０条）中の学
費明細表を、別添２として本中から分離する。

37．この学則は、平成２２年４月より①組織改組し、「社会貢献センター」を置く（第５条）。②教育
職員免許法の一部改正にともない、教職に関する科目である「総合演習」を「教職実践演習」に変
更（別表１９）（別表２６―①）（別表２６―②）して施行する。また、③「異文化コミュニケー
ション課程」、「減災・予防福祉課程」の廃止と「社会貢献支援士課程」の設置にともない、第30
条（授業科目）２（28）、第３１条（履修方法）（３）、第３５条（各種資格の取得）２６を追加
変更する。さらに、④「総合基礎科目」を再編（別表１）するとともに、総合福祉学部の各学科と
子ども科学部子ども教育学科の教育課程を見直し（別表２）（別表３）（別表４）（別表７）、総
合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科に専門科目を追加（別表５）する。⑤保育士資格に
関する科目（別表１５）（別表１６）を再編し、特別支援学校教諭一種免許状の教科に関する科目
（別表２１）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状の教職に関する科目（別表２６－
①）（別表２６－②）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状に関する科目（別表２７
－①）（別表２７－②）（別表２８－①）（別表２８－②）をそれぞれ見直し施行する。

38．この学則は、平成２３年４月より①専門基幹科目にリエゾン群（Ｌ群）を新設する（健康科学部を
除く）ことにともない、「総合基礎科目」（別表１-①、別表２-②）及び各学科の教育課程（別表
２、別表３、別表４、別表５、別表６、別表７）を変更し施行する。また、②「指定保育士養成施
設の指定及び運営の基準について」の一部改正により、「保育士資格に関する科目」（別表15及び
別表16）を変更する。それにともない、③教員免許状取得のための科目を一部変更する（別表
26-①、別表26-②、別表27-①、別表27-②、別表28-①、別表28-②）。④総合福祉学部社会福
祉学科社会福祉コース（保育士課程履修）の学生の幼稚園教諭一種普通免許状の取得を可能とする
（第34条9）。⑤教育職員免許法施行規則の一部改正にともない、「福祉」の教科に関する科目・
単位数及び履修方法（別表20）を変更して施行する。⑥総合福祉学部社会福祉学科と福祉心理学科
において、福祉用具専門相談員の資格取得を可能とし、第３５条（各種資格の取得）に（２０）と
して追加する（別表41）。さらに、⑦休学の場合（第６５条）の学費を変更して施行する。 

39．この学則は、平成２４年４月より、①総合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福
祉マネジメント学科のカリキュラムの一部を変更する（学則別表５、６）。②全学部学科へのリエ
ゾン系科目の導入に伴い、健康科学部における総合基礎科目及び履修方法を変更する（別表１）と

ともに、健康科学部保健看護学科、リハビリテーション学科、医療経営管理学科のカリキュラム・
履修方法の一部を変更する（別表８、９-①、９-②、学則第３１条）。③また、保健看護学科にお
いて、保健師受験資格を選択制とし（学則第３５条の１８）、卒業単位を変更する（学則第３１
条）。④精神保健福祉士法施行規則等の改正により、精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科
目及び精神保健福祉士受験資格に関する基礎科目を見直し（別表１３、１４）、社会福祉士受験資
格に関する指定専門科目の一部を見直す（別表１１）とともに、社会福祉学科並びに福祉心理学科
のカリキュラムを一部変更する（別表２、４）。⑤さらに第一種衛生管理者免許に関する科目（別
表１８）の一部を変更し、図書館司書養成科目及び学芸員養成科目の改正により、図書館司書資格
に関する専門科目（別表３０）及び博物館学芸員資格に関する専門科目（別表３１）を見直すとと
もに、社会福祉学科、社会教育学科、福祉心理学科のカリキュラムを一部変更する（別表２、３、
４）。⑥介護福祉士の資格取得の変更により、「資格」から「受験資格」と変更（学則第３５条
６）及び科目を追加し（別表１７）、⑦学生表彰の対象に学生団体を追加する（学則第４８条）変
更、⑦学則第３１条に（４）を追加し、施行する。

40．この学則は、平成２５年４月より、①入学前の既修得単位等の認定において、「他の大学又は短期
大学における授業科目の履修等」及び「大学以外の教育施設等における学修」を明文化（学則第３
２条）、②防災・減災に関連する科目を移動・配置（学則別表１－１、２、３、４、５、６、
７）、③精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科目の履修年次及び単位数の一部変更（別表
２、４、１４）、④総合福祉学部社会福祉学科及び子ども科学部子ども教育学科の専門教育科目
（専門基幹科目Ｌ群）（別表２、７）並びに保育士資格に関する科目（別表１５、１６）の一部変
更、⑤教育実習の単位変更（別表２、３、１９）⑥訪問介護員２級に関する科目の廃止及び介護職
員初任者研修に関する科目の設置（別表３９）、それに伴う福祉科の教科又は教職に関する科目の
一部変更（別表２０）、⑦社会貢献活動支援士に関する科目の一部変更（別表４８）をし、施行す
る。

41．この学則は、平成２６年４月より、①第1条の目的、使命を一部変更（学則第1条）し、総合基礎
科目を全学共通（学則別表１）とするとともに、全学科に地域共創関連科目を専門基幹科目に配置
する（学則別表２～８、９－①、９－②、１０）。同時に、健康科学部保健看護学科、リハビリ
テーション学科及び医療経営管理学科に防災・減災関連科目を配置する（学則別表８、９-①、９
-②、１０）。履修方法に地域貢献関連資格科目を位置づける（学則第３１条（５））。また、保育
士資格に関する科目の一部を追加し（学則別表１５及び１６）、さらに特別支援学校教諭一種免許
状の教科に関する科目の一部変更（別表２１）、及び副専攻に「デジタルコンテンツアセッサ課
程」を設置し（学則第３１条（３））、授業科目（学則別表４９）及び各種資格の取得（学則第３
５条２６）にそれぞれ追加変更する。さらに学内単位互換の規程を追加して実施する（学則第３７
条第４項）。②第５条（付属研究所・センター等）の地域連携を充実させるため社会貢献センター
を社会貢献・地域連携センターに改組するとともに、経営情報・教育情報の調査分析等を行うIRセ
ンターを新たに設置する。③GPA制度を導入するにあたり、第３８条（成績）を４種の評語（優・
良・可・不可）から５種の評語（秀・優・良・可・不可）に変更し施行する。④第４６条（卒業）
の条件を授業科目及び単位数取得から、授業科目及び単位数、GPA制度も導入して認定するに変更
し施行する。⑤第４１条では、休学期間完了後の学費について、事項を追加するとともに、第４５
条（除籍）においては、除籍の条件を追加し、一部を削除する。⑥第６５条（休学の場合の学費）
学期途中での学費に関する事項を追加し、変更施行する。なお、平成２５年度まで入学した学生は
従前によるものとする。

42.  この学則は、平成２７年４月より、①学部・学科再編に伴い、総合福祉学部社会教育学科を廃止し、
福祉行政学科を設置。子ども科学部子ども教育学科を廃止し、教育学部教育学科初等教育専攻・教育
学科中等教育専攻を設置。さらに、総合福祉学部社会福祉学科の入学定員を300名から400名に変
更、新たに2学科の設置のため入学定員を1,100名から1,300名にするとともに、収容定員も4,400名
から5,200名に変更施行する。また、産業福祉学科を廃止する（学則第3条）。②教職員職階の学長
補佐を廃止し、副学長を置く（学則第9条）。③教授会組織及び審議事項の内容を変更する（学則第
11条及び第13条）。④長期履修学生の規定（学則第17条の2）を追加する。⑤総合基礎教育科目
を変更するとともに、地域共創科目を全学科の教育課程に置く（学則別表１及び2～10）。保育士
資格に関する科目（学則別表15、16）および教育職員免許状に関する科目（学則別表19～26）を
再編成する。⑥副専攻としてデジタルコンテンツアセッサ課程に関する科目を変更する（学則別表
46）とともに、救急救命士課程に関する科目を置き（学則別表47）、社会福祉学科にスクール
ソーシャルワーカーに関する科目を配置する（学則別表48）。それに伴い、これらの資格を各種資
格に追加する（学則第35条）。⑦教育課程の変更により、履修方法を変更する（学則第31条）。
⑧各学部学科での教員免許状授与の所要資格取得を変更する（学則第34条）。⑨学部学科改組によ
り、学士学位の名称を変更する（学則第47条）。⑩懲戒規程を変更する（学則第50条）。なお、
平成２６年度まで入学した学生は従前によるものとする。

43．募集を停止していた情報福祉学科を廃止する。また、平成２８年４月より教育学部教育学科中等教
育専攻に特別支援学校一種普通免許取得に関する教育課程を設置する。なお、この学則は、平成２
７年度入学生より適用する。

44. この学則は、平成２８年４月より、学則第３３条の単位互換派遣学生及び学則第５７条の単位互換
学生の履修に対して規定を追加する。また、総合基礎教育課程を変更する（学則別表１-①、１
-②）とともに、学科の専門教育課程を一部変更（学則別表２、３、４、５、６、７、10）し、履
修方法も変更する（学則第３１条）。それに伴い各種資格取得のための科目も変更する（学則別表
17、19、20、28、31、33、36、46）。なお、平成２７年度まで入学した学生は従前によるも
のとする。

45．この学則は、平成２９年４月より、①通信教育部社会教育学科廃止に伴い学則第３条第1項第５号
の一部変更、②総合基礎教育課程の一部を変更（学則第３０条（１）、学別表１-①、１-②）する
とともに、履修方法も変更する（学則第３１条）。また、③卒業試験の名称を変更する（学則第４
６条）。④各学科の専門教育課程を一部変更する（学則別表２、３、４、５、６、10）⑤精神保健
福祉士受験資格に関する指定専門科目（学則別表１３）、レクリエーション・インストラクター資
格に関する科目（学則別表３７）、社会貢献活動支援士課程に関する科目（学則別表４５）、デジ
タルコンテンツアセッサ課程に関する科目（学則別表４６）、スクールソーシャルワーカーに関す
る科目（学則別表４８）単位数及び履修年次の一部をそれぞれ変更する。さらに⑥総合マネジメン
ト学部・健康科学部医療経営管理学科に「健康運動実践指導者に関する科目」を配置する（学則別
表４９及び学則第３５条２９）するため、学則の一部を変更し施行する。なお、平成２８年度まで
入学した学生は従前によるものとする。

46．この学則は、平成３０年４月より、①健康科学部保健看護学科の入学定員を７０名から８０名に増
員（学則第３条）し、②助産師国家試験受験資格を取得できる教育課程へと改編する（学則第３５
条１８及び学則別表８）。また、③総合福祉学部福祉心理学科に公認心理師受験資格を取得できる
教育課程へと改編する（学則本文第３５条１４及び学則別表４並びに学則別表３３）。④総合基礎
教育課程の科目を変更（学則別表１-①、学則別表１-②、学則別表１-③）し、社会福祉学科（学則
別表２）、福祉行政学科（別表３）、産業福祉マネジメント学科（別表５）、情報福祉マネジメン
ト学科（学則別表６）、医療経営管理学科（学則別表１０）の教育課程をそれぞれ一部改正する。
⑤資格に関する科目としては、第一種衛生管理者免許に関する専門科目（学則別表１８）、高校福
祉科一種普通免許状に関する教育課程（学則別表１９）、養護教諭一種普通免許状に関する教育課
程（学則別表２０）、身体障害者福祉司任用資格に関する科目（別表３１）、公認心理師国家試験
受験資格に関する科目（学則別表３３）、レクリエーション・インストラクター資格に関する科目
（学則別表３７）、スポーツマネジメント課程に関する科目（学則別表４３）、臨床美術課程に関
する科目（学則別表４４）の科目を一部変更する。⑥キャリアと実践活動に関する科目を追加する
（学則別表５０）。さらに、特待生に関する基準を追加し（学則本文第４９条）、交換留学生の規
定（学則本文第５８条の３及び４）を追加する。なお、平成２９年度に入学した学生は従前による
ものとする。

47．平成３１年４月より、①「早期卒業」の規定を追加（学則本文第１７条の２、第４６条２）すると
ともに、「懲戒」規定の一部を変更する（学則本文第５０条）。②「指定保育士養成施設の指定及
び運営の基準について」の一部改正、「児童福祉法施行規則第６条の２第１項第３号の指定保育士
養成施設の修業科目及び単位数並びに履修方法の一部を改正する件」に基づき、学則本文第３０条
（授業科目）における「保育士資格に関する科目」（学則別表１５、１６）及び学則別表２、７、
７－①、７－②の一部を変更。③「社会福祉士学校及び介護福祉士学校の設置及び運営に係る指針
についての一部改正」に基づき、「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表１７）の一部を
変更。④教育職員免許法施行規則の一部改正に伴い、「教育職員免許状に関する科目」を一部変更
（学則別表１９～２６）。⑤総合基礎科目及び各学科の教育課程を一部変更し（学則別表１－①、
１－②、２、３、４、５、６、７―①、７－②、１０）、教育学科の履修方法を一部変更する（学
則本文３１条（２））。⑥「開放科目」を新設（学則別表４６）。⑦副専攻の変更（学則本文３１
条（３））ことに伴い、副専攻教育課程学則別表３９～４３及び「各種資格の取得」から該当事項
を削除するとともに、別表番号、項目番号を変更する。なお、平成３１年度以前に入学した学生は
従前によるものとする。

48．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐
①）。また、平成３０年５月付「文部科学省　厚生労働省令第四号理学療法士及び作業療法士法第
１４条の規定に基づき、『理学療法士作業療法士養成施設指定規則』の一部改正」が行われたこと
により、健康科学部リハビリテーション学科カリキュラム・履修方法の一部変更を行う（学則別表
９‐①、９‐②）。それに伴いリハビリテーション学科における基盤教育科目および専門教育科目
の履修方法を一部変更する（学則本文第３１条）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学

した学生は従前によるものとする。
49．この学則は、募集を停止していた子ども科学部子ども教育学科を廃止し、令和２年１月より一部を

改正し施行する。
50．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐

①、健康科学部保健看護学科は従前のため別表１-②）とともに、各学科の履修方法を変更する（学
則本文第３１条（１））。また、平成３１年４月５日付文部科学省の事務連絡に基づき、社会教育
主事の養成課程の一部変更する（学則別表３２）。これらの変更に伴い、各学科の専門教育課程
（学則別表２～１０）及び各種資格取得のための教育課程（学則別表１５～１７、１９～２５、２
８～３２、４０、４１）並びに履修方法を一部変更する（学則本文第３１条（２））。さらに、各
種資格の取得に関して、救急救命士受験資格取得対象学科から福祉行政学科を削除する（学則本文
第３５条２４）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学した学生は従前によるものとす
る。

51．この学則は、募集を停止していた総合福祉学部社会教育学科を廃止（学則本文３条）し、令和2年6
月より一部改正施行する。

52．この学則は、令和3年4月より①教育学部教育学科中等教育専攻への中学校一種免許状（英語）及び
高等学校一種免許状（英語）課程の設置（学則本文第34条、学則別表26、27）に伴い、教育課程
（学則別表7、7－①、7－②）及び履修方法（学則別表31）を一部変更する。さらに、新たな免許
課程の設置とともに社会教育主事任用資格の廃止に伴い、別表番号を変更する。②「社会福祉に関
する科目を定める省令」及び「精神障害者者の保健及び福祉に関する科目を定める省令」に基づ
き、社会福祉士及び精神保健福祉士養成に係る開講科目を変更する（学則別表11～14）。それに
従い、各学科の教育課程を見直す（学則別表2～4）とともに、「保育士資格に関する科目」（学則
別表15、16）及び「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表17）を一部変更する。③学則
本文中の齟齬を修正する（学則本文第第24条、第31条（3））。④学則本文中の各条文の見出しの
位置を変更する（全条）。⑤学科の掲載順を「学校法人栴檀学園寄附行為」と統一する（第3、
31、47条）。⑥免許状・資格・学科等の名称・字句を統一する（第30、31、34、35条）。⑦そ
の他、字句・表現の統一をはかり明確になるように修正する（第2～8、10、12、13、17、20、
31、36、40、51～54、56、58、59、61、66条）。なお、令和3年度以前に入学した学生は従
前によるものとする。

53．この学則は、令和4年4月より、①保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更に伴い、保健看護
学科のカリキュラム・履修方法の一部変更（新学則第30条・第31条）、②「民法の一部改正施
行」に基づき、入学手続等関係提出書類の変更（新学則第23条）、保証人の保証に関する事項の変
更（学則第24条）、③第一種衛生管理者資格の廃止（新学則第30条第3項第10号）、廃止により
旧学則第30条第3項第11号から旧第30条第3項第29号を、新第30条第3項第10号から新第30条3
項第28号に変更、さらに旧学則別表19から旧学則別表47を新学則別表18から新学則別表46に変
更、④教育課程の充実を図るため、開設科目の名称変更追加、削除の変更（新学則別表2・別表3・
別表5・別表6・別表7・別表7－①・7-②・別表15・別表16・別表30・別表40・別表41）、⑤各
種資格の取得で第一種衛生管理者資格取得に関する事項を廃止する。廃止に伴い旧学則第35条第9
項から旧第35条25項を、新学則第35条第8項から新学則第35条24に変更する。⑥レクリエーショ
ンインストラクター資格取得に関する認定専門科目（新学則別表37）において、新たに「看護学臨
床実習」・「介護実習Ⅰ」の２科目を追加開講するとともに、7科目を削除し、開講科目を変更、⑦
スクールソーシャルワーク教育課程に関する科目（新学則別表43）においては、スクールソーシャ
ルワーカー資格取得に関する法改正の一部施行に基づき、開講科目を一部変更（令和3年度入学生よ
り適用）、⑧委託生・研究生・聴講生・科目等履修生の入学選考を明確にするため一部条文の変更
（新学則第53条・54条・55条・56条）、⑨附則に第53項を新設するため学則の一部を変更し、
改正施行する。なお、令和３年度以前で入学した学生は従前によるものとする。 

（１）この細則は学則第60条、第61条に定める学費・課程履修費・任意の実験実習費等の納付手続きに
ついて定めたものです。

（２）学費等は、毎年度始めに全額を納入することが原則です。ただし、都合によっては授業料を前期・
後期の二期に分割して納入することができます。（納付期限が銀行休業日の場合は翌営業日を期限
とします。）

（３）入学後の学費等の納入方法は、本学指定の振込用紙を使用して銀行振込により納入してください。
（４）各期の学費を滞納した場合には、定期試験の受験ができません。
（５）課程履修費・任意の実験実習費等は、担当部署の指示に従って授業料と同様に納入期限を厳守して

ください。

分割納入の場合の
納 入 期 限

前　期　分　　：　　 5月10日
後　期　分　　：　　10月10日

Ⅰ）課程履修に関わる費用（原則として履修初年度）

Ⅱ）任意の実習・演習等に関わる費用
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⑵　休学時の学費等の取扱い

休学申請期間
在籍状況 学費等請求
前期 後期 前期 後期 年間計

通年休学：前年度の
2月 4日～ 5月31日 休学 休学

在籍料1 / 2額
 （60,000円）
厚生費 （20,000円）

在籍料 1 / 2額
 （60,000円）

在籍料 （120,000円）
厚生費 （20,000円）
合計 140,000円

前期休学：前年度の
2月 4日～ 5月31日 休学 在学

在籍料1 / 2額
 （60,000円）
厚生費 （20,000円）

学費 1 / 2額
後援会費
 （12,100円）

在籍料 1 / 2 額＋
学費 1 / 2 額＋
厚生費＋
後援会費

後期休学：
8月1日～10月31日 在学 休学

学費1 / 2額
厚生費 （20,000円）
後援会費
 （12,100円）

在籍料 1 / 2額
 （60,000円）

在籍料 1 / 2 額＋
学費 1 / 2 額＋
厚生費＋
後援会費

注1） 学費

学費：授業料、施設設備資金、教育環境整備費、後援会費、実験設備維持費、実習費

1 / 2 額（在籍料含む）：1年間に支払う学費の1 / 2 額を意味します。

注2） 上記の額は、それぞれの休学申請期間内に休学願を提出し許可された者に適用します。休学申請

期間外に提出した場合は、適用されませんのでご注意ください。

2．退学者の学費について

　退学願を提出し退学を許可された者は、当該学期に必要な学費を納入することとします。

 　ただし、在籍2年目以上の学生が締め切り期日までに退学願を提出した場合は、当該学期の学費を免

除します。

　なお、退学時の学費等の取扱いについては、以下の通りとなります。

⑴　退学時の学費等の取扱い

退学願提出期間
学費請求

前期 後期 年間計
4月1日～ 5月31日 免除 免除 免除
6月1日～ 8月31日 免除 前期学費のみ
9月1日～10月31日 免除 前期学費のみ
11月1日～ 3月31日

学費納入
学費納入
学費納入 学費納入 免除なし

※学費未納で退学願を提出した場合は、当該学期学費納入後退学願を受理するものとする。

１．この学則は昭和３７年４月１日より施行する。
２．この学則は昭和４０年４月１日より施行する。
３．この学則は昭和４５年４月１日より施行する。
４．この学則は昭和４６年４月１日より施行する。
５．この学則は昭和４７年４月１日より施行する。
６．この学則は昭和４８年４月１日より施行する。
７．この学則は昭和４９年４月１日より施行する。
８．この学則は昭和５０年４月１日より施行する。
９．この学則は昭和５１年４月１日より施行する。
10．この学則は昭和５２年４月１日より施行する。
11．この学則は昭和５３年１０月１日より施行する。
12．この学則は昭和５４年４月１日より施行する。
13．この学則は昭和５５年４月１日より施行する。
14．この学則は昭和５６年４月１日より施行する。
15．この学則は昭和５７年４月１日より施行する。
16．この学則は昭和５８年４月１日より施行する。
17．この学則は昭和５９年４月１日より施行する。
18．この学則は昭和６３年４月１日より施行する。
19．この学則は平成元年４月１日より施行する。
20．この学則は平成２年４月１日より施行する。
21．この学則は平成３年４月１日より施行する。
22．この学則は平成４年４月１日より施行する。
23．この学則は平成６年４月１日より施行する。
24．この学則は平成７年４月１日より施行する。
25．この学則は平成９年４月１日より施行する。
26．この学則は平成１０年４月１日より施行する。
27．この学則は平成１２年４月１日より、①社会福祉学部の名称を総合福祉学部に変更するため、②社

会福祉学科および福祉心理学科の収容定員を変更するため、③情報福祉学科の設置にともない、施
行する。なお、平成１１年度までに入学した学生は従前によるものとする。

28．この学則は平成１３年４月１日より、①社会福祉学科に教育職員免許状「福祉」、情報福祉学科に
教育職員免許状「情報」を設置にともない、②学都仙台単位互換ネットワークを設置にともない、
施行する。なお、平成１２年度までに入学した学生も平成１３年４月開設の「福祉」・「情報」の
教育職員免許状の科目履修を認める。

29．この学則は平成１４年４月１日より、①学則第３条総合福祉学部に通信教育部社会福祉学科、社会
教育学科、福祉心理学科を設置、②学則第２６条（編入学・転入学）に（５）を設けて、専修学校
の専門課程からの編入学を可能にした。③社会福祉学科の保育士課程が「児童福祉法施行規則第３
９条の２第１項第３号の指定保育士養成施設の修業教科目及び単位数並びに履修方法」（平成１３
年厚生労働省告示第１９８号）により平成１４年４月から適用されることにより、第３０条(授業科
目)２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）を改正して平成１４年度入学者から適用して施
行する。④第３０条（授業科目）２、（９）㈶日本障がい者スポーツ協会公認障がい者スポーツ指

導者資格（イ）初級障がい者スポーツ指導員資格に関する科目（別表３９）を改正する。ただし、
平成１３年度までの入学者については、従前の例によることとする。

30．この学則は平成１５年４月１日より、①総合福祉学部社会福祉学科に介護福祉士課程を設置するに
ともない、②学則第３０条（授業科目）－２、（２）外国語科目（別表２）に「ハングル講座Ⅰ
（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設する
にともない、③学則第３０条（授業科目）－２、（９）保育士資格に関する科目（別表１８）に
「ハングル講座Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）
～Ⅵ」を新設するにともない、④学則第３０条（授業科目）－２、（１２）（イ）教職に関する科
目の教育職員免許法施行規則第６６条の５に定める科目（別表２１）に「ハングル講座Ⅰ（コミュ
ニケーションを含む）～Ⅵ」「中国語Ⅰ（コミュニケーションを含む）～Ⅵ」を新設するにともな
い、⑤第３０条（授業科目）の２（２０）訪問介護員養成２級課程修了に関する指定専門科目（別
表４１）を新設するにともない、改正施行する。ただし、平成１４年度までの入学者については、
従前の例によることとする。

31．この学則は平成１６年４月１日より、①第２０条（入学資格）の変更にともない、②第３０条（授
業科目）（２２）レクリエーション・インストラクター資格取得に関する科目の設置、③（２３）
臨床美術士資格取得に関する科目の設置、④（２４）感性デザイン課程に関する科目の設置および
第５６条の２に特別科目等履修生制度を設置することにより改正し、全学年に施行する。

32．この学則は平成１７年４月１日より、①福祉心理学科に教育職員免許状「養護教諭１種普通免許
状」を設置することにより、②第３０条（授業科目）の２、（１２）（リ）養護教諭１種普通免許
状の養護に関する科目の設置、③第３４条（教員免許状授与の所要資格取得）の２を変更し、施行
する。なお、平成１６年度までに入学した学生も、平成１７年度４月開設の「養護教諭１種普通免
許状」の教育職員免許状の科目履修を認める。

　　 さらに、④第３０条（授業科目）の２、（３３）臨床美術士資格取得に関する科目（別表４３）の
削除、⑤第３０条（授業科目）の２、（２５）福祉観光課程に関する科目の設置、⑥第３０条（授
業科目）の２、（２６）スポーツマネジメント課程に関する科目の設置、⑦第３０条（授業科目）
の２、（２７）臨床美術課程に関する科目の設置、⑧第３０条（授業科目）の２、（２８）異文化
コミュニケーション課程に関する科目の設置、⑨福祉観光課程・スポーツマネジメント課程・臨床
美術課程・異文化コミュニケーション課程の設置に伴い第３５条（各種資格の取得）に（２２）～
（２５）を追加変更し、施行する。なお、④～⑨については、平成１７年度入学生から適用し、平
成１６年度までに入学した学生は従前によるものとする。

33．この学則は平成１８年４月１日より、新学部創設にともない、①第１条（目的、使命）を修正し、
②学内組織の見直し（第５条、第９条、第１０条、第１３条）等をはかった。さらに、③第３条
（学部）子ども科学部子ども教育学科、健康科学部保健看護学科の設置、④第３０条（授業科目）
の２、（１）基礎教養（別表１）、及び（２）外国語科目（別表２）の科目と履修方法の変更、⑤
第３０条の２、（４）―② 子ども科学部の専門教育科目（別表１７）の設置、⑥第３０条（授業科
目）の２、（４）―③健康科学部の専門教育科目（別表１８）の設置、⑦第３０条（授業科目）の
２、（９）―②子ども科学部子ども教育学科に保育士資格に関する科目を設置、⑧第３０条（授業
科目）の２、（１２）―①子ども科学部に教職に関する科目（別表３７－①）（別表３７－②）の
設置、⑨第３０条（授業科目）の２、幼稚園教諭1種普通免許状に関する科目・教科又は教職に関す
る科目（別表３８－①、２種は別表３８－②）及び小学校教諭1種普通免許状に関する科目・教科又
は教職に関する科目（別表３９―①、２種は別表３９－②）を設置する。⑩第３１条（履修方
法）、（４）―②子ども科学部子ども教育学科及び（４）―③健康科学部保健看護学科の履修方法
を規定する。⑪第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）の２、子ども科学部に教育職員免許
状「幼稚園教諭１種普通免許状」、「幼稚園教諭２種普通免許状」、「小学校教諭１種免許状」、
「小学校教諭２種免許状」の設置、⑫第３５条（各種資格の取得）の５、保育士資格に子ども科学
部子ども教育学科を追加し、保育士資格の取得を可能とする。⑬さらに、第３５条（各種資格の取
得）の２０、健康科学部保健看護学科において、看護師及び保健師の国家試験受験資格の取得を可
能とする。⑭そのための授業科目を第３０条（授業科目）２、に設置する。⑮第４７条、学士学位
の授与に子ども科学部子ども教育学科に「学士」（教育学）、健康科学部保健看護学科に「学士」
（看護学）を追加する。⑭第６０条（学費）、子ども科学部と健康科学部の入学検定料・入学金・
授業料・施設設備資金・厚生費・後援会等を新たに設定する。ただし、平成１７年度までに入学し
た学生は従前によるものとする。

34．この学則は平成１９年４月１日より、大学の教員組織の変更にともない、①第９条（教職員）にお
いて従来の「助教授」を「准教授」に名称を変更し、「助教」を新設して施行する。また、特殊教
育教員免許課程が、特別支援学校教員免許課程に移行するにともない、②第34条（教員免許状授与
の所要資格の取得）の２及び６において、社会福祉学科に設置されている「養護学校教諭１種普通

免許状の教科に関する科目」を「特別支援学校教諭１種免許状の教科に関する科目」へ再編成して
施行する（別表２８）。③従来の「基礎教養科目」「外国語科目」「健康とスポーツ科目」を再編
し、「総合基礎科目」（別表１－①）を導入するとともに、各学科の科目を再編・再構成する（第
３１条、第３２条）。ただし、健康科学部は従前の通りとする。④総合福祉学部情報福祉学科に２
コース（情報応用コース、総合情報コース）を設置する（第３０条（授業科目）２の（２）５）の
（イ）、（ロ））。⑤総合福祉学部の副専攻に「減災・予防福祉課程」を追加する。

35．この学則は、平成２０年４月１日より、①総合福祉学部産業福祉学科及び情報福祉学科を、総合マ
ネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福祉マネジメント学科に独立・改組し、②健康
科学部に新たにリハビリテーション学科（作業療法学専攻、理学療法学専攻）と医療経営管理学科
を設置するとともに、③それにともなう収容定員の見直しを行い施行する（第３条）。なお、④第
３０条（授業科目）２の（１）、総合基礎科目（別表１）を全学部共通科目として配置するととも
に、（２）専門教育科目に新学部新学科の授業科目と第３１条（履修方法）に履修方法をそれぞれ
追加する。さらに、健康科学部保健看護学科の関連科目に授業科目を追加する（別表８）。また、
⑤第３４条（教員免許状授与の所要資格の取得）について、従来の「産業福祉学科」に設置されて
いた中学校教諭一種普通免許状（社会）、高等学校教諭一種普通免許状（公民）及び「情報福祉学
科」に設置されていた高等学校教諭一種普通免許状（情報）の教員免許状を取り下げる。⑥産業福
祉学科食品衛生コースに設置されていた食品衛生監視員及び食品衛生管理者の任用資格を取り下げ
る。⑦附属研究所・センター等に「キャリア推進センター」「次世代育成センター」「ＰＣサポー
トセンター」を増設する（第５条）。⑧大学設置基準等の一部を改正する省令に伴い学部学科の教
育研究上の目的を明確にした（第３条の４）。

36．この学則は平成２１年４月より、保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更にともない、①保
健看護学科のカリキュラム・履修方法の一部変更および卒業単位の変更（いずれも学則第３１条、
学則別表８）を行い施行する。また、「社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律（平
成19年法律第125号）」により、①資格取得のための履修科目を見直し、社会福祉士、精神保健福
祉士及び介護福祉士養成の新しい教育課程を編成する（別表11）（別表12）（別表13）（別表
14）（別表17）。②それらにともなって、社会福祉学科の教育課程も再編成する（別表2）。③社
会福祉士及び介護福祉士、精神保健福祉士養成課程において定員を設ける（第３５条）。さらに、
「福祉科一種普通免許状」の「教科又は教職に関する科目」の内容を変更する。なお、本学に付属
病院としてせんだんホスピタルを置く（学則第７条、第９条）。学則本文（学則第６０条）中の学
費明細表を、別添２として本中から分離する。

37．この学則は、平成２２年４月より①組織改組し、「社会貢献センター」を置く（第５条）。②教育
職員免許法の一部改正にともない、教職に関する科目である「総合演習」を「教職実践演習」に変
更（別表１９）（別表２６―①）（別表２６―②）して施行する。また、③「異文化コミュニケー
ション課程」、「減災・予防福祉課程」の廃止と「社会貢献支援士課程」の設置にともない、第30
条（授業科目）２（28）、第３１条（履修方法）（３）、第３５条（各種資格の取得）２６を追加
変更する。さらに、④「総合基礎科目」を再編（別表１）するとともに、総合福祉学部の各学科と
子ども科学部子ども教育学科の教育課程を見直し（別表２）（別表３）（別表４）（別表７）、総
合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科に専門科目を追加（別表５）する。⑤保育士資格に
関する科目（別表１５）（別表１６）を再編し、特別支援学校教諭一種免許状の教科に関する科目
（別表２１）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状の教職に関する科目（別表２６－
①）（別表２６－②）、幼稚園教諭一種免許状及び小学校教諭一種免許状に関する科目（別表２７
－①）（別表２７－②）（別表２８－①）（別表２８－②）をそれぞれ見直し施行する。

38．この学則は、平成２３年４月より①専門基幹科目にリエゾン群（Ｌ群）を新設する（健康科学部を
除く）ことにともない、「総合基礎科目」（別表１-①、別表２-②）及び各学科の教育課程（別表
２、別表３、別表４、別表５、別表６、別表７）を変更し施行する。また、②「指定保育士養成施
設の指定及び運営の基準について」の一部改正により、「保育士資格に関する科目」（別表15及び
別表16）を変更する。それにともない、③教員免許状取得のための科目を一部変更する（別表
26-①、別表26-②、別表27-①、別表27-②、別表28-①、別表28-②）。④総合福祉学部社会福
祉学科社会福祉コース（保育士課程履修）の学生の幼稚園教諭一種普通免許状の取得を可能とする
（第34条9）。⑤教育職員免許法施行規則の一部改正にともない、「福祉」の教科に関する科目・
単位数及び履修方法（別表20）を変更して施行する。⑥総合福祉学部社会福祉学科と福祉心理学科
において、福祉用具専門相談員の資格取得を可能とし、第３５条（各種資格の取得）に（２０）と
して追加する（別表41）。さらに、⑦休学の場合（第６５条）の学費を変更して施行する。 

39．この学則は、平成２４年４月より、①総合マネジメント学部産業福祉マネジメント学科及び情報福
祉マネジメント学科のカリキュラムの一部を変更する（学則別表５、６）。②全学部学科へのリエ
ゾン系科目の導入に伴い、健康科学部における総合基礎科目及び履修方法を変更する（別表１）と

ともに、健康科学部保健看護学科、リハビリテーション学科、医療経営管理学科のカリキュラム・
履修方法の一部を変更する（別表８、９-①、９-②、学則第３１条）。③また、保健看護学科にお
いて、保健師受験資格を選択制とし（学則第３５条の１８）、卒業単位を変更する（学則第３１
条）。④精神保健福祉士法施行規則等の改正により、精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科
目及び精神保健福祉士受験資格に関する基礎科目を見直し（別表１３、１４）、社会福祉士受験資
格に関する指定専門科目の一部を見直す（別表１１）とともに、社会福祉学科並びに福祉心理学科
のカリキュラムを一部変更する（別表２、４）。⑤さらに第一種衛生管理者免許に関する科目（別
表１８）の一部を変更し、図書館司書養成科目及び学芸員養成科目の改正により、図書館司書資格
に関する専門科目（別表３０）及び博物館学芸員資格に関する専門科目（別表３１）を見直すとと
もに、社会福祉学科、社会教育学科、福祉心理学科のカリキュラムを一部変更する（別表２、３、
４）。⑥介護福祉士の資格取得の変更により、「資格」から「受験資格」と変更（学則第３５条
６）及び科目を追加し（別表１７）、⑦学生表彰の対象に学生団体を追加する（学則第４８条）変
更、⑦学則第３１条に（４）を追加し、施行する。

40．この学則は、平成２５年４月より、①入学前の既修得単位等の認定において、「他の大学又は短期
大学における授業科目の履修等」及び「大学以外の教育施設等における学修」を明文化（学則第３
２条）、②防災・減災に関連する科目を移動・配置（学則別表１－１、２、３、４、５、６、
７）、③精神保健福祉士受験資格に関する指定専門科目の履修年次及び単位数の一部変更（別表
２、４、１４）、④総合福祉学部社会福祉学科及び子ども科学部子ども教育学科の専門教育科目
（専門基幹科目Ｌ群）（別表２、７）並びに保育士資格に関する科目（別表１５、１６）の一部変
更、⑤教育実習の単位変更（別表２、３、１９）⑥訪問介護員２級に関する科目の廃止及び介護職
員初任者研修に関する科目の設置（別表３９）、それに伴う福祉科の教科又は教職に関する科目の
一部変更（別表２０）、⑦社会貢献活動支援士に関する科目の一部変更（別表４８）をし、施行す
る。

41．この学則は、平成２６年４月より、①第1条の目的、使命を一部変更（学則第1条）し、総合基礎
科目を全学共通（学則別表１）とするとともに、全学科に地域共創関連科目を専門基幹科目に配置
する（学則別表２～８、９－①、９－②、１０）。同時に、健康科学部保健看護学科、リハビリ
テーション学科及び医療経営管理学科に防災・減災関連科目を配置する（学則別表８、９-①、９
-②、１０）。履修方法に地域貢献関連資格科目を位置づける（学則第３１条（５））。また、保育
士資格に関する科目の一部を追加し（学則別表１５及び１６）、さらに特別支援学校教諭一種免許
状の教科に関する科目の一部変更（別表２１）、及び副専攻に「デジタルコンテンツアセッサ課
程」を設置し（学則第３１条（３））、授業科目（学則別表４９）及び各種資格の取得（学則第３
５条２６）にそれぞれ追加変更する。さらに学内単位互換の規程を追加して実施する（学則第３７
条第４項）。②第５条（付属研究所・センター等）の地域連携を充実させるため社会貢献センター
を社会貢献・地域連携センターに改組するとともに、経営情報・教育情報の調査分析等を行うIRセ
ンターを新たに設置する。③GPA制度を導入するにあたり、第３８条（成績）を４種の評語（優・
良・可・不可）から５種の評語（秀・優・良・可・不可）に変更し施行する。④第４６条（卒業）
の条件を授業科目及び単位数取得から、授業科目及び単位数、GPA制度も導入して認定するに変更
し施行する。⑤第４１条では、休学期間完了後の学費について、事項を追加するとともに、第４５
条（除籍）においては、除籍の条件を追加し、一部を削除する。⑥第６５条（休学の場合の学費）
学期途中での学費に関する事項を追加し、変更施行する。なお、平成２５年度まで入学した学生は
従前によるものとする。

42.  この学則は、平成２７年４月より、①学部・学科再編に伴い、総合福祉学部社会教育学科を廃止し、
福祉行政学科を設置。子ども科学部子ども教育学科を廃止し、教育学部教育学科初等教育専攻・教育
学科中等教育専攻を設置。さらに、総合福祉学部社会福祉学科の入学定員を300名から400名に変
更、新たに2学科の設置のため入学定員を1,100名から1,300名にするとともに、収容定員も4,400名
から5,200名に変更施行する。また、産業福祉学科を廃止する（学則第3条）。②教職員職階の学長
補佐を廃止し、副学長を置く（学則第9条）。③教授会組織及び審議事項の内容を変更する（学則第
11条及び第13条）。④長期履修学生の規定（学則第17条の2）を追加する。⑤総合基礎教育科目
を変更するとともに、地域共創科目を全学科の教育課程に置く（学則別表１及び2～10）。保育士
資格に関する科目（学則別表15、16）および教育職員免許状に関する科目（学則別表19～26）を
再編成する。⑥副専攻としてデジタルコンテンツアセッサ課程に関する科目を変更する（学則別表
46）とともに、救急救命士課程に関する科目を置き（学則別表47）、社会福祉学科にスクール
ソーシャルワーカーに関する科目を配置する（学則別表48）。それに伴い、これらの資格を各種資
格に追加する（学則第35条）。⑦教育課程の変更により、履修方法を変更する（学則第31条）。
⑧各学部学科での教員免許状授与の所要資格取得を変更する（学則第34条）。⑨学部学科改組によ
り、学士学位の名称を変更する（学則第47条）。⑩懲戒規程を変更する（学則第50条）。なお、
平成２６年度まで入学した学生は従前によるものとする。

43．募集を停止していた情報福祉学科を廃止する。また、平成２８年４月より教育学部教育学科中等教
育専攻に特別支援学校一種普通免許取得に関する教育課程を設置する。なお、この学則は、平成２
７年度入学生より適用する。

44. この学則は、平成２８年４月より、学則第３３条の単位互換派遣学生及び学則第５７条の単位互換
学生の履修に対して規定を追加する。また、総合基礎教育課程を変更する（学則別表１-①、１
-②）とともに、学科の専門教育課程を一部変更（学則別表２、３、４、５、６、７、10）し、履
修方法も変更する（学則第３１条）。それに伴い各種資格取得のための科目も変更する（学則別表
17、19、20、28、31、33、36、46）。なお、平成２７年度まで入学した学生は従前によるも
のとする。

45．この学則は、平成２９年４月より、①通信教育部社会教育学科廃止に伴い学則第３条第1項第５号
の一部変更、②総合基礎教育課程の一部を変更（学則第３０条（１）、学別表１-①、１-②）する
とともに、履修方法も変更する（学則第３１条）。また、③卒業試験の名称を変更する（学則第４
６条）。④各学科の専門教育課程を一部変更する（学則別表２、３、４、５、６、10）⑤精神保健
福祉士受験資格に関する指定専門科目（学則別表１３）、レクリエーション・インストラクター資
格に関する科目（学則別表３７）、社会貢献活動支援士課程に関する科目（学則別表４５）、デジ
タルコンテンツアセッサ課程に関する科目（学則別表４６）、スクールソーシャルワーカーに関す
る科目（学則別表４８）単位数及び履修年次の一部をそれぞれ変更する。さらに⑥総合マネジメン
ト学部・健康科学部医療経営管理学科に「健康運動実践指導者に関する科目」を配置する（学則別
表４９及び学則第３５条２９）するため、学則の一部を変更し施行する。なお、平成２８年度まで
入学した学生は従前によるものとする。

46．この学則は、平成３０年４月より、①健康科学部保健看護学科の入学定員を７０名から８０名に増
員（学則第３条）し、②助産師国家試験受験資格を取得できる教育課程へと改編する（学則第３５
条１８及び学則別表８）。また、③総合福祉学部福祉心理学科に公認心理師受験資格を取得できる
教育課程へと改編する（学則本文第３５条１４及び学則別表４並びに学則別表３３）。④総合基礎
教育課程の科目を変更（学則別表１-①、学則別表１-②、学則別表１-③）し、社会福祉学科（学則
別表２）、福祉行政学科（別表３）、産業福祉マネジメント学科（別表５）、情報福祉マネジメン
ト学科（学則別表６）、医療経営管理学科（学則別表１０）の教育課程をそれぞれ一部改正する。
⑤資格に関する科目としては、第一種衛生管理者免許に関する専門科目（学則別表１８）、高校福
祉科一種普通免許状に関する教育課程（学則別表１９）、養護教諭一種普通免許状に関する教育課
程（学則別表２０）、身体障害者福祉司任用資格に関する科目（別表３１）、公認心理師国家試験
受験資格に関する科目（学則別表３３）、レクリエーション・インストラクター資格に関する科目
（学則別表３７）、スポーツマネジメント課程に関する科目（学則別表４３）、臨床美術課程に関
する科目（学則別表４４）の科目を一部変更する。⑥キャリアと実践活動に関する科目を追加する
（学則別表５０）。さらに、特待生に関する基準を追加し（学則本文第４９条）、交換留学生の規
定（学則本文第５８条の３及び４）を追加する。なお、平成２９年度に入学した学生は従前による
ものとする。

47．平成３１年４月より、①「早期卒業」の規定を追加（学則本文第１７条の２、第４６条２）すると
ともに、「懲戒」規定の一部を変更する（学則本文第５０条）。②「指定保育士養成施設の指定及
び運営の基準について」の一部改正、「児童福祉法施行規則第６条の２第１項第３号の指定保育士
養成施設の修業科目及び単位数並びに履修方法の一部を改正する件」に基づき、学則本文第３０条
（授業科目）における「保育士資格に関する科目」（学則別表１５、１６）及び学則別表２、７、
７－①、７－②の一部を変更。③「社会福祉士学校及び介護福祉士学校の設置及び運営に係る指針
についての一部改正」に基づき、「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表１７）の一部を
変更。④教育職員免許法施行規則の一部改正に伴い、「教育職員免許状に関する科目」を一部変更
（学則別表１９～２６）。⑤総合基礎科目及び各学科の教育課程を一部変更し（学則別表１－①、
１－②、２、３、４、５、６、７―①、７－②、１０）、教育学科の履修方法を一部変更する（学
則本文３１条（２））。⑥「開放科目」を新設（学則別表４６）。⑦副専攻の変更（学則本文３１
条（３））ことに伴い、副専攻教育課程学則別表３９～４３及び「各種資格の取得」から該当事項
を削除するとともに、別表番号、項目番号を変更する。なお、平成３１年度以前に入学した学生は
従前によるものとする。

48．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐
①）。また、平成３０年５月付「文部科学省　厚生労働省令第四号理学療法士及び作業療法士法第
１４条の規定に基づき、『理学療法士作業療法士養成施設指定規則』の一部改正」が行われたこと
により、健康科学部リハビリテーション学科カリキュラム・履修方法の一部変更を行う（学則別表
９‐①、９‐②）。それに伴いリハビリテーション学科における基盤教育科目および専門教育科目
の履修方法を一部変更する（学則本文第３１条）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学

した学生は従前によるものとする。
49．この学則は、募集を停止していた子ども科学部子ども教育学科を廃止し、令和２年１月より一部を

改正し施行する。
50．この学則は、令和２年４月より、総合基礎教育科目を基盤教育科目として改編する（学則別表１‐

①、健康科学部保健看護学科は従前のため別表１-②）とともに、各学科の履修方法を変更する（学
則本文第３１条（１））。また、平成３１年４月５日付文部科学省の事務連絡に基づき、社会教育
主事の養成課程の一部変更する（学則別表３２）。これらの変更に伴い、各学科の専門教育課程
（学則別表２～１０）及び各種資格取得のための教育課程（学則別表１５～１７、１９～２５、２
８～３２、４０、４１）並びに履修方法を一部変更する（学則本文第３１条（２））。さらに、各
種資格の取得に関して、救急救命士受験資格取得対象学科から福祉行政学科を削除する（学則本文
第３５条２４）。なお、平成３１年度（令和元年度）以前に入学した学生は従前によるものとす
る。

51．この学則は、募集を停止していた総合福祉学部社会教育学科を廃止（学則本文３条）し、令和2年6
月より一部改正施行する。

52．この学則は、令和3年4月より①教育学部教育学科中等教育専攻への中学校一種免許状（英語）及び
高等学校一種免許状（英語）課程の設置（学則本文第34条、学則別表26、27）に伴い、教育課程
（学則別表7、7－①、7－②）及び履修方法（学則別表31）を一部変更する。さらに、新たな免許
課程の設置とともに社会教育主事任用資格の廃止に伴い、別表番号を変更する。②「社会福祉に関
する科目を定める省令」及び「精神障害者者の保健及び福祉に関する科目を定める省令」に基づ
き、社会福祉士及び精神保健福祉士養成に係る開講科目を変更する（学則別表11～14）。それに
従い、各学科の教育課程を見直す（学則別表2～4）とともに、「保育士資格に関する科目」（学則
別表15、16）及び「介護福祉士受験資格に関する科目」（学則別表17）を一部変更する。③学則
本文中の齟齬を修正する（学則本文第第24条、第31条（3））。④学則本文中の各条文の見出しの
位置を変更する（全条）。⑤学科の掲載順を「学校法人栴檀学園寄附行為」と統一する（第3、
31、47条）。⑥免許状・資格・学科等の名称・字句を統一する（第30、31、34、35条）。⑦そ
の他、字句・表現の統一をはかり明確になるように修正する（第2～8、10、12、13、17、20、
31、36、40、51～54、56、58、59、61、66条）。なお、令和3年度以前に入学した学生は従
前によるものとする。

53．この学則は、令和4年4月より、①保健師助産師看護師学校養成所指定規則の変更に伴い、保健看護
学科のカリキュラム・履修方法の一部変更（新学則第30条・第31条）、②「民法の一部改正施
行」に基づき、入学手続等関係提出書類の変更（新学則第23条）、保証人の保証に関する事項の変
更（学則第24条）、③第一種衛生管理者資格の廃止（新学則第30条第3項第10号）、廃止により
旧学則第30条第3項第11号から旧第30条第3項第29号を、新第30条第3項第10号から新第30条3
項第28号に変更、さらに旧学則別表19から旧学則別表47を新学則別表18から新学則別表46に変
更、④教育課程の充実を図るため、開設科目の名称変更追加、削除の変更（新学則別表2・別表3・
別表5・別表6・別表7・別表7－①・7-②・別表15・別表16・別表30・別表40・別表41）、⑤各
種資格の取得で第一種衛生管理者資格取得に関する事項を廃止する。廃止に伴い旧学則第35条第9
項から旧第35条25項を、新学則第35条第8項から新学則第35条24に変更する。⑥レクリエーショ
ンインストラクター資格取得に関する認定専門科目（新学則別表37）において、新たに「看護学臨
床実習」・「介護実習Ⅰ」の２科目を追加開講するとともに、7科目を削除し、開講科目を変更、⑦
スクールソーシャルワーク教育課程に関する科目（新学則別表43）においては、スクールソーシャ
ルワーカー資格取得に関する法改正の一部施行に基づき、開講科目を一部変更（令和3年度入学生よ
り適用）、⑧委託生・研究生・聴講生・科目等履修生の入学選考を明確にするため一部条文の変更
（新学則第53条・54条・55条・56条）、⑨附則に第53項を新設するため学則の一部を変更し、
改正施行する。なお、令和３年度以前で入学した学生は従前によるものとする。 

（１）この細則は学則第60条、第61条に定める学費・課程履修費・任意の実験実習費等の納付手続きに
ついて定めたものです。

（２）学費等は、毎年度始めに全額を納入することが原則です。ただし、都合によっては授業料を前期・
後期の二期に分割して納入することができます。（納付期限が銀行休業日の場合は翌営業日を期限
とします。）

（３）入学後の学費等の納入方法は、本学指定の振込用紙を使用して銀行振込により納入してください。
（４）各期の学費を滞納した場合には、定期試験の受験ができません。
（５）課程履修費・任意の実験実習費等は、担当部署の指示に従って授業料と同様に納入期限を厳守して

ください。

分割納入の場合の
納 入 期 限

前　期　分　　：　　 5月10日
後　期　分　　：　　10月10日

Ⅰ）課程履修に関わる費用（原則として履修初年度）

Ⅱ）任意の実習・演習等に関わる費用
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Ⅱ）任意の実習・演習等に関わる費用（つづき）

Ⅲ）免許・資格申請に関わる費用
教育職員免許状一括申請料 （１免許状につき） 
保育士資格登録手数料    
レクリエーション・インストラクター登録料 

5,000円
4,200円

17,600円

Ⅰ）保健看護学科臨地実習科目

Ⅱ）保健看護学科臨地実習納入金額

※保健師選択者の「公衆衛生看護学実習Ⅰ」、「公衆衛生看護学実習Ⅱ」、「公衆衛生看護学実習Ⅲ」 の実習
費は 50,000 円となります。

※助産師選択者の「助産学実習Ⅰ」、「助産学実習Ⅱ」、「助産学実習Ⅲ」、「助産学実習Ⅳ」の実習費は
500,000 円程度となります。

Ⅲ）リハビリテーション学科実習科目

費用は令和4年3月1日現在の金額です。

Ⅳ）リハビリテーション学科　臨床実習等納入金額

※実習期間により、金額が異なる場合があります。
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Ⅱ）任意の実習・演習等に関わる費用（つづき）

Ⅲ）免許・資格申請に関わる費用
教育職員免許状一括申請料 （１免許状につき） 
保育士資格登録手数料    
レクリエーション・インストラクター登録料 

5,000円
4,200円

17,600円

Ⅰ）保健看護学科臨地実習科目

Ⅱ）保健看護学科臨地実習納入金額

※保健師選択者の「公衆衛生看護学実習Ⅰ」、「公衆衛生看護学実習Ⅱ」、「公衆衛生看護学実習Ⅲ」 の実習
費は 50,000 円となります。

※助産師選択者の「助産学実習Ⅰ」、「助産学実習Ⅱ」、「助産学実習Ⅲ」、「助産学実習Ⅳ」の実習費は
500,000 円程度となります。

Ⅲ）リハビリテーション学科実習科目

費用は令和4年3月1日現在の金額です。

Ⅳ）リハビリテーション学科　臨床実習等納入金額

※実習期間により、金額が異なる場合があります。
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　（趣旨）

第1条　この特則は、卒業の要件を満たす者が引き続き在学することを希望する場合に、卒業を延期し、

引き続き在学することを認める制度（以下「卒業延期制度」という。）に関し、必要な事項を定める。

　（対象者）

第2条　卒業延期制度の対象となる学生は、以下の要件をすべて満たす者とする。

　（1）東北福祉大学学則（以下「学則」という。）第31条及び第46条に定める卒業要件を満たすこと。

　（2）引き続き在学することによって、在学年限が学則第18条に定める年数を超えないこと。

　（3）学費等の納付金を滞納していないこと。

　（在学の延長）

第3条　卒業延期制度の適用を希望するときは、在学の延長を許可することができる。

  2　前項の在学を延長することができる期間は、1年とする。ただし、卒業延期制度の適用を受けた

者が引き続き当該制度の適用を希望する場合は、1回を限度に、再度、在学の延長を許可すること

ができる。

　（手続き）

第4条　卒業延期制度の適用を希望する者は、所定の卒業延期願を、本来卒業すべき年度の所定の期日ま

でに教務部を経由して学長に提出しなければならない。

  2　学長は、所属学科の審査及び教授会の議を経て卒業延期制度の適用の可否を決定する。

  3　卒業時期を延期し、在学の延長を許可された者（以下「卒業延期者」という。）に対しては、卒

業延期許可書を交付する。

  4　卒業延期者が、事情変更により本来卒業すべき年度の終了日の卒業を希望するときは、所定の期

日までに卒業延期許可取消願を提出した場合に限り、当該終了日での卒業を認めるものとする。

  5　卒業延期者が、延長期間に係る納付金を所定の期限までに納付しなかった場合は、卒業延期の許

可を取り消し、本来卒業すべき年度の終了日の卒業とする。

　（授業科目の履修）

第5条　卒業延期者は、授業科目を履修することができない。

　（卒業時期）

第6条　卒業延期者の卒業の時期は、半年の在学延長者は前期の終了日、 1年の在学延長者は当該年度の

卒業生の卒業の日とする。ただし、9月末に卒業する予定の者が卒業延期する場合の卒業の時期は、

半年の在学延長者は当該年度の卒業生の卒業の日、1年の在学延長者は前期の終了日とする。

  2　前項にかかわらず、 1年の在学延長者が半年での卒業を希望するときは、所定の手続によりこれ

を認めることができる。

　（休学の取り扱い）

第7条　卒業延期期間中は、休学を認めない。

　（納付金）

第8条　卒業延期者に係る在籍料は、半年間6万円、1年間12万円及び厚生費（2万円）とし、指定され

た期日までに納付しなければならない。

  2　既納の在籍料は、返付しない。ただし、第4条第4項により、卒業延期許可取消願を提出し、卒

業が認められた場合は既納の全額を、第6条第2項により、半年での卒業が認められた場合は既納

の半年間分6万円を返付する。

  3　卒業延期者については、施設設備資金、教育環境整備費及び後援会費は徴収しない。

　（その他）

第9条　このほか、卒業延期制度に関する必要な事項は、学長が決定する。

　　　附　則

 1．この特則は、平成28年4月1日から施行する。
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　（趣旨）

第1条　この特則は、卒業の要件を満たす者が引き続き在学することを希望する場合に、卒業を延期し、

引き続き在学することを認める制度（以下「卒業延期制度」という。）に関し、必要な事項を定める。

　（対象者）

第2条　卒業延期制度の対象となる学生は、以下の要件をすべて満たす者とする。

　（1）東北福祉大学学則（以下「学則」という。）第31条及び第46条に定める卒業要件を満たすこと。

　（2）引き続き在学することによって、在学年限が学則第18条に定める年数を超えないこと。

　（3）学費等の納付金を滞納していないこと。

　（在学の延長）

第3条　卒業延期制度の適用を希望するときは、在学の延長を許可することができる。

  2　前項の在学を延長することができる期間は、1年とする。ただし、卒業延期制度の適用を受けた

者が引き続き当該制度の適用を希望する場合は、1回を限度に、再度、在学の延長を許可すること

ができる。

　（手続き）

第4条　卒業延期制度の適用を希望する者は、所定の卒業延期願を、本来卒業すべき年度の所定の期日ま

でに教務部を経由して学長に提出しなければならない。

  2　学長は、所属学科の審査及び教授会の議を経て卒業延期制度の適用の可否を決定する。

  3　卒業時期を延期し、在学の延長を許可された者（以下「卒業延期者」という。）に対しては、卒

業延期許可書を交付する。

  4　卒業延期者が、事情変更により本来卒業すべき年度の終了日の卒業を希望するときは、所定の期

日までに卒業延期許可取消願を提出した場合に限り、当該終了日での卒業を認めるものとする。

  5　卒業延期者が、延長期間に係る納付金を所定の期限までに納付しなかった場合は、卒業延期の許

可を取り消し、本来卒業すべき年度の終了日の卒業とする。

　（授業科目の履修）

第5条　卒業延期者は、授業科目を履修することができない。

　（卒業時期）

第6条　卒業延期者の卒業の時期は、半年の在学延長者は前期の終了日、 1年の在学延長者は当該年度の

卒業生の卒業の日とする。ただし、9月末に卒業する予定の者が卒業延期する場合の卒業の時期は、

半年の在学延長者は当該年度の卒業生の卒業の日、1年の在学延長者は前期の終了日とする。

  2　前項にかかわらず、 1年の在学延長者が半年での卒業を希望するときは、所定の手続によりこれ

を認めることができる。

　（休学の取り扱い）

第7条　卒業延期期間中は、休学を認めない。

　（納付金）

第8条　卒業延期者に係る在籍料は、半年間6万円、1年間12万円及び厚生費（2万円）とし、指定され

た期日までに納付しなければならない。

  2　既納の在籍料は、返付しない。ただし、第4条第4項により、卒業延期許可取消願を提出し、卒

業が認められた場合は既納の全額を、第6条第2項により、半年での卒業が認められた場合は既納

の半年間分6万円を返付する。

  3　卒業延期者については、施設設備資金、教育環境整備費及び後援会費は徴収しない。

　（その他）

第9条　このほか、卒業延期制度に関する必要な事項は、学長が決定する。

　　　附　則

 1．この特則は、平成28年4月1日から施行する。
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3　 1年間に履修しなければならない科目数は4年次を除き10科目以上とし、原則として1年間の修得単
位数が33単位以上となるように努力するものとする。

4　 4年次で、やむをえない事由がある場合、適切な指導を受けた上で、本条に定める単位数を越えて履
修登録することを認めることがある。

5　編入生、転学部生、転学科生及び再入学生で、やむをえない事由がある場合、適切な指導を受けた上
で、本条に定める単位数を越えて履修登録することを認めることがある。

6　総修得単位数又は通算 GPA が通年及び後期終了科目成績発表時に次の基準に該当する場合、原則と
して、次の学年の前期及び後期に、リエゾンゼミの担当教員の個別面談を受けなければならない。

学年 総修得単位数 通算GPA
1年生  24 単位未満

1.20未満
2年生  48単位未満
3年生  78単位未満
4年生 124単位未満

　（目的）
第1条　この履修規程（以下「規程」という）は、東北福祉大学（以下「本学」という。）学則第37条第

2項に基づき、本学の授業科目の履修に関して必要な事項を定めるものである。

　（開講時期による授業科目）
第2条　授業科目のうち、1年間にわたり継続するものを通年科目といい、前期に開講し完結するものを
前期科目、後期に開講し完結するものを後期科目という。

　（授業時間）

※１ 前年度のGPAが2.5以上の場合、50単位を上限とする。
　　 なお、GPA値については、前年度末日時点とする。
　  （保健看護学科・リハビリテーション学科は対象外）
※２ 以下の資格取得希望者および教育学科一部コースにおいては、54単位を上限とする。

社会福祉士＋保育士
社会福祉士＋精神保健福祉士
社会福祉士＋介護福祉士
教育学科初等教育専攻小幼コース
教育学科中等教育社会科コース

※資格取得を放棄した場合は、登録単位数を
46単位を上限とする場合がある。

　（単年度の履修単位）
第4条　単年度の登録単位数は、原則として46単位以内とする。
2 次の基準に該当する場合は、46単位を超えて最大54単位まで履修することができる。

年次
卒業所要登録単位数
GPA2.5以上(※1）
資格取得（※2）

１年
46単位 46単位

50単位
54単位

46単位
50単位
54単位

46単位
50単位
54単位

2年 3年 4年

３時限目
４時限目

12：35～14：05
14：20～15：50

１時限目
２時限目

５時限目 16：05～17：35
６時限目 17：50～19：20

8：40～10：10
10：25～11：55

第3条　授業時間は、以下のとおりとする。

7　前項に該当しない場合でも、通算GPAが1.50未満及び前期終了科目成績発表時点で総修得単位数又
は通算 GPA が前項の基準に該当することが見込まれる場合は、前項に準じてリエゾンゼミの担当教員
の個別面談を受けることが望まれる。

8　学則第49条の規定による特待生は54単位まで登録を認める。
9　リエゾンゼミの履修登録をしていない場合は、原則として学科長又は学科長が依頼した教員の今年度
のリエゾンゼミに履修登録をするものとし、学科長の依頼により教務課が履修登録を代行できるものと
する。

　（履修登録）
第 条　履修登録は、Web履修登録の方法により、学年暦の定める期間内にしなければならない。
2　履修登録の所定の期間後は、本規程第6条に定める履修取消・追加を除いて、原則として登録、追加、
訂正及び変更することができない。

3　後期に復学する場合は、本条第1項にかかわらず、復学等の願い出を行う際に、後期科目の履修登録
を認める。

4　その他、病気等のやむを得ない事由により所定の期間に履修登録ができない場合は、教務課に相談す
るものとする。

　（履修取消・追加）
第6

5

条　履修取消・追加は学年暦の定める期間にしなければならない。
2　履修取消ができる科目は当該年度に履修登録した科目とする。
3　前期科目を後期に取り消すことはできないものとする。
4　リエゾンゼミは、原則として取り消すことができないものとする。
5　学部学科等が指定した取消除外科目は、原則として取消すことができないものとする。
6　履修取消・追加を希望する学生は、教務課に「履修取消願・履修追加願」を提出するものとする。
7　休学する場合は、本条第1項にかかわらず、休学等の願い出を行う際に、履修取消を認める。
8　その他、病気等のやむを得ない事由により履修取消・追加を希望する場合は、教務課に相談するもの
とする。

　（複数開講の授業科目の履修）
第7条　同じ授業科目が複数開講されている場合は、その中の一つの授業科目を選んで履修するものとす
る。ただし、同じ授業科目であっても、履修条件を設けている場合は、この限りではない。

　（履修の制限）
第8条　授業科目により、履修条件を設けて履修者の制限をすることがある。
2　同じ時限に複数の科目を同時に履修することはできない。
　（再履修）
第9条　不合格科目、無資格科目、放棄科目、すでに単位を修得した授業科目と同じ科目（以下「既単位
修得科目」という。）を再び履修することができる。ただし、既単位修得科目の再履修は、単位を修得
した年度の次年度に開講する科目の場合に限る。
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3　 1年間に履修しなければならない科目数は4年次を除き10科目以上とし、原則として1年間の修得単
位数が33単位以上となるように努力するものとする。

4　 4年次で、やむをえない事由がある場合、適切な指導を受けた上で、本条に定める単位数を越えて履
修登録することを認めることがある。

5　編入生、転学部生、転学科生及び再入学生で、やむをえない事由がある場合、適切な指導を受けた上
で、本条に定める単位数を越えて履修登録することを認めることがある。

6　総修得単位数又は通算 GPA が通年及び後期終了科目成績発表時に次の基準に該当する場合、原則と
して、次の学年の前期及び後期に、リエゾンゼミの担当教員の個別面談を受けなければならない。

学年 総修得単位数 通算GPA
1年生  24 単位未満

1.20未満
2年生  48単位未満
3年生  78単位未満
4年生 124単位未満

　（目的）
第1条　この履修規程（以下「規程」という）は、東北福祉大学（以下「本学」という。）学則第37条第

2項に基づき、本学の授業科目の履修に関して必要な事項を定めるものである。

　（開講時期による授業科目）
第2条　授業科目のうち、1年間にわたり継続するものを通年科目といい、前期に開講し完結するものを
前期科目、後期に開講し完結するものを後期科目という。

　（授業時間）

※１ 前年度のGPAが2.5以上の場合、50単位を上限とする。
　　 なお、GPA値については、前年度末日時点とする。
　  （保健看護学科・リハビリテーション学科は対象外）
※２ 以下の資格取得希望者および教育学科一部コースにおいては、54単位を上限とする。

社会福祉士＋保育士
社会福祉士＋精神保健福祉士
社会福祉士＋介護福祉士
教育学科初等教育専攻小幼コース
教育学科中等教育社会科コース

※資格取得を放棄した場合は、登録単位数を
46単位を上限とする場合がある。

　（単年度の履修単位）
第4条　単年度の登録単位数は、原則として46単位以内とする。
2 次の基準に該当する場合は、46単位を超えて最大54単位まで履修することができる。

年次
卒業所要登録単位数
GPA2.5以上(※1）
資格取得（※2）

１年
46単位 46単位

50単位
54単位

46単位
50単位
54単位

46単位
50単位
54単位

2年 3年 4年

３時限目
４時限目

12：35～14：05
14：20～15：50

１時限目
２時限目

５時限目 16：05～17：35
６時限目 17：50～19：20

8：40～10：10
10：25～11：55

第3条　授業時間は、以下のとおりとする。

7　前項に該当しない場合でも、通算GPAが1.50未満及び前期終了科目成績発表時点で総修得単位数又
は通算 GPA が前項の基準に該当することが見込まれる場合は、前項に準じてリエゾンゼミの担当教員
の個別面談を受けることが望まれる。

8　学則第49条の規定による特待生は54単位まで登録を認める。
9　リエゾンゼミの履修登録をしていない場合は、原則として学科長又は学科長が依頼した教員の今年度
のリエゾンゼミに履修登録をするものとし、学科長の依頼により教務課が履修登録を代行できるものと
する。

　（履修登録）
第 条　履修登録は、Web履修登録の方法により、学年暦の定める期間内にしなければならない。
2　履修登録の所定の期間後は、本規程第6条に定める履修取消・追加を除いて、原則として登録、追加、
訂正及び変更することができない。

3　後期に復学する場合は、本条第1項にかかわらず、復学等の願い出を行う際に、後期科目の履修登録
を認める。

4　その他、病気等のやむを得ない事由により所定の期間に履修登録ができない場合は、教務課に相談す
るものとする。

　（履修取消・追加）
第6

5

条　履修取消・追加は学年暦の定める期間にしなければならない。
2　履修取消ができる科目は当該年度に履修登録した科目とする。
3　前期科目を後期に取り消すことはできないものとする。
4　リエゾンゼミは、原則として取り消すことができないものとする。
5　学部学科等が指定した取消除外科目は、原則として取消すことができないものとする。
6　履修取消・追加を希望する学生は、教務課に「履修取消願・履修追加願」を提出するものとする。
7　休学する場合は、本条第1項にかかわらず、休学等の願い出を行う際に、履修取消を認める。
8　その他、病気等のやむを得ない事由により履修取消・追加を希望する場合は、教務課に相談するもの
とする。

　（複数開講の授業科目の履修）
第7条　同じ授業科目が複数開講されている場合は、その中の一つの授業科目を選んで履修するものとす
る。ただし、同じ授業科目であっても、履修条件を設けている場合は、この限りではない。

　（履修の制限）
第8条　授業科目により、履修条件を設けて履修者の制限をすることがある。
2　同じ時限に複数の科目を同時に履修することはできない。
　（再履修）
第9条　不合格科目、無資格科目、放棄科目、すでに単位を修得した授業科目と同じ科目（以下「既単位
修得科目」という。）を再び履修することができる。ただし、既単位修得科目の再履修は、単位を修得
した年度の次年度に開講する科目の場合に限る。
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2　既単位修得科目を再履修する場合は、単位を修得した年度の3月末までに教務課に「単位修得取消・
再履修願」を提出するものとする。

3　既単位修得科目の再履修を願い出た年度に当該授業科目が開講されなかった場合は、当該授業科目の
単位修得取消を行わないものとする。

4　再履修した場合、その科目の成績評価は再履修後のものとする。
　（特別単位認定制度）
第10条

2　所定の手続きは、別に定める。
　（本学体育会スポーツA特別履修制度）
第11条  体育会に加盟する各部に所属する部員については、所定の手続きを経て、課外活動をもって「ス
ポーツA 」の単位を認定することができる。

2　所定の手続きは、別に定める。
　（メディア授業）
第12条  東北福祉大学学則第30条第2項の規定に定める「多様なメディアを高度に利用して行う授業」
（以下「メディア授業」という。）については、以下の要件をすべて満たす場合に、1回分の授業として
認める。ただし、単位互換によるメディア授業については、受入大学等の要件に従うものとする。

　⑴ 　インターネットや学習管理システム（LMS；Learning Management System）上に掲載されたeラー
ニングコンテンツ（文字、音声、静止画、動画等の多様な情報から構成）がある。

　⑵　課題又は確認テスト若しくは小テストがある。
　⑶ 　担当教員から課題又は確認テスト若しくは小テストに対してフィードバックがある。
　⑷ 　担当教員に質問をする機会が確保されている。
　⑸ 　受講者同士の意見の交換又はディスカションを行う機会が確保されている。
2　学生が対面授業に代わるメディア授業を希望する場合は、次のいずれかに該当する場合で、授業担当
教員が適切な理由として認め、メディア授業に応じる場合とする。

　⑴ 　学外実習、インターンシップ、留学、ボランティア活動、就職活動、スポーツ等の大会・遠征等の
ため対面授業に出席できない場合

　⑵　社会人学生又は科目等履修生で遠隔地に住むため対面授業に出席できない場合
　⑶ 　その他やむを得ない事情により対面授業に出席できない場合
3　前項の理由によりメディア授業を希望する学生は、担当教員に事前に申し出て、相談するものとする。
4　メディア授業が全開講授業の半数を超える科目（以下「メディア授業科目」という。）で非同期型オ
ンデマンド授業については、すべての非同期型オンデマンド授業を受講しなければならない。

5　メディア授業科目で修得できる単位数は、学外及び学内の単位互換によるメディア授業を含め、60単

外国語の語学能力検定試験（外部テスト）で、一定のレベルに達している学生については、所
定の手続きを経て、必修の外国語科目又は選択の外国語科目の履修を免除し、単位を認定することが
できる。さらに、情報関連の資格試験に合格した学生についても、所定の手続きを経て、開設されて
いる情報関連科目の履修を免除し、単位を認定することができる。単位認定の基準となる各検定及び
資格試験の成績及び単位認定される科目については履修規程第10条別表1（P. 86）、2（P. 41）のと
おりとする。

位までとする。
　（編入学生の履修）
第13条　編入学生の履修は、編入年次が適用されるものとする。
　（転学部生、転学科生及び再入学生の履修）
第14条　転学部生、転学科生及び再入学生の履修は、該当年次が適用されるものとする。
　（規程の改廃）
第15条　本規程の改廃は、教務部委員会の議を経て、学長が行う。
　（補則）
第16条　この規程に定めるもののほか、履修に関し必要な事項は、別に定める。

　附　則
1　この規程は、平成26年4月1日から施行する。なお、平成25年度まで入学した学生は従前によるもの
とする。

2　この規程は、平成27年4月1日から一部改正施行する。なお、第3条、第4条第3項、第4条第7項
及び第10条については、全学年に適用するものとする。第4条第2項については、平成27年度入学生か
ら適用する。

3　この規程は、平成28年4月1日から一部改正施行する。なお、第4条第7項、第4条第8項及び第12
条については、全学年に適用するものとする。第6条の履修追加については平成26年度入学生から適用
する。

4　この規程は、平成29年4月1日から一部改正施行する。なお、全学年に適用する。
5　この規程は、平成30年4月1日から一部改正施行する。なお、第4条第2項については、平成29年度
以前の入学生では該当する特講科目について適用するものとする。第4条第7項、第4条第8項及び第
4条第10項については全学年に適用する。第4条第9項については、平成30年度入学生から適用する。

6　この規程は、令和3年4月1日から一部改正施行し、全学年に適用する。なお、第4条2項については、
 

（履修規程第10条　別表2） 　　　
資 格 試 験 単位認定される科目

IT パスポート試験 情報処理論Ⅰ
情報処理資格対策Ⅰ

基本情報技術者試験 情報処理論Ⅰ・Ⅱ
情報処理資格対策Ⅱ

マイクロソフト オフィス スペシャリスト（MOS）　Word
マイクロソフト オフィス スペシャリスト（MOS）　Excel MOS対策Ⅰ

マイクロソフト オフィス スペシャリスト（MOS）　PowerPoint
マイクロソフト オフィス スペシャリスト（MOS）　Access MOS対策Ⅱ

保健看護学科・リハビリテーション学科は除く。
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2　既単位修得科目を再履修する場合は、単位を修得した年度の3月末までに教務課に「単位修得取消・
再履修願」を提出するものとする。

3　既単位修得科目の再履修を願い出た年度に当該授業科目が開講されなかった場合は、当該授業科目の
単位修得取消を行わないものとする。

4　再履修した場合、その科目の成績評価は再履修後のものとする。
　（特別単位認定制度）
第10条

2　所定の手続きは、別に定める。
　（本学体育会スポーツA特別履修制度）
第11条  体育会に加盟する各部に所属する部員については、所定の手続きを経て、課外活動をもって「ス
ポーツA 」の単位を認定することができる。

2　所定の手続きは、別に定める。
　（メディア授業）
第12条  東北福祉大学学則第30条第2項の規定に定める「多様なメディアを高度に利用して行う授業」
（以下「メディア授業」という。）については、以下の要件をすべて満たす場合に、1回分の授業として
認める。ただし、単位互換によるメディア授業については、受入大学等の要件に従うものとする。

　⑴ 　インターネットや学習管理システム（LMS；Learning Management System）上に掲載されたeラー
ニングコンテンツ（文字、音声、静止画、動画等の多様な情報から構成）がある。

　⑵　課題又は確認テスト若しくは小テストがある。
　⑶ 　担当教員から課題又は確認テスト若しくは小テストに対してフィードバックがある。
　⑷ 　担当教員に質問をする機会が確保されている。
　⑸ 　受講者同士の意見の交換又はディスカションを行う機会が確保されている。
2　学生が対面授業に代わるメディア授業を希望する場合は、次のいずれかに該当する場合で、授業担当
教員が適切な理由として認め、メディア授業に応じる場合とする。

　⑴ 　学外実習、インターンシップ、留学、ボランティア活動、就職活動、スポーツ等の大会・遠征等の
ため対面授業に出席できない場合

　⑵　社会人学生又は科目等履修生で遠隔地に住むため対面授業に出席できない場合
　⑶ 　その他やむを得ない事情により対面授業に出席できない場合
3　前項の理由によりメディア授業を希望する学生は、担当教員に事前に申し出て、相談するものとする。
4　メディア授業が全開講授業の半数を超える科目（以下「メディア授業科目」という。）で非同期型オ
ンデマンド授業については、すべての非同期型オンデマンド授業を受講しなければならない。

5　メディア授業科目で修得できる単位数は、学外及び学内の単位互換によるメディア授業を含め、60単

外国語の語学能力検定試験（外部テスト）で、一定のレベルに達している学生については、所
定の手続きを経て、必修の外国語科目又は選択の外国語科目の履修を免除し、単位を認定することが
できる。さらに、情報関連の資格試験に合格した学生についても、所定の手続きを経て、開設されて
いる情報関連科目の履修を免除し、単位を認定することができる。単位認定の基準となる各検定及び
資格試験の成績及び単位認定される科目については履修規程第10条別表1（P. 86）、2（P. 41）のと
おりとする。

位までとする。
　（編入学生の履修）
第13条　編入学生の履修は、編入年次が適用されるものとする。
　（転学部生、転学科生及び再入学生の履修）
第14条　転学部生、転学科生及び再入学生の履修は、該当年次が適用されるものとする。
　（規程の改廃）
第15条　本規程の改廃は、教務部委員会の議を経て、学長が行う。
　（補則）
第16条　この規程に定めるもののほか、履修に関し必要な事項は、別に定める。

　附　則
1　この規程は、平成26年4月1日から施行する。なお、平成25年度まで入学した学生は従前によるもの
とする。

2　この規程は、平成27年4月1日から一部改正施行する。なお、第3条、第4条第3項、第4条第7項
及び第10条については、全学年に適用するものとする。第4条第2項については、平成27年度入学生か
ら適用する。

3　この規程は、平成28年4月1日から一部改正施行する。なお、第4条第7項、第4条第8項及び第12
条については、全学年に適用するものとする。第6条の履修追加については平成26年度入学生から適用
する。

4　この規程は、平成29年4月1日から一部改正施行する。なお、全学年に適用する。
5　この規程は、平成30年4月1日から一部改正施行する。なお、第4条第2項については、平成29年度
以前の入学生では該当する特講科目について適用するものとする。第4条第7項、第4条第8項及び第
4条第10項については全学年に適用する。第4条第9項については、平成30年度入学生から適用する。

6　この規程は、令和3年4月1日から一部改正施行し、全学年に適用する。なお、第4条2項については、
 

（履修規程第10条　別表2） 　　　
資 格 試 験 単位認定される科目

IT パスポート試験 情報処理論Ⅰ
情報処理資格対策Ⅰ

基本情報技術者試験 情報処理論Ⅰ・Ⅱ
情報処理資格対策Ⅱ

マイクロソフト オフィス スペシャリスト（MOS）　Word
マイクロソフト オフィス スペシャリスト（MOS）　Excel MOS対策Ⅰ

マイクロソフト オフィス スペシャリスト（MOS）　PowerPoint
マイクロソフト オフィス スペシャリスト（MOS）　Access MOS対策Ⅱ

保健看護学科・リハビリテーション学科は除く。
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東北福祉大学緊急時授業等取扱内規

　（目的）

第1条　この内規は、東北福祉大学において緊急事態が発生し授業又は試験（以下「授業等」という。）

の実施に支障があると予想される場合の処置について定めるものとする。

　（緊急時の対応）

第2条　台風、地震、交通ストライキ又はその他不測の事態により、通学が困難と認められる場合、授業

等を中止することができる。

　（特別警報・暴風雨警報・暴風雪警報の発令）

第3条　仙台市東部（東部仙台）に特別警報・暴風警報・大雨警報・暴風雪警報・気象特別警報（以下

「気象警報」という。）が発令された場合、別表1に定める措置をとるものとする。

2　東部仙台以外の地域に気象警報が発令された場合、当該地域に現住所がある学生は、別表1の区

分に対応して、授業等への出席を要しないこととする。この場合当該学生は、別表2の緊急時授業

欠席届に記入し、国見キャンパスにおいては教務課、ステーションキャンパスにおいてはステー

ションキャンパス事務室、ウェルコム21（国見ヶ丘第1キャンパス）においてはウェルコム21（国

見ヶ丘第 1キャンパス）教務課において手続きの上、授業担当者に届出ること。

3　あらかじめ気象警報の発令が予想される場合、教務部長の判断により、警報発令前に授業等を中

止決定することができる。この決定の学生への周知は、学内ポータルサイト（UNIVERSAL 

PASSPORT）で速やかに周知する。

　（地震・災害等に関連する情報の発表）

第4条　地震・災害等に関連する情報の発表された情報に基づき教務部長の判断により、授業等の中止な

ど必要な措置をとるものとする。

　（交通機関運休）

第5条　JR・地下鉄・市バス・宮城交通バスのいずれかが、自然災害又はストライキ等により全面運休又

はこれに近い状態となった場合、教務部長の判断により、別表1に定める措置を準用する。

2　前項以外の交通機関を利用して通学する学生が、当該交通機関が自然災害又はストライキ等によ

り全面運休又はこれに近い状態となった場合、第3条第 2項の規程を準用する。この場合当該学生

は、別表2の緊急時授業欠席届に記入し、乗車する交通機関において運休の証明書を受け、国見

キャンパスにおいては教務課、ステーションキャンパスにおいてはステーションキャンパス事務

室、ウェルコム21（国見ヶ丘第1キャンパス）においてはウェルコム21（国見ヶ丘第1キャンパス）

教務課において手続きの上、授業担当者に届出ること。

　（その他の緊急事態の発生）

第6条　前5条以外の不測の事態が発生し、通学困難又は授業等に支障が生じるおそれがある場合、教務

部長の判断により、授業等の中止など必要な措置をとるものとする。

2　全国瞬時警報システム（Jアラート）による緊急情報が伝達された場合は、各自において情報内

容を確認し安全な場所に避難することとする。

　（授業開始後の中止）

第7条　授業開始後に前6条に定める事態が発生した場合、教務部長の判断により、授業等の中止など必

要な措置をとるものとする。

　（学外における授業の取扱い）

第8条　学外における課外教育活動（各種実習・インターンシップ・ボランティア活動等）については、

実習先、インターンシップ先、ボランティア活動先等の指示に従うものとする。

　（授業の補講）

第9条　休講になった授業について、後日補講を行うものとする。

　（事務取扱）

第10条　この内規に関する事務は、教務部教務課が取扱う。

　（改廃）

第11条　この内規の改廃は、教務部委員会及び部科長会議の議を経て、学長の承認を得る。

　　附　則

1　この内規は、令和2年4月1日から施行する。

別表1　東部仙台での気象警報発令

区　分 授　業 試　験 備　考

午前7時前解除 通常通り授業を実施 通常通り試験を実施

午前7時以降
午前10時前に解除

1時限・2時限の授業休講
3時限以降の授業実施 全ての試験を中止し、別の

日に延期午前10時以降でも
気象警報発令中 全日休講

授業中（試験中）に
気象警報発令

速やかに休講とし、以降の
授業休講

当日残りの試験を中止し、
別の日に延期
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東北福祉大学緊急時授業等取扱内規

　（目的）

第1条　この内規は、東北福祉大学において緊急事態が発生し授業又は試験（以下「授業等」という。）

の実施に支障があると予想される場合の処置について定めるものとする。

　（緊急時の対応）

第2条　台風、地震、交通ストライキ又はその他不測の事態により、通学が困難と認められる場合、授業

等を中止することができる。

　（特別警報・暴風雨警報・暴風雪警報の発令）

第3条　仙台市東部（東部仙台）に特別警報・暴風警報・大雨警報・暴風雪警報・気象特別警報（以下

「気象警報」という。）が発令された場合、別表1に定める措置をとるものとする。

2　東部仙台以外の地域に気象警報が発令された場合、当該地域に現住所がある学生は、別表1の区

分に対応して、授業等への出席を要しないこととする。この場合当該学生は、別表2の緊急時授業

欠席届に記入し、国見キャンパスにおいては教務課、ステーションキャンパスにおいてはステー

ションキャンパス事務室、ウェルコム21（国見ヶ丘第1キャンパス）においてはウェルコム21（国

見ヶ丘第 1キャンパス）教務課において手続きの上、授業担当者に届出ること。

3　あらかじめ気象警報の発令が予想される場合、教務部長の判断により、警報発令前に授業等を中

止決定することができる。この決定の学生への周知は、学内ポータルサイト（UNIVERSAL 

PASSPORT）で速やかに周知する。

　（地震・災害等に関連する情報の発表）

第4条　地震・災害等に関連する情報の発表された情報に基づき教務部長の判断により、授業等の中止な

ど必要な措置をとるものとする。

　（交通機関運休）

第5条　JR・地下鉄・市バス・宮城交通バスのいずれかが、自然災害又はストライキ等により全面運休又

はこれに近い状態となった場合、教務部長の判断により、別表1に定める措置を準用する。

2　前項以外の交通機関を利用して通学する学生が、当該交通機関が自然災害又はストライキ等によ

り全面運休又はこれに近い状態となった場合、第3条第 2項の規程を準用する。この場合当該学生

は、別表2の緊急時授業欠席届に記入し、乗車する交通機関において運休の証明書を受け、国見

キャンパスにおいては教務課、ステーションキャンパスにおいてはステーションキャンパス事務

室、ウェルコム21（国見ヶ丘第1キャンパス）においてはウェルコム21（国見ヶ丘第1キャンパス）

教務課において手続きの上、授業担当者に届出ること。

　（その他の緊急事態の発生）

第6条　前5条以外の不測の事態が発生し、通学困難又は授業等に支障が生じるおそれがある場合、教務

部長の判断により、授業等の中止など必要な措置をとるものとする。

2　全国瞬時警報システム（Jアラート）による緊急情報が伝達された場合は、各自において情報内

容を確認し安全な場所に避難することとする。

　（授業開始後の中止）

第7条　授業開始後に前6条に定める事態が発生した場合、教務部長の判断により、授業等の中止など必

要な措置をとるものとする。

　（学外における授業の取扱い）

第8条　学外における課外教育活動（各種実習・インターンシップ・ボランティア活動等）については、

実習先、インターンシップ先、ボランティア活動先等の指示に従うものとする。

　（授業の補講）

第9条　休講になった授業について、後日補講を行うものとする。

　（事務取扱）

第10条　この内規に関する事務は、教務部教務課が取扱う。

　（改廃）

第11条　この内規の改廃は、教務部委員会及び部科長会議の議を経て、学長の承認を得る。

　　附　則

1　この内規は、令和2年4月1日から施行する。

別表1　東部仙台での気象警報発令

区　分 授　業 試　験 備　考

午前7時前解除 通常通り授業を実施 通常通り試験を実施

午前7時以降
午前10時前に解除

1時限・2時限の授業休講
3時限以降の授業実施 全ての試験を中止し、別の

日に延期午前10時以降でも
気象警報発令中 全日休講

授業中（試験中）に
気象警報発令

速やかに休講とし、以降の
授業休講

当日残りの試験を中止し、
別の日に延期
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別表2　緊急時授業欠席届
第1章　目　　　　　的

第1条（目　的）　この規程は東北福祉大学学則第37条2項に基づき、定期試験および追試験の実施に必
要な事項を定めるものである。

試験規程

＜注＞　試験は、修学中でもっとも重要な事柄に属するものであり、この規程に定める手続き、

あるいは掲示には十分に注意すること。

第2章　定 期 試 験
第2条（定期試験の時期）　定期試験は年2回とし、前期試験を7月～8月に、後期試験を1月～2月に

行う。ただし、科目によっては年1回とすることがある。
2　講義、各種の演習、実験・実習および実技の科目については、出席時間・レポート提出または授業
時間中の試験により定期試験に代えることがある。

第3 条（試験時間）　試験時間は原則として、全科目50分とし、その試験時刻は次のとおりとする。 
ただし、土曜日は原則として第3時限で終了するものとする。

時　　限 時　　　間 時　　限 時　　　間
第1時限 第5時限
第2時限 第6時限
第3時限 第7時限
第4時限 第8時限

１）手書きの場合
　用紙・表紙　表紙は特別の指示がない限り本学所定用紙を使用すること。
　記述方法　　鉛筆・シャープペンシルでの作成は避けること。

２）PC作成
　用紙・表紙　担当教員の指示に従い、作成すること。
　※担当教員からの指示がない限り、「表紙」を添えて提出すること。

（２）提出方法
　　提出方法は、次のとおりとする。
１）専任教員（学内に研究室がある教員）：担当教員へ直接提出のこと。
　非常勤講師（学内に研究室がない教員）：教務部への提出指示のある科目は、指示期間内に教務部
　カウンターの「レポートボックス」へ提出のこと。
　窓口受付時間　平日９：００～１７：００（※土日祝の受付はしない）

２）UNIVERSAL PASSPORTの課題管理にて提出すること。

2　レポート試験は、次のとおりとする。

第4条（試験の日時および試験場）　試験の日時および試験場は、試験開始の 1週間前にUNIVERSAL 
PASSPORT に掲示する。ただし、後期追試験については3日前に掲示する。

2　科目によっては、入学年度別または学科別もしくは学籍番号別に、それぞれの試験場に分けて実
施することがある。

第5条（試験本部）　試験期間中は教務部に試験本部を置く。
2　試験本部は、試験に関する一般業務のほか試験の重複者の処理等も行う。

8：50～  9：40
10：00～10：50
11：10～12：00
13：00～13：50

14：10～15：00
15：20～16：10
16：30～17：20
17：40～18：30
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別表2　緊急時授業欠席届
第1章　目　　　　　的

第1条（目　的）　この規程は東北福祉大学学則第37条2項に基づき、定期試験および追試験の実施に必
要な事項を定めるものである。

試験規程

＜注＞　試験は、修学中でもっとも重要な事柄に属するものであり、この規程に定める手続き、

あるいは掲示には十分に注意すること。

第2章　定 期 試 験
第2条（定期試験の時期）　定期試験は年2回とし、前期試験を7月～8月に、後期試験を1月～2月に

行う。ただし、科目によっては年1回とすることがある。
2　講義、各種の演習、実験・実習および実技の科目については、出席時間・レポート提出または授業
時間中の試験により定期試験に代えることがある。

第3 条（試験時間）　試験時間は原則として、全科目50分とし、その試験時刻は次のとおりとする。 
ただし、土曜日は原則として第3時限で終了するものとする。

時　　限 時　　　間 時　　限 時　　　間
第1時限 第5時限
第2時限 第6時限
第3時限 第7時限
第4時限 第8時限

１）手書きの場合
　用紙・表紙　表紙は特別の指示がない限り本学所定用紙を使用すること。
　記述方法　　鉛筆・シャープペンシルでの作成は避けること。

２）PC作成
　用紙・表紙　担当教員の指示に従い、作成すること。
　※担当教員からの指示がない限り、「表紙」を添えて提出すること。

（２）提出方法
　　提出方法は、次のとおりとする。
１）専任教員（学内に研究室がある教員）：担当教員へ直接提出のこと。
　非常勤講師（学内に研究室がない教員）：教務部への提出指示のある科目は、指示期間内に教務部
　カウンターの「レポートボックス」へ提出のこと。
　窓口受付時間　平日９：００～１７：００（※土日祝の受付はしない）

２）UNIVERSAL PASSPORTの課題管理にて提出すること。

2　レポート試験は、次のとおりとする。

第4条（試験の日時および試験場）　試験の日時および試験場は、試験開始の 1週間前にUNIVERSAL 
PASSPORT に掲示する。ただし、後期追試験については3日前に掲示する。

2　科目によっては、入学年度別または学科別もしくは学籍番号別に、それぞれの試験場に分けて実
施することがある。

第5条（試験本部）　試験期間中は教務部に試験本部を置く。
2　試験本部は、試験に関する一般業務のほか試験の重複者の処理等も行う。

8：50～  9：40
10：00～10：50
11：10～12：00
13：00～13：50

14：10～15：00
15：20～16：10
16：30～17：20
17：40～18：30
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第6条（無資格者の掲示）　次に該当する者は、定期試験を受けることができない。

⑴　その授業科目につき、開講実回数の1_
3以上を欠席した者

⑵　履修届を提出しなかった者

⑶　学費未納者

2　上記該当者は掲示で発表する。

第7条（受験資格の証明）　受験にあたっては、学生証を持参し、着席した机上通路側に顔写真が見える

ように置くこと。

2　万一学生証を忘れた場合は、一号館教務部前の販売機で300円の証紙を購入のうえ、学生生活支

援課より仮学生証の交付を受けること。ただし、「仮学生証」の発行は試験期間中一回限りとし、

発行当日のみ有効とする。

第8条（遅刻および退室）　試験開始後20分以上遅刻した者は入室できない。

2　開始後25分を経過し、かつ試験監督者が許可したときは退室することができる。ただし、一旦退

室した者は再入室できない。

第9条（着　席）　試験場では、前方から空席を作らず、縦は一列、横は一列置きに着席すること。

2　試験監督者が座席の移動を指示したときは、それに従うこと。

3　出席用紙が配布されたときは、ただちに学年・学籍番号および氏名を記入のうえ、試験監督者の

指示に従うこと。

第10

ない。

2　持込物の貸借は認めない。また下敷きの使用も認めない。

3　携帯電話・スマートフォン・ウェアラブル端末等は電源を切り、カバン等に入れて机の下等に置く事。

4　計算機能および翻訳記憶機能付の時計等の使用および着用は認めない。

11

名を万年筆またはボールペンで記入すること。

12

合は答案用紙に「棄権」と記して提出すること。

13

第

第

第

条（持参物およびその貸借）　当該試験において使用を許可されたもの以外は、机上に置いてはなら

条（答案の作成）　答案作成が許可されたときは、ただちに答案用紙の所定の欄に学籍番号および氏

条（答案の提出）　試験に出席したものは、すべて答案を提出すること。ただし、受験を放棄する場

条（成績および評価）　試験科目の成績は、100点満点とし、60点以上を合格とする。

2　試験の評価は、秀（90点～100点）・優（80点～89点）・良（70点～79点）・可（60点～69点）を

合格とする。

3　前項において、合格点に達していないが、一定の条件を満たしている者は、補習等を課し、再評

価することができるものとする。ただし、補習による合格者の評価は65点を限度とし、特別再試験

の採点入力期間と同じ期間に変更届を教務課に提出するものとする。

第3章　追 試 験
14

場合に限り、当該科目について行う。

2　定期試験実施当日に次の事由のひとつに該当し、かつ当日を含めて前期試験の場合は6日以内、

後期試験の場合は指定した期日以内に、所定の追試験願書に必要書類を添え、教務部を通じて学長

に提出し、その理由が正当と認められた者。

区  分 事　　　　　　　　由 必　要　書　類
1 4年生で就職試験のために欠席した者　 就職試験の受験証明書
2 天災地変のため欠席した者 被災証明書
3 交通事故のため欠席した者 交通事故証明書
4 急病で受験不可能となって当日教務部へ連絡した者 医師の診断書
5 その他止むを得ない事情で受験不可能となった者 受験不可能を証する書類

3　例えば、次のような場合は正当な欠席事由として認めない。

⑴　明らかに自己の不注意による場合（朝寝坊、試験時間割の見間違い等）

⑵　交通渋滞による場合

⑶　稼業またはアルバイトの都合による場合

条（追試験の実施）　追試験の実施は、定期試験の例にならって行う。ただし、試験場では学生証の

ほかに追試験許可書を提示しなければならない。

条（追試験の成績および評価）　追試験の成績および評価は第13条に準ずる。

第4章　不 正 行 為
条（不正行為）　各試験にあたり不正行為があった場合は、即時処分として一部または全科目を無効

とし、その他の処分は教授会で決定しこれを発表する。

条（懲戒の手続）　不正行為者に対する懲戒は、学則によるが、まず教務部委員会において原案を審

第

15第

16第

17第

18第

条（追試験の受験資格および受験手続）　追試験は、当該学期の受験資格のある者が次項に該当する

議作成し、教授会の審議を経て、学長が決定しこれを発表する。

第19条（懲戒の種類）　不正行為者に対する懲戒の種類は学則第50条に準ずる。

第20条（記録および通知）　不正行為者の懲戒は、学籍簿に記録し、これを保護者に通知する。

第21条（事務処理）　不正行為に関わる事務処理は教務部で行う。

附　　　　　則
1．この規程は、昭和61年4月1日から施行する。

2．この規程は、平成3年4月1日から一部改正施行する。

3．この規程は、平成18年4月1日から一部改正施行する。

4．この規程は、平成22年4月1日から一部改正施行する。

5．この規程は、平成30年4月1日から一部改正施行する。
6．この規程は、令和3年4月1日から一部改正施行する。
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第6条（無資格者の掲示）　次に該当する者は、定期試験を受けることができない。

⑴　その授業科目につき、開講実回数の1_
3以上を欠席した者

⑵　履修届を提出しなかった者

⑶　学費未納者

2　上記該当者は掲示で発表する。

第7条（受験資格の証明）　受験にあたっては、学生証を持参し、着席した机上通路側に顔写真が見える

ように置くこと。

2　万一学生証を忘れた場合は、一号館教務部前の販売機で300円の証紙を購入のうえ、学生生活支

援課より仮学生証の交付を受けること。ただし、「仮学生証」の発行は試験期間中一回限りとし、

発行当日のみ有効とする。

第8条（遅刻および退室）　試験開始後20分以上遅刻した者は入室できない。

2　開始後25分を経過し、かつ試験監督者が許可したときは退室することができる。ただし、一旦退

室した者は再入室できない。

第9条（着　席）　試験場では、前方から空席を作らず、縦は一列、横は一列置きに着席すること。

2　試験監督者が座席の移動を指示したときは、それに従うこと。

3　出席用紙が配布されたときは、ただちに学年・学籍番号および氏名を記入のうえ、試験監督者の

指示に従うこと。

第10

ない。

2　持込物の貸借は認めない。また下敷きの使用も認めない。

3　携帯電話・スマートフォン・ウェアラブル端末等は電源を切り、カバン等に入れて机の下等に置く事。

4　計算機能および翻訳記憶機能付の時計等の使用および着用は認めない。

11

名を万年筆またはボールペンで記入すること。

12

合は答案用紙に「棄権」と記して提出すること。

13

第

第

第

条（持参物およびその貸借）　当該試験において使用を許可されたもの以外は、机上に置いてはなら

条（答案の作成）　答案作成が許可されたときは、ただちに答案用紙の所定の欄に学籍番号および氏

条（答案の提出）　試験に出席したものは、すべて答案を提出すること。ただし、受験を放棄する場

条（成績および評価）　試験科目の成績は、100点満点とし、60点以上を合格とする。

2　試験の評価は、秀（90点～100点）・優（80点～89点）・良（70点～79点）・可（60点～69点）を

合格とする。

3　前項において、合格点に達していないが、一定の条件を満たしている者は、補習等を課し、再評

価することができるものとする。ただし、補習による合格者の評価は65点を限度とし、特別再試験

の採点入力期間と同じ期間に変更届を教務課に提出するものとする。

第3章　追 試 験
14

場合に限り、当該科目について行う。

2　定期試験実施当日に次の事由のひとつに該当し、かつ当日を含めて前期試験の場合は6日以内、

後期試験の場合は指定した期日以内に、所定の追試験願書に必要書類を添え、教務部を通じて学長

に提出し、その理由が正当と認められた者。

区  分 事　　　　　　　　由 必　要　書　類
1 4年生で就職試験のために欠席した者　 就職試験の受験証明書
2 天災地変のため欠席した者 被災証明書
3 交通事故のため欠席した者 交通事故証明書
4 急病で受験不可能となって当日教務部へ連絡した者 医師の診断書
5 その他止むを得ない事情で受験不可能となった者 受験不可能を証する書類

3　例えば、次のような場合は正当な欠席事由として認めない。

⑴　明らかに自己の不注意による場合（朝寝坊、試験時間割の見間違い等）

⑵　交通渋滞による場合

⑶　稼業またはアルバイトの都合による場合

条（追試験の実施）　追試験の実施は、定期試験の例にならって行う。ただし、試験場では学生証の

ほかに追試験許可書を提示しなければならない。

条（追試験の成績および評価）　追試験の成績および評価は第13条に準ずる。

第4章　不 正 行 為
条（不正行為）　各試験にあたり不正行為があった場合は、即時処分として一部または全科目を無効

とし、その他の処分は教授会で決定しこれを発表する。

条（懲戒の手続）　不正行為者に対する懲戒は、学則によるが、まず教務部委員会において原案を審

第

15第

16第

17第

18第

条（追試験の受験資格および受験手続）　追試験は、当該学期の受験資格のある者が次項に該当する

議作成し、教授会の審議を経て、学長が決定しこれを発表する。

第19条（懲戒の種類）　不正行為者に対する懲戒の種類は学則第50条に準ずる。

第20条（記録および通知）　不正行為者の懲戒は、学籍簿に記録し、これを保護者に通知する。

第21条（事務処理）　不正行為に関わる事務処理は教務部で行う。

附　　　　　則
1．この規程は、昭和61年4月1日から施行する。

2．この規程は、平成3年4月1日から一部改正施行する。

3．この規程は、平成18年4月1日から一部改正施行する。

4．この規程は、平成22年4月1日から一部改正施行する。

5．この規程は、平成30年4月1日から一部改正施行する。
6．この規程は、令和3年4月1日から一部改正施行する。
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1．（実 施 科 目）  　 当該年度かつ卒業要件科目で担当教員が特別再試験を実施すると発表した科目。

2．（受 験 資 格）  　 定期試験を受験し不合格になった者。

3．（受 験 手 続）  　 特別再試験を希望する学生は、2月下旬に当年度履修科目の成績表を受領し、各自

確認の上、所定用紙に受験料分の証紙を添付し、指定期日までに教務部で手続きす

ること。

4．（受　験　料）  　 特別再試験の受験料（レポート科目も含む）は、1科目につき3,000円とする。

5．（試験の評価）  　 特別再試験の合格者の評価は65点を限度とする。

6．（試験の実施）  　 特別再試験の実施は、定期試験の例にならって実施する。ただし、試験場では学生

証の外に特別再試験受験許可書を提示すること。

7．（附　　　則）  　 この規則は平成7年4月1日より施行する。  

この規則は平成11年1月1日より改正施行する。

　注意　特別再試験は例外措置であることを充分認識して合格するよう努力すること。

　　　　特別再試験の受験者が不合格となった場合、これ以上の措置は行わない。

４年次特別再試験規則

第１条　この規程は、学則第37条第3項に基づき、通学の課程の学生が通信教育部において、通信教育部

の授業科目を履修し単位を修得する場合の取扱いに関し、必要な事項を定める。

　（出　願）

第２条　通信教育部の授業科目を履修し単位の修得を希望する通学の課程の学生は、通信教育部に「学内

単位互換による授業科目履修願」を所定の期日まで提出するものとする。また、教務部に「学内単位互

換願」を所定の期日まで提出するものとする。

2　前項の所定の期日は、通信教育部における4月生又は10月生の出願の受付期間とする。

　（履修登録）

第３条　履修登録は、通信教育部の科目等履修生に準じるものとする。

　（履修単位数）

第４条　単年度内の履修単位数は、10単位までとする。ただし、学外の地域で3ヶ月以上の長期滞在の地

域貢献及び地域共創学修を行う者（以下「長期地域学修学生」という。）、3ヶ月以上の海外留学及び交

換留学を行う者（以下「長期留学学生」という。）、3ヶ月以上のインターンシップを行う者（以下「長

期インターンシップ学生」という。）については、単年度内の履修単位数は32単位までとする。また、

長期滞在地域学修学生のうち、被災地に居住して復興支援に取り組む学生については単年度内の履修単

位数は、本学履修規程第4条に定める上限までとする。

2　学内単位互換の履修単位数は、学則に定める登録単位数の上限に含めることとする。

3　学内単位互換で修得できる単位数は58単位までとする。ただし、他大学の単位互換を利用する場合は、

他大学で修得した単位を含めて58単位とする。

　（履修が可能な科目）

第 5条　履修が可能な科目は、科目等履修生の履修可能科目とする。ただし、「レクリエーション事業」

以外の実習・演習科目を除く。

　（履修の制限）

第6条　授業科目により、履修の制限をすることがある。

2　通学の課程と通信教育部で同じ授業科目（転換可能な科目を含む）が開講されており、通学の課程で

履修が可能な場合は、通信教育部の科目を履修することはできない。ただし、レクリエーション・イン

ストラクター資格に関する科目は除く。

3　長期滞在地域学修学生、長期留学学生及び長期インターンシップ学生は、前項にかかわらず、通信教

育部の科目を履修することができるものとする。

4　すでに通学の課程で単位を修得した授業科目を通信教育部で履修することはできない。

通学の課程における学内単位互換に関する規程
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1．（実 施 科 目）  　 当該年度かつ卒業要件科目で担当教員が特別再試験を実施すると発表した科目。

2．（受 験 資 格）  　 定期試験を受験し不合格になった者。

3．（受 験 手 続）  　 特別再試験を希望する学生は、2月下旬に当年度履修科目の成績表を受領し、各自

確認の上、所定用紙に受験料分の証紙を添付し、指定期日までに教務部で手続きす

ること。

4．（受　験　料）  　 特別再試験の受験料（レポート科目も含む）は、1科目につき3,000円とする。

5．（試験の評価）  　 特別再試験の合格者の評価は65点を限度とする。

6．（試験の実施）  　 特別再試験の実施は、定期試験の例にならって実施する。ただし、試験場では学生

証の外に特別再試験受験許可書を提示すること。

7．（附　　　則）  　 この規則は平成7年4月1日より施行する。  

この規則は平成11年1月1日より改正施行する。

　注意　特別再試験は例外措置であることを充分認識して合格するよう努力すること。

　　　　特別再試験の受験者が不合格となった場合、これ以上の措置は行わない。

４年次特別再試験規則

第１条　この規程は、学則第37条第3項に基づき、通学の課程の学生が通信教育部において、通信教育部

の授業科目を履修し単位を修得する場合の取扱いに関し、必要な事項を定める。

　（出　願）

第２条　通信教育部の授業科目を履修し単位の修得を希望する通学の課程の学生は、通信教育部に「学内

単位互換による授業科目履修願」を所定の期日まで提出するものとする。また、教務部に「学内単位互

換願」を所定の期日まで提出するものとする。

2　前項の所定の期日は、通信教育部における4月生又は10月生の出願の受付期間とする。

　（履修登録）

第３条　履修登録は、通信教育部の科目等履修生に準じるものとする。

　（履修単位数）

第４条　単年度内の履修単位数は、10単位までとする。ただし、学外の地域で3ヶ月以上の長期滞在の地

域貢献及び地域共創学修を行う者（以下「長期地域学修学生」という。）、3ヶ月以上の海外留学及び交

換留学を行う者（以下「長期留学学生」という。）、3ヶ月以上のインターンシップを行う者（以下「長

期インターンシップ学生」という。）については、単年度内の履修単位数は32単位までとする。また、

長期滞在地域学修学生のうち、被災地に居住して復興支援に取り組む学生については単年度内の履修単

位数は、本学履修規程第4条に定める上限までとする。

2　学内単位互換の履修単位数は、学則に定める登録単位数の上限に含めることとする。

3　学内単位互換で修得できる単位数は58単位までとする。ただし、他大学の単位互換を利用する場合は、

他大学で修得した単位を含めて58単位とする。

　（履修が可能な科目）

第 5条　履修が可能な科目は、科目等履修生の履修可能科目とする。ただし、「レクリエーション事業」

以外の実習・演習科目を除く。

　（履修の制限）

第6条　授業科目により、履修の制限をすることがある。

2　通学の課程と通信教育部で同じ授業科目（転換可能な科目を含む）が開講されており、通学の課程で

履修が可能な場合は、通信教育部の科目を履修することはできない。ただし、レクリエーション・イン

ストラクター資格に関する科目は除く。

3　長期滞在地域学修学生、長期留学学生及び長期インターンシップ学生は、前項にかかわらず、通信教

育部の科目を履修することができるものとする。

4　すでに通学の課程で単位を修得した授業科目を通信教育部で履修することはできない。

通学の課程における学内単位互換に関する規程
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　（履修期間）

第7条　履修期間は、通信教育部の科目等履修生の履修期間に準じるものとする。

　（科目履修及び単位修得の方法）

第8条　科目履修の方法は、通信教育部の定めにより行われる授業を受講するものとする。

　（成績の評価及び通知）

第9

第10

第11

第12

条　通信教育部部長は、通信教育部の定める科目修了試験その他の方法で履修科目の認定をした者に

ついて、「学内単位互換学生成績通知書」により科目名、単位数及び成績評価等を所定の期日までに教

務部部長に通知するものとする。

2　前項の所定の期日は、履修科目の認定後、2週間以内とする。

　（通信教育部で修得した単位の認定）

条　学生が通信教育部において修得した単位の認定については、通信教育部からの通知に基づき、教

務部が行うものとする。

2　名称及び単位数が、通学の課程の総合基礎科目、各学部学科の専門教育科目又は資格科目に該当及び

充当する場合は、通学の課程の同じ科目として認定する。

3　前項以外の科目は、専門教育科目（関連科目）として認定する。

　（授業料等）

条　通信教育部においては授業料等を徴収しない。ただし、実験実習及び実技等に係る費用について

は、必要に応じて実費を徴収する。

2　通信教育部の授業科目の履修を認められた者は、当該期間中においても、通学の課程における所定の

授業料等を納入しなければならない。

　（学則の準用）

条　この規程に定めるもののほか、学年、学期、休業日、休学、復学、退学、除籍、単位履修及び算

定基準、学習の評価、賞罰等については、学則並びに通信教育部学則を準用する。

　附　則

1　この規程は、平成26年4月1日より施行する。なお、平成26年度入学者から適用し、平成25年度まで

に入学した学生は、長期滞在地域学修学生の履修又はレクリエーション・インストラクター資格に関す

る科目の履修に限り、認める。

2　この規程は、平成26年5月1日から一部改正施行し、平成26年度入学生に遡及して実施する。

3　この規程は、平成27年4月1日から一部改正施行する。なお、長期留学学生及び長期インターンシッ

プ学生の履修は、全学年に適用するものとする。

（目　的）
第1条　この規程は、東北福祉大学（以下「本学」という。）学則第43条に基づく本学学生の海外留学に
関し、必要な事項を定めることを目的とする。
（留学の種類）
第2条　本学における海外留学（以下「留学」という。）の種類は、次に掲げるとおりとする。
⑴　協定留学　本学と外国の大学、又はそれに相当する高等教育機関との留学に関する相互交流の協定
に基づくものをいう。

⑵　認定留学　外国の大学、又はそれに相当する高等教育機関若しくは研究機関で正規の授業を受ける
か研究に従事するものをいう。

（留学の対象機関）
第3条　留学の対象機関は、次に掲げるとおりとする。
⑴　本学と協定を結んでいる大学
⑵　学士号及び学位の授与権を持つ大学であって、本学学長が認定した大学
⑶　高等教育機関又は研究機関であって、本学学長が認定した機関
（留学の志願）
第4条　留学を志願する者は、所定の留学願に次に掲げる書類を添えて、学長に提出しなければならない。
⑴　留学計画書（留学先大学、学部学科、留学目的、留学期間、滞在予定住所等）
⑵　受け入れ機関の入学許可証
⑶　その他語学能力を示す書類及び健康診断
（留学の審査及び許可）
第5条　前条により志願した者の留学の許可は、本学国際交流センター（以下「センター」という。）又は
学内関係機関が行う書類審査、必要に応じ、筆記又は面接に基づいて審査し、教授会の議を経て学長が
行う。
（留学の期間）
第6条　留学の期間は、1年以内とする。ただし、センター委員会が発議し、部長学科長会議又は研究科
委員会、及び教授会の議を経て学長が認めた場合は、この限りではない。

2　留学期間は、1年以内に限つて修業年限及び在学期間に算入することができる。ただし、センター委
員会が発議し、部長学科長会議又は研究科委員会、及び教授会の議を経て学長が認めた場合は、この限
りではない。
（留学中の報告）
第7条　留学中の学生は、留学中の学習、生活、所要経費等について、本学が指定した期間ごとに、セン
ターに報告するものとする。
（留学報告書）
第8条　留学した学生は、留学期間終了後、1ヵ月以内に所定の留学報告書をセンターを経て、学長に提

学生の海外留学に関する規程
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　（履修期間）

第7条　履修期間は、通信教育部の科目等履修生の履修期間に準じるものとする。

　（科目履修及び単位修得の方法）

第8条　科目履修の方法は、通信教育部の定めにより行われる授業を受講するものとする。

　（成績の評価及び通知）

第9

第10

第11

第12

条　通信教育部部長は、通信教育部の定める科目修了試験その他の方法で履修科目の認定をした者に

ついて、「学内単位互換学生成績通知書」により科目名、単位数及び成績評価等を所定の期日までに教

務部部長に通知するものとする。

2　前項の所定の期日は、履修科目の認定後、2週間以内とする。

　（通信教育部で修得した単位の認定）

条　学生が通信教育部において修得した単位の認定については、通信教育部からの通知に基づき、教

務部が行うものとする。

2　名称及び単位数が、通学の課程の総合基礎科目、各学部学科の専門教育科目又は資格科目に該当及び

充当する場合は、通学の課程の同じ科目として認定する。

3　前項以外の科目は、専門教育科目（関連科目）として認定する。

　（授業料等）

条　通信教育部においては授業料等を徴収しない。ただし、実験実習及び実技等に係る費用について

は、必要に応じて実費を徴収する。

2　通信教育部の授業科目の履修を認められた者は、当該期間中においても、通学の課程における所定の

授業料等を納入しなければならない。

　（学則の準用）

条　この規程に定めるもののほか、学年、学期、休業日、休学、復学、退学、除籍、単位履修及び算

定基準、学習の評価、賞罰等については、学則並びに通信教育部学則を準用する。

　附　則

1　この規程は、平成26年4月1日より施行する。なお、平成26年度入学者から適用し、平成25年度まで

に入学した学生は、長期滞在地域学修学生の履修又はレクリエーション・インストラクター資格に関す

る科目の履修に限り、認める。

2　この規程は、平成26年5月1日から一部改正施行し、平成26年度入学生に遡及して実施する。

3　この規程は、平成27年4月1日から一部改正施行する。なお、長期留学学生及び長期インターンシッ

プ学生の履修は、全学年に適用するものとする。

（目　的）
第1条　この規程は、東北福祉大学（以下「本学」という。）学則第43条に基づく本学学生の海外留学に
関し、必要な事項を定めることを目的とする。
（留学の種類）
第2条　本学における海外留学（以下「留学」という。）の種類は、次に掲げるとおりとする。
⑴　協定留学　本学と外国の大学、又はそれに相当する高等教育機関との留学に関する相互交流の協定
に基づくものをいう。

⑵　認定留学　外国の大学、又はそれに相当する高等教育機関若しくは研究機関で正規の授業を受ける
か研究に従事するものをいう。

（留学の対象機関）
第3条　留学の対象機関は、次に掲げるとおりとする。
⑴　本学と協定を結んでいる大学
⑵　学士号及び学位の授与権を持つ大学であって、本学学長が認定した大学
⑶　高等教育機関又は研究機関であって、本学学長が認定した機関
（留学の志願）
第4条　留学を志願する者は、所定の留学願に次に掲げる書類を添えて、学長に提出しなければならない。
⑴　留学計画書（留学先大学、学部学科、留学目的、留学期間、滞在予定住所等）
⑵　受け入れ機関の入学許可証
⑶　その他語学能力を示す書類及び健康診断
（留学の審査及び許可）
第5条　前条により志願した者の留学の許可は、本学国際交流センター（以下「センター」という。）又は
学内関係機関が行う書類審査、必要に応じ、筆記又は面接に基づいて審査し、教授会の議を経て学長が
行う。
（留学の期間）
第6条　留学の期間は、1年以内とする。ただし、センター委員会が発議し、部長学科長会議又は研究科
委員会、及び教授会の議を経て学長が認めた場合は、この限りではない。

2　留学期間は、1年以内に限つて修業年限及び在学期間に算入することができる。ただし、センター委
員会が発議し、部長学科長会議又は研究科委員会、及び教授会の議を経て学長が認めた場合は、この限
りではない。
（留学中の報告）
第7条　留学中の学生は、留学中の学習、生活、所要経費等について、本学が指定した期間ごとに、セン
ターに報告するものとする。
（留学報告書）
第8条　留学した学生は、留学期間終了後、1ヵ月以内に所定の留学報告書をセンターを経て、学長に提

学生の海外留学に関する規程
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出しなければならない。
（修得単位の認定）
第9

第10

第11

条　留学期間中に留学先大学で修得した単位は、次に掲げる書類を留学報告書に添えて提出した者に

⑴　所定の単位認定願
⑵　留学先で発行した履修科目の成績証明書
⑶　履修科目の時間数、単位数及び学習内容を証明する文書
⑷　その他必要と認められるもの
（履修科目の登録等）

条　履修科目の登録は、原則として通常の手続による。ただし、留学中は代理人による登録を認める
ものとする。

2　学年暦の差異によって生じる通年科目の履修手続上の取扱いは、次に掲げる方法によるものとする。
⑴　第1学期終了後に留学する場合は、当該年度の第1学期に通年科目も履修し、留学終了後の第2学期
にこれを継続して履修することができる。

⑵　5月末までに留学報告書を提出できる者は、通年科目を履修することができる。
（留学許可の取消し）

条　学長は、次の各号の一に該当する留学生については、センターが本学関係機関との密接な協力の
もとに事務手続を行い、留学の許可を取消すことができる。
⑴　修学の実が上がらないと認められた者
⑵　この規程の定める義務を怠った者
⑶　学生証が取り消された者
⑷　その他、学生としての本分に反した者
（留学中の学生納付金）
第12条　この規程に基づいて留学する学生は、本学学則に定める学生納付金を納めなければならない。
（留学生奨学金）
第13条　この規程に基づいて留学する学生に対しては、留学生奨学金を給付することができる。
2　前項による留学生奨学金に関する規程は、別に定める。
（事　務）
第14条　学生の海外留学に関する事務は、本学関係機関との緊密な協力のもとにセンターが行う。
（補　則）
第15条　この規程に定めるもののほか、学生の海外留学について必要な事項は、学長が別に定める。
附　則

　　この規程は、平成18年6月1日から施行する。
　　この規程は、平成21年11月1日から一部改正施行する。

限り、所定の手続により、学部にあっては30単位、大学院にあっては10単位を限度として卒業又は課
程修了に必要な単位に振替し、又は換算して認定することができる。

～本学学生のための履修から単位修得までの流れ～

〈学都仙台単位互換ネットワークとは〉

仙台圏の国公私立の大学、短期大学及び高等専門学校22校が、大学間の交流と協力を推進し、大学教育
の活性化と充実をめざし、意欲ある学生に対して多様な学習機会を提供することを目的として設立された
単位互換協定です。（本学学則第33条及び第57条）
単位互換とは、協定締結大学で提供される授業科目を履修し修得した単位が、本学の単位として認定さ

れる制度です。所属大学（本学）を派遣大学、聴講先大学を受入大学といいます。
＊＊協定締結大学＊＊

大学…石巻専修大学、尚絅学院大学、仙台大学、仙台白百合女子大学、東北大学、
 東北学院大学、東北芸術工科大学、東北工業大学、東北生活文化大学、東北福祉大学、
 東北文化学園大学、東北医科薬科大学、宮城大学、宮城学院女子大学、宮城教育大学
短大…聖和学園短期大学、東北生活文化大学短期大学部、宮城誠真短期大学、
 仙台青葉学院短期大学、仙台赤門短期大学
高専…仙台高等専門学校、放送大学宮城学習センター（有料）

〈出願手続〉

1．受入大学等の「出願要項」及び「授業概要」等から、提供科目の学習内容や時間割を確認してくださ
い。受入大学等の要項は3月中旬に本学に送付されます。教務部カウンターで公開します。授業料等は
無料（ただし実験や実習等で実費を徴収する場合があります）です。

2．本学での履修科目の時間割や通学時間等を考慮し、履修科目を決定してください。
（ア）単年度内の履修単位数は、10単位程度までとします。
（イ）1年生は、後期開講の科目から履修できます。
（ウ）4年生は、本学の卒業要件を満たすとき提供科目の認否が関わる履修はできません。

3．「単位互換学生（特別聴講学生）願書」を本学教務部に提出してください。願書は教務部にあります。
（教務部では学長の推薦を得て、受入大学に受入依頼書等を一括送付します。）
4．出願期間は、前期が4月中旬、後期が9月中旬となります。（年1回の大学もあります。）
5．受入大学の選考の結果、入学が許可されると、前期は4月下旬、後期は9月下旬までに「受入決定通
知」が教務部に届きます。

〈授業の聴講〉

1．受入大学のスケジュールにより授業を聴講してください。担当教員のシラバス等に従い教科書等を入
手してください。

2．受入大学の担当部局より単位互換学生証が発行されます。

〈定期試験〉

1．定期試験は、受入大学の試験日程に従い受験してください。
2．止むを得ない理由で受験できなかった場合、受入大学にて追試験を受験することができます。
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出しなければならない。
（修得単位の認定）
第9

第10

第11

条　留学期間中に留学先大学で修得した単位は、次に掲げる書類を留学報告書に添えて提出した者に

⑴　所定の単位認定願
⑵　留学先で発行した履修科目の成績証明書
⑶　履修科目の時間数、単位数及び学習内容を証明する文書
⑷　その他必要と認められるもの
（履修科目の登録等）

条　履修科目の登録は、原則として通常の手続による。ただし、留学中は代理人による登録を認める
ものとする。

2　学年暦の差異によって生じる通年科目の履修手続上の取扱いは、次に掲げる方法によるものとする。
⑴　第1学期終了後に留学する場合は、当該年度の第1学期に通年科目も履修し、留学終了後の第2学期
にこれを継続して履修することができる。

⑵　5月末までに留学報告書を提出できる者は、通年科目を履修することができる。
（留学許可の取消し）

条　学長は、次の各号の一に該当する留学生については、センターが本学関係機関との密接な協力の
もとに事務手続を行い、留学の許可を取消すことができる。
⑴　修学の実が上がらないと認められた者
⑵　この規程の定める義務を怠った者
⑶　学生証が取り消された者
⑷　その他、学生としての本分に反した者
（留学中の学生納付金）
第12条　この規程に基づいて留学する学生は、本学学則に定める学生納付金を納めなければならない。
（留学生奨学金）
第13条　この規程に基づいて留学する学生に対しては、留学生奨学金を給付することができる。
2　前項による留学生奨学金に関する規程は、別に定める。
（事　務）
第14条　学生の海外留学に関する事務は、本学関係機関との緊密な協力のもとにセンターが行う。
（補　則）
第15条　この規程に定めるもののほか、学生の海外留学について必要な事項は、学長が別に定める。
附　則

　　この規程は、平成18年6月1日から施行する。
　　この規程は、平成21年11月1日から一部改正施行する。

限り、所定の手続により、学部にあっては30単位、大学院にあっては10単位を限度として卒業又は課
程修了に必要な単位に振替し、又は換算して認定することができる。

～本学学生のための履修から単位修得までの流れ～

〈学都仙台単位互換ネットワークとは〉

仙台圏の国公私立の大学、短期大学及び高等専門学校22校が、大学間の交流と協力を推進し、大学教育
の活性化と充実をめざし、意欲ある学生に対して多様な学習機会を提供することを目的として設立された
単位互換協定です。（本学学則第33条及び第57条）
単位互換とは、協定締結大学で提供される授業科目を履修し修得した単位が、本学の単位として認定さ

れる制度です。所属大学（本学）を派遣大学、聴講先大学を受入大学といいます。
＊＊協定締結大学＊＊

大学…石巻専修大学、尚絅学院大学、仙台大学、仙台白百合女子大学、東北大学、
 東北学院大学、東北芸術工科大学、東北工業大学、東北生活文化大学、東北福祉大学、
 東北文化学園大学、東北医科薬科大学、宮城大学、宮城学院女子大学、宮城教育大学
短大…聖和学園短期大学、東北生活文化大学短期大学部、宮城誠真短期大学、
 仙台青葉学院短期大学、仙台赤門短期大学
高専…仙台高等専門学校、放送大学宮城学習センター（有料）

〈出願手続〉

1．受入大学等の「出願要項」及び「授業概要」等から、提供科目の学習内容や時間割を確認してくださ
い。受入大学等の要項は3月中旬に本学に送付されます。教務部カウンターで公開します。授業料等は
無料（ただし実験や実習等で実費を徴収する場合があります）です。

2．本学での履修科目の時間割や通学時間等を考慮し、履修科目を決定してください。
（ア）単年度内の履修単位数は、10単位程度までとします。
（イ）1年生は、後期開講の科目から履修できます。
（ウ）4年生は、本学の卒業要件を満たすとき提供科目の認否が関わる履修はできません。

3．「単位互換学生（特別聴講学生）願書」を本学教務部に提出してください。願書は教務部にあります。
（教務部では学長の推薦を得て、受入大学に受入依頼書等を一括送付します。）
4．出願期間は、前期が4月中旬、後期が9月中旬となります。（年1回の大学もあります。）
5．受入大学の選考の結果、入学が許可されると、前期は4月下旬、後期は9月下旬までに「受入決定通
知」が教務部に届きます。

〈授業の聴講〉

1．受入大学のスケジュールにより授業を聴講してください。担当教員のシラバス等に従い教科書等を入
手してください。

2．受入大学の担当部局より単位互換学生証が発行されます。

〈定期試験〉

1．定期試験は、受入大学の試験日程に従い受験してください。
2．止むを得ない理由で受験できなかった場合、受入大学にて追試験を受験することができます。
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〈追試験〉

1．以下の理由で定期試験を受験できなかった場合、本学教務部を経由の上、受入大学に「理由書」を提
出し、受入大学で許可を得ることで、追試験を受験することができます。

〈成績の評価〉

1．成績の評価は、受入大学の定めるところにより行われます。

（ア）本学と受入大学の定期試験日程が重複した場合
（イ）本学が追試験の対象として認めている理由の場合（提出書類あり）（第3－第3章　追試験対象）

2．90～100点までを「秀」、80～89点までを「優」、70～79点までを「良」、60～69点までを「可」、60点
未満を「不可」とし、「可」以上を合格点とします。

〈単位の認定・成績の通知〉

1．受入大学から送付される「成績通知書」に基づいて、教授会の議を経て、本学の授業科目として履修
により修得したものと見なします。

2．修得単位は、本学における「関連科目」として認定されます。
3．成績の通知は、本学の成績開示時期とします。

〈単位互換学生（特別聴講学生）に関する履修規程〉
第1条（趣旨）この規程は、本学学則第33条及び第57条の規定に基づく、単位互換学生（特別聴講学生）について必要な

事項について定める。
第2条（受入又は派遣）単位互換協定に基づき、他の大学等に在学する学生が本学の授業科目の履修及び単位修得を希望

するとき、又は本学に在学する学生が他の大学等の授業科目の履修及び単位修得を希望するときは、当該他の大学
等の学長と協議の上、単位互換学生（特別聴講学生）として受入又は派遣することができる。

第3条（入学の時期）入学の時期は、受入及び派遣とも、学年又は学期の始めとする。
第4条（入学志願）単位互換学生（特別聴講学生）として入学を志願する者は、所定の期日までに、願書に必要書類を添

えて、入学を志願する者が在学する学長に願い出なければならない。
第5条（入学又は派遣の許可）他の大学等の学長が推薦する学生で、本学の選考に合格した者、又は本学の学生で学内選

考並びに他の大学等における選考に合格した者について、入学又は派遣を許可する。
第6条（履修期間）履修期間は、半年又は1年とする。但し、1年次については後期からの履修とする。
第7条（履修単位）履修単位は、単年度内で10単位程度を限度とする。
第8条（授業料等）授業料等は徴収しない。但し、実験実習及び実技等に係る費用については、必要に応じて実費を徴収

する。
2　納付した費用は、原則として返還しない。

第9条（科目履修の方法）科目履修の方法は、単位互換協定による当該他の大学等の定めにより行われる授業を聴講する
ものとする。

第10条（単位修得の方法）単位修得の方法は、単位互換協定による当該他の大学等の定める試験等によるものとする。
第11条（成績の評価及び通知）単位互換協定による当該他の大学等の定める試験等で履修科目の単位を認定した者につい

ては、「成績通知書」により科目名、単位数、成績評価等について、所定の期日までに当該他の大学等の学長に通知
するものとする。

第12条（学則の準用）この規程に定めるもののほかは、本学並びに他の大学等の学則を準用する。
附　　　　　則

1　この規程は、平成16年 4月 1日より施行する。

（趣　旨）

第1条　この規程は、学則第56条に基づき、科目等履修生に関し必要な事項を定めるものとする。

（入学時期）

第2条　科目履修生の入学の時期は、学年または学期の始めとする。

（入学資格）

第3条　科目等履修生として入学することができる者は、次の各号の一に該当する者とする。

1．大学を卒業した者、および卒業見込みの者。

2．短期大学を卒業した者、および卒業見込みの者。

3．高等専門学校を卒業した者、および卒業見込みの者。

4．高等学校もしくは中等教育学校を卒業した者、および卒業見込みの者。

5．通常の課程による12年の学校教育を修了した者、および修了見込みの者。

6．文部科学大臣の定めるところにより、高等学校もしくは中等教育学校を卒業した者と同等以上の学

力があると認められた者。

1）外国において学校教育における12年の課程を修了した者またはこれに準ずる者で文部科学大臣

の指定した者。

2）文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有する者として認定した在外施設の当該課程を

修了した者。

3）専修学校の高等課程（修業年限が3年以上であること。その他の文部科学大臣が定める基準を

満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以降に修了

した者。

4）文部科学大臣の指定した者。

5）高等学校卒業程度認定試験規則による高等学校卒業程度認定試験に合格した者（旧規定による

大学入学資格検定に合格した者）。

6）学校教育法第90条第2項の規定により大学に入学した者にあって、当該者をその後に入学させ

る大学において、大学における教育を受けるにふさわしい学力があると認めた者。

7）高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると本学において認められた者で18歳に達した者。

（入学の出願）

第4条　科目等履修生を志願する者は、入学願書に所定の入学検定料および別に定める書類を添えて願い

出なければならない。

（入学者の選考）

第5条　前条の入学志願者については、別に定めるところにより選考を行う。

科目等履修生規程
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〈追試験〉

1．以下の理由で定期試験を受験できなかった場合、本学教務部を経由の上、受入大学に「理由書」を提
出し、受入大学で許可を得ることで、追試験を受験することができます。

〈成績の評価〉

1．成績の評価は、受入大学の定めるところにより行われます。

（ア）本学と受入大学の定期試験日程が重複した場合
（イ）本学が追試験の対象として認めている理由の場合（提出書類あり）（第3－第3章　追試験対象）

2．90～100点までを「秀」、80～89点までを「優」、70～79点までを「良」、60～69点までを「可」、60点
未満を「不可」とし、「可」以上を合格点とします。

〈単位の認定・成績の通知〉

1．受入大学から送付される「成績通知書」に基づいて、教授会の議を経て、本学の授業科目として履修
により修得したものと見なします。

2．修得単位は、本学における「関連科目」として認定されます。
3．成績の通知は、本学の成績開示時期とします。

〈単位互換学生（特別聴講学生）に関する履修規程〉
第1条（趣旨）この規程は、本学学則第33条及び第57条の規定に基づく、単位互換学生（特別聴講学生）について必要な

事項について定める。
第2条（受入又は派遣）単位互換協定に基づき、他の大学等に在学する学生が本学の授業科目の履修及び単位修得を希望

するとき、又は本学に在学する学生が他の大学等の授業科目の履修及び単位修得を希望するときは、当該他の大学
等の学長と協議の上、単位互換学生（特別聴講学生）として受入又は派遣することができる。

第3条（入学の時期）入学の時期は、受入及び派遣とも、学年又は学期の始めとする。
第4条（入学志願）単位互換学生（特別聴講学生）として入学を志願する者は、所定の期日までに、願書に必要書類を添

えて、入学を志願する者が在学する学長に願い出なければならない。
第5条（入学又は派遣の許可）他の大学等の学長が推薦する学生で、本学の選考に合格した者、又は本学の学生で学内選

考並びに他の大学等における選考に合格した者について、入学又は派遣を許可する。
第6条（履修期間）履修期間は、半年又は1年とする。但し、1年次については後期からの履修とする。
第7条（履修単位）履修単位は、単年度内で10単位程度を限度とする。
第8条（授業料等）授業料等は徴収しない。但し、実験実習及び実技等に係る費用については、必要に応じて実費を徴収

する。
2　納付した費用は、原則として返還しない。

第9条（科目履修の方法）科目履修の方法は、単位互換協定による当該他の大学等の定めにより行われる授業を聴講する
ものとする。

第10条（単位修得の方法）単位修得の方法は、単位互換協定による当該他の大学等の定める試験等によるものとする。
第11条（成績の評価及び通知）単位互換協定による当該他の大学等の定める試験等で履修科目の単位を認定した者につい

ては、「成績通知書」により科目名、単位数、成績評価等について、所定の期日までに当該他の大学等の学長に通知
するものとする。

第12条（学則の準用）この規程に定めるもののほかは、本学並びに他の大学等の学則を準用する。
附　　　　　則

1　この規程は、平成16年 4月 1日より施行する。

（趣　旨）

第1条　この規程は、学則第56条に基づき、科目等履修生に関し必要な事項を定めるものとする。

（入学時期）

第2条　科目履修生の入学の時期は、学年または学期の始めとする。

（入学資格）

第3条　科目等履修生として入学することができる者は、次の各号の一に該当する者とする。

1．大学を卒業した者、および卒業見込みの者。

2．短期大学を卒業した者、および卒業見込みの者。

3．高等専門学校を卒業した者、および卒業見込みの者。

4．高等学校もしくは中等教育学校を卒業した者、および卒業見込みの者。

5．通常の課程による12年の学校教育を修了した者、および修了見込みの者。

6．文部科学大臣の定めるところにより、高等学校もしくは中等教育学校を卒業した者と同等以上の学

力があると認められた者。

1）外国において学校教育における12年の課程を修了した者またはこれに準ずる者で文部科学大臣

の指定した者。

2）文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有する者として認定した在外施設の当該課程を

修了した者。

3）専修学校の高等課程（修業年限が3年以上であること。その他の文部科学大臣が定める基準を

満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以降に修了

した者。

4）文部科学大臣の指定した者。

5）高等学校卒業程度認定試験規則による高等学校卒業程度認定試験に合格した者（旧規定による

大学入学資格検定に合格した者）。

6）学校教育法第90条第2項の規定により大学に入学した者にあって、当該者をその後に入学させ

る大学において、大学における教育を受けるにふさわしい学力があると認めた者。

7）高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると本学において認められた者で18歳に達した者。

（入学の出願）

第4条　科目等履修生を志願する者は、入学願書に所定の入学検定料および別に定める書類を添えて願い

出なければならない。

（入学者の選考）

第5条　前条の入学志願者については、別に定めるところにより選考を行う。

科目等履修生規程
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（入学手続きおよび入学許可）

第6条

2　学長は、前項の入学手続きを完了した者に入学を許可する。

3　入学手続等を所定の期日までにしない場合は、入学の許可を取り消す。

（在学期間）

第7条　在学期間は、1年以内とする。

（諸納付金）

第8条　入学検定料、入学金、授業料、厚生費（学生保険）等は、別に定める（別表1）。

（実習費等）

第9

第10

第11

第12

条　前条のほか実験実習費等を徴収することがある（別表2）。

（諸納付金の返付）

条　納付した学費等の返戻に関しては、消費者契約法及びその他関係法規に基づき処理する。
（保証人）

条

（改姓等）

条

（試験および単位の授与等）

附　　　　　則
1．この規程は、平成4年4月1日より施行する。

2．この規程は、平成10年4月1日より施行する。

3．この規程は、平成18年4月1日より施行する。

4．この規程は、平成21年4月1日より施行する。

5．この規程は、令和4年4月1日から一部改正施行する。

　前条の選考の結果に基づき合格の通知を受けた者は、所定の期日までに保証人連署の「誓約書・

保証書・同意書」その他所定の書類を提出するとともに、入学諸納付金を納付しなければならない。

2

3　この規程に定めるものの他、保証人に関する必要な事項は、保証人に関する取扱規程を準用する。

　保証人は、その保証する学生の在学中本人が負担する学費につき、保証書記載額を限度に責任を

負うことのできる者で、保証人は1名とし、独立生計者とする。

　学生または保証人が改姓、改名、転籍、転居したときは、ただちに証明書類を添えてその旨を届

けなければならない。

第13条

（学則の準用）

　履修した授業科目については、試験を受けることができる。

第14条

（学則の準用）

　この規程に定めるもののほかは、学則等を準用する。

　保証人が死亡、その他の理由により、その責を負うことができないときは新たに保証人を定めな

おして身上変更届及び証明書類とともに保証書等を提出しなければならない。

2　前項の試験に合格した科目については、単位を与え、単位修得証明書を与えることができる。

（別表1）

 （単位：円）

項　　　　目 金　額 摘　要
入 学 検 定 料 20,000
入 学 金 30,000
授 業 料 15,000 1単位
厚 生 費 20,000

（別表 2）

 （単位：円）

項　　　　目 金　額 摘　要
教育実習費（幼  稚  園） 45,000 4週間
教育実習費（小学校）※1    41,000 4週間
教育実習費（中・高） 37,000 3週間
教育実習費（特別支援学校） 29,000 2週間
介 護 等 体 験 費 ※3 10,800
介護実習費（教職高校福祉科） 30,000 2週間
博 物 館 実 習 費 13,000
社会福祉士

（ソーシャルワーク）実習費 ※4 94,500

　　　※1 小学校教諭の免許状は一種を取得条件としています。

　　　※2 養護教諭一種免許状に関する「養護実習」「看護学臨床実習」は諸条件があるので要相談。

　　　※3 介護等体験費は別途テキスト代が必要となります。

　　　※4 社会福祉士（ソーシャルワーク）実習費は、実習時間によって異なります。
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（入学手続きおよび入学許可）

第6条

2　学長は、前項の入学手続きを完了した者に入学を許可する。

3　入学手続等を所定の期日までにしない場合は、入学の許可を取り消す。

（在学期間）

第7条　在学期間は、1年以内とする。

（諸納付金）

第8条　入学検定料、入学金、授業料、厚生費（学生保険）等は、別に定める（別表1）。

（実習費等）

第9

第10

第11

第12

条　前条のほか実験実習費等を徴収することがある（別表2）。

（諸納付金の返付）

条　納付した学費等の返戻に関しては、消費者契約法及びその他関係法規に基づき処理する。
（保証人）

条

（改姓等）

条

（試験および単位の授与等）

附　　　　　則
1．この規程は、平成4年4月1日より施行する。

2．この規程は、平成10年4月1日より施行する。

3．この規程は、平成18年4月1日より施行する。

4．この規程は、平成21年4月1日より施行する。

5．この規程は、令和4年4月1日から一部改正施行する。

　前条の選考の結果に基づき合格の通知を受けた者は、所定の期日までに保証人連署の「誓約書・

保証書・同意書」その他所定の書類を提出するとともに、入学諸納付金を納付しなければならない。

2

3　この規程に定めるものの他、保証人に関する必要な事項は、保証人に関する取扱規程を準用する。

　保証人は、その保証する学生の在学中本人が負担する学費につき、保証書記載額を限度に責任を

負うことのできる者で、保証人は1名とし、独立生計者とする。

　学生または保証人が改姓、改名、転籍、転居したときは、ただちに証明書類を添えてその旨を届

けなければならない。

第13条

（学則の準用）

　履修した授業科目については、試験を受けることができる。

第14条

（学則の準用）

　この規程に定めるもののほかは、学則等を準用する。

　保証人が死亡、その他の理由により、その責を負うことができないときは新たに保証人を定めな

おして身上変更届及び証明書類とともに保証書等を提出しなければならない。

2　前項の試験に合格した科目については、単位を与え、単位修得証明書を与えることができる。

（別表1）

 （単位：円）

項　　　　目 金　額 摘　要
入 学 検 定 料 20,000
入 学 金 30,000
授 業 料 15,000 1単位
厚 生 費 20,000

（別表 2）

 （単位：円）

項　　　　目 金　額 摘　要
教育実習費（幼  稚  園） 45,000 4週間
教育実習費（小学校）※1    41,000 4週間
教育実習費（中・高） 37,000 3週間
教育実習費（特別支援学校） 29,000 2週間
介 護 等 体 験 費 ※3 10,800
介護実習費（教職高校福祉科） 30,000 2週間
博 物 館 実 習 費 13,000
社会福祉士

（ソーシャルワーク）実習費 ※4 94,500

　　　※1 小学校教諭の免許状は一種を取得条件としています。

　　　※2 養護教諭一種免許状に関する「養護実習」「看護学臨床実習」は諸条件があるので要相談。

　　　※3 介護等体験費は別途テキスト代が必要となります。

　　　※4 社会福祉士（ソーシャルワーク）実習費は、実習時間によって異なります。
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聴 講 生 規 程

　学生又は保証人が改姓・改名・転籍・転居をしたときは、ただちに証明書類を添えてその旨を
届け出なければならない。

　聴講期間は 1 年以内とする。ただし、講義を継続したいときは許可を得て、 1 年以内の期間を
延長することができる。

　授業料は 1 単位 5,000 円とし、当該学期の始めの月の末日までに、当該分の授業料を納付しな
ければならない。

第1条　学則第55条第2項の規定に基づき、聴講生に関する規程を次のとおりとする。
（入学の時期）

（趣　旨）

第2条　入学の時期は、学年または学期の始めとする。 
（入学志願）

第3条　聴講生として入学を志願する者は、大学・短期大学・高等専門学校卒業生で次に掲げる書類に検
定料3,000円を添えて願い出なければならない。
1　本学所定の入学願書
2　履　歴　書
3　健康診断書（本学所定）
4　最終学校の卒業証明書
5　勤務先を有する者は、その所属長の承諾書

（入学者の選考）
第4条　聴講生の選考は、教授会の議を経て学長がこれを行う。

2　学長は、前項の入学手続きを完了した者に入学を許可する。

2

3　入学手続等を所定の期日までにしない場合は、入学を取り消す。

（入学手続及び入学許可）
第5条　

（保証人）
第6条

（改姓等）
第7条

（聴講期間）
第8条

（授業料）
第9条

　前条の選考結果に基づき合格の通知を受けた者は、所定の期日までに保証人連署の「誓約書・
保証書・同意書」その他所定の書類を提出するとともに、入学諸納付金を納付しなければならない。

　保証人は、その保証する学生の在学中本人が負担する学費につき、保証書記載額を限度に責任
を負うことのできる者で、保証人は1名とし、独立生計者とする。
　保証人が死亡、その他の理由により、その責を負うことができないときは新たに保証人を定め
なおして身上変更届及び証明書類とともに保証書等を提出しなければならない。

3　この規程に定めるものの他、保証人に関する必要な事項は、保証人に関する取扱規程を準用する。

（授業料の返付）
　納付した学費等の返戻に関しては、消費者契約法及びその他関係法規に基づき処理する。

（聴講証明書の授与）
第10条

　授業科目を聴講した者については、聴講証明書を与えることができる。
（学則の準用）

第11条

　この規程に定めるもののほか、学期、休業日、休学、復学、退学、除籍、教育課程、履修方法
等については、学則を準用する。

第12条

附　　　　　則
1．この規程は、昭和37年4月1日より施行する。
2．この規程は、昭和56年12月1日より施行する。
3．この規程は、平成2年12月1日より施行する。
4．この規程は、平成6年4月1日より施行する。
5．この規程は、平成8年4月1日より施行する。

 6 ．この規程は、平成9年4月1日より施行する。
 7 ．この規程は、平成10年4月1日より施行する。
 8 ．この規程は、平成18年4月1日より施行する。
 9 ．この規程は、令和4年4月1日から一部改正施行する。
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聴 講 生 規 程

　学生又は保証人が改姓・改名・転籍・転居をしたときは、ただちに証明書類を添えてその旨を
届け出なければならない。

　聴講期間は 1 年以内とする。ただし、講義を継続したいときは許可を得て、 1 年以内の期間を
延長することができる。

　授業料は 1 単位 5,000 円とし、当該学期の始めの月の末日までに、当該分の授業料を納付しな
ければならない。

第1条　学則第55条第2項の規定に基づき、聴講生に関する規程を次のとおりとする。
（入学の時期）

（趣　旨）

第2条　入学の時期は、学年または学期の始めとする。 
（入学志願）

第3条　聴講生として入学を志願する者は、大学・短期大学・高等専門学校卒業生で次に掲げる書類に検
定料3,000円を添えて願い出なければならない。
1　本学所定の入学願書
2　履　歴　書
3　健康診断書（本学所定）
4　最終学校の卒業証明書
5　勤務先を有する者は、その所属長の承諾書

（入学者の選考）
第4条　聴講生の選考は、教授会の議を経て学長がこれを行う。

2　学長は、前項の入学手続きを完了した者に入学を許可する。

2

3　入学手続等を所定の期日までにしない場合は、入学を取り消す。

（入学手続及び入学許可）
第5条　

（保証人）
第6条

（改姓等）
第7条

（聴講期間）
第8条

（授業料）
第9条

　前条の選考結果に基づき合格の通知を受けた者は、所定の期日までに保証人連署の「誓約書・
保証書・同意書」その他所定の書類を提出するとともに、入学諸納付金を納付しなければならない。

　保証人は、その保証する学生の在学中本人が負担する学費につき、保証書記載額を限度に責任
を負うことのできる者で、保証人は1名とし、独立生計者とする。
　保証人が死亡、その他の理由により、その責を負うことができないときは新たに保証人を定め
なおして身上変更届及び証明書類とともに保証書等を提出しなければならない。

3　この規程に定めるものの他、保証人に関する必要な事項は、保証人に関する取扱規程を準用する。

（授業料の返付）
　納付した学費等の返戻に関しては、消費者契約法及びその他関係法規に基づき処理する。

（聴講証明書の授与）
第10条

　授業科目を聴講した者については、聴講証明書を与えることができる。
（学則の準用）

第11条

　この規程に定めるもののほか、学期、休業日、休学、復学、退学、除籍、教育課程、履修方法
等については、学則を準用する。

第12条

附　　　　　則
1．この規程は、昭和37年4月1日より施行する。
2．この規程は、昭和56年12月1日より施行する。
3．この規程は、平成2年12月1日より施行する。
4．この規程は、平成6年4月1日より施行する。
5．この規程は、平成8年4月1日より施行する。

 6 ．この規程は、平成9年4月1日より施行する。
 7 ．この規程は、平成10年4月1日より施行する。
 8 ．この規程は、平成18年4月1日より施行する。
 9 ．この規程は、令和4年4月1日から一部改正施行する。
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聴講生を志願するにあたっては「聴講生規程」の定めるところによるほか、下記の事項に留意のうえ、

手続をしてください。

1　聴講科目および単位

聴講科目は講義科目を原則とします。なお、聴講科目の単位の合計は、1年につき20単位を超えるこ

とができません。

2　聴講期間

授業は原則として学年または学期単位ですので、通常4月入学の場合は9月または翌年3月まで、9

月入学の場合は翌年3月までとなります（具体的には、「授業時間表」によって承知してください）。なお、

聴講期間満了後、引続き特定の科目を聴講しようとする場合、または聴講期間満了前に退学しようとす

る場合には、それぞれ所定の手続を経て許可を受けてください。

3　入学願書の提出期限

前期入学の場合　　　3月下旬

後期入学の場合　　　6月下旬

聴講を継続しようとする場合に提出する「聴講継続願い」の提出期限は、聴講期間が満了する20日前

です。

4　入学手続

選考に合格すると、次の書類・学納金が必要ですので、あらかじめ準備しておいてください。

⑴　写真（カラー、4㎝×3㎝ 2枚）

⑵　誓 約 書・在学保証書（本学所定のもの）

⑶　入 学 金（5,000円）

⑷　授 業 料

入学手続等についてわからない場合には、教務部にお問い合せください。

5　その他

⑴　授業料

授業料の納付については、「聴講生規程」に定めますが、納付期限は厳守してください。なお、授

業料は財務部に納付してください。

⑵　諸連絡

授業、その他に関して聴講生に連絡すべき事項は、通常掲示をもってお知らせします（掲示の場合

は一般学生と共通）。

⑶　入学後の身上変更

履歴事項、住所、本籍、保証人、そのほかの身分上に関して変更が生じた場合には、すみやかに学

生生活支援課に届け出てください。

聴講生修学上の注意事項

　学生又は保証人が改姓・改名・転籍・転居をしたときは、ただちに証明書類を添えてその旨を
届け出なければならない。

　研究生の在学期間は原則として 1 年以内とする。ただし、継続したいときは許可を得て 1 年以
内の期間を延長することができる。

第1条 学則第 54 条第 3 項に基づき、研究生に関する規程を次のとおりとする
（入学定員）

（趣　旨）

第2条　研究生の定員は各学科に若干名とする。
（入学時期）

第3条　研究生の入学の時期は学年または学期の始めとする。
（入学志願者の提出書類等）

第4条

⑴　願 書
⑵　履 歴 書
⑶　健康診断書
⑷　卒業証明書
⑸　成績証明書
⑹　写真(カラー、4㎝×3㎝) 2 枚
⑺　勤務先を有する者はその所属長の承諾書
⑻　その他本学が必要とする書類

（入学者の選考）
第5条　研究生の選考は、教授会の議を経て学長がこれを行う。

2　学長は、前項の入学手続きを完了した者に入学を許可する。

2

3　入学手続等を所定の期日までにしない場合は、入学を取り消す。

（入学手続及び入学許可）
第6条　

（保証人）
第7条

（改姓等）
第8条

（在学期間）
第9条

（指導教員）

　前条の選考結果に基づき合格の通知を受けた者は、所定の期日までに保証人連署の「誓約書・
保証書・同意書」その他所定の書類を提出するとともに、入学諸納付金を納付しなければならない。

　保証人は、その保証する学生の在学中本人が負担する学費につき、保証書記載額を限度に責任
を負うことのできる者で、保証人は1名とし、独立生計者とする。

　研究生として入学を志願する者は、あらかじめ指導教員の承諾を得て、次の書類を添えて願い
出なければならない。

　保証人が死亡、その他の理由により、その責を負うことができないときは新たに保証人を定め
なおして身上変更届及び証明書類とともに保証書等を提出しなければならない。

3　この規程に定めるものの他、保証人に関する必要な事項は、保証人に関する取扱規程を準用する。
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聴講生を志願するにあたっては「聴講生規程」の定めるところによるほか、下記の事項に留意のうえ、

手続をしてください。

1　聴講科目および単位

聴講科目は講義科目を原則とします。なお、聴講科目の単位の合計は、1年につき20単位を超えるこ

とができません。

2　聴講期間

授業は原則として学年または学期単位ですので、通常4月入学の場合は9月または翌年3月まで、9

月入学の場合は翌年3月までとなります（具体的には、「授業時間表」によって承知してください）。なお、

聴講期間満了後、引続き特定の科目を聴講しようとする場合、または聴講期間満了前に退学しようとす

る場合には、それぞれ所定の手続を経て許可を受けてください。

3　入学願書の提出期限

前期入学の場合　　　3月下旬

後期入学の場合　　　6月下旬

聴講を継続しようとする場合に提出する「聴講継続願い」の提出期限は、聴講期間が満了する20日前

です。

4　入学手続

選考に合格すると、次の書類・学納金が必要ですので、あらかじめ準備しておいてください。

⑴　写真（カラー、4㎝×3㎝ 2枚）

⑵　誓 約 書・在学保証書（本学所定のもの）

⑶　入 学 金（5,000円）

⑷　授 業 料

入学手続等についてわからない場合には、教務部にお問い合せください。

5　その他

⑴　授業料

授業料の納付については、「聴講生規程」に定めますが、納付期限は厳守してください。なお、授

業料は財務部に納付してください。

⑵　諸連絡

授業、その他に関して聴講生に連絡すべき事項は、通常掲示をもってお知らせします（掲示の場合

は一般学生と共通）。

⑶　入学後の身上変更

履歴事項、住所、本籍、保証人、そのほかの身分上に関して変更が生じた場合には、すみやかに学

生生活支援課に届け出てください。

聴講生修学上の注意事項

　学生又は保証人が改姓・改名・転籍・転居をしたときは、ただちに証明書類を添えてその旨を
届け出なければならない。

　研究生の在学期間は原則として 1 年以内とする。ただし、継続したいときは許可を得て 1 年以
内の期間を延長することができる。

第1条 学則第 54 条第 3 項に基づき、研究生に関する規程を次のとおりとする
（入学定員）

（趣　旨）

第2条　研究生の定員は各学科に若干名とする。
（入学時期）

第3条　研究生の入学の時期は学年または学期の始めとする。
（入学志願者の提出書類等）

第4条

⑴　願 書
⑵　履 歴 書
⑶　健康診断書
⑷　卒業証明書
⑸　成績証明書
⑹　写真(カラー、4㎝×3㎝) 2 枚
⑺　勤務先を有する者はその所属長の承諾書
⑻　その他本学が必要とする書類

（入学者の選考）
第5条　研究生の選考は、教授会の議を経て学長がこれを行う。

2　学長は、前項の入学手続きを完了した者に入学を許可する。

2

3　入学手続等を所定の期日までにしない場合は、入学を取り消す。

（入学手続及び入学許可）
第6条　

（保証人）
第7条

（改姓等）
第8条

（在学期間）
第9条

（指導教員）

　前条の選考結果に基づき合格の通知を受けた者は、所定の期日までに保証人連署の「誓約書・
保証書・同意書」その他所定の書類を提出するとともに、入学諸納付金を納付しなければならない。

　保証人は、その保証する学生の在学中本人が負担する学費につき、保証書記載額を限度に責任
を負うことのできる者で、保証人は1名とし、独立生計者とする。

　研究生として入学を志願する者は、あらかじめ指導教員の承諾を得て、次の書類を添えて願い
出なければならない。

　保証人が死亡、その他の理由により、その責を負うことができないときは新たに保証人を定め
なおして身上変更届及び証明書類とともに保証書等を提出しなければならない。

3　この規程に定めるものの他、保証人に関する必要な事項は、保証人に関する取扱規程を準用する。
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区　　分 検 定 料 研 究 料
（月　　額） 入 学 金

本学卒業生 3,000円 10,000円 5,000円

一 般 3,000円 15,000円 5,000円

　研究生は専任教員の指導の下で研究を行わなければならない。必要がある場合は指導教員を経
て、関連科目担当教員の承諾を得て授業を聴くことができる。

⑴　諸納金は前納とする。納付した学費等の返戻に関しては、消費者契約法及びその他関係法規
に 基づき処理する。 

（諸納付金）

第10条

　研究生の学費は次のとおりとする

（在籍証明書）

第11条

　研究生には、研究期間在籍証明書を発行することができる。
（学則の準用）

第12条

　研究生には、本規則のほか一般学生に関する学則を準用する。第13条

附　　　　　則
1．この規程は昭和53年10月1日から施行する。
2．この規程は平成2年12月1日から施行する。
3．この規程は平成10年4月1日から施行する。
4．この規程は平成18年4月1日から施行する。
5．この規程は令和4年4月1日から一部改正施行する。

（目　的）
第1条　この規程は、本学の私費外国人留学生（以下「留学生」という）の学費を減免することによって、

留学生の経済的負担を軽減し、本学における教育の国際化に寄与することを目的とする。
（減免の対象者）

第2条　減免の対象者は、本学の学部もしくは大学院の正規課程に入学し又は在籍する留学生で経済的理
由により学業の継続が困難な状況にある者とする。ただし、次に該当する者は除く。

　　⑴　成業の見込みがないと認められる者
　　⑵　留年した者。ただし、病気その他やむを得ない事由により留年した者は除く。
（減免の復活）

第3条　前条第2号の留年により減免の対象者から除外された者が、その後進級した場合、及び休学した
者が復学した場合には、再度減免の対象者とすることができる。

（減免の期間）
第4条　減免の期間は1年とし、通算した期間が学部においては4年、大学院においては修士課程2年、

博士課程3年をこえないものとする。
（減免の額）

第5条　減免の額は、原則として、学部又は大学院の学費の5割以内とする。
（減免の申請）

第6条　減免の申請をする者は、経済状況等を詳細に記載した所定の申請書等を提出しなければならない。
（面接の実施）

第7条　減免選考にあたっては、面接を実施する。
（減免の選考）

第8条　減免の選考は、提出された申請書、添付書類及び面接の結果等を総合的に斟酌して行う。
（減免対象者および減免額の決定）

第9条　減免対象者の数と減免額は、申請者数や事業執行年度の予算との相関、内外諸状況勘案し、その
都度決定するものとする。

　　2　前項の決定は、部長学科長会議の議を経て学長が行う。
（細則）

第10条　この規程の実施に必要な事項は別に定める。
（規程の改正）

第11条　この規程の改正は、部長学科長会議の議を経て学長が行う。
附　　　　　則

　　1．この規程は、平成14年4月1日より施行する。
　　2．この規程は、平成16年4月1日より一部改正施行する。
　　3．この規程は、平成25年4月1日より一部改正施行する。

東北福祉大学私費外国人留学生学費等減免規程
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区　　分 検 定 料 研 究 料
（月　　額） 入 学 金

本学卒業生 3,000円 10,000円 5,000円

一 般 3,000円 15,000円 5,000円

　研究生は専任教員の指導の下で研究を行わなければならない。必要がある場合は指導教員を経
て、関連科目担当教員の承諾を得て授業を聴くことができる。

⑴　諸納金は前納とする。納付した学費等の返戻に関しては、消費者契約法及びその他関係法規
に 基づき処理する。 

（諸納付金）
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（在籍証明書）

第11条

　研究生には、研究期間在籍証明書を発行することができる。
（学則の準用）
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　研究生には、本規則のほか一般学生に関する学則を準用する。第13条
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2．この規程は平成2年12月1日から施行する。
3．この規程は平成10年4月1日から施行する。
4．この規程は平成18年4月1日から施行する。
5．この規程は令和4年4月1日から一部改正施行する。

（目　的）
第1条　この規程は、本学の私費外国人留学生（以下「留学生」という）の学費を減免することによって、

留学生の経済的負担を軽減し、本学における教育の国際化に寄与することを目的とする。
（減免の対象者）

第2条　減免の対象者は、本学の学部もしくは大学院の正規課程に入学し又は在籍する留学生で経済的理
由により学業の継続が困難な状況にある者とする。ただし、次に該当する者は除く。

　　⑴　成業の見込みがないと認められる者
　　⑵　留年した者。ただし、病気その他やむを得ない事由により留年した者は除く。
（減免の復活）

第3条　前条第2号の留年により減免の対象者から除外された者が、その後進級した場合、及び休学した
者が復学した場合には、再度減免の対象者とすることができる。

（減免の期間）
第4条　減免の期間は1年とし、通算した期間が学部においては4年、大学院においては修士課程2年、

博士課程3年をこえないものとする。
（減免の額）

第5条　減免の額は、原則として、学部又は大学院の学費の5割以内とする。
（減免の申請）

第6条　減免の申請をする者は、経済状況等を詳細に記載した所定の申請書等を提出しなければならない。
（面接の実施）

第7条　減免選考にあたっては、面接を実施する。
（減免の選考）

第8条　減免の選考は、提出された申請書、添付書類及び面接の結果等を総合的に斟酌して行う。
（減免対象者および減免額の決定）

第9条　減免対象者の数と減免額は、申請者数や事業執行年度の予算との相関、内外諸状況勘案し、その
都度決定するものとする。

　　2　前項の決定は、部長学科長会議の議を経て学長が行う。
（細則）

第10条　この規程の実施に必要な事項は別に定める。
（規程の改正）

第11条　この規程の改正は、部長学科長会議の議を経て学長が行う。
附　　　　　則

　　1．この規程は、平成14年4月1日より施行する。
　　2．この規程は、平成16年4月1日より一部改正施行する。
　　3．この規程は、平成25年4月1日より一部改正施行する。

東北福祉大学私費外国人留学生学費等減免規程
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⑴　本学に4年以上在学した者で卒業に必要な単位が不足しているために留年する学生の取扱いは、この

内規の定めるところによります。

⑵　留年した学生の卒業時期は不足科目の単位充足時とし、原則として9月末および3月末の年2回とし

ます。

⑶　留年した学生が不足単位を履修する方法は当該学部学科の履修方法によるものとします。

⑷　留年した学生が卒業のための不足単位を履修する場合の学費は次のとおりです。

1）卒業に必要な単位数が30以下の学生の学費は次のようになります。

①授業料は1単位につき15,000円とします。

②施設設備資金・教育環境整備費はそれぞれ半額としますが、厚生費・後援会費は減額されません。

③実験施設維持費・実習費については別途算出されます。

2）卒業に必要な単位数が31以上の学生の学費は次のようになります。

①卒業に必要な不足単位が前期のみで習得できる場合の授業料は前期分とします。

②卒業に必要な不足単位の修得に1年を要する場合の授業料は1年分とします。

③施設設備資金・教育環境整備費はそれぞれ半額としますが、厚生費・後援会費は減額されません。

④実験施設維持費・実習費については別途算出されます。

留年学生に対する取扱い
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（４）授業科目
本学の教育課程は大きく２つから編成されています。１つは全学に共通し提供される基盤教育科目、もう１つ
は学科の専門分野におけるの基礎・発展について学修する専門教育科目です。

　専門教育科目
学科の特徴を踏まえ専門教育を修得するために体系的に学修できる科目です。

基盤教育科目
広い意味での「教養」を涵養する枠組みであり、学びが生活の中でどのように活用できるかなど、総合的・
多角的な見方と、生涯にわたり学び続ける姿勢と能力を身につけることを目的としています。

①専門基礎科目：学科の専門基礎となる分野・領域について学ぶ科目
②専門基幹科目：専門基礎科目の学びをもとに、専門的な理論と技術について学ぶ科目
③専門発展科目：各自の専門性についてさらに広く、且つ深く学ぶことができる科目
④関連科目：学科に属さない各種資格取得や多様な学びに応える科目

（１）開講学期・期間・回数
本学の授業は、前期と後期の二学期に分かれています。
前期は４月１日から９月中旬まで、後期は９月中旬から翌年の３月３１日までです。
授業によっては、以下のように開講期間が異なります。

開講学期
開講パターン

前期

後期

通年

前期Ⅰ期／後期Ⅰ期

前期Ⅱ期／後期Ⅱ期

集中講義

開講期間 授業回数
（※講義科目の場合） 備考

（３）単位・授業回数
単位の設定は、その種類に応じ、次に掲げる基準によって定められています。
授業時間数は同じであっても、その授業形態によって単位の計算は異なります。
本学では、1授業時間を90分とし、１授業あたり2時間分として計算しています。

授業時間と授業時間外学修を合わせて1 単位45時間の学修内容が標準と定められています。

授　業　形　態

講義（半期／通年）

演習・外国語・実技

実験・実習

２単位／４単位

２単位

１単位

１５回／３０回

３０回

１５回

単 位 数 授 業 回 数

（２）学年暦・授業日程
UNIVERSAL PASSPORT（通称：UNIPA）で確認してください。（P.75参照）授業日数を確保するため、土・
祝祭日にも授業を行う場合もあります。毎年3月に、UNIPAで新年度の学年暦・授業日程が確認できるよう
になります。

ユニパ
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（４）授業科目
本学の教育課程は大きく２つから編成されています。１つは全学に共通し提供される基盤教育科目、もう１つ
は学科の専門分野におけるの基礎・発展について学修する専門教育科目です。

　専門教育科目
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④関連科目：学科に属さない各種資格取得や多様な学びに応える科目

（１）開講学期・期間・回数
本学の授業は、前期と後期の二学期に分かれています。
前期は４月１日から９月中旬まで、後期は９月中旬から翌年の３月３１日までです。
授業によっては、以下のように開講期間が異なります。
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後期

通年

前期Ⅰ期／後期Ⅰ期

前期Ⅱ期／後期Ⅱ期

集中講義

開講期間 授業回数
（※講義科目の場合） 備考

（３）単位・授業回数
単位の設定は、その種類に応じ、次に掲げる基準によって定められています。
授業時間数は同じであっても、その授業形態によって単位の計算は異なります。
本学では、1授業時間を90分とし、１授業あたり2時間分として計算しています。

授業時間と授業時間外学修を合わせて1 単位45時間の学修内容が標準と定められています。

授　業　形　態

講義（半期／通年）

演習・外国語・実技

実験・実習

２単位／４単位
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（２）学年暦・授業日程
UNIVERSAL PASSPORT（通称：UNIPA）で確認してください。（P.75参照）授業日数を確保するため、土・
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（９）教室の変更
履修登録期間が終了し、履修登録が確定するまでは、教室を変更する場合があります。
第２回目の授業時までは、必ずUNIPAの「学生時間割表」にて教室変更の有無を確認してから、移動してくだ
さい。その他、急遽変更になった場合、UNIPAにてお知らせします。

１.必修科目
　学部・学科の学びの目標を実現するために、必ず履修しなければならない科目
２.選択必修科目
　指定された複数の科目（枠組みの中）から指定の単位数を選択し、必ず履修しなければならない科目
３.選択科目
　自由に選択することができる科目

（６）履修登録数の上限（年間）

（５）科目の種類

学士取得（卒業）のためには、本学に4年以上（学則第18条）在学し、諸条件を満たした上で卒業所要単位数
１２４単位（保健看護学科は１２５単位）を修得しなければなりません。各学年１年間に履修登録し、単位修
得ができる単位数には上限があります。それを超えて履修することはできません。これは、無理のない履修計
画を立て、学修成果を高めるためです。

【留意事項】
１年間に履修しなければならない科目数は、４年次を除き１０科目以上です。
原則として１年間の修得単位数が３３単位以上修得するように努力してください。
※修得単位数と履修登録数（年間４６単位履修可能）を間違えないようにしてください。
また、次の基準に該当する場合は、実情に応じて、リエゾンゼミ担当教員や関係教職員の学修面談を受ける
ことになります。

年間登録数の上限

卒業所要登録単位数

GPA2.5以上(※１）

資格取得（※2）

46単位 46単位 46単位

50単位

54単位

50単位

54単位

1 年

46単位

50単位

54単位

2 年 3 年 4 年

※１ 前年度のGPAが2.5以上の場合、定められた単位数に加えて4単位まで履修することができます。
 GPA値は、前年度末日時点とします。（保健看護学科・リハビリテーション学科は対象外）

※２以下の資格取得希望者および教育学科一部コースにおいては、５４単位を上限とします。
　　社会福祉士＋保育士
　　社会福祉士＋精神保健福祉士
　　社会福祉士＋介護福祉士
　　教育学科初等教育専攻小幼コース
　　教育学科中等教育専攻社会科コース

※資格取得を放棄した場合は、４６単位を
　上限とする場合があります。

24単位未満 78単位未満 124単位未満48単位未満

8：40～10：10 10：25～11：55 12：35～14：05 14：20～15：50 16：05～17：35 17：50～19：20

（７）授業時間
本学の１授業時間は90分で行われます。

（８）教室の表示方法
時間割表上の教室表示は、次のとおりです。　※S：ステーションキャンパス

建物名 階数

例）321教室…3号館2階1番教室

建物名 階数

例）S５0１教室…ステーションキャンパス5階1番教室

（10）休講・補講について
【休講】
担当教員の出張、その他やむを得ない事由で授業を休講することがあります。
また、気象警報や自然災害での交通機関の運休（※）、大学が被害を受けた際には休講の措置をとる場合も
あります。
※P.42【緊急時における授業等の取り扱い】を参照してください。
【補講】
休講により、授業時間数が満たない場合、学年暦で定められた補講日に実施します。履修者は、通常の授業
同様に出席しなければなりません。補講の時限や教室は、通常の授業時間とは異なる場合がありますので
注意してください。

なお、休講・補講に関する情報は原則、UNIPAでお知らせします。
ただし、緊急時は当日の判断になることもあるため、UNIPAおよびホームページにて確認してください。

（11）授業の欠席
授業を欠席する際は、学校保健安全法施行規則第18条に基づく感染症（QR参照）に罹患した場合以外は、
原則、大学への電話連絡は不要です。
その他、授業の欠席に関する取扱いについては、科目担当教員の指示に
従ってください。詳細についてはQRで確認してください。
https://www.tfu.ac.jp/students/s9n3gg000000bwxz.html

（12）授業受講上の留意事項
・授業中の私語、飲食は禁止です。また、他の受講学生の迷惑になるような行動や授業に支障が出るような
行為は慎んでください。

・授業中のスマートフォン等での録音や写真・動画撮影は、教員の許可なく行ってはいけません。必ず担当教
員に撮影の可否を確認してください。

　授業中、体調不良または気分が悪くなり離席する必要がある場合は、担当教員に相談してください。

（13）授業に関する質問
本学では、専任教員が学生からの質問や相談に応じる時間を設けています。（オフィスアワー）
UNIPAトップ画面→履修授業→教員氏名→教員スケジュールに「オフィスアワー」と記載されている時間帯
は教員が研究室に在室しています。シラバスの備考欄に、研究室の場所が載っていますので確認の上、訪問
してください。事前にUNIPAのQ&Aで連絡をしてから訪問をすることをお勧めします。
非常勤講師については、授業開始前・終了後の時間を活用もしくは、UNIPAのQ&Aにて質問してください。

（15）履修科目の取消・追加について
履修登録にて申請した科目のうち、やむを得えず履修を取りやめたい場合は、取り消し期間に限り申請ができ
ます。
ただし、取消申請をして、年間の修得単位数が３３単位を下回らないように注意してください。

前期・後期の指定期間に当該年度の履修科目の取消・追加を行うことができます。申請期間についてのお知らせは
UNIPAから行われます。
前期科目を後期の指定の期間に取り消すことはできません。
リエゾンゼミⅠ～Ⅳは取り消すことができません。
学部学科等により、取消除外科目を指定している場合があります。その場合は、UNIPAにて別途お知らせします。
事由によっては、取消が認められないこともあります。そのため、履修計画を立て、学修に真摯に取り組んでくだ
さい。
抽選科目やクラス指定等がある科目などは、追加登録不可となります。
履修科目の取消・追加を希望する場合は、教務課より「履修取消願」「履修追加願」の用紙を受け取り、必要事項
を記入して、指定の期間内に教務課に提出して下さい。期間外は一切認められません。
休学する場合は、休学等の願い出を行う際、教務課で履修科目の取消の手続きをして下さい。
その他、病気等のやむを得ない事由により履修科目の取消を希望する場合は、教務課に相談してください。
履修取消をせずに履修放棄をすると、GPAが低くなります。

①

②
③
④
⑤

⑥
⑦

⑧
⑨
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（14）履修相談・学修相談について
履修や学修についての相談は、リエゾンゼミ・演習の担当教員または教務課窓口で対応します。



69

（９）教室の変更
履修登録期間が終了し、履修登録が確定するまでは、教室を変更する場合があります。
第２回目の授業時までは、必ずUNIPAの「学生時間割表」にて教室変更の有無を確認してから、移動してくだ
さい。その他、急遽変更になった場合、UNIPAにてお知らせします。

１.必修科目
　学部・学科の学びの目標を実現するために、必ず履修しなければならない科目
２.選択必修科目
　指定された複数の科目（枠組みの中）から指定の単位数を選択し、必ず履修しなければならない科目
３.選択科目
　自由に選択することができる科目

（６）履修登録数の上限（年間）

（５）科目の種類

学士取得（卒業）のためには、本学に4年以上（学則第18条）在学し、諸条件を満たした上で卒業所要単位数
１２４単位（保健看護学科は１２５単位）を修得しなければなりません。各学年１年間に履修登録し、単位修
得ができる単位数には上限があります。それを超えて履修することはできません。これは、無理のない履修計
画を立て、学修成果を高めるためです。

【留意事項】
１年間に履修しなければならない科目数は、４年次を除き１０科目以上です。
原則として１年間の修得単位数が３３単位以上修得するように努力してください。
※修得単位数と履修登録数（年間４６単位履修可能）を間違えないようにしてください。
また、次の基準に該当する場合は、実情に応じて、リエゾンゼミ担当教員や関係教職員の学修面談を受ける
ことになります。

年間登録数の上限

卒業所要登録単位数

GPA2.5以上(※１）

資格取得（※2）

46単位 46単位 46単位

50単位

54単位

50単位

54単位

1 年

46単位

50単位

54単位

2 年 3 年 4 年

※１ 前年度のGPAが2.5以上の場合、定められた単位数に加えて4単位まで履修することができます。
 GPA値は、前年度末日時点とします。（保健看護学科・リハビリテーション学科は対象外）

※２以下の資格取得希望者および教育学科一部コースにおいては、５４単位を上限とします。
　　社会福祉士＋保育士
　　社会福祉士＋精神保健福祉士
　　社会福祉士＋介護福祉士
　　教育学科初等教育専攻小幼コース
　　教育学科中等教育専攻社会科コース

※資格取得を放棄した場合は、４６単位を
　上限とする場合があります。

24単位未満 78単位未満 124単位未満48単位未満

8：40～10：10 10：25～11：55 12：35～14：05 14：20～15：50 16：05～17：35 17：50～19：20

（７）授業時間
本学の１授業時間は90分で行われます。

（８）教室の表示方法
時間割表上の教室表示は、次のとおりです。　※S：ステーションキャンパス

建物名 階数

例）321教室…3号館2階1番教室

建物名 階数

例）S５0１教室…ステーションキャンパス5階1番教室

（10）休講・補講について
【休講】
担当教員の出張、その他やむを得ない事由で授業を休講することがあります。
また、気象警報や自然災害での交通機関の運休（※）、大学が被害を受けた際には休講の措置をとる場合も
あります。
※P.42【緊急時における授業等の取り扱い】を参照してください。
【補講】
休講により、授業時間数が満たない場合、学年暦で定められた補講日に実施します。履修者は、通常の授業
同様に出席しなければなりません。補講の時限や教室は、通常の授業時間とは異なる場合がありますので
注意してください。

なお、休講・補講に関する情報は原則、UNIPAでお知らせします。
ただし、緊急時は当日の判断になることもあるため、UNIPAおよびホームページにて確認してください。

（11）授業の欠席
授業を欠席する際は、学校保健安全法施行規則第18条に基づく感染症（QR参照）に罹患した場合以外は、
原則、大学への電話連絡は不要です。
その他、授業の欠席に関する取扱いについては、科目担当教員の指示に
従ってください。詳細についてはQRで確認してください。
https://www.tfu.ac.jp/students/s9n3gg000000bwxz.html

（12）授業受講上の留意事項
・授業中の私語、飲食は禁止です。また、他の受講学生の迷惑になるような行動や授業に支障が出るような
行為は慎んでください。

・授業中のスマートフォン等での録音や写真・動画撮影は、教員の許可なく行ってはいけません。必ず担当教
員に撮影の可否を確認してください。

　授業中、体調不良または気分が悪くなり離席する必要がある場合は、担当教員に相談してください。

（13）授業に関する質問
本学では、専任教員が学生からの質問や相談に応じる時間を設けています。（オフィスアワー）
UNIPAトップ画面→履修授業→教員氏名→教員スケジュールに「オフィスアワー」と記載されている時間帯
は教員が研究室に在室しています。シラバスの備考欄に、研究室の場所が載っていますので確認の上、訪問
してください。事前にUNIPAのQ&Aで連絡をしてから訪問をすることをお勧めします。
非常勤講師については、授業開始前・終了後の時間を活用もしくは、UNIPAのQ&Aにて質問してください。

（15）履修科目の取消・追加について
履修登録にて申請した科目のうち、やむを得えず履修を取りやめたい場合は、取り消し期間に限り申請ができ
ます。
ただし、取消申請をして、年間の修得単位数が３３単位を下回らないように注意してください。

前期・後期の指定期間に当該年度の履修科目の取消・追加を行うことができます。申請期間についてのお知らせは
UNIPAから行われます。
前期科目を後期の指定の期間に取り消すことはできません。
リエゾンゼミⅠ～Ⅳは取り消すことができません。
学部学科等により、取消除外科目を指定している場合があります。その場合は、UNIPAにて別途お知らせします。
事由によっては、取消が認められないこともあります。そのため、履修計画を立て、学修に真摯に取り組んでくだ
さい。
抽選科目やクラス指定等がある科目などは、追加登録不可となります。
履修科目の取消・追加を希望する場合は、教務課より「履修取消願」「履修追加願」の用紙を受け取り、必要事項
を記入して、指定の期間内に教務課に提出して下さい。期間外は一切認められません。
休学する場合は、休学等の願い出を行う際、教務課で履修科目の取消の手続きをして下さい。
その他、病気等のやむを得ない事由により履修科目の取消を希望する場合は、教務課に相談してください。
履修取消をせずに履修放棄をすると、GPAが低くなります。

①

②
③
④
⑤

⑥
⑦

⑧
⑨
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（14）履修相談・学修相談について
履修や学修についての相談は、リエゾンゼミ・演習の担当教員または教務課窓口で対応します。
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　シラバスでは、教員が授業科目に関する情報（何のために何をどのように学び、何ができるようになるのか）を
明確にしています。履修科目を選択する際には、UNIPAの「シラバス照会」を確認し、授業内容について把握し
た上で、学修の準備をしてください。

≪留意点≫
「受講する時の留意点」に欠格条件（試験が受験できない条件、単位が修得できない条件）について明記していな
い場合であっても、試験規程第6条により、その授業科目につき、1/3以上欠席した者は、欠格条件に該当しま
す。
・「授業計画」の16回目（定期試験）は授業時間には含みません。
・「備考」で、ルーブリック評価の活用について明記がない場合でも、グループディスカッション、問題解決学習、
　　プレゼンテーション、レポート等の学習にルーブリックを活用することが望まれます。

詳しくは、本学ホームページ＞在学生＞ルーブリックをご覧ください。
https://www.tfu.ac.jp/students/rubric.html

（３）試験の受験資格
　定期試験では、受講している全学生が受けられるわけではありません。
以下に該当する場合は無資格者の対象となり、試験を受けることができません。
・開講実回数の1/3以上を欠席した者　・Web履修登録をしていない者　・学費未納者

（４）定期試験に関する留意事項
・試験時には、必ず学生証を持参し試験開始前には、机上に置いてください。
・学生証を忘失した場合は、教務課にて仮学生証（300円）の発行手続きを行ってください。
・携帯電話、スマートフォンやウェアラブル端末は電源を切り、カバン等に入れて机の下に置いてください。
・試験開始後20分以上、遅刻した者は入室ができません。

（５）不正行為
不正行為があった場合、即時処分として一部または全科目を無効とし、その他の処分は教授会で決定され
ます。
また、机上に指定物以外を置くなど、不正行為と見受けられる行動は慎んでください。

（６）追試験
本学の追試験は、P.47の「第３章　追試験」の対象となる事由に該当する場合に限り受験が可能です。追試験を受験
する場合は、追試申込期間に事由を証明する書類を添えて教務課で手続きをしてください。

（１）試験時間
定期試験は、通常授業時間とは異なり、以下の試験時間にて実施します。（50分）

・定期試験では、通常使用している教室と異なることがありますので注意してください。
　また、学籍番号や学科指定などにより教室が異なりますので、試験時間割表にて教室の確認をしてください。

定期試験は、年２回実施します。前期試験は７月下旬、後期試験は１月下旬の講義終了後に設定されている、定期
試験期間に実施します。通年科目によっては年１回とすることもあります。
また、授業科目によっては、授業時間内にて実施される場合もあります。

（２）試験方法
試験の方法は、筆記試験・実技試験・レポート試験に区分され、授業科目によって試験内容は異なります。
詳しくは、各授業のシラバス「成績評価の方法と基準」を確認してください。

【レポート試験】レポート試験を提出する際は、担当教員からの指定がない
限り、右記のように「表紙」を添えて提出をしてください。
①「授業科目名」　 　
②「担当教員名」
③「レポートの表題」
④「学部・学科・学年」
⑤「学籍番号」　
⑥「氏名」
⑦「提出期日」
また、UNIVERSAL PASSPORTの課題管理で提出する場合は、提出履歴
（提出完了画面のスクリーンショット等）と提出した課題レポートデータ
を保存してください。

【筆記試験・実技試験】担当教員の指示のもと、試験を受けてください。

左上を
ホチキスで
とじる。

表紙の例

①「〇〇〇〇〇」
② 〇〇〇〇 先生

   ③「〇〇〇〇〇〇」

④学部学科学年
⑤学籍番号
⑥氏名
⑦〇年〇月〇日
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　シラバスでは、教員が授業科目に関する情報（何のために何をどのように学び、何ができるようになるのか）を
明確にしています。履修科目を選択する際には、UNIPAの「シラバス照会」を確認し、授業内容について把握し
た上で、学修の準備をしてください。

≪留意点≫
「受講する時の留意点」に欠格条件（試験が受験できない条件、単位が修得できない条件）について明記していな
い場合であっても、試験規程第6条により、その授業科目につき、1/3以上欠席した者は、欠格条件に該当しま
す。
・「授業計画」の16回目（定期試験）は授業時間には含みません。
・「備考」で、ルーブリック評価の活用について明記がない場合でも、グループディスカッション、問題解決学習、
　　プレゼンテーション、レポート等の学習にルーブリックを活用することが望まれます。

詳しくは、本学ホームページ＞在学生＞ルーブリックをご覧ください。
https://www.tfu.ac.jp/students/rubric.html

（３）試験の受験資格
　定期試験では、受講している全学生が受けられるわけではありません。
以下に該当する場合は無資格者の対象となり、試験を受けることができません。
・開講実回数の1/3以上を欠席した者　・Web履修登録をしていない者　・学費未納者

（４）定期試験に関する留意事項
・試験時には、必ず学生証を持参し試験開始前には、机上に置いてください。
・学生証を忘失した場合は、教務課にて仮学生証（300円）の発行手続きを行ってください。
・携帯電話、スマートフォンやウェアラブル端末は電源を切り、カバン等に入れて机の下に置いてください。
・試験開始後20分以上、遅刻した者は入室ができません。

（５）不正行為
不正行為があった場合、即時処分として一部または全科目を無効とし、その他の処分は教授会で決定され
ます。
また、机上に指定物以外を置くなど、不正行為と見受けられる行動は慎んでください。

（６）追試験
本学の追試験は、P.47の「第３章　追試験」の対象となる事由に該当する場合に限り受験が可能です。追試験を受験
する場合は、追試申込期間に事由を証明する書類を添えて教務課で手続きをしてください。

（１）試験時間
定期試験は、通常授業時間とは異なり、以下の試験時間にて実施します。（50分）

・定期試験では、通常使用している教室と異なることがありますので注意してください。
　また、学籍番号や学科指定などにより教室が異なりますので、試験時間割表にて教室の確認をしてください。

定期試験は、年２回実施します。前期試験は７月下旬、後期試験は１月下旬の講義終了後に設定されている、定期
試験期間に実施します。通年科目によっては年１回とすることもあります。
また、授業科目によっては、授業時間内にて実施される場合もあります。

（２）試験方法
試験の方法は、筆記試験・実技試験・レポート試験に区分され、授業科目によって試験内容は異なります。
詳しくは、各授業のシラバス「成績評価の方法と基準」を確認してください。

【レポート試験】レポート試験を提出する際は、担当教員からの指定がない
限り、右記のように「表紙」を添えて提出をしてください。
①「授業科目名」　 　
②「担当教員名」
③「レポートの表題」
④「学部・学科・学年」
⑤「学籍番号」　
⑥「氏名」
⑦「提出期日」
また、UNIVERSAL PASSPORTの課題管理で提出する場合は、提出履歴
（提出完了画面のスクリーンショット等）と提出した課題レポートデータ
を保存してください。

【筆記試験・実技試験】担当教員の指示のもと、試験を受けてください。

左上を
ホチキスで
とじる。

表紙の例

①「〇〇〇〇〇」
② 〇〇〇〇 先生

   ③「〇〇〇〇〇〇」

④学部学科学年
⑤学籍番号
⑥氏名
⑦〇年〇月〇日
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１）GPA の適用除外科目
GPAの適用除外科目は以下になります。
① 認定科目（「認定・不認定」等で評価する科目）
② 編入学又は転入学した際の単位認定科目
③ 本学入学前に修得した単位認定科目
④ 留学により修得した単位認定科目
⑤ 外国語特別単位認定制度により修得した単位認定科目
⑥「学都仙台単位互換ネットワークに関する協定」により他大学で修得した科目
⑦ 履修取消期間中に履修取消願の手続きをし、取消を認められた科目
⑧ 成績提出期限までに成績の評価をすることができない科目
⑨ 学部学科等が指定した科目（UNIPA・ホームページにて別途お知らせします）

３）GPAの種類
GPAには、在学中の全期間を通算して算出する通算のGPAと各年度の各学期で算出する学期のGPAがあ
ります。前期のGPAは当該年度の前期履修科目を用いて算出され、後期のGPAは当該年度の後期履修科
目及び通年履修科目を用いて算出されます。

４）履修登録上の注意
履修放棄をした科目も、GP= 0 ポイントとしてGPA 算出の対象となります。したがって、安易に履修放
棄をしないように、シラバスや時間割等を踏まえて履修計画を立てた上で、履修登録をしてください。

５）履修取消について
履修放棄によりGPAが低くならないようにするために、指定の履修取消期間中に当該年度の
履修を取り消すことができます。

２）GPAの計算式について
GPA=「秀」の単位数× 4 ＋「優」の単位数× 3 ＋「良」の単位数× 2 ＋「可」の単位数× 1 ＋「不可」の単位数× 0

履修登録した科目の単位数合計（「不可」「無資格」「放棄」を含む）

（１）成績評価基準
履修した科目の成績評価は、各科目で指定された成績評価の方法を基準に以下のように評価され、60点以
上で所定の単位が与えられます。
秀（90点～100点）・優（80点～89点）・良（70点～79点）・可（60点～69点）・不可（59点以下）

（２）GPA制度
GPAは、世界的に用いられている成績評価です。
本学は、学生の皆さんが主体的に学ぶことを支援するとともに、教育の質を保証するために、GPA（Grade 
Point Average）を導入しています。GPAは、成績評価基準に基づく評定をGP（Grade Point）に換算し、所定の
計算式を用いて算出した１単位あたりのGP平均値のことをいいます。
GPAは、自らの学修状況（学修の到達目標の達成レベルやその推移等）をふり返り、自己管理して学んでいく
ために役立ててください。
　成績の評定、点数、評価基準、およびGPの関係は以下のとおりです。

※「無資格」「放棄」の科目はGP=０とする。

７）再履修について
GPAを高めるよう、すでに単位を修得した授業科目を単位修得した年度の次年度に開講する科目の場合に
限り、再び履修することができます。ただし、その科目の成績評価は再履修後のものとなりますので、慎
重に考えた上で再履修してください。
再履修する場合は、単位を修得した年度の3月末までに教務課に「単位修得取消・再履修願」を提出して
ください。

８）GPA を活用した学修面談・卒業認定試験
通算GPAが1.20未満の場合は、リエゾンゼミ担当教員や関係教職員の学修面談を受けることが必要
です。
本学を卒業するためには、所定の授業科目および単位数の修得と卒業時の通算GPAが1.50以上であるこ
とが必要です。
通算GPAが1.50未満の場合は、学部学科で行う卒業認定試験を受け、合格することが必要です。

（３）成績に関する質疑について
成績に関して質疑がある場合、以下のようにしてください。
ただし、成績評価の再確認をお願いするものであり、教員に対して成績の再考を求めるものではありません。
UNIPAの「授業Q&A」機能を活用してください。

６)　GPAの確認方法
自身のGPA は、UNIPAの「成績照会」で確認することができます。

【通常表示】通算のGPA が表示されます。
【年度学期別表示】学期（前期・後期）のGPA が表示されます。
本学は、通年制ですので、学期のGPA は参考として活用してください。
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１）GPA の適用除外科目
GPAの適用除外科目は以下になります。
① 認定科目（「認定・不認定」等で評価する科目）
② 編入学又は転入学した際の単位認定科目
③ 本学入学前に修得した単位認定科目
④ 留学により修得した単位認定科目
⑤ 外国語特別単位認定制度により修得した単位認定科目
⑥「学都仙台単位互換ネットワークに関する協定」により他大学で修得した科目
⑦ 履修取消期間中に履修取消願の手続きをし、取消を認められた科目
⑧ 成績提出期限までに成績の評価をすることができない科目
⑨ 学部学科等が指定した科目（UNIPA・ホームページにて別途お知らせします）

３）GPAの種類
GPAには、在学中の全期間を通算して算出する通算のGPAと各年度の各学期で算出する学期のGPAがあ
ります。前期のGPAは当該年度の前期履修科目を用いて算出され、後期のGPAは当該年度の後期履修科
目及び通年履修科目を用いて算出されます。

４）履修登録上の注意
履修放棄をした科目も、GP= 0 ポイントとしてGPA 算出の対象となります。したがって、安易に履修放
棄をしないように、シラバスや時間割等を踏まえて履修計画を立てた上で、履修登録をしてください。

５）履修取消について
履修放棄によりGPAが低くならないようにするために、指定の履修取消期間中に当該年度の
履修を取り消すことができます。

２）GPAの計算式について
GPA=「秀」の単位数× 4 ＋「優」の単位数× 3 ＋「良」の単位数× 2 ＋「可」の単位数× 1 ＋「不可」の単位数× 0

履修登録した科目の単位数合計（「不可」「無資格」「放棄」を含む）

（１）成績評価基準
履修した科目の成績評価は、各科目で指定された成績評価の方法を基準に以下のように評価され、60点以
上で所定の単位が与えられます。
秀（90点～100点）・優（80点～89点）・良（70点～79点）・可（60点～69点）・不可（59点以下）

（２）GPA制度
GPAは、世界的に用いられている成績評価です。
本学は、学生の皆さんが主体的に学ぶことを支援するとともに、教育の質を保証するために、GPA（Grade 
Point Average）を導入しています。GPAは、成績評価基準に基づく評定をGP（Grade Point）に換算し、所定の
計算式を用いて算出した１単位あたりのGP平均値のことをいいます。
GPAは、自らの学修状況（学修の到達目標の達成レベルやその推移等）をふり返り、自己管理して学んでいく
ために役立ててください。
　成績の評定、点数、評価基準、およびGPの関係は以下のとおりです。

※「無資格」「放棄」の科目はGP=０とする。

７）再履修について
GPAを高めるよう、すでに単位を修得した授業科目を単位修得した年度の次年度に開講する科目の場合に
限り、再び履修することができます。ただし、その科目の成績評価は再履修後のものとなりますので、慎
重に考えた上で再履修してください。
再履修する場合は、単位を修得した年度の3月末までに教務課に「単位修得取消・再履修願」を提出して
ください。

８）GPA を活用した学修面談・卒業認定試験
通算GPAが1.20未満の場合は、リエゾンゼミ担当教員や関係教職員の学修面談を受けることが必要
です。
本学を卒業するためには、所定の授業科目および単位数の修得と卒業時の通算GPAが1.50以上であるこ
とが必要です。
通算GPAが1.50未満の場合は、学部学科で行う卒業認定試験を受け、合格することが必要です。

（３）成績に関する質疑について
成績に関して質疑がある場合、以下のようにしてください。
ただし、成績評価の再確認をお願いするものであり、教員に対して成績の再考を求めるものではありません。
UNIPAの「授業Q&A」機能を活用してください。

６)　GPAの確認方法
自身のGPA は、UNIPAの「成績照会」で確認することができます。

【通常表示】通算のGPA が表示されます。
【年度学期別表示】学期（前期・後期）のGPA が表示されます。
本学は、通年制ですので、学期のGPA は参考として活用してください。
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（３）学都仙台単位互換ネットワーク
協定締結大学で提供される授業科目を履修し、修得した単位は、本学の単位として認定されます。
詳しくは、P.53「学都仙台単位互換ネットワーク」をご覧ください。

（４）留学期間中の修得単位の認定について
留学期間中に留学先の大学で修得した単位は、所定の単位数まで本学の単位として認定されます。詳しくは、
P.51「学生の海外留学に関する規程」をご覧ください。
なお、協定校との間で交わされている交換留学制度については、国際交流支援室（管理棟２階）にお問い合わ
せください。

（５）長期履修学生の制度について
職業を有している等の事情により、標準就業年限を超えた一定の期間について履修計画を立て、修学し卒業す
ることを希望する場合にそれを認める制度です。
詳しくは、本学ホームページ＞在校生＞長期履修学生制度をご覧ください。
https://www.tfu.ac.jp/students/register_extending.html

（６）特色ある科目について
　本学の３つの特色（グローバルな視点、地域貢献、感性を育む大学環境）を踏まえた「国際・グローバル
化」「地域」「感性・感性福祉」＋「防災・減災・復興支援」「認知症」「実学臨床教育」に関する科目が特
色ある科目として数多く開講されており、広く深く学ぶことができます。また、これらについて資格等も取得
できます。

（１）科目ナンバリング
授業科目の番号と分類により、学修の段階や順序等が分かるようになっています。なお、難易度レベルは
必ずしも履修学年と同じではありませんのでご注意ください。
詳しくは、本学ホームページ＞在学生＞履修支援＞科目ナンバリングをご覧ください。
https://www.tfu.ac.jp/students/completion_support.html

（２）学内単位互換について
本学では、通信教育部を活用した学内単位互換が可能です。詳しくは、P.49「通学の課程における学内単
位互換に関する規程」をご覧ください。

UNIVERSAL PASSPORT（通称:UNIPA）は、本学から提供される情報（休講・補講や授業のお知らせ等）の掲示
や成績の確認、履修登録など様々な学務にプラスし、オンラインでの授業配信やテストなどの教育支援を行う統合
学生支援システムです。スマートフォン用アプリもあり、お知らせ等をプッシュ通知機能で受け取ることも可能で
す。
本学から学生の皆様への連絡はUNIVERSAL PASSPORTを介して掲示され、掲示した事項はすべて周知したもの
として扱います。重要なお知らせは学生に貸与された本学のメールアドレスと、インストールしたアプリに対し通
知が届くものもありますが、掲示を見逃したために生じる不都合・不利益は本人の責任となります。必ず毎日、自
発的にUNIVERSAL PASSPORTへアクセスし、掲示内容を確認する習慣を身につけてください。

・ポータル機能（掲示確認、スケジュール管理、アンケート回答、学籍情報の変更等）
・学務機能（履修登録、学生時間割表、成績照会、シラバス照会、授業評価回答等）
・授業機能（授業動画閲覧、課題提出、授業資料、テスト、出欠状況確認等）
・学修ポートフォリオ機能、就職関連機能（求人検索、進路希望調査、就職活動報告等）

【公式アプリ】

App Store
https://itunes.apple.com/jp/app/unipa/id1259602811?mt=8

Google Play
https://play.google.com/store/apps/details?id=com.jast.gakuen.up.sm.unipa&hl=ja
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（３）学都仙台単位互換ネットワーク
協定締結大学で提供される授業科目を履修し、修得した単位は、本学の単位として認定されます。
詳しくは、P.53「学都仙台単位互換ネットワーク」をご覧ください。

（４）留学期間中の修得単位の認定について
留学期間中に留学先の大学で修得した単位は、所定の単位数まで本学の単位として認定されます。詳しくは、
P.51「学生の海外留学に関する規程」をご覧ください。
なお、協定校との間で交わされている交換留学制度については、国際交流支援室（管理棟２階）にお問い合わ
せください。

（５）長期履修学生の制度について
職業を有している等の事情により、標準就業年限を超えた一定の期間について履修計画を立て、修学し卒業す
ることを希望する場合にそれを認める制度です。
詳しくは、本学ホームページ＞在校生＞長期履修学生制度をご覧ください。
https://www.tfu.ac.jp/students/register_extending.html

（６）特色ある科目について
　本学の３つの特色（グローバルな視点、地域貢献、感性を育む大学環境）を踏まえた「国際・グローバル
化」「地域」「感性・感性福祉」＋「防災・減災・復興支援」「認知症」「実学臨床教育」に関する科目が特
色ある科目として数多く開講されており、広く深く学ぶことができます。また、これらについて資格等も取得
できます。

（１）科目ナンバリング
授業科目の番号と分類により、学修の段階や順序等が分かるようになっています。なお、難易度レベルは
必ずしも履修学年と同じではありませんのでご注意ください。
詳しくは、本学ホームページ＞在学生＞履修支援＞科目ナンバリングをご覧ください。
https://www.tfu.ac.jp/students/completion_support.html

（２）学内単位互換について
本学では、通信教育部を活用した学内単位互換が可能です。詳しくは、P.49「通学の課程における学内単
位互換に関する規程」をご覧ください。

UNIVERSAL PASSPORT（通称:UNIPA）は、本学から提供される情報（休講・補講や授業のお知らせ等）の掲示
や成績の確認、履修登録など様々な学務にプラスし、オンラインでの授業配信やテストなどの教育支援を行う統合
学生支援システムです。スマートフォン用アプリもあり、お知らせ等をプッシュ通知機能で受け取ることも可能で
す。
本学から学生の皆様への連絡はUNIVERSAL PASSPORTを介して掲示され、掲示した事項はすべて周知したもの
として扱います。重要なお知らせは学生に貸与された本学のメールアドレスと、インストールしたアプリに対し通
知が届くものもありますが、掲示を見逃したために生じる不都合・不利益は本人の責任となります。必ず毎日、自
発的にUNIVERSAL PASSPORTへアクセスし、掲示内容を確認する習慣を身につけてください。

・ポータル機能（掲示確認、スケジュール管理、アンケート回答、学籍情報の変更等）
・学務機能（履修登録、学生時間割表、成績照会、シラバス照会、授業評価回答等）
・授業機能（授業動画閲覧、課題提出、授業資料、テスト、出欠状況確認等）
・学修ポートフォリオ機能、就職関連機能（求人検索、進路希望調査、就職活動報告等）

【公式アプリ】

App Store
https://itunes.apple.com/jp/app/unipa/id1259602811?mt=8

Google Play
https://play.google.com/store/apps/details?id=com.jast.gakuen.up.sm.unipa&hl=ja
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授業科目を履修するには、はじめに年間の履修計画を立てる
ことが必要です。履修登録をする前に、「学生便覧」・「シラ
バス照会」を参考に、時間割表を作成してください。

授業を受けるには、指定の期間内に履修しようとする全科目を
登録してください。UNIPAにログインして、登録期間内に
前期・後期の両学期（1年分）を登録します。

必修科目・抽選科目などは、第1回目の授業から出席をしてく
ださい。履修を決めかねている科目がある場合、一度授業に出
席して、履修するかどうか判断してください。

再度、登録した科目に間違いやエラー表示が出
ていないか確認してください。新たに追加する
科目がある場合は、登録期間内に訂正・追加を
行ってください。
※登録期間外での訂正・追加等は一切認められません。

確定した時間割表（確定版）は印刷もしくは
PDFファイルをPCに保存してください。

試験方法については、授業科目によって異なります。定期試験
（試験期間・授業内）・レポート試験・実技試験など。

UNIPAにて成績が公開されます。
評価基準についてはP.72を参照してください。

この期間は
何回でも
変更可能
※必修・
　抽選科目
　除く

⑥ 履修登録をする際には、以下の点に注意して履修登録を行ってください。

①「Ⅲ教育課程」の各学科の科目一覧表で履修年次を確認の上、各科目のシラバスを参照し、履修したい科目
を検討する。

② 必修科目は優先して履修する。
③ 選択必修科目，選択科目についてはシラバスを参考に履修する。
④ 資格取得の学生は、資格必修科目の履修未登録がないように気をつける。（Ⅳ資格等を参照）

※年次進行で所定の科目を履修しなければならないこともあるため、履修未登録に注意する。
科目によっては履修前提条件が付けられている資格もあるため、十分に確認する。

⑤ 上級学年に進んでから単位不足にならないよう卒業要件を考慮し、１年間の修得単位数は最低
33単位以上（※）となるように計画する。
※1年間の修得単位数であるため、履修単位数はこれを超えて登録をするように努めてください。

履修登録時の留意事項
履修科目の単位を修得するためには、年度始めに行う学科・学年別ガイダンスを受け、その年度の
履修科目をシラバス照会、各学科の諸条件にそって選択し、UNIPA上で登録します。
１年間に何の授業科目をどのように履修するのか、以下の点に考慮して履修計画を立ててください。

★登録期間・時間は、UNIVERSAL PASSPORT で確認し、指示に従ってください。
★期間内であれば何度でも登録変更（追加・削除）は可能です。
ただし、学科必修科目・抽選科目、資格必修科目等は変更することはできません。

★期間を過ぎると、登録・訂正・変更は一切できません。
指定の期間までに履修登録をしなかった場合、その年度の履修は認められません。

★必ず前期・後期の両学期の履修登録を完了させてください。　

その年度の履修科目をシラバスで、各学科の履修上の注意事項などを確認の上、履修方法にそって選択し、
Web（UNIPA）上で登録します。
・登録方法についての詳細は、「学内システムスタートアップガイド（履修登録）」およびUNIPAでのお知ら
　せを参照してください。
・履修登録の際、自らが希望する資格がある場合は、「希望資格登録」で必ず□チェックを入れてください。
　※チェックを入れた資格によっては、課程履修費および実験実習費等の支払いが生じます。
　 （P.33「学費等納付細則」参照）
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① 履修登録に間違い・不足科目がないか確認してください。
② 履修方法（条件）にそって履修しているか確認してください。
③ 今年度中に、履修もしくは単位修得しなければならない科目は履修しているか確認してください。
（※各種資格の前提条件等）
④ 学科の必修科目や各種資格の必修科目が未登録となっていないか確認してください。
⑤ 指定されているクラス（曜日時限）があるにもかかわらず、授業科目名だけで判断して登録して
　 いないか確認してください。
　 例）科目名（○○学科指定、○○学科対象外、前期実習学生対象、○○課程限定など）

学生便覧のⅢ教育課程「基盤教育科目」、学科別「専門教育科目」一覧の配当年次を確認し、履修漏れがない
かどうか確認をしてください。
登録した科目の訂正や追加がある場合は、必ず履修登録期間内に行ってください。
※学科必修科目・抽選科目、各種資格取得必修科目等は変更不可

①履修登録を終えたら、指定された教室で講義を受講してください。
②必修科目・抽選科目などは、第１回目の授業から出席をしてください。
③履修を決めかねている科目がある場合、一度授業に出席して、履修するかどうか判断してください。

UNIPAで履修登録の最終確認を行い、確定した最終版の時間割表を必ずプリントアウトもしくはPDFファイル
で保存してください。
※万が一、システムエラー等により履修登録に不具合が生じた場合の証明となります。

定期試験に関する詳細については、P.45試験規程を参照してください。

成績評価については主に５段階で評価されます。
秀（90点～100点）・優（80点～89点）・良（70点～79点）・可（60点～69点）を合格とし、不可（59
点以下）は不合格となります。不合格に対する再試はありません。
本学ではGPA制度を導入しており、評定によってポイントが加算されます。GPAに関する詳細はP.72を参照
してください。
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卒業に必要な最低の修得単位は次に示すとおりです。

（１）　卒業に必要な単位数（最低数）
基盤教育科目＋専門教育科目＝124単位以上

（２）　詳しい単位数の内訳（最低数）
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2その他1科目2単位選択履修
計 3 10 6 4

②　専門教育科目

学　　　　科
専門教育科目区分

計
専門基礎科目 専門基幹科目 関連科目

産業福祉マネジメント学科 16以上 32以上 科目区分合わせて101単位以上

情報福祉マネジメント学科 22以上 38以上 科目区分合わせて101単位以上

（例）　産業福祉マネジメント学科

　　　基盤教育科目（23単位）＋専門教育科目（101単位）＝124単位

（例）　情報福祉マネジメント学科

　　　基盤教育科目（23単位）＋専門教育科目（101単位）＝124単位

ス
ポ
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ツ
科
学
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　基盤教育科目は、全学共通科目となっており、同一の科目一覧から学科ごとに所定の単位数を修得しなければ
なりません。
　以下の要件を満たす必要があります。

※なお、各学科の単位数を超過した単位は、卒業要件の単位数に加算されます。

１. 導入教育
①「リエゾンゼミⅠ（基礎演習）」
②「禅のこころ（建学の精神・理念を含む）」
　上記の２科目は、学籍番号によりクラスが指定され、履修登録時には自動登録されます。
UNIPAの時間割で授業内容や使用教室について確認してください。
　また、②の授業日程については、UNIPAでお知らせしますので各自確認してください。

　本学の授業科目は、全学共通の「基盤教育科目(※)」、学科ごとの「専門教育科目」に大別されます。
　　　　　　　　　　       　　　　　　　　　　　　　　

２. 外国語教育　　※「外国語Ⅰ～Ⅲ」※学科により外国語の指定あり
英語、ドイツ語、ハングル講座、中国語の４ヵ国語から１ヵ国語を選択し、Ⅰ～Ⅲまで必須となります。

（※保健看護学科は、実用英語も必修）
外国語科目は、履修人数を適正化するため、１・２年次の学年別ガイダンス時に「外国語履修ガイダン

ス」もしくは「動画によるオンデマンド型配信」により、履修調整を行いますので必ず参加してください。
各外国語Ⅰ・Ⅱ（各2単位）は、週2回授業を行いますので時間割に注意してください。
なお、外国語に関して、語学能力検定試験を受けている学生は、その点数によって当該外国語の単位を認

定する場合があります。

３. スポーツＡ・スポーツＢ（教育学科初等教育専攻）
「スポーツＡ」・「スポーツＢ」は１年次のガイダンス日に、講義内容の関係から受講者数を各授業ともに30

名程度に限定する必要があるため、「スポーツＡまたはBクラス編成ガイダンス」もしくは「動画オンデマンド
型配信」により、履修調整を行いますので必ず参加してください。

※保健看護学科、リハビリテーション学科は指定クラスのため、ガイダンスは行いません。
本校地以外で行われる種目は、スクールバスが運行されます（北山キャンパスは除く）
なお、「スポーツＡまたはB」を見学授業とする学生は、医師の診断書を担当教員へ提出してください。
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　基盤教育科目は、全学共通科目となっており、同一の科目一覧から学科ごとに所定の単位数を修得しなければ
なりません。
　以下の要件を満たす必要があります。

※なお、各学科の単位数を超過した単位は、卒業要件の単位数に加算されます。

１. 導入教育
①「リエゾンゼミⅠ（基礎演習）」
②「禅のこころ（建学の精神・理念を含む）」
　上記の２科目は、学籍番号によりクラスが指定され、履修登録時には自動登録されます。
UNIPAの時間割で授業内容や使用教室について確認してください。
　また、②の授業日程については、UNIPAでお知らせしますので各自確認してください。

　本学の授業科目は、全学共通の「基盤教育科目(※)」、学科ごとの「専門教育科目」に大別されます。
　　　　　　　　　　       　　　　　　　　　　　　　　

２. 外国語教育　　※「外国語Ⅰ～Ⅲ」※学科により外国語の指定あり
英語、ドイツ語、ハングル講座、中国語の４ヵ国語から１ヵ国語を選択し、Ⅰ～Ⅲまで必須となります。

（※保健看護学科は、実用英語も必修）
外国語科目は、履修人数を適正化するため、１・２年次の学年別ガイダンス時に「外国語履修ガイダン

ス」もしくは「動画によるオンデマンド型配信」により、履修調整を行いますので必ず参加してください。
各外国語Ⅰ・Ⅱ（各2単位）は、週2回授業を行いますので時間割に注意してください。
なお、外国語に関して、語学能力検定試験を受けている学生は、その点数によって当該外国語の単位を認

定する場合があります。

３. スポーツＡ・スポーツＢ（教育学科初等教育専攻）
「スポーツＡ」・「スポーツＢ」は１年次のガイダンス日に、講義内容の関係から受講者数を各授業ともに30

名程度に限定する必要があるため、「スポーツＡまたはBクラス編成ガイダンス」もしくは「動画オンデマンド
型配信」により、履修調整を行いますので必ず参加してください。

※保健看護学科、リハビリテーション学科は指定クラスのため、ガイダンスは行いません。
本校地以外で行われる種目は、スクールバスが運行されます（北山キャンパスは除く）
なお、「スポーツＡまたはB」を見学授業とする学生は、医師の診断書を担当教員へ提出してください。
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科　　　目 語 学 能 力 検 定 試 験 点数／等級 単位認定される科目

550点以上
52点以上
470点以上
適用なし
4 以上
5 以上
600点以上
57点以上
487点以上
準 1 級以上
5 以上
3級
2級
4級
初中等 3 級
360点以上
3級
初中等 4 級
440点以上
2級
4級
3級
3級

英語I・II
英語I・II
英語I・II
英語I・II
英語I・II
英語I・II
英語III又は実用英語
英語III又は実用英語
英語III又は実用英語
英語III又は実用英語
英語III又は実用英語
ドイツ語I・II
ドイツ語III
中国語I・II
中国語I・II
中国語I・II
中国語III
中国語III
中国語III
ハングル講座I・II
ハングル講座I・II
ハングル講座III
ハングル講座III

TOEIC
TOEFL iBT（The Internet-based TOEFL）
TOEFL PBT（The Paper-based TOEFL）
実用英語技能検定（英検）
国際バカロレア資格 English B HL
国際バカロレア資格 English B SL
TOEIC
TOEFL iBT（The Internet-based TOEFL）
TOEFL PBT（The Paper-based TOEFL）
実用英語技能検定（英検）
国際バカロレア資格 English B HL
ドイツ語技能検定（独検）
ドイツ語技能検定（独検）
実用中国語技能検定
漢語水平考試（HSK）
中国語コミュニケーション能力検定（TECC）
実用中国語技能検定
漢語水平考試（HSK）
中国語コミュニケーション能力検定（TECC）
韓国語能力試験
「ハングル」能力検定試験（ハングル検定）
韓国語能力試験
「ハングル」能力検定試験（ハングル検定）

１. 外国語特別単位認定制度(外国語教育) 
外国語の語学能力検定試験(外部テスト)で、一定のレベルに達している学生は、本人の申請によ

り、所定の手続きを経て、必修の外国語科目の履修を免除される場合があります。

次表に示す各検定試験による単位認定に該当する学生は、1、2年次のガイダンス日の外国語クラ

ス編成の際に申し出るとともに、検定試験の認定書または得点証明書(原本)を提出してください。

その後、外国語教育連絡会教員の面接と審議を経て、当該外国語の所定の単位を履修したものと見な

された場合、単位が認定されます。

単位認定の基準となる各検定試験の成績は以下の通りです。

２. 東北福祉大学体育会スポーツ特別履修制度

（１）体育会加盟の所属部員は、課外活動をもって「スポーツA」「スポーツⅠ」（保健看護学科）の単位を
下記の条件で取得することができます。

　　　　※以下、「スポーツ A」「スポーツⅠ」は「スポーツ」とする。

（２）これらの単位認定のために、単位認定委員会を設置します。その構成員は「スポーツ」担当専任教員
とします。

（３）委員会は、学生支援課より提出された各部の資料に基づいて評価認定を行います。認定単位は、「ス
ポーツ」( 2 単位)とします。 

（４）評価の対象となる学生は、履修を申請した年度の1年間、各部に継続して在籍活動した部員としま
す。(途中入部・退部者は対象とはなりません。「スポーツ」は単位未修得の場合は次年度に履修し
てください。)

（５）各部部長は、単位認定のために下記の資料を所定の場所に提出することになります。

  　　・履修部員名簿

 　　 ・特別履修申請書

 　　 ・活動日誌

 　　 ・部活動年間出欠表

 　　 ・特別活動の記録(講習会・講演会・合宿等)

 　　 ・単位認定申請書

（６）各部部長は提出する全ての資料を、点検・確認のうえ押印し所定の場所に提出してください。

（７）虚偽の資料を提出した部は、当該年度単位を取り消し、次年度この制度を利用できません。

（８）この制度の利用は、対象各部・各学生の任意とします。

（９）この制度は平成26年 4 月 1 日より一部改正施行します。



87

科　　　目 語 学 能 力 検 定 試 験 点数／等級 単位認定される科目

550点以上
52点以上
470点以上
適用なし
4 以上
5 以上
600点以上
57点以上
487点以上
準 1 級以上
5 以上
3級
2級
4級
初中等 3 級
360点以上
3級
初中等 4 級
440点以上
2級
4級
3級
3級

英語I・II
英語I・II
英語I・II
英語I・II
英語I・II
英語I・II
英語III又は実用英語
英語III又は実用英語
英語III又は実用英語
英語III又は実用英語
英語III又は実用英語
ドイツ語I・II
ドイツ語III
中国語I・II
中国語I・II
中国語I・II
中国語III
中国語III
中国語III
ハングル講座I・II
ハングル講座I・II
ハングル講座III
ハングル講座III

TOEIC
TOEFL iBT（The Internet-based TOEFL）
TOEFL PBT（The Paper-based TOEFL）
実用英語技能検定（英検）
国際バカロレア資格 English B HL
国際バカロレア資格 English B SL
TOEIC
TOEFL iBT（The Internet-based TOEFL）
TOEFL PBT（The Paper-based TOEFL）
実用英語技能検定（英検）
国際バカロレア資格 English B HL
ドイツ語技能検定（独検）
ドイツ語技能検定（独検）
実用中国語技能検定
漢語水平考試（HSK）
中国語コミュニケーション能力検定（TECC）
実用中国語技能検定
漢語水平考試（HSK）
中国語コミュニケーション能力検定（TECC）
韓国語能力試験
「ハングル」能力検定試験（ハングル検定）
韓国語能力試験
「ハングル」能力検定試験（ハングル検定）

１. 外国語特別単位認定制度(外国語教育) 
外国語の語学能力検定試験(外部テスト)で、一定のレベルに達している学生は、本人の申請によ

り、所定の手続きを経て、必修の外国語科目の履修を免除される場合があります。

次表に示す各検定試験による単位認定に該当する学生は、1、2年次のガイダンス日の外国語クラ

ス編成の際に申し出るとともに、検定試験の認定書または得点証明書(原本)を提出してください。

その後、外国語教育連絡会教員の面接と審議を経て、当該外国語の所定の単位を履修したものと見な

された場合、単位が認定されます。

単位認定の基準となる各検定試験の成績は以下の通りです。

２. 東北福祉大学体育会スポーツ特別履修制度

（１）体育会加盟の所属部員は、課外活動をもって「スポーツA」「スポーツⅠ」（保健看護学科）の単位を
下記の条件で取得することができます。

　　　　※以下、「スポーツ A」「スポーツⅠ」は「スポーツ」とする。

（２）これらの単位認定のために、単位認定委員会を設置します。その構成員は「スポーツ」担当専任教員
とします。

（３）委員会は、学生支援課より提出された各部の資料に基づいて評価認定を行います。認定単位は、「ス
ポーツ」( 2 単位)とします。 

（４）評価の対象となる学生は、履修を申請した年度の1年間、各部に継続して在籍活動した部員としま
す。(途中入部・退部者は対象とはなりません。「スポーツ」は単位未修得の場合は次年度に履修し
てください。)

（５）各部部長は、単位認定のために下記の資料を所定の場所に提出することになります。

  　　・履修部員名簿

 　　 ・特別履修申請書

 　　 ・活動日誌

 　　 ・部活動年間出欠表

 　　 ・特別活動の記録(講習会・講演会・合宿等)

 　　 ・単位認定申請書

（６）各部部長は提出する全ての資料を、点検・確認のうえ押印し所定の場所に提出してください。

（７）虚偽の資料を提出した部は、当該年度単位を取り消し、次年度この制度を利用できません。

（８）この制度の利用は、対象各部・各学生の任意とします。

（９）この制度は平成26年 4 月 1 日より一部改正施行します。



88

以下の履修方法にそって履修してください。

〇〇課程限定 ▼その課程の学生のみ履修ができる
〇〇学科必修・〇〇課程必修 ▼その学科・課程の学生は必修、それ以外の学生も履修できる
〇〇（授業科目名）履修前提・履修済 ▼その科目を履修するには、事前に履修していなければ履修ができない
〇〇（授業科目名）単位修得済 ▼その科目を履修する前に、すでに単位修得していなければ履修ができない

▼卒業までに必ず単位修得しなければならない科目
　※この科目を単位修得していないと卒業はできません。

▼自由に選択することができる科目
　※選択必修科目のように枠組みの中から選択しなければならない科目もあるので注意してください。

授業を受講できる学年
　例）１年以上 ▼１年次から履修ができる
　　　２年　　 ▼２年次限定で履修ができる
　　　２年以上 ▼２年次から履修ができる

▼履修方法とは、履修する上での条件のことを言います。
　ここに記載されている条件を満たした上で、卒業要件の124単位（最低単位数）を修得しなければなりま
　せん。（※保健看護学科は125単位）
　毎年度、不足している科目区分がないか確認をした上で履修計画を立ててください。

「教養教育」の4つの分野から
それぞれ1科目2単位以上、
学科必修科目を含め、合計5
科目10単位以上を修得する
こと。
健康科学部保健看護学科は、

「人文分野」「自然分野」「社会
分野」からそれぞれ２単位以
上選択し、「教養教育」より合
計6単位以上修得すること。
健康科学部リハビリテーショ
ン学科の履修方法は欄外の
指示に従うこと。

「ICT教育」は指定学科以外は
任意履修。
※情報福祉マネジメント学
科・医療経営管理学科は、情
報処理論、情報処理実習、情
報処理応用実習は履修不可。

「外国語教育」は必修6単位 
【福祉行政学科】
「英語Ⅰ～Ⅲ」6単位必修
【教育学科】
「英語Ⅰ～Ⅲ」6単位必修
【保健看護学科】
「英語Ⅰ～Ⅲ」6単位必修
その他、「実用英語A～F」の
いずれか1科目1単位を選択
必修
【リハビリテーション学科】
「英語Ⅰ～Ⅲ」6単位必修
※上記学科以外は、1外国語
を任意選択し、「外国語Ⅰ～
Ⅲ」までの6単位必修。
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以下の履修方法にそって履修してください。

〇〇課程限定 ▼その課程の学生のみ履修ができる
〇〇学科必修・〇〇課程必修 ▼その学科・課程の学生は必修、それ以外の学生も履修できる
〇〇（授業科目名）履修前提・履修済 ▼その科目を履修するには、事前に履修していなければ履修ができない
〇〇（授業科目名）単位修得済 ▼その科目を履修する前に、すでに単位修得していなければ履修ができない

▼卒業までに必ず単位修得しなければならない科目
　※この科目を単位修得していないと卒業はできません。

▼自由に選択することができる科目
　※選択必修科目のように枠組みの中から選択しなければならない科目もあるので注意してください。

授業を受講できる学年
　例）１年以上 ▼１年次から履修ができる
　　　２年　　 ▼２年次限定で履修ができる
　　　２年以上 ▼２年次から履修ができる

▼履修方法とは、履修する上での条件のことを言います。
　ここに記載されている条件を満たした上で、卒業要件の124単位（最低単位数）を修得しなければなりま
　せん。（※保健看護学科は125単位）
　毎年度、不足している科目区分がないか確認をした上で履修計画を立ててください。

「教養教育」の4つの分野から
それぞれ1科目2単位以上、
学科必修科目を含め、合計5
科目10単位以上を修得する
こと。
健康科学部保健看護学科は、

「人文分野」「自然分野」「社会
分野」からそれぞれ２単位以
上選択し、「教養教育」より合
計6単位以上修得すること。
健康科学部リハビリテーショ
ン学科の履修方法は欄外の
指示に従うこと。

「ICT教育」は指定学科以外は
任意履修。
※情報福祉マネジメント学
科・医療経営管理学科は、情
報処理論、情報処理実習、情
報処理応用実習は履修不可。

「外国語教育」は必修6単位 
【福祉行政学科】
「英語Ⅰ～Ⅲ」6単位必修
【教育学科】
「英語Ⅰ～Ⅲ」6単位必修
【保健看護学科】
「英語Ⅰ～Ⅲ」6単位必修
その他、「実用英語A～F」の
いずれか1科目1単位を選択
必修
【リハビリテーション学科】
「英語Ⅰ～Ⅲ」6単位必修
※上記学科以外は、1外国語
を任意選択し、「外国語Ⅰ～
Ⅲ」までの6単位必修。
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「教養教育」の4つの分野から
それぞれ1科目2単位以上、
学科必修科目を含め、合計5
科目10単位以上を修得する
こと。
健康科学部保健看護学科は、

「人文分野」「自然分野」「社会
分野」からそれぞれ２単位以
上選択し、「教養教育」より合
計6単位以上修得すること。
健康科学部リハビリテーショ
ン学科の履修方法は欄外の
指示に従うこと。

「ICT教育」は指定学科以外は
任意履修。
※情報福祉マネジメント学
科・医療経営管理学科は、情
報処理論、情報処理実習、情
報処理応用実習は履修不可。

「外国語教育」は必修6単位 
【福祉行政学科】
「英語Ⅰ～Ⅲ」6単位必修
【教育学科】
「英語Ⅰ～Ⅲ」6単位必修
【保健看護学科】
「英語Ⅰ～Ⅲ」6単位必修
その他、「実用英語A～F」の
いずれか１科目１単位を選択
必修。
【リハビリテーション学科】
「英語Ⅰ～Ⅲ」6単位必修
※上記の学科以外は、1外国
語を任意選択し、「外国語Ⅰ
～Ⅲ」6単位必修。

日本語は留学生のみが履修
できる。

「国際教養理解」は任意履修。

「実技」の必修2単位を含めて
「スポーツ・健康教育」は4単
位以上修得のこと。
【教育学科初等教育専攻】
「健康科学」必修
【保健看護学科】
「健康科学」3科目より選択必修
※上記の学科以外は、「ス
ポーツ科学」4科目及び「健康
科学」3科目より1科目2単位
以上選択必修。

「キャリアアップ科目」「TFU
ステップアップ科目」は任意
履修。
キャリアアップ科目及びTFU
ステップアップ科目は、合計
で36単位まで認められる。
自由選択(Ⅰ→Ⅱ→Ⅲ→Ⅳと
連続して履修することを
推奨）
同一活動を「福祉ボランティ
ア活動」「文化・教育・社会貢
献支援実践活動」「プロジェ
クト実践活動」「リエゾンゼ
ミ」に重複して用いることは
できない。
自立学習系については、4年
次後期に条件が満たされた
ことを申請し、単位が認定さ
れる。
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「教養教育」の4つの分野から
それぞれ1科目2単位以上、
学科必修科目を含め、合計5
科目10単位以上を修得する
こと。
健康科学部保健看護学科は、

「人文分野」「自然分野」「社会
分野」からそれぞれ２単位以
上選択し、「教養教育」より合
計6単位以上修得すること。
健康科学部リハビリテーショ
ン学科の履修方法は欄外の
指示に従うこと。

「ICT教育」は指定学科以外は
任意履修。
※情報福祉マネジメント学
科・医療経営管理学科は、情
報処理論、情報処理実習、情
報処理応用実習は履修不可。

「外国語教育」は必修6単位 
【福祉行政学科】
「英語Ⅰ～Ⅲ」6単位必修
【教育学科】
「英語Ⅰ～Ⅲ」6単位必修
【保健看護学科】
「英語Ⅰ～Ⅲ」6単位必修
その他、「実用英語A～F」の
いずれか１科目１単位を選択
必修。
【リハビリテーション学科】
「英語Ⅰ～Ⅲ」6単位必修
※上記の学科以外は、1外国
語を任意選択し、「外国語Ⅰ
～Ⅲ」6単位必修。

日本語は留学生のみが履修
できる。

「国際教養理解」は任意履修。

「実技」の必修2単位を含めて
「スポーツ・健康教育」は4単
位以上修得のこと。
【教育学科初等教育専攻】
「健康科学」必修
【保健看護学科】
「健康科学」3科目より選択必修
※上記の学科以外は、「ス
ポーツ科学」4科目及び「健康
科学」3科目より1科目2単位
以上選択必修。

「キャリアアップ科目」「TFU
ステップアップ科目」は任意
履修。
キャリアアップ科目及びTFU
ステップアップ科目は、合計
で36単位まで認められる。
自由選択(Ⅰ→Ⅱ→Ⅲ→Ⅳと
連続して履修することを
推奨）
同一活動を「福祉ボランティ
ア活動」「文化・教育・社会貢
献支援実践活動」「プロジェ
クト実践活動」「リエゾンゼ
ミ」に重複して用いることは
できない。
自立学習系については、4年
次後期に条件が満たされた
ことを申請し、単位が認定さ
れる。
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プロジェクト（社会参画）実践
活動は大学指定のプロジェク
トあるいは学科指定の学科
プロジェクトを対象とする。

文化・教育・研究・社会貢献支
援実践活動は、単位認定の希
望があり、かつ大学が認めた
大学指定団体・文化会団体・
サークル・アシスタント活動を
対象とする。活動時間により、
ＡとＢのいずれかを選択履修
のこと。

スポーツ実践活動は、単位認
定の希望があり、かつ大学が
認めた体育団体を対象とす
る。活動時間により、ＡとＢの
いずれかを選択履修のこと。

※健康科学部リハビリテーション学科は、「導入教育」2科目3単位必修、「英語Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ」3科目6単位必修、「教養教
育・社会分野」1科目2単位必修、「スポーツ・健康教育」2科目4単位必修の15単位を含めて、「教養知識・スポーツ・健
康系」及び「キャリアアップ科目（キャリア系・自立学習系）」、「TFUステップアップ科目（実践活動系）」から1単位
以上選択履修し、合計16単位以上を単位修得すること。

※各学科が定める修得単位数を超過して修得した単位に関しては、関連科目として充当される。

※外国語に関して、語学能力検定試験（TOEFL,TOEIC,英検,独検など）を受けている学生は、その点数によって当該外国語の
単位を認定する場合がある。また、体育会に加盟する各部に所属する部員については、所定の手続きを経て、課外活動を
もって「スポーツA」の単位を認定することができる。（P.86「履修上の特例措置」参照）
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●専門教育科目

専門基礎科目
必修６単位を含め１６単位以上選択修得のこと

専門基幹科目
必修６単位を含め３２単位以上選択修得のこと

関連科目
任意選択

専門基礎科目
必修６単位を含め２２単位以上選択修得のこと

専門基幹科目L群
必修１４単位

専門基幹科目A群
８単位以上選択修得のこと

専門基幹科目B群
８単位以上選択修得のこと

専門基幹科目C群
８単位以上選択修得のこと

関連科目
任意選択

◆各学科のカリキュラムに関する詳細はHPにて確認してください
○カリキュラム一覧
○カリキュラムマップ
各授業がディプロマ・ポリシーに掲げている養成目標とどの様に関連しているかを示した表のことです。

○履修モデル
カリキュラム・ポリシーを具現化するために作られた、学びの歩みを描いた道順のことです。
それぞれ進むべきコースを見定め、この履修モデルを一つの手掛かりとして、自分自身の学びに適した
履修をしていきましょう

○履修系統図
身につける知識・能力と授業科目の対応関係、科目区分間、授業科目間の関係性や履修順序（配当年次）
等を示した図です。

専門教育科目は、学科ごとに「専門基礎科目・専門基幹科目・専門発展科目・関連科目」に分類されて
います。（学科によって「専門発展科目」の区分がない場合があります。）

科目によって、履修する学年が定められている場合もあります。その際、下級学年の科目は履修できま
すが、上級学年の科目は履修できません。

卒業に必要な専門教育科目の単位数も学科によって異なります。学科ごとに定められた単位数を修得し
てください。
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●専門教育科目

専門基礎科目
必修６単位を含め１６単位以上選択修得のこと

専門基幹科目
必修６単位を含め３２単位以上選択修得のこと

関連科目
任意選択

専門基礎科目
必修６単位を含め２２単位以上選択修得のこと

専門基幹科目L群
必修１４単位
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８単位以上選択修得のこと

専門基幹科目C群
８単位以上選択修得のこと

関連科目
任意選択

◆各学科のカリキュラムに関する詳細はHPにて確認してください
○カリキュラム一覧
○カリキュラムマップ
各授業がディプロマ・ポリシーに掲げている養成目標とどの様に関連しているかを示した表のことです。

○履修モデル
カリキュラム・ポリシーを具現化するために作られた、学びの歩みを描いた道順のことです。
それぞれ進むべきコースを見定め、この履修モデルを一つの手掛かりとして、自分自身の学びに適した
履修をしていきましょう

○履修系統図
身につける知識・能力と授業科目の対応関係、科目区分間、授業科目間の関係性や履修順序（配当年次）
等を示した図です。

専門教育科目は、学科ごとに「専門基礎科目・専門基幹科目・専門発展科目・関連科目」に分類されて
います。（学科によって「専門発展科目」の区分がない場合があります。）

科目によって、履修する学年が定められている場合もあります。その際、下級学年の科目は履修できま
すが、上級学年の科目は履修できません。

卒業に必要な専門教育科目の単位数も学科によって異なります。学科ごとに定められた単位数を修得し
てください。
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演習とは、担当教員の指導のもとに、ある特定のテーマについて、文献等を講読したり、あるいは
調査を行うなどして、これを発表し、討議しあう訓練を積むことによって、学生の自主的な研究態度
を養成し、研究方法を体得することを目的にしています。
演習は、4年次卒業論文のテーマ選択の具体的手がかりを得る機会ともなります。
なお、学科ごとの履修科目名は下記のとおりです。

【登録方法】
ゼミの選定・登録方法については、学科単位で実施する場合もあります。
毎年１月～２月にUNIPAにてお知らせしますので確認してください。

◆リエゾンゼミⅠ（基礎演習）
　　１年次に履修する「リエゾンゼミⅠ（基礎演習）」は、初年次教育（大学生になることを支援する
プログラム）として、すべての学部・学科に共通した内容で展開します。大学生活に適応し、大学に
おける学習方法や学習スキルを習得し、自分や社会についての理解を深め、人生やキャリアについて
学びます。

◆リエゾンゼミⅡ（専門基礎演習）・リエゾンゼミⅡ（情報基礎演習）
　　２年次に履修する「リエゾンゼミⅡ（専門基礎演習）」「リエゾンゼミⅡ（情報基礎演習）」は、
「リエゾンゼミⅠ（基礎演習）」での入門的な学びを踏まえつつ、担当教員のもと皆さんが所属する
学科に即した専門分野の基礎的な知識の習得、プレゼンテーションや議論の方法、レジュメやレポー
トの書き方、資料の調べ方など、大学での学習や専門的研究を進める際の不可欠な技法を身につけま
す。なお、２年次以降の「リエゾンゼミ」は学生自らの選択となります。

【登録方法】
ゼミの選定・登録方法については、学科単位で実施する場合もあります。
毎年１月～２月にUNIPAにてお知らせしますので確認してください。

◆リエゾンゼミⅢ（専門演習Ⅰ）・リエゾンゼミⅢ（情報演習Ⅰ）
　　３年次に履修する「リエゾンゼミⅢ（専門演習Ⅰ）」「リエゾンゼミⅢ（情報演習Ⅰ）」は、「リ
エゾンゼミⅡ（専門基礎演習）」「リエゾンゼミⅡ（情報基礎演習）」での基礎的な学びを踏まえつ
つ、担当教員のもと特定の専門的なテーマに沿って行う少人数授業です。学生の発表に対する質問や
議論のやりとり、グループワークなどによって進行し、教員と学生さらに学生同士が積極的に参加し
ながら学んでいく、専門性の高い授業といえます。

【登録方法】
ゼミの選定・登録方法については、学科単位で実施する場合もあります。
毎年１月～２月にUNIPAにてお知らせしますので確認してください。

◆リエゾンゼミⅣ（専門演習Ⅱ）・リエゾンゼミⅣ（情報演習Ⅱ）
　　４年次に履修する「リエゾンゼミⅣ（専門演習Ⅱ）」「リエゾンゼミⅣ（情報演習Ⅱ）」は、「リエ
ゾンゼミⅢ（専門演習Ⅰ）」「リエゾンゼミⅢ（情報演習Ⅰ）」での専門的な学びを踏まえつつ、担当
教員のもとより一層専門性を深化させ、これまでの大学での学びの集大成を目指す場といえます。その
際、各自で研究テーマを設定し研究を深める場合と、ゼミの仲間と共同研究をする場合など、その方法
はゼミにより異なります。

卒業論文は、学生各自が在学中における修学、研究の成果を各自の選択した論題のもとに、担当教員の
指導を受けつつ、研究、論述するものです。卒業論文を選択しようとする学生は、その研究の基盤ともな
る演習の選択を含めて長期的展望にたって、担当教員の指導を十分に受けてください。
特に、大学院への進学を希望する学生は、修士論文の作成を念頭において、提出してください。

（１）卒業論文

1）履修(提出)当該年度の4年次学生で、現に履修中の科目および単位数を当該年度に取得することによっ
て卒業に要する最低単位数を充足できる場合に限られます。

2）学生各自の予定するテーマに基づいて、担当教員(専任教員に限る)を自由に選択できますが、指導を
受ける学生数が多数の場合は、担当教員の判断によって制約されます。その場合は、他の専任教員を
選択してください。

3）卒業論文を履修、提出しようとする学生は、前年度 2 月中旬までに「卒業論文論題届」を担当教員に
提出してください。なお、教員の指導(専門)分野は、『シラバス(授業概要)』を参照してください。

（２）卒業論文の履修・提出

1）卒業論文は、担当教員の指示に基づき作成し、製本(和綴または洋綴)のうえ、正本一部を担当教員へ
提出してください。なお、定型の製本がなされていれば、印字したもの(パソコン使用など)でも受理
されます。

2）字数は20,000字以上を原則とします。
3）卒業論文は、PCで作成、ペン書きの場合は黒色または青色の万年筆で記述してください。
4）卒業論文を提出する際、表紙裏に「卒業論文指導審査票」※  を貼付してください。指導審査票には、卒

業論文作成にあたって指導を受けた担当教員の検印を 3 回以上受けてください。
5）当該年度12月の指定された日時までに提出してください。提出日を過ぎた場合、一切受理されませ

んので、計画的に研究・執筆を進めてください。
6）卒業論文は、主査(担当教員)のほか、副査(関連分野を専門とする教員複数名)による口述試問によっ

て審査されます。副査および口述試問の日程は、当該年度の 1 月中旬に発表されます。
7）提出された卒業論文は返却されません。製本のコピーや作成データ等を、各自で保管するようにして

ください。
8）各学科の「卒業論文の評価基準と手続き」については、本学ホームページの大学について > 大学の理

念 > 教育方針 > 学修成果の評価の方針 (アセスメント・ポリシー) に掲載されています。

 ※ 「卒業論文論題届」「卒業論文指導審査票」は教務課窓口にて配付いたします。

（３）卒業論文作成上の留意事項

令和　　　年度卒業論文
指導教員　　　　　先生

総合マネジメント学部  ○○学科

学籍番号　　　　　　氏名

論題

横書用（例） たて書き用（例）
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（４）卒業論文表紙の記載事項
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演習とは、担当教員の指導のもとに、ある特定のテーマについて、文献等を講読したり、あるいは
調査を行うなどして、これを発表し、討議しあう訓練を積むことによって、学生の自主的な研究態度
を養成し、研究方法を体得することを目的にしています。
演習は、4年次卒業論文のテーマ選択の具体的手がかりを得る機会ともなります。
なお、学科ごとの履修科目名は下記のとおりです。

【登録方法】
ゼミの選定・登録方法については、学科単位で実施する場合もあります。
毎年１月～２月にUNIPAにてお知らせしますので確認してください。

◆リエゾンゼミⅠ（基礎演習）
　　１年次に履修する「リエゾンゼミⅠ（基礎演習）」は、初年次教育（大学生になることを支援する
プログラム）として、すべての学部・学科に共通した内容で展開します。大学生活に適応し、大学に
おける学習方法や学習スキルを習得し、自分や社会についての理解を深め、人生やキャリアについて
学びます。

◆リエゾンゼミⅡ（専門基礎演習）・リエゾンゼミⅡ（情報基礎演習）
　　２年次に履修する「リエゾンゼミⅡ（専門基礎演習）」「リエゾンゼミⅡ（情報基礎演習）」は、
「リエゾンゼミⅠ（基礎演習）」での入門的な学びを踏まえつつ、担当教員のもと皆さんが所属する
学科に即した専門分野の基礎的な知識の習得、プレゼンテーションや議論の方法、レジュメやレポー
トの書き方、資料の調べ方など、大学での学習や専門的研究を進める際の不可欠な技法を身につけま
す。なお、２年次以降の「リエゾンゼミ」は学生自らの選択となります。

【登録方法】
ゼミの選定・登録方法については、学科単位で実施する場合もあります。
毎年１月～２月にUNIPAにてお知らせしますので確認してください。

◆リエゾンゼミⅢ（専門演習Ⅰ）・リエゾンゼミⅢ（情報演習Ⅰ）
　　３年次に履修する「リエゾンゼミⅢ（専門演習Ⅰ）」「リエゾンゼミⅢ（情報演習Ⅰ）」は、「リ
エゾンゼミⅡ（専門基礎演習）」「リエゾンゼミⅡ（情報基礎演習）」での基礎的な学びを踏まえつ
つ、担当教員のもと特定の専門的なテーマに沿って行う少人数授業です。学生の発表に対する質問や
議論のやりとり、グループワークなどによって進行し、教員と学生さらに学生同士が積極的に参加し
ながら学んでいく、専門性の高い授業といえます。

【登録方法】
ゼミの選定・登録方法については、学科単位で実施する場合もあります。
毎年１月～２月にUNIPAにてお知らせしますので確認してください。

◆リエゾンゼミⅣ（専門演習Ⅱ）・リエゾンゼミⅣ（情報演習Ⅱ）
　　４年次に履修する「リエゾンゼミⅣ（専門演習Ⅱ）」「リエゾンゼミⅣ（情報演習Ⅱ）」は、「リエ
ゾンゼミⅢ（専門演習Ⅰ）」「リエゾンゼミⅢ（情報演習Ⅰ）」での専門的な学びを踏まえつつ、担当
教員のもとより一層専門性を深化させ、これまでの大学での学びの集大成を目指す場といえます。その
際、各自で研究テーマを設定し研究を深める場合と、ゼミの仲間と共同研究をする場合など、その方法
はゼミにより異なります。

卒業論文は、学生各自が在学中における修学、研究の成果を各自の選択した論題のもとに、担当教員の
指導を受けつつ、研究、論述するものです。卒業論文を選択しようとする学生は、その研究の基盤ともな
る演習の選択を含めて長期的展望にたって、担当教員の指導を十分に受けてください。
特に、大学院への進学を希望する学生は、修士論文の作成を念頭において、提出してください。

（１）卒業論文

1）履修(提出)当該年度の4年次学生で、現に履修中の科目および単位数を当該年度に取得することによっ
て卒業に要する最低単位数を充足できる場合に限られます。

2）学生各自の予定するテーマに基づいて、担当教員(専任教員に限る)を自由に選択できますが、指導を
受ける学生数が多数の場合は、担当教員の判断によって制約されます。その場合は、他の専任教員を
選択してください。

3）卒業論文を履修、提出しようとする学生は、前年度 2 月中旬までに「卒業論文論題届」を担当教員に
提出してください。なお、教員の指導(専門)分野は、『シラバス(授業概要)』を参照してください。

（２）卒業論文の履修・提出

1）卒業論文は、担当教員の指示に基づき作成し、製本(和綴または洋綴)のうえ、正本一部を担当教員へ
提出してください。なお、定型の製本がなされていれば、印字したもの(パソコン使用など)でも受理
されます。

2）字数は20,000字以上を原則とします。
3）卒業論文は、PCで作成、ペン書きの場合は黒色または青色の万年筆で記述してください。
4）卒業論文を提出する際、表紙裏に「卒業論文指導審査票」※  を貼付してください。指導審査票には、卒

業論文作成にあたって指導を受けた担当教員の検印を 3 回以上受けてください。
5）当該年度12月の指定された日時までに提出してください。提出日を過ぎた場合、一切受理されませ

んので、計画的に研究・執筆を進めてください。
6）卒業論文は、主査(担当教員)のほか、副査(関連分野を専門とする教員複数名)による口述試問によっ

て審査されます。副査および口述試問の日程は、当該年度の 1 月中旬に発表されます。
7）提出された卒業論文は返却されません。製本のコピーや作成データ等を、各自で保管するようにして

ください。
8）各学科の「卒業論文の評価基準と手続き」については、本学ホームページの大学について > 大学の理

念 > 教育方針 > 学修成果の評価の方針 (アセスメント・ポリシー) に掲載されています。

 ※ 「卒業論文論題届」「卒業論文指導審査票」は教務課窓口にて配付いたします。

（３）卒業論文作成上の留意事項

令和　　　年度卒業論文
指導教員　　　　　先生

総合マネジメント学部  ○○学科

学籍番号　　　　　　氏名

論題

横書用（例） たて書き用（例）

総
合
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
学
部  

○
○
学
科

　

 

号
番
籍
学

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

名
氏

題
論

員
教
導
指

　
　
　
　
　
　
　
　

生
先

和
令

　
　
　
　

文
論
業
卒
度
年

（４）卒業論文表紙の記載事項
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必修6単位を含め16単位
以上を選択修得のこと

必修6単位を含め32単位
以上を選択修得のこと
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必修6単位を含め16単位
以上を選択修得のこと

必修6単位を含め32単位
以上を選択修得のこと
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必修6単位を含め、22単位以
上を選択修得のこと

リエゾン関連科目
必修14単位

8単位以上を選択修得のこと

8単位以上を選択修得のこと

8単位以上を選択修得のこと

任意選択履修
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必修6単位を含め、22単位以
上を選択修得のこと

リエゾン関連科目
必修14単位

8単位以上を選択修得のこと

8単位以上を選択修得のこと

8単位以上を選択修得のこと

任意選択履修
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社会政策論Ⅰ
社会政策論Ⅱ
社会保障論Ⅰ
社会保障論Ⅱ
社会学と社会システム
社会・集団・家族心理学（社会・集団心理学）
社会福祉調査の基礎
社会調査法（社会調査統計を含む）Ⅰ
社会調査法（社会調査統計を含む）Ⅱ
社会調査実習
公衆衛生学
現代の精神保健の課題と支援Ⅰ
現代の精神保健の課題と支援Ⅱ
臨床心理学概論
肢体不自由者の心理・生理・病理
聴覚障害者の心理
障害者福祉
介護概論Ⅰ（ケアワークの基礎）
福祉用具と生活支援
福祉用具活用実習
福祉支援工学
リハビリテーション論
生涯学習概論Ⅰ
生涯学習概論Ⅱ

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1
2
2
2
2

 2 年以上
 2 年以上
 3 年以上
 3 年以上
 1 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 4 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 3 年以上
 3 年以上
 1 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 1 年以上
 1 年以上
 1 年以上

1 科目選択必修
のこと
※Ⅰ・Ⅱについては
2 科目を履修して
１科目と計算する

TOHOKU FUKUSHI UNIVERSITYⅣ

P109 - P132
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旅行業務取扱管理者（国内・総合）< 国家資格 >
旅行業法の定めにより、旅行業者又は旅行業者代理業者は、営業所ごとに、一人以上の旅行業務取扱管

理者の選任が義務付けられています。
主な職務は、1）企画旅行の旅行計画の適正な作成　2）料金表の掲示　3）旅行業約款の掲示ほか

となります。旅行業務取扱管理者には、国内旅行業務取扱管理者試験、総合旅行業務取扱管理者試験に合
格した者が従事できます。

（１）　国内旅行業務取扱管理者
取り扱う旅行が国内旅行と海外旅行の業務範囲の別により、国内旅行業務のみを取り扱うことがで

きます。
<試験科目 >

1）旅行業法及びこれに基づく命令
2）旅行業約款、運送約款及び宿泊約款
3）国内旅行実務
4）運送機関及び宿泊施設の利用料金その他の旅行業務に関連する料金
5）旅行業務の取扱いに関する実務処理

（２）　総合旅行業務取扱管理者
海外及び国内の旅行業務を取り扱うことができます。
<試験科目 >

1）旅行業法及びこれに基づく命令
2）旅行業約款、運送約款及び宿泊約款
3）国内旅行実務
4）海外旅行実務

（３）　履修定員及び履修条件・手順
1）履修定員
定員：20名程度

2）履修条件
履修に当たっての条件は以下のとおりです。
①『旅行業務取扱管理者試験<国内・総合 >』を受験する意志をもつ者。
② 「国内旅行業務取扱管理者試験」を受験する者は、旅行業法令、旅行業務関係約款、旅行業務実
務Ⅰ、観光地理Ⅰの科目をすべて履修すること。

③ 「総合旅行業務取扱管理者試験」を受験する者は、旅行業法令、旅行業務関係約款、旅行業務実
務Ⅰ・Ⅱ、観光地理Ⅰ・Ⅱ、観光英語の科目を履修すること。
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旅行業務取扱管理者（国内・総合）< 国家資格 >
旅行業法の定めにより、旅行業者又は旅行業者代理業者は、営業所ごとに、一人以上の旅行業務取扱管

理者の選任が義務付けられています。
主な職務は、1）企画旅行の旅行計画の適正な作成　2）料金表の掲示　3）旅行業約款の掲示ほか

となります。旅行業務取扱管理者には、国内旅行業務取扱管理者試験、総合旅行業務取扱管理者試験に合
格した者が従事できます。

（１）　国内旅行業務取扱管理者
取り扱う旅行が国内旅行と海外旅行の業務範囲の別により、国内旅行業務のみを取り扱うことがで

きます。
<試験科目 >

1）旅行業法及びこれに基づく命令
2）旅行業約款、運送約款及び宿泊約款
3）国内旅行実務
4）運送機関及び宿泊施設の利用料金その他の旅行業務に関連する料金
5）旅行業務の取扱いに関する実務処理

（２）　総合旅行業務取扱管理者
海外及び国内の旅行業務を取り扱うことができます。
<試験科目 >

1）旅行業法及びこれに基づく命令
2）旅行業約款、運送約款及び宿泊約款
3）国内旅行実務
4）海外旅行実務

（３）　履修定員及び履修条件・手順
1）履修定員
定員：20名程度

2）履修条件
履修に当たっての条件は以下のとおりです。
①『旅行業務取扱管理者試験<国内・総合 >』を受験する意志をもつ者。
② 「国内旅行業務取扱管理者試験」を受験する者は、旅行業法令、旅行業務関係約款、旅行業務実
務Ⅰ、観光地理Ⅰの科目をすべて履修すること。

③ 「総合旅行業務取扱管理者試験」を受験する者は、旅行業法令、旅行業務関係約款、旅行業務実
務Ⅰ・Ⅱ、観光地理Ⅰ・Ⅱ、観光英語の科目を履修すること。
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3）履修手順
① 教務課窓口（総合マネジメント学部）カウンターに設置する【履修希望者名簿】に、学籍番号、
氏名を記入するとともに、履修条件を確認した旨<確認欄 >に を入れて下さい。

② 定員に達した時点で、締め切ります。
③ 【履修登録承認名簿】を教務課窓口（総合マネジメント学部）カウンターに設置するので、確認
後、Web履修登録期間中に履修登録して下さい。

開講科目名 単位 履修年次 履 修 方 法
①旅行業法令 2

備考
＊ 1「国内旅行業務取扱管理者」は、
①②③⑤

＊ 2「総合旅行業務取扱管理者」は、
①～⑦が国家試験対策科目となっ
ています。

②旅行業務関係約款 2
③旅行業実務Ⅰ 2
④旅行業実務Ⅱ 2
⑤観光地理Ⅰ 2
⑥観光地理Ⅱ 2
⑦観光英語 2

1年以上
1年以上
1年以上
2年以上
1年以上
2年以上
2年以上

＊国内旅行業務取扱管理者試験に合格した者が総合旅行業務取扱管理者試験を受験する場合、
（２）の１）、３）は免除となります。

（４）　旅行業務取扱管理者試験に関する科目

　（１）　社会福祉主事とは
社会福祉主事とは、社会福祉法で定められた「任用資格」と呼ばれる資格で、仕事内容は、福祉六

法（生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、知的障害者福祉法、身体障害者福祉法、母子及び寡婦福
祉法の6つの法律をまとめた呼称）に基づいて、各種行政機関で保護・援助を必要とする人のために
相談・指導・援助を行います。

１. 社会福祉主事（任用資格）

 
履 修 方 法履修年次単位厚生労働省指定科目 本学開設授業科目名

社 会 福 祉 概 論

社 会 福 祉 事 業 史

社 会 福 祉 調 査 論
社会福祉施設経営論
社 会 福 祉 行 政 論

社 会 保 障 論

公 的 扶 助 論
児 童 福 祉 論
家 庭 福 祉 論
保 育 理 論
身体障害者福祉論
知的障害者福祉論

老 人 福 祉 論
医 療 社 会 事 業 論

地 域 福 祉 論

法 学

精 神 障 害 者
保 健 福 祉 論

社 会 福 祉
援 助 技 術 論

社会福祉原論A
社会福祉原論B
社会福祉史A
社会福祉史B
ソーシャルワークの基盤と専門職
ソーシャルワークの基盤と専門職（専門）
ソーシャルワークの理論と方法Ⅰ　
ソーシャルワークの理論と方法Ⅱ
社会福祉調査の基礎
福祉サービスの組織と経営
社会福祉法制論
社会保障論Ⅰ
社会保障論Ⅱ
公的扶助論

児童・家庭福祉

保育原理
障害者福祉
知的障害者福祉論
精神医学と精神医療Ⅰ
精神医学と精神医療Ⅱ
精神疾患とその治療
現代の精神保健の課題と支援Ⅰ
現代の精神保健の課題と支援Ⅱ
高齢者福祉
医療ソーシャルワーク論
地域福祉と包括的支援体制A
地域福祉と包括的支援体制B
権利擁護を支える法制度

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

2

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 1 年以上
 1 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 3 年以上
 3 年以上
 3 年以上
 3 年以上
 3 年以上

 1 年以上

 1 年以上
 1 年以上
 2 年以上
 3 年以上
 3 年以上
 3 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 1 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 1 年以上

4科目単位修得
で完成

厚生労働省指定科目
別に 3 科目以上選
択して修得のこと。
（科目名称にⅠとⅡ
及び A と B がある
場合、両者を修得の
こと）

　（２）　社会福祉主事任用資格に関する科目 （別表31）
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3）履修手順
① 教務課窓口（総合マネジメント学部）カウンターに設置する【履修希望者名簿】に、学籍番号、
氏名を記入するとともに、履修条件を確認した旨<確認欄 >に を入れて下さい。

② 定員に達した時点で、締め切ります。
③ 【履修登録承認名簿】を教務課窓口（総合マネジメント学部）カウンターに設置するので、確認
後、Web履修登録期間中に履修登録して下さい。

開講科目名 単位 履修年次 履 修 方 法
①旅行業法令 2

備考
＊ 1「国内旅行業務取扱管理者」は、
①②③⑤

＊ 2「総合旅行業務取扱管理者」は、
①～⑦が国家試験対策科目となっ
ています。

②旅行業務関係約款 2
③旅行業実務Ⅰ 2
④旅行業実務Ⅱ 2
⑤観光地理Ⅰ 2
⑥観光地理Ⅱ 2
⑦観光英語 2

1年以上
1年以上
1年以上
2年以上
1年以上
2年以上
2年以上

＊国内旅行業務取扱管理者試験に合格した者が総合旅行業務取扱管理者試験を受験する場合、
（２）の１）、３）は免除となります。

（４）　旅行業務取扱管理者試験に関する科目

　（１）　社会福祉主事とは
社会福祉主事とは、社会福祉法で定められた「任用資格」と呼ばれる資格で、仕事内容は、福祉六

法（生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、知的障害者福祉法、身体障害者福祉法、母子及び寡婦福
祉法の6つの法律をまとめた呼称）に基づいて、各種行政機関で保護・援助を必要とする人のために
相談・指導・援助を行います。

１. 社会福祉主事（任用資格）

 
履 修 方 法履修年次単位厚生労働省指定科目 本学開設授業科目名

社 会 福 祉 概 論

社 会 福 祉 事 業 史

社 会 福 祉 調 査 論
社会福祉施設経営論
社 会 福 祉 行 政 論

社 会 保 障 論

公 的 扶 助 論
児 童 福 祉 論
家 庭 福 祉 論
保 育 理 論
身体障害者福祉論
知的障害者福祉論

老 人 福 祉 論
医 療 社 会 事 業 論

地 域 福 祉 論

法 学

精 神 障 害 者
保 健 福 祉 論

社 会 福 祉
援 助 技 術 論

社会福祉原論A
社会福祉原論B
社会福祉史A
社会福祉史B
ソーシャルワークの基盤と専門職
ソーシャルワークの基盤と専門職（専門）
ソーシャルワークの理論と方法Ⅰ　
ソーシャルワークの理論と方法Ⅱ
社会福祉調査の基礎
福祉サービスの組織と経営
社会福祉法制論
社会保障論Ⅰ
社会保障論Ⅱ
公的扶助論

児童・家庭福祉

保育原理
障害者福祉
知的障害者福祉論
精神医学と精神医療Ⅰ
精神医学と精神医療Ⅱ
精神疾患とその治療
現代の精神保健の課題と支援Ⅰ
現代の精神保健の課題と支援Ⅱ
高齢者福祉
医療ソーシャルワーク論
地域福祉と包括的支援体制A
地域福祉と包括的支援体制B
権利擁護を支える法制度

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

2

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 1 年以上
 1 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 3 年以上
 3 年以上
 3 年以上
 3 年以上
 3 年以上

 1 年以上

 1 年以上
 1 年以上
 2 年以上
 3 年以上
 3 年以上
 3 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 1 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 1 年以上

4科目単位修得
で完成

厚生労働省指定科目
別に 3 科目以上選
択して修得のこと。
（科目名称にⅠとⅡ
及び A と B がある
場合、両者を修得の
こと）

　（２）　社会福祉主事任用資格に関する科目 （別表31）
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民 法

行 政 法

心 理 学

社 会 学
教 育 学
倫 理 学
公 衆 衛 生 学
医 学 一 般
リハビリテーション論
看 護 学
介 護 概 論
栄 養 学

家 政 学

経 済 学

社 会 政 策

経 済 政 策

民法総則Ⅰ
民法総則Ⅱ
行政法Ⅰ
行政法Ⅱ
現代社会と経済
社会政策論Ⅰ
社会政策論Ⅱ

福祉心理学
心理学概論
社会学と社会システム
教育学概論B
倫理学概論
公衆衛生学
医学概論
リハビリテーション論
看護学
介護概論Ⅰ（ケアワークの基礎）
栄養学（食品学を含む）
家政学概論Ⅰ
家政学概論Ⅱ

2
2
2
2
2
2
2

2
2
2
2
4
2
2
2
4
2
2
2
2

 1 年以上
 1 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 1 年以上
 2 年以上
 2 年以上

 1 年以上
 1 年以上
 1 年以上
 1 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
１年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上

（１）　身体障害者福祉司とは
２. 身体障害者福祉司（任用資格）

　身体障害者福祉司は、福祉事務所が行う身体障害者行政のためにおかれ、身体障害者の相談に応じ、

その生活の実情、環境等を調査し、更生援護の必要の有無およびその種類を判断し、本人に対する指

導を職務とします。

　資格は①大学で厚生労働大臣指定の福祉関係科目（別表32）を修め卒業した者か、②社会福祉主事

の資格をもち身体障害者の更生援護の仕事に2年以上の経験を有する者③社会福祉士となっています。

（別表32）（２）身体障害者福祉司任用資格に関する科目
履 修 方 法履修年次単位厚生労働省指定科目群 本学開設授業科目名

社 会 事 業 概 論

社 会 事 業 史

社 会 事 業 施 設 論
社 会 事 業 行 政

社 会 事 業 の 方 法

社 会 立 法

必修4単位

必修 4単位

必修 4単位

必修 2単位
必修 2単位

２科目を履修して
１科目と計算する
Ⅰ・Ⅱについては2科目を履
修して１科目と計算する

 1 科目選択必修
のこと

※Ⅰ・Ⅱに つ い
ては 2 科目を履
修して１科目と
計算する

Ⅰ
　
　
　群

Ⅱ
　
　
　群

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 3 年以上
 3 年以上
 1 年以上
 1 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 1 年以上
 1 年以上
 1 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上

社会福祉原論A
社会福祉原論B
社会福祉史A
社会福祉史B
福祉サービスの組織と経営
社会福祉法制論
ソーシャルワークの基盤と専門職
ソーシャルワークの基盤と専門職（専門）
ソーシャルワークの理論と方法Ⅰ
ソーシャルワークの理論と方法Ⅱ
権利擁護を支える法制度
民法総則Ⅰ
民法総則Ⅱ
物権法Ⅰ
物権法Ⅱ
債権法Ⅰ
債権法Ⅱ
労働法（労働組合法を含む）Ⅰ
労働法（労働組合法を含む）Ⅱ
行政法Ⅰ
行政法Ⅱ
社会政策論Ⅰ
社会政策論Ⅱ
社会保障論Ⅰ
社会保障論Ⅱ
社会学と社会システム
社会・集団・家族心理学（社会・集団心理学）
社会福祉調査の基礎
社会調査法（社会調査統計を含む）Ⅰ
社会調査法（社会調査統計を含む）Ⅱ
社会調査実習
公衆衛生学
現代の精神保健の課題と支援Ⅰ
現代の精神保健の課題と支援Ⅱ
臨床心理学
肢体不自由者の心理・生理・病理
聴覚障害者の心理
障害者福祉
介護概論Ⅰ
カウンセリング
福祉用具と生活支援
福祉用具活用実習
福祉支援工学
リハビリテーション論
生涯学習概論Ⅰ
生涯学習概論Ⅱ

社 会 政 策

社 会 病 理 又 は
社 会 問 題

社 会 調 査・
社 会 統 計

社 会 衛 生

 2 年以上
 2 年以上
 3 年以上
 3 年以上
 1 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 3 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 3 年以上
 3 年以上
 1 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 1 年以上
 1 年以上
 1 年以上

1 科目選択必修
のこと
※Ⅰ・Ⅱについては
2 科目を履修して
１科目と計算する
1科目選択必修
のこと

1科目選択必修
のこと

必修2単位
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民 法

行 政 法

心 理 学

社 会 学
教 育 学
倫 理 学
公 衆 衛 生 学
医 学 一 般
リハビリテーション論
看 護 学
介 護 概 論
栄 養 学

家 政 学

経 済 学

社 会 政 策

経 済 政 策

民法総則Ⅰ
民法総則Ⅱ
行政法Ⅰ
行政法Ⅱ
現代社会と経済
社会政策論Ⅰ
社会政策論Ⅱ

福祉心理学
心理学概論
社会学と社会システム
教育学概論B
倫理学概論
公衆衛生学
医学概論
リハビリテーション論
看護学
介護概論Ⅰ（ケアワークの基礎）
栄養学（食品学を含む）
家政学概論Ⅰ
家政学概論Ⅱ

2
2
2
2
2
2
2

2
2
2
2
4
2
2
2
4
2
2
2
2

 1 年以上
 1 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 1 年以上
 2 年以上
 2 年以上

 1 年以上
 1 年以上
 1 年以上
 1 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
１年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上

（１）　身体障害者福祉司とは
２. 身体障害者福祉司（任用資格）

　身体障害者福祉司は、福祉事務所が行う身体障害者行政のためにおかれ、身体障害者の相談に応じ、

その生活の実情、環境等を調査し、更生援護の必要の有無およびその種類を判断し、本人に対する指

導を職務とします。

　資格は①大学で厚生労働大臣指定の福祉関係科目（別表32）を修め卒業した者か、②社会福祉主事

の資格をもち身体障害者の更生援護の仕事に2年以上の経験を有する者③社会福祉士となっています。

（別表32）（２）身体障害者福祉司任用資格に関する科目
履 修 方 法履修年次単位厚生労働省指定科目群 本学開設授業科目名

社 会 事 業 概 論

社 会 事 業 史

社 会 事 業 施 設 論
社 会 事 業 行 政

社 会 事 業 の 方 法

社 会 立 法

必修4単位

必修 4単位

必修 4単位

必修 2単位
必修 2単位

２科目を履修して
１科目と計算する
Ⅰ・Ⅱについては2科目を履
修して１科目と計算する

 1 科目選択必修
のこと

※Ⅰ・Ⅱに つ い
ては 2 科目を履
修して１科目と
計算する

Ⅰ
　
　
　群

Ⅱ
　
　
　群

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 3 年以上
 3 年以上
 1 年以上
 1 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 1 年以上
 1 年以上
 1 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上

社会福祉原論A
社会福祉原論B
社会福祉史A
社会福祉史B
福祉サービスの組織と経営
社会福祉法制論
ソーシャルワークの基盤と専門職
ソーシャルワークの基盤と専門職（専門）
ソーシャルワークの理論と方法Ⅰ
ソーシャルワークの理論と方法Ⅱ
権利擁護を支える法制度
民法総則Ⅰ
民法総則Ⅱ
物権法Ⅰ
物権法Ⅱ
債権法Ⅰ
債権法Ⅱ
労働法（労働組合法を含む）Ⅰ
労働法（労働組合法を含む）Ⅱ
行政法Ⅰ
行政法Ⅱ
社会政策論Ⅰ
社会政策論Ⅱ
社会保障論Ⅰ
社会保障論Ⅱ
社会学と社会システム
社会・集団・家族心理学（社会・集団心理学）
社会福祉調査の基礎
社会調査法（社会調査統計を含む）Ⅰ
社会調査法（社会調査統計を含む）Ⅱ
社会調査実習
公衆衛生学
現代の精神保健の課題と支援Ⅰ
現代の精神保健の課題と支援Ⅱ
臨床心理学
肢体不自由者の心理・生理・病理
聴覚障害者の心理
障害者福祉
介護概論Ⅰ
カウンセリング
福祉用具と生活支援
福祉用具活用実習
福祉支援工学
リハビリテーション論
生涯学習概論Ⅰ
生涯学習概論Ⅱ

社 会 政 策

社 会 病 理 又 は
社 会 問 題

社 会 調 査・
社 会 統 計

社 会 衛 生

 2 年以上
 2 年以上
 3 年以上
 3 年以上
 1 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 3 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 3 年以上
 3 年以上
 1 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 1 年以上
 1 年以上
 1 年以上

1 科目選択必修
のこと
※Ⅰ・Ⅱについては
2 科目を履修して
１科目と計算する
1科目選択必修
のこと

1科目選択必修
のこと

必修2単位
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＊Ⅰ群Ⅱ群すべてにわたって14科目以上履修のこと。
＊Ⅰ・Ⅱについては2科目を履修して1科目と計算する。

社会政策論Ⅰ
社会政策論Ⅱ
社会保障論Ⅰ
社会保障論Ⅱ
社会学と社会システム
社会・集団・家族心理学（社会・集団心理学）
社会福祉調査の基礎
社会調査法（社会調査統計を含む）Ⅰ
社会調査法（社会調査統計を含む）Ⅱ
社会調査実習
公衆衛生学
現代の精神保健の課題と支援Ⅰ
現代の精神保健の課題と支援Ⅱ
臨床心理学概論
肢体不自由者の心理・生理・病理
聴覚障害者の心理
障害者福祉
介護概論Ⅰ（ケアワークの基礎）
福祉用具と生活支援
福祉用具活用実習
福祉支援工学
リハビリテーション論
生涯学習概論Ⅰ
生涯学習概論Ⅱ

社 会 病 理 又 は
社 会 問 題
社 会 調 査

社 会 衛 生

精 神 衛 生

身体障害者の心理

社 会 教 育

職 業 指 導・
補 装 具 知 識

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1
2
2
2
2

 2 年以上
 2 年以上
 3 年以上
 3 年以上
 1 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 4 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 3 年以上
 3 年以上
 1 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 1 年以上
 1 年以上
 1 年以上

1 科目選択必修
のこと
※Ⅰ・Ⅱについては
2 科目を履修して
１科目と計算する
1科目選択必修
のこと

1科目選択必修
のこと

必修2単位

必修 4単位

1科目選択必修
のこと

必修4単位

1科目選択必修のこと
※Ⅰ・Ⅱについては 2
科目を履修して１科目
と計算する

Ⅱ
　
　
　
群

（知的障害者福祉司）

（知的障害福祉法より）

３. 知的障害者福祉司（任用資格）

第14条　知的障害者福祉司は、都道府県知事又は市町村長の補助機関である職員とし、次の各号のいず

れかに該当する者のうちから、任用しなければならない。

1　社会福祉法に定める社会福祉主事たる資格を有する者であって、知的障害者の福祉に関する

事業に2年以上従事した経験を有するもの

2　学校教育法（昭和22年法律第26号）に基づく大学又は旧大学令（大正7年勅令第388号）に基

づく大学において、厚生労働大臣の指定する社会福祉に関する科目を修めて卒業した者

3　医師

4　社会福祉士

5　知的障害者の福祉に関する事業に従事する職員を養成する学校その他の施設で厚生労働大臣

の指定するものを卒業した者

6　前各号に準ずる者であって、知的障害者福祉司として必要な学識経験を有するもの

第13条　都道府県は、その設置する知的障害者更正相談所に、知的障害者福祉司を置かなければならない。

2　市町村は、その設置する福祉事務所に、知的障害者福祉司を置くことができる。

3　都道府県の知的障害者福祉司は、知的障害者更正相談所の長の命を受けて、次に掲げる業務を

　行うものとする。

1　第11条第1項第1号に掲げる業務のうち、専門的な知識及び技術を必要とするものを行うこと。

2　知的障害者の福祉に関し、第11条第1項第2号ロに掲げる業務を行うこと。

4　市町村の知的障害者福祉司は、福祉事務所の長（以下「福祉事務所長」という。）の命を受けて、

知的障害者の福祉に関し、主として、次の業務を行うものとする。

1　福祉事務所の所員に対し、技術的指導を行うこと。

2　第9条第5項第3号に掲げる業務のうち、専門的な知識及び技術を必要とするものを行うこと。

5　市の知的障害者福祉司は、第10条第2項の規定により技術的援助及び助言を求められたとき

は、これに協力しなければならない。この場合において、特に専門的な知識及び技術が必要で

あると認めるときは、知的障害者更正相談所に当該技術的援助及び助言を求めるよう助言しな

ければならない。
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＊Ⅰ群Ⅱ群すべてにわたって14科目以上履修のこと。
＊Ⅰ・Ⅱについては2科目を履修して1科目と計算する。

社会政策論Ⅰ
社会政策論Ⅱ
社会保障論Ⅰ
社会保障論Ⅱ
社会学と社会システム
社会・集団・家族心理学（社会・集団心理学）
社会福祉調査の基礎
社会調査法（社会調査統計を含む）Ⅰ
社会調査法（社会調査統計を含む）Ⅱ
社会調査実習
公衆衛生学
現代の精神保健の課題と支援Ⅰ
現代の精神保健の課題と支援Ⅱ
臨床心理学概論
肢体不自由者の心理・生理・病理
聴覚障害者の心理
障害者福祉
介護概論Ⅰ（ケアワークの基礎）
福祉用具と生活支援
福祉用具活用実習
福祉支援工学
リハビリテーション論
生涯学習概論Ⅰ
生涯学習概論Ⅱ

社 会 病 理 又 は
社 会 問 題
社 会 調 査

社 会 衛 生

精 神 衛 生

身体障害者の心理

社 会 教 育

職 業 指 導・
補 装 具 知 識

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1
2
2
2
2

 2 年以上
 2 年以上
 3 年以上
 3 年以上
 1 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 4 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 3 年以上
 3 年以上
 1 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 1 年以上
 1 年以上
 1 年以上

1 科目選択必修
のこと
※Ⅰ・Ⅱについては
2 科目を履修して
１科目と計算する
1科目選択必修
のこと

1科目選択必修
のこと

必修2単位

必修 4単位

1科目選択必修
のこと

必修4単位

1科目選択必修のこと
※Ⅰ・Ⅱについては 2
科目を履修して１科目
と計算する

Ⅱ
　
　
　
群

（知的障害者福祉司）

（知的障害福祉法より）

３. 知的障害者福祉司（任用資格）

第14条　知的障害者福祉司は、都道府県知事又は市町村長の補助機関である職員とし、次の各号のいず

れかに該当する者のうちから、任用しなければならない。

1　社会福祉法に定める社会福祉主事たる資格を有する者であって、知的障害者の福祉に関する

事業に2年以上従事した経験を有するもの

2　学校教育法（昭和22年法律第26号）に基づく大学又は旧大学令（大正7年勅令第388号）に基

づく大学において、厚生労働大臣の指定する社会福祉に関する科目を修めて卒業した者

3　医師

4　社会福祉士

5　知的障害者の福祉に関する事業に従事する職員を養成する学校その他の施設で厚生労働大臣

の指定するものを卒業した者

6　前各号に準ずる者であって、知的障害者福祉司として必要な学識経験を有するもの

第13条　都道府県は、その設置する知的障害者更正相談所に、知的障害者福祉司を置かなければならない。

2　市町村は、その設置する福祉事務所に、知的障害者福祉司を置くことができる。

3　都道府県の知的障害者福祉司は、知的障害者更正相談所の長の命を受けて、次に掲げる業務を

　行うものとする。

1　第11条第1項第1号に掲げる業務のうち、専門的な知識及び技術を必要とするものを行うこと。

2　知的障害者の福祉に関し、第11条第1項第2号ロに掲げる業務を行うこと。

4　市町村の知的障害者福祉司は、福祉事務所の長（以下「福祉事務所長」という。）の命を受けて、

知的障害者の福祉に関し、主として、次の業務を行うものとする。

1　福祉事務所の所員に対し、技術的指導を行うこと。

2　第9条第5項第3号に掲げる業務のうち、専門的な知識及び技術を必要とするものを行うこと。

5　市の知的障害者福祉司は、第10条第2項の規定により技術的援助及び助言を求められたとき

は、これに協力しなければならない。この場合において、特に専門的な知識及び技術が必要で

あると認めるときは、知的障害者更正相談所に当該技術的援助及び助言を求めるよう助言しな

ければならない。
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４. 福祉用具専門相談員

※保健師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士、社会福祉士、介護福祉士、義肢装具士、この課程を修
了した者が、福祉用具に関する専門知識に基づく助言をし、福祉用具を利用者に提供することが定められてい
ます（介護保険法施行令第四条）。

※福祉用具活用実習は実習費（20,000円）が別途必要となります。
※履修登録の前（3月）に実施されるガイダンスに必ず参加してください。
※定員40名（履修証明社会人コースの社会人学生を優先する）
※総合福祉学部全学科、総合マネジメント学部全学科、健康科学部医療経営管理学科の2年次以上の学生のみ対象
※問い合わせ部署：生涯学習支援室（仙台駅東口キャンパス2階）　電話022-766-8834（内線426）

開講科目名指定科目名称

高齢者の保健福祉とリハビリテーション 2 2 年 必修

福祉用具と生活支援 2 2 年 必修
福祉用具活用実習

老人保健福祉に関する基礎知識
関連領域に関する基礎知識
介護と福祉用具に関する理解
福祉用具の活用に関する実習 1 2 年 必修

単位 履修年次 履修方法
福祉用具専門相談員資格に関する科目

　福祉用具専門相談員とは、福祉用具貸与事務所や福祉用具販売事務所で、居宅要介護者や居宅要
支援者が福祉用具を選定するに当たり、福祉用具に関する専門的知識に基づく助言を行うものをい
います。介護保険制度のなかで高齢者や障害者、家族に適した福祉用具を導入し、導入後のサポー
トを行います。
　下記の指定科目全ての単位を修得すると、修了証明書（福祉用具専門相談員指定講習）を受ける
ことができます。
　介護保険制度では、福祉用具貸与が保険給付の対象となっているため、指定居宅サービスとして
福祉用具貸与を行う場合、各事業所に2名以上の専門相談員を配置することが定められています。
⑴　履修上の留意事項　
　修了証明書交付の条件として以下の必修3科目全てを、2～4年次のいずれかの単年度（前期）で
単位修得してください。

　（１）　司書資格とは
５. 司書

※図書館実習に関しては、主な実施時期は夏季休業中の８月・９月の４日間を予定しています。実習費
は、P.33「学費等納付細則」により各自負担していただきます。なお、実習に関しては登録が必要と
なりますので、必ず履修登録期間直前の図書館実習ガイダンスに出席してください。

　司書は英語で表現するとlibrarianです。司書は図書館で働く人すべてを意味するのではなく、専門
職としての仕事に相応しい知識と訓練を受けた有資格者を指します。この資格を取得するには、図書
館・情報学の専門課程を設置してある大学を卒業する方法、夏期講習等を受ける方法、その他があり
ます。本学では司書課程を開設し、在学中に必要修得単位を満たせば取得できます。必要修得単位に
ついては、別表29を参照してください。なお、司書資格を取得するには、2～3年間を要します（1年
間では無理が生じます）。
　図書館への就職率は全国的に低い状況にあります。しかし、地方自治体の司書職の採用試験に合格
し、公共図書館に勤務している人や大学図書館に勤めたりしている人もいます。これからの情報化社
会において、司書の仕事は実り多いものです。

　（２）　司書資格に関する専門科目 （別表29）
区　　　分 開講科目名 単位 履修年次 履 修 方 法

目
科
修
必

基礎科目

生涯学習概論Ⅰ 2 必修22単位
図書館概論 2
図書館情報技術論 2
図書館制度・経営論 2

図書館サービスに
関する科目

図書館サービス概論 2
情報サービス論 2
情報サービス演習 2
児童サービス論 2

図書館情報資源に
関する科目

図書館情報資源概論 2
情報資源組織論 2
情報資源組織演習 2

目
科
択
選

2科目選択

図書館基礎特論 1 2科目2単位以上選択
して修得のこと図書館サービス特論 1

図書館情報資源特論 1
図書・図書館史 1
図書館施設論 1
図書館総合演習 1
図書館実習 1

1年以上
2年以上
3年以上
3年以上
2年以上
2年以上
3年以上
2年以上
3年以上
2年以上
3年以上
2年以上
2年以上
3年以上
2年以上
2年以上
3年以上
3年以上
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４. 福祉用具専門相談員

※保健師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士、社会福祉士、介護福祉士、義肢装具士、この課程を修
了した者が、福祉用具に関する専門知識に基づく助言をし、福祉用具を利用者に提供することが定められてい
ます（介護保険法施行令第四条）。

※福祉用具活用実習は実習費（20,000円）が別途必要となります。
※履修登録の前（3月）に実施されるガイダンスに必ず参加してください。
※定員40名（履修証明社会人コースの社会人学生を優先する）
※総合福祉学部全学科、総合マネジメント学部全学科、健康科学部医療経営管理学科の2年次以上の学生のみ対象
※問い合わせ部署：生涯学習支援室（仙台駅東口キャンパス2階）　電話022-766-8834（内線426）

開講科目名指定科目名称

高齢者の保健福祉とリハビリテーション 2 2 年 必修

福祉用具と生活支援 2 2 年 必修
福祉用具活用実習

老人保健福祉に関する基礎知識
関連領域に関する基礎知識
介護と福祉用具に関する理解
福祉用具の活用に関する実習 1 2 年 必修

単位 履修年次 履修方法
福祉用具専門相談員資格に関する科目

　福祉用具専門相談員とは、福祉用具貸与事務所や福祉用具販売事務所で、居宅要介護者や居宅要
支援者が福祉用具を選定するに当たり、福祉用具に関する専門的知識に基づく助言を行うものをい
います。介護保険制度のなかで高齢者や障害者、家族に適した福祉用具を導入し、導入後のサポー
トを行います。
　下記の指定科目全ての単位を修得すると、修了証明書（福祉用具専門相談員指定講習）を受ける
ことができます。
　介護保険制度では、福祉用具貸与が保険給付の対象となっているため、指定居宅サービスとして
福祉用具貸与を行う場合、各事業所に2名以上の専門相談員を配置することが定められています。
⑴　履修上の留意事項　
　修了証明書交付の条件として以下の必修3科目全てを、2～4年次のいずれかの単年度（前期）で
単位修得してください。

　（１）　司書資格とは
５. 司書

※図書館実習に関しては、主な実施時期は夏季休業中の８月・９月の４日間を予定しています。実習費
は、P.33「学費等納付細則」により各自負担していただきます。なお、実習に関しては登録が必要と
なりますので、必ず履修登録期間直前の図書館実習ガイダンスに出席してください。

　司書は英語で表現するとlibrarianです。司書は図書館で働く人すべてを意味するのではなく、専門
職としての仕事に相応しい知識と訓練を受けた有資格者を指します。この資格を取得するには、図書
館・情報学の専門課程を設置してある大学を卒業する方法、夏期講習等を受ける方法、その他があり
ます。本学では司書課程を開設し、在学中に必要修得単位を満たせば取得できます。必要修得単位に
ついては、別表29を参照してください。なお、司書資格を取得するには、2～3年間を要します（1年
間では無理が生じます）。
　図書館への就職率は全国的に低い状況にあります。しかし、地方自治体の司書職の採用試験に合格
し、公共図書館に勤務している人や大学図書館に勤めたりしている人もいます。これからの情報化社
会において、司書の仕事は実り多いものです。

　（２）　司書資格に関する専門科目 （別表29）
区　　　分 開講科目名 単位 履修年次 履 修 方 法

目
科
修
必

基礎科目

生涯学習概論Ⅰ 2 必修22単位
図書館概論 2
図書館情報技術論 2
図書館制度・経営論 2

図書館サービスに
関する科目

図書館サービス概論 2
情報サービス論 2
情報サービス演習 2
児童サービス論 2

図書館情報資源に
関する科目

図書館情報資源概論 2
情報資源組織論 2
情報資源組織演習 2

目
科
択
選

2科目選択

図書館基礎特論 1 2科目2単位以上選択
して修得のこと図書館サービス特論 1

図書館情報資源特論 1
図書・図書館史 1
図書館施設論 1
図書館総合演習 1
図書館実習 1

1年以上
2年以上
3年以上
3年以上
2年以上
2年以上
3年以上
2年以上
3年以上
2年以上
3年以上
2年以上
2年以上
3年以上
2年以上
2年以上
3年以上
3年以上
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６. 学芸員
　（１）　学芸員とは

開講科目名 履修年次 履 修 状 況
生涯学習概論Ⅰ 1年以上 修得済
図書館概論 2年以上 修得済
情報サービス論 2年以上 修得済
児童サービス論 2年以上 修得済
図書館情報資源概論 3年以上 修得済もしくは履修中
図書館情報技術論 3年以上 修得済もしくは履修中
図書館制度・経営論 3年以上 修得済もしくは履修中

図書館実習履修の前提条件は下記科目のとおりになります。

　博物館は、特別な人のための施設ではなく、国民全てのためのものです。「歴史、芸術、民俗、産業、
自然科学等に関する資料を収集し、保管し、展示」する施設です。すなわち博物館は、歴史、考古博
物館だけではありません。美術館、自然史博物館、科学博物館、動物園、水族館なども全て博物館です。
そして「展示する」だけでなく、「教育」施設でもあり、私達の「教養、調査研究、レクリエーション」
などを手助けする施設でもあります。さらに独自でさまざまな学術調査をする研究所でもあるのです。
このような展示、教育、研究などの仕事をする専門の職員（研究員）を学芸員とよびます。
　最近、日本の各地では、地域の資源を生かしたさまざまな「活性化」のための試みがなされています。
その意味で、博物館にはものとしての「資料」を収集展示する場所としてだけではなく、日本の各地
にあたり前にあるのだけれど、その素晴らしさや大切さが、身近過ぎてかえって見つけることができ
ない歴史や自然遺産、風景、風習、季節の祭、食べ物などに潜む「地域の宝物」を探し出すという重
要な役割があります。そしてそれを、日本ばかりでなく世界に広く発信するという、今後さらに大切
になる仕事の中心的な役割を担っています。
　その主役である学芸員になるために、本学では関連する必要な科目の単位をとって卒業すれば学芸
員の資格を取得することができます。なお学芸員課程を取得するのに2～3年間は必要ですので、別表
30を参照に計画的に履修しましょう。
　公務員として地域に貢献したい人や学校教員として子どもたちに地域を教える人は、かけがえのな
い「宝物」を見つけだす力を身につけるために、ぜひこの資格を目指してください。

※課程履修費および実習費は、P.33「学費等納付細則」により各自負担していただきます。

（２）　学芸員資格に関する専門科目 （別表30）

開講科目名 単位 履修年次 履 修 方 法

必
　
　

修
　
　

科
　
　

目

生涯学習概論Ⅰ 必修27単位
博物館概論
博物館経営論
博物館資料論
博物館資料保存論
博物館展示論
博物館教育論
博物館情報・メディア論
博物館実習
文化財概論
文化財各論（文化財保護法を含む）
日本文化史

　

選

択

科

目

A

B

C

D

古文書学概論
古文書学各論 ※古文書学概論履修前提
古文書学実習 ※古文書学概論・各論履修前提
民俗学概論 
民俗学各論 ※民俗学概論履修前提
民俗学実習（調査法を含む）※民俗学概論・各論履修前提
日本美術史
西洋美術史
美術実習
文化人類学
日本史特殊講義
民俗学特殊講義
美術史特殊講義

2
2
2
2
2
2
2
2
3
2
2
4
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

1年以上
2年以上
3年以上
2年以上
3年以上
3年以上
3年以上
3年以上
3年以上
2年以上
2年以上
2年以上
2年以上
2年以上
3年以上
2年以上
2年以上
3年以上
3年以上
3年以上
3年以上
2年以上
3年以上
3年以上
3年以上

A ～ C 群 よ り 1 群
（6単位）を選択し
て単位修得のこと

1科目（2単位以上）
を選択して単位修得
のこと
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６. 学芸員
　（１）　学芸員とは

開講科目名 履修年次 履 修 状 況
生涯学習概論Ⅰ 1年以上 修得済
図書館概論 2年以上 修得済
情報サービス論 2年以上 修得済
児童サービス論 2年以上 修得済
図書館情報資源概論 3年以上 修得済もしくは履修中
図書館情報技術論 3年以上 修得済もしくは履修中
図書館制度・経営論 3年以上 修得済もしくは履修中

図書館実習履修の前提条件は下記科目のとおりになります。

　博物館は、特別な人のための施設ではなく、国民全てのためのものです。「歴史、芸術、民俗、産業、
自然科学等に関する資料を収集し、保管し、展示」する施設です。すなわち博物館は、歴史、考古博
物館だけではありません。美術館、自然史博物館、科学博物館、動物園、水族館なども全て博物館です。
そして「展示する」だけでなく、「教育」施設でもあり、私達の「教養、調査研究、レクリエーション」
などを手助けする施設でもあります。さらに独自でさまざまな学術調査をする研究所でもあるのです。
このような展示、教育、研究などの仕事をする専門の職員（研究員）を学芸員とよびます。
　最近、日本の各地では、地域の資源を生かしたさまざまな「活性化」のための試みがなされています。
その意味で、博物館にはものとしての「資料」を収集展示する場所としてだけではなく、日本の各地
にあたり前にあるのだけれど、その素晴らしさや大切さが、身近過ぎてかえって見つけることができ
ない歴史や自然遺産、風景、風習、季節の祭、食べ物などに潜む「地域の宝物」を探し出すという重
要な役割があります。そしてそれを、日本ばかりでなく世界に広く発信するという、今後さらに大切
になる仕事の中心的な役割を担っています。
　その主役である学芸員になるために、本学では関連する必要な科目の単位をとって卒業すれば学芸
員の資格を取得することができます。なお学芸員課程を取得するのに2～3年間は必要ですので、別表
30を参照に計画的に履修しましょう。
　公務員として地域に貢献したい人や学校教員として子どもたちに地域を教える人は、かけがえのな
い「宝物」を見つけだす力を身につけるために、ぜひこの資格を目指してください。

※課程履修費および実習費は、P.33「学費等納付細則」により各自負担していただきます。

（２）　学芸員資格に関する専門科目 （別表30）

開講科目名 単位 履修年次 履 修 方 法

必
　
　

修
　
　

科
　
　

目

生涯学習概論Ⅰ 必修27単位
博物館概論
博物館経営論
博物館資料論
博物館資料保存論
博物館展示論
博物館教育論
博物館情報・メディア論
博物館実習
文化財概論
文化財各論（文化財保護法を含む）
日本文化史

　

選

択

科

目

A

B

C

D

古文書学概論
古文書学各論 ※古文書学概論履修前提
古文書学実習 ※古文書学概論・各論履修前提
民俗学概論 
民俗学各論 ※民俗学概論履修前提
民俗学実習（調査法を含む）※民俗学概論・各論履修前提
日本美術史
西洋美術史
美術実習
文化人類学
日本史特殊講義
民俗学特殊講義
美術史特殊講義

2
2
2
2
2
2
2
2
3
2
2
4
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

1年以上
2年以上
3年以上
2年以上
3年以上
3年以上
3年以上
3年以上
3年以上
2年以上
2年以上
2年以上
2年以上
2年以上
3年以上
2年以上
2年以上
3年以上
3年以上
3年以上
3年以上
2年以上
3年以上
3年以上
3年以上

A ～ C 群 よ り 1 群
（6単位）を選択し
て単位修得のこと

1科目（2単位以上）
を選択して単位修得
のこと
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7.  日本パラスポーツ協会公認障がい者スポーツ指導員資格
　（１）　障がい者スポーツ指導員とは

①　初級障がい者スポーツ指導員
地域で活動する18歳以上の指導者で、主に初めてスポーツに参加する障がい者に対し、スポー

ツの喜びや楽しさを重視したスポーツの導入を支援する者。また、障がいの基本内容を理解し、
スポーツの導入に必要な基本的知識・技術を身につけ、実践にあたっては、健康や安全管理を重
視した指導ができる者。さらに、地域の大会や行事に参加すると共に、指導員組織の事業にも積
極的に参加するなど地域の障がい者スポーツの振興を支える者。

②　中級障がい者スポーツ指導員
地域における障がい者スポーツのリーダーとしての役割を持ち、指導現場では、充分な知識、

技術と経験に基づいた指導ができ、指導員の模範となる者。また、地域のスポーツ大会や行事の
企画・運営に参加すると共に、全国障がい者スポーツ大会に参加する選手団のコーチとして、選
手選考やその強化・育成の役割を担う者。さらに、指導員の組織化や運営にも関わり、地域の障
がい者スポーツ振興を進める者。

③　上級障がい者スポーツ指導員
県レベルのリーダーとして、指導現場では障がい者スポーツの高度な専門的知識を有し、指導

技術と豊富な経験に基づいた指導と指導員を取りまとめる指導的立場になる者。また、県レベル
のスポーツ大会や行事の企画・運営の中心的役割を持ち、全国障害者スポーツ大会に参加する選
手団の監督として、選手選考やその強化・育成の責任を担う者。さらに、指導者の組織運営に積
極的にかかわり、地域のスポーツ振興のキーパーソンとなる者。

　（２）　資格取得認定校とは

　公益財団法人日本パラスポーツ協会はわが国における障がい者スポーツ振興と競技力向上にあたる
障がい者スポーツ指導者の資質と指導力の向上を図り、指導活動の促進と指導体制を確立するため
「日本パラスポーツ協会公認障がい者スポーツ指導者制度」を制定しています。
　協会が公認する障がい者スポーツ指導者は次に示す種類に分けられ、指導者の適性に応じたスポー
ツ・レクリエーションを通じて、健康・体力の維持・増進と競技力の向上に寄与することを任務とし
ています。

　公益財団法人日本パラスポーツ協会公認障がい者スポーツ指導者制度に基づき、申請によって資格
取得を認定された学校のことをいいます。平成12年度より、修業年限4年以上の大学において、初級
および中級障がい者スポーツ指導員の資格取得に必要な講習内容を含む科目を履修し、卒業までに3
年間計80時間以上の指導経験を積んだ者については卒業をもって中級障がい者スポーツ指導員の研
修を修了したものとみなされるようになりました。
※本学では初級・中級障がい者スポーツ指導員資格のみ取得可能です。

（３）　履修方法

（４）　初級障がい者スポーツ指導員に関する科目 （別表34）
　　　　開　講　科　目　名  種別 単位 履修年次 履修方法

障害者スポーツ指導法Ⅰ 講義 2 1年以上 必　修
ユニバーサルスポーツ 実技 2 1年以上 必　修

（５）　中級障がい者スポーツ指導員に関する科目 （別表35）
開　講　科　目　名 種別 単位 履修年次 履修方法

障害者スポーツ指導法Ⅱ 講義 2 2年以上 必　修
障害者スポーツ指導法Ⅲ 講義 1 2年以上 必　修

＊ 2科目を単位修得する他に2～4年次の3年間で「80時間以上」の実践ボランティア活動が必要
です。

　（６）　実践ボランティア活動について
中級の資格取得要件として規定されています「卒業までの3年間、計80時間以上の指導経験」のこ

とをいい、次に指定する活動の実績をもってそれに当てます。
①　宮城県および仙台市障害者スポーツ協会が実施する各種障がい者スポーツ事業
②　その他、大学が認定する障がい者関連の各種事業

　（７）　資格申請の手続き
①　初級・中級ともに「卒業」を要件とします。4年次の年度末にガイダンスを実施し、申請書類
に必要事項を記入してもらい、大学がまとめて申請手続きをします。

②　中級の申請には、実践ボランティア活動実績証明を添付し、申請することになります。
③　申請には課程履修費とは別に申請費用が掛かります。（認定料・申請料・当該年度登録料）

　本学在学中に資格を取得するためには、次の科目をすべて履修し、単位を修得しなければなりません。
　また、卒業までに中級障がい者スポーツ指導員資格を取得するためには、1年次に初級に必要な科目の
単位を修得し、2年次から中級に必要な科目を履修することができますが、2～4年次の3年間で「80時間
以上」の実践ボランティア活動が義務づけられているために、その活動を証明するものが必要となりま
す。活動を証明するためには、大学が指定する各障がい者スポーツ大会・講習会・教室等のボランティア
活動に参加し、所定の活動実績証明用手帳に主催者より認印を押印してもらうことが必要です。
　課程履修費は、P.33「学費等納付細則」により各自負担していただきます。

社会政策論Ⅰ
社会政策論Ⅱ
社会保障論Ⅰ
社会保障論Ⅱ
社会学と社会システム
社会・集団・家族心理学（社会・集団心理学）
社会福祉調査の基礎
社会調査法（社会調査統計を含む）Ⅰ
社会調査法（社会調査統計を含む）Ⅱ
社会調査実習
公衆衛生学
現代の精神保健の課題と支援Ⅰ
現代の精神保健の課題と支援Ⅱ
臨床心理学
肢体不自由者の心理・生理・病理
聴覚障害者の心理
障害者福祉
介護概論Ⅰ
カウンセリング
福祉用具と生活支援
福祉用具活用実習
福祉支援工学
リハビリテーション論
生涯学習概論Ⅰ
生涯学習概論Ⅱ

 2 年以上
 2 年以上
 3 年以上
 3 年以上
 1 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 3 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 3 年以上
 3 年以上
 1 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 1 年以上
 1 年以上
 1 年以上
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7.  日本パラスポーツ協会公認障がい者スポーツ指導員資格
　（１）　障がい者スポーツ指導員とは

①　初級障がい者スポーツ指導員
地域で活動する18歳以上の指導者で、主に初めてスポーツに参加する障がい者に対し、スポー

ツの喜びや楽しさを重視したスポーツの導入を支援する者。また、障がいの基本内容を理解し、
スポーツの導入に必要な基本的知識・技術を身につけ、実践にあたっては、健康や安全管理を重
視した指導ができる者。さらに、地域の大会や行事に参加すると共に、指導員組織の事業にも積
極的に参加するなど地域の障がい者スポーツの振興を支える者。

②　中級障がい者スポーツ指導員
地域における障がい者スポーツのリーダーとしての役割を持ち、指導現場では、充分な知識、

技術と経験に基づいた指導ができ、指導員の模範となる者。また、地域のスポーツ大会や行事の
企画・運営に参加すると共に、全国障がい者スポーツ大会に参加する選手団のコーチとして、選
手選考やその強化・育成の役割を担う者。さらに、指導員の組織化や運営にも関わり、地域の障
がい者スポーツ振興を進める者。

③　上級障がい者スポーツ指導員
県レベルのリーダーとして、指導現場では障がい者スポーツの高度な専門的知識を有し、指導

技術と豊富な経験に基づいた指導と指導員を取りまとめる指導的立場になる者。また、県レベル
のスポーツ大会や行事の企画・運営の中心的役割を持ち、全国障害者スポーツ大会に参加する選
手団の監督として、選手選考やその強化・育成の責任を担う者。さらに、指導者の組織運営に積
極的にかかわり、地域のスポーツ振興のキーパーソンとなる者。

　（２）　資格取得認定校とは

　公益財団法人日本パラスポーツ協会はわが国における障がい者スポーツ振興と競技力向上にあたる
障がい者スポーツ指導者の資質と指導力の向上を図り、指導活動の促進と指導体制を確立するため
「日本パラスポーツ協会公認障がい者スポーツ指導者制度」を制定しています。
　協会が公認する障がい者スポーツ指導者は次に示す種類に分けられ、指導者の適性に応じたスポー
ツ・レクリエーションを通じて、健康・体力の維持・増進と競技力の向上に寄与することを任務とし
ています。

　公益財団法人日本パラスポーツ協会公認障がい者スポーツ指導者制度に基づき、申請によって資格
取得を認定された学校のことをいいます。平成12年度より、修業年限4年以上の大学において、初級
および中級障がい者スポーツ指導員の資格取得に必要な講習内容を含む科目を履修し、卒業までに3
年間計80時間以上の指導経験を積んだ者については卒業をもって中級障がい者スポーツ指導員の研
修を修了したものとみなされるようになりました。
※本学では初級・中級障がい者スポーツ指導員資格のみ取得可能です。

（３）　履修方法

（４）　初級障がい者スポーツ指導員に関する科目 （別表34）
　　　　開　講　科　目　名  種別 単位 履修年次 履修方法

障害者スポーツ指導法Ⅰ 講義 2 1年以上 必　修
ユニバーサルスポーツ 実技 2 1年以上 必　修

（５）　中級障がい者スポーツ指導員に関する科目 （別表35）
開　講　科　目　名 種別 単位 履修年次 履修方法

障害者スポーツ指導法Ⅱ 講義 2 2年以上 必　修
障害者スポーツ指導法Ⅲ 講義 1 2年以上 必　修

＊ 2科目を単位修得する他に2～4年次の3年間で「80時間以上」の実践ボランティア活動が必要
です。

　（６）　実践ボランティア活動について
中級の資格取得要件として規定されています「卒業までの3年間、計80時間以上の指導経験」のこ

とをいい、次に指定する活動の実績をもってそれに当てます。
①　宮城県および仙台市障害者スポーツ協会が実施する各種障がい者スポーツ事業
②　その他、大学が認定する障がい者関連の各種事業

　（７）　資格申請の手続き
①　初級・中級ともに「卒業」を要件とします。4年次の年度末にガイダンスを実施し、申請書類
に必要事項を記入してもらい、大学がまとめて申請手続きをします。

②　中級の申請には、実践ボランティア活動実績証明を添付し、申請することになります。
③　申請には課程履修費とは別に申請費用が掛かります。（認定料・申請料・当該年度登録料）

　本学在学中に資格を取得するためには、次の科目をすべて履修し、単位を修得しなければなりません。
　また、卒業までに中級障がい者スポーツ指導員資格を取得するためには、1年次に初級に必要な科目の
単位を修得し、2年次から中級に必要な科目を履修することができますが、2～4年次の3年間で「80時間
以上」の実践ボランティア活動が義務づけられているために、その活動を証明するものが必要となりま
す。活動を証明するためには、大学が指定する各障がい者スポーツ大会・講習会・教室等のボランティア
活動に参加し、所定の活動実績証明用手帳に主催者より認印を押印してもらうことが必要です。
　課程履修費は、P.33「学費等納付細則」により各自負担していただきます。

社会政策論Ⅰ
社会政策論Ⅱ
社会保障論Ⅰ
社会保障論Ⅱ
社会学と社会システム
社会・集団・家族心理学（社会・集団心理学）
社会福祉調査の基礎
社会調査法（社会調査統計を含む）Ⅰ
社会調査法（社会調査統計を含む）Ⅱ
社会調査実習
公衆衛生学
現代の精神保健の課題と支援Ⅰ
現代の精神保健の課題と支援Ⅱ
臨床心理学
肢体不自由者の心理・生理・病理
聴覚障害者の心理
障害者福祉
介護概論Ⅰ
カウンセリング
福祉用具と生活支援
福祉用具活用実習
福祉支援工学
リハビリテーション論
生涯学習概論Ⅰ
生涯学習概論Ⅱ

 2 年以上
 2 年以上
 3 年以上
 3 年以上
 1 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 3 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 3 年以上
 3 年以上
 1 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 2 年以上
 1 年以上
 1 年以上
 1 年以上



122

8. 介護職員初任者研修課程
　（１）　介護職員初任者研修とは

介護保険法施行令（平成10年政令第412号。以下「政令」という。）第3条第1項の規定に基づく
介護職員初任者研修（以下「研修」という。）の実施については、政令、介護保険法施行規則（平
成11年厚生省令第36号。以下、「省令」という。）、介護保険法規則第22条の23第2項の規定す
る厚生労働大臣が定める基準（平成24年厚生労働省告示第71号）及び「介護員養成研修の取扱細則
について（介護職員初任者研修関係）」（平成24年3月28日付け老振発0328号9号厚生労働省老健
局振興課長通知。以下「取扱細則」という。）に定めています。
介護職員初任者研修は、介護に携わる者が、業務を遂行する上で必要な知識・技術とそれを実践

する際の考え方のプロセスを身につけ、基本的な介護業務を行うことができるようにすることを目
的として行われるものです。
我が国においては高齢化率の進展と共に、要介護高齢者が増加傾向にあります。介護は要介護高

齢者の生活を支えるものであり、人間の尊厳にかかわる大変重要な役割を担っております。高齢期
を安心して過ごせる社会であることは、高齢社会における社会福祉の中心的な課題の1つだと言えま
す。また、近年の介護・福祉ニーズの多様化・複雑化に対応し、質の高い人材が求められておりま
す。介護人材の養成としてキャリアパスが導入され最初のステップとして介護職員初任者研修は位
置づけられております。一人ひとりの生活を個別的に捉えるために理論と実践を体系的に学んでい
きます。

介護職員初任者研修は、宮城県介護員養成研修事業実施要綱に基づいて実施されます。本学で
この課程を履修できる学生は、総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学
科原則3年次在籍学生のみとなります。
介護職員初任者研修の課程を修了するためには、宮城県介護員養成研修事業実施要綱により、次

頁の表の指定科目をすべて原則として3年次までに単位修得しなければなりません。介護職員初任者
研修の課程を希望するものは、1年次の1月に履修希望者ガイダンスに出席し、2年次に予備登録を
行い、原則3年次に本登録の手続きが必要です。また、修了認定においては「おおむね7割以上の理
解度を目安」とされていることから、単位修得の成績が要綱に示されている成績に満たない（可：
60～69点）科目については、別途レポート等の提出が求められます。
また、指定科目の「基礎介護技術」及び「特講（介護実践の理論と実際）」については、出席時

間数が実施要綱に定める時間数を満たすことが必要です。履修定員は原則40名とします。
状況により、4年次に本登録を認めることもありますが、その場合は福祉実習支援室への事前相談

が必要です。
課程履修費および実習費等は、P.33「学費等納付細則」により各自負担していただきます。

　（２）　履修方法

　（３）　介護職員初任者研修の課程に関する指定科目  （別表36）
開　講　科　目　名 単位 履修年次 履修方法

必修22単位介護概論Ⅰ（ケアワークの基礎）
高齢者福祉
障害者福祉
老年心理学Ⅰ
老年心理学Ⅱ
認知症の理解と支援Ⅰ
認知症の理解と支援Ⅱ
医学概論
基礎介護技術
介護過程論
特講（介護実践の理論と実際）

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

2年以上
1年以上
1年以上
3年以上
3年以上
3年以上
3年以上
2年以上
2年以上
2年以上
3年以上
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8. 介護職員初任者研修課程
　（１）　介護職員初任者研修とは

介護保険法施行令（平成10年政令第412号。以下「政令」という。）第3条第1項の規定に基づく
介護職員初任者研修（以下「研修」という。）の実施については、政令、介護保険法施行規則（平
成11年厚生省令第36号。以下、「省令」という。）、介護保険法規則第22条の23第2項の規定す
る厚生労働大臣が定める基準（平成24年厚生労働省告示第71号）及び「介護員養成研修の取扱細則
について（介護職員初任者研修関係）」（平成24年3月28日付け老振発0328号9号厚生労働省老健
局振興課長通知。以下「取扱細則」という。）に定めています。
介護職員初任者研修は、介護に携わる者が、業務を遂行する上で必要な知識・技術とそれを実践

する際の考え方のプロセスを身につけ、基本的な介護業務を行うことができるようにすることを目
的として行われるものです。
我が国においては高齢化率の進展と共に、要介護高齢者が増加傾向にあります。介護は要介護高

齢者の生活を支えるものであり、人間の尊厳にかかわる大変重要な役割を担っております。高齢期
を安心して過ごせる社会であることは、高齢社会における社会福祉の中心的な課題の1つだと言えま
す。また、近年の介護・福祉ニーズの多様化・複雑化に対応し、質の高い人材が求められておりま
す。介護人材の養成としてキャリアパスが導入され最初のステップとして介護職員初任者研修は位
置づけられております。一人ひとりの生活を個別的に捉えるために理論と実践を体系的に学んでい
きます。

介護職員初任者研修は、宮城県介護員養成研修事業実施要綱に基づいて実施されます。本学で
この課程を履修できる学生は、総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学
科原則3年次在籍学生のみとなります。
介護職員初任者研修の課程を修了するためには、宮城県介護員養成研修事業実施要綱により、次

頁の表の指定科目をすべて原則として3年次までに単位修得しなければなりません。介護職員初任者
研修の課程を希望するものは、1年次の1月に履修希望者ガイダンスに出席し、2年次に予備登録を
行い、原則3年次に本登録の手続きが必要です。また、修了認定においては「おおむね7割以上の理
解度を目安」とされていることから、単位修得の成績が要綱に示されている成績に満たない（可：
60～69点）科目については、別途レポート等の提出が求められます。
また、指定科目の「基礎介護技術」及び「特講（介護実践の理論と実際）」については、出席時

間数が実施要綱に定める時間数を満たすことが必要です。履修定員は原則40名とします。
状況により、4年次に本登録を認めることもありますが、その場合は福祉実習支援室への事前相談

が必要です。
課程履修費および実習費等は、P.33「学費等納付細則」により各自負担していただきます。

　（２）　履修方法

　（３）　介護職員初任者研修の課程に関する指定科目  （別表36）
開　講　科　目　名 単位 履修年次 履修方法

必修22単位介護概論Ⅰ（ケアワークの基礎）
高齢者福祉
障害者福祉
老年心理学Ⅰ
老年心理学Ⅱ
認知症の理解と支援Ⅰ
認知症の理解と支援Ⅱ
医学概論
基礎介護技術
介護過程論
特講（介護実践の理論と実際）

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

2年以上
1年以上
1年以上
3年以上
3年以上
3年以上
3年以上
2年以上
2年以上
2年以上
3年以上
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９. レクリエーション・インストラクター資格
（１）　レクリエーション・インストラクターとは

公益財団法人日本レクリエーション協会制定の公認指導者資格です。さまざまな遊びのメニュー
と、技術を持ち、楽しさの体験を多くの人に提供していきます。
人と人との交流促進や、楽しさの体験に主眼をおいた技術指導や継続的に楽しむクラブ・教室・

「市民サービス型事業」の企画・運営・実施を具体的に進める指導者です。
本学は（公財）日本レクリエーション協会公認指導者養成課程認定校に指定されています。
活動の場は幼児保育、学校教育の現場や福祉施設、医療機関の専門スタッフ、地域のボランティア

活動など多岐にわたり、近年では被災地支援などでも活用され、レクリエーションの果たす役割は今
後ますます重要視されるものと思われます。
このような背景から就職していく分野において『楽しい人間関係』の技術は、必ずや役に立つでしょ

う。

（３）　資格登録申請
別表37の認定専門科目（理論・実技・実習（活動）・レクリエーション事業）のすべての単位を

2～4年次に修得または修得見込みであることを確認し、（公財）日本レクリエーション協会へ4年
次の11月頃に資格登録申請手続きをします。
手続き方法・資格登録料については、4年次にお知らせします。

〇資格登録料　17,600円（登録料16,000円＋10％消費税1,600円）

（２）　履修方法
「レクリエーション・インストラクター」の養成課程を履修できる学生は、総合福祉学部・総合

マネジメント学部・教育学部・健康科学部医療経営管理学科の２年次以上の在学生です。履修定員
は５０名とします。
「レクリエーション・インストラクター」養成課程を修了するためには、別表37に掲げる専門科

目「レクリエーション理論２単位」「レクリエーション実技２単位」「レクリエーション支援技術
演習1単位」「大学が認める実習１科目選択」「レクリエーション事業１単位」の合計５科目をすべ
て4年次までに修得しなければなりません。

〇課程履修費　10,000円を別途徴収します（テキスト代は含まれません）。
※徴収時期は、別表37の認定専門科目を履修開始する初年度になります。

〇レクリエーション事業の単位認定については、①～③の事業のいずれかに2回（1回8時間程度）
参加しなければなりません。

①日本、都道府県、市区町村レクリエーション協会主催事業並びに加盟団体主催事業 
②行政や民間等の主催する事業で、レクリエーション協会が共催、後援、受託等で関係している事業
③大学が指定する各種の事業等（レクリエーション・インストラクター養成課程にふさわしいと認
める事業）但し、③に該当する事業は、原則として2回のうち1回までとします。

　※レクリエーション事業については（通年）で行います。事業内容・参加人数・日程・会場等を
含めて主催者等と協議が必要なため教員または福祉実習支援室から随時お知らせします。

（４）レクリエーション・インストラクター資格取得に関する認定専門科目 （別表37）
系　　列 開講科目名　 種別 単位 履修年次 履修方法

レクリエーション理論 講義 必修2単位

2　実技科目
レクリエーション実技 実技 必修3単位
レクリエーション支援技術演習 演習

　

1科目選択修得のこと

実習
実習
実習
実習
実習
実習

実習

実習

実習

必修（2回参加することに
より単位認定）

ソーシャルワーク実習Ⅰ
精神保健福祉実習Ⅰ
保育実習Ⅰ
教育実習（幼・小・中・高）
看護学臨床実習
介護実習Ⅰ

2
2
1
2
2
4
4
2
2

2

2

2

2

1

2年以上
2年以上
2年以上
3年
3年
3年以上
3年以上
3年以上
2年

2年

3年

4年

2年

2年以上
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９. レクリエーション・インストラクター資格
（１）　レクリエーション・インストラクターとは

公益財団法人日本レクリエーション協会制定の公認指導者資格です。さまざまな遊びのメニュー
と、技術を持ち、楽しさの体験を多くの人に提供していきます。
人と人との交流促進や、楽しさの体験に主眼をおいた技術指導や継続的に楽しむクラブ・教室・

「市民サービス型事業」の企画・運営・実施を具体的に進める指導者です。
本学は（公財）日本レクリエーション協会公認指導者養成課程認定校に指定されています。
活動の場は幼児保育、学校教育の現場や福祉施設、医療機関の専門スタッフ、地域のボランティア

活動など多岐にわたり、近年では被災地支援などでも活用され、レクリエーションの果たす役割は今
後ますます重要視されるものと思われます。
このような背景から就職していく分野において『楽しい人間関係』の技術は、必ずや役に立つでしょ

う。

（３）　資格登録申請
別表37の認定専門科目（理論・実技・実習（活動）・レクリエーション事業）のすべての単位を

2～4年次に修得または修得見込みであることを確認し、（公財）日本レクリエーション協会へ4年
次の11月頃に資格登録申請手続きをします。
手続き方法・資格登録料については、4年次にお知らせします。

〇資格登録料　17,600円（登録料16,000円＋10％消費税1,600円）

（２）　履修方法
「レクリエーション・インストラクター」の養成課程を履修できる学生は、総合福祉学部・総合

マネジメント学部・教育学部・健康科学部医療経営管理学科の２年次以上の在学生です。履修定員
は５０名とします。
「レクリエーション・インストラクター」養成課程を修了するためには、別表37に掲げる専門科

目「レクリエーション理論２単位」「レクリエーション実技２単位」「レクリエーション支援技術
演習1単位」「大学が認める実習１科目選択」「レクリエーション事業１単位」の合計５科目をすべ
て4年次までに修得しなければなりません。

〇課程履修費　10,000円を別途徴収します（テキスト代は含まれません）。
※徴収時期は、別表37の認定専門科目を履修開始する初年度になります。

〇レクリエーション事業の単位認定については、①～③の事業のいずれかに2回（1回8時間程度）
参加しなければなりません。

①日本、都道府県、市区町村レクリエーション協会主催事業並びに加盟団体主催事業 
②行政や民間等の主催する事業で、レクリエーション協会が共催、後援、受託等で関係している事業
③大学が指定する各種の事業等（レクリエーション・インストラクター養成課程にふさわしいと認
める事業）但し、③に該当する事業は、原則として2回のうち1回までとします。

　※レクリエーション事業については（通年）で行います。事業内容・参加人数・日程・会場等を
含めて主催者等と協議が必要なため教員または福祉実習支援室から随時お知らせします。

（４）レクリエーション・インストラクター資格取得に関する認定専門科目 （別表37）
系　　列 開講科目名　 種別 単位 履修年次 履修方法

レクリエーション理論 講義 必修2単位

2　実技科目
レクリエーション実技 実技 必修3単位
レクリエーション支援技術演習 演習

　

1科目選択修得のこと

実習
実習
実習
実習
実習
実習

実習

実習

実習

必修（2回参加することに
より単位認定）

ソーシャルワーク実習Ⅰ
精神保健福祉実習Ⅰ
保育実習Ⅰ
教育実習（幼・小・中・高）
看護学臨床実習
介護実習Ⅰ

2
2
1
2
2
4
4
2
2

2

2

2

2

1

2年以上
2年以上
2年以上
3年
3年
3年以上
3年以上
3年以上
2年

2年

3年

4年

2年

2年以上
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10.「臨床美術」課程
（１）設置の目的

（２）教育概要
教育課程の内容は、臨床美術概論、臨床美術入門（制作）、コミュニケーショントレーニング、画

材について学ぶ教材研究、ロールプレイを中心とした実践研究など多岐にわたり、臨床美術の基本的
な知識と技術を習得することができます。
臨床美術課程は、総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科の学生が選

択できます。臨床美術士はその技能に応じて1級から 5級までの資格があり、特定非営利活動法人日
本臨床美術協会の試験を受けて認定されます。
本課程を修めた者については、臨床美術士5・4級の資格認定試験の受験資格が与えられます。
各認定級の位置づけは以下のとおりです。

　老人性疾患（認知症）の症状を改善する試みとして、臨床美術という技法が注目されています。
臨床美術はアートによって脳を刺激して活性化し、認知症予防や認知症の進行抑制に役立てるもの
です。1996年から臨床に取り入れられている方法で、現在では発達が気になる子どもやメンタルヘ
ルスとして社会人にも実施されるようになってきました。臨床美術は造形美術全般を楽しみながら
脳の活性化を促しますが、ただ絵を描いて貰ったりするだけでは効果は得られません。そこで本課
程では、造形美術を用いた系統的なカリキュラムに沿って学習・訓練することで、認知症などの人
たちの力を引き出す専門的なスキルを養成することを目的としています。そのようなスキルを一層
充実させるためには、医学関連の知識や種々の造形の方法の修得、また、美術の持つ心理的効果に
ついても知っておくことが望ましいでしょう。

資　格 説　　　　　明

臨床美術士　5級

臨床美術士　4級

臨床美術士　3級
臨床美術の運営を理解し、幅広く活動することができる。臨床美術を深く理解
することにより、多様な対象者や場面で的確に臨床美術を的確に臨床美術を実
践する技量がある。

臨床美術士　2級
臨床美術士として多くの実務経験と深い専門性を持つ。講師として後進を育成
し、臨床美術の講演や講義を行うだけの技量がある。美術表現の力量が充分に
ある。

臨床美術士　1級
臨床美術士の代表として、数多くの講演経験を持つ。臨床美術関連の書籍を執
筆、編纂するなどして臨床美術を広く社会に紹介、拡大する役割を担えるだけ
の力量がある。

指定されたアートプログラムをもとに、臨床美術を実践する基礎知識を修得し
ている。

臨床美術の入門的内容を理解している。指定のアートプログラム使用に限り、
臨床美術を実施することができる。

（３）臨床美術課程に関する科目 （別表39）

開講科目名 履修年次単位指示事項 履修方法

臨床美術論Ⅰ履修前提
臨床美術論Ⅱ履修前提
臨床美術論Ⅲ履修前提

臨床美術論Ⅰ
臨床美術論Ⅱ
臨床美術論Ⅲ
臨床美術論Ⅳ
陶芸制作Ⅰ
陶芸制作Ⅱ
ケアマネジメント論
認知症病態論
表現技術Ⅲ（美術）
陶芸制作Ⅲ
精神医学と精神医療Ⅰ
精神医学と精神医療Ⅱ

2
2
2
2
2
2
2
2
1
2
2
2

 1年以上
 1年以上
 2年以上
 2年以上
 2年
 2年
 3年以上
 3年以上
 2年以上
 3年以上
 3年以上
 3年以上

必修12単位

2 科目4単位以上選択して
修得のこと

臨床美術士資格取得について
○臨床美術士とは
臨床美術士は、1人ひとりの高齢者の状態を把握しながら、脳の活性化のためにどのような美術的アプローチが効果的かを見極

め、根気よく指導する専門家です。美術に関する知識だけではなく、高齢者の意欲を引き出す方法や、認知症の方とのコミュニケー
ションなどについても、専門的トレーニングを積んでいます。臨床美術士はその技能に応じて1級から5級までの資格があり、特
定非営利活動法人日本臨床美術協会の試験を受けて認定されています。現在、日本国内には約6,000人の臨床美術を学んだ人がお
り、高齢者の認知症予防・進行抑制のほか、子どもの感性教育や社会人のメンタルヘルスケアなど多方面で活躍しています。
東北福祉大学において「臨床美術論Ⅰ、Ⅱ」を修めた者は臨床美術士5級の認定試験受験資格が、「臨床美術論Ⅲ、Ⅳ」を修め

た者は、臨床美術士4級の認定試験受験資格が与えられます。
＊3級までは仙台において臨床美術士養成講座を受講することで受験資格が得られます。詳しくは特定非営利活動法人日本臨床
美術協会事務局（電話050-6865-3701 ）までお問い合わせ下さい。
○特定非営利活動法人日本臨床美術協会とは
特定非営利活動法人日本臨床美術協会は臨床美術士の育成と社会的地位の確立を目指すとともに臨床美術の専門知識と普及を

支援し、健康で豊かな社会を構築することを目的に設立されました。臨床美術士の認定をはじめ、講師の派遣事業を推進し、協
会主催の福祉、医療等の多角的な内容の講演会、研修会による社会的認知と水準保持の活動を行っています。
○5級・ 4級認定をご希望の方は下記の要領でご申請ください。
認定費用一覧
取得級 試験料 入会登録費用 受講時徴収合計 備　　考

5級 22,000円 13,000円
内訳：入会金2,000円、年会費11,000円※ 35,000円 以後、継続して協会員であることを資

格保持の条件とする。

4級 49,500円 臨床美術士 5級及び日本臨床美術協会員で
あることが前提。 49,500円 同上

※ 入会金を除き、必要費用は消費税10%で算出されています。税率の改正が行われた場合は、開講開始日の税率によってお支
払いいただきます。予めご了承ください。なお、学校在籍中は、年会費及び認定試験受験料は免除されます。
審査方法：認定試験。筆記と実技の課題提出型。
申請方法　1．認定申請書に記入の上、日本臨床美術協会事務局にご郵送ください。

2．下記の郵便振替口座に認定試験料をお振込みください。振替用紙の「通信欄」に「 5級認定希望」または「 4
級認定希望」と明記してください。

口座番号　00150-4-740354
加入者氏名　特定非営利活動法人日本臨床美術協会

＊振込手数料は申請者負担となります。

○申請書送付・問い合わせ先　
特定非営利活動法人　日本臨床美術協会　事務局
〒251-0047　神奈川県藤沢市辻堂1-9-3　湘南エミネンス（ShonanEminence）3階
TEL 050-6865-3701（電話受付 月～金 9：30～ 18：00）/ FAX 050-3737-9007 / Email association@arttherapy.gr.jp
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10.「臨床美術」課程
（１）設置の目的

（２）教育概要
教育課程の内容は、臨床美術概論、臨床美術入門（制作）、コミュニケーショントレーニング、画

材について学ぶ教材研究、ロールプレイを中心とした実践研究など多岐にわたり、臨床美術の基本的
な知識と技術を習得することができます。
臨床美術課程は、総合福祉学部・総合マネジメント学部・健康科学部医療経営管理学科の学生が選

択できます。臨床美術士はその技能に応じて1級から 5級までの資格があり、特定非営利活動法人日
本臨床美術協会の試験を受けて認定されます。
本課程を修めた者については、臨床美術士5・4級の資格認定試験の受験資格が与えられます。
各認定級の位置づけは以下のとおりです。

　老人性疾患（認知症）の症状を改善する試みとして、臨床美術という技法が注目されています。
臨床美術はアートによって脳を刺激して活性化し、認知症予防や認知症の進行抑制に役立てるもの
です。1996年から臨床に取り入れられている方法で、現在では発達が気になる子どもやメンタルヘ
ルスとして社会人にも実施されるようになってきました。臨床美術は造形美術全般を楽しみながら
脳の活性化を促しますが、ただ絵を描いて貰ったりするだけでは効果は得られません。そこで本課
程では、造形美術を用いた系統的なカリキュラムに沿って学習・訓練することで、認知症などの人
たちの力を引き出す専門的なスキルを養成することを目的としています。そのようなスキルを一層
充実させるためには、医学関連の知識や種々の造形の方法の修得、また、美術の持つ心理的効果に
ついても知っておくことが望ましいでしょう。

資　格 説　　　　　明

臨床美術士　5級

臨床美術士　4級

臨床美術士　3級
臨床美術の運営を理解し、幅広く活動することができる。臨床美術を深く理解
することにより、多様な対象者や場面で的確に臨床美術を的確に臨床美術を実
践する技量がある。

臨床美術士　2級
臨床美術士として多くの実務経験と深い専門性を持つ。講師として後進を育成
し、臨床美術の講演や講義を行うだけの技量がある。美術表現の力量が充分に
ある。

臨床美術士　1級
臨床美術士の代表として、数多くの講演経験を持つ。臨床美術関連の書籍を執
筆、編纂するなどして臨床美術を広く社会に紹介、拡大する役割を担えるだけ
の力量がある。

指定されたアートプログラムをもとに、臨床美術を実践する基礎知識を修得し
ている。

臨床美術の入門的内容を理解している。指定のアートプログラム使用に限り、
臨床美術を実施することができる。

（３）臨床美術課程に関する科目 （別表39）

開講科目名 履修年次単位指示事項 履修方法

臨床美術論Ⅰ履修前提
臨床美術論Ⅱ履修前提
臨床美術論Ⅲ履修前提

臨床美術論Ⅰ
臨床美術論Ⅱ
臨床美術論Ⅲ
臨床美術論Ⅳ
陶芸制作Ⅰ
陶芸制作Ⅱ
ケアマネジメント論
認知症病態論
表現技術Ⅲ（美術）
陶芸制作Ⅲ
精神医学と精神医療Ⅰ
精神医学と精神医療Ⅱ

2
2
2
2
2
2
2
2
1
2
2
2

 1年以上
 1年以上
 2年以上
 2年以上
 2年
 2年
 3年以上
 3年以上
 2年以上
 3年以上
 3年以上
 3年以上

必修12単位

2 科目4単位以上選択して
修得のこと

臨床美術士資格取得について
○臨床美術士とは
臨床美術士は、1人ひとりの高齢者の状態を把握しながら、脳の活性化のためにどのような美術的アプローチが効果的かを見極

め、根気よく指導する専門家です。美術に関する知識だけではなく、高齢者の意欲を引き出す方法や、認知症の方とのコミュニケー
ションなどについても、専門的トレーニングを積んでいます。臨床美術士はその技能に応じて1級から5級までの資格があり、特
定非営利活動法人日本臨床美術協会の試験を受けて認定されています。現在、日本国内には約6,000人の臨床美術を学んだ人がお
り、高齢者の認知症予防・進行抑制のほか、子どもの感性教育や社会人のメンタルヘルスケアなど多方面で活躍しています。
東北福祉大学において「臨床美術論Ⅰ、Ⅱ」を修めた者は臨床美術士5級の認定試験受験資格が、「臨床美術論Ⅲ、Ⅳ」を修め

た者は、臨床美術士4級の認定試験受験資格が与えられます。
＊3級までは仙台において臨床美術士養成講座を受講することで受験資格が得られます。詳しくは特定非営利活動法人日本臨床
美術協会事務局（電話050-6865-3701 ）までお問い合わせ下さい。

○特定非営利活動法人日本臨床美術協会とは
特定非営利活動法人日本臨床美術協会は臨床美術士の育成と社会的地位の確立を目指すとともに臨床美術の専門知識と普及を

支援し、健康で豊かな社会を構築することを目的に設立されました。臨床美術士の認定をはじめ、講師の派遣事業を推進し、協
会主催の福祉、医療等の多角的な内容の講演会、研修会による社会的認知と水準保持の活動を行っています。
○5級・ 4級認定をご希望の方は下記の要領でご申請ください。
認定費用一覧
取得級 試験料 入会登録費用 受講時徴収合計 備　　考

5級 22,000円 13,000円
内訳：入会金2,000円、年会費11,000円※ 35,000円 以後、継続して協会員であることを資

格保持の条件とする。

4級 49,500円 臨床美術士 5級及び日本臨床美術協会員で
あることが前提。 49,500円 同上

※ 入会金を除き、必要費用は消費税10%で算出されています。税率の改正が行われた場合は、開講開始日の税率によってお支
払いいただきます。予めご了承ください。なお、学校在籍中は、年会費及び認定試験受験料は免除されます。
審査方法：認定試験。筆記と実技の課題提出型。
申請方法　1．認定申請書に記入の上、日本臨床美術協会事務局にご郵送ください。

2．下記の郵便振替口座に認定試験料をお振込みください。振替用紙の「通信欄」に「 5級認定希望」または「 4
級認定希望」と明記してください。

口座番号　00150-4-740354
加入者氏名　特定非営利活動法人日本臨床美術協会

＊振込手数料は申請者負担となります。

○申請書送付・問い合わせ先　
特定非営利活動法人　日本臨床美術協会　事務局
〒251-0047　神奈川県藤沢市辻堂1-9-3　湘南エミネンス（ShonanEminence）3階
TEL 050-6865-3701（電話受付 月～金 9：30～ 18：00）/ FAX 050-3737-9007 / Email association@arttherapy.gr.jp
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11.「社会貢献活動支援士」課程
（１）設置の目的

本課程は、平成21年度の文部科学省「大学教育充実のための戦略的大学連携支援プログラム」に、
東北福祉大学（本学）を代表校とし、工学院大学と神戸学院大学との3大学連携プロジェクトとして
取り組む「防災・減災・ボランティアを中心とした社会貢献教育の展開」が選定され、その取組とし
て「社会貢献（防災・減災、ボランティア、社会環境）」のための専門カリキュラムとして 3大学共
同で開発・実施するものです。
取組・目的については、3大学が連携することにより、それぞれの大学の特色、強みを活かしつつ

文系と理系の融合により高度な社会貢献に関する研究・教育を行い社会に貢献することを目的として
います。社会貢献活動支援士とは、防災・減災、社会貢献や環境の専門的知識を能力を身につけ、災
害やボランティアの現場でリーダーシップを取り活動することができる人材であることを認定する資
格です。社会貢献活動支援士課程では、「社会貢献活動支援士」資格取得のため、専門知識のみならず、
実習・演習を通じて、即戦力として、社会に貢献するマインドと能力を持ち、また、自らテーマを設
定し、プロジェクトを立ち上げ、それを実行していく人間力を持つ人材を育成・輩出することも目指
しています。
「社会貢献活動支援士」資格は、カリキュラムに定められた必要単位を修得した者には、社会貢献
学会が認定する「社会貢献活動支援士」資格認定試験の受験資格が与えられ、認定試験合格後、社会
貢献学会より「社会貢献活動支援士資格認定書」が発行されます。

（２）教育概要
本課程は、総合福祉学部および総合マネジメント学部の学生が選択可能な課程です。カリキュラム

のなかには、これまで本学にない他の2大学のカリキュラムと本学のカリキュラムを組み合わせた共
同カリキュラムも開講されており、定められた履修条件をクリアすると、社会貢献活動支援士の受験
資格が与えられます。資格試験は条件を満たした学生に対して 3年次から受験ができ、この社会貢献
活動支援士を取得後、防災や減災、社会貢献、ボランティアなどについて実践力のある学生であるこ
とを示す資格となります。
本課程の科目は、東北福祉大学、工学院大学、神戸学院大学が 3大学連携に関する協定書に基づき、

提供されています。特色ある科目としては、インターネット回線を用いた遠隔システムにより本学に
居ながら他大学の講義を3大学同時に受講することができる連携共同科目「社会貢献学入門」と、夏
期・冬期休暇を利用して行なわれるスクーリング・集中講義の科目があります。

（３）履修について
資格を取得するには、必要科目数（別表40）を履修登録し単位修得する必要があり、特に「③そ

の他の科目」の中には、授業開始時間と終了時間が本学の授業時間と異なる科目が含まれていま
す。また、スクーリング科目に関する交通費などの費用は各自負担となります。

（４）社会貢献活動支援士課程に関する科目（総合福祉学部・総合マネジメント学部） （別表40）

現代社会を見る眼
リスクと社会
災害と社会
情報と社会（知的財産を含む）
現代社会とボランティア
レクリエーション論
地域活性化マネジメント論（入門編）
地域活性化マネジメント論（実践編）
児童・家庭福祉
高齢者福祉
障害者福祉
地域福祉と包括的支援体制A
地域福祉と包括的支援体制B
国際福祉論
災害ソーシャルワーク論
社会貢献論
非営利組織論
救急処置法
ボランティア活動論
人間関係論
災害復興支援論
原子力災害論
福祉支援工学
ユニバーサルデザイン論
リスクマネジメント論
国際協力論
人的資源管理論
実践的防災学
環境ボランティア論

福祉ボランティア活動Ⅰ（スポーツ・地域を含む）
福祉ボランティア活動Ⅱ（スポーツ・地域を含む）
福祉ボランティア活動Ⅲ（スポーツ・地域を含む）
福祉ボランティア活動Ⅳ（スポーツ・地域を含む）

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

2

2

2

2
2
2
2

1年以上
1年以上
1年以上
1年以上
1年以上
1年以上
1年以上
1年以上
1年以上
1年以上
1年以上
2年以上
2年以上
2年以上
2年以上
2年以上
2年以上
2年以上
2年以上
2年以上
2年以上
2年以上
2年以上
2年以上
2年以上
3年以上
3年以上
1年以上
2年以上

１年以上

3年以上

2年以上

1年
2年
3年
4年

週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
集中講義
集中講義

実習
実習
実習
実習

20単位以上（10科
目以上）選択し修得
すること

4単位以上（2科目
以上）選択し修得す
ること

※1…連携大学の「工学院大学」「神戸学院大学」の先生も加わる特殊な講義となっており、授業時間が本学の授業時間と異なりま
す。詳細はガイダンスにて確認してください。

※2…連携大学「神戸学院大学」の科目となっています。履修するには履修登録前に面談が必要であり、スクーリング科目として実際
に「神戸学院大学」に直接行って受けてもらう科目です。かかる費用は全て履修者個人の負担になります。定員制。詳細はガイ
ダンスにて確認してください。
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11.「社会貢献活動支援士」課程
（１）設置の目的

本課程は、平成21年度の文部科学省「大学教育充実のための戦略的大学連携支援プログラム」に、
東北福祉大学（本学）を代表校とし、工学院大学と神戸学院大学との3大学連携プロジェクトとして
取り組む「防災・減災・ボランティアを中心とした社会貢献教育の展開」が選定され、その取組とし
て「社会貢献（防災・減災、ボランティア、社会環境）」のための専門カリキュラムとして 3大学共
同で開発・実施するものです。
取組・目的については、3大学が連携することにより、それぞれの大学の特色、強みを活かしつつ

文系と理系の融合により高度な社会貢献に関する研究・教育を行い社会に貢献することを目的として
います。社会貢献活動支援士とは、防災・減災、社会貢献や環境の専門的知識を能力を身につけ、災
害やボランティアの現場でリーダーシップを取り活動することができる人材であることを認定する資
格です。社会貢献活動支援士課程では、「社会貢献活動支援士」資格取得のため、専門知識のみならず、
実習・演習を通じて、即戦力として、社会に貢献するマインドと能力を持ち、また、自らテーマを設
定し、プロジェクトを立ち上げ、それを実行していく人間力を持つ人材を育成・輩出することも目指
しています。
「社会貢献活動支援士」資格は、カリキュラムに定められた必要単位を修得した者には、社会貢献
学会が認定する「社会貢献活動支援士」資格認定試験の受験資格が与えられ、認定試験合格後、社会
貢献学会より「社会貢献活動支援士資格認定書」が発行されます。

（２）教育概要
本課程は、総合福祉学部および総合マネジメント学部の学生が選択可能な課程です。カリキュラム

のなかには、これまで本学にない他の2大学のカリキュラムと本学のカリキュラムを組み合わせた共
同カリキュラムも開講されており、定められた履修条件をクリアすると、社会貢献活動支援士の受験
資格が与えられます。資格試験は条件を満たした学生に対して 3年次から受験ができ、この社会貢献
活動支援士を取得後、防災や減災、社会貢献、ボランティアなどについて実践力のある学生であるこ
とを示す資格となります。
本課程の科目は、東北福祉大学、工学院大学、神戸学院大学が 3大学連携に関する協定書に基づき、

提供されています。特色ある科目としては、インターネット回線を用いた遠隔システムにより本学に
居ながら他大学の講義を3大学同時に受講することができる連携共同科目「社会貢献学入門」と、夏
期・冬期休暇を利用して行なわれるスクーリング・集中講義の科目があります。

（３）履修について
資格を取得するには、必要科目数（別表40）を履修登録し単位修得する必要があり、特に「③そ

の他の科目」の中には、授業開始時間と終了時間が本学の授業時間と異なる科目が含まれていま
す。また、スクーリング科目に関する交通費などの費用は各自負担となります。

（４）社会貢献活動支援士課程に関する科目（総合福祉学部・総合マネジメント学部） （別表40）

現代社会を見る眼
リスクと社会
災害と社会
情報と社会（知的財産を含む）
現代社会とボランティア
レクリエーション論
地域活性化マネジメント論（入門編）
地域活性化マネジメント論（実践編）
児童・家庭福祉
高齢者福祉
障害者福祉
地域福祉と包括的支援体制A
地域福祉と包括的支援体制B
国際福祉論
災害ソーシャルワーク論
社会貢献論
非営利組織論
救急処置法
ボランティア活動論
人間関係論
災害復興支援論
原子力災害論
福祉支援工学
ユニバーサルデザイン論
リスクマネジメント論
国際協力論
人的資源管理論
実践的防災学
環境ボランティア論

福祉ボランティア活動Ⅰ（スポーツ・地域を含む）
福祉ボランティア活動Ⅱ（スポーツ・地域を含む）
福祉ボランティア活動Ⅲ（スポーツ・地域を含む）
福祉ボランティア活動Ⅳ（スポーツ・地域を含む）

2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

2

2

2

2
2
2
2

1年以上
1年以上
1年以上
1年以上
1年以上
1年以上
1年以上
1年以上
1年以上
1年以上
1年以上
2年以上
2年以上
2年以上
2年以上
2年以上
2年以上
2年以上
2年以上
2年以上
2年以上
2年以上
2年以上
2年以上
2年以上
3年以上
3年以上
1年以上
2年以上

１年以上

3年以上

2年以上

1年
2年
3年
4年

週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
週間授業
集中講義
集中講義

実習
実習
実習
実習

20単位以上（10科
目以上）選択し修得
すること

4単位以上（2科目
以上）選択し修得す
ること

※1…連携大学の「工学院大学」「神戸学院大学」の先生も加わる特殊な講義となっており、授業時間が本学の授業時間と異なりま
す。詳細はガイダンスにて確認してください。

※2…連携大学「神戸学院大学」の科目となっています。履修するには履修登録前に面談が必要であり、スクーリング科目として実際
に「神戸学院大学」に直接行って受けてもらう科目です。かかる費用は全て履修者個人の負担になります。定員制。詳細はガイ
ダンスにて確認してください。
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12.「デジタルコンテンツアセッサ」課程
　（１）　設置目的

デジタルコンテンツアセッサ課程は、一般社団法人インターネットコンテンツ審査監視機構（I-ROI）
の定めるデジタルコンテンツアセッサ（DCA）の 2級或いは3  級資格取得を目的とします。インター
ネットやSNS の発達した高度情報社会の現代を生きるには、その利便性や可能性を活かし、同時にそ
のリスクに備えられる能力が求められます。しかし、近年のSNS やインターネットの炎上事件、ネッ
ト依存症やプライバシー侵害、知的所有権のトラブル等を見るに、大学生がその十分な能力を有して
いるとは言えません。
本課程では、そのために必要な「i コンプライアンス」「インターネット＆デジタルコンテンツテク

ノロジー」「ネットワークリテラシー」の三つの知識領域毎に配置された科目を学び、必要なコンピテ
ンシーを修得します。本資格は、あらゆる分野における社会人としての基礎能力証明であると同時に、
企業や公務員、各種医療・福祉施設等で情報発信を担える人材の基礎資格でもあります。DCA 3級は、
ユーザーレベルでのこのコンピテンシーを証明するもので、DCA 2級の前提資格です。DCA 2級は、
テクノロジー面を中心にコンピテンシーを更に高め、企業や各種施設等で青少年インターネット環境
整備法等が定める「特定サーバー管理者」たりうる能力を保証する資格になります。
また、近年の青少年のネットトラブルやネットいじめ等に対応するためには、教員も高度情報社会

のツールを把握する必要があります。その意味で本課程は、教員を目指す者にとっても重要な資格と
なります。

　（２）　教育概要
　本課程は、総合福祉学部、総合マネジメント学部、教育学部、健康科学部医療経営管理学科の学生
が選択可能です。カリキュラムはDCA 2級、3級取得に必要な3つの知識ドメイン毎に配置された
科目から構成され、定められた履修条件を満たすことでDCA 2級、3級の申請資格が与えられます。
　3級の資格を取得するには、全ての領域の指定科目を履修することが必要です。申請資格を取得
後、情報福祉研究室を通じて I-ROIに所定の登録手数料を添えて申請することで、資格を得られま
す。
　DCA2級資格を希望する学生は、3級を取得していることが前提となります。3級取得学生は、
DCA課程の2級カリキュラムに定められた4つの知識ドメイン毎定められた履修条件を満たすと
DCA 2級の受験資格が与えられます。その後、I-ROIの実施する共通テストに合格し、情報福祉研
究室を通じて I-ROIに所定の登録手数料を添えて申請することでDCA 2級資格が授与されます。

　デジタルコンテンツアセッサ（DCA）課程に関する科目
■デジタルコンテンツアセッサ 3級 （別表41）

iコンプライアンス 情報と社会（知的財産を含む） 必修2単位

必修2単位

2 1年以上

2 2年以上

2 2年以上

インターネット＆デジタル
コンテンツテクノロジー

ソーシャルメディア論

必修2単位

2 2年以上 必修2単位

2 2年以上

2 2年以上
2 2年以上
2 3年以上

必修2単位

ネットワークリテラシー 情報社会論

■デジタルコンテンツアセッサ２級
　デジタルコンテンツアセッサ３級の課程に関する科目を履修し、下記の履修条件を満たして下さい。

iコンプライアンス 特講（ iコンプライアンス）
インターネット＆デジタル
コンテンツテクノロジー 情報ネットワーク論

専門
キャリアデザイン・インターンシップⅡA
ユニバーサルデザイン論
情報セキュリティ管理論

1科目 2単位以上選択し
て修得のこと

（３）
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12.「デジタルコンテンツアセッサ」課程
　（１）　設置目的

デジタルコンテンツアセッサ課程は、一般社団法人インターネットコンテンツ審査監視機構（I-ROI）
の定めるデジタルコンテンツアセッサ（DCA）の 2級或いは3  級資格取得を目的とします。インター
ネットやSNS の発達した高度情報社会の現代を生きるには、その利便性や可能性を活かし、同時にそ
のリスクに備えられる能力が求められます。しかし、近年のSNS やインターネットの炎上事件、ネッ
ト依存症やプライバシー侵害、知的所有権のトラブル等を見るに、大学生がその十分な能力を有して
いるとは言えません。
本課程では、そのために必要な「i コンプライアンス」「インターネット＆デジタルコンテンツテク

ノロジー」「ネットワークリテラシー」の三つの知識領域毎に配置された科目を学び、必要なコンピテ
ンシーを修得します。本資格は、あらゆる分野における社会人としての基礎能力証明であると同時に、
企業や公務員、各種医療・福祉施設等で情報発信を担える人材の基礎資格でもあります。DCA 3級は、
ユーザーレベルでのこのコンピテンシーを証明するもので、DCA 2級の前提資格です。DCA 2級は、
テクノロジー面を中心にコンピテンシーを更に高め、企業や各種施設等で青少年インターネット環境
整備法等が定める「特定サーバー管理者」たりうる能力を保証する資格になります。
また、近年の青少年のネットトラブルやネットいじめ等に対応するためには、教員も高度情報社会

のツールを把握する必要があります。その意味で本課程は、教員を目指す者にとっても重要な資格と
なります。

　（２）　教育概要
　本課程は、総合福祉学部、総合マネジメント学部、教育学部、健康科学部医療経営管理学科の学生
が選択可能です。カリキュラムはDCA 2級、3級取得に必要な3つの知識ドメイン毎に配置された
科目から構成され、定められた履修条件を満たすことでDCA 2級、3級の申請資格が与えられます。
　3級の資格を取得するには、全ての領域の指定科目を履修することが必要です。申請資格を取得
後、情報福祉研究室を通じて I-ROIに所定の登録手数料を添えて申請することで、資格を得られま
す。
　DCA2級資格を希望する学生は、3級を取得していることが前提となります。3級取得学生は、
DCA課程の2級カリキュラムに定められた4つの知識ドメイン毎定められた履修条件を満たすと
DCA 2級の受験資格が与えられます。その後、I-ROIの実施する共通テストに合格し、情報福祉研
究室を通じて I-ROIに所定の登録手数料を添えて申請することでDCA 2級資格が授与されます。

　デジタルコンテンツアセッサ（DCA）課程に関する科目
■デジタルコンテンツアセッサ 3級 （別表41）

iコンプライアンス 情報と社会（知的財産を含む） 必修2単位

必修2単位

2 1年以上

2 2年以上

2 2年以上

インターネット＆デジタル
コンテンツテクノロジー

ソーシャルメディア論

必修2単位

2 2年以上 必修2単位

2 2年以上

2 2年以上
2 2年以上
2 3年以上

必修2単位

ネットワークリテラシー 情報社会論

■デジタルコンテンツアセッサ２級
　デジタルコンテンツアセッサ３級の課程に関する科目を履修し、下記の履修条件を満たして下さい。

iコンプライアンス 特講（ iコンプライアンス）
インターネット＆デジタル
コンテンツテクノロジー 情報ネットワーク論

専門
キャリアデザイン・インターンシップⅡA
ユニバーサルデザイン論
情報セキュリティ管理論

1科目 2単位以上選択し
て修得のこと

（３）
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第1条　曹洞宗教育規程に基づき、東北福祉大学に仏教専修科を置く。
第2条　仏教専修科は、在学中に無試験で二等教師の補任の資格を得させるために本宗子弟・徒弟に対し

て宗門の教師として必要なる事項（①宗乗・余乗の知識の修得。②本宗僧侶としての使命を自覚せ
しめる。③宗門の行持・威儀・作法）について修得させることを目的とする。

第3条　仏教専修科に入学できる者は次の通りとする。
本学の各学部に在学する本宗寺院の子弟・徒弟。

第4条　仏教専修科の履修学科目及び単位数は次の通りとする。
学科目名 種別 単位数 履修方法 学科目名 種別 単位数 履修方法

仏 教 概 論 講義 仏 教 史 講義 1年生
禅 学 概 論 講義 経 論 講 読 講義 2年生
中国禅宗史 講義 宗 義 概 説 講義 3年生
日本禅宗史 講義 宗 典 講 読 講義 4年生
参　　　　禅 実技 法 式 声 明 実技 1～4年
布　　　　教 実技 教　　　　化 実技

4
4
4
4
2
2

4
4
4
4
2
2 1～4年

1年生
2年生
3年生
4年生
1～4年
1～4年

計 40

第5条　仏教専修科在籍者は、東北福祉大学在学中に第4条の学科目及び宗制による特殊安居を3回以上
了じなければならない。

第6条　仏教専修科修了者は、東北福祉大学卒業の際に修了証書を授与する。
第7条　仏教専修科に次の職員を置く。

主任（1名）並びに教授、准教授、講師又は助教、助手（必要職位につき若干名）。
⑴　主任は学長の命を受け、仏教専修科を総理する。
⑵　主任、教授、准教授、講師、助教及び助手は講義及び実習を担当する。

第8条　主任並びに教授、准教授、講師、助教及び助手の任免は、栴檀学園教職員の中から学長が行う。
2　仏教専修科専任の教授、准教授及び講師は、東北福祉大学教授会の構成員とはならない。

附　　　則
1．この規程は昭和46年4月1日から施行する。
2．この規程は昭和50年4月1日から一部改正して施行する。
3．この規程は平成3年4月1日から一部改正して施行する。
4．この規程は平成11年4月1日から一部改正して施行する。
5．この規程は平成12年4月1日から一部改正して施行する。
6．この規程は平成18年4月1日から一部改正して施行する。
7．この規程は平成19年4月1日から一部改正して施行する。

曹洞宗僧侶教師分限規程（参考）
1．無試験による正教師の補任　本学仏教専修科を修了し、本山僧堂等において4年以上安居した者。
2．無試験による1等教師の補任　本学仏教専修科を修了し、本山僧堂等において2年以上安居した者。
3．無試験による2等教師の補任

仏教専修科規程（曹洞宗二等教師資格）

本学仏教専修科を修了し、在学中に特殊安居を3回以上了じた者又
は本山僧堂等において6ヵ月以上安居した者。
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⑴　主任は学長の命を受け、仏教専修科を総理する。
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 1 　願書

名　　称 備　　考担当部署

修学上の事項に関する願書および届出等はさまざまにありますが、欠席、休学、退学、復学等をあらか
じめ学則に従って学長宛に保証人連署で提出し、許可を受けることになっております。その際の手続およ
び書式については、次のように定められていますので間違いがないよう努めてください。
なお、用紙は担当部署で受領してください。

様　式　例
（1）休学願

休学願（裏面） （2）退学願

休 学 願

復 学 願

身上変更届

退 学 願

（学生氏名・本籍地・
保証人・保証人住所
等変更時）

教 務 課

学生支援課

UN I V E R S A L 
PASSPORTより
印刷して使用
または教務課にて
受領

UNIVERSAL PASSPORT
より印刷して使用
または学生支援課に
て受領
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 1 　願書

名　　称 備　　考担当部署

修学上の事項に関する願書および届出等はさまざまにありますが、欠席、休学、退学、復学等をあらか
じめ学則に従って学長宛に保証人連署で提出し、許可を受けることになっております。その際の手続およ
び書式については、次のように定められていますので間違いがないよう努めてください。
なお、用紙は担当部署で受領してください。

様　式　例
（1）休学願

休学願（裏面） （2）退学願

休 学 願

復 学 願

身上変更届

退 学 願

（学生氏名・本籍地・
保証人・保証人住所
等変更時）

教 務 課

学生支援課

UN I V E R S A L 
PASSPORTより
印刷して使用
または教務課にて
受領

UNIVERSAL PASSPORT
より印刷して使用
または学生支援課に
て受領
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身上変更届（裏面）

（3）復学願 （4）身上変更届 2　各種証明書の交付
各種証明書は、証明書自動発行機による交付と各証明書申請書による交付があります。
証明書自動発行機による発行は、学生証をかざしタッチパネル操作により即時発行されます（1号館

1階エレベータ前およびステーションキャンパス）。
各証明書申請書による発行は、教務部前（1号館 1階）の証紙販売機で求めた証紙を「各証明書申込

用紙」に貼付し、各証明書発行部署に直接申し込み、交付を受けてください。なお、交付までに時間を
要する場合がありますので早めに申し込むようにしてください。

種　　　　　　　　　　　別 手数料（円） 申　込　先
在 学 証 明 書
卒 業 見 込 証 明 書
成 績 証 明 書
健 康 診 断 証 明 書
学 割 証
在 籍 期 間 証 明 書
英 字 卒 業 見 込 証 明 書
任 用 資 格 取 得 見 込 証 明 書
社 会 福 祉 主 事 任 用 資 格 取 得 見 込 証 明 書
児 童 指 導 員 任 用 資 格 取 得 見 込 証 明 書
身 体 障 害 者 福 祉 司 任 用 資 格 取 得 見 込 証 明 書
心 理 判 定 員 任 用 資 格 取 得 見 込 証 明 書
保 育 士 資 格 取 得 見 込 証 明 書
司 書 資 格 取 得 見 込 証 明 書
学 芸 員 資 格 取 得 見 込 証 明 書
司 書 教 諭 取 得 見 込 証 明 書
教 員 免 許 状 取 得 見 込 証 明 書
学 力 に 関 す る 証 明 書
社 会 福 祉 士 受 験 資 格 取 得 見 込 証 明 書
精 神 保 健 福 祉 士 受 験 資 格 取 得 見 込 証 明 書
介 護 福 祉 士 受 験 資 格 取 得 見 込 証 明 書
看 護 師 受 験 資 格 取 得 見 込 証 明 書
保 健 師 受 験 資 格 取 得 見 込 証 明 書
助 産 師 受 験 資 格 取 得 見 込 証 明 書
理 学 療 法 士 受 験 資 格 取 得 見 込 証 明 書
作 業 療 法 士 受 験 資 格 取 得 見 込 証 明 書
救 急 救 命 士 受 験 資 格 取 得 見 込 証 明 書

証
　
　
　明
　
　
　書

各

種

見

込

証

明

書

100

300

無料
100

100

100

600

600

証 　 明 　 書
自 動 発 行 機

証 　 明 　 書
自 動 発 行 機

証 　 明 　 書
自 動 発 行 機

教 務 課

教職課程支援室
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身上変更届（裏面）

（3）復学願 （4）身上変更届 2　各種証明書の交付
各種証明書は、証明書自動発行機による交付と各証明書申請書による交付があります。
証明書自動発行機による発行は、学生証をかざしタッチパネル操作により即時発行されます（1号館

1階エレベータ前およびステーションキャンパス）。
各証明書申請書による発行は、教務部前（1号館 1階）の証紙販売機で求めた証紙を「各証明書申込

用紙」に貼付し、各証明書発行部署に直接申し込み、交付を受けてください。なお、交付までに時間を
要する場合がありますので早めに申し込むようにしてください。

種　　　　　　　　　　　別 手数料（円） 申　込　先
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成 績 証 明 書
健 康 診 断 証 明 書
学 割 証
在 籍 期 間 証 明 書
英 字 卒 業 見 込 証 明 書
任 用 資 格 取 得 見 込 証 明 書
社 会 福 祉 主 事 任 用 資 格 取 得 見 込 証 明 書
児 童 指 導 員 任 用 資 格 取 得 見 込 証 明 書
身 体 障 害 者 福 祉 司 任 用 資 格 取 得 見 込 証 明 書
心 理 判 定 員 任 用 資 格 取 得 見 込 証 明 書
保 育 士 資 格 取 得 見 込 証 明 書
司 書 資 格 取 得 見 込 証 明 書
学 芸 員 資 格 取 得 見 込 証 明 書
司 書 教 諭 取 得 見 込 証 明 書
教 員 免 許 状 取 得 見 込 証 明 書
学 力 に 関 す る 証 明 書
社 会 福 祉 士 受 験 資 格 取 得 見 込 証 明 書
精 神 保 健 福 祉 士 受 験 資 格 取 得 見 込 証 明 書
介 護 福 祉 士 受 験 資 格 取 得 見 込 証 明 書
看 護 師 受 験 資 格 取 得 見 込 証 明 書
保 健 師 受 験 資 格 取 得 見 込 証 明 書
助 産 師 受 験 資 格 取 得 見 込 証 明 書
理 学 療 法 士 受 験 資 格 取 得 見 込 証 明 書
作 業 療 法 士 受 験 資 格 取 得 見 込 証 明 書
救 急 救 命 士 受 験 資 格 取 得 見 込 証 明 書

証
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種

見

込

証

明

書

100

300

無料
100

100

100

600

600

証 　 明 　 書
自 動 発 行 機

証 　 明 　 書
自 動 発 行 機

証 　 明 　 書
自 動 発 行 機

教 務 課

教職課程支援室
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注）①　申し込み後1カ月を経過した場合は破棄いたします。
②　授業料その他納付金未納者には証明書の発行はいたしません。
③　一旦納入した証明書料等は事由の如何にかかわらず返金いたしません。
④　英字の証明書は1通600円とし、発行は約1週間後になります。

５　成績証明書
成績証明書は就職する場合や、奨学生の申請をする場合に必要になります。
1号館 1階エレベータ前およびステーションキャンパスに設置されている証明書自動発行機を利用

し、発行を受けてください。

４　在学証明書
在学証明書は、健康保険証（遠隔地被扶養者証）の新規作成や継続をする時、あるいは保護者の勤務

先の所得税控除等に使用される場合があります。
1号館 1階エレベータ前およびステーションキャンパスに設置されている証明書自動発行機を利用

し、発行を受けてください。

3　学生証（身分証明書）
学生証は、東北福祉大学の学生である身分を証明するもっとも大切なものです。常に学生証を携帯し、

学生証記載の注意事項を守り、試験は勿論、各種証明書の申し込み時には必ず提示してください。
学生証の紛失、盗難等の場合はただちに学生支援課へ届け出、所定の料金を納入し、再発行の手続き

をとってください。学生証は在学期間中使用し、毎年度更新いたします。

300 福祉実習支援室

種　　　　　　　　　　　別 手数料（円） 申　込　先
社会福祉士指定科目履修見込証明書（国家試験受験用）
精神保健福祉士指定科目履修見込証明書（国家試験受験用）
学 生 証 再 発 行
仮 学 生 証
通学証明書（科目等履修生・聴講生・研究生の JR 通学証明書は不可）
人 物 証 明 書
推 薦 書
希 望 実 習 依 頼 状

そ
　の
　他

1000
300
無料

100

学 生 支 援 課

キ ャ リ ア
セ ン タ ー

※令和４年４月１日現在

６　卒業見込証明書
卒業見込証明書は、3 年生修了時点で卒業要件を90単位以上修得済みでなければ発行できません。
1号館 1階エレベータ前およびステーションキャンパスに設置されている証明書自動発行機を利用

し、発行を受けてください。

10　学校学生生徒旅客運賃割引証（学割証）
①　学割証は、学生の修学上の経済負担を軽減し、学校教育の振興に寄与することを目的として実施さ
れている制度です。JRを利用し、乗車区間が片道100kmを超えて、原則として次の目的をもって旅
行する必要があると認めた場合に発行されます。利用できるのは、学部生、大学院生のみです。

・　休暇、所用による帰省。
・　実験実習等の正課の教育活動。
・　大学から認められた特別教育活動または体育、文化に関する正課外の教育活動。
・　就職または進学のための受験等。
・　大学から認められた見学または行事への参加。
・　傷病の治療その他修学上支障となる問題の処理。
・　保護者の旅行の随行。

９　実習用通学証明書

８　通学証明書

７　人物証明書
人物証明書は、就職試験を受ける場合等に必要になることがある書類で、原則として直接本人と面接

したうえで作成、発行されます。
教務部前（ 1号館 1階）の証紙販売機で求めた証紙を、「各種証明書申込用紙」に貼付し、キャリア

センターキャリア支援課に申し込んでください。

　通学証明書は、通学で利用するJR、仙台市営バス・地下鉄、その他交通機関の定期乗車券を新規購
入または新年度初めて購入する際に必要な書類で、学生支援課で発行します。
　発行区間は「居住地の最寄り駅から大学の最寄り駅まで」ですので、アルバイト等の通学以外の目
的で購入することはできません(学都仙台フリーパス※を除く）。
　通学証明書発行後1ヵ月以内に学生証を持参のうえ、定期券発売所で購入してください。
　なお、科目等履修生・聴講生・研究生などはJR通学定期券を購入できません。
※　学徒仙台フリーパスは、利用区間によっては区間通学定期券よりも低価格で、希望路線乗り放
題、買い物等の通学以外の目的にも利用できます。

　本学の授業科目にある実習で大学が指定する実習先への通学のため実習用通学定期乗車券を購入す
る場合は、各交通機関への事前の申請が必要です。申請方法等 詳しくは、実習担当教員または担当課
から周知されるガイダンスに出席してください。
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注）①　申し込み後1カ月を経過した場合は破棄いたします。
②　授業料その他納付金未納者には証明書の発行はいたしません。
③　一旦納入した証明書料等は事由の如何にかかわらず返金いたしません。
④　英字の証明書は1通600円とし、発行は約1週間後になります。

５　成績証明書
成績証明書は就職する場合や、奨学生の申請をする場合に必要になります。
1号館 1階エレベータ前およびステーションキャンパスに設置されている証明書自動発行機を利用

し、発行を受けてください。

４　在学証明書
在学証明書は、健康保険証（遠隔地被扶養者証）の新規作成や継続をする時、あるいは保護者の勤務

先の所得税控除等に使用される場合があります。
1号館 1階エレベータ前およびステーションキャンパスに設置されている証明書自動発行機を利用

し、発行を受けてください。

3　学生証（身分証明書）
学生証は、東北福祉大学の学生である身分を証明するもっとも大切なものです。常に学生証を携帯し、

学生証記載の注意事項を守り、試験は勿論、各種証明書の申し込み時には必ず提示してください。
学生証の紛失、盗難等の場合はただちに学生支援課へ届け出、所定の料金を納入し、再発行の手続き

をとってください。学生証は在学期間中使用し、毎年度更新いたします。

300 福祉実習支援室

種　　　　　　　　　　　別 手数料（円） 申　込　先
社会福祉士指定科目履修見込証明書（国家試験受験用）
精神保健福祉士指定科目履修見込証明書（国家試験受験用）
学 生 証 再 発 行
仮 学 生 証
通学証明書（科目等履修生・聴講生・研究生の JR 通学証明書は不可）
人 物 証 明 書
推 薦 書
希 望 実 習 依 頼 状

そ
　の
　他

1000
300
無料

100

学 生 支 援 課

キ ャ リ ア
セ ン タ ー

※令和４年４月１日現在

６　卒業見込証明書
卒業見込証明書は、3 年生修了時点で卒業要件を90単位以上修得済みでなければ発行できません。
1号館 1階エレベータ前およびステーションキャンパスに設置されている証明書自動発行機を利用

し、発行を受けてください。

10　学校学生生徒旅客運賃割引証（学割証）
①　学割証は、学生の修学上の経済負担を軽減し、学校教育の振興に寄与することを目的として実施さ
れている制度です。JRを利用し、乗車区間が片道100kmを超えて、原則として次の目的をもって旅
行する必要があると認めた場合に発行されます。利用できるのは、学部生、大学院生のみです。

・　休暇、所用による帰省。
・　実験実習等の正課の教育活動。
・　大学から認められた特別教育活動または体育、文化に関する正課外の教育活動。
・　就職または進学のための受験等。
・　大学から認められた見学または行事への参加。
・　傷病の治療その他修学上支障となる問題の処理。
・　保護者の旅行の随行。

９　実習用通学証明書

８　通学証明書

７　人物証明書
人物証明書は、就職試験を受ける場合等に必要になることがある書類で、原則として直接本人と面接

したうえで作成、発行されます。
教務部前（ 1号館 1階）の証紙販売機で求めた証紙を、「各種証明書申込用紙」に貼付し、キャリア

センターキャリア支援課に申し込んでください。

　通学証明書は、通学で利用するJR、仙台市営バス・地下鉄、その他交通機関の定期乗車券を新規購
入または新年度初めて購入する際に必要な書類で、学生支援課で発行します。
　発行区間は「居住地の最寄り駅から大学の最寄り駅まで」ですので、アルバイト等の通学以外の目
的で購入することはできません(学都仙台フリーパス※を除く）。
　通学証明書発行後1ヵ月以内に学生証を持参のうえ、定期券発売所で購入してください。
　なお、科目等履修生・聴講生・研究生などはJR通学定期券を購入できません。
※　学徒仙台フリーパスは、利用区間によっては区間通学定期券よりも低価格で、希望路線乗り放
題、買い物等の通学以外の目的にも利用できます。

　本学の授業科目にある実習で大学が指定する実習先への通学のため実習用通学定期乗車券を購入す
る場合は、各交通機関への事前の申請が必要です。申請方法等 詳しくは、実習担当教員または担当課
から周知されるガイダンスに出席してください。
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11　学生団体割引

③　学生証を利用して乗車する際は、必ず学生証を携帯してください。

④　不正使用（他人への譲渡、貸与等）および誤用（有効期限切）等は、本学学生全体に対する信用に
かかわり、以後の発行に支障をきたしますので十分注意して利用してください。

②　学割証は、1号館 1階エレベータ前およびステーションキャンパスに設置されている証明書自動発
行機を利用してください。

　　また、長期休業前は混雑が予想されますので余裕をもって交付を受けてください。
　年間で11枚目以降の発行は、学生支援課窓口で対応します。

　学生団体割引乗車券は、ゼミ・学生団体等の8名以上（1名以上の教職員の同行が必要）で合宿・遠
征等の同一行程を旅行する際に利用できます。申込は、駅・旅行センター等の窓口で「団体旅行申込
書」用紙を入手し、「合宿・遠征・大会参加届」または「学外諸活動届」を添付のうえ、学生支援課
へ提出し大学の証明を受けてください。
　学生団体割引を利用して乗車する際には、必ず学生証を携帯してください。
　なお、割引率は普通旅行運賃の50％引き（引率者は30％引き）です。
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　年間で11枚目以降の発行は、学生支援課窓口で対応します。

　学生団体割引乗車券は、ゼミ・学生団体等の8名以上（1名以上の教職員の同行が必要）で合宿・遠
征等の同一行程を旅行する際に利用できます。申込は、駅・旅行センター等の窓口で「団体旅行申込
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　学生団体割引を利用して乗車する際には、必ず学生証を携帯してください。
　なお、割引率は普通旅行運賃の50％引き（引率者は30％引き）です。
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図 書 館 の 利 用 方 法

入館には学生証が必要です。学生証をカードリーダーにタッチし、バーを押してください。

入退館（本館）

■　本館（国見キャンパス）
【　平　　日　】　　  9：00　～　19：20
【　　 土 　　】　　  9：00　～　17：00
＊ただし、授業期間外において学務行事のない日は
【　平　　日　】　　  9：00　～　17：00
【土・日・祝日】　　  休館

■　分室（welcom 21）
【　平　　日　】　　11：00　～　19：00
＊ただし、授業期間外において学務行事のない日は

日・祝日
授業期間外において学務行事のない土
入学式、卒業式
入学試験日
夏季・冬季・春季各休業中の一定日

•退館時にアラームが鳴った場合は図書館員までお申し出ください。

【　平　　日　】　　11：00　～　17：00

■　休館・休室日

開館日および開館時間

　※開館日および開館時間は年度途中に変更することがあります。

・図書館のホームページを活用しましょう。
ホームページでは、図書館カレンダーやサービスのほか、臨時休館、
時間変更などの最新情報を確認することができます。

 

資料の探し方
■　OPAC（オーパック）での検索

本学の図書館では多くの資料を所蔵しています。それらの資料を検索する
ためにOPAC（Online Public Access Catalog）があります。
どのような資料があるか、その資料がどこにあるのかを知ることができます。
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貸出・返却

■　予　　約
利用したい資料が貸出中の場合、その資料を予約し、優先的に利用することができます。

■　返　　却

カウンターまたは返却ポストに資料を返却してください。

■　貸出の延長
貸出の延長を希望する場合は、カウンターへ資料と学生証を持参してください。

本学図書館に所蔵のない資料でも利用することができます。カウンターにご相談ください。

相互利用サービス

■　貸　　出

《貸出冊数と期間》
10冊　　14日間（この他にベストセラー5冊を14日間借りられます。）

学生証と借りたい資料をカウンターに提示してください。

•返却期限日を過ぎた貸出資料がある場合は貸出できません。
•貸出できない資料もあります。

•その日のうちに他の資料の貸し出しを希望する場合は、カウンターに返却してください。
•返却ポストは、図書館１F入口・１号館１Fおよび分室前にあります。

•予約の入っている資料は、延長できません。
•延長できる回数は２回までです。

•返却期限日を過ぎた貸出資料がある場合は、予約できません。

レファレンス・サービス

カウンターでは、図書館員が本の探し方や、図書館の探し方について相談に応じます。
分からないこと、困ったことがあれば相談してみましょう。

図書館内で資料をコピーする場合は「複写申込書（館内）」に必要事項を記入し、カウンターに提出
してください。著作権の範囲内でコピーすることができます。

資料をコピーする

■　マナーを守り、他の利用者の迷惑にならないようにしましょう
■　携帯電話はマナーモードに設定し、通話はご遠慮ください。
■　館内での飲食は禁止です（密閉できる容器での水分補給は可能です）

利用の心得



145

貸出・返却

■　予　　約
利用したい資料が貸出中の場合、その資料を予約し、優先的に利用することができます。

■　返　　却

カウンターまたは返却ポストに資料を返却してください。

■　貸出の延長
貸出の延長を希望する場合は、カウンターへ資料と学生証を持参してください。

本学図書館に所蔵のない資料でも利用することができます。カウンターにご相談ください。

相互利用サービス

■　貸　　出

《貸出冊数と期間》
10冊　　14日間（この他にベストセラー5冊を14日間借りられます。）

学生証と借りたい資料をカウンターに提示してください。

•返却期限日を過ぎた貸出資料がある場合は貸出できません。
•貸出できない資料もあります。

•その日のうちに他の資料の貸し出しを希望する場合は、カウンターに返却してください。
•返却ポストは、図書館１F入口・１号館１Fおよび分室前にあります。

•予約の入っている資料は、延長できません。
•延長できる回数は２回までです。

•返却期限日を過ぎた貸出資料がある場合は、予約できません。

レファレンス・サービス

カウンターでは、図書館員が本の探し方や、図書館の探し方について相談に応じます。
分からないこと、困ったことがあれば相談してみましょう。

図書館内で資料をコピーする場合は「複写申込書（館内）」に必要事項を記入し、カウンターに提出
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■　マナーを守り、他の利用者の迷惑にならないようにしましょう
■　携帯電話はマナーモードに設定し、通話はご遠慮ください。
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①正門守衛室・駐輪場
②来訪者駐車場
③管理棟事務局
 １階 法人本部　総務局　　　　　　　　　　　　
　　　　総務部 (総務課・人事課・PR課・企画課 )、
　　　　タイムレコーダー、管財部、IRセンター
　　　　入学センター (入試課・入試開発課 )、資料室
 ２階 財務部、資料室、会議室、研究室
  国際交流支援室、150周年記念事業準備室、
　　　　同窓会事務局
 ３階 理事長室、学長室、副学長室、
　　　　総合福祉学部長室、秘書室、応接室、
  第１・第２会議室、法人室、電話交換室
 ４階 大会議室、中会議室、総合福祉マネジメント
  学部長室、小会議室、ラウンジ、資料室
④１号館
 地下 キャリアセンター（キャリア支援課・インタ
　　　　ーンシップ室）、就職セミナー室
 １階 教務部（教務課・福祉実習支援室・非常勤講
　　　　師出勤等）、教育・教職センター　　　　　　
　　　　（教職課程支援室）、証明書自動発行機、
　　　　証紙販売機
 ２階 １２０教室、１２１教室、１２２教室、
  グループ学修室ＬＣＳＲ、教員研究室
 ３階 １３０教室、１３１教室、教員研究室
 ４階 １４０教室、第１～第４演習室、
  教員研究室
 ５階 教員研究室
 ６階 大教室
⑤２号館
 １階 美術工芸館研究室、収蔵庫、学生休憩室
  非常勤講師控室、印刷室、学生相談室、保健室、
  ウェルネス支援室、障がい学生支援室、
　　　　グループ学修室  
 ２階 ２２０教室、２２１教室、教員研究室、
  第１１～第１５演習室、観察室、面接実習室、
  面接治療室１・２、ビデオ学習室、教員研究室
 ３階 ２３０教室、２３１教室、２３２教室、
  第１６～第２２演習室
 ４階 集団実験室１・２、行動実験室、行動観察室、
  実験準備室、工作室、情報処理室、実験室１～５、
  臨床面接室、ポリグラフ室１、
  防音室１・２、印刷室、暗室１、
  資料室１～４、機材室、空調室、教員研究室
 ５階 美術工芸館受付、展示室①・②、ロビー、
  収蔵庫、館長室、事務室、オープンスペース
 ６階 展示室③・④・⑤、美術工芸館研究室、
　　　　収蔵庫、展示コーナー
⑥福聚殿
 １階 ホール（学生食堂1-8-1ホール・
　　　　軽食コーナー）、パウダールーム
  学習ホール、ピアノ室1・2、ピアノ練習室
 ２階 アリーナ、トレーニングルーム、
  ミーティングルーム、教員研究室
 ３階 トレーニングルーム、体育教官室兼応接室
⑦ Ｈ－ＯＮＥ館
 １階 ステージ、ホール、部室、部庫
 ２階 守衛室、部活動室、部庫、考古学資料室、
 　　　教員研究室
　３階 教員研究室、部活動室、部庫、文化会幹事会、
  体育会幹事会
 ４階 教員研究室、部庫

⑧２００１館
 ２階 ２１２１教室、２１２２教室
 ３階 ２１３１教室、２１３２教室
 ４階 教員研究室
⑨図書館
 １階 ホール、ブラウジングルーム、書庫、
  積層書庫（１階～４階）、書籍売店（国見堂）
 ２階 事務室、閲覧室
 ３階 閲覧室、貴重書庫
⑩坐禅堂 (仏教文化研究所 )・法堂（１階 /臨床美術実
　　　　習室）・道庵
⑪３号館
 １階 ３１０教室（入浴実習室・介護実習室）、
  ３１１教室、３１２教室、ＣＡＬＬ準備室、
  ３１３教室（リトミック室）、
  男子・女子更衣室、学生自習室、
  ロッカー室、学習ホール、パウダールーム
 ２階 ３２０教室（コンピュータ実習室Ⅰ）、
　　　　３２１教室、３２２教室（小児保健実習室）、
　　　　３２３教室
 ３階 ３３０教室（コンピュータ実習室Ⅱ）、
　　　　３３１教室、３３２教室、３３３教室
 ４階 ３４０教室（図画・工作室）、３４１教室、
  ３４２教室（美術室）
⑫Ｈ－２館
 １階 家政実習教室（調理・被服教室）、
  看護多目的実習室２、看護多目的実習室３
 ２階 ピアノ室3、ピアノレッスン室、
  教員研究室、看護技術実習室２、
  看護実習準備室
 ３階 教員研究室、看護シミュレーション実習室、
  看護多目的実習室１、看護技術実習室１
⑬７号館 臨床心理相談室、研究室
⑭６号館
 １階～３階　教員駐車場
 ４階 ６４１教室、６４２教室、教員研究室
 ５階 ６５１教室、６５２教室、教員研究室
⑮５号館
 １階 理科実験室、実験準備室、第６・第７演習室
 ２階 教員研究室、第８演習室
 ３階 教員研究室、第９演習室
⑯Ｈ－３ＧＹＭ
 地下 男子更衣室
 １階 教員研究室、女子更衣室、トレーニングルーム
⑰音楽堂（けやきホール）
 地下２階　教職員駐車場
 地下１階　学生支援センター、（学生生活支援課）
　　　　　　地域創生推進室
　　　　　　各部・各課掲示場、教員研究室、
 　　　　　けやきホール（客席・事務室・音楽室・
 　　　　　楽屋・控室）、実学臨床教育推進室、
　　　　　　防災士研修室、Ｆショップ、地下広場
 １　　階　けやきホール（客席）、マルチメディア
　　　　　　教室1・2、SAN B型支援所
 ２　　階　調光・映像室、音響調整室、倉庫
⑱学習室
⑲ICT支援室
⑳カットスペース、せんだいアビリティネットワーク
㉑学生サポートセンター
 「タフス」「ファミリーマート」
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①正門守衛室・駐輪場
②来訪者駐車場
③管理棟事務局
 １階 法人本部　総務局　　　　　　　　　　　　
　　　　総務部 (総務課・人事課・PR課・企画課 )、
　　　　タイムレコーダー、管財部、IRセンター
　　　　入学センター (入試課・入試開発課 )、資料室
 ２階 財務部、資料室、会議室、研究室
  国際交流支援室、150周年記念事業準備室、
　　　　同窓会事務局
 ３階 理事長室、学長室、副学長室、
　　　　総合福祉学部長室、秘書室、応接室、
  第１・第２会議室、法人室、電話交換室
 ４階 大会議室、中会議室、総合福祉マネジメント
  学部長室、小会議室、ラウンジ、資料室
④１号館
 地下 キャリアセンター（キャリア支援課・インタ
　　　　ーンシップ室）、就職セミナー室
 １階 教務部（教務課・福祉実習支援室・非常勤講
　　　　師出勤等）、教育・教職センター　　　　　　
　　　　（教職課程支援室）、証明書自動発行機、
　　　　証紙販売機
 ２階 １２０教室、１２１教室、１２２教室、
  グループ学修室ＬＣＳＲ、教員研究室
 ３階 １３０教室、１３１教室、教員研究室
 ４階 １４０教室、第１～第４演習室、
  教員研究室
 ５階 教員研究室
 ６階 大教室
⑤２号館
 １階 美術工芸館研究室、収蔵庫、学生休憩室
  非常勤講師控室、印刷室、学生相談室、保健室、
  ウェルネス支援室、障がい学生支援室、
　　　　グループ学修室  
 ２階 ２２０教室、２２１教室、教員研究室、
  第１１～第１５演習室、観察室、面接実習室、
  面接治療室１・２、ビデオ学習室、教員研究室
 ３階 ２３０教室、２３１教室、２３２教室、
  第１６～第２２演習室
 ４階 集団実験室１・２、行動実験室、行動観察室、
  実験準備室、工作室、情報処理室、実験室１～５、
  臨床面接室、ポリグラフ室１、
  防音室１・２、印刷室、暗室１、
  資料室１～４、機材室、空調室、教員研究室
 ５階 美術工芸館受付、展示室①・②、ロビー、
  収蔵庫、館長室、事務室、オープンスペース
 ６階 展示室③・④・⑤、美術工芸館研究室、
　　　　収蔵庫、展示コーナー
⑥福聚殿
 １階 ホール（学生食堂1-8-1ホール・
　　　　軽食コーナー）、パウダールーム
  学習ホール、ピアノ室1・2、ピアノ練習室
 ２階 アリーナ、トレーニングルーム、
  ミーティングルーム、教員研究室
 ３階 トレーニングルーム、体育教官室兼応接室
⑦ Ｈ－ＯＮＥ館
 １階 ステージ、ホール、部室、部庫
 ２階 守衛室、部活動室、部庫、考古学資料室、
 　　　教員研究室
　３階 教員研究室、部活動室、部庫、文化会幹事会、
  体育会幹事会
 ４階 教員研究室、部庫

⑧２００１館
 ２階 ２１２１教室、２１２２教室
 ３階 ２１３１教室、２１３２教室
 ４階 教員研究室
⑨図書館
 １階 ホール、ブラウジングルーム、書庫、
  積層書庫（１階～４階）、書籍売店（国見堂）
 ２階 事務室、閲覧室
 ３階 閲覧室、貴重書庫
⑩坐禅堂 (仏教文化研究所 )・法堂（１階 /臨床美術実
　　　　習室）・道庵
⑪３号館
 １階 ３１０教室（入浴実習室・介護実習室）、
  ３１１教室、３１２教室、ＣＡＬＬ準備室、
  ３１３教室（リトミック室）、
  男子・女子更衣室、学生自習室、
  ロッカー室、学習ホール、パウダールーム
 ２階 ３２０教室（コンピュータ実習室Ⅰ）、
　　　　３２１教室、３２２教室（小児保健実習室）、
　　　　３２３教室
 ３階 ３３０教室（コンピュータ実習室Ⅱ）、
　　　　３３１教室、３３２教室、３３３教室
 ４階 ３４０教室（図画・工作室）、３４１教室、
  ３４２教室（美術室）
⑫Ｈ－２館
 １階 家政実習教室（調理・被服教室）、
  看護多目的実習室２、看護多目的実習室３
 ２階 ピアノ室3、ピアノレッスン室、
  教員研究室、看護技術実習室２、
  看護実習準備室
 ３階 教員研究室、看護シミュレーション実習室、
  看護多目的実習室１、看護技術実習室１
⑬７号館 臨床心理相談室、研究室
⑭６号館
 １階～３階　教員駐車場
 ４階 ６４１教室、６４２教室、教員研究室
 ５階 ６５１教室、６５２教室、教員研究室
⑮５号館
 １階 理科実験室、実験準備室、第６・第７演習室
 ２階 教員研究室、第８演習室
 ３階 教員研究室、第９演習室
⑯Ｈ－３ＧＹＭ
 地下 男子更衣室
 １階 教員研究室、女子更衣室、トレーニングルーム
⑰音楽堂（けやきホール）
 地下２階　教職員駐車場
 地下１階　学生支援センター、（学生生活支援課）
　　　　　　地域創生推進室
　　　　　　各部・各課掲示場、教員研究室、
 　　　　　けやきホール（客席・事務室・音楽室・
 　　　　　楽屋・控室）、実学臨床教育推進室、
　　　　　　防災士研修室、Ｆショップ、地下広場
 １　　階　けやきホール（客席）、マルチメディア
　　　　　　教室1・2、SAN B型支援所
 ２　　階　調光・映像室、音響調整室、倉庫
⑱学習室
⑲ICT支援室
⑳カットスペース、せんだいアビリティネットワーク
㉑学生サポートセンター
 「タフス」「ファミリーマート」
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24 
研究室 
24 
研究室 

25 
研究室 
25 
研究室 

26 
研究室 
26 
研究室 

27 
研究室 
27 
研究室 

28 
研究室 
28 
研究室 

29 
研究室 
29 
研究室 

30 
研究室 
30 
研究室 

31 
研究室 
31 
研究室 

32 
研究室 
32 
研究室 

33 
研究室 
33 
研究室 

34 
研究室 
34 
研究室 

35 
研究室 
35 
研究室 

36 
研究室 
36 
研究室 

37 
研究室 
37 
研究室 

ＰＳ 

U P ＤＮ 

74 
研究室 

廊　　　　　下 

2 階

3 階

131教室 

1　　号　　館 

語学・異文化学習
支援室   LCSR

准

小
玉
一
彦
教
授

森

明
人

教
授

駒
野
敦
子
准
教
授

尹

永
洙

教
授

鈴
木
敦
子
准
教
授

君
島
昌
志
准
教
授

米
谷
光
正
教
授

河
合
規
仁
教
授

三
浦
和
美
教
授

和

史
朗
准
教
授

西
尾
雅
明
教
授

三
浦

剛
教
授

石
附

敬
准
教
授

下
山

忍
教
授

桑
原
真
弓

教
授

高
橋
加
寿
子
教
授

門
脇 
佳
代
子
准
教
授

関
川
伸
哉
教
授

田
中
治
和
教
授

松
本
祥
子

戸
田
恭
子
講
師

利
根
川
智
子

教
授

都
築

光
一
教
授

准 准
教
授

加
藤
伸
司
教
授

研究室 

恵
准
教
授

伊
勢

今
野
和
賀
子
准
教
授

竹
之
内
章
代
准
教
授

田
中   

尚   

教
授

飯

亮
子
講
師

嶋　

阿
部

也

教
授

准

哲

二 

渡

　

 

努  

講
師

眞
嶋 

智
彦 

准
教
授

久
保
田
佳
克

　教
授

平
川
　昌
宏
准
教
授

杉
浦

　徹

　准
教
授



155

1　　号　　館 

ＤＮ 

ＤＮ 

ＥＶホール 

ＥＶ ＥＶ スロープ 
スロープ 

ＤＮ 

ＤＮ 

ＤＮ 

ＤＮ 

ＤＮ 

ＤＮ 

ＵＰ 

ＷＣ 

資料室 

ＷＣ 
ＤＮ 

会議応接室 

証紙販売機 

面談室

面談室 

教室用マイク・カギ箱 

非常勤講師受付所 

厨房 

ＵＰ 

教　　　務　　　部 

教　　　務 課 

1 階

証明書自動発行機 

福祉実習支援室 教職課程支援室

教育・教職センター

19 
研究室 

ＵＰ 
ＤＮ 

階　段 

ＰＳ 

ＥＶ1 ＥＶ2

エレベーターホール 

洗面所 

122教室 121教室 120教室 

避難室 

1 
研究室 
1 

研究室 
2 

研究室 
2 

研究室 
3 

研究室 
3 

研究室 
4 

研究室 
4 

研究室 
5 

研究室 
5 

研究室 
6 

研究室 
6 

研究室 
7 

研究室 
7 

研究室 
8 

研究室 
8 

研究室 
9 

研究室 
9 

研究室 
10 

研究室 
10 

研究室 
11 

研究室 
11 

研究室 
12 

研究室 
12 

研究室 
13 

研究室 
13 

研究室 
16 

研究室 
16 

研究室 
17 

研究室 
17 

研究室 
18 

研究室 
18 

研究室 
ＰＳ 

U P ＤＮ 

廊　　　　　下 

14 
研究室 
14 

研究室 
15 

研究室 
15 

研究室 

ＵＰ 
ＤＮ 

階　段 

ＰＳ 

ＥＶ1 ＥＶ2

エレベーターホール 

洗面所 

130教室

避難室 

20 
研究室 
20 
研究室 

21 
研究室 
21 
研究室 

22 
研究室 
22 
研究室 

23 
研究室 
23 
研究室 

24 
研究室 
24 
研究室 

25 
研究室 
25 
研究室 

26 
研究室 
26 
研究室 

27 
研究室 
27 
研究室 

28 
研究室 
28 
研究室 

29 
研究室 
29 
研究室 

30 
研究室 
30 
研究室 

31 
研究室 
31 
研究室 

32 
研究室 
32 
研究室 

33 
研究室 
33 
研究室 

34 
研究室 
34 
研究室 

35 
研究室 
35 
研究室 

36 
研究室 
36 
研究室 

37 
研究室 
37 
研究室 

ＰＳ 

U P ＤＮ 

74 
研究室 

廊　　　　　下 

2 階

3 階

131教室 

1　　号　　館 

語学・異文化学習
支援室   LCSR

准

小
玉
一
彦
教
授

森

明
人

教
授

駒
野
敦
子
准
教
授

尹

永
洙

教
授

鈴
木
敦
子
准
教
授

君
島
昌
志
准
教
授

米
谷
光
正
教
授

河
合
規
仁
教
授

三
浦
和
美
教
授

和

史
朗
准
教
授

西
尾
雅
明
教
授

三
浦

剛
教
授

石
附

敬
准
教
授

下
山

忍
教
授

桑
原
真
弓

教
授

高
橋
加
寿
子
教
授

門
脇 
佳
代
子
准
教
授

関
川
伸
哉
教
授

田
中
治
和
教
授

松
本
祥
子

戸
田
恭
子
講
師

利
根
川
智
子

教
授

都
築

光
一
教
授

准 准
教
授

加
藤
伸
司
教
授

研究室 

恵
准
教
授

伊
勢

今
野
和
賀
子
准
教
授

竹
之
内
章
代
准
教
授

田
中   

尚   

教
授

飯

亮
子
講
師

嶋　

阿
部

也

教
授

准

哲

二 

渡

　

 

努  

講
師

眞
嶋 

智
彦 

准
教
授

久
保
田
佳
克

　教
授

平
川
　昌
宏
准
教
授

杉
浦

　徹

　准
教
授



156

ＵＰ 
ＤＮ 

階　段 

ＰＳ 

ＥＶ1 ＥＶ2

エレベーターホール 

洗面所 

140教室 第　 1 
演習室 

第　 2 
演習室 

第　 3 
演習室 

第　 4 
演習室 

避難室 

39 
研究室 

40 
研究室 

41 
研究室 

42 
研究室 

43 
研究室 

44 
研究室 

45 
研究室 

46 
研究室 

47 
研究室 

48 
研究室 

49 
研究室 

50 
研究室 

51 
研究室 

52 
研究室 

53 
研究室 

54 
研究室 

55 
研究室 

56 
研究室 

ＰＳ 

U P ＤＮ 

38 
研究室 

廊　　　　　下 

4 階

1　　号　　館 

73 
研究室 

ＵＰ 
ＤＮ 

階　段 

ＰＳ 

ＥＶ1 ＥＶ2

エレベーターホール 

洗面所 

廊　　　　　下 

避難室 

57 
研究室 

58 
研究室 

59 
研究室 

60 
研究室 

61 
研究室 

62 
研究室 

63 
研究室 

64 
研究室 

65 
研究室 

66 
研究室 

67 
研究室 

68 
研究室 

69 
研究室 

70 
研究室 

71 
研究室 

72 
研究室 ＰＳ 

U P ＤＮ 

136 
研究室 

137 
研究室 

138 
研究室 

139 
研究室 

140 
研究室 

141 
研究室 

142 
研究室 

143 
研究室 

144 
研究室 

145 
研究室 

146 
研究室 

147 
研究室 

75 
研究室 

76 
研究室 

5 階

武
村
尊
生
准
教
授

齋

二
美
子
教
授

佐
藤
俊
人
准
教
授

白
井
秀
明
教
授

安
藤
直
子
准
教
授

中
村
恵
子
准
教
授

野
呂
拓
生
准
教
授

鎌
田
克
信
講
師

金

政
信
教
授

冨
樫

進
准
教
授

星
山
幸
男
教
授

園
田
洋
一
教
授

花
井
滋
春
教
授

赤
塚
俊
治
教
授

斉
藤
仙
邦
教
授

准
教
授

佐
藤
英
仁

清
宮

敏
教
授

村
山
く
み
講
師

教
授

萩
野
寛
雄

青
木
一
則
准
教
授

工
藤
健
一
准
教
授

広
浦
幸
一
准
教
授

高
橋
誠
一
教
授

教
授

後
藤
美
恵
子

菅
原
里
江

太
田
聡
一

　講
師

内
藤
裕
子
准
教
授

石
黒

　亨

　講
師

黒
田

　文

　教
授

佐
藤
郷
美

菅
原
千
恵
子
准
教
授

山
口
奈
緒
美
講
師

シ
ュ
ミ
ッ
ト・ケ
ネ
ス

ジ
ェ
ー
ム
ス

熊
谷
和
彦
教
授

鍛
代
敏
雄
教
授

秋
田
恭
子
教
授

准
教
授

准
教
授

髙
屋
隆
男 

准
教
授

浅
川
俊
夫 

准
教
授

ア
イ
ザ
ッ
ク
ソ
ン

　
　ジ
ョ
ナ
サ
ン
講
師

准
教
授

山下祐一郎
　　　　准教授
茂木　成友 講師

清
水 

冬
樹 

准
教
授

元  

村

　

 

智 

明 

准
教
授

上 

埜  

高 

志 

　教
授

李

　成 

曼

　准
教
授

佐 

藤

　恵

　准
教
授

光 

永

　憲 

香 

准
教
授

1　　号　　館 

６ 階

７ 階

Ｒ 階
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ＵＰ 
ＤＮ 

階　段 

ＰＳ 

ＥＶ1 ＥＶ2

エレベーターホール 

洗面所 

140教室 第　 1 
演習室 

第　 2 
演習室 

第　 3 
演習室 

第　 4 
演習室 

避難室 

39 
研究室 

40 
研究室 

41 
研究室 

42 
研究室 

43 
研究室 

44 
研究室 

45 
研究室 

46 
研究室 

47 
研究室 

48 
研究室 

49 
研究室 

50 
研究室 

51 
研究室 

52 
研究室 

53 
研究室 

54 
研究室 

55 
研究室 

56 
研究室 

ＰＳ 

U P ＤＮ 

38 
研究室 

廊　　　　　下 

4 階

1　　号　　館 

73 
研究室 

ＵＰ 
ＤＮ 

階　段 

ＰＳ 

ＥＶ1 ＥＶ2

エレベーターホール 

洗面所 

廊　　　　　下 

避難室 

57 
研究室 

58 
研究室 

59 
研究室 

60 
研究室 

61 
研究室 

62 
研究室 

63 
研究室 

64 
研究室 

65 
研究室 

66 
研究室 

67 
研究室 

68 
研究室 

69 
研究室 

70 
研究室 

71 
研究室 

72 
研究室 ＰＳ 

U P ＤＮ 

136 
研究室 

137 
研究室 

138 
研究室 

139 
研究室 

140 
研究室 

141 
研究室 

142 
研究室 

143 
研究室 

144 
研究室 

145 
研究室 

146 
研究室 

147 
研究室 

75 
研究室 

76 
研究室 

5 階

武
村
尊
生
准
教
授

齋

二
美
子
教
授

佐
藤
俊
人
准
教
授

白
井
秀
明
教
授

安
藤
直
子
准
教
授

中
村
恵
子
准
教
授

野
呂
拓
生
准
教
授

鎌
田
克
信
講
師

金

政
信
教
授

冨
樫

進
准
教
授

星
山
幸
男
教
授

園
田
洋
一
教
授

花
井
滋
春
教
授

赤
塚
俊
治
教
授

斉
藤
仙
邦
教
授

准
教
授

佐
藤
英
仁

清
宮

敏
教
授

村
山
く
み
講
師

教
授

萩
野
寛
雄

青
木
一
則
准
教
授

工
藤
健
一
准
教
授

広
浦
幸
一
准
教
授

高
橋
誠
一
教
授

教
授

後
藤
美
恵
子

菅
原
里
江

太
田
聡
一

　講
師

内
藤
裕
子
准
教
授

石
黒

　亨

　講
師

黒
田

　文

　教
授

佐
藤
郷
美

菅
原
千
恵
子
准
教
授

山
口
奈
緒
美
講
師

シ
ュ
ミ
ッ
ト・ケ
ネ
ス

ジ
ェ
ー
ム
ス

熊
谷
和
彦
教
授

鍛
代
敏
雄
教
授

秋
田
恭
子
教
授

准
教
授

准
教
授

髙
屋
隆
男 

准
教
授

浅
川
俊
夫 

准
教
授

ア
イ
ザ
ッ
ク
ソ
ン

　
　ジ
ョ
ナ
サ
ン
講
師

准
教
授

山下祐一郎
　　　　准教授
茂木　成友 講師

清
水 

冬
樹 

准
教
授

元  

村

　

 

智 

明 

准
教
授

上 

埜  

高 

志 

　教
授

李

　成 

曼

　准
教
授

佐 

藤

　恵

　准
教
授

光 

永

　憲 

香 

准
教
授

1　　号　　館 

６ 階

７ 階

Ｒ 階



158

 

 

ミーティングルーム ウ
ェ
ル
ネ
ス
支
援
室

第　　12 
演 習 室  

第　　11 
演 習 室  221 教　室 220　教　　室 

入
口

82 
研究室 

97 
研究室 

98 
研究室 

83 
研究室 

84 
研究室 観

察

室

2

観

察

室

1

面接実習室 

ビデオ学習室
面
接
治
療
室
1面

接
治
療
室
2

第　　13 
演 習 室  

第　　14 
演 習 室  

第　　15 
演 習 室  

2 階

１ 階

ＥＶ 

収 蔵 庫

倉庫 倉庫 

保健室 待合室 

学生相談室 

　美術工芸館
　  研究室 

印
刷
室

（エントランスホール） 

学生休憩室

倉　庫

倉　庫

障がい学生
支援室

倉庫

オープンスペース

グループ
学修室
Fuku

グループ
学修室
Hana

グループ
学修室
Ki

非常勤講師
控室 

２　　号　　館

三
浦
俊
二
教
授

朝
倉
充
彦

菅 

原  

好 

秀

　教
授

教
授

黄 
淵
熙

准
教
授

辻

　誠
一
　教
授

入
口

入
口

231 教　室 232 教　室 230　教　　室 

第　　22
演 習 室

第　　21
演 習 室

第　　20
演 習 室

第　　19
演 習 室

第　　18
演 習 室

第　　17
演 習 室

第　　16
演 習 室

E V

3 階

4 階

集
団
実
験
室
①

集
団
実
験
室
②

実
験
室
⑤

実
験
室
④

資
料
室
④

実
験
準
備
室

行
動
観
察
室

行
動
実
験
室

情
報
処
理
室

資
料
室
①

資
料
室
②

資
料
室
③

実
験
室
③

臨
床
面
接
室

機
材
室

印
刷
室

暗
室
①

工
作
室

実
験
室
①

実
験
室
②

空
調
室

防
音
室
①

防
音
室
②

ポ
リ
グ
ラ
フ

　
　
　室
①

機
材
室

AV室

128
研究室

129
研究室86研究室

87研究室

物入

E V

福祉心理学
研究室

88研究室89研究室

2　　号　　館 

85研究室

三
谷
聖
也 

教
授

 
 

重
宗

　弥
生

渡
部
純
夫

教
授

中
村

　修
准
教
授

吉
田
綾
乃教

授

半
澤
利
一

准
教
授

高木　源助教
中川裕美助教

柴
田
理
瑛
講
師

准
教
授
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ミーティングルーム ウ
ェ
ル
ネ
ス
支
援
室

第　　12 
演 習 室  

第　　11 
演 習 室  221 教　室 220　教　　室 

入
口

82 
研究室 

97 
研究室 

98 
研究室 

83 
研究室 

84 
研究室 観

察

室

2

観

察

室

1

面接実習室 

ビデオ学習室
面
接
治
療
室
1面

接
治
療
室
2

第　　13 
演 習 室  

第　　14 
演 習 室  

第　　15 
演 習 室  

2 階

１ 階

ＥＶ 

収 蔵 庫

倉庫 倉庫 

保健室 待合室 

学生相談室 

　美術工芸館
　  研究室 

印
刷
室

（エントランスホール） 

学生休憩室

倉　庫

倉　庫

障がい学生
支援室

倉庫

オープンスペース

グループ
学修室
Fuku

グループ
学修室
Hana

グループ
学修室
Ki

非常勤講師
控室 

２　　号　　館

三
浦
俊
二
教
授

朝
倉
充
彦

菅 

原  

好 

秀

　教
授

教
授

黄 
淵
熙

准
教
授

辻

　誠
一
　教
授

入
口

入
口

231 教　室 232 教　室 230　教　　室 

第　　22
演 習 室

第　　21
演 習 室

第　　20
演 習 室

第　　19
演 習 室

第　　18
演 習 室

第　　17
演 習 室

第　　16
演 習 室

E V

3 階

4 階

集
団
実
験
室
①

集
団
実
験
室
②

実
験
室
⑤

実
験
室
④

資
料
室
④

実
験
準
備
室

行
動
観
察
室

行
動
実
験
室

情
報
処
理
室

資
料
室
①

資
料
室
②

資
料
室
③

実
験
室
③

臨
床
面
接
室

機
材
室

印
刷
室

暗
室
①

工
作
室

実
験
室
①

実
験
室
②

空
調
室

防
音
室
①

防
音
室
②

ポ
リ
グ
ラ
フ

　
　
　室
①

機
材
室

AV室

128
研究室

129
研究室86研究室

87研究室

物入

E V

福祉心理学
研究室

88研究室89研究室

2　　号　　館 

85研究室

三
谷
聖
也 

教
授

 
 

重
宗

　弥
生

渡
部
純
夫

教
授

中
村

　修
准
教
授

吉
田
綾
乃教

授

半
澤
利
一

准
教
授

高木　源助教
中川裕美助教

柴
田
理
瑛
講
師

准
教
授
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ミュージアムショップ

美術工芸館
研究室 

（芹沢銈介美術工芸館）6 階

5 階（芹沢銈介美術工芸館）

2　　号　　館 

館長室 事務室

オープンスペース

展示室①

展示室②

展示コーナー

展示室③

展示室④

展示室⑤

ロビー

収蔵庫

吹抜
収蔵庫

機械室

受付

空調機械室

空調機械室

EV

EV

倉庫

90研究室

階段
ホール

・ハンガードア、広 ト々イレ
オストメイト、警報装置付

Ｄ.Ｓ 

Ｄ.Ｓ 

Ｄ.Ｓ 

Ｄ.Ｓ 

311教室 312教室 

（CALL教室） 

ピロティー 

学生自習室 

（313教室） 
リトミック室 

学習ホール 

321教室 

331教室 

340教室 
図画・工作室 

341教室 

322教室 
小児保健実習室 
（保育実習室） 

廊下 

ホール 

ホール 

323教室 

333教室 

332教室 

342教室 
美術室 

333教室（上部） 

ベランダ 

ホール 吹抜 

（310教室） 
介護実習室 

男子更衣室（1）
CALL準備室 

CALL準備室 

準備室 

女子更衣室（1）

入浴実習室 

ＥＶ 

ＥＶ 

ＥＶ 

ＥＶ 

ホール 

廊下 

ホール 

廊下 

ホール 

男子更衣室（2）女子更衣室（2） 

2 階

3 階

4 階

1 階

部　室

ロ
ッ
カ
ー
室

ベランダ 

3　　号　　館 

コンピュータ 
実習室Ⅰ 

コンピュータ 
実習室Ⅱ 

320教室 

330教室 

パウダールーム 
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ミュージアムショップ

美術工芸館
研究室 

（芹沢銈介美術工芸館）6 階

5 階（芹沢銈介美術工芸館）

2　　号　　館 

館長室 事務室

オープンスペース

展示室①

展示室②

展示コーナー

展示室③

展示室④

展示室⑤

ロビー

収蔵庫

吹抜
収蔵庫

機械室

受付

空調機械室

空調機械室

EV

EV

倉庫

90研究室

階段
ホール

・ハンガードア、広 ト々イレ
オストメイト、警報装置付

Ｄ.Ｓ 

Ｄ.Ｓ 

Ｄ.Ｓ 

Ｄ.Ｓ 

311教室 312教室 

（CALL教室） 

ピロティー 

学生自習室 

（313教室） 
リトミック室 

学習ホール 

321教室 

331教室 

340教室 
図画・工作室 

341教室 

322教室 
小児保健実習室 
（保育実習室） 

廊下 

ホール 

ホール 

323教室 

333教室 

332教室 

342教室 
美術室 

333教室（上部） 

ベランダ 

ホール 吹抜 

（310教室） 
介護実習室 

男子更衣室（1）
CALL準備室 

CALL準備室 

準備室 

女子更衣室（1）

入浴実習室 

ＥＶ 

ＥＶ 

ＥＶ 

ＥＶ 

ホール 

廊下 

ホール 

廊下 

ホール 

男子更衣室（2）女子更衣室（2） 

2 階

3 階

4 階

1 階

部　室

ロ
ッ
カ
ー
室

ベランダ 

3　　号　　館 

コンピュータ 
実習室Ⅰ 

コンピュータ 
実習室Ⅱ 

320教室 

330教室 

パウダールーム 



162

5　　号　　館 

EV

2　階 

玄関 

湯沸室 

105 
研究室 

104 
研究室 

103 
研究室 

109研究室 

116研究室 

102 
研究室 

108 
研究室 

107 
研究室 

第　8 
演習室

第　9 
演習室

湯沸室 Ｅ Ｖ 

3　階 

廊下 

113 
研究室 

112 
研究室 

115 
研究室 

114 
研究室 

110 
研究室 

111 
研究室 

子ども教育学科
資料室

渡り廊下 

第　6 第　7 

階段室 

演習室 演習室 

風除室 風除室 

Ｅ Ｖ 
Ｅ Ｖ機械室 

光庭 

廊下 

倉　庫 

1　階 

H-2館から 

理科実験室

実験準備室

菅
原

光
明
講
師

中
村

令
子
教
授

三
城
大
介
教
授

菅
原
　

准
教
授

上
條

晴
夫

教
授

富
澤

弥
生

下
山
田
鮎
美
准
教
授

渡会　純一  准教授

石

直

教
授

原

渋谷るり子  教授 

鈴
木

千
明

講
師

敏
彦

教
授

大
関

　信
隆 

准
教
授

中
林

　幸
子

加
藤

　幸
男 

准
教
授

講
師

車路 車路 

玄
関
ホ

ル  

スロープ  

U
P

車路 

UP

U
P

D
N

スロープ  

車路 

UP

UP

スロープ  

D
N

6 号 館

車路・駐車スペース 

側溝 

PS

倉庫 
EV

UP 看護 
資料教材室 

階段室 

玄
関
ホ

ル

スロープ 

点検ビット 

消火機械室 

車路 車路 

U
P

車路・駐車スペース 

PS

階段室 

EV

DN

車路 

倉庫 

U
P

D
N

UP

スロープ 

車路・駐車スペース 

PS

階段室 

EV

DN

車路 

車路 

排煙機室

排煙機室 電気室

倉庫
UP

UP

スロープ 

ス
ロ
ー
プ
 

D
N

1　階 

3　階 

2　階 
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5　　号　　館 

EV

2　階 

玄関 

湯沸室 

105 
研究室 

104 
研究室 

103 
研究室 

109研究室 

116研究室 

102 
研究室 

108 
研究室 

107 
研究室 

第　8 
演習室

第　9 
演習室

湯沸室 Ｅ Ｖ 

3　階 

廊下 

113 
研究室 

112 
研究室 

115 
研究室 

114 
研究室 

110 
研究室 

111 
研究室 

子ども教育学科
資料室

渡り廊下 

第　6 第　7 

階段室 

演習室 演習室 

風除室 風除室 

Ｅ Ｖ 
Ｅ Ｖ機械室 

光庭 

廊下 

倉　庫 

1　階 

H-2館から 

理科実験室

実験準備室

菅
原

光
明
講
師

中
村

令
子
教
授

三
城
大
介
教
授

菅
原
　

准
教
授

上
條

晴
夫

教
授

富
澤

弥
生

下
山
田
鮎
美
准
教
授

渡会　純一  准教授

石

直

教
授

原

渋谷るり子  教授 

鈴
木

千
明

講
師

敏
彦

教
授

大
関

　信
隆 

准
教
授

中
林

　幸
子

加
藤

　幸
男 

准
教
授

講
師

車路 車路 

玄
関
ホ

ル  

スロープ  

U
P

車路 

UP

U
P

D
N

スロープ  

車路 

UP

UP

スロープ  

D
N

6 号 館

車路・駐車スペース 

側溝 

PS

倉庫 
EV

UP 看護 
資料教材室 

階段室 

玄
関
ホ

ル

スロープ 

点検ビット 

消火機械室 

車路 車路 

U
P

車路・駐車スペース 

PS

階段室 

EV

DN

車路 

倉庫 

U
P

D
N

UP

スロープ 

車路・駐車スペース 

PS

階段室 

EV

DN

車路 

車路 

排煙機室

排煙機室 電気室

倉庫
UP

UP

スロープ 

ス
ロ
ー
プ
 

D
N

1　階 

3　階 

2　階 
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吹抜 

吹抜 

風除室 

UP

U
P

ライトコート

吹抜 

屋根
（2）

6 号 館

PS

DS

EV

階段室 

651教室

廊
下

廊
下

652教室

屋根 
（2）

屋根 
（1）

DN

吹抜 

廊下 
U
P
U
P

125 
研究室

121研究室 
122研究室 

123研究室 
124研究室 

643合同研究室

PS

DS

EV

641教室

屋根屋根（1）（1）

廊
下

廊
下

117研究室 
118研究室 

119研究室 119研究室 
120研究室 120研究室 

642教室

DNUP

U
P

風除室 

階段室 

ライトコート 

4　階 

屋　根

5　階 

宮林幸江教授 

工藤 洋子 講師 

小野木 弘志 准教授

講師渡邊 生恵 准教授

渥美 綾子 

講師
二瓶 洋子

安部 葉子 　助教
福田 理絵　 助教
高根 秀成 　助手

浅川 真由美 助教
佐藤 晃子 　助教
佐藤 美紀 　助手
津田 友理　 助手

杉山 敏子 教授 

柏倉 栄子 教授 

7 号 館

 
 

 
 

プレールーム ( １ )

玄関

ポーチ

ＵＰ

ホール

廊下

便所

出窓

出
窓

AC

AC

AC
物入

物入

面接室 ( １ )

物入

A
C

A
C

家
具

A
家

具
B

家
具

D
家

具
C

プレールーム ( ２ )

受付

相談員室兼
事務室

１  階 

押入

便所

洗面所
脱衣室

出窓

ＤＮ

玄関 ホール
ポーチ

ベランダ

屋根

屋根

A
C

DN

UP

浴室

A
C

カ ンフ ァ レ ンス

A
C

押入

面接室 ( ３ )

面接室 ( ２ )

面接記録保管庫

屋上前 室

ポーチ

屋上

屋上

DN

UP

玄関 ﾎｰﾙ 廊下

下足棚

150研究室
 

倉庫( ２ )倉庫( １ )

WC2WC1

151研究室 

2  階 

3  階 

152研究室 

待合室

清水 めぐみ 准教授山本 良 講師
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吹抜 

吹抜 

風除室 

UP

U
P

ライトコート

吹抜 

屋根
（2）

6 号 館

PS

DS

EV

階段室 

651教室

廊
下

廊
下

652教室

屋根 
（2）

屋根 
（1）

DN

吹抜 

廊下 

U
P
U
P

125 
研究室

121研究室 
122研究室 

123研究室 
124研究室 

643合同研究室

PS

DS

EV

641教室

屋根屋根（1）（1）

廊
下

廊
下

117研究室 
118研究室 

119研究室 119研究室 
120研究室 120研究室 

642教室

DNUP

U
P

風除室 

階段室 

ライトコート 

4　階 

屋　根

5　階 

宮林幸江教授 

工藤 洋子 講師 

小野木 弘志 准教授

講師渡邊 生恵 准教授

渥美 綾子 

講師
二瓶 洋子

安部 葉子 　助教
福田 理絵　 助教
高根 秀成 　助手

浅川 真由美 助教
佐藤 晃子 　助教
佐藤 美紀 　助手
津田 友理　 助手

杉山 敏子 教授 

柏倉 栄子 教授 

7 号 館
 

 

 
 

プレールーム ( １ )

玄関

ポーチ

ＵＰ

ホール

廊下

便所

出窓

出
窓

AC

AC

AC
物入

物入

面接室 ( １ )

物入

A
C

A
C

家
具

A
家

具
B

家
具

D
家

具
C

プレールーム ( ２ )

受付

相談員室兼
事務室

１  階 

押入

便所

洗面所
脱衣室

出窓

ＤＮ

玄関 ホール
ポーチ

ベランダ

屋根

屋根

A
C

DN

UP

浴室

A
C

カ ンフ ァ レ ンス

A
C

押入

面接室 ( ３ )

面接室 ( ２ )

面接記録保管庫

屋上前 室

ポーチ

屋上

屋上

DN

UP

玄関 ﾎｰﾙ 廊下

下足棚

150研究室
 

倉庫( ２ )倉庫( １ )

WC2WC1

151研究室 

2  階 

3  階 

152研究室 

待合室

清水 めぐみ 准教授山本 良 講師
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電
気
室

部
　
室

部
　
室

部
　
室

部
　
庫

部
　
庫

部
　
庫

部
　
庫

部
　
庫

部
　
庫

部
　
庫

部
　
庫

部
　
庫

守
衛
室

部
　
庫受水槽室

部活動室

ホ ー ル

ホール上部吹抜

ステージ

部庫

Ｈ－ＯＮＥ館（課外活動棟）

１ 階

２ 階

電
気
室

電
気
室

小ホール

部庫

部庫

第127研究室 

考古学資料室

梶原洋 教授 梶原洋 教授 

部庫 部庫 部庫 部庫 部庫 部庫 部庫部庫 部庫

部
庫

部
庫

部
庫

部
庫

部庫 部庫

第101研究室

4 階

Ｈ－ＯＮＥ館（課外活動棟）

体育会
幹事会

文化会幹事会

部活動室部
　
庫

132
研究室

133
研究室

情報福祉研究室

部
　
庫

部
　
庫

部
　
庫

部
　
庫

3 階

部　庫130 
研究室 

131 
研究室
兼
研修室 

山野 英伯
教授

漆山純一 
准教授 

千葉伸彦 
　講師 

栁田 恵梨奈 助手

高橋 俊史 助教
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電
気
室
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室

部
　
室

部
　
室

部
　
庫

部
　
庫

部
　
庫

部
　
庫

部
　
庫

部
　
庫

部
　
庫

部
　
庫

部
　
庫

守
衛
室

部
　
庫受水槽室

部活動室

ホ ー ル

ホール上部吹抜

ステージ

部庫

Ｈ－ＯＮＥ館（課外活動棟）

１ 階

２ 階

電
気
室

電
気
室

小ホール

部庫

部庫

第127研究室 

考古学資料室

梶原洋 教授 梶原洋 教授 

部庫 部庫 部庫 部庫 部庫 部庫 部庫部庫 部庫

部
庫

部
庫

部
庫

部
庫

部庫 部庫

第101研究室

4 階

Ｈ－ＯＮＥ館（課外活動棟）

体育会
幹事会

文化会幹事会

部活動室部
　
庫

132
研究室
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研究室

情報福祉研究室

部
　
庫

部
　
庫

部
　
庫

部
　
庫

3 階

部　庫130 
研究室 

131 
研究室
兼
研修室 

山野 英伯
教授

漆山純一 
准教授 

千葉伸彦 
　講師 

栁田 恵梨奈 助手

高橋 俊史 助教

山﨑敦子
准教授
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(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)

ピアノ室3

看護技術実習室2

看護シミュレーション実習室

看護多目的
実習室1

看護技術
実習室1 女　子

更衣室

男　子
更衣室
男　子
更衣室

看
護
実
習
準
備
室

階段室

玄 関

（調理教室）

ホール

女
子
更
衣
室

看護多目的
実習室2

階段室

階段室

教
員
控
室第134研究室

階段室

研究室

(被服教室)

家政実習教室

Ｈ－2  館

1　階 

2　階 

3　階 

第135研究室

ピアノレッスン室

看護多目的
実習室3

第156研究室

149研究室

吉川　悠貴
准教授

相場　恵
石川　環講師

講師

矢吹　知之 准教授

鎌田美千代講師

洗
体

ド
ラ
イ
エ
リ
ア

空調機械室

機械室
受水槽室

ボイラー室

男子更衣室

電気室

オ
イ
ル

消
火
栓

タ
ン
ク
室

ポ
ン
プ
室

倉庫

倉

トレーニングルーム
テラス

女子更衣室
ロッカー

玄関

エントランスホール

庫

ＰＳ

洗
場

体育
準備室

Ｈ－3 ＧＹＭ

地　階

１　階

81研究室

80研究室

D.N

U. P

D.N

大倉峰雄
准教授
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看
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準
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控
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洗
体

ド
ラ
イ
エ
リ
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オ
イ
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消
火
栓

タ
ン
ク
室

ポ
ン
プ
室

倉庫

倉

トレーニングルーム
テラス

女子更衣室
ロッカー

玄関

エントランスホール

庫

ＰＳ

洗
場

体育
準備室

Ｈ－3 ＧＹＭ

地　階

１　階

81研究室

80研究室

D.N

U. P

D.N

大倉峰雄
准教授
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EV

EVPS
UP
DN

EVPS
UP
DN

EVPS
DN

図 書 館  

2 0 0 1 館

EV
UP

倉庫 

ピロテイー 

ホール 2122教室 2121教室 

PS

EV PSPS
UP
DN

ホール 2132教室 
EV PSPS

UP
DN

ホール 

廊下 

91研究室 
92研究室 

94研究室 

2131教室 

95研究室 EV PSPS
DN

1階  

2 階

3階  

4 階

93研究室 

図 書 館

PS 資料倉庫 

生田目学文
　　　教授大内誠 教授 

似内寛教授

岩田一樹
　　講師石野莞司教授 大内誠 教授 

似内寛教授

岩田一樹
　　講師石野莞司教授 

ポンプ室  

図書館棟

書　　庫 

書　　庫 
コピー機 

コピー機 

コピー機 

玄関ホール 
国見堂 

入口 

EV

ライト 
コート 

機 械 室 
電 気 室 

書　　庫 

書　　庫 

書 庫 

美術書 

新聞他 

EV

車椅子 
トイレ 

男子 
トイレ 

女子 
トイレ 

ライト 
コート 

事 務 室

廊下 

集団学習室 

書　　庫 

吹 抜 

絵 本 レファレンス図書 
（辞典類） 

吹 抜 

EV

ライト 
コート 

開 架 書 庫

検索用パソコン 

スロープ 

3F 
カウンター 

入退館 
システム 

入退館 
システム 

検索用パソコン

車椅子トイレ車椅子トイレ 

4　階 

男子トイレ男子トイレ 

女子トイレ女子トイレ 

ポンプ室 

ブラウジングルームブラウジングルーム 

トイレトイレ トイレトイレ 

書　　庫 

1　階 

3　階 

２　階

3 F 閲 覧 室 

2 F 閲 覧 室 

貴重書庫 

雑
誌
コ
ー
ナ
ー

無線ＬＡＮ設置場所

吹 抜 
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EV
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開 架 書 庫
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3F 
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入退館 
システム 

検索用パソコン

車椅子トイレ車椅子トイレ 

4　階 

男子トイレ男子トイレ 

女子トイレ女子トイレ 

ポンプ室 

ブラウジングルームブラウジングルーム 

トイレトイレ トイレトイレ 

書　　庫 

1　階 

3　階 

２　階

3 F 閲 覧 室 

2 F 閲 覧 室 

貴重書庫 

雑
誌
コ
ー
ナ
ー

無線ＬＡＮ設置場所

吹 抜 
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 倉庫

 
 

  

 

 

 

 

　

 

 

 

  

外階段(2)

福　　聚　　殿
（講堂兼体育館・教員研究室・ピアノレッスン室・ピアノ練習室

学生自習室・学生食堂1-8-1ホール・軽食コーナー）

事務室事務室

管理人室
調理室 調理室 調理室 

火報室

軽食コーナー（1）

学習ホール

軽食コーナー（2）

ピアノレッスン室

検収室

ホール

コピー室

下処理室

倉庫 

洗い場 

厨房

自販機 

券売機 サービス 
コーナー 

テラス

入口

券売機 

ステージ

玄関 

控え室 

空調機械室

女
子
更
衣
室

洗
濯
室 

男
子
更
衣
室

脱
靴
室

ア
リ

ナ

入
口

空
調
機
械
室

入
口 

第
126
研
究
室 応

接
室

ステージ 

倉
庫 電気室 

舞台照明盤等 

ギ
ャ
ラ
リ
ー
ス
タ
ン
ド

ギ
ャ
ラ
リ
ー
ス
タ
ン
ド

ト
レ
ー
ニ
ン
グ
ル
ー
ム

ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
ル
ー
ム

外階段(2)

2　階 3　階 

1　階 

外階段(1)外階段(1)

風除室

電気室

パウダールーム

パウダールーム

トレーニングルーム

体育教官室兼応接室

ピアノ室1 ピアノ室2

佐
藤
伊
知
子

教
准

授

松田　健太郎　助教

教 職 員 駐 車 場

電気室空 調
機械室

空 調
機械室

学習ホール

ＩＣＴ支援室Ｆショップ 各部・各課掲示場

スロープ

倉庫

倉庫

倉
庫

倉
庫

消火設備室

施設部
施設課

スロープ

ピアノ室5

客席

廊下

準備室

事務室

和の広場

ハーモニー
スクウェア

ステージ

ロビー

ＥＶ

ホール

控室

控室
楽屋

管

UB

前室

控
室

学生支援課

（教育学部）

音　楽　堂（けやきホール）

地下１階

地下2階

学生支援センター

防災士研修室 実学臨床教育
推進室

153研究室 154研究室

学習ホール

（総合福祉学部）

パウダールーム
授乳室

地域創生推進室

ピアノ室4

高野　亜紀子 講師

髙野拓哉助手 阿部利江講師
佐藤泰伸助手
山本美貴子助手
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客席

調光・映像室

音響調整室

吹抜

吹抜

廊下

ＥＶ

吹抜

ホワイエ

事務室倉庫

マルチメディア教室1

倉
庫

倉庫

吹　　抜
吹　　　　　抜

倉
庫

1　階 

2　階 

音　楽　堂（けやきホール）

マルチメディア教室2

学習室

学習室

手洗便所
物入

水屋

炉

玄関

座
布
団
入

床
の
間

床
脇

押
入

物
入

道　庵

坐 禅 堂

特　別　教　室

外　　単 

東司 

東司 

外　　単 

教

員

控

室
東

司

後　架 
洗
面
所

後

門
聖
僧

玄　関 

2階：法　　堂 
（1階：臨床美術実習室） 

一仏両祖像 

（坐 禅 堂 ・ 法 堂 ・ 道 庵）

玄関 

仏専研究室 



175

客席

調光・映像室

音響調整室

吹抜

吹抜

廊下

ＥＶ

吹抜

ホワイエ

事務室倉庫

マルチメディア教室1

倉
庫

倉庫

吹　　抜
吹　　　　　抜

倉
庫

1　階 

2　階 

音　楽　堂（けやきホール）
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玄関 
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２ ステーションキャンパス （本校地より西方約５５０ｍ）

J R
仙山線

(１) ステーションキャンパス館

(２)

(２) ＪＲ東北福祉大前駅（外部施設）

(１)

至仙
台

至山形

(３)

(３) 駐輪場

ステーションキャンパス館(ステーションキャンパス）

消火ポンプ室

受水槽
電気室

ド
ラ
イ
エ
リ
ア

EPS

EPS

風除室

スロープ

乗降専用

倉庫

ホール

倉庫
倉庫

清掃員室

管理室

駐車場

カーリフト

ＥＶ

PS

PS

PS

PS

PS

ＥⅤ

1　階 

外部階段

まごのて
クラブ

外部駐輪場
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２ ステーションキャンパス （本校地より西方約５５０ｍ）

J R
仙山線

(１) ステーションキャンパス館

(２)

(２) ＪＲ東北福祉大前駅（外部施設）

(１)

至仙
台

至山形

(３)

(３) 駐輪場

ステーションキャンパス館(ステーションキャンパス）

消火ポンプ室

受水槽
電気室

ド
ラ
イ
エ
リ
ア

EPS

EPS

風除室

スロープ

乗降専用

倉庫

ホール

倉庫
倉庫

清掃員室

管理室

駐車場

カーリフト

ＥＶ

PS

PS

PS

PS

PS

ＥⅤ

1　階 

外部階段

まごのて
クラブ

外部駐輪場
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Ｓ301教室

大学事務室

廊下

ホール

ＥＶ ＥＶ

ピロティ

EPS

EPS

EPS

ポーチ

屋外階段

パ
ン
ト
リ
ー

3　階 

S300教室

PS
PS

PS

PS

ステーションキャンパス館

倉庫２

書庫1

書庫2

廊下

廊下
ホール

倉庫 ＥＶ

EPS

EPS

屋外階段 研究室 Ｓ演習室1
（13）（14）

研究室

聴力室

2　階 

S201教室

S200教室

PS

PS

PS

研究室3

事務室

データ室

風除室

会議室

Ｘ線室

操作室

診察室1診察室2 感染症待合室

待合室

操作室

前室

ＥＣＧ
(心電)

隔離
静養室

静養室

静養室

採血、測定室

更衣室
　1

更衣室
　2

研究室
（12）

研究室
（11）

Ｓ演習室2Ｓ演習室3

Ｓ演習室4

汚損リネン
廃棄物保管庫

サーバー室

リネン室

学生ホール

予防福祉クリニック

メンタルヘルス
プロモーション

渡部芳彦 教授

齋藤昌宏 准教授
冲永 壯治 教授

佐藤 達也 准教授

屋　上

S401教室 S400教室

S402教室

S403教室

屋外階段

廊下

ホール

EPS

EPS

EPS

ＥＶ ＥＶ

ステーションキャンパス館

4　階 

PSPS

PS

PS

S501教室

S502教室

教員控室
兼印刷室

屋外階段

研究室（１）

研究室（３）

研究室（４）

研究室（５）

研究室（６）

S500教室

廊下

ホール

PS

PS

PS

PS PS

EPS

EPS

ＥV ＥＶ

5　階 

S演習室5

S演習室6

資料室
鈴木 佳子  助手

研究室( 2 ）

大西 孝志  教授

鈴田 泰子 准教授

河村 孝幸  准教授

鈴木 玲子  准教授

小野 芳秀 講師
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Ｓ301教室

大学事務室

廊下

ホール

ＥＶ ＥＶ

ピロティ

EPS

EPS

EPS

ポーチ

屋外階段

パ
ン
ト
リ
ー

3　階 

S300教室

PS
PS

PS

PS

ステーションキャンパス館

倉庫２

書庫1

書庫2

廊下

廊下
ホール

倉庫 ＥＶ

EPS

EPS

屋外階段 研究室 Ｓ演習室1
（13）（14）

研究室

聴力室

2　階 

S201教室

S200教室

PS

PS

PS

研究室3

事務室

データ室

風除室

会議室

Ｘ線室

操作室

診察室1診察室2 感染症待合室

待合室

操作室

前室

ＥＣＧ
(心電)

隔離
静養室

静養室

静養室

採血、測定室

更衣室
　1

更衣室
　2

研究室
（12）

研究室
（11）

Ｓ演習室2Ｓ演習室3

Ｓ演習室4

汚損リネン
廃棄物保管庫

サーバー室

リネン室

学生ホール

予防福祉クリニック

メンタルヘルス
プロモーション

渡部芳彦 教授

齋藤昌宏 准教授
冲永 壯治 教授

佐藤 達也 准教授

屋　上

S401教室 S400教室

S402教室

S403教室

屋外階段

廊下

ホール

EPS

EPS

EPS

ＥＶ ＥＶ

ステーションキャンパス館

4　階 

PSPS

PS

PS

S501教室

S502教室

教員控室
兼印刷室

屋外階段

研究室（１）

研究室（３）

研究室（４）

研究室（５）

研究室（６）

S500教室

廊下

ホール

PS

PS

PS

PS PS

EPS

EPS

ＥV ＥＶ

5　階 

S演習室5

S演習室6

資料室
鈴木 佳子  助手

研究室( 2 ）

大西 孝志  教授

鈴田 泰子 准教授

河村 孝幸  准教授

鈴木 玲子  准教授

小野 芳秀 講師
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ホール

S603教室

Ｓ演習室7

屋外階段

S601教室

S602教室

S600教室

S604教室

ＥＶＥＶ EPS

EPS

廊下

ステーションキャンパス館

６　階

PS

PS

PS

PS PS

廊下

ホール

PS

PS PS

PS

PS

EPS

EPS

ＥＶ ＥＶ

屋外階段

Ｓ703教室

　(7)

Ｓ702教室

S704教室

研究室(10)

研究室

研究室(8)

演習室（8）

研究室(9)
村上 由則教授

7　階 

研究室(15）

Ｓ701教室

Ｓ700教室

芳賀 恭司
　 准教授
品田 誠司
     准教授

舩渡 忠男 教授

庭野 賀津子 教授

髙橋 久子 准教授

ステーションキャンパス館

国際交流ホール

倉庫
倉庫

廊下

PS EPS

設備室
パントリー

屋上

屋上

屋外階段

ホール

EPS

PS

PS

ＥＶ

8　階 
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ホール

S603教室

Ｓ演習室7

屋外階段

S601教室

S602教室

S600教室

S604教室

ＥＶＥＶ EPS

EPS

廊下

ステーションキャンパス館

６　階

PS

PS

PS

PS PS

廊下

ホール

PS

PS PS

PS

PS

EPS

EPS

ＥＶ ＥＶ

屋外階段

Ｓ703教室

　(7)

Ｓ702教室

S704教室

研究室(10)

研究室

研究室(8)

演習室（8）

研究室(9)
村上 由則教授

7　階 

研究室(15）

Ｓ701教室

Ｓ700教室

芳賀 恭司
　 准教授
品田 誠司
     准教授

舩渡 忠男 教授

庭野 賀津子 教授

髙橋 久子 准教授

ステーションキャンパス館

国際交流ホール

倉庫
倉庫

廊下

PS EPS

設備室
パントリー

屋上

屋上

屋外階段

ホール

EPS

PS

PS

ＥＶ

8　階 
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（3） 

（6） （9） 

（10）

（17）
（16）

（15） 

（11）

（12）

（14）

（18）

（19）

（13）

（1） 

（4） 

（2） 

(10）

(11）

（9） 社会福祉法人東北福祉会・せんだんの里
（介護老人福祉施設・ショートスティ・
デイサービスセンター・グループホーム）

社会福祉法人東北福祉会
認知症介護研究・研修仙台センター
全天候型体育館
（トレーニングセンター・武道場「武徳館」）

せんだんの丘ぷらす(介護予防通所介護事業所)

スロヴェニア記念館(12）
雄翔館

(17）(16）
(15）
(14）

(13）

東北福祉大学せんだんホスピタル

自然緑地　　
(19）

(18）
生ゴミ処理場　　

調整池　　 自然緑地
ゴルフ練習場

）
（3） 

（1） 

（4） 

（2） 

（5） 東北福祉大学実学教育寮（南館）
（6） 東北福祉大学実学教育寮（西館）
（7） 東北福祉大学実学教育寮（北館）
（8） 東北福祉大学実学教育寮（東館）

ウェルコム21

大学院講義室

健康科学部リハビリテーション学科
講義室・実習室

感性福祉研究所
医療法人社団東北福祉会・
せんだんの丘（介護老人保健施設

東北福祉大学実学教育寮（本館）
特別支援教育研究室

3 国見ケ丘第1キャンパス （本校地より西方約1000ｍ）

（7） 

（5） 
（8） 

渡り廊下

吹抜
前室

基礎医学実習室

EV

EV

EPS

PS

EP
S

PS

前室

ド
ラ
イ
エ
リ
ア
上
部
吹
抜
け

ド
ラ
イ
エ
リ
ア
上
部
吹
抜

共同研究室兼
助手室兼教材作成室

更衣室１（男）

更衣室２（女）更衣室３（女）

図 書 館
分 室

図 書 館
分 室

倉　庫

医務保健室
陶芸コーナー

総務事務室教務部

ロッカー室

更衣室

廊下

廊下

更衣室

水治療法室

EV

EV

PS

EPS

PS

風除室

エントランスロビー

ポーチ

和室18帖和室18帖和室18帖和室18帖

座敷

WC

消火ポンプ ド
ラ
イ
エ
リ
ア

前室

多目的ホール「百年塾」

ウェルコム21（国見ケ丘第１キャンパス）

1　階 

2　階 

学生相談室

演習室
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（3） 

（6） （9） 

（10）

（17）
（16）

（15） 

（11）

（12）

（14）

（18）

（19）

（13）

（1） 

（4） 

（2） 

(10）

(11）

（9） 社会福祉法人東北福祉会・せんだんの里
（介護老人福祉施設・ショートスティ・
デイサービスセンター・グループホーム）

社会福祉法人東北福祉会
認知症介護研究・研修仙台センター
全天候型体育館
（トレーニングセンター・武道場「武徳館」）

せんだんの丘ぷらす(介護予防通所介護事業所)

スロヴェニア記念館(12）
雄翔館

(17）(16）
(15）
(14）

(13）

東北福祉大学せんだんホスピタル

自然緑地　　
(19）

(18）
生ゴミ処理場　　

調整池　　 自然緑地
ゴルフ練習場

）
（3） 

（1） 

（4） 

（2） 

（5） 東北福祉大学実学教育寮（南館）
（6） 東北福祉大学実学教育寮（西館）
（7） 東北福祉大学実学教育寮（北館）
（8） 東北福祉大学実学教育寮（東館）

ウェルコム21

大学院講義室

健康科学部リハビリテーション学科
講義室・実習室

感性福祉研究所
医療法人社団東北福祉会・
せんだんの丘（介護老人保健施設

東北福祉大学実学教育寮（本館）
特別支援教育研究室

3 国見ケ丘第1キャンパス （本校地より西方約1000ｍ）

（7） 

（5） 
（8） 

渡り廊下

吹抜
前室

基礎医学実習室

EV

EV

EPS

PS

EP
S

PS

前室

ド
ラ
イ
エ
リ
ア
上
部
吹
抜
け

ド
ラ
イ
エ
リ
ア
上
部
吹
抜

共同研究室兼
助手室兼教材作成室

更衣室１（男）

更衣室２（女）更衣室３（女）

図 書 館
分 室

図 書 館
分 室

倉　庫

医務保健室
陶芸コーナー

総務事務室教務部

ロッカー室

更衣室

廊下

廊下

更衣室

水治療法室

EV

EV

PS

EPS

PS

風除室

エントランスロビー

ポーチ

和室18帖和室18帖和室18帖和室18帖

座敷

WC

消火ポンプ ド
ラ
イ
エ
リ
ア

前室

多目的ホール「百年塾」

ウェルコム21（国見ケ丘第１キャンパス）

1　階 

2　階 

学生相談室

演習室
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前室
EV

EV

EPS

PS

EP
S PS

前室

学習室

廊下

倉　庫

準備室
作業実習室（１）

（木工・陶芸・金工）

作業実習室（2）

レクリエーション室・発達支援室

日常動作訓練実習室

倉　庫

（手工芸・織物・絵画）

4 階

前室

前室

EV

EV

EPS

PS

EP
S PS

学習室

廊下

倉　庫

装具加工実習室

理学療法実習室（1）

理学療法実習室（2）

理学療法実習室（3）

（機能訓練室）

測定室

3 階

ウェルコム21

5　階 

ウェルコム21

前室
EV

EV

EPS

PS

EP
S

PS

前室

演習室（２）

演習室（1）

倉庫・印刷室

博士・修士課程
客員教授室
講師控室

大学院合同研究室（3）
修士課程

学習室・談話室

廊下

演習室（３）

EPS

倉庫

EV

PS WC

ロビー

　   空風土
「スカイフード」

屋外ユニット置場

屋外ユニット
置場

PS立ち上がり

6　階 

大学院講義室（1）

大学院合同研究室（1）（2）

大学院PC室・印刷室

演習室（4）

　   軽食販売機
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前室
EV

EV

EPS

PS

EP
S PS

前室

学習室

廊下

倉　庫

準備室
作業実習室（１）

（木工・陶芸・金工）

作業実習室（2）

レクリエーション室・発達支援室

日常動作訓練実習室

倉　庫

（手工芸・織物・絵画）

4 階

前室

前室

EV

EV

EPS

PS

EP
S PS

学習室

廊下

倉　庫

装具加工実習室

理学療法実習室（1）

理学療法実習室（2）

理学療法実習室（3）

（機能訓練室）

測定室

3 階

ウェルコム21

5　階 

ウェルコム21

前室
EV

EV

EPS

PS

EP
S

PS

前室

演習室（２）

演習室（1）

倉庫・印刷室

博士・修士課程
客員教授室
講師控室

大学院合同研究室（3）
修士課程

学習室・談話室

廊下

演習室（３）

EPS

倉庫

EV

PS WC

ロビー

　   空風土
「スカイフード」

屋外ユニット置場

屋外ユニット
置場

PS立ち上がり

6　階 

大学院講義室（1）

大学院合同研究室（1）（2）

大学院PC室・印刷室

演習室（4）

　   軽食販売機
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屋　上 

キュービクル 

PH階

ウェルコム21

 

 

 

 
 

消火栓 

風除室 

消火栓 

消火栓 

食品衛生
実験準備室

電気 
機械室 実習準備室１

微生物実験室

ド
ラ
イ
エ
リ
ア

実習準備室2

清掃室 
（物入）

EV

ポンプ室 

倉庫（3）

倉庫（5）
倉庫（4）

消火栓 

A階段 

B階段 

作業室（1）

消火栓 

合同研究室・実験室

操作室 

データ 
解析室

前室 
準備室 

機械室 

MRI撮影室

動作解析室 
空調 
機械室 

分析室 
GC-MS 

労働衛生実習教室 
下
足
室 

1研究室 2研究室 3研究室 4

7研究室

A階段 
C階段 

B階段 

シールドルーム

計測室 

事務局 機械室
（サーバー室） 

中庭 

EV

EVホール

消火栓 

消火栓 

消火栓 

風除室 

研究室 
5

研究室 

分析機器室

地　階

1　階 

感性福祉研究所（国見ケ丘第１キャンパス）

38研究室

ホール

6研究室

坪
川 

　宏 

教
授

相
馬 

正
之

　
　准
教
授

水
野 

康 

教
授

高
村 

元
章

　
　准
教
授

黒
木

　薫 

講
師

五
十
嵐

　守

　
　
　准
教
授
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屋　上 

キュービクル 

PH階

ウェルコム21

 

 

 

 
 

消火栓 

風除室 

消火栓 

消火栓 
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実験準備室

電気 
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ド
ラ
イ
エ
リ
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操作室 

データ 
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準備室 

機械室 

MRI撮影室
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空調 
機械室 
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GC-MS 

労働衛生実習教室 
下
足
室 

1研究室 2研究室 3研究室 4

7研究室

A階段 
C階段 

B階段 

シールドルーム

計測室 

事務局 機械室
（サーバー室） 

中庭 

EV

EVホール

消火栓 

消火栓 

消火栓 

風除室 

研究室 
5

研究室 

分析機器室

地　階

1　階 

感性福祉研究所（国見ケ丘第１キャンパス）

38研究室

ホール

6研究室

坪
川 

　宏 

教
授

相
馬 

正
之

　
　准
教
授

水
野 

康 

教
授

高
村 

元
章

　
　准
教
授

黒
木

　薫 

講
師

五
十
嵐

　守

　
　
　准
教
授
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屋根屋根 

吹抜 

吹抜 

 

吹抜 

消火栓消火栓 

研究室

研究室
実験共同研究室

廊下36

37

研究室 研究室
3528 

研究室 
27 

研究室 

消火栓 

大会議室 機械室 

EV

EVホール

人工 
気候室 

23 22 
研究室 研究室 

24 
研究室 

25 
研究室 

29
研究室 

30 
研究室 

31
研究室 

32
研究室 

33
研究室 

34
研究室 

26 
研究室 

吹抜 

吹抜 

吹抜 

屋根 

屋根 

A階段 
C階段 

B階段 

消火栓 

21 
研究室 

19
研究室 

20
研究室 

2　階 

感性福祉研究所

ホール

学生相談室
学習室 小会議室

渥
美
恵
美
教
授

佐
藤
善
久
教
授

齋
木
し
ゅ
う
子
教
授

藤
井
俊
勝
教
授

土
谷 

昌
広

　
　
　教
授

成
烈
完

　
　准
教
授

小
川
誠
二
　

　
　
　教
授

山
口
政
人
教
授

中
江

　秀
幸

　
　
　准
教
授

大
城 

泰
造

　
　
　准
教
授

紀
國
谷 

恵
子

　
　
　准
教
授

田
邊 

素
子

　
　
　准
教
授

伊
藤 

明
海 

講
師

小
野 

治
子

　
　
　准
教
授

相
原 

彩
香 

助
教

髙
橋 

恵
里 

助
教

井
樋 

慶
一 

教
授

藪
脇 

健
司
教
授

水
本
匡
起
講
師

梅
津 

雄
志
助
手

浮
田 

徳
樹
講
師

稲
垣 

成
昭
講
師

佐
藤 

洋
介
助
教

川
崎 

善
徳
助
教

野
路 

慶
明
助
教

全天候型体育館（国見ケ丘第１キャンパス）（トレーニングセンター）

ポ

チ 

玄
関

事
務
室

ミーティング 
ルーム 

エ
ン
ト
ラ
ン
ス

第 2 練 習 場

応
接
室

器
具
庫

第 1 練 習 場

武　徳　館 
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倉
庫
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ＵＰ 
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室
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レ
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ニ
ン
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ル
ー
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事務室

薬局

診察スペース
外来受付・

相談室

検査室

（エコー・
  脳波等）

待合室

EV

EV
EV待合室

中庭

作業療法室（MRI・CT・XP）

画像撮影
   ブース

中庭

売店総合受付

院内学級

一般入口 デイケア入口

喫　茶
コーナー

夜間入口

エントランスホール
給食センター

デイケアエリア

１ 階（総合受付・外来診療・リハビリエリア）

相談室

せんだんホスピタル（国見ケ丘第１キャンパス）

医療福祉相談室・
地域医療連携室

２ 階（講義室・管理室・病室）

講義室兼大会議室

EV
EV

ナース
ステーション

リフレッシュ
   コーナー

面会室

廊　下

廊　下 病室群

病室群

病室群

病室群

デイルーム

デイルーム

デイルーム

集団療法室

病室群

病室群

食堂兼
学生自習室

ホール

浴室

食堂

図書室

倉庫 倉庫

機械室

機械室

実習生
　控室
　  ２

実習生
控室１

休憩室
（職員・学
  生兼用）更衣室

管理部門

管理部門

医局兼
研究室

演習室兼
小会議室

講師控室

吹抜

病室群

EV
EV

ナース
ステーション

面会室

廊　下

廊　下 病室群

病室群

病室群

病室群

デイルーム

デイルーム

デイルーム

機能回復訓練室

病室群

病室群

浴室

食堂

吹抜

病室群

せんだんホスピタル

３ 階（病棟）

ホール

EV
EV

ナース
ステーション

学習室

廊　下

廊　下 病室群

病室群

病室群

病室群

デイルーム

デイルーム

デイルーム

集団療法室

病室群

病室群

浴室

食堂

吹抜

病室群

4 階（病棟）

ホール
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（総合運動場・本校地より西方約1５0０ｍ）

（1） 

（15）

(16）

（14）

（4） 
（5） 

（6） （7） （8） 

（9） 

（11）

（13）

（17）

（3） 

（2） 

（12）

(17）中山寮

（1） 野球場
（2） 投球練習場
（3） トイレ・部庫
（4） 駐車場・倉庫・サブ球場・ブルペン
（5） 陸上競技場・サッカー場
（6） 運動広場
（7） 部庫・トイレ
（8） テニスコート
（9） 社会福祉法人東北福祉会・国見ケ丘せんだんの杜保育園
(10）弓道場
(11）社会福祉法人東北福祉会・国見ケ丘せんだんの杜保育園分園
(12）社会福祉法人東北福祉会・せんだんの杜・ケアハウス「フェリコ館」
(13）社会福祉法人東北福祉会・せんだんの杜「リベラ荘」

（介護老人保健施設・在宅介護支援センター・ショートスティ・デイサービスセンター）
(14）社会福祉法人東北福祉会・せんだんの家（児童生活自立援助ホーム）

(16）トレーニングルーム
(15）社会福祉法人東北福祉会・せんだんの里（グループホーム・デイサービスセンター）

4 国見ケ丘第2キャンパス

（10）（10）

(18）パークゴルフ場

(18）

国見キャンパス

（本校地より東方約１００ｍ）

(１)

(１)

ソフトボール場
(２)

(２)

跳躍ピットゾーン

(２)

5 北山キャンパス

来訪者
駐車場 守衛室

駐輪場

守
衛
室
正
門

駐輪場

市
営
バ
ス

停
留
所

市
営
バ
ス

停
留
所

(３) 部室

(３)
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（総合運動場・本校地より西方約1５0０ｍ）
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停
留
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ｴﾚﾍﾞｰﾀｰﾎｰﾙ

EV EV EV
EVSPE SDUP

教材倉庫

電気室

UP

Ａ階段室

清掃機材室

下部　防火水槽　空調用水槽

受水槽
消火ﾎﾟﾝﾌﾟ室

教材倉庫

　　　　教室(1)
予防福祉健康増進推進室
　　　仙台元気塾

多目的室2
仙台元気塾

多目的室1
仙台元気塾

男子便所
女子便所

多目的室
セミナー室1

教室・研修室2
囲碁の杜

設備管理室

多目的室
セミナー室2多機能WC

下部　貯留槽

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰﾎｰﾙ

EV EV EV
EVSPE SDUP

DN PS

DS

UP
DN

Ａ階段室

ﾃﾗｽ
総務課事務室
防災センター

DS 荷解室

学食「TFU Cafeteria Olive」

風除室

控室　
男子便所

優先トイレ

駐車場

１　階

空調機室

女子便所　

入口

自動扉

Mini Mori ガーデン

演習室
展示・セミナー室(1)　　

講義室
展示・セミナー室(2)　　　

受付・事務室

倉庫 ロッカー室

ハロン
ボンベ室

相談ブース

運動スタジオ

トレーニングルーム

事務室

地　階

仙台駅東口キャンパス館6 仙台駅東口キャンパス

PS

廊下

EV EV EV
EVSPE SDUP

DN PS

DS

Ｂ階段室

ﾊﾞﾙｺﾆｰ

DS

Ａ階段室

UP

DN

男子便所 女子便所

廊下

湯沸室

機械室

会議室セミナー室
　「未来の杜」

廊下

講義室
展示セミナー室(3)

EV EV EV
EVSPE SDUP

DN PS

DS

ﾊﾞﾙｺﾆｰ

ﾊﾞﾙｺﾆｰ

Ｂ階段室Ａ階段室

UP

DN

男子便所 女子便所

空調機械室 機械室
空調機械室

仙台駅東口キャンパス館

２　階

３　階

講義室
展示セミナー室(4)

展示セミナー室(5)
　

応接室1

応接室2　

通信教育事務部
通信教育課

　通信教育部
自習室・図書室

　看護学校
　自習室1

東北福祉看護学校
事務室・教員室

演習室3

演習室1 演習室2

演習室4

　保健室

 　　　　生涯学習支援室事務室

授乳室

講師控室

面談室1

面談室3

面談室2

面談室4

校長室

面談室

看護学校
自習室2
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